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 わが国では古来より、集中豪雨・竜巻・台風・地震・火山噴火等による自然災害がしばしば発生し、多く

の被害を被ってきている。これらの自然災害を防止し、被害の軽減を図り、安全・安心な社会を実現するこ

とが、国としての重要かつ緊急の課題である。このためには、防災活動に資する情報の高度化が不可欠であ

る。 
 さらに、地球温暖化・オゾン層破壊・酸性雨・砂漠化など、地球規模での気候変動・地球環境問題の解決

が人類共通の緊急の課題となっている。 
 気象庁の任務は、気象・地震・火山活動・海洋現象等を科学的に観測・監視・予測することにより、社会

の防災活動、経済活動等に必要な情報の発信や、地球温暖化などの地球環境問題への基盤的情報の提供を行

うことにある。このような任務を果たすためには、これらの現象の解明や予測精度の向上が極めて重要であ

り、そのためには、新しい科学技術の活用や独自の技術開発を行い、技術の高度化を図る必要がある。 
 この気象庁の技術開発の基盤を支えているのが気象研究所であり、気象業務の技術に関する研究を行う国

の唯一の研究機関として、安全・安心な社会の実現、地球環境問題の解決に向けて、気象・地象・水象に関

する現象の解明及び予測の研究、ならびに関連技術の開発を行い、気象業務の技術基盤の構築や科学技術の

発展に積極的に貢献している。 
 このような研究・技術開発を一層効率的・効果的に推進するため、独立の法人格をもち業務の質の向上や

活性化、効率性の向上、自律的な運営、透明性の向上を図る独立行政法人への移行を視野に入れており、平

成 20年度には、平成 21年度から開始する行政的な要望に早急に応える必要がある課題及び、中長期的な気

象業務の発展に向けた課題などを対象とした、新たな研究計画・研究課題を設定するため、気象研究所評価

委員会（分科会）による外部評価を受けた。 
 また、気象研究所は、国内、国外の関係機関と連携・協力して研究活動を推進するという基本方針のもと、

世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）による気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の活動や、

WMO などが推進する「世界気候研究計画（WCRP）」などの国際的な取り組みにも積極的に参画し、関連

する研究を積極的に推進しており、IPCC 第 5 次報告書への貢献を行うとともに、国内の温暖化対策のため

の基礎資料として日本付近の地域気候変化予測についても「特別研究」として実施している。 
 さらに、研究活動のみならず開発途上国への支援の一環として、独立行政法人国際協力機構などと協力し

て、海外からの研修生に対しての研修実施などを引き続き行っているが、近年は各地域ごとでの温暖化対策

が必要とされており、世界でも随一の高解像度の全球モデルで温暖化予測を行っている気象研究所の研究結

果が注目され、東南アジアのみならず中南米等の各国の研究者と連携が進んできている。 
 一方、昨年はアジア、ヨーロッパ、北米地域の研究者が参加した台風特別観測や、北京オリンピックの開

催に合わせて、各国の気象機関が北京周辺の天気を予測する国際比較実験などにも積極的に参画しており、

その成果については論文・学会等で発表されている。 
「気象研究所年報」には研究成果のほか、当該年度の研究所の活動のトピックス、研究所の概要、研究評

価活動、普及・広報活動、研究交流（外国出張、受入れ研究員）、職員の研究論文・講演、職員の国内外にお

ける委員会活動等、気象研究所の研究活動を総合的に掲載している。気象研究所の研究活動によって得られ

た多くの知見と成果が、気象業務はもとより国の施策や多くの関連する分野において広く活用されているこ

とをこの一冊でご覧頂くことができるように努めた。 
 あわせて、この年報を通じて、気象研究所の活動についてより深くご理解頂くとともに、今後の一層のご

支援をお願いする。 
 
 平成 21年 10月 

 
気 象 研 究 所 長 

 佐藤 信夫 
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 平成 20 年度（昨年度）は、夏季に豪雨がたびたび発生し、各地に浸水害や土砂災害をも

たらし、鉄道など交通機関にも深刻な影響が出ました。特に、7 月末の神戸市灘区や 8 月

上旬の東京都豊島区、8 月末の岡崎市などでは、人命の損失を伴う被害が発生し、社会的

にも大きな問題となりました。こうした豪雨の特徴として、湿った気流や上空の寒気の影

響により発生した積乱雲が短時間に激しい雨をもたらすことが知られています。現在の技

術水準では、数百キロ程度の範囲に対して積乱雲が発達しやすい気象条件になることにつ

いてはある程度予測可能になっており、またレーダーなどの観測網の展開とそれを用いた

監視技術により、すでに発生している大雨については、ある程度正確に把握できるように

なっています。しかしながら、場所と時間と強度を特定して、豪雨を事前に予測すること

は、必ずしも成功しておらず、特に局地的な大雨については、一般に予測が困難であると

されています。 
 最新の数値モデルでは、豪雨をもたらす積乱雲などを表現できるもの（非静力学モデル）

が開発されており、シミュレーション実験なども行われていますが、その一方で、そのよ

うなモデルを実際の予測に役立てるためには、水蒸気や風・気温・気圧などの大気状態を

物理法則に整合した形で 3 次元的に決め、数値モデルの全ての格子点に初期値として与え

る必要があります。豪雨予測のためには、さまざまな観測データを、有効に初期値に取り

込む技術（データ同化技術）の開発が不可欠です。物理法則に整合した形で異なる時刻の

観測データを取り込む数学的な手法として 4 次元変分法データ同化があり、現在の天気予

報にも利用されていますが、現業的な天気予報で用いられているものは、積乱雲を直接表

現できるほど高解像にはなっていません。気象研究所では、ドップラーレーダーや衛星に

よる観測、GPS 電波の遅れなどから、風や水蒸気、雨や雪など降水に関する情報が得られ

ることを利用して、それらにより高解像度非静力学モデルの初期値を改善する研究を行っ

ています。従来困難とされてきた局地的な大雨を再現・予測する実験にも取り組んでおり、

実況に近い降水がモデルで得られる例も出てきています。 

 
 
雲物理過程を含む水平解像度 2km の 4 次元変分法データ同化によりドップラーレーダー

や GPS データを非静力学モデルに取り込んで、2005 年 9 月 4 日の首都圏豪雨を再現した

例。観測されたレーダー反射率（左）と非静力学モデルから計算したレーダー反射率（右）。 
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にも大きな問題となりました。こうした豪雨の特徴として、湿った気流や上空の寒気の影

響により発生した積乱雲が短時間に激しい雨をもたらすことが知られています。現在の技

術水準では、数百キロ程度の範囲に対して積乱雲が発達しやすい気象条件になることにつ

いてはある程度予測可能になっており、またレーダーなどの観測網の展開とそれを用いた

監視技術により、すでに発生している大雨については、ある程度正確に把握できるように

なっています。しかしながら、場所と時間と強度を特定して、豪雨を事前に予測すること

は、必ずしも成功しておらず、特に局地的な大雨については、一般に予測が困難であると

されています。 
 最新の数値モデルでは、豪雨をもたらす積乱雲などを表現できるもの（非静力学モデル）

が開発されており、シミュレーション実験なども行われていますが、その一方で、そのよ

うなモデルを実際の予測に役立てるためには、水蒸気や風・気温・気圧などの大気状態を

物理法則に整合した形で 3 次元的に決め、数値モデルの全ての格子点に初期値として与え

る必要があります。豪雨予測のためには、さまざまな観測データを、有効に初期値に取り

込む技術（データ同化技術）の開発が不可欠です。物理法則に整合した形で異なる時刻の

観測データを取り込む数学的な手法として 4 次元変分法データ同化があり、現在の天気予

報にも利用されていますが、現業的な天気予報で用いられているものは、積乱雲を直接表

現できるほど高解像にはなっていません。気象研究所では、ドップラーレーダーや衛星に

よる観測、GPS 電波の遅れなどから、風や水蒸気、雨や雪など降水に関する情報が得られ

ることを利用して、それらにより高解像度非静力学モデルの初期値を改善する研究を行っ

ています。従来困難とされてきた局地的な大雨を再現・予測する実験にも取り組んでおり、

実況に近い降水がモデルで得られる例も出てきています。 
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トピックス 
豪雨の予測が難しい理由の一つとして、対流性の降水は大気の不安定による現象で初期

値の僅かな違いによっても、降水の場所や雨量など計算結果が大きく変わる場合があるこ

とが挙げられます。豪雨がモデルで予測された（されない）時にその予測がどの程度信頼

できるかは、適切な防災情報を出す上で大変重要ですが、現在は客観的な判断材料が殆ど

ないのが実情です。また積乱雲の寿命は１時間程度と時間スケールが短く、半日以上前か

ら個々の積乱雲の消長を完全に予測するのは本質的に不可能と考えられています。 
僅かに異なる多数の初期値を用意して複数の予測計算を行い、結果のちらばり具合で予

報誤差（信頼性）を評価し現象の発生を確率的に予測する手法としてアンサンブル予報が

あります。アンサンブル予報は、予測可能性が低下する週間予報や季節予報では実用化さ

れていますが、近年、メソスケールの予報にもアンサンブル予報の手法を適用する「メソ

アンサンブル予報」の試みが国内外で始まっています。 
メソアンサンブル予報に関して、2008 年 8 月の北京オリンピックの開催に合わせて、各

国の気象機関が北京周辺の天気を予測する国際比較実験が行われました。世界気象機関

（WMO）の世界天気研究計画（WWRP）の研究開発プロジェクトとして実施されたもの

で、日本からは気象研究所が気象庁予報部の協力を得て実験に参加しました。比較実験は

7 月 24 日から 8 月 24 日の 1 ヶ月間を対象に行われ、気象研究所では、水平格子間隔

15km の非静力学モデル 11 メンバーを用いた 36 時間先までのアンサンブル予報を期間中

毎日実行して、計算結果を準リアルタイム送信しました。4 次元変分法を用いた初期値の

改善を行うとともに、アンサンブル予報の手法について新しい方法を試すなど、様々な工

夫を行いました。2009 年 4 月に中国広州市で行われた国際ワークショップなどで、気象研

究所の予報は、比較的良好な成績だったことが確認されています。 
 将来的には、メソアンサンブル予報を局地的な大雨の予報にも適用して、強雨の定量的

な（場所と時間と強度を特定して）確率予測を行うことが目標になります。そのためには、

より高解像度なモデルによるアンサンブル予測が必要です。またアンサンブル予報によっ

て得られる予報誤差の情報は、データ同化にも利用できると期待されています。 
 

 
WWRP 北京オリンピック 2008 研究開発プロジェクトによる 2008 年 8 月 20 日 12UTC を初期値

とする 18 時間予報による 3時間に 1mm以上の降水がある確率の各国の予想図(右)。気象研究

所は MRI/JMA。左図は 8月 21 日午後 3時の前 6時間降水量。プロジェクトウェブサイトから。 
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 気象研究所では、台風の予測精度向上に関する研究を実施しています。平成 20 年度は、

世界気象機関（WMO）で実施している、2 週間先までの社会的に影響が大きい大気現象の

予測精度向上をめざす国際研究計画 THORPEX（観測システム研究・予測可能性実験計画）

の地域観測計画の一つとして、アジア、ヨーロッパ、北米の地域委員会が共同で T-PARC
と呼ばれる台風に関する特別観測を実施しました。気象研究所は、アジア地域委員会のメ

ンバーとして台風の特別観測実験（T-PARC2008）を気象庁とともに実施し、研究にとっ

て貴重な観測データを得ました。 
この特別実験で対象とした台風は、日本の南海上を北西進してきて、東向きに進路を変

える「転向」するか、しないかの予測が難しい台風でした。我が国で台風災害を防止・軽

減するにあたっては、この「転向」という現象を精度よく予測することが、日本列島に台

風が近づくかどうかを判断する上で重要です。しかしながら現在の技術では、「転向」を精

度よく予測できない事例があります。そこで、「双方向予報システム」と呼ばれる研究段階

の予測技術についての有効性を確かめるため、T-PARC2008 の中で行われた観測を通して

検証を行いました。 
まず、初期値を少しずつ変化させて予報を行うアンサンブル予報の手法を応用し、数値

予報の結果を詳細に調べて、予報誤差が時間とともに大きくなる領域（高感度領域）を求

めます。その領域で観測を行えば、予測精度の向上につながる可能性があることを示して

います。「双方向予報システム」とは、予報結果から導かれる高感度領域で集中的に観測を

行うこと（最適観測と呼ぶ）により、次の台風予報の精度を向上させようというものです。 
T-PARC2008 では、台風 12 号、13 号、15 号について、高感度領域でのドロップゾンデ

観測、静止気象衛星ひまわりによるラピッドスキャン観測、高頻度のレーウィンゾンデ観

測等の特別観測を実施しました。その結果、通常の予報では「転向」を予測できなかった

場合でも予測できた事例と、予測精度にそれほど変わりはない事例とがありました。 
本観測実験の一部は、科学研究費補助金（研究課題名：航空機を用いた力学・熱力学場

の直接観測による台風の予測可能性に関する研究）の助成を受けて行ったものです。気象

研究所では、今回得られた観測データをもとに、関係機関と協力して、台風の力学・熱力

学場の三次元空間構造から台風の構造変化と進路の関係解明、最適観測におけるインパク

ト実験等の研究を進めており、どのような観測が実際の計算結果に影響を与えているかな

どの詳細な解析について実施しているところです。今後詳細な解析結果については気象学

会等での発表を通して、公表していく予定です。 
 
 
 
 
 
 
 

2008 年 台風 13 号 

2008/09/11 21 時（日本時間）

初期値の予想結果 

  ：実際の進路 

  ：特別観測無し 

  ：特別観測あり 
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 気象研究所では、平成 19 年に発行された、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第

4 次評価報告書（AR4）において、気候変動予測結果を提出し報告書の一部を執筆、また、

気候変動に関する国際連合枠組条約締約国会議（COP）の下の科学技術上の助言に関する

補助機関会合に研究官を派遣し、議論を行うなど、これまでも気候変動に係る国際活動に

積極的に参加してきました。 
平成 20 年度は、平成 20 年 7 月に開催された北海道洞爺湖サミットにおいて気候変動問

題が取り上げられ、また、12 月に開催された COP14（第 14 回会合）では各国の気候変動

問題に積極的に取り組んでいくという認識の下で議論が行われるなど、地球温暖化に対す

る予測と適応策については世界的な課題として認識され、各国で取り組まれています。 
このような中で各国では、気候変動予測技術やその解析技術の能力向上が求められるよ

うになっています。そこで気象研究所では、（独）国際協力機構（以下「JICA」）が実施す

る気候変動解析に係る技術能力の支援事業等に積極的に協力しています。その例として平

成 20 年 11～12 月に実施したアジア気候変動適応能力強化研修を中心に紹介します。 
研修の概要 
平成 20 年 11 月 25 日（火）から 12 月 18 日（木）まで、JICA による技術協力（研

修員受入事業）の一環として、バングラデシュ、インドネシア、フィリピン、タイ、ベト

ナムの気候変動予測に係る業務・研究に携わる専門家 5 名を受け入れ、気候変動予測デー

タの解析技術に関する研修を行いました。 
気象研究所は、地球シミュレータを活用した温暖化予測研究プロジェクト（注）において、

「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の変化予測に関する研究」を行っており、

研修では、研究で開発している、高解像で精緻な、全球気候モデルによる最新の成果や知

見を活用しました。 
モデルが精緻になっても、予測結果には物理過程を十分には表現できない等に起因する

誤差がつきものであり、研修においては、こうした誤差を含む予測結果を的確に理解、解

析し、評価する技術の習得を目指しました。 
参考に、研修員による解析結果の一例を示します。 

 
（図）20km 格子大気大循環モデルによる 21 世紀末の気候変動予測データと現在気候

シミュレーションによる降水量の差を現在気候値との比（％単位）で示したもの

（左：雨季、右：乾季） 
（注）文部科学省により実施されている「21 世紀気候変動予測革新プログラム」の一環研究。 
 

トピックス 
平成 20 年度は他にも、アルゼンチンなど他国に対する研修も実施しています。 
また、こうした研修のフォローアップとして、各国で開催されたセミナーやワークショ

ップに研究官を派遣し、基調講演や議論を行っています。 
例えば、平成 21 年 2 月にアルゼンチンで開催されたセミナー「気候変動への適応 －気

象シナリオと適応策－」では、鬼頭気候研究部長から、アルゼンチン中・北部では降水量

の増加による洪水被害の増加の可能性があること等について、気象研究所大気大循環モデ

ルによる南米の気候変化予測の結果に基づいて講演を行いました。このセミナーには、ア

ルゼンチンの他、ボリビア、ブラジル、チリ、コロンビア、パラグアイ、ペルー、ウルグ

アイから、政府機関関係者や研究者、約 100 名の参加者があり、気候変動予測研究と影響

評価研究との橋渡しが重要である等、鬼頭部長をはじめとして活発な議論が行われました。 
また、平成 21 年 3 月にベトナムで開催されたワークショップ「気候変化シナリオの開発

に関する南西アジア地域ワークショップ」では、楠気候研究部第一研究室長から IPCC/AR4
による将来の気温、降水、海面水位の変化予測の結果等を紹介しました。ベトナムの他、

バングラデシュ、カンボジア、インドネシア、

ラオス、ミャンマー、パキスタン、フィリピ

ン、タイ、そしてイギリスから、政府機関関

係者や研究者、約 100 名の参加者があり、楠

室長が議長を務めた総合討論では、今後、ア

ジア地域でも気候変動予測と影響評価分野の

研究の連携が重要であることを確認しました。 
 
研修を実施したアジアの 5 カ国も、気候変

動枠組条約の第 2 次国別報告書（非附属書Ⅰ

締約国）の提出に向けた準備を進めていると

ころであり、研修による気候変動予測及び解

析に係る技術移転はこれを支えるものになり

ます。 
気象研究所では今後も、研究活動の傍らで

こうした国際貢献にも寄与していく考えです。 
 

気候変化シナリオの開発に関する南西アジア地域ワークショップ（2009 年 3 月 16 日、ハノイ市、ヴェ

トナム）における総合討論の様子 
左から右へ順に、Anond SNIDVONGS 氏（タイ、チュラロンコン大学教授）、楠昌司（総合討論議

長、気象研究所）、Tran THUC 氏（ヴェトナム、気象水理環境研究所所長）、 
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1. 気象研究所の概要                                      1.1. 業務概要 

１．気象研究所の概要 

 
１．１．業務概要 

 
 気象庁の施設等機関である気象研究所では、気象庁が発表する警報や情報の精度向上を通じて国民の

安全・安心に資するよう、集中豪雨・台風の機構解明、地震及び火山噴火の解析・予知、地球温暖化の

監視・予測等の気象・地象・水象に関する現象の研究、並びに広範な関連技術の研究を行っている。 
 甚大な被害をもたらすことがあり、国民の関心も高い局地的な大雨については、現在の技術では予測

は困難な状況にある。気象研究所では、雲の生成過程の表現も可能な高解像度で高品質な非静力学モデ

ルの開発や、4 次元変分法等の、観測データを予測モデルに順次取り込みながら予測を行う手法の改良

を進め、もってメソスケールでの大雨等の現象に対する予測精度の向上を図ってきた。さらに、メソア

ンサンブル予報技術の開発により、局地的大雨等の顕著な現象に対する予測結果の誤差や信頼度を定量

的に見積もる研究等を実施している。その他、顕著な現象の代表例としては突風があげられる。気象研

究所ではレーダーなどによるリモートセンシングデータから、竜巻や突風を伴う現象を検出するアルゴ

リズムの開発を行うなど、突風による被害軽減につながる研究を実施しており、平成 18 年度に甚大な

被害をもたらした宮崎県延岡市や北海道佐呂間町で発生した竜巻について研究を行い、数値モデルによ

る再現実験に成功した。これらを通じて、気象庁の発表する防災気象情報の質の向上を目指している。 
 切迫性が高く甚大な被害が見込まれている東海地震、東南海・南海地震に対応するため、南海トラフ

とその周辺域を対象地域とした地震発生数値シミュレーションの実施や、地殻活動観測技術・解析手法

の向上を図る研究、海底地震計の緊急地震速報への利用技術の研究等を行っている。これらの研究にお

いて、地震発生前の地殻変動を明らかにするとともに地震発生に至るメカニズムの解明等を進め、東海

地震の地震予知情報の精度向上、巨大地震の監視・観測技術の向上、緊急地震速報の迅速化と精度向上、

津波警報の精度向上を目指している。 
 火山の地殻変動等の観測データや数値シミュレーション等により、火山体地下のマグマの動きを定量

的に把握あるいは評価することで火山活動の活発さをより的確に判断する手法に関する研究等を実施

し、火山噴火予知研究を推進するとともに、噴火警報の精度向上を目指している。 
 全球気候モデルの開発や地球温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測を行うための地域気候モ

デルの開発を通じて、地球温暖化予測研究に取り組んでいる。温暖化予測では予測結果の不確実性の低

減が急務とされており、気候モデルの改良に加え、大気化学環境やエーロゾルが気候変動に与える影響

や予測結果の誤差の範囲等を見積もる研究、エーロゾルや温室効果気体の観測研究を実施している。ま

た、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第 1 次評価報告書から気象研究所の研究成果が盛り込

まれるなど IPCC の活動に積極的に参画しており、次の第 5次評価報告書にも貢献していく計画である。

なお、季節予報・海況予報業務においては、気象研究所がこれまで開発してきたエルニーニョ予測シス

テム・海洋同化システムが、平成 19 年度末に気象庁で現業化され業務に大きく貢献している。 
 国際的な研究活動の連携として、世界気象機関（WMO）の「世界気候研究計画（WCRP）」に参画し、

「全球エネルギー・水循環実験計画（GEWEX）」、「気候の変動性と予測可能性に関する研究計画

（CLIVAR）」や、「地球圏・生物圏国際共同研究計画（IGBP）」といった国際的な共同研究及び、「大

気科学委員会（CAS）」のワーキンググループの活動に参画している。さらに、WMO/CAS によって開

始された世界天気研究計画（WWRP）の重要な計画である、観測システム研究・予測可能性実験

（THORPEX）計画にアジアのリーダーとして参画している。 
 その他、関係機関との連携の下、外国からの研究員や研修員を受け入れ、気候変動予測・解析や気象

観測に関する技術指導を行い、国際的な気象業務の能力向上に貢献している。 
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1. 気象研究所の概要                               1.2. 沿革  1.3. 組織･定員 

１．２．沿革 

 
（前身）中央気象台に研究課を設置。（昭和１７．１） 
昭和２１． ２ 中央気象台分掌規程の改正に伴い、東京都杉並区において中央気象台研究部として再

発足（気象研究所創立）。 
  ２２． ４ 中央気象台気象研究所と改称。 
  ３１． ７ 運輸省設置法の改正により、中央気象台が気象庁に昇格したのに伴い、１課９研究部

で構成される気象庁気象研究所となる。 
  ３３．１０ 総務部を新設し、会計課と研究業務課を設置。 
  ３５． ４ 高層気象研究部を台風研究部に、地球電磁気研究部を高層物理研究部に改組。 
  ４６． ４ 気象測器研究部を気象衛星研究部に改組。 
  ４７． ５ 研究業務課を廃止し、総務部の外に企画室を設置。 
  ４９． ４ 地震研究部を地震火山研究部に改組。 
  ５５． ６ 筑波研究学園都市に移転。 
  ６２． ５ 高層物理研究部と気象衛星研究部を廃止し、気候研究部と気象衛星・観測システム研究部

を新設。 
平成 ９． ４ 応用気象研究部を環境・応用気象研究部に改組。 
  １３． １ 中央省庁の再編に伴って国土交通省が設置され、気象庁は同省の外局となる。 
 
１．３．組織・定員 

 
気象研究所は、「気象業務に関する技術の開発を行う（国土交通省組織令第 235 条）」ことを任務とし

て設置されている気象庁の施設等機関である。気象研究所の内部組織として、9 研究部が設置されてお

り、各研究部は 2～5 の研究室で構成されている。また、研究を側面から支援する部門として総務部と

企画室が設置されている。 
平成 20 年度における気象研究所の定員は、指定職 1名、行政職 33名、研究職 140 名の計 174 名である。 

 
気象庁 

  気象研究所（施設等機関） 

    企画室 

総務部 

総務課 

会計課   

予報研究部        （3 研究室） 気象の予報に関する研究 
気候研究部        （5 研究室） 気候とその変動に関する研究 
台風研究部        （2 研究室） 台風及び台風に伴う諸現象に関する研究 
物理気象研究部      （3 研究室） 降水機構、大気境界層及び高層大気、放射に関する研究 
環境・応用気象研究部   （4 研究室） 環境気象及び応用気象に関する研究 
気象衛星・観測システム研究部（4 研究室） 気象衛星及び気象観測システムに関する研究 
地震火山研究部      （4 研究室） 地震予知及び火山噴火予知技術に関する研究 
海洋研究部        （2 研究室） 海洋大循環とその変動に関する研究 
地球化学研究部      （2 研究室） 大気、海洋及び地殻の化学的研究 
 

1. 気象研究所の概要                                      1.4. 職員一覧 

１．４．職員一覧 

（平成20年4月1日現在） 

 
所長： 柏木啓一 
 
企画室 室   長： 横手嘉二 
    研究評価官： 田中恵信 
    課 長 補 佐： 西宮隆仁 
    調 査 官： 逆井幸久、風間千尋 
    管 理 係 長： 渡辺 剛 
    評 価 係 長： 桜井敏之 
    業 務 係 長： 島崎貴仁 
 
総務部 部   長： 眞境名武巳 
 総務課 課  長： 高松 茂 
     課長補佐： 飯野 悟 
     調 査 官： 嶋貫秀明 
     庶務係長： 大塚正志 
     人事係長： 吉田好作 
 会計課 課  長： 齋藤誠一郎 
     課長補佐： 山下 毅 
     調 査 官： 原田敏文 
     主計係長： 岡本ゆかり 
     出納係長： 若松国博 
     用度係長： 岩田裕樹 
     施設係長： 綿井正典 
 
予報研究部 部 長： 杉 正人 
第一研究室： 中村誠臣（室長）、大泉三津夫、加藤輝之、永戸久喜、橋本明弘、林 修吾 
第二研究室： 齊藤和雄（室長）、青梨和正、原 昌弘、小司禎教、瀬古 弘、川畑拓矢 
第三研究室： 藤部文昭（室長）、武田重夫、柳野 健、清野直子 
 
気候研究部 部 長： 鬼頭昭雄 
第一研究室： 楠 昌司（室長）、保坂征宏、上口賢治、足立恭将、坂見智法、新藤永樹 
第二研究室： 尾瀬智昭（室長）、黒田友二、安田珠幾、仲江川敏之、吉村裕正 
第三研究室： 内山明博（室長）、山崎明宏、古林絵里子、工藤 玲 
第四研究室： 行本誠史（室長）、小畑 淳、吉村 純、遠藤洋和 
第五研究室： 千葉 長（室長）、田中 実、釜堀弘隆、石原幸司、稲葉守生 
 
台風研究部 部 長： 富樫正明〔平成 20 年 8 月 10 日まで〕〔8 月 20 日以降、柏木啓一事務取扱〕 
第一研究室： 上野 充（室長）、村田昭彦、和田章義、益子 渉、國井 勝 
第二研究室： 中澤哲夫（室長）、北畠尚子、楠 研一、別所康太郎、星野俊介 
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1. 気象研究所の概要                                      1.4. 職員一覧 

１．４．職員一覧 

（平成20年4月1日現在） 

 
所長： 柏木啓一 
 
企画室 室   長： 横手嘉二 
    研究評価官： 田中恵信 
    課 長 補 佐： 西宮隆仁 
    調 査 官： 逆井幸久、風間千尋 
    管 理 係 長： 渡辺 剛 
    評 価 係 長： 桜井敏之 
    業 務 係 長： 島崎貴仁 
 
総務部 部   長： 眞境名武巳 
 総務課 課  長： 高松 茂 
     課長補佐： 飯野 悟 
     調 査 官： 嶋貫秀明 
     庶務係長： 大塚正志 
     人事係長： 吉田好作 
 会計課 課  長： 齋藤誠一郎 
     課長補佐： 山下 毅 
     調 査 官： 原田敏文 
     主計係長： 岡本ゆかり 
     出納係長： 若松国博 
     用度係長： 岩田裕樹 
     施設係長： 綿井正典 
 
予報研究部 部 長： 杉 正人 
第一研究室： 中村誠臣（室長）、大泉三津夫、加藤輝之、永戸久喜、橋本明弘、林 修吾 
第二研究室： 齊藤和雄（室長）、青梨和正、原 昌弘、小司禎教、瀬古 弘、川畑拓矢 
第三研究室： 藤部文昭（室長）、武田重夫、柳野 健、清野直子 
 
気候研究部 部 長： 鬼頭昭雄 
第一研究室： 楠 昌司（室長）、保坂征宏、上口賢治、足立恭将、坂見智法、新藤永樹 
第二研究室： 尾瀬智昭（室長）、黒田友二、安田珠幾、仲江川敏之、吉村裕正 
第三研究室： 内山明博（室長）、山崎明宏、古林絵里子、工藤 玲 
第四研究室： 行本誠史（室長）、小畑 淳、吉村 純、遠藤洋和 
第五研究室： 千葉 長（室長）、田中 実、釜堀弘隆、石原幸司、稲葉守生 
 
台風研究部 部 長： 富樫正明〔平成 20 年 8 月 10 日まで〕〔8 月 20 日以降、柏木啓一事務取扱〕 
第一研究室： 上野 充（室長）、村田昭彦、和田章義、益子 渉、國井 勝 
第二研究室： 中澤哲夫（室長）、北畠尚子、楠 研一、別所康太郎、星野俊介 
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1. 気象研究所の概要                                      1.4. 職員一覧 

 
物理気象研究部 部 長： 平 隆介 
第一研究室： 村上正隆（室長）、折笠成宏、齋藤篤思、田尻拓也 
第二研究室： 三上正男（室長）、萩野谷成徳、毛利英明、北村祐二 
第三研究室： 青木輝夫（室長）、朽木勝幸、庭野匤思 
 
環境・応用気象研究部 部 長： 牧 廣篤 
第一研究室： 柴田清孝（室長）、忠鉢 繁、直江寛明、関山 剛、田中泰宙、出牛 真 
第二研究室： 高橋俊二（室長）、栗田 進、日谷道夫、青栁曉典 
第三研究室： 栗原和夫（室長）、馬淵和雄、高薮 出、佐々木秀孝、村崎万代、内山貴雄 
第四研究室： 柴田 彰（室長）、財前祐二、高橋 宙 
 
気象衛星・観測システム研究部 部 長： 石原正仁 
第一研究室： 増田一彦（室長）、石元裕史、佐々木政幸 
第二研究室： 鈴木 修（室長）、山内 洋、猪上華子 
第三研究室： 真野裕三（室長）、永井智広、酒井 哲 
第四研究室： 小林隆久（室長）、小野木茂、足立アホロ、中里真久 
 
地震火山研究部 部 長： 吉川澄夫 
第一研究室： 前田憲二（室長）、平田賢治、林 豊 
第二研究室： 勝間田明男（室長）、小林昭夫、吉田康宏、山本剛靖、山崎 明、岩切一宏 
第三研究室： 山里 平（室長）、福井敬一、高木朗充、坂井孝行、安藤 忍 
第四研究室： 干場充之（室長）、高山博之〔平成 20 年 9 月 30 日まで〕、青木重樹〔10 月 1 日以降〕、

大竹和生、弘瀬冬樹 
 
海洋研究部 部 長： 石崎 廣 
第一研究室： 本井達夫（室長）、山中吾郎、平原幹俊、辻野博之、中野英之 
第二研究室： 蒲地政文（室長）、藤井陽介、碓氷典久、松本 聡、鳥山暁人 
 
地球化学研究部 部 長： 廣瀬勝己 
第一研究室： 松枝秀和（室長）、石井雅男、斉藤 秀、時枝隆之、澤 庸介 
第二研究室： 緑川 貴（室長）、青山道夫、五十嵐康人、笹野大輔 

 

1. 気象研究所の概要                                        1.5. 予算 

１．５．予算 

 
平成 20 年度における気象研究所予算の総額は約 30 億円であり、このうち国土交通省予算によるもの

は約 26 億 4 千 9 百万円である。 
 

研究経費の予算別内訳と最近 5 年間（平成 16 年度～20 年度）の推移 
 

平成 20 年度においては、他省庁予算として、文部科学省の放射能調査研究費（64 百万円）および科

学技術振興調整費（139 百万円）、環境省の地球環境保全等試験研究費（3 百万円）および地球環境研究

総合推進費（58 百万円）による研究を実施した。（下表：研究の区分参照） 
なお、平成 14 年度からは日本学術振興会の科学研究費補助金（平成 20 年度 91 百万円）の交付を受

けている。 
 

研究の区分 
特別研究 

特別研究費による研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２課題 
気候変動予測研究費による研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １課題 

経常研究 
融合型経常研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３課題 
一般経常研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７課題 

地方共同研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６課題 
 

他省庁予算による研究 
        文部科学省 

放射能調査研究費による研究・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２課題 
科学技術振興調整費による研究・・・・・・・・・・・・・・・・ ２課題 

 
        環境省 

地球環境保全等試験研究費による研究・・・・・・・・・・・・・ ２課題 
地球環境研究総合推進費による研究・・・・・・・・・・・・・・ ３課題 

共同研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３８課題 
公募型共同利用による研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９課題 
科学研究費補助金による研究（研究代表者として実施している分のみ）・・・・・・ ２１課題 
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 

２．研究報告 

 
２．１．研究課題 

本節には、気象研究所が平成 20 年度に実施したすべての研究について、研究区分（または外部資金）

ごとに分類し、研究課題名を掲載している。 
 

特別研究 
特別研究は、国土交通行政において、特に重点的または緊急に行う必要のある研究であり、特別研究

費または気候変動予測研究費により実施している。 

平成 20 年度は、特別研究として次の 3 課題を実施した。 
 

（1）特別研究費による研究 

・東海地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究（H16～H20） 
・マグマ活動の定量的把握技術の開発とそれに基づく火山活動度判定の高度化に関する研究

（H18～H22） 
 

（2）気候変動予測研究費による研究 

・温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測に関する研究（H17～H21） 
 

経常研究 
経常研究は、研究機関等の所掌事項に関する基礎研究・応用研究であり、基礎研究費により実施して

いる。 
気象業務推進のための重点研究は、広範囲な科学的知見の融合が必要となることから、所内の各研究

部・研究室が横断的に協力して実施する融合型経常研究を平成 16 年度より開始した。また、基盤的研究

については一般経常研究として実施した。なお、気象研究所は独立行政法人への移行が予定されている

ことから、その準備のため、平成 20 年度はフィージビリティスタディとして単年度での研究を実施した。 
平成 20 年度は、融合型経常研究として次の 13 課題、一般経常研究として次の 7 課題を実施した。 

 
（1）融合型経常研究 

・非静力学モデルによるメソ現象の予測と解明に関する研究（H19～H21） 
（予報研究部、台風研究部、気象衛星・観測システム研究部） 

・日本の異常気象の実態及び気候変動との関連に関する研究（H17～H20） 
（予報研究部、気候研究部、台風研究部、物理気象研究部、環境・応用気象研究部） 

・大気海洋結合季節予測モデルとそのアンサンブル手法の開発に関する研究（H19～H21） 
（気候研究部、海洋研究部、環境・応用気象研究部） 

・物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究（H16～H20） 
（環境・応用気象研究部） 

・エーロゾルと放射過程の観測及びモデル化のための研究（H19～H21） 
（気候研究部、環境・応用気象研究部、物理気象研究部） 

・シビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化に関する研究（H19～H21） 
（気象衛星・観測システム研究部、予報研究部） 

・地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究（H16～H20）  （地震火山研究部） 
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経常研究は、研究機関等の所掌事項に関する基礎研究・応用研究であり、基礎研究費により実施して

いる。 
気象業務推進のための重点研究は、広範囲な科学的知見の融合が必要となることから、所内の各研究

部・研究室が横断的に協力して実施する融合型経常研究を平成 16 年度より開始した。また、基盤的研究

については一般経常研究として実施した。なお、気象研究所は独立行政法人への移行が予定されている

ことから、その準備のため、平成 20 年度はフィージビリティスタディとして単年度での研究を実施した。 
平成 20 年度は、融合型経常研究として次の 13 課題、一般経常研究として次の 7 課題を実施した。 

 
（1）融合型経常研究 

・非静力学モデルによるメソ現象の予測と解明に関する研究（H19～H21） 
（予報研究部、台風研究部、気象衛星・観測システム研究部） 

・日本の異常気象の実態及び気候変動との関連に関する研究（H17～H20） 
（予報研究部、気候研究部、台風研究部、物理気象研究部、環境・応用気象研究部） 

・大気海洋結合季節予測モデルとそのアンサンブル手法の開発に関する研究（H19～H21） 
（気候研究部、海洋研究部、環境・応用気象研究部） 

・物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究（H16～H20） 
（環境・応用気象研究部） 

・エーロゾルと放射過程の観測及びモデル化のための研究（H19～H21） 
（気候研究部、環境・応用気象研究部、物理気象研究部） 

・シビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化に関する研究（H19～H21） 
（気象衛星・観測システム研究部、予報研究部） 

・地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究（H16～H20）  （地震火山研究部） 
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
・海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究Ⅱ（H19～H20）  （地球化学研究部） 
・アジア大陸の影響による大気微量気体・エーロゾル・降水降下塵の化学組成変動に関する研究 
（H17～H20）         （地球化学研究部、気候研究部、環境・応用気象研究部） 
・火山観測データの気象補正等による高精度化に関する研究（H18～H20） 

（地震火山研究部、予報研究部） 
・津波の予測精度向上に関する研究（H18～H20）          （地震火山研究部） 
・台風強度推定手法とその外的要因の評価に関する研究（H20） （台風研究部、海洋研究部） 

  ・海洋環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究（H20） 
（海洋研究部、気候研究部、台風研究部、地球化学研究部） 

 
（2）一般経常研究 

気候研究部 
・気候システムとその変動特性のモデルによる研究（H15～H20） 
物理気象研究部 
・接地境界層における水蒸気と熱の乱流輸送に関する研究（H18～H20） 
・意図的・非意図的気象改変に関する研究（H20） 
環境・応用気象研究部 
・都市気象モデルを用いた都市気象の再現・予測のための基礎研究（H19～H21） 
気象衛星・観測システム研究部 
・能動型リモートセンサーによる大気観測技術の高度化に関する研究（H19～H21） 
・リモートセンシングを用いた下層大気の物理量抽出手法に関する研究（H19～H21） 
・衛星データの解析処理技術の高度化に関する研究（H19～H21） 

 
地方共同研究 

地方共同研究は、気象業務の現場において取り組むべき研究課題について、気象研究所と気象官署

が共同して行なう研究であり、基礎研究費により実施している。 
平成 20 年度は、地方共同研究として次の 6 課題を実施した。 

 
・強雨をもたらす線状降水帯の形成機構等の解明及び降水強度・移動速度の予測に関する研究

（H19～H20）                         （大阪管区気象台） 
・九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象に関する研究（H19～H20） 

（福岡管区気象台） 
・非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性に関する研究（H19～H20） 

（新千歳航空測候所、成田航空地方気象台、中部航空地方気象台、福岡航空測候所） 
・都市域に強雨をもたらす降水系の構造と環境の調査（H20～H21）   （東京管区気象台） 
・北海道東方沖における震源決定のための走時計算法改良の検討（H20～H21） 

     （札幌管区気象台） 
・ウィンドプロファイラを用いた台風の立体構造に関する解析的研究（H20～H21） 

（鹿児島地方気象台、沖縄気象台、南大東島地方気象台、宮古島地方気象台） 
 

他省庁予算による研究 
他省庁予算による研究は、国土交通省以外の省庁が運用する制度のもとで実施する研究である。 

平成 20 年度は、他省庁予算による研究として、次の 9 課題を実施した。 

2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 

 
（1）放射能調査研究費による研究（文部科学省） 

放射能・放射線に対する国民の安全を確保し、安心感を醸成するため、環境中の天然放射能、及び

核爆発実験、原子力施設、投棄された放射性廃棄物等からの人工放射能の環境放射能レベルに関す

る調査研究を目的とする研究。 

 
・放射性降下物の長期変動と再浮遊に関する研究（H18～H22） 
・海洋環境における放射性核種の長期挙動に関する研究（H18～H22） 

 
（2）科学技術振興調整費による研究（文部科学省） 

科学技術振興調整費は、総合科学技術会議の方針に沿って科学技術の振興に必要な重要事項の

総合推進調整を行うための経費であり、“優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改革”、

“将来性の見込まれる分野・領域への戦略的対応等”、“科学技術活動の国際化の推進”の施策であっ

て、各府省の施策の先鞭となるもの、各府省毎の施策では対応できていない境界的なもの、複数機関の

協力により相乗効果が期待されるもの、機動的に取り組むべきもの等で、政策誘導効果が高いものに活

用されるものである。 

 
・渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究（H18～H22） 

人工降雨・降雪による水資源確保・渇水被害軽減の可能性評価に関する研究 
リモートセンシング技術を用いた人工降雨・降雪に関する研究 
航空機等の直接観測手法を用いた人工降雨・降雪に関する研究 
数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関する研究 

・東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究（H19～H21） 
実用モデル開発・応用実験 

 
（3）地球環境保全等試験研究費による研究（環境省） 

地球環境問題のうち、地球温暖化分野を対象として、各府省が中長期的視点から計画的かつ着実に

関係研究機関において実施すべき研究。 

 
・民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気体の観測に関する研究 

（H18～H22） 
・親生物気体の同時連続観測による生態系監視技術の開発（H20～H22） 
 

（4）地球環境研究総合推進費による研究（環境省） 

研究活動による科学的知見の集積や科学的側面からの支援等を通じ、オゾン層の破壊や地球温暖

化など、数々の地球環境問題を解決に導くための政策に貢献・反映を図ることを目的とした研究。 

 
・アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成（H18～H20） 

日降水量グリッドデータによる気候モデル降水量の評価 
・地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究 

（H19～H23） 
マルチ気候モデルにおける諸現象の再現性比較とその将来変化に関する研究 
季節予測に係わる短期気候変動の再現性とその将来予測 
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
・海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究Ⅱ（H19～H20）  （地球化学研究部） 
・アジア大陸の影響による大気微量気体・エーロゾル・降水降下塵の化学組成変動に関する研究 
（H17～H20）         （地球化学研究部、気候研究部、環境・応用気象研究部） 
・火山観測データの気象補正等による高精度化に関する研究（H18～H20） 

（地震火山研究部、予報研究部） 
・津波の予測精度向上に関する研究（H18～H20）          （地震火山研究部） 
・台風強度推定手法とその外的要因の評価に関する研究（H20） （台風研究部、海洋研究部） 

  ・海洋環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究（H20） 
（海洋研究部、気候研究部、台風研究部、地球化学研究部） 

 
（2）一般経常研究 

気候研究部 
・気候システムとその変動特性のモデルによる研究（H15～H20） 
物理気象研究部 
・接地境界層における水蒸気と熱の乱流輸送に関する研究（H18～H20） 
・意図的・非意図的気象改変に関する研究（H20） 
環境・応用気象研究部 
・都市気象モデルを用いた都市気象の再現・予測のための基礎研究（H19～H21） 
気象衛星・観測システム研究部 
・能動型リモートセンサーによる大気観測技術の高度化に関する研究（H19～H21） 
・リモートセンシングを用いた下層大気の物理量抽出手法に関する研究（H19～H21） 
・衛星データの解析処理技術の高度化に関する研究（H19～H21） 

 
地方共同研究 

地方共同研究は、気象業務の現場において取り組むべき研究課題について、気象研究所と気象官署

が共同して行なう研究であり、基礎研究費により実施している。 
平成 20 年度は、地方共同研究として次の 6 課題を実施した。 

 
・強雨をもたらす線状降水帯の形成機構等の解明及び降水強度・移動速度の予測に関する研究

（H19～H20）                         （大阪管区気象台） 
・九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象に関する研究（H19～H20） 

（福岡管区気象台） 
・非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性に関する研究（H19～H20） 

（新千歳航空測候所、成田航空地方気象台、中部航空地方気象台、福岡航空測候所） 
・都市域に強雨をもたらす降水系の構造と環境の調査（H20～H21）   （東京管区気象台） 
・北海道東方沖における震源決定のための走時計算法改良の検討（H20～H21） 

     （札幌管区気象台） 
・ウィンドプロファイラを用いた台風の立体構造に関する解析的研究（H20～H21） 

（鹿児島地方気象台、沖縄気象台、南大東島地方気象台、宮古島地方気象台） 
 

他省庁予算による研究 
他省庁予算による研究は、国土交通省以外の省庁が運用する制度のもとで実施する研究である。 

平成 20 年度は、他省庁予算による研究として、次の 9 課題を実施した。 

2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 

 
（1）放射能調査研究費による研究（文部科学省） 

放射能・放射線に対する国民の安全を確保し、安心感を醸成するため、環境中の天然放射能、及び

核爆発実験、原子力施設、投棄された放射性廃棄物等からの人工放射能の環境放射能レベルに関す

る調査研究を目的とする研究。 

 
・放射性降下物の長期変動と再浮遊に関する研究（H18～H22） 
・海洋環境における放射性核種の長期挙動に関する研究（H18～H22） 

 
（2）科学技術振興調整費による研究（文部科学省） 

科学技術振興調整費は、総合科学技術会議の方針に沿って科学技術の振興に必要な重要事項の

総合推進調整を行うための経費であり、“優れた成果の創出・活用のための科学技術システム改革”、

“将来性の見込まれる分野・領域への戦略的対応等”、“科学技術活動の国際化の推進”の施策であっ

て、各府省の施策の先鞭となるもの、各府省毎の施策では対応できていない境界的なもの、複数機関の

協力により相乗効果が期待されるもの、機動的に取り組むべきもの等で、政策誘導効果が高いものに活

用されるものである。 

 
・渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究（H18～H22） 

人工降雨・降雪による水資源確保・渇水被害軽減の可能性評価に関する研究 
リモートセンシング技術を用いた人工降雨・降雪に関する研究 
航空機等の直接観測手法を用いた人工降雨・降雪に関する研究 
数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関する研究 

・東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究（H19～H21） 
実用モデル開発・応用実験 

 
（3）地球環境保全等試験研究費による研究（環境省） 

地球環境問題のうち、地球温暖化分野を対象として、各府省が中長期的視点から計画的かつ着実に

関係研究機関において実施すべき研究。 

 
・民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気体の観測に関する研究 

（H18～H22） 
・親生物気体の同時連続観測による生態系監視技術の開発（H20～H22） 
 

（4）地球環境研究総合推進費による研究（環境省） 

研究活動による科学的知見の集積や科学的側面からの支援等を通じ、オゾン層の破壊や地球温暖

化など、数々の地球環境問題を解決に導くための政策に貢献・反映を図ることを目的とした研究。 

 
・アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成（H18～H20） 

日降水量グリッドデータによる気候モデル降水量の評価 
・地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究 

（H19～H23） 
マルチ気候モデルにおける諸現象の再現性比較とその将来変化に関する研究 
季節予測に係わる短期気候変動の再現性とその将来予測 
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
温暖化予測評価のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究 

・海洋酸性化の実態把握と微生物構造・機能への影響評価に関する研究（H20～H22） 
 

共同研究 
共同研究は、気象研究所が、その所掌事務と密接に関連する事項について、気象庁以外の者と共同し

て行う調査及び研究であり、平成 20 年度は、次の 38 課題を実施した。 
 

（1）戦略的創造研究推進制度による共同研究（科学技術振興機構） 

・人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ －モンスーン・アジア地域等における地球規

模水循環変動への対応戦略－ 
・熱帯モンスーンアジアにおける降水変動が熱帯雨林の水循環・生態系に与える影響 

全球気象モデルによる陸面植生のエネルギー収支、水収支、炭素収支に与える影響研究 
・全球雲解像モデルによる熱帯気象予測研究：衛星観測データによるシミュレーション結果の検証 

 
（2）21世紀気候変動予測革新プログラムによる共同研究 

・超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の変化予測に関する研究 
（地球科学技術総合推進機構） 

・海洋モデルの高精度化による気候変動予測の向上に関する研究 
（東京大学気候システム研究センター） 

・モデル相互比較による温暖化予測不確実性の評価研究   （高度情報科学技術研究機構） 
 

（3）地球観測システム構築推進プランによる共同研究 

・SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタリング 
   （千葉大学環境リモートセンシング研究センター） 

 
（4）その他 

・地球環境変動観測ミッション（GCOM）人工衛星プロジェクトに関する共同研究（宇宙航空研究開発機構） 
・AMSR-E/AMSR2 を用いた海面水温・海上風速算出アルゴリズムの開発 
・AMSR2 用のマイクロ波降水リトリーバルアルゴリズムの開発 

・熱帯降雨観測衛星（TRMM）解析研究プロジェクトに関する共同研究 （宇宙航空研究開発機構） 
・TRMM データと気象庁予報データを使ったマダン＝ジュリアン振動の更なる理解

に向けて 
・降水のマイクロ波特性の物理的検証 
・TRMM 降雨レーダと可視・赤外放射計による降水と雲・エーロゾルの相互作用に

関する研究 
・運輸分野における基礎的研究推進制度による共同研究（鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

・小型ドップラー気象レーダーによる鉄道安全運航のための突風探知システムの基礎

的研究（気象じょう乱解明と突風アルゴリズム開発） 
・熱帯インド洋・西太平洋における対流活動に関する共同研究   （海洋研究開発機構） 
・雲生成チェンバーおよび詳細雲物理ボックスモデルを用いた吸湿性粒子シーディング実験 

（海洋研究開発機構） 
・長期気候変動の機構解明に関する研究             （海洋研究開発機構） 
・対流圏オゾンライダーと化学輸送モデルを用いた、対流圏オゾンの実態解明及びモデルの検 

2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
証・高度化に関する研究                    （海洋研究開発機構） 

・熱帯表面ブイ網データの同化および予測への有効性に関する研究  （海洋研究開発機構） 
・海洋中・深層の溶存物質の高精度測定に関わる研究        （海洋研究開発機構） 
・鉛直座標系の違いによる海洋データ同化解析の比較・改良に関する共同研究  

 （海洋研究開発機構） 
・極東地域の気候・雪氷環境とその変動に係わる諸過程の研究     （富山大学 理学部） 
・モンスーンの気候・水循環とその変動に係わる諸過程の研究        （筑波大学） 
・アジアモンスーンの形成と長期変化に係わる諸過程の研究 

（名古屋大学 地球水循環研究センター） 
・複雑地形上の風況予測技術及び乱気流に対する航空機の安全性評価技術に関する研究 

（宇宙航空研究開発機構、東京工業大学） 
・気候モデルを用いた子午面循環の研究         （東北大学 大学院理学研究科） 
・3 次元数値モデルを応用した山岳域の降雪量分布の推定と水資源管理手法に関する研究 

（関東地方整備局 利根川ダム統合管理事務所） 
・総合的水資源管理システムを用いた人工降雨・降雪の有効性評価      （東北大学） 
・渇水年天気パターン解析のアルゴリズム開発・改良            （富山大学） 
・四国地方における下記降水雲に関する研究             （高知大学 理学部） 
・オホーツク海の海氷変動に関する研究              （北海道大学大学院） 
・地域気候モデルによる温暖化予測結果の富山県領域へのダウンスケーリングに関する研究 

（富山県環境科学センター） 
・降雪粒子測定技術の高度化に関する研究            （防災科学技術研究所） 
・人工放射性核種の大気降下および大陸における広域的分布に関する調査 

（農業環境技術研究所） 
・草地上の熱収支に関する研究                      （筑波大学） 
・大規模積乱雲がもたらすシビア現象と大電荷雷放電に関する研究    （電気通信大学） 
・緊急地震速報の高度化に関する研究     

（気象庁地震火山部、防災科学技術研究所、鉄道総合技術研究所） 
 
 

公募型共同利用による研究 
大学及び研究機関の教官または研究者が研究代表者となり、他の研究機関の研究者とともに、特定の

研究課題について当該研究所の施設、設備、データ等を利用して共同で行う研究。 
 

東京大学地震研究所：特定共同研究（A） 
・地震活動度変化から応力変化を推定する手法に関する研究（H20） 

東京大学地震研究所：特定共同研究（B） 
・地殻変動観測機器の設置環境評価（H18～H20） 
・数値予報データおよび有限要素法を用いた火山地域における干渉 SAR データの高度解析 

（H18～H20） 
東京大学気候システム研究センター：特定共同研究 

・CCSR/気象研究所の世界海洋大循環モデルのパフォーマンスの相互作用（H19～H20） 
東京大学海洋研究所：共同利用 

・台風と海洋の相互作用に関する研究（H20） 
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
温暖化予測評価のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究 

・海洋酸性化の実態把握と微生物構造・機能への影響評価に関する研究（H20～H22） 
 

共同研究 
共同研究は、気象研究所が、その所掌事務と密接に関連する事項について、気象庁以外の者と共同し

て行う調査及び研究であり、平成 20 年度は、次の 38 課題を実施した。 
 

（1）戦略的創造研究推進制度による共同研究（科学技術振興機構） 

・人口急増地域の持続的な流域水政策シナリオ －モンスーン・アジア地域等における地球規

模水循環変動への対応戦略－ 
・熱帯モンスーンアジアにおける降水変動が熱帯雨林の水循環・生態系に与える影響 

全球気象モデルによる陸面植生のエネルギー収支、水収支、炭素収支に与える影響研究 
・全球雲解像モデルによる熱帯気象予測研究：衛星観測データによるシミュレーション結果の検証 

 
（2）21世紀気候変動予測革新プログラムによる共同研究 

・超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の変化予測に関する研究 
（地球科学技術総合推進機構） 

・海洋モデルの高精度化による気候変動予測の向上に関する研究 
（東京大学気候システム研究センター） 

・モデル相互比較による温暖化予測不確実性の評価研究   （高度情報科学技術研究機構） 
 

（3）地球観測システム構築推進プランによる共同研究 

・SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタリング 
   （千葉大学環境リモートセンシング研究センター） 

 
（4）その他 

・地球環境変動観測ミッション（GCOM）人工衛星プロジェクトに関する共同研究（宇宙航空研究開発機構） 
・AMSR-E/AMSR2 を用いた海面水温・海上風速算出アルゴリズムの開発 
・AMSR2 用のマイクロ波降水リトリーバルアルゴリズムの開発 

・熱帯降雨観測衛星（TRMM）解析研究プロジェクトに関する共同研究 （宇宙航空研究開発機構） 
・TRMM データと気象庁予報データを使ったマダン＝ジュリアン振動の更なる理解

に向けて 
・降水のマイクロ波特性の物理的検証 
・TRMM 降雨レーダと可視・赤外放射計による降水と雲・エーロゾルの相互作用に

関する研究 
・運輸分野における基礎的研究推進制度による共同研究（鉄道建設・運輸施設整備支援機構） 

・小型ドップラー気象レーダーによる鉄道安全運航のための突風探知システムの基礎

的研究（気象じょう乱解明と突風アルゴリズム開発） 
・熱帯インド洋・西太平洋における対流活動に関する共同研究   （海洋研究開発機構） 
・雲生成チェンバーおよび詳細雲物理ボックスモデルを用いた吸湿性粒子シーディング実験 

（海洋研究開発機構） 
・長期気候変動の機構解明に関する研究             （海洋研究開発機構） 
・対流圏オゾンライダーと化学輸送モデルを用いた、対流圏オゾンの実態解明及びモデルの検 

2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
証・高度化に関する研究                    （海洋研究開発機構） 

・熱帯表面ブイ網データの同化および予測への有効性に関する研究  （海洋研究開発機構） 
・海洋中・深層の溶存物質の高精度測定に関わる研究        （海洋研究開発機構） 
・鉛直座標系の違いによる海洋データ同化解析の比較・改良に関する共同研究  

 （海洋研究開発機構） 
・極東地域の気候・雪氷環境とその変動に係わる諸過程の研究     （富山大学 理学部） 
・モンスーンの気候・水循環とその変動に係わる諸過程の研究        （筑波大学） 
・アジアモンスーンの形成と長期変化に係わる諸過程の研究 

（名古屋大学 地球水循環研究センター） 
・複雑地形上の風況予測技術及び乱気流に対する航空機の安全性評価技術に関する研究 

（宇宙航空研究開発機構、東京工業大学） 
・気候モデルを用いた子午面循環の研究         （東北大学 大学院理学研究科） 
・3 次元数値モデルを応用した山岳域の降雪量分布の推定と水資源管理手法に関する研究 

（関東地方整備局 利根川ダム統合管理事務所） 
・総合的水資源管理システムを用いた人工降雨・降雪の有効性評価      （東北大学） 
・渇水年天気パターン解析のアルゴリズム開発・改良            （富山大学） 
・四国地方における下記降水雲に関する研究             （高知大学 理学部） 
・オホーツク海の海氷変動に関する研究              （北海道大学大学院） 
・地域気候モデルによる温暖化予測結果の富山県領域へのダウンスケーリングに関する研究 

（富山県環境科学センター） 
・降雪粒子測定技術の高度化に関する研究            （防災科学技術研究所） 
・人工放射性核種の大気降下および大陸における広域的分布に関する調査 

（農業環境技術研究所） 
・草地上の熱収支に関する研究                      （筑波大学） 
・大規模積乱雲がもたらすシビア現象と大電荷雷放電に関する研究    （電気通信大学） 
・緊急地震速報の高度化に関する研究     

（気象庁地震火山部、防災科学技術研究所、鉄道総合技術研究所） 
 
 

公募型共同利用による研究 
大学及び研究機関の教官または研究者が研究代表者となり、他の研究機関の研究者とともに、特定の

研究課題について当該研究所の施設、設備、データ等を利用して共同で行う研究。 
 

東京大学地震研究所：特定共同研究（A） 
・地震活動度変化から応力変化を推定する手法に関する研究（H20） 

東京大学地震研究所：特定共同研究（B） 
・地殻変動観測機器の設置環境評価（H18～H20） 
・数値予報データおよび有限要素法を用いた火山地域における干渉 SAR データの高度解析 

（H18～H20） 
東京大学気候システム研究センター：特定共同研究 

・CCSR/気象研究所の世界海洋大循環モデルのパフォーマンスの相互作用（H19～H20） 
東京大学海洋研究所：共同利用 

・台風と海洋の相互作用に関する研究（H20） 

研
究
報
告
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
・台風内部における風分布の微細構造に関する研究（H20） 

 
国立極地研究所：一般共同研究 

・リモートセンシングデータを用いた南極域における水蒸気・雲変動の研究（H18～H20） 
・リーセルラルセン山地域ナピア岩体の放射年代測定、および岩石磁気・地球電磁気的研究 

（H20～H22） 
国立極地研究所：プロジェクト研究 

・極域大気－海洋－雪氷圏における物質循環の解明（H16～H21） 
・氷床コアによる氷期サイクルの気候・環境変動の研究（H16～H21） 
・時系列観測による南極海の生物生産過程と地球温暖化ガス生成過程の研究（H16～H21） 
・極地の過去から「地球システム」のメカニズムに迫る（H20～H24） 
 

千葉大学環境リモートセンシング研究センタい：プロジェクト研究 
・多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究（H16～H20） 
 

北海道大学低温科学研究所：特定共同研究 
・環オホーツク地域における気候変動・環境変動のモデリングと予測可能性の研究（H19～H20） 

北海道大学低温科学研究所：一般共同研究 
・積雪アルベド陸面モデル改良のための積雪物理量及び熱収支に関する観測的研究（2） 

（H19～H20） 
・積雪および熱収支観測による吹雪モデルの検証手法に関する研究（2）（H19～H20） 
・日本独自の積雪変質モデルの開発と研究（H19～H20） 

 
京都大学防災研究所：一般共同研究 
・東アジア域の異常気象発生に対する成層圏突然昇温の影響評価とその予測可能性（H19～H20） 

京都大学防災研究所：共同研究（研究集会） 
・台風災害を防ぐ-気象学・風工学・土木学・災害情報額の間に橋を架ける-（H20） 

 
鳥取大学乾燥地研究センター：一般共同研究 

・乾燥地における大気－陸面相互作用に関する研究（H20） 
 

 
科学研究費補助金による研究 

科学研究費補助金（科研費）は、人文・社会科学から自然科学まであらゆる分野で、独創的・先駆的な

研究を発展させることを目的として文部科学省、日本学術振興会により制度化されている研究助成費。研

究者が計画する学術研究に対して、ピア・レビュー（専門分野の近い複数の研究者による審査）が行われ、

重要と認められた計画に助成される「競争的研究資金」。 
なお、科研費は個人としての研究者に交付されるものであるが、研究者が所属する研究機関が、科研費

について管理・諸手続を研究者に代わって行うことと定められている。 
 

【研究代表者として実施している研究課題】 
基盤研究（A） 
・航空機を用いた力学・熱力学場の直接観測による台風の予測可能性に関する研究（H19～H21） 

2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
・全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデルインタラクション（H20～H22） 
 

基盤研究（B） 
・海洋における炭素・栄養塩変動把握のための国際標準物質の研究（H17～H20） 
・豪雨の力学的予測のための初期値解析と予測信頼性の評価に関する研究（H17～H20） 
・マルチトレーサーデータセットと海洋大循環モデルの結合による海洋物質循環変動の研究 

（H18～H20） 
・極端な気象現象の発生頻度とその長期変動に関する研究（H18～H20） 
・衛星データによる積雪物理量抽出アルゴリズムの精度向上と地上検証手法についての研究 

（H18～H20） 
・新しい計測法によるエアロゾルの光学特性の測定と実証観測（H19～H20） 
・熱帯準二年振動が中高緯度の大気場・化学場の年々変動に及ぼす影響（H20～H23） 
・二酸化炭素の鉛直分布測定のための実用ライダー技術の開発（H20～H22） 
・太陽紫外線とオゾン変化の力学的上下結合と気候変動に果たす役割の解明（H20～H23） 

 
基盤研究（C） 

・能動型衛星センサーによる雲・エーロゾルの相互作用に関する研究（H18～H20） 
・同化技術を用いた初期状態制御による黒潮大蛇行の形成・解消条件の定量的評価（H18～H20） 
・北太平洋の溶存酸素時系列データによる物質循環変動の解析（H19～H20） 
・黄砂の変質による吸湿特性の変化と、その光散乱・雲生成への影響についての研究（H19～H20） 
・20 世紀後半における全球海洋熱塩分膨張トレンドとその要因の解明（H19～H20） 
・大気結合モデルを用いた ENSO におけるバリアレイヤー振動モードの役割の解明（H19～H20） 
・宇宙からの津波監視は可能か?-人工衛星観測による津波検出とその検知力評価-（H20～H22） 
・山岳・海峡地形がモンスーンと海洋環境変動に及ぼす影響のメカニズムの解明（H20～H22） 

 
若手研究（B） 
・高緯度データ同化システムの開発による大気微量成分の濃度予測可能性の検証（H20～H22） 
・数値実験と風洞観測の融合による新しい大気乱流パラメタリゼーションの提案（H20～H22） 

 
【研究分担者として実施している研究課題】 

基盤研究（S） 
・世界の水資源の持続可能性評価のための総合型水循環モデルの構築（H19～H23） 
 

基盤研究（A） 
・気候変化における成層圏の影響の評価および力学的役割の解明（H20～H23） 
・最新の全球大気再解析データを活用した対流圏循環の形成と変動に関する総合的研究 

（H18～H21） 
・ラドンを用いた複雑地形を含む安定大気境界層中の物質輸送の研究（H17～H20） 

 
基盤研究（A）海外 
・巨大積乱雲ヘクター理解のためのダーウィン総合観測網の構築（H18～H21） 

 
基盤研究（B） 
・金星大気のモデリングによるスーパーローテーションの解明（H20～H23） 
・南極海の二酸化炭素吸収に関する研究（H20～H23） 
・西南日本背弧の下部地殻・マントルの電気伝導度構造の解明（H19～H21） 
・黒潮続流前線-亜寒帯前線間海域の混合層形成過程の実態解明（H19～H22） 
・衛星搭載雲レーダー・ライダー・赤外サウンダーを用いた上層雲生成・消滅機構の研究 
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
・台風内部における風分布の微細構造に関する研究（H20） 

 
国立極地研究所：一般共同研究 

・リモートセンシングデータを用いた南極域における水蒸気・雲変動の研究（H18～H20） 
・リーセルラルセン山地域ナピア岩体の放射年代測定、および岩石磁気・地球電磁気的研究 

（H20～H22） 
国立極地研究所：プロジェクト研究 

・極域大気－海洋－雪氷圏における物質循環の解明（H16～H21） 
・氷床コアによる氷期サイクルの気候・環境変動の研究（H16～H21） 
・時系列観測による南極海の生物生産過程と地球温暖化ガス生成過程の研究（H16～H21） 
・極地の過去から「地球システム」のメカニズムに迫る（H20～H24） 
 

千葉大学環境リモートセンシング研究センタい：プロジェクト研究 
・多波長マイクロ波放射計データを用いた水物質量リトリーバルの研究（H16～H20） 
 

北海道大学低温科学研究所：特定共同研究 
・環オホーツク地域における気候変動・環境変動のモデリングと予測可能性の研究（H19～H20） 

北海道大学低温科学研究所：一般共同研究 
・積雪アルベド陸面モデル改良のための積雪物理量及び熱収支に関する観測的研究（2） 

（H19～H20） 
・積雪および熱収支観測による吹雪モデルの検証手法に関する研究（2）（H19～H20） 
・日本独自の積雪変質モデルの開発と研究（H19～H20） 

 
京都大学防災研究所：一般共同研究 
・東アジア域の異常気象発生に対する成層圏突然昇温の影響評価とその予測可能性（H19～H20） 

京都大学防災研究所：共同研究（研究集会） 
・台風災害を防ぐ-気象学・風工学・土木学・災害情報額の間に橋を架ける-（H20） 

 
鳥取大学乾燥地研究センター：一般共同研究 

・乾燥地における大気－陸面相互作用に関する研究（H20） 
 

 
科学研究費補助金による研究 

科学研究費補助金（科研費）は、人文・社会科学から自然科学まであらゆる分野で、独創的・先駆的な

研究を発展させることを目的として文部科学省、日本学術振興会により制度化されている研究助成費。研

究者が計画する学術研究に対して、ピア・レビュー（専門分野の近い複数の研究者による審査）が行われ、

重要と認められた計画に助成される「競争的研究資金」。 
なお、科研費は個人としての研究者に交付されるものであるが、研究者が所属する研究機関が、科研費

について管理・諸手続を研究者に代わって行うことと定められている。 
 

【研究代表者として実施している研究課題】 
基盤研究（A） 
・航空機を用いた力学・熱力学場の直接観測による台風の予測可能性に関する研究（H19～H21） 

2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
・全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデルインタラクション（H20～H22） 
 

基盤研究（B） 
・海洋における炭素・栄養塩変動把握のための国際標準物質の研究（H17～H20） 
・豪雨の力学的予測のための初期値解析と予測信頼性の評価に関する研究（H17～H20） 
・マルチトレーサーデータセットと海洋大循環モデルの結合による海洋物質循環変動の研究 

（H18～H20） 
・極端な気象現象の発生頻度とその長期変動に関する研究（H18～H20） 
・衛星データによる積雪物理量抽出アルゴリズムの精度向上と地上検証手法についての研究 

（H18～H20） 
・新しい計測法によるエアロゾルの光学特性の測定と実証観測（H19～H20） 
・熱帯準二年振動が中高緯度の大気場・化学場の年々変動に及ぼす影響（H20～H23） 
・二酸化炭素の鉛直分布測定のための実用ライダー技術の開発（H20～H22） 
・太陽紫外線とオゾン変化の力学的上下結合と気候変動に果たす役割の解明（H20～H23） 

 
基盤研究（C） 

・能動型衛星センサーによる雲・エーロゾルの相互作用に関する研究（H18～H20） 
・同化技術を用いた初期状態制御による黒潮大蛇行の形成・解消条件の定量的評価（H18～H20） 
・北太平洋の溶存酸素時系列データによる物質循環変動の解析（H19～H20） 
・黄砂の変質による吸湿特性の変化と、その光散乱・雲生成への影響についての研究（H19～H20） 
・20 世紀後半における全球海洋熱塩分膨張トレンドとその要因の解明（H19～H20） 
・大気結合モデルを用いた ENSO におけるバリアレイヤー振動モードの役割の解明（H19～H20） 
・宇宙からの津波監視は可能か?-人工衛星観測による津波検出とその検知力評価-（H20～H22） 
・山岳・海峡地形がモンスーンと海洋環境変動に及ぼす影響のメカニズムの解明（H20～H22） 

 
若手研究（B） 
・高緯度データ同化システムの開発による大気微量成分の濃度予測可能性の検証（H20～H22） 
・数値実験と風洞観測の融合による新しい大気乱流パラメタリゼーションの提案（H20～H22） 

 
【研究分担者として実施している研究課題】 

基盤研究（S） 
・世界の水資源の持続可能性評価のための総合型水循環モデルの構築（H19～H23） 
 

基盤研究（A） 
・気候変化における成層圏の影響の評価および力学的役割の解明（H20～H23） 
・最新の全球大気再解析データを活用した対流圏循環の形成と変動に関する総合的研究 

（H18～H21） 
・ラドンを用いた複雑地形を含む安定大気境界層中の物質輸送の研究（H17～H20） 

 
基盤研究（A）海外 
・巨大積乱雲ヘクター理解のためのダーウィン総合観測網の構築（H18～H21） 

 
基盤研究（B） 
・金星大気のモデリングによるスーパーローテーションの解明（H20～H23） 
・南極海の二酸化炭素吸収に関する研究（H20～H23） 
・西南日本背弧の下部地殻・マントルの電気伝導度構造の解明（H19～H21） 
・黒潮続流前線-亜寒帯前線間海域の混合層形成過程の実態解明（H19～H22） 
・衛星搭載雲レーダー・ライダー・赤外サウンダーを用いた上層雲生成・消滅機構の研究 
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
（H19～H21） 

・成層圏過程を通した太陽活動の地域気候への影響（H19～H21） 
・イメージング・ウィンドプロファイラーの開発による下層大気乱流の超微細構造の研究 

（H19～H21） 
・海洋腐植物質の動態とその海洋炭素循環における意義（H19～H21） 
 

基盤研究（B）海外 
・タクラマカン砂漠上の局地循環と黄砂の発生機構の解明（H20～H22） 
 

基盤研究（C） 
・力学的アプローチによる海洋大循環強流域の変動解明研究（H20～H22） 
・海洋表層の短時間変動が大気に与える影響の解明（H19～H21） 
 

萌芽研究 
・石英の種々の物理特性を指標とした日本へ投下する風送ダストの大陸起源変動の解明 

（H20～H22） 

2. 研究報告                                        2.2. 研究年次報告 

 

２．２．研究年次報告 

本節には、気象研究所が平成 20 年度に実施した研究課題について、課題毎に当該年度の研究計画と

研究成果等を掲載した。（下表）ただし、他省庁予算による研究を除き、平成 20 年度に終了した研究課

題については、2.3 節で研究期間全体について報告するので本節では掲載していない。 
 

「研究年次報告掲載 研究課題と掲載ページ」 

特別研究 

・マグマ活動の定量的把握技術の開発とそれに基づく火山活動度判定の高度化に関する研究 ···· 22 
・温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測に関する研究 ············································· 24 

 
融合型経常研究 

・非静力学モデルによるメソ現象の予測と解明に関する研究 ············································· 26  
・大気海洋結合季節予測モデルとそのアンサンブル手法の開発に関する研究························· 33  
・エーロゾルと放射過程の観測及びモデル化のための研究 ················································ 36  
・シビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化に関する研究 ·········································· 39  

 
一般経常研究 

・都市気象モデルを用いた都市気象の再現・予測のための基礎研究 ···································· 42  
・能動型リモートセンサーによる大気観測技術の高度化に関する研究·································· 44  
・リモートセンシングを用いた下層大気の物理量抽出手法に関する研究······························· 46  
・衛星データの解析処理技術の高度化に関する研究························································· 47  

 
地方共同研究 

・都市域に強雨をもたらす降水系の構造と環境の調査 ······················································ 49 
・北海道東方沖における震源決定のための走時計算法改良の検討 ······································· 50 
・ウインドプロファイラを用いた台風の立体構造に関する解析的研究·································· 51 

 
他省庁予算による研究 

放射能調査研究費による研究 

・放射性降下物の長期変動と再浮遊に関する研究···························································· 53  
・海洋環境における放射性核種の長期挙動に関する研究 ·················································· 54  

科学技術振興調整費による研究 

・渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究 ··················································· 56  
・東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究······························································· 60  

地球環境保全等試験研究費による研究 

・民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気体の観測に関する研究 ·········· 62 
・親生物気体の同時連続測定による生態系監視技術の開発 ················································ 63 

地球環境研究総合推進費による研究 

・アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成 
日降水量グリッドデータによる気候モデル降水量の評価 ·········································· 64  

・地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究 
マルチ気候モデルにおける諸現象の再現性比較とその将来変化に関する研究 

 季節予測に係わる短期気候変動の再現性とその将来予測 ·········································· 65  
温暖化予測影響評価のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究··········67   

・海洋酸性化の実態把握と微生物構造・機能への影響評価に関する研究 ·····································68  
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2. 研究報告                                          2.1. 研究課題 

 
（H19～H21） 

・成層圏過程を通した太陽活動の地域気候への影響（H19～H21） 
・イメージング・ウィンドプロファイラーの開発による下層大気乱流の超微細構造の研究 

（H19～H21） 
・海洋腐植物質の動態とその海洋炭素循環における意義（H19～H21） 
 

基盤研究（B）海外 
・タクラマカン砂漠上の局地循環と黄砂の発生機構の解明（H20～H22） 
 

基盤研究（C） 
・力学的アプローチによる海洋大循環強流域の変動解明研究（H20～H22） 
・海洋表層の短時間変動が大気に与える影響の解明（H19～H21） 
 

萌芽研究 
・石英の種々の物理特性を指標とした日本へ投下する風送ダストの大陸起源変動の解明 

（H20～H22） 

2. 研究報告                                        2.2. 研究年次報告 

 

２．２．研究年次報告 

本節には、気象研究所が平成 20 年度に実施した研究課題について、課題毎に当該年度の研究計画と

研究成果等を掲載した。（下表）ただし、他省庁予算による研究を除き、平成 20 年度に終了した研究課

題については、2.3 節で研究期間全体について報告するので本節では掲載していない。 
 

「研究年次報告掲載 研究課題と掲載ページ」 

特別研究 

・マグマ活動の定量的把握技術の開発とそれに基づく火山活動度判定の高度化に関する研究 ···· 22 
・温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測に関する研究 ············································· 24 

 
融合型経常研究 
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・大気海洋結合季節予測モデルとそのアンサンブル手法の開発に関する研究························· 33  
・エーロゾルと放射過程の観測及びモデル化のための研究 ················································ 36  
・シビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化に関する研究 ·········································· 39  

 
一般経常研究 

・都市気象モデルを用いた都市気象の再現・予測のための基礎研究 ···································· 42  
・能動型リモートセンサーによる大気観測技術の高度化に関する研究·································· 44  
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地方共同研究 

・都市域に強雨をもたらす降水系の構造と環境の調査 ······················································ 49 
・北海道東方沖における震源決定のための走時計算法改良の検討 ······································· 50 
・ウインドプロファイラを用いた台風の立体構造に関する解析的研究·································· 51 

 
他省庁予算による研究 

放射能調査研究費による研究 

・放射性降下物の長期変動と再浮遊に関する研究···························································· 53  
・海洋環境における放射性核種の長期挙動に関する研究 ·················································· 54  

科学技術振興調整費による研究 

・渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究 ··················································· 56  
・東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究······························································· 60  

地球環境保全等試験研究費による研究 

・民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気体の観測に関する研究 ·········· 62 
・親生物気体の同時連続測定による生態系監視技術の開発 ················································ 63 

地球環境研究総合推進費による研究 

・アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成 
日降水量グリッドデータによる気候モデル降水量の評価 ·········································· 64  

・地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合的研究 
マルチ気候モデルにおける諸現象の再現性比較とその将来変化に関する研究 

 季節予測に係わる短期気候変動の再現性とその将来予測 ·········································· 65  
温暖化予測影響評価のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究··········67   

・海洋酸性化の実態把握と微生物構造・機能への影響評価に関する研究 ·····································68  
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2.2. 研究年次報告                                         特別研究 

マグマ活動の定量的把握技術の開発とそれに基づく火山活動度判定の高度化に

関する研究 
 

研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 吉川澄夫（地震火山研究部長） 

 
研究の目的 

地殻変動をより効果的に検知する観測手法を導入し、それによって得られる観測データにこれまでに

開発した有限要素法による数値シミュレーション手法を適用することにより、地殻変動を物理的に評価

し、地下のマグマの動きを定量的に把握することで、噴火警戒レベルの判断に資する火山活動度の判定

（注）の高度化を図り、防災に貢献する。 
 
（注）火山活動の評価を定量的に行うこと。 
 

 
（副課題１）地殻変動に基づく火山活動度判定手法の開発 

 
副課題の研究担当者 

吉川澄夫、山里 平、福井敬一、高木朗充、坂井孝行、安藤 忍（地震火山研究部）、加藤幸司（気象

庁地震火山部火山課） 
 
副課題の本年度の計画 

① 有限要素モデルによる地殻変動のモデリング（伊豆大島）  
② GPS 連続観測の強化（伊豆大島） 
③ GPS、光波測距、傾斜、重力観測、地震観測（伊豆大島）  
④ 有限要素モデルの作成（他火山）  
⑤ SARのデータ収集、解析  
⑥ 地震による火山内部の圧力変化推定  

 

副課題の本年度の成果 

① 地殻変動の時間変動パターンから、時間発展を考慮した圧力源パラメータを推定する手法を開発して

伊豆大島に適用した。その結果、伊豆大島深部で長期的に膨張する圧力源と、それよりやや浅い増圧

源と収縮源があることがわかり、それらはこれまで推定されていた単独圧力源よりもやや深いところ

に存在することがわかった。有限要素モデルを用いたモデリングは来年度行う予定である。 
② 島内の繰り返しGPS 観測点について、主にカルデラ内の観測点を中心に、連続観測化、テレメータ化

を行った。 
③ 伊豆大島の静穏期の地殻変動の詳細を知るため、GPS、傾斜及び光波測距（EDM）の連続観測に加え、

GPS、光波、精密重力の繰り返し観測を実施し、データを蓄積している。 
④ 浅間山について現在作成済の地形を取り込んだ有限要素法モデルに地下の構造を取り込むため、火山

体構造探査の研究成果の収集を行った。 
⑤ 浅間山 2009年噴火活動に伴う地殻変動をGPS及び光波測距観測で捉え，客観解析数値気象データを

用いた詳細な補正処理により，火山活動に起因する正味の地殻変動を明らかにした。その解析結果か

ら、北西山麓下と火口直下浅部のふたつの圧力源が存在する可能性を示した． 
⑥ 全国の 92火山を対象に、陸域観測技術衛星「だいち」の SAR データを用いた干渉画像解析を行い、

そのうち 10火山において火山性地殻変動をとらえた。 
⑦ 伊豆大島で発生する火山性地震の初動メカニズム推定のため、伊豆大島内の 3か所に臨時の地震観測

点を追加し、6点の臨時観測を継続するとともに、気象庁の地震波形データの初動データの読み取り

を継続し、平成 20年 10月までのデータベースを完成させた。 
 

（副課題２）マグマ上昇シナリオに基づく火山活動評価手法の開発 

 
副課題の研究担当者 

吉川澄夫、山里 平、福井敬一、高木朗充、坂井孝行、安藤 忍（地震火山研究部）、加藤幸司（気象

2.2. 研究年次報告                                         特別研究 

庁地震火山部火山課） 
 
副課題の本年度の計画 

① 様々な火山におけるマグマ上昇に伴う地殻変動等の調査 
② 理論的なマグマモデルによるマグマの上昇シナリオの検討を継続 

③ 重力探査（霧島山） 

 

副課題の本年度の成果 

① 国内で近年観測された様々な火山性地殻変動について、その変動量や深さ等について系統的に整理し

た。その結果、変動量や変動レートには106もの幅があり、変動レートの大きい事象のほとんどが、マ

グマ貫入によると考えられる現象であって、同時に発生する地震活動規模とよい相関があることがわ

かった。 
② マグマ内の揮発性物質の気泡成長に起因する浮力によるマグマ上昇計算を行った。マグマ上昇速度は、

粘性などのマグマの物理的性質、ダイクの厚みなどの上昇形態によって、きわめて多様に変化するこ

とがわかった。 
③ 霧島山新燃岳のGPS繰り返し観測により捉えられた地殻変動について有限要素法による3次元モデリ

ングを行い、火口地形の影響を評価したところ、変動源は帯水層上部であり 2008年 8月噴火時に発

生した群発地震の震源域の上部に位置することがわかった。さらに、霧島山の地下構造を推定するた

めの重力探査を 3月に実施し、46地点の重力値を取得したが、一部に空白域を残した。 
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2.2. 研究年次報告                                         特別研究 

マグマ活動の定量的把握技術の開発とそれに基づく火山活動度判定の高度化に

関する研究 
 

研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 吉川澄夫（地震火山研究部長） 

 
研究の目的 

地殻変動をより効果的に検知する観測手法を導入し、それによって得られる観測データにこれまでに

開発した有限要素法による数値シミュレーション手法を適用することにより、地殻変動を物理的に評価

し、地下のマグマの動きを定量的に把握することで、噴火警戒レベルの判断に資する火山活動度の判定

（注）の高度化を図り、防災に貢献する。 
 
（注）火山活動の評価を定量的に行うこと。 
 

 
（副課題１）地殻変動に基づく火山活動度判定手法の開発 

 
副課題の研究担当者 

吉川澄夫、山里 平、福井敬一、高木朗充、坂井孝行、安藤 忍（地震火山研究部）、加藤幸司（気象

庁地震火山部火山課） 
 
副課題の本年度の計画 

① 有限要素モデルによる地殻変動のモデリング（伊豆大島）  
② GPS 連続観測の強化（伊豆大島） 
③ GPS、光波測距、傾斜、重力観測、地震観測（伊豆大島）  
④ 有限要素モデルの作成（他火山）  
⑤ SARのデータ収集、解析  
⑥ 地震による火山内部の圧力変化推定  

 

副課題の本年度の成果 

① 地殻変動の時間変動パターンから、時間発展を考慮した圧力源パラメータを推定する手法を開発して

伊豆大島に適用した。その結果、伊豆大島深部で長期的に膨張する圧力源と、それよりやや浅い増圧

源と収縮源があることがわかり、それらはこれまで推定されていた単独圧力源よりもやや深いところ

に存在することがわかった。有限要素モデルを用いたモデリングは来年度行う予定である。 
② 島内の繰り返しGPS 観測点について、主にカルデラ内の観測点を中心に、連続観測化、テレメータ化

を行った。 
③ 伊豆大島の静穏期の地殻変動の詳細を知るため、GPS、傾斜及び光波測距（EDM）の連続観測に加え、

GPS、光波、精密重力の繰り返し観測を実施し、データを蓄積している。 
④ 浅間山について現在作成済の地形を取り込んだ有限要素法モデルに地下の構造を取り込むため、火山

体構造探査の研究成果の収集を行った。 
⑤ 浅間山 2009年噴火活動に伴う地殻変動をGPS及び光波測距観測で捉え，客観解析数値気象データを

用いた詳細な補正処理により，火山活動に起因する正味の地殻変動を明らかにした。その解析結果か

ら、北西山麓下と火口直下浅部のふたつの圧力源が存在する可能性を示した． 
⑥ 全国の 92火山を対象に、陸域観測技術衛星「だいち」の SAR データを用いた干渉画像解析を行い、

そのうち 10火山において火山性地殻変動をとらえた。 
⑦ 伊豆大島で発生する火山性地震の初動メカニズム推定のため、伊豆大島内の 3か所に臨時の地震観測

点を追加し、6点の臨時観測を継続するとともに、気象庁の地震波形データの初動データの読み取り

を継続し、平成 20年 10月までのデータベースを完成させた。 
 

（副課題２）マグマ上昇シナリオに基づく火山活動評価手法の開発 

 
副課題の研究担当者 

吉川澄夫、山里 平、福井敬一、高木朗充、坂井孝行、安藤 忍（地震火山研究部）、加藤幸司（気象

2.2. 研究年次報告                                         特別研究 

庁地震火山部火山課） 
 
副課題の本年度の計画 

① 様々な火山におけるマグマ上昇に伴う地殻変動等の調査 
② 理論的なマグマモデルによるマグマの上昇シナリオの検討を継続 

③ 重力探査（霧島山） 

 

副課題の本年度の成果 

① 国内で近年観測された様々な火山性地殻変動について、その変動量や深さ等について系統的に整理し

た。その結果、変動量や変動レートには106もの幅があり、変動レートの大きい事象のほとんどが、マ

グマ貫入によると考えられる現象であって、同時に発生する地震活動規模とよい相関があることがわ

かった。 
② マグマ内の揮発性物質の気泡成長に起因する浮力によるマグマ上昇計算を行った。マグマ上昇速度は、

粘性などのマグマの物理的性質、ダイクの厚みなどの上昇形態によって、きわめて多様に変化するこ

とがわかった。 
③ 霧島山新燃岳のGPS繰り返し観測により捉えられた地殻変動について有限要素法による3次元モデリ

ングを行い、火口地形の影響を評価したところ、変動源は帯水層上部であり 2008年 8月噴火時に発

生した群発地震の震源域の上部に位置することがわかった。さらに、霧島山の地下構造を推定するた

めの重力探査を 3月に実施し、46地点の重力値を取得したが、一部に空白域を残した。 
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2.2. 研究年次報告                                         特別研究 

温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測に関する研究 

 
研 究 年 次： 4年目（平成 17年度～平成 21年度） 
研究代表者： 鬼頭昭雄（気候研究部長） 
 
研究の目的 

わが国における地球温暖化対策を推進するため、特に、水資源、河川管理、治山・治水、防災、農業、

水産業や、保健・衛生などの分野など気候の変化に敏感で脆弱な分野を考慮した温暖化予測情報を提供

できるよう、地域的温暖化予測を総合的に行う数値モデルを開発し、日本付近の地域気候変化予測を行

う。 
 
 
（副課題１）温暖化予測地球システムモデルの開発 
 
副課題の研究担当者 

鬼頭昭雄、行本誠史、小畑 淳、吉村 純、遠藤洋和、楠 昌司、尾瀬智昭、保坂征宏、足立恭将、坂見

智法（気候研究部）、柴田清孝、直江寛明、田中泰宙、出牛 真（環境・応用気象研究部）、石崎 廣、本

井達夫、平原幹俊、辻野博之、中野英之（海洋研究部）、諸岡浩子（気象庁気候情報課） 
 

副課題の本年度の計画 

① 陸域生態系炭素循環過程の精緻化、および氷床モデルの組込みを行う。  
② モデル国際相互比較実験に参加し、モデルの改良を行う。 

 
副課題の本年度の成果 

① 陸域生態系炭素循環過程モデルの高度化を行った。気候変動に対する陸域生態系の応答をより正確

に表現することを目的として、特に純一次生産（植物による正味の大気からの二酸化炭素吸収）に

関する部分について、観測経験式により簡略に表現していた従来の方法を一新し、生物化学の見地

から葉の光合成における酵素、光、気孔のはたらきを考慮した精緻なモデルを開発した。このモデ

ルを大循環モデル（CGCM2）に組み込み、純一次生産や葉面積指数を全球規模でほぼ再現するこ

とを確認した。これにより、気温が大きく上昇した気候において、植物の光合成より呼吸の増大が

卓越し炭素吸収が抑制される効果が表現できるようになった。 
②  グリーンランド氷床モデルを作成した。氷床は気候モデルが扱う現象と時間スケールが大きく異な

るため、地球システムモデルへの組込みはオンラインの結合でなく、境界値ファイルを介して行う

こととした。 
③ 気候モデル相互比較実験計画（CMIP5）の実験設定等が策定されつつある状況の中、実験計画へ

の参加を表明した。また、実験計画に適合するモデルの準備を進めた。 
④ CORE（Coordinated Ocean Reference Experiments; Griffies et al., 2009）に準拠した実験を行っ

た。適切な外力を与えるとき、北大西洋子午面循環や南極周極流などの主要な海洋循環を現実的な

範囲で再現可能であることを確認した。また、予備的に行われた結合実験の結果と比較したところ、

結合モデルの海洋では亜熱帯循環・亜寒帯循環境界が低緯度側へシフトする誤差が見られた。 海
面西風応力が過大であることがこの誤差の原因と考えられる。 

⑤ エアロゾル輸送モデル（MASINGAR; Tanaka et al, 2003）に対応したエアロゾル‐雲相互作用を

表現するために、従来の Tiedtke(1993)による雲スキームに対して、計算効率上必要最低限の拡張

を行うことによって、雲水、雲氷に関する 2モーメント雲スキームを構成・実装した。 
⑥ カップラーScup にコンポーネントの機能を追加し、モデル内の複数のコンポーネント（例えば大

気と河川）がそれぞれ別の時間ループ・タイムステップを持つ場合に対応可能にした。 
 

（副課題２）精緻な地域気候モデルの開発 

 
副課題の研究担当者 

栗原和夫、佐々木秀孝、高藪出、村崎万代、内山貴雄（環境・応用気象研究部）、石崎廣、本井達夫、平
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原幹俊、辻野博之（海洋研究部）、北島俊行（気象庁気候情報課） 

 
副課題の本年度の計画 

① 雲解像モデルによる現在気候再現実験を行い、モデルの改良を行う。  
② 領域大気海洋結合モデルによる現在気候再現実験および温暖化予測実験を行い、結果の解析を行う。 

 
副課題の本年度の成果 

① 雲解像モデルによる現在気候再現実験を行い、モデルの改良を行う。 
・夏季の雲解像モデルによる現在気候再現実験結果の検討を行い、降水が観測に比べて過多である

ことがわかった。これは境界条件を与えた領域大気海洋結合モデルが全球モデルの特性を強く引

き継ぎ太平洋高気圧の日本南方海上での張り出しが弱いことによると考えられる。 
・雲解像モデルの長期積分のための境界条件作成、海面水温の内挿・時間変化、時間積分の制御な

どのプログラムの検討と整備を行った。 
・雲解像モデルの精度を検討するために不可欠な、AMeDAS（アメダス）観測点のない山岳にお

ける降水の特性を、国土交通省の観測データを用いて、特に夏季の降水について考察した。その

結果、山岳における降水は標高とともに増加する傾向があることが分かった。また、雲解像モデ

ルはこの特性をよく再現していることが確認された。 
② 領域大気海洋結合モデルによる現在気候再現実験および温暖化予測実験を行い、結果の解析を行う。 

・領域大気海洋結合モデルによる、全球気候モデルを境界条件とする現在気候再現実験および温暖

化予測実験を行い、結果を解析した。計算では夏季の降水量が過剰であったが、これは夏季の太

平洋高気圧の西への張り出しが弱いという全球気候モデルの特性を引きついでいるためである

と考えられる。 
・高解像度化した海洋モデルのスピンアップを行った。 
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2.2. 研究年次報告                                         特別研究 

温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測に関する研究 

 
研 究 年 次： 4年目（平成 17年度～平成 21年度） 
研究代表者： 鬼頭昭雄（気候研究部長） 
 
研究の目的 

わが国における地球温暖化対策を推進するため、特に、水資源、河川管理、治山・治水、防災、農業、

水産業や、保健・衛生などの分野など気候の変化に敏感で脆弱な分野を考慮した温暖化予測情報を提供

できるよう、地域的温暖化予測を総合的に行う数値モデルを開発し、日本付近の地域気候変化予測を行

う。 
 
 
（副課題１）温暖化予測地球システムモデルの開発 
 
副課題の研究担当者 

鬼頭昭雄、行本誠史、小畑 淳、吉村 純、遠藤洋和、楠 昌司、尾瀬智昭、保坂征宏、足立恭将、坂見

智法（気候研究部）、柴田清孝、直江寛明、田中泰宙、出牛 真（環境・応用気象研究部）、石崎 廣、本

井達夫、平原幹俊、辻野博之、中野英之（海洋研究部）、諸岡浩子（気象庁気候情報課） 
 

副課題の本年度の計画 

① 陸域生態系炭素循環過程の精緻化、および氷床モデルの組込みを行う。  
② モデル国際相互比較実験に参加し、モデルの改良を行う。 

 
副課題の本年度の成果 

① 陸域生態系炭素循環過程モデルの高度化を行った。気候変動に対する陸域生態系の応答をより正確

に表現することを目的として、特に純一次生産（植物による正味の大気からの二酸化炭素吸収）に

関する部分について、観測経験式により簡略に表現していた従来の方法を一新し、生物化学の見地

から葉の光合成における酵素、光、気孔のはたらきを考慮した精緻なモデルを開発した。このモデ

ルを大循環モデル（CGCM2）に組み込み、純一次生産や葉面積指数を全球規模でほぼ再現するこ

とを確認した。これにより、気温が大きく上昇した気候において、植物の光合成より呼吸の増大が

卓越し炭素吸収が抑制される効果が表現できるようになった。 
②  グリーンランド氷床モデルを作成した。氷床は気候モデルが扱う現象と時間スケールが大きく異な

るため、地球システムモデルへの組込みはオンラインの結合でなく、境界値ファイルを介して行う

こととした。 
③ 気候モデル相互比較実験計画（CMIP5）の実験設定等が策定されつつある状況の中、実験計画へ

の参加を表明した。また、実験計画に適合するモデルの準備を進めた。 
④ CORE（Coordinated Ocean Reference Experiments; Griffies et al., 2009）に準拠した実験を行っ

た。適切な外力を与えるとき、北大西洋子午面循環や南極周極流などの主要な海洋循環を現実的な

範囲で再現可能であることを確認した。また、予備的に行われた結合実験の結果と比較したところ、

結合モデルの海洋では亜熱帯循環・亜寒帯循環境界が低緯度側へシフトする誤差が見られた。 海
面西風応力が過大であることがこの誤差の原因と考えられる。 

⑤ エアロゾル輸送モデル（MASINGAR; Tanaka et al, 2003）に対応したエアロゾル‐雲相互作用を

表現するために、従来の Tiedtke(1993)による雲スキームに対して、計算効率上必要最低限の拡張

を行うことによって、雲水、雲氷に関する 2モーメント雲スキームを構成・実装した。 
⑥ カップラーScup にコンポーネントの機能を追加し、モデル内の複数のコンポーネント（例えば大

気と河川）がそれぞれ別の時間ループ・タイムステップを持つ場合に対応可能にした。 
 

（副課題２）精緻な地域気候モデルの開発 

 
副課題の研究担当者 

栗原和夫、佐々木秀孝、高藪出、村崎万代、内山貴雄（環境・応用気象研究部）、石崎廣、本井達夫、平

2.2. 研究年次報告                                         特別研究 

原幹俊、辻野博之（海洋研究部）、北島俊行（気象庁気候情報課） 

 
副課題の本年度の計画 

① 雲解像モデルによる現在気候再現実験を行い、モデルの改良を行う。  
② 領域大気海洋結合モデルによる現在気候再現実験および温暖化予測実験を行い、結果の解析を行う。 

 
副課題の本年度の成果 

① 雲解像モデルによる現在気候再現実験を行い、モデルの改良を行う。 
・夏季の雲解像モデルによる現在気候再現実験結果の検討を行い、降水が観測に比べて過多である

ことがわかった。これは境界条件を与えた領域大気海洋結合モデルが全球モデルの特性を強く引

き継ぎ太平洋高気圧の日本南方海上での張り出しが弱いことによると考えられる。 
・雲解像モデルの長期積分のための境界条件作成、海面水温の内挿・時間変化、時間積分の制御な

どのプログラムの検討と整備を行った。 
・雲解像モデルの精度を検討するために不可欠な、AMeDAS（アメダス）観測点のない山岳にお

ける降水の特性を、国土交通省の観測データを用いて、特に夏季の降水について考察した。その

結果、山岳における降水は標高とともに増加する傾向があることが分かった。また、雲解像モデ

ルはこの特性をよく再現していることが確認された。 
② 領域大気海洋結合モデルによる現在気候再現実験および温暖化予測実験を行い、結果の解析を行う。 

・領域大気海洋結合モデルによる、全球気候モデルを境界条件とする現在気候再現実験および温暖

化予測実験を行い、結果を解析した。計算では夏季の降水量が過剰であったが、これは夏季の太

平洋高気圧の西への張り出しが弱いという全球気候モデルの特性を引きついでいるためである

と考えられる。 
・高解像度化した海洋モデルのスピンアップを行った。 

 
 

 

研
究
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2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

非静力学モデルによるメソ現象の予測と解明に関する研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 中村誠臣（予報研究部 第一研究室長） 

 
研究の目的 

高解像度非静力学モデル、メソ観測データ同化手法、アンサンブル予測手法を開発・改良し、豪雨・

豪雪、台風などのメソ現象の予測精度向上を図る。また、これらのメソ現象の発現機構を解明し、得ら

れた科学的知見を通じて防災技術の高度化に貢献する。 
 
 

（副課題１）メソ現象予測のためのモデルの高度化とメカニズム解明 

 

副課題の研究担当者 

中村誠臣、大泉三津夫、加藤輝之、永戸久喜、林修吾、橋本明弘、斉藤和雄、清野直子(予報研究部)、上

野充、村田昭彦、和田章義、國井勝、益子渉（台風研究部）、高野洋雄（気象庁海洋気象情報室） 

 

副課題の本年度の計画 

① 非静力学大気モデルの高度化 

・ 250m～5km 格子のNHM による夏季および冬季の再現実験を行い、LNBと積乱雲の発達高度、境

界層の構造等について比較、検証を行い、NHMの問題点を調べる。 
・ 顕著現象の再現実験および観測データとの比較を通して、改良した雲物理過程の検証を行い、改良

の効果を調査するとともに、引き続き雲物理過程の高度化を進める。 
・  梅雨期及び冬季の降水事例について、リモートセンシングデータを用いてNHMの予想した雲微物

理量の検証を行い、その特性を把握して、雲物理過程の改良や調整を行う。 
・  前年に引き続き積雪サブモデルの層数を増やすためのソース検討を行い、テスト版を作成してオフ

ラインで実行し、そのインパクトを確認する。            
・ NHM による発雷予測モデルの結果を観測データを用いて検証する。発雷のメカニズムを解明し、

発雷予測手法改善のための知見を提供する。 
・ NHM の利用促進と高度化のために，さまざまな全球モデルデータをNHMで利用するためのツー

ルの整備，および，モデルの高速化を行う。           

   

② 台風予測に関わる諸過程の高度化 

・ 乱流混合過程と海面境界過程を改良したNHM-海洋混合層結合モデルで再現された海面水温変動が

台風や顕著現象に与える影響を調査する。             
・ 引き続き混相流直接計算モデルの開発を行う。  
・  既存の積雲パラメタリゼーションを用いた数値実験結果と雲解像数値実験結果を比較する。後者を

参照データとして扱い前者の性能を検証すると共に、パラメタリゼーション内の物理量に対する感

度を調べてその最適値を明らかにする。              
・ 台風初期値に最大風速半径の情報を取り込めるように台風ボーガス作成法を改良する。 
・  アンサンブルカルマンフィルタを用いた台風同化実験を行うとともに，4次元変分法との比較検証

を行う。                   

  

③ メソ現象のメカニズム解明 

・ 過去、および新たに発生する豪雨・豪雪、竜巻、突風や降雹などの顕著なメソ現象について、NHM
による再現実験を通じてメカニズム解明を行う。 

・ 過去の台風に伴う顕著現象に対し、超高解像度非静力学モデルを実行することにより、顕著現象そ

のもの（数百－数km スケール）の構造や環境場との関係を含めて発生のメカニズムの解明を行う。 
・ 台風により甚大な風害をもたらす顕著現象が発生した場合には可能な限り高解像度非静力学モデル

を実行し、現象の解析を行う。              
  

副課題の本年度の成果 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

①非静力学大気モデルの高度化 

2008年 4月～8月における四国・中国地方を対象に、水平分解能5kmと1kmの NHM（5km-NHM、

1km-NHM）を実行し、LNB（浮力がゼロとなるレベル）と積乱雲の発達高度との関係を調査した。4
～6月は深い対流に対応するLNB のピークは存在せず、7・8月にはLNBと雲頂高度によい関係 がみ

られた。2007/2008年の梅雨期における四国・中国地方を対象に、1km-NHM による非断熱加熱鉛直分

布との違いから 5km-NHM の問題点を分析し、5km-NHM では 7～8kmの非断熱加熱が小さいことが

わかった。関東地方での夏季不安定降水の 5km-NHM による再現性の検証を行い、西部山岳域の夜間

を中心に降水の頻度が過多であるとともに水平分布に問題のあることがわかった。これらの問題は水平

数値拡散の影響が大きいことから生じ、エネルギースペクトル密度の高波数域での波数依存性が妥当な

範囲内で拡散係数を通常使用されている値より小さく設定することで改善できることがわかった。 
2006～2008 年の夏季（6～9 月）の関東域を対象とする 1km-NHM 実験結果をもとに夏季固体降水

の再現性を調べた。気象庁気象災害報告をもとに、雹害報告事例を関東甲信地方の各都県ごとに集計す

ると、CAPE が大きな値をとる時に雹害報告件数が多いことが分かった。この関係は 1km-NHM 実験

結果でも整合的に現れていた。モデルが予測した固体降水の頻繁に起きる地域は内陸の山岳を含む各県

にわたっており、これも雹害報告の多い地域と整合的だった。さらに実際の発雷数とモデルの固体降水

量の予測値を比較すると、発雷数が多い（すなわち、大気中の固体降水粒子が多いとみなせる）場合に

固体降水量予測値も大きくなっていた。 
2004 年 6 月に沖縄付近で発生した梅雨前線に伴うメソ降水系について、マイクロ波輝度温度やレー

ダ反射強度との比較によってNHM の雲微物理量の予測特性を引き続き調査した。問題となっている固

体降水粒子予測特性をより明らかにするために，これまで用いていた 89 GHz 帯に加えてより大きい降

水粒子に対する感度が高い 36 GHz 帯の輝度温度を用いた。またこれまで調査してきた 2モーメントス

キーム（2M）に加えて 1モーメントスキーム（1M）についての特性を調べて両者の比較を行った。そ

の結果，1M は 2M と比べて雪の量の過大評価は小さかったが，雪の粒径をさらに過大評価しているこ

とや，2M では粒径の小さい雪の量をより過大評価していることなどが示唆された。この結果は昨年度

までの結果と合わせて論文としてまとめ，気象集誌特別号に投稿した。これに加えて，台風の事例につ

いても同様の調査に着手した。 
地域気候モデルとして NHM を利用する（積分時間間隔が概ね 30 秒以上となる）際に、SiB が計算

不安定を起こす場合のあることがわかった。大気最下層とSiBを結合させる際の陰解法においてイクス

プリシットからの寄与を大きくすること、および、考慮する境界層の厚さを厚くとることで時間積分時

の大気最下層の気温変動を小さくしてキャノピー温度の変動を軽減することにより、安定に積分ができ

るようになった。JRA25 を境界値として 20ｋｍ解像度で 2002～2004 年の 3 ヶ年走らせ、県単位（あ

るいは 1級河川流域単位）で降雪・積雪特性を調べた。その結果、中部地方と北海道東部を除いてNHM
の降雪が過小であり、そのため積雪深も小さくなっていることが明らかになった。 
雷観測データから得られた落雷分布とモデルの予測結果との比較を行い，モデルの雲物理過程から得

られる情報が，発雷予測に有効であることがわかった。 
NCEP-全球モデルの結果から NHM を実行できるツールを作成して日本域および東南アジア域でモ

デルを実行し、その予報精度を統計的に検証した．またモデルの計算速度向上のため雲物理過程での計

算量を削減する改良を行った。全球気候モデルの出力（GrADS 形式）から NHM-SiB の初期値を作成

するツールが完成し、これにより全球気候モデルのSiB 出力がNHM の初期値に直接反映できるように

なる。 
 
②台風予測に関わる諸過程の高度化 

クロロフィル濃度に応じて日射の透過・吸収率が変化する効果を取り入れることにより、海面水温日

変化を再現し得る海面境界スキームを開発した。このスキームの単体試験を実施し、海面水温日変化の

計算結果の振幅が風速と日射量により変化することを確認した。この海面境界スキームを非静力学大気

海洋結合モデルに組み込み、水平一様な大気、海洋場での理想実験を実施した。海面水温日変化の影響

は大気境界層内、高度100m付近で、特に風速において顕著に見られた。このスキームを取り込んだ非

静力学大気海洋結合モデルを用いて、2004年梅雨期の数値実験を実施した結果、観測と同程度の海面水

温日変化を再現することができた。また、この海面水温日変化が梅雨期の降水の日変化に与える影響は

海洋混合層モデル結合/非結合の影響に比べて小さいことが分かった。同結合モデルを水平解像度6kmの

設定で2005年の台風Hai-tangの事例に適用した結果、台風の経路に沿った海面水温低下は良好に再現さ

れたものの、台風の急発達は十分に再現されず、大気モデルの改善の必要性が示唆された。 
数値波浪水槽の検証の一環として、計算された波浪の特性を調べ、振幅を増大した場合に波浪に非線
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2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

非静力学モデルによるメソ現象の予測と解明に関する研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 中村誠臣（予報研究部 第一研究室長） 

 
研究の目的 

高解像度非静力学モデル、メソ観測データ同化手法、アンサンブル予測手法を開発・改良し、豪雨・

豪雪、台風などのメソ現象の予測精度向上を図る。また、これらのメソ現象の発現機構を解明し、得ら

れた科学的知見を通じて防災技術の高度化に貢献する。 
 
 

（副課題１）メソ現象予測のためのモデルの高度化とメカニズム解明 

 

副課題の研究担当者 

中村誠臣、大泉三津夫、加藤輝之、永戸久喜、林修吾、橋本明弘、斉藤和雄、清野直子(予報研究部)、上

野充、村田昭彦、和田章義、國井勝、益子渉（台風研究部）、高野洋雄（気象庁海洋気象情報室） 

 

副課題の本年度の計画 

① 非静力学大気モデルの高度化 

・ 250m～5km 格子のNHM による夏季および冬季の再現実験を行い、LNBと積乱雲の発達高度、境

界層の構造等について比較、検証を行い、NHMの問題点を調べる。 
・ 顕著現象の再現実験および観測データとの比較を通して、改良した雲物理過程の検証を行い、改良

の効果を調査するとともに、引き続き雲物理過程の高度化を進める。 
・  梅雨期及び冬季の降水事例について、リモートセンシングデータを用いてNHMの予想した雲微物

理量の検証を行い、その特性を把握して、雲物理過程の改良や調整を行う。 
・  前年に引き続き積雪サブモデルの層数を増やすためのソース検討を行い、テスト版を作成してオフ

ラインで実行し、そのインパクトを確認する。            
・ NHM による発雷予測モデルの結果を観測データを用いて検証する。発雷のメカニズムを解明し、

発雷予測手法改善のための知見を提供する。 
・ NHM の利用促進と高度化のために，さまざまな全球モデルデータをNHMで利用するためのツー

ルの整備，および，モデルの高速化を行う。           

   

② 台風予測に関わる諸過程の高度化 

・ 乱流混合過程と海面境界過程を改良したNHM-海洋混合層結合モデルで再現された海面水温変動が

台風や顕著現象に与える影響を調査する。             
・ 引き続き混相流直接計算モデルの開発を行う。  
・  既存の積雲パラメタリゼーションを用いた数値実験結果と雲解像数値実験結果を比較する。後者を

参照データとして扱い前者の性能を検証すると共に、パラメタリゼーション内の物理量に対する感

度を調べてその最適値を明らかにする。              
・ 台風初期値に最大風速半径の情報を取り込めるように台風ボーガス作成法を改良する。 
・  アンサンブルカルマンフィルタを用いた台風同化実験を行うとともに，4次元変分法との比較検証

を行う。                   

  

③ メソ現象のメカニズム解明 

・ 過去、および新たに発生する豪雨・豪雪、竜巻、突風や降雹などの顕著なメソ現象について、NHM
による再現実験を通じてメカニズム解明を行う。 

・ 過去の台風に伴う顕著現象に対し、超高解像度非静力学モデルを実行することにより、顕著現象そ

のもの（数百－数km スケール）の構造や環境場との関係を含めて発生のメカニズムの解明を行う。 
・ 台風により甚大な風害をもたらす顕著現象が発生した場合には可能な限り高解像度非静力学モデル

を実行し、現象の解析を行う。              
  

副課題の本年度の成果 
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①非静力学大気モデルの高度化 

2008年 4月～8月における四国・中国地方を対象に、水平分解能5kmと1kmの NHM（5km-NHM、

1km-NHM）を実行し、LNB（浮力がゼロとなるレベル）と積乱雲の発達高度との関係を調査した。4
～6月は深い対流に対応するLNB のピークは存在せず、7・8月にはLNBと雲頂高度によい関係 がみ

られた。2007/2008年の梅雨期における四国・中国地方を対象に、1km-NHM による非断熱加熱鉛直分

布との違いから 5km-NHM の問題点を分析し、5km-NHM では 7～8kmの非断熱加熱が小さいことが

わかった。関東地方での夏季不安定降水の 5km-NHM による再現性の検証を行い、西部山岳域の夜間

を中心に降水の頻度が過多であるとともに水平分布に問題のあることがわかった。これらの問題は水平

数値拡散の影響が大きいことから生じ、エネルギースペクトル密度の高波数域での波数依存性が妥当な

範囲内で拡散係数を通常使用されている値より小さく設定することで改善できることがわかった。 
2006～2008 年の夏季（6～9 月）の関東域を対象とする 1km-NHM 実験結果をもとに夏季固体降水

の再現性を調べた。気象庁気象災害報告をもとに、雹害報告事例を関東甲信地方の各都県ごとに集計す

ると、CAPE が大きな値をとる時に雹害報告件数が多いことが分かった。この関係は 1km-NHM 実験

結果でも整合的に現れていた。モデルが予測した固体降水の頻繁に起きる地域は内陸の山岳を含む各県

にわたっており、これも雹害報告の多い地域と整合的だった。さらに実際の発雷数とモデルの固体降水

量の予測値を比較すると、発雷数が多い（すなわち、大気中の固体降水粒子が多いとみなせる）場合に

固体降水量予測値も大きくなっていた。 
2004 年 6 月に沖縄付近で発生した梅雨前線に伴うメソ降水系について、マイクロ波輝度温度やレー

ダ反射強度との比較によってNHM の雲微物理量の予測特性を引き続き調査した。問題となっている固

体降水粒子予測特性をより明らかにするために，これまで用いていた 89 GHz 帯に加えてより大きい降

水粒子に対する感度が高い 36 GHz 帯の輝度温度を用いた。またこれまで調査してきた 2モーメントス

キーム（2M）に加えて 1モーメントスキーム（1M）についての特性を調べて両者の比較を行った。そ

の結果，1M は 2M と比べて雪の量の過大評価は小さかったが，雪の粒径をさらに過大評価しているこ

とや，2M では粒径の小さい雪の量をより過大評価していることなどが示唆された。この結果は昨年度

までの結果と合わせて論文としてまとめ，気象集誌特別号に投稿した。これに加えて，台風の事例につ

いても同様の調査に着手した。 
地域気候モデルとして NHM を利用する（積分時間間隔が概ね 30 秒以上となる）際に、SiB が計算

不安定を起こす場合のあることがわかった。大気最下層とSiBを結合させる際の陰解法においてイクス

プリシットからの寄与を大きくすること、および、考慮する境界層の厚さを厚くとることで時間積分時

の大気最下層の気温変動を小さくしてキャノピー温度の変動を軽減することにより、安定に積分ができ

るようになった。JRA25 を境界値として 20ｋｍ解像度で 2002～2004 年の 3 ヶ年走らせ、県単位（あ

るいは 1級河川流域単位）で降雪・積雪特性を調べた。その結果、中部地方と北海道東部を除いてNHM
の降雪が過小であり、そのため積雪深も小さくなっていることが明らかになった。 
雷観測データから得られた落雷分布とモデルの予測結果との比較を行い，モデルの雲物理過程から得

られる情報が，発雷予測に有効であることがわかった。 
NCEP-全球モデルの結果から NHM を実行できるツールを作成して日本域および東南アジア域でモ

デルを実行し、その予報精度を統計的に検証した．またモデルの計算速度向上のため雲物理過程での計

算量を削減する改良を行った。全球気候モデルの出力（GrADS 形式）から NHM-SiB の初期値を作成

するツールが完成し、これにより全球気候モデルのSiB 出力がNHM の初期値に直接反映できるように

なる。 
 
②台風予測に関わる諸過程の高度化 

クロロフィル濃度に応じて日射の透過・吸収率が変化する効果を取り入れることにより、海面水温日

変化を再現し得る海面境界スキームを開発した。このスキームの単体試験を実施し、海面水温日変化の

計算結果の振幅が風速と日射量により変化することを確認した。この海面境界スキームを非静力学大気

海洋結合モデルに組み込み、水平一様な大気、海洋場での理想実験を実施した。海面水温日変化の影響

は大気境界層内、高度100m付近で、特に風速において顕著に見られた。このスキームを取り込んだ非

静力学大気海洋結合モデルを用いて、2004年梅雨期の数値実験を実施した結果、観測と同程度の海面水

温日変化を再現することができた。また、この海面水温日変化が梅雨期の降水の日変化に与える影響は

海洋混合層モデル結合/非結合の影響に比べて小さいことが分かった。同結合モデルを水平解像度6kmの

設定で2005年の台風Hai-tangの事例に適用した結果、台風の経路に沿った海面水温低下は良好に再現さ

れたものの、台風の急発達は十分に再現されず、大気モデルの改善の必要性が示唆された。 
数値波浪水槽の検証の一環として、計算された波浪の特性を調べ、振幅を増大した場合に波浪に非線
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形が付加される事、砕波によるwave set-up等の現象が妥当に再現されていること等を確認した。 
Kain-Fritschスキームを使用した水平格子間隔5kmのNHMによる積雲のシミュレーション結果を水

平格子間隔200mのNHMによる結果と比較して検証を行った。両結果を領域平均値で比較したとき、高

度1km以下での相当温位の差が大きく、前者が後者よりも大きな値を示した。これは温度よりはむしろ

水蒸気量の差に起因することが分かった。また、積雲対流パラメタリゼーションにおける雲の占有率（雲

量）を無視する近似に伴う湿潤静的エネルギーの誤差を、水平格子間隔200mのNHMによる結果を用い

て検証した。その結果、この誤差は負の値でかつ雲量に比例し格子サイズへの依存性はなかった。関連

して、格子スケールの上昇流を無視する近似について評価したところ、逆に正の誤差を示し、雲量に起

因する誤差を軽減していることが分かった。 
台風ボーガスに最大風速半径の情報を取り込むために地上気圧分布を与える経験式を現行のFujitaの

式からHollandの式に変えたボーガス作成法を開発した。 
局所アンサンブル変換カルマンフィルタ（LETKF）により，実観測データを用いた台風同化実験を

実施した．サイクル内で境界摂動は考慮していないため，境界付近ではスプレッドの成長は大きくなら

ないものの，解析誤差情報を付した解析値を算出することができた。 
 
③メソ現象のメカニズム解明 

2008年梅雨明け後の豪雨・熱雷の発生要因を調査した。豪雨・熱雷の発生地域は下層の気圧配置（暖

湿気の供給関係）に強く依存していたことが分かった。また、上空の低温化は気圧の谷前面の上昇流に

よる断熱冷却によるケースが多いことがわかり、これは平年の現象には見られない特徴であった。 
再解析データを用いて、竜巻をもたらす積乱雲の発生環境場の気候学的変動を調査した。東北・中国・

九州北部を除き、竜巻が発生しやすい環境場が現れやすくなっていること、特に沖縄地方でそれが顕著

であることがわかった。 
2006年延岡竜巻の事例に関して、気象庁NHM を用いて水平解像度を 50m にした実験を行い、詳細

な解析を行った。トラジェクトリーに沿った渦度収支解析等から、ミニスーパーセルに伴う竜巻の発生

には、Rear-flank downdraft 内のサージが重要であることが分かった。 
 

（副課題２）メソ現象予測のための初期値解析技術の高度化 

 
副課題の研究担当者 

斉藤和雄・青梨和正・瀬古 弘・小司禎教・川畑拓矢・武田重夫・柳野 健（予報研究部）、國井 勝

（台風研究部）、中里真久（気象衛星・観測システム研究部）、本田有機（気象庁予報部数値予報課） 
 

副課題の本年度の計画 
① メソデータ同化技術の開発と高度化 

・ NHM-4DVARの開発：地上観測値同化のために地面温度、地表面過程などのアジョイントモデル

を作成する。雲氷、雪に関する摂動の必要性について検討する。 
・ アンサンブルカルマンフィルタの開発：雲解像モデルのデータ同化システムを開発し、シミュレー

ションデータ、実データを使ったデータ同化実験を行う。日本周辺を対象とする局所変換カルマン

フィルタ方による同化実験を行う。  

          

② メソ観測データ利用手法の高度化 

・ GPS データの同化：地上GPS 視線遅延量同化手法を開発し、同化実験を行う。掩蔽データ下層負

バイアスの補正手法の評価を行う。              
・ 衛星マイクロ波放射計データの同化：観測演算子開発とアンサンブルカルマンフィルタを用いた同

化実験を行う。 
・ 地上マイクロ波放射計データの同化：観測演算子開発を行う。NHM-4DVARを用いた同化実験を

追加する。観測部等と協力し、1D-Varでリトリーブした気温・湿度の同化実験を行う。 
・  プロファイラーデータの同化：COSMICデータやGPS 可降水量などと一緒にデータ同化を行った

結果をまとめる。 

・ 地上降水データ等を北京域を対象として同化する実験を行う。 

        

③ 大気場の客観的解析技術の高度化  

・ 3次元レーダーデータの解析の改善：3次元レーダーデータの解析技術を改善する。    
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・ 対流現象に関連する力学的・熱力学的な基礎解析：数値モデルによる力学的・熱力学的な基礎解析

について湿潤過程の扱いに関する吟味を行う。  

・  流出雨量モデルの開発：流出雨量モデルを開発し、応答特性を調べる。モデルパラメータを逐次修

正する数学的手法を研究する。               
・ 顕著現象発生時の 3次元解析：ドップラーレーダー、ドップラーライダー、数値モデルなどを用い

た顕著現象の解析技術の開発に着手する。             
 

副課題の本年度の成果 

①メソデータ同化技術の開発と高度化 

NHM-4DVR にインクリメント法を導入し、インパクトを調べた。その結果、非線形性が強い場合に

は、インクリメント法は有用でないことが確認された。 
雲解像モデルのデータ同化システムの開発のため、マイクロ波放射計輝度温度データと雲解像モデル

のアンサンブル予報物理量の比較を行った。その結果、両者の関係は非線形であり、降水域が 100 km
以上ずれることも多くあることが分かった。この降水位置ずれ誤差に対処するため、アンサンブルに基

づくデータ同化のときに周囲の地点での予報誤差共分散を使う方法（Neighboring Ensemble; NE 法）

を考案し、マイクロ波放射計輝度温度データと雲解像モデルのアンサンブル予報物理量のアンサンブル

平均から計算した輝度温度の違いからデータ同化のときにつかう地点を求めるプログラムを作成した。

またこの地点の雲解像モデルのアンサンブル予報を用いた、マイクロ波放射計輝度温度データに対する

アンサンブルに基づく変分法的同化手法(最尤アンサンブルフィルタ)のプログラムを作成した。 
NHM の局所アンサンブル変換カルマンフィルタに気圧や運動量など予報変数の扱いを厳密化する改

良を加え、2008年夏季の神戸・岡崎などの豪雨事例に対して、地上や高層データ、GPS 可降水量を同

化する実験を行った。神戸の事例では可降水量を同化すると、広域的に見れば神戸を含む領域の降水帯

の表現が良くなること、岡崎の事例ではアンサンブルメンバーの情報を用いると豪雨の要因が議論でき

ることが分かった。 
 

②メソ観測データ利用手法の高度化 

地上GPS 視線遅延量同化手法の改良を行い、データ端での精度劣化を従来手法の 2/3から 1/2程度に

軽減することに成功した。GPS 掩蔽データの下層負バイアスの評価を行い、下層負バイアスが低緯度の

海洋上で頻度が多くかつ高度が高いことが分かり、境界層上端高度との関連を考察した。地上マイクロ

波放射計を含めた同化に関して、気象庁観測部等と協力し 1D-Var でリトリーブした気温・湿度の同化

実験データの同化に着手した。 
マイクロ波放射計データの同化のため、非球形の固体降水粒子についてのマイクロ波放射計輝度温度

の観測演算子を開発した。精巧な放射伝達モデルでの非球形の固体降水粒子の散乱特性を計算するとと

もに、Liu(2004)の近似を使った簡単な放射伝達モデルのパラメータ補正を加えた。これを用いたマイク

ロ波放射計降水リトリーバルアルゴリズムを開発した。この観測演算子を、NE 法と最尤アンサンブル

フィルタを組み合わせたデータ同化法に適用して、冬季の温帯低気圧事例について、同化実験を行った。

その結果、100 km 以上の降水域のずれが補正され、データ同化のインパクトがより長時間持続するこ

とがわかった。 
NHM-4DVAR を用いた同化実験として、情報通信総合研究機構大宜味観測所の RASS 観測データの

同化実験に着手し、降水予報へ良いインパクトがあることを確認した。 
2004年 7月の北陸地方の大雨の事例について、プロファイラーデータの屈折率の鉛直勾配、CHAMP

の掩蔽データ、GPS 可降水量、視線水蒸気量などを同化し、それぞれの解析値を比較した。この事例に

ついては、プロファイラーデータの屈折率の鉛直勾配を同化しても、インパクトは小さく、降水分布の

再現を改善することができなかった。水蒸気量の鉛直分布を確認すると、可降水量などの他のデータで

は降水量を強化するように改善しているのに対し、プロファイラーの屈折率の鉛直勾配のデータは、や

や改悪していたことが分かった。 
WWRP 北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトに参加し、北京域を対象として，中国地上

降水データ，北京周辺の解析雨量等を同化する準リアルタイム実験を行った。この際，遅延して入る中

国域高層観測データも取り込めるように改良を行った。検証の結果，降水データの同化が有効であった

ことを確認した。 
 
③大気場の客観的解析技術の高度化  

気象庁の流出雨量モデルを改善するため、流出予測が実測と大きく異なる渡良瀬川について、原因探
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形が付加される事、砕波によるwave set-up等の現象が妥当に再現されていること等を確認した。 
Kain-Fritschスキームを使用した水平格子間隔5kmのNHMによる積雲のシミュレーション結果を水

平格子間隔200mのNHMによる結果と比較して検証を行った。両結果を領域平均値で比較したとき、高

度1km以下での相当温位の差が大きく、前者が後者よりも大きな値を示した。これは温度よりはむしろ

水蒸気量の差に起因することが分かった。また、積雲対流パラメタリゼーションにおける雲の占有率（雲

量）を無視する近似に伴う湿潤静的エネルギーの誤差を、水平格子間隔200mのNHMによる結果を用い

て検証した。その結果、この誤差は負の値でかつ雲量に比例し格子サイズへの依存性はなかった。関連

して、格子スケールの上昇流を無視する近似について評価したところ、逆に正の誤差を示し、雲量に起

因する誤差を軽減していることが分かった。 
台風ボーガスに最大風速半径の情報を取り込むために地上気圧分布を与える経験式を現行のFujitaの

式からHollandの式に変えたボーガス作成法を開発した。 
局所アンサンブル変換カルマンフィルタ（LETKF）により，実観測データを用いた台風同化実験を

実施した．サイクル内で境界摂動は考慮していないため，境界付近ではスプレッドの成長は大きくなら

ないものの，解析誤差情報を付した解析値を算出することができた。 
 
③メソ現象のメカニズム解明 

2008年梅雨明け後の豪雨・熱雷の発生要因を調査した。豪雨・熱雷の発生地域は下層の気圧配置（暖

湿気の供給関係）に強く依存していたことが分かった。また、上空の低温化は気圧の谷前面の上昇流に

よる断熱冷却によるケースが多いことがわかり、これは平年の現象には見られない特徴であった。 
再解析データを用いて、竜巻をもたらす積乱雲の発生環境場の気候学的変動を調査した。東北・中国・

九州北部を除き、竜巻が発生しやすい環境場が現れやすくなっていること、特に沖縄地方でそれが顕著

であることがわかった。 
2006年延岡竜巻の事例に関して、気象庁NHM を用いて水平解像度を 50m にした実験を行い、詳細

な解析を行った。トラジェクトリーに沿った渦度収支解析等から、ミニスーパーセルに伴う竜巻の発生

には、Rear-flank downdraft 内のサージが重要であることが分かった。 
 

（副課題２）メソ現象予測のための初期値解析技術の高度化 

 
副課題の研究担当者 

斉藤和雄・青梨和正・瀬古 弘・小司禎教・川畑拓矢・武田重夫・柳野 健（予報研究部）、國井 勝

（台風研究部）、中里真久（気象衛星・観測システム研究部）、本田有機（気象庁予報部数値予報課） 
 

副課題の本年度の計画 
① メソデータ同化技術の開発と高度化 

・ NHM-4DVARの開発：地上観測値同化のために地面温度、地表面過程などのアジョイントモデル

を作成する。雲氷、雪に関する摂動の必要性について検討する。 
・ アンサンブルカルマンフィルタの開発：雲解像モデルのデータ同化システムを開発し、シミュレー

ションデータ、実データを使ったデータ同化実験を行う。日本周辺を対象とする局所変換カルマン

フィルタ方による同化実験を行う。  

          

② メソ観測データ利用手法の高度化 

・ GPS データの同化：地上GPS 視線遅延量同化手法を開発し、同化実験を行う。掩蔽データ下層負

バイアスの補正手法の評価を行う。              
・ 衛星マイクロ波放射計データの同化：観測演算子開発とアンサンブルカルマンフィルタを用いた同

化実験を行う。 
・ 地上マイクロ波放射計データの同化：観測演算子開発を行う。NHM-4DVARを用いた同化実験を

追加する。観測部等と協力し、1D-Varでリトリーブした気温・湿度の同化実験を行う。 
・  プロファイラーデータの同化：COSMICデータやGPS 可降水量などと一緒にデータ同化を行った

結果をまとめる。 

・ 地上降水データ等を北京域を対象として同化する実験を行う。 

        

③ 大気場の客観的解析技術の高度化  

・ 3次元レーダーデータの解析の改善：3次元レーダーデータの解析技術を改善する。    
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・ 対流現象に関連する力学的・熱力学的な基礎解析：数値モデルによる力学的・熱力学的な基礎解析

について湿潤過程の扱いに関する吟味を行う。  

・  流出雨量モデルの開発：流出雨量モデルを開発し、応答特性を調べる。モデルパラメータを逐次修

正する数学的手法を研究する。               
・ 顕著現象発生時の 3次元解析：ドップラーレーダー、ドップラーライダー、数値モデルなどを用い

た顕著現象の解析技術の開発に着手する。             
 

副課題の本年度の成果 

①メソデータ同化技術の開発と高度化 

NHM-4DVR にインクリメント法を導入し、インパクトを調べた。その結果、非線形性が強い場合に

は、インクリメント法は有用でないことが確認された。 
雲解像モデルのデータ同化システムの開発のため、マイクロ波放射計輝度温度データと雲解像モデル

のアンサンブル予報物理量の比較を行った。その結果、両者の関係は非線形であり、降水域が 100 km
以上ずれることも多くあることが分かった。この降水位置ずれ誤差に対処するため、アンサンブルに基

づくデータ同化のときに周囲の地点での予報誤差共分散を使う方法（Neighboring Ensemble; NE 法）

を考案し、マイクロ波放射計輝度温度データと雲解像モデルのアンサンブル予報物理量のアンサンブル

平均から計算した輝度温度の違いからデータ同化のときにつかう地点を求めるプログラムを作成した。

またこの地点の雲解像モデルのアンサンブル予報を用いた、マイクロ波放射計輝度温度データに対する

アンサンブルに基づく変分法的同化手法(最尤アンサンブルフィルタ)のプログラムを作成した。 
NHM の局所アンサンブル変換カルマンフィルタに気圧や運動量など予報変数の扱いを厳密化する改

良を加え、2008年夏季の神戸・岡崎などの豪雨事例に対して、地上や高層データ、GPS 可降水量を同

化する実験を行った。神戸の事例では可降水量を同化すると、広域的に見れば神戸を含む領域の降水帯

の表現が良くなること、岡崎の事例ではアンサンブルメンバーの情報を用いると豪雨の要因が議論でき

ることが分かった。 
 

②メソ観測データ利用手法の高度化 

地上GPS 視線遅延量同化手法の改良を行い、データ端での精度劣化を従来手法の 2/3から 1/2程度に

軽減することに成功した。GPS 掩蔽データの下層負バイアスの評価を行い、下層負バイアスが低緯度の

海洋上で頻度が多くかつ高度が高いことが分かり、境界層上端高度との関連を考察した。地上マイクロ

波放射計を含めた同化に関して、気象庁観測部等と協力し 1D-Var でリトリーブした気温・湿度の同化

実験データの同化に着手した。 
マイクロ波放射計データの同化のため、非球形の固体降水粒子についてのマイクロ波放射計輝度温度

の観測演算子を開発した。精巧な放射伝達モデルでの非球形の固体降水粒子の散乱特性を計算するとと

もに、Liu(2004)の近似を使った簡単な放射伝達モデルのパラメータ補正を加えた。これを用いたマイク

ロ波放射計降水リトリーバルアルゴリズムを開発した。この観測演算子を、NE 法と最尤アンサンブル

フィルタを組み合わせたデータ同化法に適用して、冬季の温帯低気圧事例について、同化実験を行った。

その結果、100 km 以上の降水域のずれが補正され、データ同化のインパクトがより長時間持続するこ

とがわかった。 
NHM-4DVAR を用いた同化実験として、情報通信総合研究機構大宜味観測所の RASS 観測データの

同化実験に着手し、降水予報へ良いインパクトがあることを確認した。 
2004年 7月の北陸地方の大雨の事例について、プロファイラーデータの屈折率の鉛直勾配、CHAMP

の掩蔽データ、GPS 可降水量、視線水蒸気量などを同化し、それぞれの解析値を比較した。この事例に

ついては、プロファイラーデータの屈折率の鉛直勾配を同化しても、インパクトは小さく、降水分布の

再現を改善することができなかった。水蒸気量の鉛直分布を確認すると、可降水量などの他のデータで

は降水量を強化するように改善しているのに対し、プロファイラーの屈折率の鉛直勾配のデータは、や

や改悪していたことが分かった。 
WWRP 北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトに参加し、北京域を対象として，中国地上

降水データ，北京周辺の解析雨量等を同化する準リアルタイム実験を行った。この際，遅延して入る中

国域高層観測データも取り込めるように改良を行った。検証の結果，降水データの同化が有効であった

ことを確認した。 
 
③大気場の客観的解析技術の高度化  

気象庁の流出雨量モデルを改善するため、流出予測が実測と大きく異なる渡良瀬川について、原因探
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求の現地調査を行い、原因が上流にある草木ダムの放流調節にあるという可能性を得た。流出雨量モデ

ルのモデルパラメータを適切なものに修正し、草木ダムの放流量を考慮に入れた計算法に改善すること

で、流出予測が実測と合うようになることを確認した。また 3段タンクモデルの最適パラメータを、パ

ラメータにアプリオリには何も与えない状態から出発して自動計算で同定できるような最適化アルゴリ

ズムを研究した。さらに、進化戦略アルゴリズムを用いて、短期間の降水量と流量データに見合う最適

パラメータを計算することに成功した。 
顕著現象発生時の 3次元解析として、メソスケール現象の観測に適したウインドプロファイラーを数

理解析で調べた。ウインドプロファイラーの一般理論を得るために、任意の 3次元空間領域の平均風を

算定する定式化からスタートし、ウインドプロファイラーの観測状況に制約して、18個の未知数の方程

式を得た。この過剰条件方程式の列ベクトルは相互に従属しているため、一次独立になるように未知数

の結合を行うと、独立な 7個の未知数群の方程式を得た。得られた方程式の特異値解析を行って、未知

数群と誤差拡大の関係を明らかにした。また現行のウインドプロファイラーでメソスケール現象を観測

するとき、誤差増幅が生じる原因を明らかにし、メソスケール現象観測に適した改善例を提示した。 
 

（副課題３）メソ現象の予測可能性に関する研究 

 

副課題の研究担当者 

柳野 健、原 昌弘、斉藤和雄、瀬古 弘（予報研究部）、國井 勝、中澤哲夫、北畠尚子、別所

康太郎（台風研究部） 
 

副課題の本年度の計画 
① メソアンサンブル予報技術の開発 

・ メソモデルを用いた特異ベクトル法：特異ベクトル算出時のノルムについて調査を行うとともに，

解析誤差の利用について検討を行う。 
・  メソモデルによるBGM法とアンサンブルカルマンカルマンフィルタの応用：BGM アンサンブル

アップデートへの局所アンサンブル変換カルマンフィルタの適用を試みる。境界値摂動の影響を調

べる。                    
・ 日本域を対象としたメソアンサンブル予報の特性調査：初期値摂動法、境界値摂動、物理過程摂動

の有効性の調査を行う。予報実験を種々のケースについて行い、特性を調べる。    
・ カオス系のメカニズムに関する研究：カオス挙動を引き起こすメカニズム解明の研究を行う。  

 

② メソ現象予測のための観測手法と予測信頼度の評価 

（THORPEX 太平洋アジア地域観測実験（T-PARC）への参加）  
・ アンサンブル予報を用いた台風発生予測・強度傾向の研究：個々のアンサンブルメンバーの分布傾

向などから予測の不確定度を推定するのに有効なインデックス抽出を試みる。      
・ アンサンブル予報を用いた台風の温帯低気圧化過程の研究：アンサンブル予報資料を用いて、台風

や温低化過程の台風について、予測の不確定性に寄与する環境場の条件の特定を試みる。   
・ T-PARC 実験期間中領域を対象にメソアンサンブル予報を実行し、予測感度実験をサポートすると

ともに、台風進路・強度予報へのメソアンサンブル予報の性能を調べる。      
（WWRP 北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトへの参加）  

・ 北京域を対象とするアンサンブル予報本実験の実施。          
・ 初期値摂動法・境界値摂動の検討を行った上で、北京域を対象とするアンサンブル予報本実験を行

う。                     
・ 予報実験についての検証を行う。             

  

副課題の本年度の成果 

① メソアンサンブル予報技術の開発 

全球ターゲット特異ベクトル法において、700hPa 以下に水蒸気のエネルギーピークがくるよう

に 700hPa～500hPa にかけて水蒸気の項のみに減衰をかけるようにし、また気温などの摂動が上層

で大きくなりすぎないように約 300hPa 以上で全体に減衰をかける改良を加えた。 
メソ特異ベクトル算出時に，LETKF によって得られる解析誤差分散を用いたノルムを利用でき

るように改良を行った。トータルエネルギーノルムを用いた場合と比較すると，水蒸気摂動の占め

る割合が大きくなり過ぎてしまい，初期振幅が過小評価されてしまう傾向が見られた。また，基本
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場の計算に用いる非線形モデルに KF スキームを導入した。これにより，降水の過度な集中が緩和

され，より安定した計算を行えるようになった。  
メソモデルによる BGM法の改良として、これまでのブリーディングサイクルを 6 時間にし、摂

動を計算するインナーモデルの解像度を 40km にするインクリメンタル法を導入した。 
摂動生成に局所アンサンブル変換カルマンフィルタ（LETKF）のアンサンブル変換によるアップ

デートを用いる手法を開発した。 
上記 4 つの摂動手法に気象庁週間アンサンブル予報の摂動を用いる方法を加えた 5 つの初期値摂

動手法を、北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトの 15km アンサンブル実験に対して適

用し、地上と上層の気象要素に対して、予報誤差に対するスプレッドの比と変化傾向、アンサンブ

ル平均24時間予報対初期値RMSEの大きさ、降水のアンサンブル平均のスコアとブライアスコア、

を客観的に比較した。全ての手法でアンサンブル平均がコントロールランを改善すること、全球タ

ーゲット特異ベクトル法、メソ特異ベクトル法、メソ BGM 法の 3 つが、週間アンサンブル予報の

摂動を用いる方法よりも優れていることを確認した。 
日本域（MSM 領域）を対象とする 15km アンサンブル予報実験を 9 月 1 日-28 日にかけて行っ

た。12UTCのルーチンメソ解析をコントロールランの初期値とし日本域（25N-40N, 125E-145E）

をターゲットとする全球特異ベクトル法を用い、各メンバーの予報や強度別降水確率を実況と比較

した。弱い降水についての予報は概ね良好だったが、強雨の捕捉については課題が残った。 
境界摂動として、全球ターゲット特異ベクトル法から低解像度（T63L40）全球モデルのアンサン

ブル予報を実行し摂動成分をインクリメントとして加える手法を作成した。また週間アンサンブル

予報 p 面予報値から摂動成分を時空間内挿してインクリメントとする手法を作成した。アンサンブ

ル予報に境界摂動を入れることにより予報後半のスプレッドが大きく改善することを確認した。 
BGM 法とLETKF のブリィーデング/同化サイクルにおいて境界摂動の有無の影響を調べた。ブ

リィーデング/同化サイクルにおいて境界摂動を入れることがメンバー間の違いの維持と摂動の成

長に重要であることが分かった。 
フレネ座標系を修正した局所座標系により、摂動の発展を詳細に表現して調べた。局所的な増幅

率を把握できるようにするために、指標として誤差のノルム自乗の時間変化率を用いて調べた。真

の解に相当するものとして非常に高精度な数値解を用いることによって、カオス系は計算スキーム

敏感性も持っていることが分かった。予報誤差拡大は、数値積分の初期ステージでは計算スキーム

敏感性による誤差成長が主要であり、予報限界を決定する要因のひとつであることが分かった。 
カオス挙動が、なぜどのようにして生起するのかを方程式論の立場で調べた。ローレンツシステ

ムを不動点周りに、超高精度の最適アフィン変換を施した。最適アフィン変換された方程式系に内

在する運動を分離抽出した。指数関数的に膨張する楕円運動（線形）と源点・沈点を持つ円運動（非

線形）というシンプルな運動の相互作用によって、カオス挙動が生成されることが分かった。 
 
② メソ現象予測のための観測手法と予測信頼度の評価 

（THORPEX 太平洋アジア地域観測実験（T-PARC）への参加） 
2008 年 4 月末のインド洋での Nargis の発生/進路の気象庁週間アンサンブル予報結果を調べた。

その結果、9 日予報（4 月 23 日初期値）の２割ほどのメンバーが 5 月 2 日の Nargis のミャンマー

上陸の予測に成功していたことがわかった。GSMの予報が 6 日予報（4 月 26 日初期値）からでし

か Nargis のミャンマー上陸の予測に成功していないこと、予報初期時刻が新しくなるにつれて、

上陸を予測しているメンバーが増えていることから、このアンサンブル予報データが Nargis の予

測に有用な情報を含んでいることがわかった。 
週間アンサンブル予報データを用いて、T0418 号の温低化前後の振る舞いを調べたところ、中緯

度トラフの強さと台風自体の転向のタイミングにより、台風周辺の渦度移流や温度移流の分布が変

わることで、台風の進路・構造変化・強度変化に影響することがわかった。 
北京のプロジェクトで開発されたメソアンサンブル予測システムを THORPEX 太平洋アジア地

域観測実験（T-PARC）支援のため、9 月一ヶ月間、領域を日本域に移してアンサンブル予報を継

続的に実施した。全球 SV による高感度域を計算したほか、ルーチン高解像度 GSMの 24 時間予報

場に対するメソ SV による高感度域を別途計算した。高感度域の影響についての同化実験の準備に

着手した。 
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求の現地調査を行い、原因が上流にある草木ダムの放流調節にあるという可能性を得た。流出雨量モデ

ルのモデルパラメータを適切なものに修正し、草木ダムの放流量を考慮に入れた計算法に改善すること

で、流出予測が実測と合うようになることを確認した。また 3段タンクモデルの最適パラメータを、パ

ラメータにアプリオリには何も与えない状態から出発して自動計算で同定できるような最適化アルゴリ

ズムを研究した。さらに、進化戦略アルゴリズムを用いて、短期間の降水量と流量データに見合う最適

パラメータを計算することに成功した。 
顕著現象発生時の 3次元解析として、メソスケール現象の観測に適したウインドプロファイラーを数

理解析で調べた。ウインドプロファイラーの一般理論を得るために、任意の 3次元空間領域の平均風を

算定する定式化からスタートし、ウインドプロファイラーの観測状況に制約して、18個の未知数の方程

式を得た。この過剰条件方程式の列ベクトルは相互に従属しているため、一次独立になるように未知数

の結合を行うと、独立な 7個の未知数群の方程式を得た。得られた方程式の特異値解析を行って、未知

数群と誤差拡大の関係を明らかにした。また現行のウインドプロファイラーでメソスケール現象を観測

するとき、誤差増幅が生じる原因を明らかにし、メソスケール現象観測に適した改善例を提示した。 
 

（副課題３）メソ現象の予測可能性に関する研究 

 

副課題の研究担当者 

柳野 健、原 昌弘、斉藤和雄、瀬古 弘（予報研究部）、國井 勝、中澤哲夫、北畠尚子、別所

康太郎（台風研究部） 
 

副課題の本年度の計画 
① メソアンサンブル予報技術の開発 

・ メソモデルを用いた特異ベクトル法：特異ベクトル算出時のノルムについて調査を行うとともに，

解析誤差の利用について検討を行う。 
・  メソモデルによるBGM法とアンサンブルカルマンカルマンフィルタの応用：BGM アンサンブル

アップデートへの局所アンサンブル変換カルマンフィルタの適用を試みる。境界値摂動の影響を調

べる。                    
・ 日本域を対象としたメソアンサンブル予報の特性調査：初期値摂動法、境界値摂動、物理過程摂動

の有効性の調査を行う。予報実験を種々のケースについて行い、特性を調べる。    
・ カオス系のメカニズムに関する研究：カオス挙動を引き起こすメカニズム解明の研究を行う。  

 

② メソ現象予測のための観測手法と予測信頼度の評価 

（THORPEX 太平洋アジア地域観測実験（T-PARC）への参加）  
・ アンサンブル予報を用いた台風発生予測・強度傾向の研究：個々のアンサンブルメンバーの分布傾

向などから予測の不確定度を推定するのに有効なインデックス抽出を試みる。      
・ アンサンブル予報を用いた台風の温帯低気圧化過程の研究：アンサンブル予報資料を用いて、台風

や温低化過程の台風について、予測の不確定性に寄与する環境場の条件の特定を試みる。   
・ T-PARC 実験期間中領域を対象にメソアンサンブル予報を実行し、予測感度実験をサポートすると

ともに、台風進路・強度予報へのメソアンサンブル予報の性能を調べる。      
（WWRP 北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトへの参加）  

・ 北京域を対象とするアンサンブル予報本実験の実施。          
・ 初期値摂動法・境界値摂動の検討を行った上で、北京域を対象とするアンサンブル予報本実験を行

う。                     
・ 予報実験についての検証を行う。             

  

副課題の本年度の成果 

① メソアンサンブル予報技術の開発 

全球ターゲット特異ベクトル法において、700hPa 以下に水蒸気のエネルギーピークがくるよう

に 700hPa～500hPa にかけて水蒸気の項のみに減衰をかけるようにし、また気温などの摂動が上層

で大きくなりすぎないように約 300hPa 以上で全体に減衰をかける改良を加えた。 
メソ特異ベクトル算出時に，LETKF によって得られる解析誤差分散を用いたノルムを利用でき

るように改良を行った。トータルエネルギーノルムを用いた場合と比較すると，水蒸気摂動の占め

る割合が大きくなり過ぎてしまい，初期振幅が過小評価されてしまう傾向が見られた。また，基本
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場の計算に用いる非線形モデルに KF スキームを導入した。これにより，降水の過度な集中が緩和

され，より安定した計算を行えるようになった。  
メソモデルによる BGM法の改良として、これまでのブリーディングサイクルを 6 時間にし、摂

動を計算するインナーモデルの解像度を 40km にするインクリメンタル法を導入した。 
摂動生成に局所アンサンブル変換カルマンフィルタ（LETKF）のアンサンブル変換によるアップ

デートを用いる手法を開発した。 
上記 4 つの摂動手法に気象庁週間アンサンブル予報の摂動を用いる方法を加えた 5 つの初期値摂

動手法を、北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトの 15km アンサンブル実験に対して適

用し、地上と上層の気象要素に対して、予報誤差に対するスプレッドの比と変化傾向、アンサンブ

ル平均24時間予報対初期値RMSEの大きさ、降水のアンサンブル平均のスコアとブライアスコア、

を客観的に比較した。全ての手法でアンサンブル平均がコントロールランを改善すること、全球タ

ーゲット特異ベクトル法、メソ特異ベクトル法、メソ BGM 法の 3 つが、週間アンサンブル予報の

摂動を用いる方法よりも優れていることを確認した。 
日本域（MSM 領域）を対象とする 15km アンサンブル予報実験を 9 月 1 日-28 日にかけて行っ

た。12UTCのルーチンメソ解析をコントロールランの初期値とし日本域（25N-40N, 125E-145E）

をターゲットとする全球特異ベクトル法を用い、各メンバーの予報や強度別降水確率を実況と比較

した。弱い降水についての予報は概ね良好だったが、強雨の捕捉については課題が残った。 
境界摂動として、全球ターゲット特異ベクトル法から低解像度（T63L40）全球モデルのアンサン

ブル予報を実行し摂動成分をインクリメントとして加える手法を作成した。また週間アンサンブル

予報 p 面予報値から摂動成分を時空間内挿してインクリメントとする手法を作成した。アンサンブ

ル予報に境界摂動を入れることにより予報後半のスプレッドが大きく改善することを確認した。 
BGM 法とLETKF のブリィーデング/同化サイクルにおいて境界摂動の有無の影響を調べた。ブ

リィーデング/同化サイクルにおいて境界摂動を入れることがメンバー間の違いの維持と摂動の成

長に重要であることが分かった。 
フレネ座標系を修正した局所座標系により、摂動の発展を詳細に表現して調べた。局所的な増幅

率を把握できるようにするために、指標として誤差のノルム自乗の時間変化率を用いて調べた。真

の解に相当するものとして非常に高精度な数値解を用いることによって、カオス系は計算スキーム

敏感性も持っていることが分かった。予報誤差拡大は、数値積分の初期ステージでは計算スキーム

敏感性による誤差成長が主要であり、予報限界を決定する要因のひとつであることが分かった。 
カオス挙動が、なぜどのようにして生起するのかを方程式論の立場で調べた。ローレンツシステ

ムを不動点周りに、超高精度の最適アフィン変換を施した。最適アフィン変換された方程式系に内

在する運動を分離抽出した。指数関数的に膨張する楕円運動（線形）と源点・沈点を持つ円運動（非

線形）というシンプルな運動の相互作用によって、カオス挙動が生成されることが分かった。 
 
② メソ現象予測のための観測手法と予測信頼度の評価 

（THORPEX 太平洋アジア地域観測実験（T-PARC）への参加） 
2008 年 4 月末のインド洋での Nargis の発生/進路の気象庁週間アンサンブル予報結果を調べた。

その結果、9 日予報（4 月 23 日初期値）の２割ほどのメンバーが 5 月 2 日の Nargis のミャンマー

上陸の予測に成功していたことがわかった。GSMの予報が 6 日予報（4 月 26 日初期値）からでし

か Nargis のミャンマー上陸の予測に成功していないこと、予報初期時刻が新しくなるにつれて、

上陸を予測しているメンバーが増えていることから、このアンサンブル予報データが Nargis の予

測に有用な情報を含んでいることがわかった。 
週間アンサンブル予報データを用いて、T0418 号の温低化前後の振る舞いを調べたところ、中緯

度トラフの強さと台風自体の転向のタイミングにより、台風周辺の渦度移流や温度移流の分布が変

わることで、台風の進路・構造変化・強度変化に影響することがわかった。 
北京のプロジェクトで開発されたメソアンサンブル予測システムを THORPEX 太平洋アジア地

域観測実験（T-PARC）支援のため、9 月一ヶ月間、領域を日本域に移してアンサンブル予報を継

続的に実施した。全球 SV による高感度域を計算したほか、ルーチン高解像度 GSMの 24 時間予報

場に対するメソ SV による高感度域を別途計算した。高感度域の影響についての同化実験の準備に

着手した。 
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（WWRP 北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトへの参加）  
2008 年 7 月 24 日から 8 月 24 日にかけて行われたWWRP 北京オリンピック予報実証研究開発

プロジェクトの 15km アンサンブル予報準リアルタイム国際比較実験に参加した。摂動手法として

は全球ターゲット特異ベクトル法を用い、境界値摂動を新たに導入した。また 2007 年実験で見ら

れた対流性降水の過少、猛暑日気温の低温バイアスを軽減するためのモデルパラメータ調整を行っ

た。 
他の国際機関のセンターの予測との比較において、コントロールの降水・気温予測で参加機関中

1 位の成績を得た。アンサンブル予報の成績としては、3mm/6 時間以下の弱い降水の確率予報でカ

ナダについで 2 位、気温の予測はほぼ 1 位の成績だったが、降水捕捉率や強い降水の予測に課題が

残り、物理過程摂動の必要性が示唆された。 
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大気海洋結合季節予測モデルとそのアンサンブル手法の開発に関する研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 尾瀬智昭 （気候研究部 第二研究室長）   

 
研究の目的 

季節予報システムを高度化し、現業における力学的季節予報、特に暖寒候期予報の精度向上を図る。

また、地球システムモデルや非静力学モデルによる季節予測技術に関する研究を行い、将来の高度化の

方向性を検討する。 
 

 
（副課題１）季節予測のための大気海洋結合モデル・アンサンブル及び同化技術の高度化 

 
副課題の研究担当者 

蒲地政文、山中吾郎、藤井陽介、松本聡（海洋研究部）、尾瀬智昭、仲江川敏之、安田珠幾、稲葉守生

（気候研究部）、新保明彦（気象庁地球環境・海洋部） 
 
副課題の本年度の計画 

① 1年目で開発された海洋アンサンブル手法と他の手法を比較する。その結果手法の改良を行う。 
② LAF 法と今回の摂動法による海洋初期値アンサンブルメンバーを用いて季節予報実験を行い、現業

で使用されているLAF 法によるスキルとの比較を行う。 
③ 準結合同化システムを用いて再解析実験を行い、気候変動の再現性について検討する。その結果、

システムを改良する。 
④ 日変化と入射角を考慮した短波放射を取り扱うスキームを導入したモデルを用いて長期積分を行

い、気候状態へのインパクトを評価する。 
⑤ 既存のマルチモデルアンサンブル実験データを元に、マルチモデルを用いた予測・解析システムの

統計開発手法を開発する。  
⑥ 前年度に引き続きマルチモデルを用いた予測・解析システムの統計開発手法を開発する。また、次

期季節予報モデルを用いて、様々なマルチアンサンブル実験を実施し（マルチSST、摂動パラメー

タ、マルチ物理過程等）、新しいアンサンブル手法を開発する。 
次期季節予報モデルを用いた実験は、3月までに実施予定。 

 
副課題の本年度の成果 

① 1年目で開発された海洋アンサンブルの作成法では、大気ブリーディングで作成した擾乱の風応力

のみを用いて海洋アンサンブルを作成していたが、本年度の研究では、風応力に加えて海上気温、

海上風速などの要素も用いて海洋アンサンブルを作成する方法を開発した。また、1年目の方法で

は海洋アンサンブルを作成するために 1996年まで遡って同化計算を行っていたが、遡る期間を 10
日程度に短縮する方法を開発した。 

② 上記の方法、及び、LAF 法で海洋アンサンブルメンバーを作成し、エルニーニョ指数やインド洋

の海面水温の予報スキルについて比較したところ、上記の方法で予報スキルが改善することが確認

された。 
③ 準結合同化システムのシミュレーション結果について解析したところ、大気の対流活動と海面水温

との関係が、大気モデル単体によるシミュレーションと比べてより適切に表現されていて、その結

果として熱帯全域の降水の再現性が向上していることがわかった。また、太平洋赤道域東部の海洋

表層水温に負のバイアスがあったため、バイアス補正スキームの改良を行った。 
④ 日変化と入射角を考慮した短波放射を取り扱うスキームを大気海洋結合モデル（MRI-CGCM3）に

導入して長期積分を行い、気候状態へのインパクトを評価した。その結果、新スキームを用いた場

合、赤道域を中心に結合モデルの気候場（海面水温、降水量、暖水プール）の改善が見られた。 
⑤ CMIP3 の結果を用いて、ベイズ統計手法に基づく、マルチモデル予測・解析システムの統計手法

の開発し、複数のベイズ統計手法比較を行った。ベイズ統計手法比較では、ベイズ統計理論に基づ

いていても、手法の違いに異なる結果をもたらすことを明らかにした。 
⑥ マルチアンサンブル実験のうち、摂動パラメータ実験を実施した。分散分析手法を適用して、結果
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（WWRP 北京オリンピック予報実証研究開発プロジェクトへの参加）  
2008 年 7 月 24 日から 8 月 24 日にかけて行われたWWRP 北京オリンピック予報実証研究開発

プロジェクトの 15km アンサンブル予報準リアルタイム国際比較実験に参加した。摂動手法として

は全球ターゲット特異ベクトル法を用い、境界値摂動を新たに導入した。また 2007 年実験で見ら

れた対流性降水の過少、猛暑日気温の低温バイアスを軽減するためのモデルパラメータ調整を行っ

た。 
他の国際機関のセンターの予測との比較において、コントロールの降水・気温予測で参加機関中

1 位の成績を得た。アンサンブル予報の成績としては、3mm/6 時間以下の弱い降水の確率予報でカ

ナダについで 2 位、気温の予測はほぼ 1 位の成績だったが、降水捕捉率や強い降水の予測に課題が

残り、物理過程摂動の必要性が示唆された。 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

大気海洋結合季節予測モデルとそのアンサンブル手法の開発に関する研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 尾瀬智昭 （気候研究部 第二研究室長）   

 
研究の目的 

季節予報システムを高度化し、現業における力学的季節予報、特に暖寒候期予報の精度向上を図る。

また、地球システムモデルや非静力学モデルによる季節予測技術に関する研究を行い、将来の高度化の

方向性を検討する。 
 

 
（副課題１）季節予測のための大気海洋結合モデル・アンサンブル及び同化技術の高度化 

 
副課題の研究担当者 

蒲地政文、山中吾郎、藤井陽介、松本聡（海洋研究部）、尾瀬智昭、仲江川敏之、安田珠幾、稲葉守生

（気候研究部）、新保明彦（気象庁地球環境・海洋部） 
 
副課題の本年度の計画 

① 1年目で開発された海洋アンサンブル手法と他の手法を比較する。その結果手法の改良を行う。 
② LAF 法と今回の摂動法による海洋初期値アンサンブルメンバーを用いて季節予報実験を行い、現業

で使用されているLAF 法によるスキルとの比較を行う。 
③ 準結合同化システムを用いて再解析実験を行い、気候変動の再現性について検討する。その結果、

システムを改良する。 
④ 日変化と入射角を考慮した短波放射を取り扱うスキームを導入したモデルを用いて長期積分を行

い、気候状態へのインパクトを評価する。 
⑤ 既存のマルチモデルアンサンブル実験データを元に、マルチモデルを用いた予測・解析システムの

統計開発手法を開発する。  
⑥ 前年度に引き続きマルチモデルを用いた予測・解析システムの統計開発手法を開発する。また、次

期季節予報モデルを用いて、様々なマルチアンサンブル実験を実施し（マルチSST、摂動パラメー

タ、マルチ物理過程等）、新しいアンサンブル手法を開発する。 
次期季節予報モデルを用いた実験は、3月までに実施予定。 

 
副課題の本年度の成果 

① 1年目で開発された海洋アンサンブルの作成法では、大気ブリーディングで作成した擾乱の風応力

のみを用いて海洋アンサンブルを作成していたが、本年度の研究では、風応力に加えて海上気温、

海上風速などの要素も用いて海洋アンサンブルを作成する方法を開発した。また、1年目の方法で

は海洋アンサンブルを作成するために 1996年まで遡って同化計算を行っていたが、遡る期間を 10
日程度に短縮する方法を開発した。 

② 上記の方法、及び、LAF 法で海洋アンサンブルメンバーを作成し、エルニーニョ指数やインド洋

の海面水温の予報スキルについて比較したところ、上記の方法で予報スキルが改善することが確認

された。 
③ 準結合同化システムのシミュレーション結果について解析したところ、大気の対流活動と海面水温

との関係が、大気モデル単体によるシミュレーションと比べてより適切に表現されていて、その結

果として熱帯全域の降水の再現性が向上していることがわかった。また、太平洋赤道域東部の海洋

表層水温に負のバイアスがあったため、バイアス補正スキームの改良を行った。 
④ 日変化と入射角を考慮した短波放射を取り扱うスキームを大気海洋結合モデル（MRI-CGCM3）に

導入して長期積分を行い、気候状態へのインパクトを評価した。その結果、新スキームを用いた場

合、赤道域を中心に結合モデルの気候場（海面水温、降水量、暖水プール）の改善が見られた。 
⑤ CMIP3 の結果を用いて、ベイズ統計手法に基づく、マルチモデル予測・解析システムの統計手法

の開発し、複数のベイズ統計手法比較を行った。ベイズ統計手法比較では、ベイズ統計理論に基づ

いていても、手法の違いに異なる結果をもたらすことを明らかにした。 
⑥ マルチアンサンブル実験のうち、摂動パラメータ実験を実施した。分散分析手法を適用して、結果
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を解析したところ、摂動パラメータと結果の間に、線形な関係を見出すことができた。 
 
（副課題２）地球システムにおける季節予測可能性の研究 

 
副課題の研究担当者 

仲江川敏之、保坂征宏、足立恭将、坂見智法、新藤永樹、尾瀬智昭、黒田友二、安田珠幾、稲葉守生（気

候研究部）、柴田清孝、田中泰宙、出牛真（環境・応用気象研究部） 
 

副課題の本年度の計画 

① ペースメーカ実験を解析する。  
② 前年度に引き続いて、地球システムモデルを軽量化し、長期ランとモデルチューニングを実施する。  
③ 河川流量の年々変動を調査する。  
④ 海氷の年々変動を調べる。  
⑤ 成層圏と対流圏の関連性を調査する。 
⑥ エアロゾルの影響実験を行う。 
⑦ 2005/06年寒冬の予測可能性実験をまとめる。 

 
副課題の本年度の成果 

① モデル実験を比較する場合に利用するスコアの検討を行ったところ以下のことが分かった。 
・ 季節予測実験結果を各種スコアで比較したところ、定義どおりのMSSSスコアはモデルの平均

バイアスに支配されて利用不可である。 
・ モデルの平均バイアスを消去した場合でも、地域などによってはモデルの標準偏差バイアスに

影響されるため、季節予測としてモデル実験結果を評価するスコアとしてMSSSは不適切と思わ

れる。従来から利用されている相関係数は、確率的な評価スコアである ROC と結果が類似して

いる。 
② 大気海洋結合モデルによる季節予測実験結果を用いて、エルニーニョ現象後のインド洋昇温の解析

を行った結果、エルニーニョ期間中の大気大循環の変化とインド洋海洋の応答や、エルニーニョ後

の風系の変化などが現実的に再現されていることが明らかとなった。 
③ モデル長期ランの結果を検証するためのデータとして、JRA-25 の河川流量気候値について再現性

を調査し、その結果、依然として年平均値のバイアスが大きい流域が多いこと、北極海へ注ぐ河川

で流量の振幅が小さいことなどが明らかとなり、モデルを改良する上で、数多くの示唆が得られた。 
④ 北極点付近（北緯 85度以北）における年平均氷厚の 1970-1999年の 30 年間の変動を、CMIP3モ

デルと観測結果とで比較した。年々変動の標準偏差は、モデル平均で 22cm、小さいモデルで 10cm
前後、大きいモデルは 40cm 以上である。モデル間の標準偏差は 11cmでモデル間のばらつきは小

さくないことがわかった。 
⑤ 最近の各年冬季における NAM の予測可能性を気象研究所の大気大循環モデルの LAF 法によるア

ンサンブル実験から調べた。その結果、一般に成層圏突然昇温直前を初期値とするような予報は一

般に高い予測可能性を示すことがわかった。特に、2004 年 1 月の大昇温直前を初期値とした場合

は 2か月にもわたる対流圏AO に対し、極めて高い予測可能性を示した。この高い予測可能性は成

層圏力学（極夜ジェット振動）の効果であることが示唆された。 
⑥ 2005/06年寒冬の予測可能性実験結果について、英文論文にまとめた。 

 
 

（副課題３）非静力学モデルを用いた季節予測技術の開発 

 

副課題の研究担当者 

保坂征宏、新藤永樹、吉村裕正（気候研究部） 

 

副課題の本年度の計画 

① 東南アジア域等（予定）での力学的ダウンスケーリング実験を行う。  

② 全球スペクトルモデルに非静力学の力学過程を導入する。 

 

副課題の本年度の成果 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

① 領域非静力モデルにおいて、陸面過程として簡易植生モデル（SiB）を用いる場合の初期・境界条

件の与え方について必要な改良を実施し、東南アジアにおける力学的ダウンスケーリング実験の準

備を進めた。 
② 非静力全球スペクトルモデルの基盤モデルとして本庁ルーチンの短期予報モデル GSAMの最新版

を本庁から入手し、気象研で利用可能なように Makefile と実行用スクリプトの修正を行なった。

現在、モニタシステム MOMO を導入中。その後、今年度中をめどに二重フーリエ級数のオプショ

ンを導入する。なお、非静力オプションの導入は来年度中に延期する予定である。 
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を解析したところ、摂動パラメータと結果の間に、線形な関係を見出すことができた。 
 
（副課題２）地球システムにおける季節予測可能性の研究 

 
副課題の研究担当者 

仲江川敏之、保坂征宏、足立恭将、坂見智法、新藤永樹、尾瀬智昭、黒田友二、安田珠幾、稲葉守生（気

候研究部）、柴田清孝、田中泰宙、出牛真（環境・応用気象研究部） 
 

副課題の本年度の計画 

① ペースメーカ実験を解析する。  
② 前年度に引き続いて、地球システムモデルを軽量化し、長期ランとモデルチューニングを実施する。  
③ 河川流量の年々変動を調査する。  
④ 海氷の年々変動を調べる。  
⑤ 成層圏と対流圏の関連性を調査する。 
⑥ エアロゾルの影響実験を行う。 
⑦ 2005/06年寒冬の予測可能性実験をまとめる。 

 
副課題の本年度の成果 

① モデル実験を比較する場合に利用するスコアの検討を行ったところ以下のことが分かった。 
・ 季節予測実験結果を各種スコアで比較したところ、定義どおりのMSSSスコアはモデルの平均

バイアスに支配されて利用不可である。 
・ モデルの平均バイアスを消去した場合でも、地域などによってはモデルの標準偏差バイアスに

影響されるため、季節予測としてモデル実験結果を評価するスコアとしてMSSSは不適切と思わ

れる。従来から利用されている相関係数は、確率的な評価スコアである ROC と結果が類似して

いる。 
② 大気海洋結合モデルによる季節予測実験結果を用いて、エルニーニョ現象後のインド洋昇温の解析

を行った結果、エルニーニョ期間中の大気大循環の変化とインド洋海洋の応答や、エルニーニョ後

の風系の変化などが現実的に再現されていることが明らかとなった。 
③ モデル長期ランの結果を検証するためのデータとして、JRA-25 の河川流量気候値について再現性

を調査し、その結果、依然として年平均値のバイアスが大きい流域が多いこと、北極海へ注ぐ河川

で流量の振幅が小さいことなどが明らかとなり、モデルを改良する上で、数多くの示唆が得られた。 
④ 北極点付近（北緯 85度以北）における年平均氷厚の 1970-1999年の 30 年間の変動を、CMIP3モ

デルと観測結果とで比較した。年々変動の標準偏差は、モデル平均で 22cm、小さいモデルで 10cm
前後、大きいモデルは 40cm 以上である。モデル間の標準偏差は 11cmでモデル間のばらつきは小

さくないことがわかった。 
⑤ 最近の各年冬季における NAM の予測可能性を気象研究所の大気大循環モデルの LAF 法によるア

ンサンブル実験から調べた。その結果、一般に成層圏突然昇温直前を初期値とするような予報は一

般に高い予測可能性を示すことがわかった。特に、2004 年 1 月の大昇温直前を初期値とした場合

は 2か月にもわたる対流圏AO に対し、極めて高い予測可能性を示した。この高い予測可能性は成

層圏力学（極夜ジェット振動）の効果であることが示唆された。 
⑥ 2005/06年寒冬の予測可能性実験結果について、英文論文にまとめた。 

 
 

（副課題３）非静力学モデルを用いた季節予測技術の開発 

 

副課題の研究担当者 

保坂征宏、新藤永樹、吉村裕正（気候研究部） 

 

副課題の本年度の計画 

① 東南アジア域等（予定）での力学的ダウンスケーリング実験を行う。  

② 全球スペクトルモデルに非静力学の力学過程を導入する。 

 

副課題の本年度の成果 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

① 領域非静力モデルにおいて、陸面過程として簡易植生モデル（SiB）を用いる場合の初期・境界条

件の与え方について必要な改良を実施し、東南アジアにおける力学的ダウンスケーリング実験の準

備を進めた。 
② 非静力全球スペクトルモデルの基盤モデルとして本庁ルーチンの短期予報モデル GSAMの最新版

を本庁から入手し、気象研で利用可能なように Makefile と実行用スクリプトの修正を行なった。

現在、モニタシステム MOMO を導入中。その後、今年度中をめどに二重フーリエ級数のオプショ

ンを導入する。なお、非静力オプションの導入は来年度中に延期する予定である。 
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エーロゾルと放射過程の観測及びモデル化のための研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 内山明博 （気候研究部 第三研究室長） 

 
研究の目的 

 気候形成にとって重要な放射フラックスがエーロゾルの特性や雪氷面の特性とどのような関係にある

かを実験室や野外での観測によって調べ、それらの放射効果の評価と放射フラックス計算の精度向上を

図ることによって、温暖化予測の不確実性低減に寄与する。 

 
（副課題１）大気エーロゾル粒子の組成と吸湿特性に関する研究 

 
副課題の研究担当者 

財前祐二、高橋宙、直江寛明（環境・応用気象研究部） 
 
副課題の本年度の計画 
① 2台のDMA（微分型電気易動度分析器）を用いた大気エーロゾル粒子の湿度による粒径変化と積分

式ネフェロメータによるエーロゾル光散乱係数の湿度特性の測定。これらと同時に採集された個々

の大気エーロゾル粒子の組成・混合状態と吸湿特性の測定。 
② 黄砂、煤粒子の吸湿特性と組成・混合状態の分析。 
③ エーロゾル粒子の雲粒形成に関する数値モデルの改良。 
④ 電子顕微鏡による既存試料の分析。 

 

副課題の本年度の成果 

①  2台のDMAによる湿度特性測定装置を製作し、人工的に発生させた硫酸塩と塩化ナトリウムを

用いて動作試験を行なった。装置は相対湿度 25-95％の範囲で十分な測定性能があることがわかっ

た。ただし、不純物や外気の混入、凝集の評価等に課題があることがわかった。 
②  能登での黄砂イベントについて、採取した黄砂粒子を用いて、粒子の混合状態について量的評価

を行なったところ、ほとんどの黄砂粒子は、硫酸などの吸湿性成分を含んでいることがわかった。

また、福岡で採取した黄砂サンプルについて、個別エアロゾルの吸湿特性（形状変化）を調べて、

EDX 分析で得られる組成との対応関係を得た。また、この分析により、環境調節型SEMの有効性

を確認した。その結果、すす粒子については体積混合比率が粒径に依存しないこと、内部混合の形

態にはいくつもの種類があり、特に硫酸塩の表面をすすが覆う形態があること、などがわかった。

なお、特殊なTEM用グリッドを用いて、EDX分析で炭素含有量を定量と、加熱時の粒子の形態変

化観察を試みたが、膜が破れやすいことから成功していない。 
③  ビン法を用いた硫酸エアロゾルによる雲生成パーセルモデルを作成した。モデルの動作試験を行

ったところ、初期エアロゾル粒径分布の違いにより、雲粒数が異なる結果が算出された。 
④  つくば、福岡で採取したエアロゾルのサンプルを分析した。福岡の黄砂イベント期間では海塩、

鉱物が多いという特徴があるが、そのほかの期間は、硫酸塩とすすが支配的であり、一部有機物が

存在することがわかった。硫酸塩とすすの内部混合形態は、硫酸塩の湿度による相変化と対応して

変化することが示唆された。 

  

（副課題２）エーロゾルの特性が地表面放射に与える影響に関する研究 
 

副課題の研究担当者 

 内山明博、山崎明宏、古林絵里子、工藤玲（気候研究部） 

 
副課題の本年度の計画 

① 各種放射計の改良、検定方法の確立、データの解析法の改良 

② エーロゾルの光学特性（散乱係数）を測定する装置の改良、データの解析法の改良  

③ 放射強制力評価のための放射量データを整備  

④ 解析データをもとに、日本付近におけるエーロゾルの光学特性を推定  

⑤ エーロゾル光学特性データと放射量データを用いて地表面放射への影響を評価 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

⑥ 得られた光学特性データを解析して、地域特性、時間変動特性を解明 

 

副課題の本年度の成果 

①  スカイラジオメーターの比較検定の精度を調べるため準器としている直達分光日射計とスカイラ

ジオメーター（POM-01,POM-02）の比較を行った。その結果、両方のセンサー出力の比には季節

変化があることが分かった。冬季期間（１～3月）でのセンサー出力の比は安定しており、当面は

冬季の比較検定のみ行うのが妥当と思われる。さらに、準器およびスカイラジオメーターの出力の

温度依存性を調べた。 
スカイラジオメーターの解析法にエアロゾルの非球形を考慮する効果を取り入れるため、回転楕

円体の散乱特性を利用する解析方法を導入した。新しい解析法のプログラムで、ダストエアロゾル

モデルのシミュレーションや黄砂飛来時の実際のデータを解析した結果、従来のエアロゾル粒子に

球形を仮定する方法に比べて、光学的厚さ等のエアロゾルの光学特性の推定が改善され、黄砂など

の非球形のエアロゾルを含む大気放射データの解析には新しい解析法が有効であることが分かった。 
可視・近赤外の 2波長域に分光した日射計の直達・散乱光からエーロゾルの光学的厚さ・一次散

乱アルベドを推定する手法を開発した。さらに、分光していない日射計の直達・散乱光からの推定

法についても開発に着手し、感度実験を行った。その結果、光学的厚さ・一次散乱アルベドは、概

ね推定可能であることが分かった。 
②  エアロゾル散乱係数測定装置で測定した値（極前方への散乱光が測定できていない）を補正する

ために 3波長の散乱係数と吸収係数の測定値から粒径分布、複素屈折率を推定して補正する方法を

開発し、シミュレーションデータで精度評価を行った。すべての場合でうまくいく訳ではないもの

の、多くの場合で一次散乱アルベドが改善された。 
③  つくば（気象研究所構内）、宮古島、南鳥島で連続観測を実施しデータを蓄積した。宮古島の放

射計については 2009年 1月に比較検定観測を実施し精度の維持に努めた。南鳥島での放射観測は、

日射計用防塩装置の故障、スカイラジオメーターの故障のためデータを十分には取得することがで

きなかった。 
日射量の観測精度を維持するため気象庁の直達日射計部内検定観測に参加し、直達日射計を絶対

放射計（WMO 地区準器）と比較した。また、その後コリメーションチューブを用いて全天日射計

の検定を行った。 
直達分光日射計の精度維持のためにGOSAT 検証グループおよびGEOSS/SKYNET の支援でマ

ウナ・ロア観測所において検定観測を実施した。 
④  狭帯域分光日射計の 4年分の観測結果から、つくばのエーロゾルの光学的厚さ・一次散乱アルベ

ド・非対称因子の季節変化を推定した。光学的厚さは、春・夏に大きく、冬に小さい。一次散乱ア

ルベドは、夏に大きく、冬に小さい。非対称因子は、春に大きく、夏に小さい。これらの結果は、

他の研究による日本国内の他地域（札幌、新潟、仙台、東京）で得られた特性と概ね一致した結果

であり、日本の都市部を代表する値を得た。 
つくば、宮古島、南鳥島、北京で測定した散乱係数の湿度依存性について、取得しているデータ

をもとに解析を行った。Backward trajectory解析を行って、黄砂粒子を多く含むエアロゾル、都市

域エアロゾル、海洋性のエアロゾルを多く含む大気条件を選び、それぞれに対応した散乱係数及び

粒径半径の湿度依存性をパラメータ化し、エーロゾル輸送モデル等での光学特性計算で使いやすい

ようにまとめた。 
⑤  過去 10年間のつくばでの広帯域日射計観測から、エーロゾルの光学特性と地表面放射への影響量

を評価した。その結果、快晴時に地表面に到達する日射は、過去 10年で増加傾向にあり、増分のほ

とんどはエーロゾルの放射強制力の減少に起因していた。また、エーロゾル放射強制力の減少傾向

の主要因は、一次散乱アルベドの増加であった。 
⑥  ⑤で得られた結果から、東アジア大陸と日本のエーロゾルの光学特性と放射強制力を比較した。

日本のエーロゾルの光学的厚さ・一次散乱アルベド・非対称因子・放射強制力は、大陸と似た季節

変化を示していたが、一年を通して小さい値であった。 
2008年 3月～5月に福岡で行った観測で採取した資料の炭素成分分析を行い元素状炭素ECと有

機性炭素OC の比率を調べた。森林火災の気塊でOC/EC 比が大きくなることや 5月以降OC/EC 比

が大きくなることが分かった。 
 

（副課題３）雪氷面放射過程の高度化と検証に関する研究 
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2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

エーロゾルと放射過程の観測及びモデル化のための研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 内山明博 （気候研究部 第三研究室長） 

 
研究の目的 

 気候形成にとって重要な放射フラックスがエーロゾルの特性や雪氷面の特性とどのような関係にある

かを実験室や野外での観測によって調べ、それらの放射効果の評価と放射フラックス計算の精度向上を

図ることによって、温暖化予測の不確実性低減に寄与する。 

 
（副課題１）大気エーロゾル粒子の組成と吸湿特性に関する研究 

 
副課題の研究担当者 

財前祐二、高橋宙、直江寛明（環境・応用気象研究部） 
 
副課題の本年度の計画 
① 2台のDMA（微分型電気易動度分析器）を用いた大気エーロゾル粒子の湿度による粒径変化と積分

式ネフェロメータによるエーロゾル光散乱係数の湿度特性の測定。これらと同時に採集された個々

の大気エーロゾル粒子の組成・混合状態と吸湿特性の測定。 
② 黄砂、煤粒子の吸湿特性と組成・混合状態の分析。 
③ エーロゾル粒子の雲粒形成に関する数値モデルの改良。 
④ 電子顕微鏡による既存試料の分析。 

 

副課題の本年度の成果 

①  2台のDMAによる湿度特性測定装置を製作し、人工的に発生させた硫酸塩と塩化ナトリウムを

用いて動作試験を行なった。装置は相対湿度 25-95％の範囲で十分な測定性能があることがわかっ

た。ただし、不純物や外気の混入、凝集の評価等に課題があることがわかった。 
②  能登での黄砂イベントについて、採取した黄砂粒子を用いて、粒子の混合状態について量的評価

を行なったところ、ほとんどの黄砂粒子は、硫酸などの吸湿性成分を含んでいることがわかった。

また、福岡で採取した黄砂サンプルについて、個別エアロゾルの吸湿特性（形状変化）を調べて、

EDX 分析で得られる組成との対応関係を得た。また、この分析により、環境調節型SEMの有効性

を確認した。その結果、すす粒子については体積混合比率が粒径に依存しないこと、内部混合の形

態にはいくつもの種類があり、特に硫酸塩の表面をすすが覆う形態があること、などがわかった。

なお、特殊なTEM用グリッドを用いて、EDX分析で炭素含有量を定量と、加熱時の粒子の形態変

化観察を試みたが、膜が破れやすいことから成功していない。 
③  ビン法を用いた硫酸エアロゾルによる雲生成パーセルモデルを作成した。モデルの動作試験を行

ったところ、初期エアロゾル粒径分布の違いにより、雲粒数が異なる結果が算出された。 
④  つくば、福岡で採取したエアロゾルのサンプルを分析した。福岡の黄砂イベント期間では海塩、

鉱物が多いという特徴があるが、そのほかの期間は、硫酸塩とすすが支配的であり、一部有機物が

存在することがわかった。硫酸塩とすすの内部混合形態は、硫酸塩の湿度による相変化と対応して

変化することが示唆された。 

  

（副課題２）エーロゾルの特性が地表面放射に与える影響に関する研究 
 

副課題の研究担当者 

 内山明博、山崎明宏、古林絵里子、工藤玲（気候研究部） 

 
副課題の本年度の計画 

① 各種放射計の改良、検定方法の確立、データの解析法の改良 

② エーロゾルの光学特性（散乱係数）を測定する装置の改良、データの解析法の改良  

③ 放射強制力評価のための放射量データを整備  

④ 解析データをもとに、日本付近におけるエーロゾルの光学特性を推定  

⑤ エーロゾル光学特性データと放射量データを用いて地表面放射への影響を評価 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

⑥ 得られた光学特性データを解析して、地域特性、時間変動特性を解明 

 

副課題の本年度の成果 

①  スカイラジオメーターの比較検定の精度を調べるため準器としている直達分光日射計とスカイラ

ジオメーター（POM-01,POM-02）の比較を行った。その結果、両方のセンサー出力の比には季節

変化があることが分かった。冬季期間（１～3月）でのセンサー出力の比は安定しており、当面は

冬季の比較検定のみ行うのが妥当と思われる。さらに、準器およびスカイラジオメーターの出力の

温度依存性を調べた。 
スカイラジオメーターの解析法にエアロゾルの非球形を考慮する効果を取り入れるため、回転楕

円体の散乱特性を利用する解析方法を導入した。新しい解析法のプログラムで、ダストエアロゾル

モデルのシミュレーションや黄砂飛来時の実際のデータを解析した結果、従来のエアロゾル粒子に

球形を仮定する方法に比べて、光学的厚さ等のエアロゾルの光学特性の推定が改善され、黄砂など

の非球形のエアロゾルを含む大気放射データの解析には新しい解析法が有効であることが分かった。 
可視・近赤外の 2波長域に分光した日射計の直達・散乱光からエーロゾルの光学的厚さ・一次散

乱アルベドを推定する手法を開発した。さらに、分光していない日射計の直達・散乱光からの推定

法についても開発に着手し、感度実験を行った。その結果、光学的厚さ・一次散乱アルベドは、概

ね推定可能であることが分かった。 
②  エアロゾル散乱係数測定装置で測定した値（極前方への散乱光が測定できていない）を補正する

ために 3波長の散乱係数と吸収係数の測定値から粒径分布、複素屈折率を推定して補正する方法を

開発し、シミュレーションデータで精度評価を行った。すべての場合でうまくいく訳ではないもの

の、多くの場合で一次散乱アルベドが改善された。 
③  つくば（気象研究所構内）、宮古島、南鳥島で連続観測を実施しデータを蓄積した。宮古島の放

射計については 2009年 1月に比較検定観測を実施し精度の維持に努めた。南鳥島での放射観測は、

日射計用防塩装置の故障、スカイラジオメーターの故障のためデータを十分には取得することがで

きなかった。 
日射量の観測精度を維持するため気象庁の直達日射計部内検定観測に参加し、直達日射計を絶対

放射計（WMO 地区準器）と比較した。また、その後コリメーションチューブを用いて全天日射計

の検定を行った。 
直達分光日射計の精度維持のためにGOSAT 検証グループおよびGEOSS/SKYNET の支援でマ

ウナ・ロア観測所において検定観測を実施した。 
④  狭帯域分光日射計の 4年分の観測結果から、つくばのエーロゾルの光学的厚さ・一次散乱アルベ

ド・非対称因子の季節変化を推定した。光学的厚さは、春・夏に大きく、冬に小さい。一次散乱ア

ルベドは、夏に大きく、冬に小さい。非対称因子は、春に大きく、夏に小さい。これらの結果は、

他の研究による日本国内の他地域（札幌、新潟、仙台、東京）で得られた特性と概ね一致した結果

であり、日本の都市部を代表する値を得た。 
つくば、宮古島、南鳥島、北京で測定した散乱係数の湿度依存性について、取得しているデータ

をもとに解析を行った。Backward trajectory解析を行って、黄砂粒子を多く含むエアロゾル、都市

域エアロゾル、海洋性のエアロゾルを多く含む大気条件を選び、それぞれに対応した散乱係数及び

粒径半径の湿度依存性をパラメータ化し、エーロゾル輸送モデル等での光学特性計算で使いやすい

ようにまとめた。 
⑤  過去 10年間のつくばでの広帯域日射計観測から、エーロゾルの光学特性と地表面放射への影響量

を評価した。その結果、快晴時に地表面に到達する日射は、過去 10年で増加傾向にあり、増分のほ

とんどはエーロゾルの放射強制力の減少に起因していた。また、エーロゾル放射強制力の減少傾向

の主要因は、一次散乱アルベドの増加であった。 
⑥  ⑤で得られた結果から、東アジア大陸と日本のエーロゾルの光学特性と放射強制力を比較した。

日本のエーロゾルの光学的厚さ・一次散乱アルベド・非対称因子・放射強制力は、大陸と似た季節

変化を示していたが、一年を通して小さい値であった。 
2008年 3月～5月に福岡で行った観測で採取した資料の炭素成分分析を行い元素状炭素ECと有

機性炭素OC の比率を調べた。森林火災の気塊でOC/EC 比が大きくなることや 5月以降OC/EC 比

が大きくなることが分かった。 
 

（副課題３）雪氷面放射過程の高度化と検証に関する研究 

 

研
究
報
告
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2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

副課題の研究担当者 

青木輝夫、朽木勝幸、庭野匡思（物理気象研究部） 
 
副課題の本年度の計画 

① 積雪アルベド陸面完全物理モデルの開発、気候モデルへの移植、札幌における放射・雪氷・エーロ

ゾル観測データ解析 
② 札幌、芽室等で採集した積雪中の黒色炭素濃度の分析 
③ 北海道東部で取得した放射・雪氷観測データ解析と積雪物理量のリモートセンシング結果の検証と

アルゴリズム改良 
④ 気候モデルにおける大気エーロゾル光学モデルを改良し、異なったエーロゾル相互の混合状態の違

いのモデル化 
 

副課題の本年度の成果 

①  氷の複素屈折率データベースの改訂に伴い、積雪アルベド及び透過率に対する影響を評価した結

果、波長 0.2-0.4 μm の紫外域でアルベド・透過率共に増加させる効果が大きいことが分かった。特

に、粒径が大きく不純物の少ない条件で顕著であった。しかし、積雪アルベド物理モデルで用いる

広波長帯域のモデルに対するインパクトは小さかった。 
  札幌において放射・雪氷・エーロゾルの観測を継続するとともに、将来的な陸面モデル改良

を視野に入れて地表面熱収支を診断する精緻なプロセスモデルを開発した。このモデルでは、

地表面温度を未知数として設定し、それを数値的に解いて求める。ここで得られた地表面温度

を、放射温度計による観測値と比較することで、本モデルを評価することができる。そこで過

去に得られた観測データを用いて冬季間の積雪面熱収支を評価したところ、そのパフォーマン

スが全冬期間を通じて概ね良好となることが確認された。 
②  札幌における 2003年以降 5冬期間に積雪サンプルの濾過フィルタの重量測定とカーボン分析装

置測定結果から得られた、積雪中の元素状炭素、有機炭素、ダスト濃度について分析を行った。こ

の結果、ダストと有機炭素は各年共に涵養期に低濃度、融雪期に高濃度となる一方、元素状炭素は

融雪期に高濃度にならない年もあることが分かった。ダストと有機炭素の相関が非常に高く、両者

の起源に何らかの関係が示唆された。 
③  全天分光日射計から積雪中不純物濃度と積雪粒径を推定するアルゴリズムに、入射光の非等方性

の効果を導入し推定精度の向上を図った。北海道の札幌と芽室において検証観測を行ったところ、

全天分光日射計によって衛星よりも高精度で積雪物理量を推定できることが分かった。 
  南極点におけるTerra 衛星MODIS センサー衛星の解析から、雪面の反射率が積雪粒径リモート

センシングの誤差要因のひとつであるサスツルギ（風によってできた雪面の凹凸）の影響で 1日に

2回の周期的で変化することがわかった。この反射率の変化を、サスツルギの構造を考慮した３次

元の放射伝達モデルによって再現できるようになった。 
④  全球エーロゾル輸送モデルで用いるエーロゾル光学（一次散乱量）モデルの種類、湿度依存

性、混合状態を拡張した。光学モデルの種類はダスト、海塩、硫酸、黒色炭素、有機炭素で、

ダストと海塩は粒径分布を 10 分割した各 binに対する一次散乱量を計算し、その他は複数の

典型的な粒径分布を仮定した。湿度依存性は全てのエーロゾルに対して考慮し、エーロゾルの

核の周囲に水の膜が覆っている形態（coated sphere）で計算した。また、黒色炭素と有機炭素

の混合エーロゾル特性は発生起源毎（熱帯雨林火災、熱帯雨林以外の森林火災、化石燃料消費、

薪燃料消費、農業廃棄物燃焼）に成分比を変化させ、これにより発生起源による炭素系エーロ

ゾルタイプを選択できるようになった。 
 

 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

シビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化に関する研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 鈴木 修（気象衛星・観測システム研究部 第二研究室長）  

 
研究の目的 

 ドップラーレーダーを含む各種の観測データを用いて、シビア現象の発生可能性をポテンシャル予測

する手法、現象の前兆（竜巻のメソサイクロン等）を用いて実況監視する手法を高度化し、「突風等に

対する短時間予測情報」の提供に貢献する。 

 
（副課題１）シビア現象の観測・解析手法の高度化 

 

副課題の研究担当者 

鈴木 修、中里真久、山内 洋（気象衛星・観測システム研究部） 
 
副課題の本年度の計画 

① レーダーデータ（強度、ドップラー速度）とアメダスデータを併用し、晴天下の収束線自動検出能

力の改善をはかる。 
② 複数の事例についてドップラーレーダーで自動検出した晴天下の収束線の強さ・位置を地上観測デ

ータで検証する。 
③ 3次元的なデータを用いるドップラー速度折返し補正アルゴリズムを開発し、その検証及び改良を

行う。 
④ セルトラッキング・アルゴリズムを改良し、検証を行う。 

 
副課題の本年度の成果 

① ドップラー速度場の局所的な連続性とDual-PRF データを利用した既存のドップラー速度の折り返

し補正手法の問題点であるノイズやDual-PRF の折り返し補正限界の影響を軽減するため、上空の

風向風速データを用いるようアルゴリズムを改良した。上空の風向風速データとして、局所VAD
法による推定値（VAD 風）を用いるようプログラムを試作し、実データにより評価したところ、風

の鉛直シアが弱くかつレーダーエコーが広範囲に分布する場合は補正精度が高く、逆の場合は、

VAD 風の精度の悪化のために補正ミスが増大する結果となった。精度良い上空の風向風速データを

得ることの重要性を確認した。 
② セルトラッキング・アルゴリズムの一部として、高層データや数値予報モデル出力により得られる

環境場からセルの移動速度と移動方向を推定するアルゴリズムを作成した。顕著な突風があった数

事例の現象でレーダーエコーの時間変化と推定した移動速度・方向を検証した結果、定性的な有効

性を示す結果が得られた。鉛直方向の風向シアが大きい場合は、「セルの移動方向」として単一の

移動ベクトルを仮定する手法では、レーダーエコーの時間変化は適切にとらえきれないことがある

ことが分かった。また、エコーのトラッキング手法についての検討を行ったところ、単一高度面の

レーダー反射強度データのみを用いるよりも鉛直積算雨量データを用いるほうが良いこと、その場

合の鉛直積算雨量としては風の鉛直シアの影響を考慮して（例えば対流の軸の傾きに沿って）鉛直

積算することが合理的であること、などの結果を得つつある。 
 

（副課題２）シビア現象の解析と前兆現象の抽出 

 
副課題の研究担当者 

鈴木 修、中里真久、山内 洋、小林隆久、小野木茂、猪上華子（気象衛星・観測システム研究部）、 
加藤輝之（予報研究部）、高谷 美正（気象衛星・観測システム研究部客員研究員） 

 
副課題の本年度の計画 

① 関東地方でシビア現象発生のおそれのある場合に観測（レーダー、ゾンデ等）する。 

② 過去の突風等の複数事例について、数値シミュレーションを行い、レーダー、ウィンドプロファイ

ラ、アメダス、地上気象観測データ等のデータも用いて解析する。  
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副課題の研究担当者 

青木輝夫、朽木勝幸、庭野匡思（物理気象研究部） 
 
副課題の本年度の計画 

① 積雪アルベド陸面完全物理モデルの開発、気候モデルへの移植、札幌における放射・雪氷・エーロ

ゾル観測データ解析 
② 札幌、芽室等で採集した積雪中の黒色炭素濃度の分析 
③ 北海道東部で取得した放射・雪氷観測データ解析と積雪物理量のリモートセンシング結果の検証と

アルゴリズム改良 
④ 気候モデルにおける大気エーロゾル光学モデルを改良し、異なったエーロゾル相互の混合状態の違

いのモデル化 
 

副課題の本年度の成果 

①  氷の複素屈折率データベースの改訂に伴い、積雪アルベド及び透過率に対する影響を評価した結

果、波長 0.2-0.4 μm の紫外域でアルベド・透過率共に増加させる効果が大きいことが分かった。特

に、粒径が大きく不純物の少ない条件で顕著であった。しかし、積雪アルベド物理モデルで用いる

広波長帯域のモデルに対するインパクトは小さかった。 
  札幌において放射・雪氷・エーロゾルの観測を継続するとともに、将来的な陸面モデル改良

を視野に入れて地表面熱収支を診断する精緻なプロセスモデルを開発した。このモデルでは、

地表面温度を未知数として設定し、それを数値的に解いて求める。ここで得られた地表面温度

を、放射温度計による観測値と比較することで、本モデルを評価することができる。そこで過

去に得られた観測データを用いて冬季間の積雪面熱収支を評価したところ、そのパフォーマン

スが全冬期間を通じて概ね良好となることが確認された。 
②  札幌における 2003年以降 5冬期間に積雪サンプルの濾過フィルタの重量測定とカーボン分析装

置測定結果から得られた、積雪中の元素状炭素、有機炭素、ダスト濃度について分析を行った。こ

の結果、ダストと有機炭素は各年共に涵養期に低濃度、融雪期に高濃度となる一方、元素状炭素は

融雪期に高濃度にならない年もあることが分かった。ダストと有機炭素の相関が非常に高く、両者

の起源に何らかの関係が示唆された。 
③  全天分光日射計から積雪中不純物濃度と積雪粒径を推定するアルゴリズムに、入射光の非等方性

の効果を導入し推定精度の向上を図った。北海道の札幌と芽室において検証観測を行ったところ、

全天分光日射計によって衛星よりも高精度で積雪物理量を推定できることが分かった。 
  南極点におけるTerra 衛星MODIS センサー衛星の解析から、雪面の反射率が積雪粒径リモート

センシングの誤差要因のひとつであるサスツルギ（風によってできた雪面の凹凸）の影響で 1日に

2回の周期的で変化することがわかった。この反射率の変化を、サスツルギの構造を考慮した３次

元の放射伝達モデルによって再現できるようになった。 
④  全球エーロゾル輸送モデルで用いるエーロゾル光学（一次散乱量）モデルの種類、湿度依存

性、混合状態を拡張した。光学モデルの種類はダスト、海塩、硫酸、黒色炭素、有機炭素で、

ダストと海塩は粒径分布を 10 分割した各 binに対する一次散乱量を計算し、その他は複数の

典型的な粒径分布を仮定した。湿度依存性は全てのエーロゾルに対して考慮し、エーロゾルの

核の周囲に水の膜が覆っている形態（coated sphere）で計算した。また、黒色炭素と有機炭素

の混合エーロゾル特性は発生起源毎（熱帯雨林火災、熱帯雨林以外の森林火災、化石燃料消費、

薪燃料消費、農業廃棄物燃焼）に成分比を変化させ、これにより発生起源による炭素系エーロ

ゾルタイプを選択できるようになった。 
 

 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

シビア現象の監視及び危険度診断技術の高度化に関する研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 鈴木 修（気象衛星・観測システム研究部 第二研究室長）  

 
研究の目的 

 ドップラーレーダーを含む各種の観測データを用いて、シビア現象の発生可能性をポテンシャル予測

する手法、現象の前兆（竜巻のメソサイクロン等）を用いて実況監視する手法を高度化し、「突風等に

対する短時間予測情報」の提供に貢献する。 

 
（副課題１）シビア現象の観測・解析手法の高度化 

 

副課題の研究担当者 

鈴木 修、中里真久、山内 洋（気象衛星・観測システム研究部） 
 
副課題の本年度の計画 

① レーダーデータ（強度、ドップラー速度）とアメダスデータを併用し、晴天下の収束線自動検出能

力の改善をはかる。 
② 複数の事例についてドップラーレーダーで自動検出した晴天下の収束線の強さ・位置を地上観測デ

ータで検証する。 
③ 3次元的なデータを用いるドップラー速度折返し補正アルゴリズムを開発し、その検証及び改良を

行う。 
④ セルトラッキング・アルゴリズムを改良し、検証を行う。 

 
副課題の本年度の成果 

① ドップラー速度場の局所的な連続性とDual-PRF データを利用した既存のドップラー速度の折り返

し補正手法の問題点であるノイズやDual-PRF の折り返し補正限界の影響を軽減するため、上空の

風向風速データを用いるようアルゴリズムを改良した。上空の風向風速データとして、局所VAD
法による推定値（VAD 風）を用いるようプログラムを試作し、実データにより評価したところ、風

の鉛直シアが弱くかつレーダーエコーが広範囲に分布する場合は補正精度が高く、逆の場合は、

VAD 風の精度の悪化のために補正ミスが増大する結果となった。精度良い上空の風向風速データを

得ることの重要性を確認した。 
② セルトラッキング・アルゴリズムの一部として、高層データや数値予報モデル出力により得られる

環境場からセルの移動速度と移動方向を推定するアルゴリズムを作成した。顕著な突風があった数

事例の現象でレーダーエコーの時間変化と推定した移動速度・方向を検証した結果、定性的な有効

性を示す結果が得られた。鉛直方向の風向シアが大きい場合は、「セルの移動方向」として単一の

移動ベクトルを仮定する手法では、レーダーエコーの時間変化は適切にとらえきれないことがある

ことが分かった。また、エコーのトラッキング手法についての検討を行ったところ、単一高度面の

レーダー反射強度データのみを用いるよりも鉛直積算雨量データを用いるほうが良いこと、その場

合の鉛直積算雨量としては風の鉛直シアの影響を考慮して（例えば対流の軸の傾きに沿って）鉛直

積算することが合理的であること、などの結果を得つつある。 
 

（副課題２）シビア現象の解析と前兆現象の抽出 

 
副課題の研究担当者 

鈴木 修、中里真久、山内 洋、小林隆久、小野木茂、猪上華子（気象衛星・観測システム研究部）、 
加藤輝之（予報研究部）、高谷 美正（気象衛星・観測システム研究部客員研究員） 

 
副課題の本年度の計画 

① 関東地方でシビア現象発生のおそれのある場合に観測（レーダー、ゾンデ等）する。 

② 過去の突風等の複数事例について、数値シミュレーションを行い、レーダー、ウィンドプロファイ

ラ、アメダス、地上気象観測データ等のデータも用いて解析する。  

研
究
報
告
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③ 顕著なシビア現象が発生した場合は、現地調査、各種の観測データの収集等を行い、事例解析をす

る。  

④ 事例解析の結果から、シビア現象の前兆現象として利用可能な特徴を抽出する。 

   

 

副課題の本年度の成果 

① 暖候期の雷雨発生が予測された日の午後について、計6回ゾンデ観測を行い（2008 年 5 月 26 日、

6月 9日、7月 4日、7月 11 日、7月 14日、7月 28 日）、大気不安定時の上空の観測データを得

た。 
② ・2006 年 4月 20日に神奈川県藤沢市で寒冷前線上のNCFR（Narrow cold frontal rainband）の

通過に伴い竜巻が発生した事例について、気象庁非静力学モデルによる水平解像度 250m のシミュ

レーション結果を用いて、親雲の構造、積乱雲内の渦度の時間変化を解析中である。 
・2008年 1月 1日に関東地方南部で発生したダウンバーストの事例を、レーダーデータ、写真、地

上気象観測データ、気象衛星画像を用いて解析した。また、発生した環境場を調査するために数値

シミュレーションを行った。 
③ ・2008年 8月 28日につくば市および土浦市で発生した突風被害の現地調査を当日および翌日に行

い、被害が竜巻であることを明らかにした。東京レーダーのドップラー速度データを用いた解析に

より、両事例とも突風発生時に被害地上空の下層に渦のパターンがあったこと、渦のパターンの発

生は突風発生とほぼ同時であったことがわかった。また、前兆現象として使える可能性がある「渦

のパターンの発生に先立つ下層のドップラー速度場中の強い収束パターン」が認められた。 
・2008年 7月 27日の近畿地方・関東地方・東北地方で発生した複数の突風事例について、現地官

署の調査に加えて地上観測データの解析を行い、敦賀市の突風被害はガストフロントの通過による

もの、小松市と郡山市ではダウンバーストであったことなどを示した。 
・主として海上竜巻を対象に、デジタルカメラによる写真をもとに、発生位置・発生時刻等を 1分、

1km 程度の精度で推定する手法を確立した。2008年 1月 4日の北海道イタンキ岬沖、3月 14日の

愛知県の伊良湖岬付近、3月 25日の神奈川県相模湾、5月 19日愛知県伊良湖岬付近、9月 21日新

潟県村上市沖、10月 1日の秋田県入道崎付近等の例に適用した。この結果、10個以上の海上竜巻

で、レーダー等との正確な位置合わせが可能な事例が得られた。 
・2008年度に発生した竜巻等突風イベントの約 150件のほとんどについて、気象庁の現業データと

現地調査等で得られた写真の解析・分析を本庁・現地官署と共同して行った。その結果の多くは、

公開されている気象庁の竜巻等突風データベースに反映された。 
・シビア現象の危険度診断アルゴリズムの検証のため、羽田空港、成田空港の空港気象ドップラー

レーダーの過去データを収集し、データサーバーへの登録を行った。 
④ ・2008年にドップラーレーダーから近距離で発生した竜巻事例について、レーダーのデータを調べ

たところ、スーパーセル的ではない事例においても、ドップラー速度場中に渦のパターン、反射強

度場中に特有の形状（中心が弱いドーナツ状又はフック的な分布）を有するものを複数（5/19, 7/8, 
8/12, 10/15, 11/19など）見いだすことができ、前兆または同時現象としての利用可能性があること

が分かった。 
・竜巻の渦の形成メカニズムについて、従来のダイナミックパイプ効果では説明が難しい、竜巻渦

の鉛直プロファイルの形成メカニズムを説明しうる新たな説を提案した。この説では、竜巻渦形成

時における渦内空気の分布と中層の鉛直シアが重要な役割を果たし、より単純な物理過程で説明さ

れる。また、環境場のデータから、竜巻渦の空間的分布の変化を推定できることから、危険度診断

手法におけるレーダー観測の最適化に応用可能である。 
・提案した説に基づき、地上～中層における竜巻渦の3次元形状と、この渦付近にある降水粒子の

軌跡を計算し、等高度面のレーダー反射強度分布を求めた。計算結果は、レーダー観測で得られた

反射強度分布と整合的であった。この結果を用いて、スーパーセル又は竜巻発生時に見られるフッ

クエコーやBWER（Bounded Weak Echo Region）などのレーダー反射強度の特徴が現れるメカニ

ズムに関する説を提案した。 
・事例解析や理論的検討により、前兆現象の候補として、フックエコーやBWER といったレーダー

反射強度場の特徴、渦に対応すると考えられる下層の局所的な収束域が得られた。 
 

（副課題３）危険度診断手法の高度化 

 

2.2. 研究年次報告                                      融合型経常研究 

副課題の研究担当者 

鈴木 修、中里真久、山内 洋、小林隆久、小野木茂、猪上華子（気象衛星・観測システム研究部） 
 
副課題の本年度の計画 

① ダウンバースト、落雷の危険度診断のためのプログラムを作成する。 

② ポテンシャル予報及び実況監視（レーダー等の観測データ）を組みあわせた危険度診断手法を開発

する。 

③ 事例解析等から得られた前兆現象について、危険度診断手法に組み入れる。 

④ 危険度診断手法に、セルトラッキングを取り入れた改良を行い、事例により検証を行う。 

 

副課題の本年度の成果 
① 局所的な発散域・収束域を検出し、ダウンバーストかの判定を行うアルゴリズムのプロトタイプを

メソサイクロン検出アルゴリズムを改良して作成し、プログラム化した。 
② メソサイクロン検出アルゴリズムについて、高速化とともに、実データを用いての検出パラメータ

の最適化を行った。 
③ 竜巻の風速推定に関する平成 19 年度までの成果と共に、サブ課題 2 で行った地上～中層の竜巻渦

直径の高度分布に関する成果を利用して、竜巻の接線風速、藤田スケール、直径、想定被害幅、回

転周期、見かけの高さを推定する手法を確立した。 
④ 過去の研究で、ダウンバースト発生時に中層のレーダー反射強度が大きな値を取ることが分かって

いる（中層の降水コア）。中層の降水コアの発生を推定するため、パーセル法と粒径分布等を仮定

して、環境場のデータからレーダー反射強度の高度分布を推定するアルゴリズムを作った。 
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③ 顕著なシビア現象が発生した場合は、現地調査、各種の観測データの収集等を行い、事例解析をす

る。  

④ 事例解析の結果から、シビア現象の前兆現象として利用可能な特徴を抽出する。 

   

 

副課題の本年度の成果 

① 暖候期の雷雨発生が予測された日の午後について、計6回ゾンデ観測を行い（2008 年 5 月 26 日、

6月 9日、7月 4日、7月 11 日、7月 14日、7月 28 日）、大気不安定時の上空の観測データを得

た。 
② ・2006 年 4月 20日に神奈川県藤沢市で寒冷前線上のNCFR（Narrow cold frontal rainband）の

通過に伴い竜巻が発生した事例について、気象庁非静力学モデルによる水平解像度 250m のシミュ

レーション結果を用いて、親雲の構造、積乱雲内の渦度の時間変化を解析中である。 
・2008年 1月 1日に関東地方南部で発生したダウンバーストの事例を、レーダーデータ、写真、地

上気象観測データ、気象衛星画像を用いて解析した。また、発生した環境場を調査するために数値

シミュレーションを行った。 
③ ・2008年 8月 28日につくば市および土浦市で発生した突風被害の現地調査を当日および翌日に行

い、被害が竜巻であることを明らかにした。東京レーダーのドップラー速度データを用いた解析に

より、両事例とも突風発生時に被害地上空の下層に渦のパターンがあったこと、渦のパターンの発

生は突風発生とほぼ同時であったことがわかった。また、前兆現象として使える可能性がある「渦

のパターンの発生に先立つ下層のドップラー速度場中の強い収束パターン」が認められた。 
・2008年 7月 27日の近畿地方・関東地方・東北地方で発生した複数の突風事例について、現地官

署の調査に加えて地上観測データの解析を行い、敦賀市の突風被害はガストフロントの通過による

もの、小松市と郡山市ではダウンバーストであったことなどを示した。 
・主として海上竜巻を対象に、デジタルカメラによる写真をもとに、発生位置・発生時刻等を 1分、

1km 程度の精度で推定する手法を確立した。2008年 1月 4日の北海道イタンキ岬沖、3月 14日の

愛知県の伊良湖岬付近、3月 25日の神奈川県相模湾、5月 19日愛知県伊良湖岬付近、9月 21日新

潟県村上市沖、10月 1日の秋田県入道崎付近等の例に適用した。この結果、10個以上の海上竜巻

で、レーダー等との正確な位置合わせが可能な事例が得られた。 
・2008年度に発生した竜巻等突風イベントの約 150件のほとんどについて、気象庁の現業データと

現地調査等で得られた写真の解析・分析を本庁・現地官署と共同して行った。その結果の多くは、

公開されている気象庁の竜巻等突風データベースに反映された。 
・シビア現象の危険度診断アルゴリズムの検証のため、羽田空港、成田空港の空港気象ドップラー

レーダーの過去データを収集し、データサーバーへの登録を行った。 
④ ・2008年にドップラーレーダーから近距離で発生した竜巻事例について、レーダーのデータを調べ

たところ、スーパーセル的ではない事例においても、ドップラー速度場中に渦のパターン、反射強

度場中に特有の形状（中心が弱いドーナツ状又はフック的な分布）を有するものを複数（5/19, 7/8, 
8/12, 10/15, 11/19など）見いだすことができ、前兆または同時現象としての利用可能性があること

が分かった。 
・竜巻の渦の形成メカニズムについて、従来のダイナミックパイプ効果では説明が難しい、竜巻渦

の鉛直プロファイルの形成メカニズムを説明しうる新たな説を提案した。この説では、竜巻渦形成

時における渦内空気の分布と中層の鉛直シアが重要な役割を果たし、より単純な物理過程で説明さ

れる。また、環境場のデータから、竜巻渦の空間的分布の変化を推定できることから、危険度診断

手法におけるレーダー観測の最適化に応用可能である。 
・提案した説に基づき、地上～中層における竜巻渦の3次元形状と、この渦付近にある降水粒子の

軌跡を計算し、等高度面のレーダー反射強度分布を求めた。計算結果は、レーダー観測で得られた

反射強度分布と整合的であった。この結果を用いて、スーパーセル又は竜巻発生時に見られるフッ

クエコーやBWER（Bounded Weak Echo Region）などのレーダー反射強度の特徴が現れるメカニ

ズムに関する説を提案した。 
・事例解析や理論的検討により、前兆現象の候補として、フックエコーやBWER といったレーダー

反射強度場の特徴、渦に対応すると考えられる下層の局所的な収束域が得られた。 
 

（副課題３）危険度診断手法の高度化 
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副課題の研究担当者 

鈴木 修、中里真久、山内 洋、小林隆久、小野木茂、猪上華子（気象衛星・観測システム研究部） 
 
副課題の本年度の計画 

① ダウンバースト、落雷の危険度診断のためのプログラムを作成する。 

② ポテンシャル予報及び実況監視（レーダー等の観測データ）を組みあわせた危険度診断手法を開発

する。 

③ 事例解析等から得られた前兆現象について、危険度診断手法に組み入れる。 

④ 危険度診断手法に、セルトラッキングを取り入れた改良を行い、事例により検証を行う。 

 

副課題の本年度の成果 
① 局所的な発散域・収束域を検出し、ダウンバーストかの判定を行うアルゴリズムのプロトタイプを

メソサイクロン検出アルゴリズムを改良して作成し、プログラム化した。 
② メソサイクロン検出アルゴリズムについて、高速化とともに、実データを用いての検出パラメータ

の最適化を行った。 
③ 竜巻の風速推定に関する平成 19 年度までの成果と共に、サブ課題 2 で行った地上～中層の竜巻渦

直径の高度分布に関する成果を利用して、竜巻の接線風速、藤田スケール、直径、想定被害幅、回

転周期、見かけの高さを推定する手法を確立した。 
④ 過去の研究で、ダウンバースト発生時に中層のレーダー反射強度が大きな値を取ることが分かって

いる（中層の降水コア）。中層の降水コアの発生を推定するため、パーセル法と粒径分布等を仮定

して、環境場のデータからレーダー反射強度の高度分布を推定するアルゴリズムを作った。 
 

研
究
報
告
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都市気象モデルを用いた都市気象の再現・予測のための基礎研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 高橋俊二 （環境・応用気象研究部 第二研究室長）   
研究担当者： 栗田進、日谷道夫、青栁曉典（環境・応用気象研究部） 

        清野直子（予報研究部） 

        萱場亙起（気象庁地球環境・海洋部気候情報課） 

 
研究の目的 

都市圏のヒートアイランド効果を顕わに入れた都市気象モデルを開発し、都市気象の予測を可能とす

る技術基盤を確立する。 
 

本年度の計画 

① キャノピー過程計算部の並列化効率の向上を目指す。    
② 長期計算による計算安定性を確認する。 
③ 本庁での放射観測を継続すると共に、都市キャノピーモデルとの比較のためのデータ解析を行う。 
④ 1km 都市気象モデルによる関東域のシミュレーションを行う。 
⑤ 観測データとの比較検討を行う。 

 
本年度の成果 

① 開発初年度の単層都市キャノピースキームを全面的に見直し、MPI 実行の効率の向上が実現した。

これにより、計算時間が短縮され、関東甲信越全体をカバーする並列計算を容易に実施することが

可能になった。このスキームの改修にあわせ、ビル群の屋上面・壁面を別々に取り扱えるよう、ス

キーム自体の改良を行った。また、平成 19 年度に検討を終えた、ビル表面とキャノピー層内大気

との潜熱輸送過程についても新たに実装した。屋上面・壁面のパラメータを独立に設定でき、それ

らの面における潜熱輸送も表現されるので、ヒートアイランド対策として注目されている、屋上緑

化や高反射塗装等の効果についての試験的な評価にも使えるモデルとなった。 
② 2002 年～2004 年の 6 月～8 月、2005 年～2007 年の 8 月について、日々の 12UTC を初期値とし

た 72 時間積分のタイムスライス計算を実施した。また、ある期間においては、人工排熱の有無や

建物による天空率減少、粗度の増加による気象場の変化を調査するために、それぞれ条件を変えた

計算も実施した。これらにおいて、安定して計算が行えることを確認した。ただし、これらの計算

は夏季の事例であり、冬季の計算の安定性については、ビル面のパラメータ設定や降積雪の取り扱

いも含め、今後の課題である。 
③ 都市キャノピーモデルとの比較・検証に利用可能な都市域の放射データを取得する目的で、2007

年から東京管区気象台の協力の下に東京大手町の気象庁本庁舎屋上において放射収支の観測を行っ

ている。短波放射の下向き成分（全天日射量）・上向き成分（反射日射量）、および長波の同２成分

の計４成分をそれぞれ計測し、これらから正味放射量も見積もられる。まず、短波について、気象

庁のルーチン地上気象観測における全天日射量が同じ屋上の観測塔で計測されていた期間（2007
年 10 月まで）を対象に、ルーチンデータと本研究の観測値を比較した。計測場所の違いから、近

隣の建物の日陰になる早朝に 100 w/m2前後の差が出る時間帯があるものの、その他の時間では両

者の差は 30 w/m2以内であり良い精度で一致することを確認した。また、2007 年のデータについ

て館野（つくば）における観測との比較を行った。その結果、下向き長波放射については、東京の

ほうが館野よりわずかに大きいこと、上向き放射量は東京での観測値のほうが大きい傾向があり、

日中には 50 w/m2以上の差が見られる場合もあることがわかった。上向き放射量は測定場所が草地

であるか、ビル表面であるかに大きく依存し場所による変動が大きいが、都市では建物の占める面

積割合が大きいことから、この測定結果は都市域と郊外での差を論じる際の基礎的なデータとなり

うる。また、下向き放射量の違いは、都市上空では下層大気も都市の影響を受けていることを示唆

するもので、その影響を今後定量的に議論する予定である。さらに、都市キャノピーモデルで見積

もられる放射量をこれらの観測結果と比較することで、モデルを検証し都市大気の特性を明らかす

ることが期待される。一方、上記平均的な放射収支以外に、特に（薄）曇天下における下向き日射
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が継続的に急激な変動を繰り返す事例が観測から得られた。このような場合の蒸発散を精度良く扱

うために、応答の早い物理過程を扱う 2次元モデルを開発した。 
④ 気象庁メソ解析データを初期値境界値として 2km 格子都市キャノピーモデルへのネスティング計

算を行い、降水事例における都市の影響について解析を行った。その結果、都市キャノピースキー

ムの適用による放射・熱バランスの変化によって、従来スキームでは表現されなかった都市の降水

域が弱いながらも表現される場合があることがわかった。ただし、現実場との比較を行うには、放

射、乱流など他の過程の影響も合わせて考察する必要がある。さらに、1km 格子モデルでの計算も

試験的に実施した。1km格子へのネスティングにおいては多段ネストが必要となるが、都市ビル群

の変数値の受け渡し方に工夫がいること、また、格子が細かくなればなるほど建物の種別・高さ情

報などの分布をより現実的に表す必要があるなど、検討を要する課題が多い。現在、建物の高さ分

布情報などの整備も含め、多段ネスティングの環境を整備中である。 
⑤ 2005 年～2007 年の 8月について実施したタイムスライス計算結果に対し、アメダス観測による地

上気温の比較を行った。その結果、全体としてバイアスは改善される傾向にあるが、計算された夜

間気温が高すぎる例も見られた。二乗平均平方根誤差（RMSE）は晴天日に関して改善、全体とし

てはほとんど変化なし、という結果が得られた。地表面の変数は短波・長波の再現精度に影響され

やすく、曇りや雨の日については放射や雲物理など、他のスキームの再現精度を含めた解析が重要

である。今後は都市域における放射観測データも利用しつつ更なる解析を行う予定である。 
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都市気象モデルを用いた都市気象の再現・予測のための基礎研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 高橋俊二 （環境・応用気象研究部 第二研究室長）   
研究担当者： 栗田進、日谷道夫、青栁曉典（環境・応用気象研究部） 

        清野直子（予報研究部） 

        萱場亙起（気象庁地球環境・海洋部気候情報課） 

 
研究の目的 

都市圏のヒートアイランド効果を顕わに入れた都市気象モデルを開発し、都市気象の予測を可能とす

る技術基盤を確立する。 
 

本年度の計画 

① キャノピー過程計算部の並列化効率の向上を目指す。    
② 長期計算による計算安定性を確認する。 
③ 本庁での放射観測を継続すると共に、都市キャノピーモデルとの比較のためのデータ解析を行う。 
④ 1km 都市気象モデルによる関東域のシミュレーションを行う。 
⑤ 観測データとの比較検討を行う。 

 
本年度の成果 

① 開発初年度の単層都市キャノピースキームを全面的に見直し、MPI 実行の効率の向上が実現した。

これにより、計算時間が短縮され、関東甲信越全体をカバーする並列計算を容易に実施することが

可能になった。このスキームの改修にあわせ、ビル群の屋上面・壁面を別々に取り扱えるよう、ス

キーム自体の改良を行った。また、平成 19 年度に検討を終えた、ビル表面とキャノピー層内大気

との潜熱輸送過程についても新たに実装した。屋上面・壁面のパラメータを独立に設定でき、それ

らの面における潜熱輸送も表現されるので、ヒートアイランド対策として注目されている、屋上緑

化や高反射塗装等の効果についての試験的な評価にも使えるモデルとなった。 
② 2002 年～2004 年の 6 月～8 月、2005 年～2007 年の 8 月について、日々の 12UTC を初期値とし

た 72 時間積分のタイムスライス計算を実施した。また、ある期間においては、人工排熱の有無や

建物による天空率減少、粗度の増加による気象場の変化を調査するために、それぞれ条件を変えた

計算も実施した。これらにおいて、安定して計算が行えることを確認した。ただし、これらの計算

は夏季の事例であり、冬季の計算の安定性については、ビル面のパラメータ設定や降積雪の取り扱

いも含め、今後の課題である。 
③ 都市キャノピーモデルとの比較・検証に利用可能な都市域の放射データを取得する目的で、2007

年から東京管区気象台の協力の下に東京大手町の気象庁本庁舎屋上において放射収支の観測を行っ

ている。短波放射の下向き成分（全天日射量）・上向き成分（反射日射量）、および長波の同２成分

の計４成分をそれぞれ計測し、これらから正味放射量も見積もられる。まず、短波について、気象

庁のルーチン地上気象観測における全天日射量が同じ屋上の観測塔で計測されていた期間（2007
年 10 月まで）を対象に、ルーチンデータと本研究の観測値を比較した。計測場所の違いから、近

隣の建物の日陰になる早朝に 100 w/m2前後の差が出る時間帯があるものの、その他の時間では両

者の差は 30 w/m2以内であり良い精度で一致することを確認した。また、2007 年のデータについ

て館野（つくば）における観測との比較を行った。その結果、下向き長波放射については、東京の

ほうが館野よりわずかに大きいこと、上向き放射量は東京での観測値のほうが大きい傾向があり、

日中には 50 w/m2以上の差が見られる場合もあることがわかった。上向き放射量は測定場所が草地

であるか、ビル表面であるかに大きく依存し場所による変動が大きいが、都市では建物の占める面

積割合が大きいことから、この測定結果は都市域と郊外での差を論じる際の基礎的なデータとなり

うる。また、下向き放射量の違いは、都市上空では下層大気も都市の影響を受けていることを示唆

するもので、その影響を今後定量的に議論する予定である。さらに、都市キャノピーモデルで見積

もられる放射量をこれらの観測結果と比較することで、モデルを検証し都市大気の特性を明らかす

ることが期待される。一方、上記平均的な放射収支以外に、特に（薄）曇天下における下向き日射
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が継続的に急激な変動を繰り返す事例が観測から得られた。このような場合の蒸発散を精度良く扱

うために、応答の早い物理過程を扱う 2次元モデルを開発した。 
④ 気象庁メソ解析データを初期値境界値として 2km 格子都市キャノピーモデルへのネスティング計

算を行い、降水事例における都市の影響について解析を行った。その結果、都市キャノピースキー

ムの適用による放射・熱バランスの変化によって、従来スキームでは表現されなかった都市の降水

域が弱いながらも表現される場合があることがわかった。ただし、現実場との比較を行うには、放

射、乱流など他の過程の影響も合わせて考察する必要がある。さらに、1km 格子モデルでの計算も

試験的に実施した。1km格子へのネスティングにおいては多段ネストが必要となるが、都市ビル群

の変数値の受け渡し方に工夫がいること、また、格子が細かくなればなるほど建物の種別・高さ情

報などの分布をより現実的に表す必要があるなど、検討を要する課題が多い。現在、建物の高さ分

布情報などの整備も含め、多段ネスティングの環境を整備中である。 
⑤ 2005 年～2007 年の 8月について実施したタイムスライス計算結果に対し、アメダス観測による地

上気温の比較を行った。その結果、全体としてバイアスは改善される傾向にあるが、計算された夜

間気温が高すぎる例も見られた。二乗平均平方根誤差（RMSE）は晴天日に関して改善、全体とし

てはほとんど変化なし、という結果が得られた。地表面の変数は短波・長波の再現精度に影響され

やすく、曇りや雨の日については放射や雲物理など、他のスキームの再現精度を含めた解析が重要

である。今後は都市域における放射観測データも利用しつつ更なる解析を行う予定である。 
 
 

研
究
報
告
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能動型リモートセンサーによる大気観測技術の高度化に関する研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 真野裕三 （気象衛星・観測システム研究部 第三研究室長）  
研究担当者： 真野裕三、永井智広、中里真久、酒井 哲（気象衛星・観測システム研究部） 

 

研究の目的 

ライダー等能動型リモートセンシングを用いたエーロゾル・雲・オゾン等の大気観測手法の高度化を

行い、まだ不確かさの多いエーロゾル、オゾンの動態解明やエーロゾル間接効果の評価また気候・環境

の監視強化に資する。    
 

本年度の計画 

① 実験室でエーロゾル特性を観測し、そのデータを用いてライダー解析手法を高度化する。      
② エーロゾルの観測を行い、実データで解析アルゴリズムをテストする。アルゴリズムの改善を続け

る。  
③ 対流圏オゾンライダーの精度を検証する。対流圏オゾンライダーによるオゾン高度分布を観測し、

その特性を明らかにする。 
      
本年度の成果 

①  ライダーデータをエーロゾル微物理量に変換する手法を開発するために、地表付近のエーロゾル

について、ライダーによる観測と、直接にサンプリングしてパーティクルカウンターで観測した結

果を用いて、光学特性と微物理特性の対応を調べた。その結果、エーロゾル後方散乱係数数と質量

濃度は、ほぼ比例関係にあることがわかり、具体的な比例係数については、2008年 5月 7-8日（黄

砂が飛来、非球形の鉱物粒子を検出）が 37 gm-2sr、9月 3-4日（海洋気団が流入、球形の海塩・硫

酸塩粒子が卓越）が 6.2 gm-2sr であった。偏光解消度は、5月 7-8日は 14-18%、9月 3-4日は 6-7％
であり、偏光解消度が非球形粒子の指標となることを確認した。黄砂飛来時の高度 0.4～10 km に

おける偏光解消度は、気球搭載パーティクルカウンタで観測した粗大粒子（半径 0.7μm 以上）の面

積分率とほぼ比例関係にあったことから、偏光解消度から粗大粒子の割合を推定できる可能性が示

唆された。しかし、高度 0.4 km 以下では比例関係が無いことが分かった。この原因の一つとして、

黄砂と人為起源物質や海塩等が内部混合し、黄砂の偏光解消度が変化していたことが考えられる。

今後の課題は、エーロゾルチャンバー等を用いて、単一成分のエーロゾルの光学特性と微物理特性

を測定し、その対応を定量的に明らかにすることである。 
②  ラマンライダーによるエアロゾル粒径分布の推定に関して、従来の方法では黄砂のような非球形

エアロゾルへの適用が難しいことが平成 19 年度の考察から明らかになっていた。このため、本年

度は非球形エアロゾルに適用可能なアルゴリズムを新たに開発した。アルゴリズムでは、鉱物性粒

子の現実的な形状を考慮した非球形散乱問題の厳密解を積分方程式の積分核に採用した。さらに、

問題の悪条件性を緩和するために解空間に現実的な制約を加えた。具体的には二山型対数正規分布

を仮定し、その 6個のパラメータを制約条件付き最適化問題の解として求めるものである。このよ

うな扱いにより、従来の手法では発散するような場合でも安定して解が得られることがシミュレー

ションによって示された。 
2008年 5月 7日 20h31m-21h32m の黄砂出現時に多波長ラマンライダーで観測を行い、消散係

数（波長=355nm, 532nm)と後方散乱係数(波長=355nm, 532nm, 1064nm)の鉛直分布を得た。こ

の観測データに上述の新規開発アルゴリズムを適用し、エアロゾルのサイズ分布を得た(図 1)。 
黄砂およびバックグラウンドエアロゾルのサイズからみて、得られたサイズ分布は妥当な範囲内で

あった。また、解が一義的であることも示された。しかし、観測が夜間であるため地上放射測器（サ

ンフォトメーター、スカイラジオメーター）との比較ができず、結果の検証は今後の課題として残

された。 
③  観測データが不足していた梅雨時の対流圏オゾン観測データを取得した。これまでの観測で、6

月上旬まで春季オゾン極大に対応する高濃度オゾンが存在し、8 月頃には高濃度オゾンが消失する

ことが分かっていたが、この間のデータが取得されていなかった。解析の結果、オゾン濃度は気象
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の影響を受けつつも、緩やかに減少していくことが分かった。この結果は、降雨による清浄効果や

梅雨明けによる太平洋からの清浄空気塊の影響も重要であるが、それ以外に遠方にあるオゾン発生

源による影響を、8月上旬まで継続的に受けている可能性もあることを示している。 
Nd:YAG レーザーで生成可能な 3波長のレーザーを用い、6種類の気体（水素、重水素、メタン、

窒素、酸素、二酸化炭素）のいずれかを使用して、誘導ラマン散乱によって波長変換する多波長ラ

イダーの可能性とその特性について調べた。その結果、第 3ストークス線までの波長が利用できる

場合、合計 57 波長が生成可能であることが分かった。第 4 ストークス線から第 2 反ストークス線

までが利用可能であると仮定すると 117波長が生成可能である。これらの波長の中には、二酸化硫

黄と二酸化窒素の観測に利用できるものが存在する。これらの気体を差分吸収法で測定する場合に

最適な波長組を決定した。二酸化硫黄については、対流圏オゾンとの同時観測が可能であり、火山

噴火時に人の臭気検出限界の 10 分の 1 の濃度でも検出できると見込まれ、また、二酸化窒素の観

測では、レーザーが 2台必要となるものの、都市大気汚染程度の濃度でも検出可能と見込まれ、さ

らに、この多波長生成技術は、エーロゾルの粒径観測にも利用可能であると考えられることが分か

った。 
インドネシアの熱帯圏界面付近（高度 18km 前後）を中心に、高度 30km 付近までのオゾン濃度

を測定できる差分吸収ライダーの最適波長と装置構成について計算機シミュレーションを行った。

Nd:YAG レーザー（第 4高調波）2台（水素及び重水素によるラマンシフト波長：289nm、299nm、

316nm、341nm）、又はXeCl エキシマレーザー（波長：308nm）とNd:YAGレーザー（第 3高調

波：355nm）各 1台、の 2つの構成が有力であることが分かった。これらは、固体レーザーである

点と系統誤差の点では前者が優れており、送信エネルギーの点では後者が優れているという特徴を

有している。ただし、実際に観測する場合には、3時間程度の積算が必要となる。 
国立環境研究所が行った温室効果気体の航空機観測に合わせて、エーロゾル、対流圏オゾン、水

蒸気の同時観測を行い、比較データを取得した。 
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能動型リモートセンサーによる大気観測技術の高度化に関する研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 真野裕三 （気象衛星・観測システム研究部 第三研究室長）  
研究担当者： 真野裕三、永井智広、中里真久、酒井 哲（気象衛星・観測システム研究部） 

 

研究の目的 

ライダー等能動型リモートセンシングを用いたエーロゾル・雲・オゾン等の大気観測手法の高度化を

行い、まだ不確かさの多いエーロゾル、オゾンの動態解明やエーロゾル間接効果の評価また気候・環境

の監視強化に資する。    
 

本年度の計画 

① 実験室でエーロゾル特性を観測し、そのデータを用いてライダー解析手法を高度化する。      
② エーロゾルの観測を行い、実データで解析アルゴリズムをテストする。アルゴリズムの改善を続け

る。  
③ 対流圏オゾンライダーの精度を検証する。対流圏オゾンライダーによるオゾン高度分布を観測し、

その特性を明らかにする。 
      
本年度の成果 

①  ライダーデータをエーロゾル微物理量に変換する手法を開発するために、地表付近のエーロゾル

について、ライダーによる観測と、直接にサンプリングしてパーティクルカウンターで観測した結

果を用いて、光学特性と微物理特性の対応を調べた。その結果、エーロゾル後方散乱係数数と質量

濃度は、ほぼ比例関係にあることがわかり、具体的な比例係数については、2008年 5月 7-8日（黄

砂が飛来、非球形の鉱物粒子を検出）が 37 gm-2sr、9月 3-4日（海洋気団が流入、球形の海塩・硫

酸塩粒子が卓越）が 6.2 gm-2sr であった。偏光解消度は、5月 7-8日は 14-18%、9月 3-4日は 6-7％
であり、偏光解消度が非球形粒子の指標となることを確認した。黄砂飛来時の高度 0.4～10 km に

おける偏光解消度は、気球搭載パーティクルカウンタで観測した粗大粒子（半径 0.7μm 以上）の面

積分率とほぼ比例関係にあったことから、偏光解消度から粗大粒子の割合を推定できる可能性が示

唆された。しかし、高度 0.4 km 以下では比例関係が無いことが分かった。この原因の一つとして、

黄砂と人為起源物質や海塩等が内部混合し、黄砂の偏光解消度が変化していたことが考えられる。

今後の課題は、エーロゾルチャンバー等を用いて、単一成分のエーロゾルの光学特性と微物理特性

を測定し、その対応を定量的に明らかにすることである。 
②  ラマンライダーによるエアロゾル粒径分布の推定に関して、従来の方法では黄砂のような非球形

エアロゾルへの適用が難しいことが平成 19 年度の考察から明らかになっていた。このため、本年

度は非球形エアロゾルに適用可能なアルゴリズムを新たに開発した。アルゴリズムでは、鉱物性粒

子の現実的な形状を考慮した非球形散乱問題の厳密解を積分方程式の積分核に採用した。さらに、

問題の悪条件性を緩和するために解空間に現実的な制約を加えた。具体的には二山型対数正規分布

を仮定し、その 6個のパラメータを制約条件付き最適化問題の解として求めるものである。このよ

うな扱いにより、従来の手法では発散するような場合でも安定して解が得られることがシミュレー

ションによって示された。 
2008年 5月 7日 20h31m-21h32m の黄砂出現時に多波長ラマンライダーで観測を行い、消散係

数（波長=355nm, 532nm)と後方散乱係数(波長=355nm, 532nm, 1064nm)の鉛直分布を得た。こ

の観測データに上述の新規開発アルゴリズムを適用し、エアロゾルのサイズ分布を得た(図 1)。 
黄砂およびバックグラウンドエアロゾルのサイズからみて、得られたサイズ分布は妥当な範囲内で

あった。また、解が一義的であることも示された。しかし、観測が夜間であるため地上放射測器（サ

ンフォトメーター、スカイラジオメーター）との比較ができず、結果の検証は今後の課題として残

された。 
③  観測データが不足していた梅雨時の対流圏オゾン観測データを取得した。これまでの観測で、6

月上旬まで春季オゾン極大に対応する高濃度オゾンが存在し、8 月頃には高濃度オゾンが消失する

ことが分かっていたが、この間のデータが取得されていなかった。解析の結果、オゾン濃度は気象
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の影響を受けつつも、緩やかに減少していくことが分かった。この結果は、降雨による清浄効果や

梅雨明けによる太平洋からの清浄空気塊の影響も重要であるが、それ以外に遠方にあるオゾン発生

源による影響を、8月上旬まで継続的に受けている可能性もあることを示している。 
Nd:YAG レーザーで生成可能な 3波長のレーザーを用い、6種類の気体（水素、重水素、メタン、

窒素、酸素、二酸化炭素）のいずれかを使用して、誘導ラマン散乱によって波長変換する多波長ラ

イダーの可能性とその特性について調べた。その結果、第 3ストークス線までの波長が利用できる

場合、合計 57 波長が生成可能であることが分かった。第 4 ストークス線から第 2 反ストークス線

までが利用可能であると仮定すると 117波長が生成可能である。これらの波長の中には、二酸化硫

黄と二酸化窒素の観測に利用できるものが存在する。これらの気体を差分吸収法で測定する場合に

最適な波長組を決定した。二酸化硫黄については、対流圏オゾンとの同時観測が可能であり、火山

噴火時に人の臭気検出限界の 10 分の 1 の濃度でも検出できると見込まれ、また、二酸化窒素の観

測では、レーザーが 2台必要となるものの、都市大気汚染程度の濃度でも検出可能と見込まれ、さ

らに、この多波長生成技術は、エーロゾルの粒径観測にも利用可能であると考えられることが分か

った。 
インドネシアの熱帯圏界面付近（高度 18km 前後）を中心に、高度 30km 付近までのオゾン濃度

を測定できる差分吸収ライダーの最適波長と装置構成について計算機シミュレーションを行った。

Nd:YAG レーザー（第 4高調波）2台（水素及び重水素によるラマンシフト波長：289nm、299nm、

316nm、341nm）、又はXeCl エキシマレーザー（波長：308nm）とNd:YAGレーザー（第 3高調

波：355nm）各 1台、の 2つの構成が有力であることが分かった。これらは、固体レーザーである

点と系統誤差の点では前者が優れており、送信エネルギーの点では後者が優れているという特徴を

有している。ただし、実際に観測する場合には、3時間程度の積算が必要となる。 
国立環境研究所が行った温室効果気体の航空機観測に合わせて、エーロゾル、対流圏オゾン、水

蒸気の同時観測を行い、比較データを取得した。 

研
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2.2. 研究年次報告                                       一般経常研究 

 

リモートセンシングを用いた下層大気の物理量抽出手法に関する研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 小野木茂 （気象衛星・観測システム研究部 第四研究室 主任研究官）  
研究担当者： 小野木茂、小林隆久、中里真久、足立アホロ（気象衛星・観測システム研究部） 

 

研究の目的 

下層大気の風向・風速を高分解能・低コストで観測する技術を開発し、予報精度の向上や突風やダウ

ンバースト、ヒートアイランド現象などの監視技術の開発に貢献する。また、ウィンドプロファイラー

の測定機能を向上させることにより、低層観測性能の向上、降水粒子（当面は雨粒子）の対気落下速度

の検出を図る。 
 

本年度の計画 

① 変調型ライダー復調部作成  

② ウィンドプロファイラー観測性能の高度化  

③ 他の観測データの取得及び比較検証など 

   

本年度の成果 

① 昨年度の変調型ライダーの光学系（レーザー発信器、マッハツェンダー干渉計及び受光器など）の

製作に続き、本年度は復調部を製作した。昨年度は、光の周波数（400THz）の領域で起きているド

ップラーシフトの現象を、光変調器と受光器によって 80MHz という比較的高い周波数の領域に変換

して確認することができていた。本年度の復調部の製作によってこの 80MHz のドップラーシフトの

信号が、ドップラーシフト 0（ゼロ）のときに 0Hz となる非常に扱いやすいベースバンドの信号（IQ
信号）として得られるようになった。 

  一定速度で鏡を移動させて、この反射信号を復調しAD 変換する実験では、鏡の移動速度に見合っ

た周波数の信号が得られることが確認できた。これに続いて、白い散乱体を移動させる実験を行い、

現在得られたデータを解析中である。 
  また、レーザー光を既設の望遠鏡に導くための光ファイバーと接続アダプタを製作した。これによ

り、精密な光学機器から離れた場所における対象物のドップラーシフトを測定する環境が整った。 
 
② 昨年のウィンドプロファイラーの機器性能の調査結果を元に、ビット数、変換速度、データ転送速度、

外部クロックに対する対応性などのAD 変換に必要な性能を検討し、高速AD 変換器（ボード）及び

付属器具・ソフトを購入した。また、AD 変換で得られたデータを処理し、上空の大気や降水粒子の

ドップラー速度などを算出するプログラムを作成した。このプログラムは、ウィンドプロファイラー

本体のデータ処理装置内でブラックボックス化して処理されている、データの平均方法やノイズ除去、

フーリエ変換のための窓関数の設定などを任意に設定できる自由度の高いものである。 
 
③ 降雨時を中心にウィンドプロファイラー本体の観測データ取得と併行して設備した AD 変換器によ

るデータ取得を行うとともに、ディスドロメーター（降水粒子の粒径と落下速度を連続的に測定する

機器）のデータを取得した。 
これらのデータを解析した結果、従来のウィンドプロファイラーで行っている 10ビットAD 変換

によるデータ処理では理論的に検出不可能であった、降雨強度 6mm/h における、降水粒子からの受

信信号と大気からの受信信号を分離することに成功した。 
 

2.2. 研究年次報告                                       一般経常研究 

 

衛星データの解析処理技術の高度化に関する研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 増田一彦 （気象衛星・観測システム研究部 第一研究室長）  
研究担当者： 石元裕史、佐々木政幸、真野裕三（気象衛星・観測システム研究部） 

 
研究の目的 

放射伝達モデルを充実させるなど衛星データ解析の技術基盤の高度化を図り、予報精度の向上や気

候・環境の監視強化に資することを目的とする。 
 

本年度の計画 

① サウンダの利用技術に関する研究  
・ 多波長赤外サウンダ IASI とマイクロ波サウンダ AMSU との複合利用のためのチャネル選択手法の

開発を開始する。  
・ 多波長赤外サウンダAIRS/Aqua データを利用して、水蒸気鉛直分布（特に過飽和度）の導出を行う。  
・ 数値予報課でAIRS/Aqua のデータ同化に利用している放射伝達モデルRTTOV について、係数ファ

イルを最新のラインバイラインモデルを使って再計算することにより精度の向上を図る。  
・ METOP 直接受信データ（IASI, AMSU, AVHRR など）の利用環境整備とデータ蓄積を行い、気温・

水蒸気の鉛直分布導出アルゴリズム開発（一次元変分法）を開始する。  
 
② 雲・エーロゾルの光学パラメータ推定技術に関する研究  
・ 中程度の大きさ（サイズパラメータで 50から 100）の非球形粒子の散乱分布関数を計算する手法の

開発を行う。  
・ 地球観測衛星等を利用した巻雲の光学的厚さや有効半径等のパラメータ導出事例を増やし、アルゴ

リズムの改善を行う。  
・ 陸域での、気象衛星による黄砂などの光学的厚さの導出手法の開発・改良を継続する。 
 

本年度の成果 

① サウンダの利用技術に関する研究 
・多波長赤外サウンダIASIを、数値予報モデルで気温プロファイルの初期値作成に利用しているマイク

ロ波サウンダAMSUと、複合利用する場合の最適チャネルを選択するためのプログラムのプロトタイ

プを作成した。 
・多波長赤外サウンダAIRSを利用して下層雲上の気温・水蒸気プロファイルを推定できる条件を導出し、

解析を実施した。対流圏上部（200hPa-400hPa）における相対湿度が導出できる領域が拡大し、その

高度における氷過飽和度の水平分布がより高精度に描けるようになった。 
・AIRSの2378チャネルのうち数値予報センターに配信されている324チャネルについて、最新のライン

バイラインモデルを使ってRTTOV-8での係数ファイルを試作し、輝度温度の計算精度について既存の

RTTOV-8と比較した。水蒸気チャンネルの一部に計算誤差が大きくなるものがあったがそれ以外につ

いてはRTTOV-8よりも精度が改善された。また、同様の手法によりIASIに対する係数ファイルが作

成できる見通しを得た。 
・METOP に搭載されている多波長赤外サウンダなどのデータ処理に利用するためのパッケージ

（AAPP）をインストールし動作確認を行った。 
・多波長赤外サウンダの新しいチャネル選択手法として、情報量を最大にするような合成チャネルを構

成する手法（MICC）を発案し、その性能をテストした。MICCは、1）チャネル数を十分の一程度に

減らすことができる、2）広範囲の大気プロファイルについて同一の合成チャネルで対応できる、3）
計算効率は既存の手法よりも優れている、等の結果を得た。 

 
② 雲・エーロゾルの光学パラメータ推定技術に関する研究  
・Yang and Liouの定式化による改良型幾何光学手法を使ったプログラムの開発を行い、サイズパラメ

ータが50から100程度の大きさの正6角柱氷晶粒子の消散係数・吸収係数・散乱分布関数が、従来の幾

何光学手法に比べて高精度で計算できるようになった。 
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2.2. 研究年次報告                                       一般経常研究 

 

リモートセンシングを用いた下層大気の物理量抽出手法に関する研究 
 
研究年次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 小野木茂 （気象衛星・観測システム研究部 第四研究室 主任研究官）  
研究担当者： 小野木茂、小林隆久、中里真久、足立アホロ（気象衛星・観測システム研究部） 

 

研究の目的 

下層大気の風向・風速を高分解能・低コストで観測する技術を開発し、予報精度の向上や突風やダウ

ンバースト、ヒートアイランド現象などの監視技術の開発に貢献する。また、ウィンドプロファイラー

の測定機能を向上させることにより、低層観測性能の向上、降水粒子（当面は雨粒子）の対気落下速度

の検出を図る。 
 

本年度の計画 

① 変調型ライダー復調部作成  

② ウィンドプロファイラー観測性能の高度化  

③ 他の観測データの取得及び比較検証など 

   

本年度の成果 

① 昨年度の変調型ライダーの光学系（レーザー発信器、マッハツェンダー干渉計及び受光器など）の

製作に続き、本年度は復調部を製作した。昨年度は、光の周波数（400THz）の領域で起きているド

ップラーシフトの現象を、光変調器と受光器によって 80MHz という比較的高い周波数の領域に変換

して確認することができていた。本年度の復調部の製作によってこの 80MHz のドップラーシフトの

信号が、ドップラーシフト 0（ゼロ）のときに 0Hz となる非常に扱いやすいベースバンドの信号（IQ
信号）として得られるようになった。 

  一定速度で鏡を移動させて、この反射信号を復調しAD 変換する実験では、鏡の移動速度に見合っ

た周波数の信号が得られることが確認できた。これに続いて、白い散乱体を移動させる実験を行い、

現在得られたデータを解析中である。 
  また、レーザー光を既設の望遠鏡に導くための光ファイバーと接続アダプタを製作した。これによ

り、精密な光学機器から離れた場所における対象物のドップラーシフトを測定する環境が整った。 
 
② 昨年のウィンドプロファイラーの機器性能の調査結果を元に、ビット数、変換速度、データ転送速度、

外部クロックに対する対応性などのAD 変換に必要な性能を検討し、高速AD 変換器（ボード）及び

付属器具・ソフトを購入した。また、AD 変換で得られたデータを処理し、上空の大気や降水粒子の

ドップラー速度などを算出するプログラムを作成した。このプログラムは、ウィンドプロファイラー

本体のデータ処理装置内でブラックボックス化して処理されている、データの平均方法やノイズ除去、

フーリエ変換のための窓関数の設定などを任意に設定できる自由度の高いものである。 
 
③ 降雨時を中心にウィンドプロファイラー本体の観測データ取得と併行して設備した AD 変換器によ

るデータ取得を行うとともに、ディスドロメーター（降水粒子の粒径と落下速度を連続的に測定する

機器）のデータを取得した。 
これらのデータを解析した結果、従来のウィンドプロファイラーで行っている 10ビットAD 変換

によるデータ処理では理論的に検出不可能であった、降雨強度 6mm/h における、降水粒子からの受

信信号と大気からの受信信号を分離することに成功した。 
 

2.2. 研究年次報告                                       一般経常研究 

 

衛星データの解析処理技術の高度化に関する研究 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 21年度） 
研究代表者： 増田一彦 （気象衛星・観測システム研究部 第一研究室長）  
研究担当者： 石元裕史、佐々木政幸、真野裕三（気象衛星・観測システム研究部） 

 
研究の目的 

放射伝達モデルを充実させるなど衛星データ解析の技術基盤の高度化を図り、予報精度の向上や気

候・環境の監視強化に資することを目的とする。 
 

本年度の計画 

① サウンダの利用技術に関する研究  
・ 多波長赤外サウンダ IASI とマイクロ波サウンダ AMSU との複合利用のためのチャネル選択手法の

開発を開始する。  
・ 多波長赤外サウンダAIRS/Aqua データを利用して、水蒸気鉛直分布（特に過飽和度）の導出を行う。  
・ 数値予報課でAIRS/Aqua のデータ同化に利用している放射伝達モデルRTTOV について、係数ファ

イルを最新のラインバイラインモデルを使って再計算することにより精度の向上を図る。  
・ METOP 直接受信データ（IASI, AMSU, AVHRR など）の利用環境整備とデータ蓄積を行い、気温・

水蒸気の鉛直分布導出アルゴリズム開発（一次元変分法）を開始する。  
 
② 雲・エーロゾルの光学パラメータ推定技術に関する研究  
・ 中程度の大きさ（サイズパラメータで 50から 100）の非球形粒子の散乱分布関数を計算する手法の

開発を行う。  
・ 地球観測衛星等を利用した巻雲の光学的厚さや有効半径等のパラメータ導出事例を増やし、アルゴ

リズムの改善を行う。  
・ 陸域での、気象衛星による黄砂などの光学的厚さの導出手法の開発・改良を継続する。 
 

本年度の成果 

① サウンダの利用技術に関する研究 
・多波長赤外サウンダIASIを、数値予報モデルで気温プロファイルの初期値作成に利用しているマイク

ロ波サウンダAMSUと、複合利用する場合の最適チャネルを選択するためのプログラムのプロトタイ

プを作成した。 
・多波長赤外サウンダAIRSを利用して下層雲上の気温・水蒸気プロファイルを推定できる条件を導出し、

解析を実施した。対流圏上部（200hPa-400hPa）における相対湿度が導出できる領域が拡大し、その

高度における氷過飽和度の水平分布がより高精度に描けるようになった。 
・AIRSの2378チャネルのうち数値予報センターに配信されている324チャネルについて、最新のライン

バイラインモデルを使ってRTTOV-8での係数ファイルを試作し、輝度温度の計算精度について既存の

RTTOV-8と比較した。水蒸気チャンネルの一部に計算誤差が大きくなるものがあったがそれ以外につ

いてはRTTOV-8よりも精度が改善された。また、同様の手法によりIASIに対する係数ファイルが作

成できる見通しを得た。 
・METOP に搭載されている多波長赤外サウンダなどのデータ処理に利用するためのパッケージ

（AAPP）をインストールし動作確認を行った。 
・多波長赤外サウンダの新しいチャネル選択手法として、情報量を最大にするような合成チャネルを構

成する手法（MICC）を発案し、その性能をテストした。MICCは、1）チャネル数を十分の一程度に

減らすことができる、2）広範囲の大気プロファイルについて同一の合成チャネルで対応できる、3）
計算効率は既存の手法よりも優れている、等の結果を得た。 

 
② 雲・エーロゾルの光学パラメータ推定技術に関する研究  
・Yang and Liouの定式化による改良型幾何光学手法を使ったプログラムの開発を行い、サイズパラメ

ータが50から100程度の大きさの正6角柱氷晶粒子の消散係数・吸収係数・散乱分布関数が、従来の幾

何光学手法に比べて高精度で計算できるようになった。 

研
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2.2. 研究年次報告                                       一般経常研究 

 

・熱帯降雨観測衛星（TRMM）の可視・近赤外波長を利用して、熱帯域の対流雲の雲頂付近の氷晶粒子

の有効半径を求めた。有効半径の平均値は15μm程度であり、降雨域での氷晶粒子の有効半径は非降

水域での有効半径に比べて1~2μm大きかった。 
・静止気象衛星ひまわり（MTSAT-1R）の可視・赤外データを使って、雲の光学的厚さと有効半径を求

めるためのアルゴリズム開発を開始した。 
・気象研究所で開発し気象衛星センターで昨年度から現業化された陸域エーロゾルの光学的厚さの衛星

リモートセンシングに関して、地上観測データ（AERONET）を用いて検証を行った。結果は概ね良

好であったが、誤差要因として 1) 黄砂の吸収率の過大評価、2）エアロゾル種別（黄砂、gray haze）
を考慮していないこと、3）バックグランドの光学的厚さ（特に中国大陸での大気汚染）を取り入れ

ていないこと、が見いだされ、今後の精度向上のための具体的目標が明確になった。 
 

2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

都市域に強雨をもたらす降水系の構造と環境の調査 

研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 21年度） 
研究代表者： 中村直治 （東京管区気象台 気候・調査課） 
研究担当者： 藤部文昭（予報研究部）、中村直治、木下信好、村規子、山根彩子（東京管区気象台）、

近田忠宏、武野康弘、肆矢朗久、高瀬真治、谷善典、吉村香、岡野潔、松浪岳司、

渡邉進、山田卓、岸伸恵、藤井博徳、林真由（名古屋地方気象台） 
 

研究の目的 

都市域における豪雨の発生過程や降水系の内部構造・環境場を調査し、あわせて数値予報モデルによ

り再現実験・感度実験を行い、降水系の内部構造と環境場の相互作用を把握する。また、GPS 可降水量

から豪雨の発生や継続時間の予測可能性を調査する。これらから、防災上注目すべき要素を抽出して、

予報現業作業における実況把握や予報のシナリオ作成に資することを目的とする。 

 

本年度の計画 

① ドップラーレーダーデータを用いた三次元事例解析 

② GPS気象学による可降水量と雨量との関係把握 

③ 数値実験による再現実験・感度実験      

④ 東海地方の極値統計手法による強雨再現期間の把握 
     

本年度の成果 

① 都市域に発生した短時間強雨の発生過程や強雨をもたらす降水系の内部構造と環境場の相互作用

を把握するため、ドップラーレーダーデータを用いた 3 次元事例解析などを行った。2008 年 7 月

29 日夜、都心部に局地的強雨をもたらした降水系を対象に解析した結果、都心部にヒートアイラ

ンドと見られる高温域が存在し、下層では高温域に吹き込むように複数の気流が収束していたこと

がわかった。都心部での高温による静的安定度の減少及び気圧低下による下層風の収束強化が強雨

の一因となった可能性がある。また、強エコー域において降水系下層に水蒸気を供給する東京湾か

らの南東風と、その上を滑昇する相模湾からの南西風が降水系北側の冷たい気流と収束する内部構

造が確認できた。 2007 年 8 月 20 日夜間に名古屋市周辺で雷雲が再発達した事例では、三重県北

部からの一般風を含む陸風（西風）と濃尾平野に吹き込む海風（南風）による収束が発達のトリガ

ーとなったことがわかった。ウインドプロファイラやデュアルドップラー解析などから、濃尾平野

に流れ込む海風は上空 1.0～1.5km 付近にまで達しており、このことから一般に通常考えられるよ

りも強い収束が生じたことが示唆される。以上のように、これらの降水系の発達には海風などのそ

の地方特有な複数の風系が大きく寄与しており、これら風系が収束することによって上昇流が強化

され、降水系が発達していることが確認できた。また、都市部の高温域が水平収束強化を助長して

いることも推測される。 
② GPS 気象学による可降水量と雨量との関係を調査し、都市域における強雨発生を予測する上での指

標となるか検討するため、東京都および周辺県において短時間強雨をもたらした事例について、強

雨発生前後の水蒸気変動について調査した。2008 年 7月 29 日夜、都心部を中心に発生した局地的

短時間強雨の事例では、降水現象に先行して、地上風の水平収束に対応する領域で可降水量の増加

が見られた。また、降水が発生する領域では、可降水量の極大域に向かう大気遅延量の勾配パラメ

ータが見られた。GPS 気象観測から得られる可降水量及び勾配パラメータが短時間強雨の先行指標

として有効であることを確認した。2008 年 7月 4日や 2008 年 8月 31 日の事例においても、GPS
可降水量や可降水量FLUX の収束・発散域を監視することが、メソ対流系の発達・衰弱や雨量の予

測に有効であることを示唆していた。 
③ 愛知県のアメダスデータを用いて、2006 年までの 30 年間を 10 年ごとの 3 期間に分けて強雨再現

期間の変化を調査した。Ｌ積率法を用いて求めた１時間降水量 50mm の再現期間は、夏は 1977－
1986 年に比べ 1997－2006 年は長くなっている地点が多く、強雨の発生頻度が少なくなっている。

秋は全地点で 1977－1986 年に比べ 1997－2006 年は短くなっており、強雨の発生頻度が多くなっ

ている。都市域以外でも再現期間が短くなっており、都市化が原因とは特定できなかった。 
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2.2. 研究年次報告                                       一般経常研究 

 

・熱帯降雨観測衛星（TRMM）の可視・近赤外波長を利用して、熱帯域の対流雲の雲頂付近の氷晶粒子

の有効半径を求めた。有効半径の平均値は15μm程度であり、降雨域での氷晶粒子の有効半径は非降

水域での有効半径に比べて1~2μm大きかった。 
・静止気象衛星ひまわり（MTSAT-1R）の可視・赤外データを使って、雲の光学的厚さと有効半径を求

めるためのアルゴリズム開発を開始した。 
・気象研究所で開発し気象衛星センターで昨年度から現業化された陸域エーロゾルの光学的厚さの衛星

リモートセンシングに関して、地上観測データ（AERONET）を用いて検証を行った。結果は概ね良

好であったが、誤差要因として 1) 黄砂の吸収率の過大評価、2）エアロゾル種別（黄砂、gray haze）
を考慮していないこと、3）バックグランドの光学的厚さ（特に中国大陸での大気汚染）を取り入れ

ていないこと、が見いだされ、今後の精度向上のための具体的目標が明確になった。 
 

2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

都市域に強雨をもたらす降水系の構造と環境の調査 

研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 21年度） 
研究代表者： 中村直治 （東京管区気象台 気候・調査課） 
研究担当者： 藤部文昭（予報研究部）、中村直治、木下信好、村規子、山根彩子（東京管区気象台）、

近田忠宏、武野康弘、肆矢朗久、高瀬真治、谷善典、吉村香、岡野潔、松浪岳司、

渡邉進、山田卓、岸伸恵、藤井博徳、林真由（名古屋地方気象台） 
 

研究の目的 

都市域における豪雨の発生過程や降水系の内部構造・環境場を調査し、あわせて数値予報モデルによ

り再現実験・感度実験を行い、降水系の内部構造と環境場の相互作用を把握する。また、GPS 可降水量

から豪雨の発生や継続時間の予測可能性を調査する。これらから、防災上注目すべき要素を抽出して、

予報現業作業における実況把握や予報のシナリオ作成に資することを目的とする。 

 

本年度の計画 

① ドップラーレーダーデータを用いた三次元事例解析 

② GPS気象学による可降水量と雨量との関係把握 

③ 数値実験による再現実験・感度実験      

④ 東海地方の極値統計手法による強雨再現期間の把握 
     

本年度の成果 

① 都市域に発生した短時間強雨の発生過程や強雨をもたらす降水系の内部構造と環境場の相互作用

を把握するため、ドップラーレーダーデータを用いた 3 次元事例解析などを行った。2008 年 7 月

29 日夜、都心部に局地的強雨をもたらした降水系を対象に解析した結果、都心部にヒートアイラ

ンドと見られる高温域が存在し、下層では高温域に吹き込むように複数の気流が収束していたこと

がわかった。都心部での高温による静的安定度の減少及び気圧低下による下層風の収束強化が強雨

の一因となった可能性がある。また、強エコー域において降水系下層に水蒸気を供給する東京湾か

らの南東風と、その上を滑昇する相模湾からの南西風が降水系北側の冷たい気流と収束する内部構

造が確認できた。 2007 年 8 月 20 日夜間に名古屋市周辺で雷雲が再発達した事例では、三重県北

部からの一般風を含む陸風（西風）と濃尾平野に吹き込む海風（南風）による収束が発達のトリガ

ーとなったことがわかった。ウインドプロファイラやデュアルドップラー解析などから、濃尾平野

に流れ込む海風は上空 1.0～1.5km 付近にまで達しており、このことから一般に通常考えられるよ

りも強い収束が生じたことが示唆される。以上のように、これらの降水系の発達には海風などのそ

の地方特有な複数の風系が大きく寄与しており、これら風系が収束することによって上昇流が強化

され、降水系が発達していることが確認できた。また、都市部の高温域が水平収束強化を助長して

いることも推測される。 
② GPS 気象学による可降水量と雨量との関係を調査し、都市域における強雨発生を予測する上での指

標となるか検討するため、東京都および周辺県において短時間強雨をもたらした事例について、強

雨発生前後の水蒸気変動について調査した。2008 年 7月 29 日夜、都心部を中心に発生した局地的

短時間強雨の事例では、降水現象に先行して、地上風の水平収束に対応する領域で可降水量の増加

が見られた。また、降水が発生する領域では、可降水量の極大域に向かう大気遅延量の勾配パラメ

ータが見られた。GPS 気象観測から得られる可降水量及び勾配パラメータが短時間強雨の先行指標

として有効であることを確認した。2008 年 7月 4日や 2008 年 8月 31 日の事例においても、GPS
可降水量や可降水量FLUX の収束・発散域を監視することが、メソ対流系の発達・衰弱や雨量の予

測に有効であることを示唆していた。 
③ 愛知県のアメダスデータを用いて、2006 年までの 30 年間を 10 年ごとの 3 期間に分けて強雨再現

期間の変化を調査した。Ｌ積率法を用いて求めた１時間降水量 50mm の再現期間は、夏は 1977－
1986 年に比べ 1997－2006 年は長くなっている地点が多く、強雨の発生頻度が少なくなっている。

秋は全地点で 1977－1986 年に比べ 1997－2006 年は短くなっており、強雨の発生頻度が多くなっ

ている。都市域以外でも再現期間が短くなっており、都市化が原因とは特定できなかった。 
 

研
究
報
告
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2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

北海道東方沖における震源決定のための走時計算法改良の検討 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 21年度） 
研究代表者： 勝間田明男（地震火山研究部 第二研究室長） 

研究担当者： 勝間田明男（地震火山研究部）、札幌管区気象台地震火山課 

 
研究の目的 

北海道東方沖における地震波速度構造の不均質性を考慮した走時計算手法を用いた震源決定手法を開

発し、同地域に発生する地震に対して新手法による震源決定精度および処理速度について検証を行い、

改善点や問題点を明らかにする。 
 

本年度の計画 

 ① 3次元震源計算用PCを整備し、ソフトウエアの移植・開発を行う。   
② 3次元速度構造を計算し、震源再計算を実施する。   
③ 従来の震源と、3次元速度構造に基づく震源を比較し、結果を評価する。   
④ 他機関（USGS 等）の震源と 3次元速度構造に基づく震源を比較し、結果を評価する。  
  

本年度の成果 

① 計算機（PC）に速度構造推定プログラムを移植し、試験を行った。その結果、気象研究所の計算

機で行っている計算の約半分程度の数の変数の計算が、整備した計算機で可能であることがわかっ

た。また、誤差行列の計算の並列化を行い、約 40％の計算時間短縮が可能であることが判明した。 
② 計算機（PC）に震源計算プログラムの移植を行い、検討材料とするため 1997 年 10 月以降の震源

の再計算を行った。推定した構造で、問題なく震源計算可能であることを確認した。 
③  3 次元速度構造を導入することにより、2003 年十勝沖地震の震源深さがより浅く決定されること

を確認した。この結果は自己浮上式海底地震計による観測結果などとも整合的であった。 
④ 千島列島沖における 3次元速度構造による震央の推定位置が、1次元速度構造による結果と比較し

て、USGSの震央に部分的にはより整合的であることを確認したが、この領域では両震源とも深さ

精度が低いなど、観測網の粗さに起因する限界が認められた。 
 

2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

ウインドプロファイラを用いた台風の立体構造に関する解析的研究 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 21年度） 
研究代表者： 楠 研一 （台風研究部 第二研究室 主任研究官） 
研究担当者： 木下仁、西郷雅典、平山久貴、仮屋崎純、金澤健一郎（鹿児島地方気象台） 

新屋 盛進、金城 盛男、山田 崇、久保 直紀（沖縄気象台予報課）、栽 吉信（同業務課）、

照屋 学、出原幸志郎（同気候・調査室） 

川門 義治、嶺井 幸雄、大城 隆、大城正巳（南大東島地方気象台）  

友利 健、阿波連正（宮古島地方気象台） 

島袋 秀樹、岩間 陽介（下地島空港出張所）  
 
研究の目的 

ウインドプロファイラを中心に台風の立体構造を把握し、現業NHM モデルのプロダクトとの比較に

より、NHM モデルの問題点を抽出する。 
 

本年度の計画 

 ① 解析すべき事例を選定する。1)  

② データ収集を行なう。2) 
ウインドプロファイラ、他の気象データ、現業（ドップラー）レーダー、ゾンデ、空港気象ドップ

ラーレーダー、地上気象、NHM 予報プロダクト  
③  代表事例についてウインドプロファイラデータによる初期解析を行う。1)  

 
本年度の成果 

 
 ① 解析すべき事例を選定する。1)  

以下の事例を選定した。 
2007年台風第 4号、 2007年台風第 5号、 2007年台風第 11号、 2007年台風第 20号 

 
② データ収集を行なう。2) 

 上記 4台風について、以下のデータの収集を行った。 
WPR データ、高層観測データ、地上気象観測原簿・地上気象観測 1 分値データ、衛星画像、

現業レーダー画像、空港気象ドップラーレーダーデータ、各種数値予報プロダクト 
 
③ 代表事例についてウインドプロファイラデータによる初期解析を行う。1)  

 
上記４台風についての初期解析を以下のとおり実施した。さらに MSM データを用いて、2007 年

台風第 05 号、2008 年台風第 13 号の九州通過時における気流構造などについてMSM モデルの問題

点を抽出した。 
 
(a) 2007年台風第 5号: 延岡WPRデータから、台風接近時は高度 1km 付近に風速の極大（49m/s:
中心から 70km）、離反時には高度 4.5km 付近に極大（37m/s:中心から 15km）が見られた。ま

た約 100～400km の高度 2～4km 付近にも弱い極大域（約 20m/s）があった。また台風前面の

下層では吹き込みの風が強く中上層で吹き出しの風がみられた一方、後面では中層付近の吹き出

しの風が比較的顕著であった。この違いはRSMモデルもほぼ示唆していたが、より定量的な比

較と、後面での比較的顕著な吹き出しの風と上陸後の衰弱との関連性を、さらに多くの事例解析

を行なって明らかにしていく予定である。 
 
(b) 2008 年台風第 13 号: 屋久島 WPR データから、台風接近時は高度 4km 付近に風速の極大

（49m/s:中心から 30km）、離反時には高度 4km 付近に極大（46m/s:中心から 30km）が見られ、

種子島ドップラーレーダーでも観測された。また台風前面の下層では吹き込みの風が強く中上層

で吹き出しの風がみられた一方、後面ではほとんど吹き込みの風となっており、この違いはGSM、

MSM モデルもほぼ示唆していた。より定量的な比較と、屋久島付近の中上層で卓越していた
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2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

北海道東方沖における震源決定のための走時計算法改良の検討 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 21年度） 
研究代表者： 勝間田明男（地震火山研究部 第二研究室長） 

研究担当者： 勝間田明男（地震火山研究部）、札幌管区気象台地震火山課 

 
研究の目的 

北海道東方沖における地震波速度構造の不均質性を考慮した走時計算手法を用いた震源決定手法を開

発し、同地域に発生する地震に対して新手法による震源決定精度および処理速度について検証を行い、

改善点や問題点を明らかにする。 
 

本年度の計画 

 ① 3次元震源計算用PCを整備し、ソフトウエアの移植・開発を行う。   
② 3次元速度構造を計算し、震源再計算を実施する。   
③ 従来の震源と、3次元速度構造に基づく震源を比較し、結果を評価する。   
④ 他機関（USGS 等）の震源と 3次元速度構造に基づく震源を比較し、結果を評価する。  
  

本年度の成果 

① 計算機（PC）に速度構造推定プログラムを移植し、試験を行った。その結果、気象研究所の計算

機で行っている計算の約半分程度の数の変数の計算が、整備した計算機で可能であることがわかっ

た。また、誤差行列の計算の並列化を行い、約 40％の計算時間短縮が可能であることが判明した。 
② 計算機（PC）に震源計算プログラムの移植を行い、検討材料とするため 1997 年 10 月以降の震源

の再計算を行った。推定した構造で、問題なく震源計算可能であることを確認した。 
③  3 次元速度構造を導入することにより、2003 年十勝沖地震の震源深さがより浅く決定されること

を確認した。この結果は自己浮上式海底地震計による観測結果などとも整合的であった。 
④ 千島列島沖における 3次元速度構造による震央の推定位置が、1次元速度構造による結果と比較し

て、USGSの震央に部分的にはより整合的であることを確認したが、この領域では両震源とも深さ

精度が低いなど、観測網の粗さに起因する限界が認められた。 
 

2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

ウインドプロファイラを用いた台風の立体構造に関する解析的研究 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 21年度） 
研究代表者： 楠 研一 （台風研究部 第二研究室 主任研究官） 
研究担当者： 木下仁、西郷雅典、平山久貴、仮屋崎純、金澤健一郎（鹿児島地方気象台） 

新屋 盛進、金城 盛男、山田 崇、久保 直紀（沖縄気象台予報課）、栽 吉信（同業務課）、

照屋 学、出原幸志郎（同気候・調査室） 

川門 義治、嶺井 幸雄、大城 隆、大城正巳（南大東島地方気象台）  

友利 健、阿波連正（宮古島地方気象台） 

島袋 秀樹、岩間 陽介（下地島空港出張所）  
 
研究の目的 

ウインドプロファイラを中心に台風の立体構造を把握し、現業NHM モデルのプロダクトとの比較に

より、NHM モデルの問題点を抽出する。 
 

本年度の計画 

 ① 解析すべき事例を選定する。1)  

② データ収集を行なう。2) 
ウインドプロファイラ、他の気象データ、現業（ドップラー）レーダー、ゾンデ、空港気象ドップ

ラーレーダー、地上気象、NHM 予報プロダクト  
③  代表事例についてウインドプロファイラデータによる初期解析を行う。1)  

 
本年度の成果 

 
 ① 解析すべき事例を選定する。1)  

以下の事例を選定した。 
2007年台風第 4号、 2007年台風第 5号、 2007年台風第 11号、 2007年台風第 20号 

 
② データ収集を行なう。2) 

 上記 4台風について、以下のデータの収集を行った。 
WPR データ、高層観測データ、地上気象観測原簿・地上気象観測 1 分値データ、衛星画像、

現業レーダー画像、空港気象ドップラーレーダーデータ、各種数値予報プロダクト 
 
③ 代表事例についてウインドプロファイラデータによる初期解析を行う。1)  

 
上記４台風についての初期解析を以下のとおり実施した。さらに MSM データを用いて、2007 年

台風第 05 号、2008 年台風第 13 号の九州通過時における気流構造などについてMSM モデルの問題

点を抽出した。 
 
(a) 2007年台風第 5号: 延岡WPRデータから、台風接近時は高度 1km 付近に風速の極大（49m/s:
中心から 70km）、離反時には高度 4.5km 付近に極大（37m/s:中心から 15km）が見られた。ま

た約 100～400km の高度 2～4km 付近にも弱い極大域（約 20m/s）があった。また台風前面の

下層では吹き込みの風が強く中上層で吹き出しの風がみられた一方、後面では中層付近の吹き出

しの風が比較的顕著であった。この違いはRSMモデルもほぼ示唆していたが、より定量的な比

較と、後面での比較的顕著な吹き出しの風と上陸後の衰弱との関連性を、さらに多くの事例解析

を行なって明らかにしていく予定である。 
 
(b) 2008 年台風第 13 号: 屋久島 WPR データから、台風接近時は高度 4km 付近に風速の極大

（49m/s:中心から 30km）、離反時には高度 4km 付近に極大（46m/s:中心から 30km）が見られ、

種子島ドップラーレーダーでも観測された。また台風前面の下層では吹き込みの風が強く中上層

で吹き出しの風がみられた一方、後面ではほとんど吹き込みの風となっており、この違いはGSM、

MSM モデルもほぼ示唆していた。より定量的な比較と、屋久島付近の中上層で卓越していた
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2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

Sub-H縁辺の西寄りの風との関連性を、今後さらに多くの事例解析を行なって明らかにしていく

予定である。 
 
(c) 2007年台風第 4号:NICT のウインドプロファイラから、台風の最接近時（13日 12時頃）に高

度 1km 以下に風速 60m/s 以上の強風核と思われる風の分布が確認できた。また、高度 4km 以

下で風速 45m/s 以上の風が約 30 分周期で出現しており、名護特別地域観測所の観測値で得ら

れた風速偏差の周期解析で 32分のピークと合う結果となった。今後MSM や他の調査研究の成

果との比較を行い本事例の特徴について考察していく必要がある。 
 
(d) 2007年台風第 20号:南大東島WPR の風速時系列図から強風核が高度 1km 付近に存在し、そ

の時間変化に周期性が見られた。しかし明瞭な眼を持たない台風であること、最接近時でも南大

東島から 100km 程度は離れていたため、地上データの周期解析との関係を議論することはでき

なかった。 
 
なお、プロファイラデータを用いた解析ではないが、2007年台風第 11号について、那覇の空港気

象ドップラーレーダーデータにより台風内部における風速分布推定を試みた。この試みは、今後推定

法を高度化して行くことで、台風の最大風速のモデルとの比較など、当該共同研究に役立つプロダク

トが得られるものと思われる。 
 

                                                   
1) 気象研究所と気象官署との共同、2) 気象官署 

2.2. 研究年次報告                               他省庁予算(放射能調査研究費) 

 

放射性降下物の長期変動と再浮遊に関する研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 五十嵐康人（地球化学研究部 第二研究室 主任研究官）     
研究担当者： 青山道夫、広瀬勝己（地球化学研究部）、高橋 宙、財前祐二（環境・応用気象研究部） 

 
研究の目的 

大気中に放出された放射能は、人間環境に直接・間接に影響を及ぼすことが予想される。そこで、大

気中の放射能レベルを把握するため、国内の複数地点において降下物の人工放射能を測定し、この測定

結果をもとに、大気環境における放射性物質の長期的動態の把握と、近年主要なプロセスとなっている

再浮遊について解明する。 
 

本年度の計画 

 ① 引き続き、粒子状中長半減期人工放射性核種（90Sr、137Cs、Pu 同位体）の降下量を精密観測し、

バックグラウンドレベルとなるベースラインデータを求める。     
② Pu 降下量についてとりまとめを行う。    
③ 引き続き、パーティクルカウンタによる粒子個数の観測をつくばと山岳地点で行う。   
④ 引き続き、大陸表土試料を空気力学的に分粒して核種分析を行う。 
  

本年度の成果 

① 平地のつくば市および山岳地点の榛名山において人工放射性核種（90Sr,137Cs 等）、天然放射性核種

および超ウラン元素等についての月間降下量の精密観測を継続した。昨年度に引き続き、2007 年

春季の４つの降水事象による黄砂および人工放射性核種の輸送と沈着、さらに、1990 年代、2000
年代のつくばにおける 90Sr,137Cs 降下量の時系列変動を詳細に調べた。2000年代以降、気候変動・

砂漠化の進行によって、従来は草原などより温和な気候条件にあった地域が砂漠化し、ダストが新

たに発生している（「新型黄砂」）証拠をさらに集めて示した。とりまとめた結果について論文投稿

を進め、受理された。また、環境放射能調査成果論文抄録集にデータを報告した。 
② 1957年から 2006年まで気象研究所で観測されたPu降下量についてとりまとめを行い、論文化を

進めた。過去 50 年間を大気圏内核実験、チェルノブイリ事故、再浮遊がそれぞれ主体となった時

期に分けて解析し、その特徴を明らかにした。特に再浮遊が主体となった 1990年代以降について、

比放射能の観点から 90Sr,137Cs と比較して解析した。137Cs,Pu については 1-5月のダストの生成・

輸送が活発な時季の比放射能が、それ以外の時季の比放射能に対して上昇した。一方、90Sr ではそ

うした特徴は見られなかった。すなわち、Pu と 137Cs の風送ダストによる長距離輸送について貴

重な知見が得られた。 
③ つくば市および榛名山にエアロゾル観測機器を設置し、粒径別個数濃度の観測を実施したが、途中、

機器故障が発生して欠測が生じていた。2009 年初に機器を再設置して観測を継続している。引き

続きデータの解析を進める。 
④ 昨年度、長距離輸送される再浮遊成分の発生源情報を得るため、モンゴル気象水文学研究所からの

協力を得て風送ダストの発生地域のアジア大陸で表層土壌試料を採取し、気象研究所へ持ち帰って

いる。本年度はこのサンプルの一部の分析を行った。その結果、モンゴル表層土中の 137Cs 比放射

能は 90Sr/137Cs 放射能比とよく相関することがわかった。137Cs がたくさん降下した地域では、
90Sr/137Cs 放射能比が高くなる傾向を示し、両核種の土壌カラムでの分別が進んでいることが実証

されつつある。今後、これらの表層土試料から分粒装置を用いて数μm 径の粒子を分離し、その放

射能を測定して、実際に大気中へ浮遊して長距離輸送される画分の組成を知る予定であり、そのた

めにサイクロンを利用した分粒装置の性能試験を開始した。 
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2.2. 研究年次報告                                       地方共同研究 

Sub-H縁辺の西寄りの風との関連性を、今後さらに多くの事例解析を行なって明らかにしていく

予定である。 
 
(c) 2007年台風第 4号:NICT のウインドプロファイラから、台風の最接近時（13日 12時頃）に高

度 1km 以下に風速 60m/s 以上の強風核と思われる風の分布が確認できた。また、高度 4km 以

下で風速 45m/s 以上の風が約 30 分周期で出現しており、名護特別地域観測所の観測値で得ら

れた風速偏差の周期解析で 32分のピークと合う結果となった。今後MSM や他の調査研究の成

果との比較を行い本事例の特徴について考察していく必要がある。 
 
(d) 2007年台風第 20号:南大東島WPR の風速時系列図から強風核が高度 1km 付近に存在し、そ

の時間変化に周期性が見られた。しかし明瞭な眼を持たない台風であること、最接近時でも南大

東島から 100km 程度は離れていたため、地上データの周期解析との関係を議論することはでき

なかった。 
 
なお、プロファイラデータを用いた解析ではないが、2007年台風第 11号について、那覇の空港気

象ドップラーレーダーデータにより台風内部における風速分布推定を試みた。この試みは、今後推定

法を高度化して行くことで、台風の最大風速のモデルとの比較など、当該共同研究に役立つプロダク

トが得られるものと思われる。 
 

                                                   
1) 気象研究所と気象官署との共同、2) 気象官署 

2.2. 研究年次報告                               他省庁予算(放射能調査研究費) 

 

放射性降下物の長期変動と再浮遊に関する研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 五十嵐康人（地球化学研究部 第二研究室 主任研究官）     
研究担当者： 青山道夫、広瀬勝己（地球化学研究部）、高橋 宙、財前祐二（環境・応用気象研究部） 

 
研究の目的 

大気中に放出された放射能は、人間環境に直接・間接に影響を及ぼすことが予想される。そこで、大

気中の放射能レベルを把握するため、国内の複数地点において降下物の人工放射能を測定し、この測定

結果をもとに、大気環境における放射性物質の長期的動態の把握と、近年主要なプロセスとなっている

再浮遊について解明する。 
 

本年度の計画 

 ① 引き続き、粒子状中長半減期人工放射性核種（90Sr、137Cs、Pu 同位体）の降下量を精密観測し、

バックグラウンドレベルとなるベースラインデータを求める。     
② Pu 降下量についてとりまとめを行う。    
③ 引き続き、パーティクルカウンタによる粒子個数の観測をつくばと山岳地点で行う。   
④ 引き続き、大陸表土試料を空気力学的に分粒して核種分析を行う。 
  

本年度の成果 

① 平地のつくば市および山岳地点の榛名山において人工放射性核種（90Sr,137Cs 等）、天然放射性核種

および超ウラン元素等についての月間降下量の精密観測を継続した。昨年度に引き続き、2007 年

春季の４つの降水事象による黄砂および人工放射性核種の輸送と沈着、さらに、1990 年代、2000
年代のつくばにおける 90Sr,137Cs 降下量の時系列変動を詳細に調べた。2000年代以降、気候変動・

砂漠化の進行によって、従来は草原などより温和な気候条件にあった地域が砂漠化し、ダストが新

たに発生している（「新型黄砂」）証拠をさらに集めて示した。とりまとめた結果について論文投稿

を進め、受理された。また、環境放射能調査成果論文抄録集にデータを報告した。 
② 1957年から 2006年まで気象研究所で観測されたPu降下量についてとりまとめを行い、論文化を

進めた。過去 50 年間を大気圏内核実験、チェルノブイリ事故、再浮遊がそれぞれ主体となった時

期に分けて解析し、その特徴を明らかにした。特に再浮遊が主体となった 1990年代以降について、

比放射能の観点から 90Sr,137Cs と比較して解析した。137Cs,Pu については 1-5月のダストの生成・

輸送が活発な時季の比放射能が、それ以外の時季の比放射能に対して上昇した。一方、90Sr ではそ

うした特徴は見られなかった。すなわち、Pu と 137Cs の風送ダストによる長距離輸送について貴

重な知見が得られた。 
③ つくば市および榛名山にエアロゾル観測機器を設置し、粒径別個数濃度の観測を実施したが、途中、

機器故障が発生して欠測が生じていた。2009 年初に機器を再設置して観測を継続している。引き

続きデータの解析を進める。 
④ 昨年度、長距離輸送される再浮遊成分の発生源情報を得るため、モンゴル気象水文学研究所からの

協力を得て風送ダストの発生地域のアジア大陸で表層土壌試料を採取し、気象研究所へ持ち帰って

いる。本年度はこのサンプルの一部の分析を行った。その結果、モンゴル表層土中の 137Cs 比放射

能は 90Sr/137Cs 放射能比とよく相関することがわかった。137Cs がたくさん降下した地域では、
90Sr/137Cs 放射能比が高くなる傾向を示し、両核種の土壌カラムでの分別が進んでいることが実証

されつつある。今後、これらの表層土試料から分粒装置を用いて数μm 径の粒子を分離し、その放

射能を測定して、実際に大気中へ浮遊して長距離輸送される画分の組成を知る予定であり、そのた

めにサイクロンを利用した分粒装置の性能試験を開始した。 
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2.2. 研究年次報告                               他省庁予算(放射能調査研究費) 

海洋環境における放射性核種の長期挙動に関する研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 青山道夫（地球化学研究部 第二研究室 主任研究官）    
研究担当者： 廣瀬勝己、緑川貴、五十嵐康人（地球化学研究部） 

本井達夫、中野英之(海洋研究部) 

 
研究の目的 

太平洋の海水中の人工放射性核種の分布を立体的に調査すると共に、それらの時間変動を調べ、海洋

環境における人工放射能の実態の把握を行うとともに内部輸送過程についての知見を得る。この中で、

特に 1960年代の大規模核実験に由来する人工放射能が海洋表面に降下したのち、50年間にどのような

挙動をしたかを知る。 
人工及び天然の放射性核種を指標として用い、海水中の放射性核種の物理的・生物地球化学的挙動の

解明を行う。   
 

本年度の計画 

① 北太平洋での試料採取および試料の前処理をおこなう。 
② 深層水の極低バックグラウンドでの精密測定を継続する。   
③ HAM データベースの改訂版を公表する。 
④ 海洋大循環モデルによる人工放射性核種の長期挙動計算    
⑤ 粒子状物質によるプルトニウムの輸送過程についての研究のとりまとめ    
⑥ 1945年からの時空間変動の再解析（内部輸送過程の検討） 

     
本年度の成果 

① 太平洋海水試料 350検体を処理し、計測を行った。 
② 上記の試料のうち 150検体について精密測定を行い、深層での 137Cs 濃度を従来より一桁高い精度

で決定できた。その結果、南太平洋深層 2000m から 6000m では、137Cs 濃度は一立方メートルあ

たり7±4ミリベクレルから25±11ミリベクレルの範囲にあることを世界で初めて明らかにした。 
③ HAM データベースを IAEA（国際原子力機関）の協力を得て改訂し、全球をカバーするHAMglobal

として完成させた。137Cs のレコード数は 7737 から 31378 と飛躍的に増加し、90Sr のレコード数

は 3972 から 7062 へ、Pu 同位体は 2666 から 3871 に増えた。これにより 137Cs については全海

洋での挙動の解析が可能となった。全球での表層海水中の 137Cs の時空間変動について、全海洋

を 33 の海域に分けて解析をおこない、変動の特徴を抽出するとともに、見かけの半減時間の

空間分布を求めた。その結果、表層海水中の 137Cs の見かけの半減時間は、1970 年から 2005
年の期間について 4.5 年から 36.8 年であり、赤道域は高緯度側より見かけの半減時間が長い

ことが明らかになった。さらに、影響評価やモデルシミュレーション結果との比較検討に使う

ため、表層海水中の 137Cs の 0.5 年毎の濃度のグリッド値を作成した。 
④ OGCM として気象研究所共用海洋モデル（MRI.COM）と粒子追跡法を用いて太平洋域での

137Cs の挙動を解析した。具体的な解析方法は以下のとおり。 
・TRIPOAR-grid を用いることで全球を扱っている。 
・モデルの北緯 64 度以南の格子点配置は緯度経度で、解像度は経度１度、緯度 0.5 度で

ある。 
・海面境界条件として JRAの再解析値から作成した気候値を用いる。 

  ・137Cs を passive tracer として流す以外は Nakano et al., (2008)における Coarse-JRA   

run とおなじ設定を用いる。 
  ・137Cs の海面へのフラックスは Aoyama et al.,（2006）による全球への 137Cs の降下量    

を再構成したものを用いる。 
その結果、東経 165 度線に沿う 137Cs の断面で見られた亜熱帯循環南側の中央モード水に相

当する 137Cs の濃度極大（Aoyama et al., 2008, GRL）の形成域は、モデルによる逆追跡によ

り中央モード水形成域の東端であることが解った。 

2.2. 研究年次報告                               他省庁予算(放射能調査研究費) 

⑤ 239,240Pu/137Cs 放射能比が海洋中での生物地球化学プロセスの良い指標となることについて議論し

た。239,240Pu/137Cs 放射能比は深度 1000-1000ｍの範囲で深さと共に指数関数的に増加することを

見出した。このことは、239,240Pu/137Cs 放射能比の鉛直分布が、直接水柱内での生物地球化学プロ

セスの反映であることを示唆していることを見出した。 
⑥ 2007年の観測で得られた北緯24度線に沿う 137Csの鉛直分布をおいても、すでに報告した東経165

度線に沿う 137Cs の断面で見られた濃度極大の特徴と同様に（Aoyama et al., 2008, GRL）、日付変

更線西側の西部北太平洋、深さにして 400－600m、密度にしてσθ=26.0－26.5付近に濃度の極大

が見出された。これらの極大は、東経 165 度線での北緯 20 度付近の深さ 400－500m に見られる

極大とつながっており、中央モード水による 137Cs の海洋内部の輸送経路を明瞭に捉えることがで

きた。これは世界で初めて 137Cs の海洋内部での 3次元分布を捉えたものである。 
また、本課題で作成した HAMglobal version を用いて、全球での表層海水中の 137Cs の 50 年

間の時空間変動について、全海洋を 33 の海域に分けて解析をおこない、変動の特徴を抽出すると

ともに、見かけの半減時間の空間分布を求めた。その結果、表層海水中の 137Cs の見かけの半減時

間は、1970 年から 2005 年の期間について 4.5 年から 36.8 年であり、赤道域は高緯度側より見か

けの半減時間が長いことが明らかになった。 
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2.2. 研究年次報告                               他省庁予算(放射能調査研究費) 

海洋環境における放射性核種の長期挙動に関する研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 青山道夫（地球化学研究部 第二研究室 主任研究官）    
研究担当者： 廣瀬勝己、緑川貴、五十嵐康人（地球化学研究部） 

本井達夫、中野英之(海洋研究部) 

 
研究の目的 

太平洋の海水中の人工放射性核種の分布を立体的に調査すると共に、それらの時間変動を調べ、海洋

環境における人工放射能の実態の把握を行うとともに内部輸送過程についての知見を得る。この中で、

特に 1960年代の大規模核実験に由来する人工放射能が海洋表面に降下したのち、50年間にどのような

挙動をしたかを知る。 
人工及び天然の放射性核種を指標として用い、海水中の放射性核種の物理的・生物地球化学的挙動の

解明を行う。   
 

本年度の計画 

① 北太平洋での試料採取および試料の前処理をおこなう。 
② 深層水の極低バックグラウンドでの精密測定を継続する。   
③ HAM データベースの改訂版を公表する。 
④ 海洋大循環モデルによる人工放射性核種の長期挙動計算    
⑤ 粒子状物質によるプルトニウムの輸送過程についての研究のとりまとめ    
⑥ 1945年からの時空間変動の再解析（内部輸送過程の検討） 

     
本年度の成果 

① 太平洋海水試料 350検体を処理し、計測を行った。 
② 上記の試料のうち 150検体について精密測定を行い、深層での 137Cs 濃度を従来より一桁高い精度

で決定できた。その結果、南太平洋深層 2000m から 6000m では、137Cs 濃度は一立方メートルあ

たり7±4ミリベクレルから25±11ミリベクレルの範囲にあることを世界で初めて明らかにした。 
③ HAM データベースを IAEA（国際原子力機関）の協力を得て改訂し、全球をカバーするHAMglobal

として完成させた。137Cs のレコード数は 7737 から 31378 と飛躍的に増加し、90Sr のレコード数

は 3972 から 7062 へ、Pu 同位体は 2666 から 3871 に増えた。これにより 137Cs については全海

洋での挙動の解析が可能となった。全球での表層海水中の 137Cs の時空間変動について、全海洋

を 33 の海域に分けて解析をおこない、変動の特徴を抽出するとともに、見かけの半減時間の

空間分布を求めた。その結果、表層海水中の 137Cs の見かけの半減時間は、1970 年から 2005
年の期間について 4.5 年から 36.8 年であり、赤道域は高緯度側より見かけの半減時間が長い

ことが明らかになった。さらに、影響評価やモデルシミュレーション結果との比較検討に使う

ため、表層海水中の 137Cs の 0.5 年毎の濃度のグリッド値を作成した。 
④ OGCM として気象研究所共用海洋モデル（MRI.COM）と粒子追跡法を用いて太平洋域での

137Cs の挙動を解析した。具体的な解析方法は以下のとおり。 
・TRIPOAR-grid を用いることで全球を扱っている。 
・モデルの北緯 64 度以南の格子点配置は緯度経度で、解像度は経度１度、緯度 0.5 度で

ある。 
・海面境界条件として JRAの再解析値から作成した気候値を用いる。 

  ・137Cs を passive tracer として流す以外は Nakano et al., (2008)における Coarse-JRA   

run とおなじ設定を用いる。 
  ・137Cs の海面へのフラックスは Aoyama et al.,（2006）による全球への 137Cs の降下量    

を再構成したものを用いる。 
その結果、東経 165 度線に沿う 137Cs の断面で見られた亜熱帯循環南側の中央モード水に相

当する 137Cs の濃度極大（Aoyama et al., 2008, GRL）の形成域は、モデルによる逆追跡によ

り中央モード水形成域の東端であることが解った。 

2.2. 研究年次報告                               他省庁予算(放射能調査研究費) 

⑤ 239,240Pu/137Cs 放射能比が海洋中での生物地球化学プロセスの良い指標となることについて議論し

た。239,240Pu/137Cs 放射能比は深度 1000-1000ｍの範囲で深さと共に指数関数的に増加することを

見出した。このことは、239,240Pu/137Cs 放射能比の鉛直分布が、直接水柱内での生物地球化学プロ

セスの反映であることを示唆していることを見出した。 
⑥ 2007年の観測で得られた北緯24度線に沿う 137Csの鉛直分布をおいても、すでに報告した東経165

度線に沿う 137Cs の断面で見られた濃度極大の特徴と同様に（Aoyama et al., 2008, GRL）、日付変

更線西側の西部北太平洋、深さにして 400－600m、密度にしてσθ=26.0－26.5付近に濃度の極大

が見出された。これらの極大は、東経 165 度線での北緯 20 度付近の深さ 400－500m に見られる

極大とつながっており、中央モード水による 137Cs の海洋内部の輸送経路を明瞭に捉えることがで

きた。これは世界で初めて 137Cs の海洋内部での 3次元分布を捉えたものである。 
また、本課題で作成した HAMglobal version を用いて、全球での表層海水中の 137Cs の 50 年

間の時空間変動について、全海洋を 33 の海域に分けて解析をおこない、変動の特徴を抽出すると

ともに、見かけの半減時間の空間分布を求めた。その結果、表層海水中の 137Cs の見かけの半減時

間は、1970 年から 2005 年の期間について 4.5 年から 36.8 年であり、赤道域は高緯度側より見か

けの半減時間が長いことが明らかになった。 
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2.2. 研究年次報告                                 他省庁予算（科学技術振興調整費） 

 

渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 村上正隆（物理気象研究部 第一研究室長） 
 

研究の目的 

国連は 2025年までに世界の 2／3の人口が水不足に直面すると指摘している。日本でも人口集中域で

は潜在的な水不足の状態にある。地球温暖化が進むと、少雨・渇水や豪雨・洪水などの異常気象が頻発

することも指摘されている。今後予想される渇水等の災害軽減対策を早急に講じる必要がある。本研究

では、安定的水資源確保や即効的渇水対策のための人工降雨・降雪技術を確立する。 
 

 
（副課題１）人工降雨・降雪による水資源確保・渇水被害軽減の可能性評価に関する研究 

 
副課題の研究担当者 

藤部文昭（予報研究部）、釜堀弘隆、仲江川敏之（気候研究部）、高橋清利（気象庁気候情報課） 
 
副課題の本年度の計画 

・渇水要因と渇水被害軽減の可能性解析および渇水年天気パターン解析のアルゴリズム開発・改良 
① 渇水時の大規模循環場について、メソスケールの気象現象との関連を実際の渇水事例について解析

する。また、数年以上の長期的な渇水発生傾向と 気候レジームシフトとの関係を全球大気モデル実

験に基づいて調査する（富山大学の協力による）。  
② 観測データの解析と大気・海洋結合モデルによる季節予報実験から得られる確率的予測結果を利用

して、渇水傾向の予測可能性について調査する。 さらに、確率的予測を用いたコストロスモデルを

用いて、人工降雨の採算性について調査する。 
 
副課題の本年度の成果 

・渇水要因と渇水被害軽減の可能性解析および渇水年天気パターン解析のアルゴリズム開発・改良 
① 2008 年夏季の四国地方の渇水の要因を調べた。四国地方の渇水の多くは太平洋高気圧が大きく張

り出す全国渇水の一部として起きているが、2008 年渇水は 7 月は太平洋高気圧の張り出しによる

ものであったが、8 月には循環場が大きく変わり、四国沖の太平洋上に形成された低圧部のために

暖湿流の流入がおもに東海～関東へ向かい、四国地方への流入が少ないと言う、7 月と 8 月で大き

く異なる原因のためであることが分かった。また、2008 年夏季の沖縄地方の渇水の要因と特徴に

ついて解析に着手し、6 月以降の季節進行が速く、梅雨前線の影響を受ける期間が短かったという

予備的な結果を得た。 
暖候期アメダス月降水量による回転 EOF 解析を継続し、固有モードに対する地上気温・気圧場と

のラグ相関解析を行った。梅雨モードはSST よりはユーラシア大陸北部における気温偏差と関連し、

第 2モードの台風モードは逆の特性を示すことを確認した。また、暖冬少雪の原因となる、冬季東

アジアモンスーンの変動メカニズムについて研究を実施した。モンスーンの変動要因としては、亜

熱帯ジェットと寒帯前線ジェットの二つの導波管を伝播するテレコネクションの影響があげられ、

その動態を明らかにし た。 
② 過去 28 年間の季節予測実験を元に、利根川上流域の渇水対策に対する力学的季節予測情報の経済

価値評価をコストロスモデルを用いて調べた。現状の予測成績は低いものの、適切な力学的予測情

報を用いれば、予測情報に経済価値を見いだすことができた。 
 

（副課題２）リモートセンシング技術を用いた人工降雨・降雪に関する研究 

 
副課題の研究担当者 

石原正仁、増田一彦、真野裕三、石元裕史、永井智広、酒井哲、山内洋、中里真久、足立アホロ、 
猪上華子（気象衛星・観測システム研究部） 

 

副課題の本年度の計画 

2.2. 研究年次報告                                 他省庁予算（科学技術振興調整費） 

 

・多波長レーダー・二波長ライダー・多波長マイクロ波放射計などを用いた有効雲モニタリング・シー

ディング効果検出法に関する研究 
① 暖候期にXバンドレーダー、多波長マイクロ波放射計、マイクロレインレーダー、衛星を用いた降

雨雲の集中観測を実施し、暖候期の雲構造観測手法の開発に 必要な観測資料を収集する。観測結果

を解析し、人工降雨に適した有効雲の選定方法の知見を得る。  
② 暖候期の観測時に、MTSAT の 30分間隔のデータから、雲物理パラメータの変動をモニタする。  
③ 暖候期の観測に使用するライダーを完成させる。暖候期のモニタリング観測・集中観測に使用し、

雲観測手法の改良を行う。 
 
副課題の本年度の成果 

・多波長レーダー・二波長ライダー・多波長マイクロ波放射計などを用いた有効雲モニタリング・シー

ディング効果検出法に関する研究 
① 暖候期に 3 週間程度の集中観測を、また引き続いてモニタリング観測を実施し、サブ課題 2「リモ

ートセンシング技術を用いた人工降雨・降雪に関する研究」の他の参加研究機関により開発された

雲構造観測手法の検証を行った。 
走査型X バンドレーダーについては、取得したレーダー画像をプロジェクトメンバーにリアルタイ

ムで配信する仕組みを作成した。観測サイト周辺の地形、気象条件に合わせて基本的な観測シーケ

ンスを設定し、走査型 Ka バンドレーダーとの同期観測を行えるようにした。航空機によるシーデ

ィング実験時に同期観測を行ってデータを収集したが、夏季におけるシーディング実験そのものが

プロジェクトにとって初の試みであるため調整段階であり、レーダーによってシーディングの効果

を検出するには至らなかった。 
天頂観測用FMCW型Kaバンドレーダーについて、その反射強度、ドップラー速度（最大±3.2ms-1）、

ドップラースペクトルの算出を可能にした。ドップラー速度の測定範囲を 2倍に拡張する手法につ

いて、試行を開始した。天頂観測用Xバンドレーダーと組み合わせた二波長レーダーによる物理量

の算出に関連して、DWR（二波長反射強度比）の算出を可能にした。また、二波長のドップラー

速度比からの粒径情報の導出について検討を開始した。 
多波長マイクロ波放射計については、温度プロファイルの導出精度を改善するため、従来の鉛直上

向き計測に加えてアングル・スキャン計測を実施した。アングル・スキャンデータを計測アルゴリ

ズムに加えることで大気下層でのプロファイル分解能が向上することを確認した。 
② 衛星による雲物理パラメータ抽出アルゴリズムの改良を図った。MTSAT の可視・熱赤外・3.7μm

の 3チャネルから雲物理量を求めるプログラムを作成し、30分間隔で雲物理量の時間変化を出せる

ようにした。 集中観測期間のデータの一部を処理した結果、系統的な誤差が生じている可能性が

分かったため、これら 3チャネルのキャリブレーションについて調査を始めた。 
③ 既有ライダーについて、光路を増設した近赤外チャンネルに波長分離ミラー、干渉フィルター、検

出器、データ処理部を追加整備し、2波長ライダーとして完成させ、集中観測、モニタリング観測、

連続観測を行った。連続観測データから一次解析のデータベース（後方散乱信号強度、全偏光解消

度、2 波長後方散乱信号強度比のクイックルック図）を作成し、本研究に参加する研究者に逐次提

供を行った。集中観測のデータ解析をおこなった結果、フレアシーディングの必要条件である雲底

高度 0.4～2 km の雲の出現頻度は約 40%であることが分かった。 
 

 
（副課題３）航空機等の直接観測手法を用いた人工降雨・降雪に関する研究 

 

副課題の研究担当者 

村上正隆、折笠成宏、斎藤篤思（物理気象研究部）、大竹秀明（物理気象研究部客員研究員） 
 
副課題の本年度の計画 

・航空機を用いた雲の内部構造の直接観測とシーディング実験に関する研究 
① 5 月から 7 月の観測期間中に、吸湿性粒子・ドライアイスを用いた航空機による小規模シーディン

グ実験と航空機・地上からの雲・降水の直接観測も含めた３週間程度の集中観測を実施する。人工

降雨に適した雲の出現の有無やシーディング効果の有無を明らかにする。  
② 地上からのシーディング実験の予備的実験を行う。 

3月までに実施できる見込み。 
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渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究代表者： 村上正隆（物理気象研究部 第一研究室長） 
 

研究の目的 

国連は 2025年までに世界の 2／3の人口が水不足に直面すると指摘している。日本でも人口集中域で

は潜在的な水不足の状態にある。地球温暖化が進むと、少雨・渇水や豪雨・洪水などの異常気象が頻発

することも指摘されている。今後予想される渇水等の災害軽減対策を早急に講じる必要がある。本研究

では、安定的水資源確保や即効的渇水対策のための人工降雨・降雪技術を確立する。 
 

 
（副課題１）人工降雨・降雪による水資源確保・渇水被害軽減の可能性評価に関する研究 

 
副課題の研究担当者 

藤部文昭（予報研究部）、釜堀弘隆、仲江川敏之（気候研究部）、高橋清利（気象庁気候情報課） 
 
副課題の本年度の計画 

・渇水要因と渇水被害軽減の可能性解析および渇水年天気パターン解析のアルゴリズム開発・改良 
① 渇水時の大規模循環場について、メソスケールの気象現象との関連を実際の渇水事例について解析

する。また、数年以上の長期的な渇水発生傾向と 気候レジームシフトとの関係を全球大気モデル実

験に基づいて調査する（富山大学の協力による）。  
② 観測データの解析と大気・海洋結合モデルによる季節予報実験から得られる確率的予測結果を利用

して、渇水傾向の予測可能性について調査する。 さらに、確率的予測を用いたコストロスモデルを

用いて、人工降雨の採算性について調査する。 
 
副課題の本年度の成果 

・渇水要因と渇水被害軽減の可能性解析および渇水年天気パターン解析のアルゴリズム開発・改良 
① 2008 年夏季の四国地方の渇水の要因を調べた。四国地方の渇水の多くは太平洋高気圧が大きく張

り出す全国渇水の一部として起きているが、2008 年渇水は 7 月は太平洋高気圧の張り出しによる

ものであったが、8 月には循環場が大きく変わり、四国沖の太平洋上に形成された低圧部のために

暖湿流の流入がおもに東海～関東へ向かい、四国地方への流入が少ないと言う、7 月と 8 月で大き

く異なる原因のためであることが分かった。また、2008 年夏季の沖縄地方の渇水の要因と特徴に

ついて解析に着手し、6 月以降の季節進行が速く、梅雨前線の影響を受ける期間が短かったという

予備的な結果を得た。 
暖候期アメダス月降水量による回転 EOF 解析を継続し、固有モードに対する地上気温・気圧場と

のラグ相関解析を行った。梅雨モードはSST よりはユーラシア大陸北部における気温偏差と関連し、

第 2モードの台風モードは逆の特性を示すことを確認した。また、暖冬少雪の原因となる、冬季東

アジアモンスーンの変動メカニズムについて研究を実施した。モンスーンの変動要因としては、亜

熱帯ジェットと寒帯前線ジェットの二つの導波管を伝播するテレコネクションの影響があげられ、

その動態を明らかにし た。 
② 過去 28 年間の季節予測実験を元に、利根川上流域の渇水対策に対する力学的季節予測情報の経済

価値評価をコストロスモデルを用いて調べた。現状の予測成績は低いものの、適切な力学的予測情

報を用いれば、予測情報に経済価値を見いだすことができた。 
 

（副課題２）リモートセンシング技術を用いた人工降雨・降雪に関する研究 

 
副課題の研究担当者 

石原正仁、増田一彦、真野裕三、石元裕史、永井智広、酒井哲、山内洋、中里真久、足立アホロ、 
猪上華子（気象衛星・観測システム研究部） 

 

副課題の本年度の計画 

2.2. 研究年次報告                                 他省庁予算（科学技術振興調整費） 

 

・多波長レーダー・二波長ライダー・多波長マイクロ波放射計などを用いた有効雲モニタリング・シー

ディング効果検出法に関する研究 
① 暖候期にXバンドレーダー、多波長マイクロ波放射計、マイクロレインレーダー、衛星を用いた降

雨雲の集中観測を実施し、暖候期の雲構造観測手法の開発に 必要な観測資料を収集する。観測結果

を解析し、人工降雨に適した有効雲の選定方法の知見を得る。  
② 暖候期の観測時に、MTSAT の 30分間隔のデータから、雲物理パラメータの変動をモニタする。  
③ 暖候期の観測に使用するライダーを完成させる。暖候期のモニタリング観測・集中観測に使用し、

雲観測手法の改良を行う。 
 
副課題の本年度の成果 

・多波長レーダー・二波長ライダー・多波長マイクロ波放射計などを用いた有効雲モニタリング・シー

ディング効果検出法に関する研究 
① 暖候期に 3 週間程度の集中観測を、また引き続いてモニタリング観測を実施し、サブ課題 2「リモ

ートセンシング技術を用いた人工降雨・降雪に関する研究」の他の参加研究機関により開発された

雲構造観測手法の検証を行った。 
走査型X バンドレーダーについては、取得したレーダー画像をプロジェクトメンバーにリアルタイ

ムで配信する仕組みを作成した。観測サイト周辺の地形、気象条件に合わせて基本的な観測シーケ

ンスを設定し、走査型 Ka バンドレーダーとの同期観測を行えるようにした。航空機によるシーデ

ィング実験時に同期観測を行ってデータを収集したが、夏季におけるシーディング実験そのものが

プロジェクトにとって初の試みであるため調整段階であり、レーダーによってシーディングの効果

を検出するには至らなかった。 
天頂観測用FMCW型Kaバンドレーダーについて、その反射強度、ドップラー速度（最大±3.2ms-1）、

ドップラースペクトルの算出を可能にした。ドップラー速度の測定範囲を 2倍に拡張する手法につ

いて、試行を開始した。天頂観測用Xバンドレーダーと組み合わせた二波長レーダーによる物理量

の算出に関連して、DWR（二波長反射強度比）の算出を可能にした。また、二波長のドップラー

速度比からの粒径情報の導出について検討を開始した。 
多波長マイクロ波放射計については、温度プロファイルの導出精度を改善するため、従来の鉛直上

向き計測に加えてアングル・スキャン計測を実施した。アングル・スキャンデータを計測アルゴリ

ズムに加えることで大気下層でのプロファイル分解能が向上することを確認した。 
② 衛星による雲物理パラメータ抽出アルゴリズムの改良を図った。MTSAT の可視・熱赤外・3.7μm

の 3チャネルから雲物理量を求めるプログラムを作成し、30分間隔で雲物理量の時間変化を出せる

ようにした。 集中観測期間のデータの一部を処理した結果、系統的な誤差が生じている可能性が

分かったため、これら 3チャネルのキャリブレーションについて調査を始めた。 
③ 既有ライダーについて、光路を増設した近赤外チャンネルに波長分離ミラー、干渉フィルター、検

出器、データ処理部を追加整備し、2波長ライダーとして完成させ、集中観測、モニタリング観測、

連続観測を行った。連続観測データから一次解析のデータベース（後方散乱信号強度、全偏光解消

度、2 波長後方散乱信号強度比のクイックルック図）を作成し、本研究に参加する研究者に逐次提

供を行った。集中観測のデータ解析をおこなった結果、フレアシーディングの必要条件である雲底

高度 0.4～2 km の雲の出現頻度は約 40%であることが分かった。 
 

 
（副課題３）航空機等の直接観測手法を用いた人工降雨・降雪に関する研究 

 

副課題の研究担当者 

村上正隆、折笠成宏、斎藤篤思（物理気象研究部）、大竹秀明（物理気象研究部客員研究員） 
 
副課題の本年度の計画 

・航空機を用いた雲の内部構造の直接観測とシーディング実験に関する研究 
① 5 月から 7 月の観測期間中に、吸湿性粒子・ドライアイスを用いた航空機による小規模シーディン

グ実験と航空機・地上からの雲・降水の直接観測も含めた３週間程度の集中観測を実施する。人工

降雨に適した雲の出現の有無やシーディング効果の有無を明らかにする。  
② 地上からのシーディング実験の予備的実験を行う。 

3月までに実施できる見込み。 

研
究
報
告
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③ 降水量決定因子を用いたS/N比の高い統計的手法によるシーディング効果評価法の開発・改良を行

う。 
 

副課題の本年度の成果 

・航空機を用いた雲の内部構造の直接観測とシーディング実験に関する研究 
① 5月から 7月までの一夏を通した観測期間で、6月後半~7月初めの 3週間、早明浦ダム周辺で地上

からのリモセン観測・ゾンデ観測等と同期した航空機による吸湿性粒子及びドライアイスシーディ

ング実験と雲の直接観測を含めた集中観測を実施した。 
大気中エアロゾルの CCN 特性や雲粒数濃度から、観測した雲は人工降雨に適した大陸性あるいは

汚染海洋性の特徴を示すものが多く含まれることが示された。吸湿性粒子シーディングでは雲底付

近で雨粒の芽となる大粒の雲粒生成が、ドライアイスシーディングでは－5℃前後の比較的高い気

温域でも十分な数の氷晶生成が、それぞれ確認された。 
② 地上からの液体炭酸シーディング装置、着氷モニタリング装置を整備し、予備実験を行った。 
③ 観測データや 3次元モデルの結果を用いて、風上側の気象要素や雲物理量の中からダム集水域の降

水量を決定する因子を引き続き調査した。この物理的予測因子を用いてシーディング効果の有意性

を抽出できることが確認された。 
 

（副課題４）数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関する研究数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関す

る研究 

 

副課題の研究担当者 

加藤輝之、大泉三津夫、永戸久喜、林修吾、橋本明弘（予報研究部）、田尻拓也（物理気象研究部） 
財前祐二（環境・応用気象研究部）、山下克也、佐竹晋輔（物理気象研究部客員研究員） 

 
副課題の本年度の計画 

① 非静力学モデルを用いた人工降雨・降雪実験に関する研究 
・ ダム集水域（暖候期：早明浦ダム周辺域、冬季：北陸～新潟）における 1km-NHM の数値実験を

継続して行い、5月～7月の観測期間には準ルーティン的に 1km-NHMを実行する。     
・ 観測データを用いて 1km-NHM の予報精度を検証し、NHM の改良を行う。     
・ 長期シーディング実験を引き続き行うことにより、シーディング効果と広域にわたる影響を評価す

るとともに最適シーディング法の確立をめざす。     
・ NHM へのビン法の組み込みを引き続き行い、バルク法NHM 向け吸湿性シーディングスキームの

開発を行う。     
・ 2006年度の 12～3月を対象に地表面過程にSibを用いて、NHM を実行する。 
② 雲生成チェンバーおよび詳細雲物理ボックスモデルを用いた吸湿性粒子シーディング実験に関す

る研究 
・ 引き続き、雲生成チェンバーや詳細雲物理ボックスモデルを用いて、いろいろな大気中エアロゾル

の分布状態における最も有効なシーディング物質（粒子）の 物理化学的特性を固定する。  
 

副課題の本年度の成果 

① 非静力学モデルを用いた人工降雨・降雪実験に関する研究 
ダム集水域における水平分解能 1km の非静力学モデル（1km-NHM）の数値実験を 2008 年 4～5
月および 2008 年 10 月～2009 年 3 月の期間を対象に日本海側を中心に人工降雪の基礎資料とする

ために実行した。また、2008年 4～8月には四国・九州地方を中心として人工降雨を対象に実行し

た。実行結果はサブ課題 4「数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関する研究数値モデルを用いた

人工降雨・降雪に関する研究」に参加する他の研究機関（チーム 2）に提供した。 2008 年のサブ

課題 3「航空機等の直接観測手法を用いた人工降雨・降雪に関する研究」の人工降雨・降雪実験と

同期して、シーディング評価も含めて 1km-NHM を準ルーティン的に実行し、観測支援資料を提

供した。 
ヨウ化銀・液体炭酸を用いた地上シーディングを行えるスキームを 1km-NHM に導入し、その効

果を数値実験を実施して検討した。 吸湿性エアロゾル（雲核）から雲粒子・降水粒子までをカバ

ーするビン法雲物理モデルをNHM へ導入するための検討を行い、NHMに組み込んだ。 
② 雲生成チェンバーおよび詳細雲物理ボックスモデルを用いた吸湿性粒子シーディング実験に関す

2.2. 研究年次報告                                 他省庁予算（科学技術振興調整費） 

 

る研究 
室内実験では、標準的な大気状態にマイクロパウダーを付加することにより初期雲粒粒径分布に顕著

な変化が現れることを確認し、その効果の定量化を進めた。野外実験における多湿な環境下での吸湿性

粒子散布を可能にするため、固結防止剤の配合を検討し、その雲粒生成への影響評価を行った。結果を

もとに、次年度観測に使用するマイクロパウダーの仕様を決定した。フレア法による実験では、雲生成

チェンバー実験用の小型発炎筒を入手するとともに、燃焼による生成物の粒径分布データを取得した。

この生成粒子を付加した雲生成実験を実施し、初期雲粒粒径分布を取得した。 
 数値モデルについては、地球環境フロンティア研究センターと協力し、吸湿性エーロゾルに対する

雲・降水過程の依存性調査として、ハイブリッド雲微物理モデルによる巨大凝結核撒布の影響評価実験

を多数行った。これにより、降水効率を高める有効な撒布粒子の半径、数密度、タイミングに関する知

見を得、期待される増雨効果を評価した。より現実的なシーディング効果を評価するためにマイクロパ

ウダー法及びフレア法で使用する吸湿性粒子に近似した粒径分布を用いた計算を進めた。 
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③ 降水量決定因子を用いたS/N比の高い統計的手法によるシーディング効果評価法の開発・改良を行

う。 
 

副課題の本年度の成果 

・航空機を用いた雲の内部構造の直接観測とシーディング実験に関する研究 
① 5月から 7月までの一夏を通した観測期間で、6月後半~7月初めの 3週間、早明浦ダム周辺で地上

からのリモセン観測・ゾンデ観測等と同期した航空機による吸湿性粒子及びドライアイスシーディ

ング実験と雲の直接観測を含めた集中観測を実施した。 
大気中エアロゾルの CCN 特性や雲粒数濃度から、観測した雲は人工降雨に適した大陸性あるいは

汚染海洋性の特徴を示すものが多く含まれることが示された。吸湿性粒子シーディングでは雲底付

近で雨粒の芽となる大粒の雲粒生成が、ドライアイスシーディングでは－5℃前後の比較的高い気

温域でも十分な数の氷晶生成が、それぞれ確認された。 
② 地上からの液体炭酸シーディング装置、着氷モニタリング装置を整備し、予備実験を行った。 
③ 観測データや 3次元モデルの結果を用いて、風上側の気象要素や雲物理量の中からダム集水域の降

水量を決定する因子を引き続き調査した。この物理的予測因子を用いてシーディング効果の有意性

を抽出できることが確認された。 
 

（副課題４）数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関する研究数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関す

る研究 

 

副課題の研究担当者 

加藤輝之、大泉三津夫、永戸久喜、林修吾、橋本明弘（予報研究部）、田尻拓也（物理気象研究部） 
財前祐二（環境・応用気象研究部）、山下克也、佐竹晋輔（物理気象研究部客員研究員） 

 
副課題の本年度の計画 

① 非静力学モデルを用いた人工降雨・降雪実験に関する研究 
・ ダム集水域（暖候期：早明浦ダム周辺域、冬季：北陸～新潟）における 1km-NHM の数値実験を

継続して行い、5月～7月の観測期間には準ルーティン的に 1km-NHMを実行する。     
・ 観測データを用いて 1km-NHM の予報精度を検証し、NHM の改良を行う。     
・ 長期シーディング実験を引き続き行うことにより、シーディング効果と広域にわたる影響を評価す

るとともに最適シーディング法の確立をめざす。     
・ NHM へのビン法の組み込みを引き続き行い、バルク法NHM 向け吸湿性シーディングスキームの

開発を行う。     
・ 2006年度の 12～3月を対象に地表面過程にSibを用いて、NHM を実行する。 
② 雲生成チェンバーおよび詳細雲物理ボックスモデルを用いた吸湿性粒子シーディング実験に関す

る研究 
・ 引き続き、雲生成チェンバーや詳細雲物理ボックスモデルを用いて、いろいろな大気中エアロゾル

の分布状態における最も有効なシーディング物質（粒子）の 物理化学的特性を固定する。  
 

副課題の本年度の成果 

① 非静力学モデルを用いた人工降雨・降雪実験に関する研究 
ダム集水域における水平分解能 1km の非静力学モデル（1km-NHM）の数値実験を 2008 年 4～5
月および 2008 年 10 月～2009 年 3 月の期間を対象に日本海側を中心に人工降雪の基礎資料とする

ために実行した。また、2008年 4～8月には四国・九州地方を中心として人工降雨を対象に実行し

た。実行結果はサブ課題 4「数値モデルを用いた人工降雨・降雪に関する研究数値モデルを用いた

人工降雨・降雪に関する研究」に参加する他の研究機関（チーム 2）に提供した。 2008 年のサブ

課題 3「航空機等の直接観測手法を用いた人工降雨・降雪に関する研究」の人工降雨・降雪実験と

同期して、シーディング評価も含めて 1km-NHM を準ルーティン的に実行し、観測支援資料を提

供した。 
ヨウ化銀・液体炭酸を用いた地上シーディングを行えるスキームを 1km-NHM に導入し、その効

果を数値実験を実施して検討した。 吸湿性エアロゾル（雲核）から雲粒子・降水粒子までをカバ

ーするビン法雲物理モデルをNHM へ導入するための検討を行い、NHMに組み込んだ。 
② 雲生成チェンバーおよび詳細雲物理ボックスモデルを用いた吸湿性粒子シーディング実験に関す
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る研究 
室内実験では、標準的な大気状態にマイクロパウダーを付加することにより初期雲粒粒径分布に顕著

な変化が現れることを確認し、その効果の定量化を進めた。野外実験における多湿な環境下での吸湿性

粒子散布を可能にするため、固結防止剤の配合を検討し、その雲粒生成への影響評価を行った。結果を

もとに、次年度観測に使用するマイクロパウダーの仕様を決定した。フレア法による実験では、雲生成

チェンバー実験用の小型発炎筒を入手するとともに、燃焼による生成物の粒径分布データを取得した。

この生成粒子を付加した雲生成実験を実施し、初期雲粒粒径分布を取得した。 
 数値モデルについては、地球環境フロンティア研究センターと協力し、吸湿性エーロゾルに対する

雲・降水過程の依存性調査として、ハイブリッド雲微物理モデルによる巨大凝結核撒布の影響評価実験

を多数行った。これにより、降水効率を高める有効な撒布粒子の半径、数密度、タイミングに関する知

見を得、期待される増雨効果を評価した。より現実的なシーディング効果を評価するためにマイクロパ

ウダー法及びフレア法で使用する吸湿性粒子に近似した粒径分布を用いた計算を進めた。 
 

研
究
報
告
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東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究 

 
研 究 年 次：      2 年目（平成 19年度～平成 21年度） 
参画機関代表者：   斉藤和雄（予報研究部 第二研究室長） 

研究担当者：     斉藤和雄・林修吾・瀬古弘・小司禎教・川畑拓矢（予報研究部）、上野充・國井勝（台

風研究部） 

 
研究の目的 

近年、東南アジア域においても、地球規模の気候変動との関連や経済活動高度化に伴う社会の脆弱化

によって、熱帯低気圧やスコールラインなどに伴う暴風雨災害が増加しつつあり、このような社会的経

済的に影響の大きい気象災害の予測・低減が急務となっている。 
本研究では、東南アジア地域での高分解能なダウンスケール数値天気予報実験を国際的連携の下に継続

実施して、気象災害、特に集中豪雨災害の軽減に資する対策判断支援システムを構築することを目的と

する。 
本研究は、東南アジア諸国における我々の大気科学研究の協力・連携を強化し、オープンで対等な官・

学の多層的パートナーシップの構築を通して、東南アジア域さらには熱帯域、全地球的な気象災害軽減

に資するための「東南アジア地域気象災害軽減国際共同研究推進ネットワーク」の立上げを行う。 
 

本年度の計画 

① 気象庁メソモデルの精緻化と検証予報実験 
・ エアロゾルを予報変数化したスキームによる予報実験とその検証  
・ bin モデルを組み込んだ雲物理過程による予報実験とその検証  
・ 熱帯域実験の検証に基づくモデル特性の把握と積雲パラメタリゼーションの最適化 
・ メソアンサンブル実験の熱帯域適用と結果の検証  
② メソモデル国際共同研究のための環境整備 
・ 前年に引き続き、モデルのドキュメント及び周辺ツールを整備するとともに、国外の計算機環境で

モデルを実行するテストを行う。  
・ メソアンサンブル予報を熱帯域に適用するためのツールの整備  
③ メソモデル用データ同化システムを用いた熱帯域同化実験 
・ GPS データや衛星データを含めた同化実験の実施  
・ 台風ボーガスデータの検証とパラメータの調整  
・ 非静力学 4次元変分法の熱帯域への適用について検討  

 
本年度の成果 

① 気象庁メソモデルの精緻化と検証予報実験 
  気象庁メソモデル（NHM）を 20km 解像度にして 2007年 7月と 2008年 1月の各 15日間に対し

て、日本域と東南アジア域でNCEP 全球解析を初期値とする 36時間予報を行い、レーダーアメダス

解析雨量（日本域のみ）、衛星マイクロ波放射計による全球降水雨量（CMORPH）、ゾンデ観測との

比較による検証を行うとともに、米国コミュニティモデル WRF と比較した。日本域では NHM と

WRF は降水予測精度的に殆ど差が無くスレットスコアはほぼ同等だったが、東南アジア域では乾季

（7 月）は WRF が、雨季（1 月）はNHM が僅かに良かった。全般にWRF では降水を NHM より

多めに予報する傾向があり、NHMの方がバイアススコアは 1に近かった。ゾンデ検証でも大きな差

は無かったが風の RMSE は僅かに NHM の方が良かった。東南アジア域での降水の予測精度は日本

域より低く、初期値解析やモデルの物理過程に改善すべき余地が大きいことが分かった。 
これらの実験に際して、積雲対流パラメタリゼーションにおける降水転換率や数値拡散の大きさな

どを、20km 解像度向けに調整した。 
2008年 5月にミャンマーを襲ったサイクロンNargis について、気象庁高分解能全球解析を初期値

にした 10kmNHM による予報実験をおこない、サイクロンのミャンマー南部への上陸と上陸前の発

達をシミュレートした。気象庁海面水温解析と NCEP 海面水温解析を用いた場合の比較、および海

面水温に関する感度実験を行い、サイクロンの発達に海面水温の高温度域の存在が重要だったことが

わかった。予報地表風を用いて、プリンストン海洋モデルによる高潮シミュレーションを行い、イラ

ワジ川河口付近で 3.2ｍの最大潮位を得た。一方、高解像度全球モデルの予報結果を用いた高潮シミ
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ュレーションでは、最大潮位は 90cm にとどまった。これにより、NHM を用いたダウンスケール予

報によりこの地域の高潮が 2日前に予測可能だったことが分かった。 
気象庁週間アンサンブル予報の初期値と境界値の摂動を用いたNHMによるメソアンサンブル予報

システムを構築し、熱帯域に適用した。2008年 5月にミャンマーを襲ったサイクロンNargis につい

てのアンサンブル予報実験を行い、アンサンブル予報により 2日後のサイクロンの位置が 200-300km
ばらつき、気象庁の北西太平洋における台風進路予報の予報精度程度のスプレッドが得られた。その

位置は進行方向に長軸を持つ楕円の範囲にばらつき、上陸時間の予測が難しいケースであったことが

分かった。週間アンサンブル予報とNHMによるメソアンサンブル予報の各メンバーの予報について、

高潮シミュレーションを行い、週間アンサンブル予報からでは高潮は予報されないこと、メソアンサ

ンブル予報では 4m 近い潮位偏差が予測されることを確認した。 
2005 年 7 月にインド、ムンバイで発生した記録的豪雨について、気象庁全球解析を初期値に用い

て 5kmNHM で再現実験を行い、ほぼ実況に対応する 17 時間で 1,100mm を超える降水を得た。

5kmNHM にネストとした 1kmNHMによる実験を行い、降水システムの気流構造の詳細や豪雨の要

因を調べた。このケースでは、降水が山脈域でブロックされたコールドプールに、ベンガル湾側から

湿った西風が乗り上げることにより生じており、降水域の北側から入る別の下層風による水蒸気供給

が降水を強化していることが分かった。 
② メソモデル国際共同研究のための環境整備 
  NHMを東南アジア域で走らせるための周辺ツールを整備し、1.25度気象庁全球解析、20km 全球

モデル面ガウス格子、週間 EPS 予報値ファイルからのネストを可能にした。土壌温度気候値を作成

するツールを整備した。地表面気圧の計算において、モデル地形の違いを補正する手法を従来より精

度の良いものに変更した。ユーザーズガイドとして、和文マニュアルの英訳を進めた。NHM 利用申

請のあった国外機関（インドネシア、シンガポール、ベトナム）での計算機環境でモデルの動作を確

認した。 
  メソアンサンブル予報を熱帯域に適用するためのツールとして、気象庁週間 EPS の気圧面予報値

ファイルからから摂動成分を取り出して、初期値境界値にインクリメントとして加える仕組みを作成

した。 
③ メソモデル用データ同化システムを用いた熱帯域同化実験 

  ミャンマーを襲ったサイクロンNargis を対象として、メソ 4次元変分法を熱帯域に適用して、台風

ボーガスやGPS 掩蔽データを同化する同化予報実験を行った。台風ボーガスを用いない場合に比べて、

強度予報が大きく改善することを確認した。東南アジアの地上GPS データのリアルタイム解析とメソ

4次元変分法による同化実験を行った。地上GPSデータの同化により台風の強度が改善することが分

かった。ムンバイ豪雨の事例について、NHM を用いる局所アンサンブルカルマンフィルタを用いる

同化実験に着手した。 
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東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究 

 
研 究 年 次：      2 年目（平成 19年度～平成 21年度） 
参画機関代表者：   斉藤和雄（予報研究部 第二研究室長） 

研究担当者：     斉藤和雄・林修吾・瀬古弘・小司禎教・川畑拓矢（予報研究部）、上野充・國井勝（台

風研究部） 

 
研究の目的 

近年、東南アジア域においても、地球規模の気候変動との関連や経済活動高度化に伴う社会の脆弱化

によって、熱帯低気圧やスコールラインなどに伴う暴風雨災害が増加しつつあり、このような社会的経

済的に影響の大きい気象災害の予測・低減が急務となっている。 
本研究では、東南アジア地域での高分解能なダウンスケール数値天気予報実験を国際的連携の下に継続

実施して、気象災害、特に集中豪雨災害の軽減に資する対策判断支援システムを構築することを目的と

する。 
本研究は、東南アジア諸国における我々の大気科学研究の協力・連携を強化し、オープンで対等な官・

学の多層的パートナーシップの構築を通して、東南アジア域さらには熱帯域、全地球的な気象災害軽減

に資するための「東南アジア地域気象災害軽減国際共同研究推進ネットワーク」の立上げを行う。 
 

本年度の計画 

① 気象庁メソモデルの精緻化と検証予報実験 
・ エアロゾルを予報変数化したスキームによる予報実験とその検証  
・ bin モデルを組み込んだ雲物理過程による予報実験とその検証  
・ 熱帯域実験の検証に基づくモデル特性の把握と積雲パラメタリゼーションの最適化 
・ メソアンサンブル実験の熱帯域適用と結果の検証  
② メソモデル国際共同研究のための環境整備 
・ 前年に引き続き、モデルのドキュメント及び周辺ツールを整備するとともに、国外の計算機環境で

モデルを実行するテストを行う。  
・ メソアンサンブル予報を熱帯域に適用するためのツールの整備  
③ メソモデル用データ同化システムを用いた熱帯域同化実験 
・ GPS データや衛星データを含めた同化実験の実施  
・ 台風ボーガスデータの検証とパラメータの調整  
・ 非静力学 4次元変分法の熱帯域への適用について検討  

 
本年度の成果 

① 気象庁メソモデルの精緻化と検証予報実験 
  気象庁メソモデル（NHM）を 20km 解像度にして 2007年 7月と 2008年 1月の各 15日間に対し

て、日本域と東南アジア域でNCEP 全球解析を初期値とする 36時間予報を行い、レーダーアメダス

解析雨量（日本域のみ）、衛星マイクロ波放射計による全球降水雨量（CMORPH）、ゾンデ観測との

比較による検証を行うとともに、米国コミュニティモデル WRF と比較した。日本域では NHM と

WRF は降水予測精度的に殆ど差が無くスレットスコアはほぼ同等だったが、東南アジア域では乾季

（7 月）は WRF が、雨季（1 月）はNHM が僅かに良かった。全般にWRF では降水を NHM より

多めに予報する傾向があり、NHMの方がバイアススコアは 1に近かった。ゾンデ検証でも大きな差

は無かったが風の RMSE は僅かに NHM の方が良かった。東南アジア域での降水の予測精度は日本

域より低く、初期値解析やモデルの物理過程に改善すべき余地が大きいことが分かった。 
これらの実験に際して、積雲対流パラメタリゼーションにおける降水転換率や数値拡散の大きさな

どを、20km 解像度向けに調整した。 
2008年 5月にミャンマーを襲ったサイクロンNargis について、気象庁高分解能全球解析を初期値

にした 10kmNHM による予報実験をおこない、サイクロンのミャンマー南部への上陸と上陸前の発

達をシミュレートした。気象庁海面水温解析と NCEP 海面水温解析を用いた場合の比較、および海

面水温に関する感度実験を行い、サイクロンの発達に海面水温の高温度域の存在が重要だったことが

わかった。予報地表風を用いて、プリンストン海洋モデルによる高潮シミュレーションを行い、イラ

ワジ川河口付近で 3.2ｍの最大潮位を得た。一方、高解像度全球モデルの予報結果を用いた高潮シミ

2.2. 研究年次報告                                  他省庁予算（科学技術振興調整費） 

 

ュレーションでは、最大潮位は 90cm にとどまった。これにより、NHM を用いたダウンスケール予

報によりこの地域の高潮が 2日前に予測可能だったことが分かった。 
気象庁週間アンサンブル予報の初期値と境界値の摂動を用いたNHMによるメソアンサンブル予報

システムを構築し、熱帯域に適用した。2008年 5月にミャンマーを襲ったサイクロンNargis につい

てのアンサンブル予報実験を行い、アンサンブル予報により 2日後のサイクロンの位置が 200-300km
ばらつき、気象庁の北西太平洋における台風進路予報の予報精度程度のスプレッドが得られた。その

位置は進行方向に長軸を持つ楕円の範囲にばらつき、上陸時間の予測が難しいケースであったことが

分かった。週間アンサンブル予報とNHMによるメソアンサンブル予報の各メンバーの予報について、

高潮シミュレーションを行い、週間アンサンブル予報からでは高潮は予報されないこと、メソアンサ

ンブル予報では 4m 近い潮位偏差が予測されることを確認した。 
2005 年 7 月にインド、ムンバイで発生した記録的豪雨について、気象庁全球解析を初期値に用い

て 5kmNHM で再現実験を行い、ほぼ実況に対応する 17 時間で 1,100mm を超える降水を得た。

5kmNHM にネストとした 1kmNHMによる実験を行い、降水システムの気流構造の詳細や豪雨の要

因を調べた。このケースでは、降水が山脈域でブロックされたコールドプールに、ベンガル湾側から

湿った西風が乗り上げることにより生じており、降水域の北側から入る別の下層風による水蒸気供給

が降水を強化していることが分かった。 
② メソモデル国際共同研究のための環境整備 
  NHMを東南アジア域で走らせるための周辺ツールを整備し、1.25度気象庁全球解析、20km 全球

モデル面ガウス格子、週間 EPS 予報値ファイルからのネストを可能にした。土壌温度気候値を作成

するツールを整備した。地表面気圧の計算において、モデル地形の違いを補正する手法を従来より精

度の良いものに変更した。ユーザーズガイドとして、和文マニュアルの英訳を進めた。NHM 利用申

請のあった国外機関（インドネシア、シンガポール、ベトナム）での計算機環境でモデルの動作を確

認した。 
  メソアンサンブル予報を熱帯域に適用するためのツールとして、気象庁週間 EPS の気圧面予報値

ファイルからから摂動成分を取り出して、初期値境界値にインクリメントとして加える仕組みを作成

した。 
③ メソモデル用データ同化システムを用いた熱帯域同化実験 

  ミャンマーを襲ったサイクロンNargis を対象として、メソ 4次元変分法を熱帯域に適用して、台風

ボーガスやGPS 掩蔽データを同化する同化予報実験を行った。台風ボーガスを用いない場合に比べて、

強度予報が大きく改善することを確認した。東南アジアの地上GPS データのリアルタイム解析とメソ

4次元変分法による同化実験を行った。地上GPSデータの同化により台風の強度が改善することが分

かった。ムンバイ豪雨の事例について、NHM を用いる局所アンサンブルカルマンフィルタを用いる

同化実験に着手した。 
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2.2. 研究年次報告                               他省庁予算（地球環境保全等試験研究費） 

民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気体の観測に関す

る研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究担当者： 松枝秀和、澤 庸介（地球化学研究部） 
 
研究の目的 

民間航空機を利用したアジア太平洋域上空を中心とする高頻度と広領域にわたる温室効果気体の時

間・空間分布観測を実施して、大量のデータを収集する。収集された観測データのデータベース化を通

して、全球の炭素循環の解析的研究に利用すると同時に、インバースモデルや温室効果気体観測衛星の

精度向上に役立てる。 
 

本年度の計画 

 ① JAL 所有の 5機に航空機用観測装置CME とASE を搭載し、観測データを収集する。      
② 前年度に確立された品質評価手法を適応して、過去 2年間の測定データの品質を向上させる。     
③ 解析に必要な観測データの抽出とその図化の高度化を図るために、データベース化の手法を確立す

る。 
    

本年度の成果 

① JAL 所有の B747-400 型機にASE を搭載した観測については、豪州と日本を結ぶ路線において実

施することとし、本年度はほぼ計画通り合計 23 回の観測フライトが行われた。一方、B747-400
型機とB777-200ER型機にCME を搭載したCO2観測については、2008年の 3月から 6月にかけ

て制御ソフトウエアー改修のため一時休止したが、その間、米国航空局の改修承認を取得すること

に成功し、様々な運航状況に対応できる観測が可能となった。この新ソフトウエアーを搭載した

CME 観測を 2008 年７月から再開し、その後は計画通り観測が継続され、アジア・欧州・北米路

線で膨大なCO2濃度の観測データを収集した。 
② 前年度に確立された品質評価手法に基づいて、自動処理を行うための解析アルゴリズムを構築し、

その処理ソフトウエアーを開発した。これを適応して、2005 年 11月から 2008 年 3月までの 117
万個の大量のデータに対する品質評価を行った。この評価結果を詳細にチェックした結果、自動処

理手順に問題がないことが確認された。但し、自動処理が困難な若干のデータに関しては手動によ

る識別を行った。これら一連の品質評価を通して、2008 年 3 月までに取得されたすべての観測値

について、測定精度のランク付けによるデータ選別が完了した。 
③ 航空機の 3次元的な観測データを時系列解析するに当たっては、フライト時の気象状態が毎回変化

するため、データを適切に分別しておく必要があるが、データを取得した位置情報（緯度・経度・

高度）による分別では不適切であることが認められた。これに対して、観測場に適した気象パラメ

ーター（渦位・温位・境界層高度・等価緯度等）を用いたデータ分別が CO2 の濃度変動解析にお

いて有効であることが分かった。そこで、気象庁の再解析データ（JCDAS）を利用したCO2観測

値に対応する気象パラメーターの計算と、そのデータベースを作成するための手法を確立した。同

時に、データベースを確認するための図化ソフトウエアーの開発も行った。試験用のデータベース

を作成し、対流圏界面付近の観測データを調べた結果、気象パラメーターによる成層圏/対流圏の

選別が良好であることが検証された。 
  

2.2. 研究年次報告                               他省庁予算（地球環境保全等試験研究費） 

親生物気体の同時連続測定による生態系監視技術の開発 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 22年度） 
研究代表者： 松枝秀和（地球化学研究部 第一研究室長）    
研究担当者： 松枝秀和、澤庸介（地球化学研究部） 

 
研究の目的 

環境汚染や森林破壊等の人間活動により陸域生態系が受ける影響を監視するために、生態系内の大

気・植生・土壌の間で循環する親生物気体（二酸化炭素やメタン等）の動態変化を監視する技術を開発

し、それを指標とした新たな生態系診断のための評価手法の確立を目的とする。  
 

本年度の計画 

① 多成分濃度同時測定分析計の分析部の設計のために、測定に適した吸収線波長を検討し、構成部品

の選定を行う。   
②  分析計の製作のために、標準ガス導入実験を含めた各構成部品の性能・耐久性に関する基礎試験を

行う。  
③ 生態系内の親生物気体成分の濃度変動範囲の情報を収集するため、高山の森林観測サイトにおいて、

空気試料の採取と分析による予備的調査を行う。 
   

本年度の成果 

 
① 大気微量成分の測定については、安価で長期計測が可能であるという、モニタリングに適した点を

重視して、分散型赤外分析の手法を採用することとし、まず、その概念設計を行った。装置の主要

部品は光源部、試料部及び検出部からなりもので、各主要部で用いるデバイスの仕様検討と選定を

行った結果、光源には長寿命の冷却型赤外発光ダイオードを用い、光源強度の経時変化に対してフ

ィードバック機構を装備することとした。複数の発光ダイオードから射出された光は、積分球にお

いて混合した後、試料部に導入することとなり、試料部は多重反射光路セルを利用し、気体成分濃

度に応じて全光路長を調整することとした。検出部では回折格子により波長毎に分光し、多数のフ

ォトダイオードを組み合わせた集合体（フォトダイオードアレイ）構造にすることで検出感度を大

幅に向上できることが分った。 
② 概念設計に基づいて選定した各部のデバイスについて性能試験を実施した結果、メーカー仕様をほ

ぼ満たしていることが確認された。電源を使用するデバイスについては安定化のために精密な

AC/DC 変換電源の利用が不可欠であった。さらに、個々のデバイスについて環境特性試験を行っ

た。光源の発光波長及び検出器は温度依存性があり、厳密に温度を制御する必要が認められた。ま

た、多重反射光路セルは感度に応じてミラーの位置を変更できる可動型の導入を検討すると同時に、

セル内の温調・圧力制御機能が精度向上に必要であることが分かった。これら性能向上のための付

属部を追加して試作器を製作した。 
③ 高山の森林観測サイトにおける森林内の大気採取を年4回実施すると同時に、土壌チャンバー実験

で得られる空気試料の採取も行った。これらの試料空気について、多成分分析計の測定対象と想定

している二酸化炭素（CO2）、一酸化二窒素（N2O)、及びメタン（CH4）の濃度を測定した結果、

微量気体の濃度は季節や時間帯によって変動することが認められた。また、チャンバー実験の空気

分析から、高山の森林土壌はCO2とN2O の放出源であるのに対して、CH4は弱い吸収源として働

いていることが見出された。 
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民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気体の観測に関す

る研究 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究担当者： 松枝秀和、澤 庸介（地球化学研究部） 
 
研究の目的 

民間航空機を利用したアジア太平洋域上空を中心とする高頻度と広領域にわたる温室効果気体の時

間・空間分布観測を実施して、大量のデータを収集する。収集された観測データのデータベース化を通

して、全球の炭素循環の解析的研究に利用すると同時に、インバースモデルや温室効果気体観測衛星の

精度向上に役立てる。 
 

本年度の計画 

 ① JAL 所有の 5機に航空機用観測装置CME とASE を搭載し、観測データを収集する。      
② 前年度に確立された品質評価手法を適応して、過去 2年間の測定データの品質を向上させる。     
③ 解析に必要な観測データの抽出とその図化の高度化を図るために、データベース化の手法を確立す

る。 
    

本年度の成果 

① JAL 所有の B747-400 型機にASE を搭載した観測については、豪州と日本を結ぶ路線において実

施することとし、本年度はほぼ計画通り合計 23 回の観測フライトが行われた。一方、B747-400
型機とB777-200ER型機にCME を搭載したCO2観測については、2008年の 3月から 6月にかけ

て制御ソフトウエアー改修のため一時休止したが、その間、米国航空局の改修承認を取得すること

に成功し、様々な運航状況に対応できる観測が可能となった。この新ソフトウエアーを搭載した

CME 観測を 2008 年７月から再開し、その後は計画通り観測が継続され、アジア・欧州・北米路

線で膨大なCO2濃度の観測データを収集した。 
② 前年度に確立された品質評価手法に基づいて、自動処理を行うための解析アルゴリズムを構築し、

その処理ソフトウエアーを開発した。これを適応して、2005 年 11月から 2008 年 3月までの 117
万個の大量のデータに対する品質評価を行った。この評価結果を詳細にチェックした結果、自動処

理手順に問題がないことが確認された。但し、自動処理が困難な若干のデータに関しては手動によ

る識別を行った。これら一連の品質評価を通して、2008 年 3 月までに取得されたすべての観測値

について、測定精度のランク付けによるデータ選別が完了した。 
③ 航空機の 3次元的な観測データを時系列解析するに当たっては、フライト時の気象状態が毎回変化

するため、データを適切に分別しておく必要があるが、データを取得した位置情報（緯度・経度・

高度）による分別では不適切であることが認められた。これに対して、観測場に適した気象パラメ

ーター（渦位・温位・境界層高度・等価緯度等）を用いたデータ分別が CO2 の濃度変動解析にお

いて有効であることが分かった。そこで、気象庁の再解析データ（JCDAS）を利用したCO2観測

値に対応する気象パラメーターの計算と、そのデータベースを作成するための手法を確立した。同

時に、データベースを確認するための図化ソフトウエアーの開発も行った。試験用のデータベース

を作成し、対流圏界面付近の観測データを調べた結果、気象パラメーターによる成層圏/対流圏の

選別が良好であることが検証された。 
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親生物気体の同時連続測定による生態系監視技術の開発 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 22年度） 
研究代表者： 松枝秀和（地球化学研究部 第一研究室長）    
研究担当者： 松枝秀和、澤庸介（地球化学研究部） 

 
研究の目的 

環境汚染や森林破壊等の人間活動により陸域生態系が受ける影響を監視するために、生態系内の大

気・植生・土壌の間で循環する親生物気体（二酸化炭素やメタン等）の動態変化を監視する技術を開発

し、それを指標とした新たな生態系診断のための評価手法の確立を目的とする。  
 

本年度の計画 

① 多成分濃度同時測定分析計の分析部の設計のために、測定に適した吸収線波長を検討し、構成部品

の選定を行う。   
②  分析計の製作のために、標準ガス導入実験を含めた各構成部品の性能・耐久性に関する基礎試験を

行う。  
③ 生態系内の親生物気体成分の濃度変動範囲の情報を収集するため、高山の森林観測サイトにおいて、

空気試料の採取と分析による予備的調査を行う。 
   

本年度の成果 

 
① 大気微量成分の測定については、安価で長期計測が可能であるという、モニタリングに適した点を

重視して、分散型赤外分析の手法を採用することとし、まず、その概念設計を行った。装置の主要

部品は光源部、試料部及び検出部からなりもので、各主要部で用いるデバイスの仕様検討と選定を

行った結果、光源には長寿命の冷却型赤外発光ダイオードを用い、光源強度の経時変化に対してフ

ィードバック機構を装備することとした。複数の発光ダイオードから射出された光は、積分球にお

いて混合した後、試料部に導入することとなり、試料部は多重反射光路セルを利用し、気体成分濃

度に応じて全光路長を調整することとした。検出部では回折格子により波長毎に分光し、多数のフ

ォトダイオードを組み合わせた集合体（フォトダイオードアレイ）構造にすることで検出感度を大

幅に向上できることが分った。 
② 概念設計に基づいて選定した各部のデバイスについて性能試験を実施した結果、メーカー仕様をほ

ぼ満たしていることが確認された。電源を使用するデバイスについては安定化のために精密な

AC/DC 変換電源の利用が不可欠であった。さらに、個々のデバイスについて環境特性試験を行っ

た。光源の発光波長及び検出器は温度依存性があり、厳密に温度を制御する必要が認められた。ま

た、多重反射光路セルは感度に応じてミラーの位置を変更できる可動型の導入を検討すると同時に、

セル内の温調・圧力制御機能が精度向上に必要であることが分かった。これら性能向上のための付

属部を追加して試作器を製作した。 
③ 高山の森林観測サイトにおける森林内の大気採取を年4回実施すると同時に、土壌チャンバー実験

で得られる空気試料の採取も行った。これらの試料空気について、多成分分析計の測定対象と想定

している二酸化炭素（CO2）、一酸化二窒素（N2O)、及びメタン（CH4）の濃度を測定した結果、

微量気体の濃度は季節や時間帯によって変動することが認められた。また、チャンバー実験の空気

分析から、高山の森林土壌はCO2とN2O の放出源であるのに対して、CH4は弱い吸収源として働

いていることが見出された。 

研
究
報
告

� － 63 －



2.2. 研究年次報告                            他省庁予算（地球環境研究総合推進費） 

アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成 

サブテーマ：日降水量グリッドデータによる気候モデル降水量の評価 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究担当者： 鬼頭昭雄、上口賢治（気候研究部） 

 

研究の目的 

アジア地域の水資源・水循環への温暖化影響評価のためには、空間解像度が高くかつ地形を考慮した

日降水量グリッドデータが必要であり、本研究では、雨量計や衛星の各データを組み合わせることで、

地形効果を反映した新たな高解像度降水グリッドデータを作成することを目的とする。 
 

本年度の計画 

 ① 中央アジア、ロシアの日降水量検証を行う。  
② 衛星結合プロダクトにより、内陸湖や付近の海域を含めた降水量分布の検証を行う。  
③ 気象研究所のモデルによる現在ランと温暖化ランを比較し、温暖化による降水の変化を解析する。  
  

本年度の成果 

平成 21 年度から 22 年度までの 2 年間の研究延長が決定したため、当初の計画にあったモデル

降水量の検証などの応用研究は先送りし、本年度は降水データの精度向上とデータの期間を過去に

延ばすことに注力することとした。 
これまで収集した大量の雨量データを入力データとして使えるように編集し、降水量内挿システ

ムの大幅な刷新を行った。品質チェック（QC）プログラムでは大量の地点降水量データを扱うこ

とから、リレーショナルデータベースを用いた領域時系列解析などの新しい手法を開発した。これ

によって、GHCN やGSOD といった、広く使われている公開データセットにも、ミリ/インチ変換

ミスなどのデータが数多く存在することを発見した。これらのエラー情報は、今後公開するプロダ

クトに順次反映される予定である。 
内挿については、Xie et al. (2007)が採用したマウンテンマッパー法（MM法：雨量そのもので

はなく、参照気候値からの雨量の比を内挿する方法）の効果を確認するため、クロスバリデーショ

ンを行った。その結果、MM法は短期間降水量の補正にはほとんど効果がなかったが、雨量計の空

間密度が低い場所での長期雨量については、地形性降水のバイアス補正に効果があることが確認さ

れた。また、現在採用している Shepard タイプの内挿法では、空間分布が滑らかになりすぎるた

め、重み関数に山岳による降水遮蔽などの地形効果を加味した新手法を開発した。これによって、

ヒマラヤ、西ガーツ、ボルネオなど地形が急峻な場所での降水分布パターンが著しく改善された。 
雨量計の特性として、雪のような固体降水の場合、風によって捕捉率が低下することが知られて

いる。その影響は非常に大きく、山岳や高緯度地域の水収支を正しく評価するためには、捕捉率補

正が必須と言われている。それにもかかわらず、捕捉率補正をした日降水量データセットは存在し

ないため、WMO が公開している各国の雨量計機器の捕捉率関数と、JRA25 再解析の大気データ

を用いた汎用性の高い捕捉率補正スキームを開発した。 
以上の開発により、本プロジェクトの主目的である日降水グリッドデータ（APHRO_V0902）

を計画通りに作成することができた。 
また実行計画には無かったが、他プロジェクトからの要請があったため、日本域での高解像度日

降水データ（APHRO_JP）の試作を行い、レーダーアメダスとの比較を行った。その結果、気候

値で比較した場合、APHRO_JP の方がレーダーアメダスより、気象庁メッシュ気候値に近いこと

が分かった。またレーダーアメダスでは解析手法が変わった 2001 年を境に大きく性質が変化して

おり（2001年以前は正、以降は負のバイアス）、トレンド解析に使えないことが分かった。以上の

結果からレーダーアメダスに対するAPHRO_JP の優位性を示すことができた。 
日本については既に 1900年から 2008年までの日降水量、及び 1978年から 2000年までの 1時

間降水量データについても試作しており、今後検証を行う予定である。 
 

2.2. 研究年次報告                            他省庁予算（地球環境研究総合推進費） 

地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合

的研究（サブテーマ：マルチ気候モデルにおける諸現象の再現性比較とその将

来変化に関する研究）（サブサブテーマ名）(3)季節予測に係わる短期気候変動

の再現性とその将来予測 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 23年度） 
研究担当者： 尾瀬智昭・鬼頭昭雄・楠昌司・保坂征宏・足立恭将・安田珠幾・行本誠史・遠藤洋和・ 

石原幸司（以上気候研究部）、柴田清孝（環境・応用気象研究部） 

 
研究の目的 

気候変動シナリオに関し、将来気候に関する重要な現象をできる限りカバーするように個別現象につ

いてサブテーマを設定し、PCMDI に集約されている気候モデルの現在気候再現性および将来予測を比

較評価することとなっている。そのために、焦点を当てる各現象に対して豊富な知見を持つ研究者によ

ってサブテーマを分担することとなっている。 
サブサブテーマ（3）においては、20 世紀結合実験における、地上気温の時間的空間的変動およびそ

の季節予測に係わるエルニーニョ南方振動・夏冬モンスーン・北半球環状モード・雪氷などの短期気候

変動の再現性を、観測データ・再解析データを用いて比較・評価することにより、その将来変化の不確

実性・信頼性に関する知見を得る。 
 

本年度の計画 

① 既存の地上気象観測データおよび降水量等の補助観測データを収集・整理し、地上気温など地上要

素の時間的・空間的な再現性の評価を行う上での 指標を作成する。 
② 大気再解析データ・海洋同化データ・降水量データなどの解析データおよび解析ツールを整理し、

エルニーニョ南方振動・夏冬モンスーン・北半球環状モードの変動特性の表現方法およびモデル間

で比較する方法を検討し、適切な指標を作成する。 
③ 積雪・海氷被覆率について、観測と 20 世紀結合実験のマルチモデル相互比較を行い、スキルスコ

アの指標を作成する。 
スキルスコアの作成については来年度実施する予定。 

 
本年度の成果 

① 14の全球モデルデータの 20世紀末（20C3M実験）と 21世紀末（SRES A1B 実験）の各 20年間

の日地上気温 データを使用して、月平均地上気温の年々変動および日平均気温の 月ごとの日々変

動の現在気候再現精度および将来変化を調べた。特に、モデルの現在気候での地上気温日々変動は

再解析データと比べて過小評価となっていたことが分かった。21 世紀末のものについては、モデ

ル間の差は大きいものの、その差は中緯度の夏季の陸上では増加、他の季節の陸上と海上では一年

を通して減少する傾向が見られた。 
IPCC・CMIP3各モデルにおける全球平均や帯状平均した地上気温の経年変化を、気象庁による観

測統計値と比較することで、モデルごとの再現性やモデル間の違いを把握した。 
② CMIP3マルチモデルデータセットにおけるA1Bシナリオ実験について、20世紀から 21世紀にか

けての ENSO 周期・振幅の変化を表層貯熱量に着目して調べた。20 世紀の ENSO 周期と振幅の

間には関係は見られず、また、21世紀でのENSO 周期と振幅の変化傾向は、モデルによって異な

っていた。21世紀でのENSO 振幅の変化は、熱帯太平洋表層の平均的成層構造の変化と関係があ

ることが明らかとなった。さらに、21 世紀でのENSO 周期の変化は、熱帯太平洋表層の平均的成

層構造の変化とは関係が見られなかった一方で、温暖化における ENSO 周期の変化と西部赤道太

平洋での暖水の蓄積時間の変化には関係があることが示唆された。 
CMIP3 マルチモデルデータセットの 20 世紀再現実験について、20 の気候モデルにおける海洋第

一変形半径を計算し、観測水温塩分資料から計算した第一変形半径との比較を行った。モデルの第

一変形半径は、観測結果をうまく再現しているモデルもあるが、モデルによって大きく異なること

が明らかとなった。また、波長の長い傾圧ロスビー波の位相速度に関して 2つのモデルを比較した

ところ、水温偏差の西方伝播の速さが異なり、十年規模変動の周期についても異なることがわかっ
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2.2. 研究年次報告                            他省庁予算（地球環境研究総合推進費） 

アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成 

サブテーマ：日降水量グリッドデータによる気候モデル降水量の評価 

 
研 究 年 次： 3年目（平成 18年度～平成 22年度） 
研究担当者： 鬼頭昭雄、上口賢治（気候研究部） 

 

研究の目的 

アジア地域の水資源・水循環への温暖化影響評価のためには、空間解像度が高くかつ地形を考慮した

日降水量グリッドデータが必要であり、本研究では、雨量計や衛星の各データを組み合わせることで、

地形効果を反映した新たな高解像度降水グリッドデータを作成することを目的とする。 
 

本年度の計画 

 ① 中央アジア、ロシアの日降水量検証を行う。  
② 衛星結合プロダクトにより、内陸湖や付近の海域を含めた降水量分布の検証を行う。  
③ 気象研究所のモデルによる現在ランと温暖化ランを比較し、温暖化による降水の変化を解析する。  
  

本年度の成果 

平成 21 年度から 22 年度までの 2 年間の研究延長が決定したため、当初の計画にあったモデル

降水量の検証などの応用研究は先送りし、本年度は降水データの精度向上とデータの期間を過去に

延ばすことに注力することとした。 
これまで収集した大量の雨量データを入力データとして使えるように編集し、降水量内挿システ

ムの大幅な刷新を行った。品質チェック（QC）プログラムでは大量の地点降水量データを扱うこ

とから、リレーショナルデータベースを用いた領域時系列解析などの新しい手法を開発した。これ

によって、GHCN やGSOD といった、広く使われている公開データセットにも、ミリ/インチ変換

ミスなどのデータが数多く存在することを発見した。これらのエラー情報は、今後公開するプロダ

クトに順次反映される予定である。 
内挿については、Xie et al. (2007)が採用したマウンテンマッパー法（MM法：雨量そのもので

はなく、参照気候値からの雨量の比を内挿する方法）の効果を確認するため、クロスバリデーショ

ンを行った。その結果、MM法は短期間降水量の補正にはほとんど効果がなかったが、雨量計の空

間密度が低い場所での長期雨量については、地形性降水のバイアス補正に効果があることが確認さ

れた。また、現在採用している Shepard タイプの内挿法では、空間分布が滑らかになりすぎるた

め、重み関数に山岳による降水遮蔽などの地形効果を加味した新手法を開発した。これによって、

ヒマラヤ、西ガーツ、ボルネオなど地形が急峻な場所での降水分布パターンが著しく改善された。 
雨量計の特性として、雪のような固体降水の場合、風によって捕捉率が低下することが知られて

いる。その影響は非常に大きく、山岳や高緯度地域の水収支を正しく評価するためには、捕捉率補

正が必須と言われている。それにもかかわらず、捕捉率補正をした日降水量データセットは存在し

ないため、WMO が公開している各国の雨量計機器の捕捉率関数と、JRA25 再解析の大気データ

を用いた汎用性の高い捕捉率補正スキームを開発した。 
以上の開発により、本プロジェクトの主目的である日降水グリッドデータ（APHRO_V0902）

を計画通りに作成することができた。 
また実行計画には無かったが、他プロジェクトからの要請があったため、日本域での高解像度日

降水データ（APHRO_JP）の試作を行い、レーダーアメダスとの比較を行った。その結果、気候

値で比較した場合、APHRO_JP の方がレーダーアメダスより、気象庁メッシュ気候値に近いこと

が分かった。またレーダーアメダスでは解析手法が変わった 2001 年を境に大きく性質が変化して

おり（2001年以前は正、以降は負のバイアス）、トレンド解析に使えないことが分かった。以上の

結果からレーダーアメダスに対するAPHRO_JP の優位性を示すことができた。 
日本については既に 1900年から 2008年までの日降水量、及び 1978年から 2000年までの 1時

間降水量データについても試作しており、今後検証を行う予定である。 
 

2.2. 研究年次報告                            他省庁予算（地球環境研究総合推進費） 

地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合

的研究（サブテーマ：マルチ気候モデルにおける諸現象の再現性比較とその将

来変化に関する研究）（サブサブテーマ名）(3)季節予測に係わる短期気候変動

の再現性とその将来予測 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 23年度） 
研究担当者： 尾瀬智昭・鬼頭昭雄・楠昌司・保坂征宏・足立恭将・安田珠幾・行本誠史・遠藤洋和・ 

石原幸司（以上気候研究部）、柴田清孝（環境・応用気象研究部） 

 
研究の目的 

気候変動シナリオに関し、将来気候に関する重要な現象をできる限りカバーするように個別現象につ

いてサブテーマを設定し、PCMDI に集約されている気候モデルの現在気候再現性および将来予測を比

較評価することとなっている。そのために、焦点を当てる各現象に対して豊富な知見を持つ研究者によ

ってサブテーマを分担することとなっている。 
サブサブテーマ（3）においては、20 世紀結合実験における、地上気温の時間的空間的変動およびそ

の季節予測に係わるエルニーニョ南方振動・夏冬モンスーン・北半球環状モード・雪氷などの短期気候

変動の再現性を、観測データ・再解析データを用いて比較・評価することにより、その将来変化の不確

実性・信頼性に関する知見を得る。 
 

本年度の計画 

① 既存の地上気象観測データおよび降水量等の補助観測データを収集・整理し、地上気温など地上要

素の時間的・空間的な再現性の評価を行う上での 指標を作成する。 
② 大気再解析データ・海洋同化データ・降水量データなどの解析データおよび解析ツールを整理し、

エルニーニョ南方振動・夏冬モンスーン・北半球環状モードの変動特性の表現方法およびモデル間

で比較する方法を検討し、適切な指標を作成する。 
③ 積雪・海氷被覆率について、観測と 20 世紀結合実験のマルチモデル相互比較を行い、スキルスコ

アの指標を作成する。 
スキルスコアの作成については来年度実施する予定。 

 
本年度の成果 

① 14の全球モデルデータの 20世紀末（20C3M実験）と 21世紀末（SRES A1B 実験）の各 20年間

の日地上気温 データを使用して、月平均地上気温の年々変動および日平均気温の 月ごとの日々変

動の現在気候再現精度および将来変化を調べた。特に、モデルの現在気候での地上気温日々変動は

再解析データと比べて過小評価となっていたことが分かった。21 世紀末のものについては、モデ

ル間の差は大きいものの、その差は中緯度の夏季の陸上では増加、他の季節の陸上と海上では一年

を通して減少する傾向が見られた。 
IPCC・CMIP3各モデルにおける全球平均や帯状平均した地上気温の経年変化を、気象庁による観

測統計値と比較することで、モデルごとの再現性やモデル間の違いを把握した。 
② CMIP3マルチモデルデータセットにおけるA1Bシナリオ実験について、20世紀から 21世紀にか

けての ENSO 周期・振幅の変化を表層貯熱量に着目して調べた。20 世紀の ENSO 周期と振幅の

間には関係は見られず、また、21世紀でのENSO 周期と振幅の変化傾向は、モデルによって異な

っていた。21世紀でのENSO 振幅の変化は、熱帯太平洋表層の平均的成層構造の変化と関係があ

ることが明らかとなった。さらに、21 世紀でのENSO 周期の変化は、熱帯太平洋表層の平均的成

層構造の変化とは関係が見られなかった一方で、温暖化における ENSO 周期の変化と西部赤道太

平洋での暖水の蓄積時間の変化には関係があることが示唆された。 
CMIP3 マルチモデルデータセットの 20 世紀再現実験について、20 の気候モデルにおける海洋第

一変形半径を計算し、観測水温塩分資料から計算した第一変形半径との比較を行った。モデルの第

一変形半径は、観測結果をうまく再現しているモデルもあるが、モデルによって大きく異なること

が明らかとなった。また、波長の長い傾圧ロスビー波の位相速度に関して 2つのモデルを比較した

ところ、水温偏差の西方伝播の速さが異なり、十年規模変動の周期についても異なることがわかっ
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た。このことは、モデルにおけるロスビー波の位相速度と十年規模変動の周期に関係があることを

示唆するものである。 
24個のCMIP3モデルによる 20世紀現在気候実験において、エルニーニョに伴う西太平洋降水分

布の再現性を調査した。赤道上の日付変更線以東において一定程度の降水変動があることが観測さ

れるが、冬季にスコアの低いモデルは共通して、この変動が再現されていないことがわかった。 
再解析データを用いた循環場の評価を行い、夏冬アジアモンスーンなどのモデル再現性を評価する

アジアメトリックを作成した。このメトリックを利用して、ヤマセに関連した大規模循環場の将来

変化について 11個の IPCC-AR4 に提出された気候モデルを対象に調べた。多くのモデルでは、盛

夏期に、日本の東海上で亜熱帯ジェットが北上しにくくなり、日本の東海上では地上気圧が低下し、

北日本東海上の地表風は北～東風偏差となることが分かった。 
梅雨期の6～7月を対象にCMIP3に参加した16個の大気海洋結合モデルの降水強度の再現性を調

査した。モデルの降水量の気候値の再現性が良いほど、降水強度の再現性も良いことがわかった。

現在気候の再現性の良いモデルについて、地球温暖化時の変化について調査したところ、降水強度

が増加するという結果となることがわかった。 
22個のCMIP3モデルの 20世紀再現実験の 1980-1999年を対象として解析したところ、ほとんど

のモデルは、帯状平均東西風の気候値やNAM の構造について、かなりよい再現性を持っているこ

とがわかった。 
CMIP3 参加にしている 22 個のモデルについて ENSO の影響が中層大気に及ぼす影響について解

析した。期間は 1950-1999、multiple linear regression を用いてENSO のシグナルを抽出した。

ERA40 でも同じ解析を行い（ただし、期間は 1980-2001）、観測とモデルの比較を行った。年平均

でみると、観測では両半球で亜熱帯ジェットの赤道側の強化、下部成層圏では熱帯で降温、中緯度

で昇温が見られるが、モデルによって応答はかなり異なっていることがわかった。 
③ 20世紀後半のCMIP3結合モデルの北極点付近（北緯85度以北）の海氷厚を解析した。モデル平

均の年平均氷厚は 2.6m で、観測値の 3m 前後と近い値となった。モデル間では 1.2-4.9m の幅が

あり観測値よりもやや薄いモデルが多かった。1970-1999 年の 30 年間トレンドはどのモデルでも

負であり、モデル平均で約 34cm/30 年間という値を得た。また、氷厚の季節変化はほぼ全てのモ

デルで一致しており、5 月に最大、9 月に最少となった。季節変化の振幅もモデル間でばらつきが

小さく、モデル平均で約 1m であった。年平均氷厚と海氷表面フラックスとの相関は、冬季は小さ

いが、夏季は高く、表面の融解やアルベドがモデルの平均氷厚決定に大きく寄与していることが示

唆される。 

2.2. 研究年次報告                            他省庁予算（地球環境研究総合推進費） 

地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合

的研究（サブテーマ：温暖化予測影響評価のためのマルチモデルアンサンブル

とダウンスケーリングの研究） 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 23年度） 
研究代表者： 高藪 出（環境・応用気象研究部 第三研究室主任研究官） 
研究担当者： 栗原和夫、佐々木秀孝、村崎万代、内山貴雄、青栁曉典（環境・応用気象研究部）、 

清野直子、大泉三津夫（予報研究部）、石原浩司（気候研究部） 
 
研究の目的 

将来気候予測モデルの結果を影響評価研究へ繋ぐために、まずマルチモデルアンサンブルにより信頼

性の高い日本域の 20km 格子の将来気候予測シナリオを作成する。次にこれを更にダウンスケールし、

日本域の詳細な影響評価モデルに載せるデータを不確実性の幅をもって提供できるようにすることを

目指す。また、このプロセスの中で地域気候モデルの精度向上、地域気候モデルのマルチモデルアンサ

ンブル手法の開発、精度の高いダウンスケーリング手法の開発を行う。そして国内の地方・県レベルで

の流域での検証を通じて手法の高度化を行い、広くアジア域への適用を目指す。 

 
本年度の計画 

① 20kmRCM による現在気候再現実験を行う。 
② 都市気候モデルによる関東域再現実験を行う。 
③ MME 手法を改良し、20kmRCM 現在気候再現の結果に適用する。 

 
本年度の成果 

① 20kmRCM による現在気候再現実験に着手した。 
   前年度に実施された 2002-2004 年の再現計算結果をアメダスデータにより検証した。その結

果を参考に 20kmRCM のチューニングを実施し、改良版により再び 2002 - 2004 年の再現計算

を行った。その結果を再検討してチューニングの効果を確認後再チューニングを実施し、再改

良版による 20 年再現実験の計算を開始した。3 月末までに計算を終了する予定である。 
 
② 都市気候モデルによる関東域再現実験を行った。都市域ビル群の屋上面と壁面の変数を独立に

定義するとともに、ビル表面からの潜熱輸送過程を表現可能となった都市気候モデルを用いて、

前年度に実施された 20kmRCM による 2002-2004 年の再現計算結果を初期値／境界値とし、夏

季の関東甲信越地域を対象とした 4km格子へのダウンスケーリング計算を行った。今後、ア

メダスデータや前年度に収集した東京都環境局による地上気象観測データを用いた比較検証

を実施する予定である。 
     
③ MME 手法を改良し、20kmRCM 現在気候再現の結果への適用に着手した。 
   前年度に収集した統計的手法に基づき、ベイズ統計を用いた複数の MME 手法の開発を進めた。

この手法相互の検討を全球モデルデータにより行った。参画各機関により得られた各種 20kmRCM
の計算結果を収集し、MME 手法適用の準備としてデータの整備並びに結果の再現性比較を開始し

た。比較結果は県別に視覚化した。  
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た。このことは、モデルにおけるロスビー波の位相速度と十年規模変動の周期に関係があることを

示唆するものである。 
24個のCMIP3モデルによる 20世紀現在気候実験において、エルニーニョに伴う西太平洋降水分

布の再現性を調査した。赤道上の日付変更線以東において一定程度の降水変動があることが観測さ

れるが、冬季にスコアの低いモデルは共通して、この変動が再現されていないことがわかった。 
再解析データを用いた循環場の評価を行い、夏冬アジアモンスーンなどのモデル再現性を評価する

アジアメトリックを作成した。このメトリックを利用して、ヤマセに関連した大規模循環場の将来

変化について 11個の IPCC-AR4 に提出された気候モデルを対象に調べた。多くのモデルでは、盛

夏期に、日本の東海上で亜熱帯ジェットが北上しにくくなり、日本の東海上では地上気圧が低下し、

北日本東海上の地表風は北～東風偏差となることが分かった。 
梅雨期の6～7月を対象にCMIP3に参加した16個の大気海洋結合モデルの降水強度の再現性を調

査した。モデルの降水量の気候値の再現性が良いほど、降水強度の再現性も良いことがわかった。

現在気候の再現性の良いモデルについて、地球温暖化時の変化について調査したところ、降水強度

が増加するという結果となることがわかった。 
22個のCMIP3モデルの 20世紀再現実験の 1980-1999年を対象として解析したところ、ほとんど

のモデルは、帯状平均東西風の気候値やNAM の構造について、かなりよい再現性を持っているこ

とがわかった。 
CMIP3 参加にしている 22 個のモデルについて ENSO の影響が中層大気に及ぼす影響について解

析した。期間は 1950-1999、multiple linear regression を用いてENSO のシグナルを抽出した。

ERA40 でも同じ解析を行い（ただし、期間は 1980-2001）、観測とモデルの比較を行った。年平均

でみると、観測では両半球で亜熱帯ジェットの赤道側の強化、下部成層圏では熱帯で降温、中緯度

で昇温が見られるが、モデルによって応答はかなり異なっていることがわかった。 
③ 20世紀後半のCMIP3結合モデルの北極点付近（北緯85度以北）の海氷厚を解析した。モデル平

均の年平均氷厚は 2.6m で、観測値の 3m 前後と近い値となった。モデル間では 1.2-4.9m の幅が

あり観測値よりもやや薄いモデルが多かった。1970-1999 年の 30 年間トレンドはどのモデルでも

負であり、モデル平均で約 34cm/30 年間という値を得た。また、氷厚の季節変化はほぼ全てのモ

デルで一致しており、5 月に最大、9 月に最少となった。季節変化の振幅もモデル間でばらつきが

小さく、モデル平均で約 1m であった。年平均氷厚と海氷表面フラックスとの相関は、冬季は小さ

いが、夏季は高く、表面の融解やアルベドがモデルの平均氷厚決定に大きく寄与していることが示

唆される。 

2.2. 研究年次報告                            他省庁予算（地球環境研究総合推進費） 

地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関する総合

的研究（サブテーマ：温暖化予測影響評価のためのマルチモデルアンサンブル

とダウンスケーリングの研究） 

 
研 究 年 次： 2年目（平成 19年度～平成 23年度） 
研究代表者： 高藪 出（環境・応用気象研究部 第三研究室主任研究官） 
研究担当者： 栗原和夫、佐々木秀孝、村崎万代、内山貴雄、青栁曉典（環境・応用気象研究部）、 

清野直子、大泉三津夫（予報研究部）、石原浩司（気候研究部） 
 
研究の目的 

将来気候予測モデルの結果を影響評価研究へ繋ぐために、まずマルチモデルアンサンブルにより信頼

性の高い日本域の 20km 格子の将来気候予測シナリオを作成する。次にこれを更にダウンスケールし、

日本域の詳細な影響評価モデルに載せるデータを不確実性の幅をもって提供できるようにすることを

目指す。また、このプロセスの中で地域気候モデルの精度向上、地域気候モデルのマルチモデルアンサ

ンブル手法の開発、精度の高いダウンスケーリング手法の開発を行う。そして国内の地方・県レベルで

の流域での検証を通じて手法の高度化を行い、広くアジア域への適用を目指す。 

 
本年度の計画 

① 20kmRCM による現在気候再現実験を行う。 
② 都市気候モデルによる関東域再現実験を行う。 
③ MME 手法を改良し、20kmRCM 現在気候再現の結果に適用する。 

 
本年度の成果 

① 20kmRCM による現在気候再現実験に着手した。 
   前年度に実施された 2002-2004 年の再現計算結果をアメダスデータにより検証した。その結

果を参考に 20kmRCM のチューニングを実施し、改良版により再び 2002 - 2004 年の再現計算

を行った。その結果を再検討してチューニングの効果を確認後再チューニングを実施し、再改

良版による 20 年再現実験の計算を開始した。3 月末までに計算を終了する予定である。 
 
② 都市気候モデルによる関東域再現実験を行った。都市域ビル群の屋上面と壁面の変数を独立に

定義するとともに、ビル表面からの潜熱輸送過程を表現可能となった都市気候モデルを用いて、

前年度に実施された 20kmRCM による 2002-2004 年の再現計算結果を初期値／境界値とし、夏

季の関東甲信越地域を対象とした 4km格子へのダウンスケーリング計算を行った。今後、ア

メダスデータや前年度に収集した東京都環境局による地上気象観測データを用いた比較検証

を実施する予定である。 
     
③ MME 手法を改良し、20kmRCM 現在気候再現の結果への適用に着手した。 
   前年度に収集した統計的手法に基づき、ベイズ統計を用いた複数の MME 手法の開発を進めた。

この手法相互の検討を全球モデルデータにより行った。参画各機関により得られた各種 20kmRCM
の計算結果を収集し、MME 手法適用の準備としてデータの整備並びに結果の再現性比較を開始し

た。比較結果は県別に視覚化した。  
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海洋酸性化の実態把握と微生物構造・機能への影響評価に関する研究 

（サブテーマ名）太平洋における海洋pHの高精度各層観測による酸性化の実測 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 22年度） 
研究代表者： 緑川 貴（地球化学研究部 第二研究室長）    
研究担当者：  石井雅男、斉藤 秀、時枝隆之、笹野大輔、松枝秀和、澤 庸介（地球化学研究部） 

本井達夫、中野 英之（海洋研究部） 

 
研究の目的 

本研究では、化石燃料の消費による二酸化炭素（CO2）の排出に起因して起こる海洋酸性化の実態を

把握し、酸性化が海洋生態系に及ぼす影響予測に資するため、酸性化に伴う微生物群集の構造や機能の

変化に関する知見を得ることを目的とする。   
 

本年度の計画 

① 気象研究所で開発した分光光度法による高精度の pH測定装置を、さらに小型化・効率化した自動海

水 pH 分析装置を製作する。 
② 国際会議 "Second Symposium on the Ocean in a High-CO2 World" へ参加し、北太平洋のデ

ータ統合を促進させるとともに、サブテーマ(2)「海洋炭酸系データの統合に基づく海洋酸性化の実

態評価」のデータ収集に協力する。 
③ サブテーマ(3)「海洋酸性化が微生物群集構造と機能に及ぼす影響」の培養システムの確立に、pH や

CO2濃度等の測定や制御の面から支援する。 
 

本年度の成果 

① pH 測定装置の設計・製作では、従来の石英製分光光度セルに替えて、光ファイバーを利用した長

光路・低体積の分光光度測定セルを組むとともに、近年に開発された小型・高性能の分光光度計を

利用することで、小型化・高精度化を図った。このシステムの改良によって、同時に海水試料や発

色試薬の少量化及び分析時間の短縮など、測定効率の向上も実現される見込みである。装置は、2
月上旬に納入され、その後、最適な指示薬添加量と光路長の設定、指示薬と海水の均一な混合に向

けた流速と時間の調整、ランプからの光量調整など、最適な測定条件の検討を行った。 
② 北太平洋西部における過去の観測成果を整理して、海洋酸性化の進行状況に関して取りまとめ、そ

の成果を上記国際会議及び日本海洋学会において報告した。過去 25 年間の pH の長期的な低下傾

向を評価し、それが主に大気 CO2 の吸収に起因することや、海洋表層の温暖化が酸性化を加速さ

せていることも分かった。また、PICES-CCS（北太平洋海洋科学機関炭素気候部会）の枠組みで

進められている、太平洋の海洋内 CO2 データ統合活動の打ち合わせ会合を、国際会議に合わせて

開催し、今後の作業方針や作業担当の原案について各国の関連研究者７名と議論してまとめること

ができた。  
③ サブテーマ(3)が中心となって10月下旬と1月下旬に行われた微生物培養実験に参加し、pHやCO2

濃度等の条件設定に協力して酸性化実験を成功させることができた。また、酸性化の影響評価のた

めに採取した試料の pH と全炭酸濃度の精密測定を分担して実施し、経時変化の結果を報告するこ

とができた。  

2. 研究報告                                        2.3. 研究終了報告 

 

２．３．研究終了報告 
 

本節には、気象研究所が実施し、平成 20 年度に終了した研究課題のうち気象研究所予算による下記課題

について、課題毎に計画と研究成果等を掲載した。 
 

「研究年次報告掲載 研究課題と掲載ページ」 
特別研究 

・東海地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究································· 70  
 

融合型経常研究 
・物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究 ······································ 79 
・地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究 ························································ 93  
・日本の異常気象の実態及び気候変動との関連に関する研究 ··············································· 107  
・アジア大陸の影響による大気微量気体・エーロゾル・降水降下塵の 

化学組成変動に関する研究 ····················· 121 
・火山観測データの気象補正等による高精度化に関する研究 ··············································· 131  
・津波の予測精度向上に関する研究 ··············································································· 135  
・海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究Ⅱ ························································ 141 
・台風強度推定手法とその外的要因の評価に関する研究 ····················································· 148  
・海洋環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究 ····················· 156  

 
一般経常研究 

・気候システムとその変動特性のモデルによる研究··························································· 165 
・接地境界層における水蒸気と熱の乱流輸送に関する研究 ·················································· 181 
・意図的・非意図的気象改変に関する研究······································································· 186  

 
地方共同研究 

・九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象に関する研究 ······································ 190 
・強雨をもたらす線状降水帯の形成機構等の解明及び降水強度・移動速度の予測に関する研究 ··· 193 
・非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性に関する研究 ··············································· 198 
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2.2. 研究年次報告                            他省庁予算（地球環境研究総合推進費） 

海洋酸性化の実態把握と微生物構造・機能への影響評価に関する研究 

（サブテーマ名）太平洋における海洋pHの高精度各層観測による酸性化の実測 

 
研 究 年 次： 1年目（平成 20年度～平成 22年度） 
研究代表者： 緑川 貴（地球化学研究部 第二研究室長）    
研究担当者：  石井雅男、斉藤 秀、時枝隆之、笹野大輔、松枝秀和、澤 庸介（地球化学研究部） 

本井達夫、中野 英之（海洋研究部） 

 
研究の目的 

本研究では、化石燃料の消費による二酸化炭素（CO2）の排出に起因して起こる海洋酸性化の実態を

把握し、酸性化が海洋生態系に及ぼす影響予測に資するため、酸性化に伴う微生物群集の構造や機能の

変化に関する知見を得ることを目的とする。   
 

本年度の計画 

① 気象研究所で開発した分光光度法による高精度の pH測定装置を、さらに小型化・効率化した自動海

水 pH 分析装置を製作する。 
② 国際会議 "Second Symposium on the Ocean in a High-CO2 World" へ参加し、北太平洋のデ

ータ統合を促進させるとともに、サブテーマ(2)「海洋炭酸系データの統合に基づく海洋酸性化の実

態評価」のデータ収集に協力する。 
③ サブテーマ(3)「海洋酸性化が微生物群集構造と機能に及ぼす影響」の培養システムの確立に、pH や

CO2濃度等の測定や制御の面から支援する。 
 

本年度の成果 

① pH 測定装置の設計・製作では、従来の石英製分光光度セルに替えて、光ファイバーを利用した長

光路・低体積の分光光度測定セルを組むとともに、近年に開発された小型・高性能の分光光度計を

利用することで、小型化・高精度化を図った。このシステムの改良によって、同時に海水試料や発

色試薬の少量化及び分析時間の短縮など、測定効率の向上も実現される見込みである。装置は、2
月上旬に納入され、その後、最適な指示薬添加量と光路長の設定、指示薬と海水の均一な混合に向

けた流速と時間の調整、ランプからの光量調整など、最適な測定条件の検討を行った。 
② 北太平洋西部における過去の観測成果を整理して、海洋酸性化の進行状況に関して取りまとめ、そ

の成果を上記国際会議及び日本海洋学会において報告した。過去 25 年間の pH の長期的な低下傾

向を評価し、それが主に大気 CO2 の吸収に起因することや、海洋表層の温暖化が酸性化を加速さ

せていることも分かった。また、PICES-CCS（北太平洋海洋科学機関炭素気候部会）の枠組みで

進められている、太平洋の海洋内 CO2 データ統合活動の打ち合わせ会合を、国際会議に合わせて

開催し、今後の作業方針や作業担当の原案について各国の関連研究者７名と議論してまとめること

ができた。  
③ サブテーマ(3)が中心となって10月下旬と1月下旬に行われた微生物培養実験に参加し、pHやCO2

濃度等の条件設定に協力して酸性化実験を成功させることができた。また、酸性化の影響評価のた

めに採取した試料の pH と全炭酸濃度の精密測定を分担して実施し、経時変化の結果を報告するこ

とができた。  

2. 研究報告                                        2.3. 研究終了報告 

 

２．３．研究終了報告 
 

本節には、気象研究所が実施し、平成 20 年度に終了した研究課題のうち気象研究所予算による下記課題

について、課題毎に計画と研究成果等を掲載した。 
 

「研究年次報告掲載 研究課題と掲載ページ」 
特別研究 

・東海地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究································· 70  
 

融合型経常研究 
・物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究 ······································ 79 
・地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究 ························································ 93  
・日本の異常気象の実態及び気候変動との関連に関する研究 ··············································· 107  
・アジア大陸の影響による大気微量気体・エーロゾル・降水降下塵の 

化学組成変動に関する研究 ····················· 121 
・火山観測データの気象補正等による高精度化に関する研究 ··············································· 131  
・津波の予測精度向上に関する研究 ··············································································· 135  
・海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究Ⅱ ························································ 141 
・台風強度推定手法とその外的要因の評価に関する研究 ····················································· 148  
・海洋環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究 ····················· 156  

 
一般経常研究 

・気候システムとその変動特性のモデルによる研究··························································· 165 
・接地境界層における水蒸気と熱の乱流輸送に関する研究 ·················································· 181 
・意図的・非意図的気象改変に関する研究······································································· 186  

 
地方共同研究 

・九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象に関する研究 ······································ 190 
・強雨をもたらす線状降水帯の形成機構等の解明及び降水強度・移動速度の予測に関する研究 ··· 193 
・非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性に関する研究 ··············································· 198 

 
 

研
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告
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2.3. 研究終了報告                                         特別研究 

東海地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究 
 
研究期間： 平成 16年度～平成 20年度 
研究代表者： 濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 4)（地震火山研究部長） 
 
研究担当者： 
（副課題１）地震活動によるプレートの詳細構造の解明 

濱田信生1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、勝間田明男 5) 、小林昭夫、吉田康宏、山崎 明、 
山本剛靖、青木重樹 6) 、岩切一宏 7)、前田憲二、干場充之 4)、高山博之、中村雅基 1)、弘瀬冬樹 5) （地

震火山研究部）、中村浩二 1) 、森脇健 2) （気象庁地震火山部地震予知情報課） 
（副課題２）地殻活動モニタリング手法の開発 

濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、勝間田明男 5) 、小林昭夫、吉田康宏、山崎 明、 
山本剛靖、青木重樹 6) 、岩切一宏 7) 、前田憲二 5)、干場充之 4)、高山博之 5) （地震火山研究部）、 
高濱聡 8) 、西政樹 9)（気象庁地震火山部地震予知情報課）、山﨑一郎 6) （気象庁地震火山部地震津波監

視課） 
（副課題３）新地殻変動観測手法の開発 

濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、勝間田明男 5) 、小林昭夫、山本剛靖、青木重樹 6) 、
岩切一宏 7) 、前田憲二 5)、干場充之 4)、高山博之 5) （地震火山研究部）、 
小山卓三（気象庁地震火山部地震津波監視課） 、菅沼一成 10) （気象庁地震火山部地震予知情報課） 

（副課題４）三次元数値モデルによる巨大地震発生シミュレーション 

濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、前田憲二、干場充之 4)、高山博之、中村雅基 1)、 
大竹和生 9) 、青木重樹 4)、黒木英州 8)、弘瀬冬樹 5) 、勝間田明男 5)、小林昭夫、山本剛靖、 
林 豊 5) （地震火山研究部）、甲斐（青木）玲子 8)、木村一洋

9)（気象庁地震火山部地震予知情報課） 
 
研究の目的 

 東海地震の予測ならびに東南海・南海地震に対する観測業務に役立てるため、これまでの特別研究の

成果を土台に、数値シミュレーションの対象地域をさらに南海トラフとその周辺域に拡大するとともに、

地殻活動観測技術の適用範囲を広げ観測・解析手法の向上を図る。 
 
研究の到達目標 

数値シミュレーションの対象地域を東海地域から南海トラフとその周辺域に拡大することにより、東

海地震の予測精度を向上させるためのシナリオの改良を図ると共に巨大地震相互の連動性を評価でき

るようにシミュレーション手法を改良する。このため地殻・プレートの詳細構造を明らかにすると共に、

地殻活動をより広範かつ詳細に観測するための新たな観測・解析手法を導入する。 
 
研究計画の概要 

・東海地域に適用した 3次元摩擦構成則に基づく物理モデルを南海トラフ沿いに拡張し数値シミュレー

ションを行って巨大地震相互の影響評価により連動の可能性を探る。また現実に近いスロースリップ

の再現実験を行う。 
・精密な力学モデルを得るため東南海・南海地域の地殻・プレート構造調査を進める。 
・地殻活動をモニターする手法として、精密制御震源（アクロス）からの信号を既存の地震観測網によ

り観測し連続的な物性値の変化を解析する。さらに上下変動については、潮位、GPS などを中心に推

定精度の向上を図る。 
・水平地殻変動に関しては、スロースリップなどの現象を的確に観測するため、GPS、体積歪計など地

殻変動測器との中間の時空間分解能を持つレーザー変位計の技術開発を進める。 
 
主な研究成果 

南海トラフ沿いのフィリピン海プレート沈み込み域について地震発生シミュレーションモデルを作

                                                   
1) 平成 16年、2) 平成 17～18年、3) 平成 19年、4) 平成 20年、5) 平成 17～20年、6) 平成 16～17年、 
7) 平成 18～20年、8) 平成 16～18年、9) 平成 19～20年、10) 平成 18年 

2.3. 研究終了報告                                         特別研究 

成し、地震発生に関わるプレート形状効果・摩擦パラメーターの等のいくつかの条件について明らかに

した。また、東海地域におけるスロースリップに関するシミュレーションモデルを開発し、数値実験を

通じて、スロースリップが繰り返された後に東海地震の発生に至る可能性があることを明らかにした。 
東海地域の長期的スロースリップについて、潮位変化の長期間の変動データを解析し、同様な現象が

約 10年間隔で繰り返して発生している可能性を明らかにした。 
GPS などがとらえる長期にわたる地殻変動の変化と歪計などがとらえる短時間の地殻変動の両方を

リアルタイムで精度よく観測できるようレーザー式変位計による観測手法を開発し、数か月という長周

期から秒単位の短周期にわたる広い帯域での地殻変動を、高いS／N 比をもって観測することに成功し

た。 
プレート境界付近の状態変化を捉えるための準備として精密制御震源による信号の反射波をモニタ

ーする手法を開発し、地殻等の状態変化に際して生じると考えられる地震波の走時の変化を、ミリ秒単

位という高い精度で捉える事が可能になった。 
 
今後に残された問題点 

 数値シミュレーションにより、長期的スロースリップを繰り返した後に東海地震に至る可能性がある

ことが明らかになったが、長期的スロースリップの発生場所が実際のものとは位置が若干ずれている、

計算領域の端から徐々に移動するなど、再現精度には課題が残った。東海地震の発生領域やスロースリ

ップの発生領域は、東南海・南海地震の発生領域と同じプレートの境界面にあり、スロースリップは東

南海・南海地震の発生準備過程に伴う歪の蓄積や広域での応力変化にも影響を受けるのではないかと考

えられ、その場合、シミュレーションにおいて計算領域が東海地域のみであるなどその影響を十分取り

込めていないこと等が再現精度の悪化につながっているものと推察される。東海地震の予知に結びつけ

るべく東海地震の発生とスロースリップとの関連性を明確にするためには、地震発生シミュレーション

においてスロースリップの発生場所や周期などの再現性を向上させることが必要であり、そのためには

今後、東南海・南海地震の発生領域の状態を考慮するなど広域応力場が精密に反映されたシミュレーシ

ョンモデルの構築、シミュレーションでの計算パラメーターのさらなる精査、等が必要と見込まれる。 
長基線でのレーザー式変位計の観測は始まったばかりで観測期間が短く、長期的スロースリップのよ

り確実な検出のためには、年周変化など長期的なノイズレベルの評価が必要である。短期的スローリッ

プに伴い観測される複数項目の地殻変動から、その発生場所や規模を速やかに推定する技術は確立でき

ておらず、これらの的確な監視に向けて課題が残っている。また、精密制御震源装置の信号においては、

プレート境界からの信号を同定し、プレート境界の状態変化として信号を取り出す技術の開発が今後の

課題である。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
  平成 21年度 評価委員会で評価を実施予定 
 
 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 20件 
・口頭発表件数 54件 

 
（副課題１）地震活動によるプレートの詳細構造の解明 

 
副課題の到達目標 

地震発生シミュレーションモデル開発のため地殻・プレートの詳細構造を明らかにする 
 
副課題の概要 

自己浮上式海底地震計を用いた自然地震観測により、東南海・南海地域の地殻・プレート構造調査を進

める。 
 
副課題の成果 
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東海地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究 
 
研究期間： 平成 16年度～平成 20年度 
研究代表者： 濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 4)（地震火山研究部長） 
 
研究担当者： 
（副課題１）地震活動によるプレートの詳細構造の解明 

濱田信生1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、勝間田明男 5) 、小林昭夫、吉田康宏、山崎 明、 
山本剛靖、青木重樹 6) 、岩切一宏 7)、前田憲二、干場充之 4)、高山博之、中村雅基 1)、弘瀬冬樹 5) （地

震火山研究部）、中村浩二 1) 、森脇健 2) （気象庁地震火山部地震予知情報課） 
（副課題２）地殻活動モニタリング手法の開発 

濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、勝間田明男 5) 、小林昭夫、吉田康宏、山崎 明、 
山本剛靖、青木重樹 6) 、岩切一宏 7) 、前田憲二 5)、干場充之 4)、高山博之 5) （地震火山研究部）、 
高濱聡 8) 、西政樹 9)（気象庁地震火山部地震予知情報課）、山﨑一郎 6) （気象庁地震火山部地震津波監

視課） 
（副課題３）新地殻変動観測手法の開発 

濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、勝間田明男 5) 、小林昭夫、山本剛靖、青木重樹 6) 、
岩切一宏 7) 、前田憲二 5)、干場充之 4)、高山博之 5) （地震火山研究部）、 
小山卓三（気象庁地震火山部地震津波監視課） 、菅沼一成 10) （気象庁地震火山部地震予知情報課） 

（副課題４）三次元数値モデルによる巨大地震発生シミュレーション 

濱田信生 1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 1,4) 、前田憲二、干場充之 4)、高山博之、中村雅基 1)、 
大竹和生 9) 、青木重樹 4)、黒木英州 8)、弘瀬冬樹 5) 、勝間田明男 5)、小林昭夫、山本剛靖、 
林 豊 5) （地震火山研究部）、甲斐（青木）玲子 8)、木村一洋

9)（気象庁地震火山部地震予知情報課） 
 
研究の目的 

 東海地震の予測ならびに東南海・南海地震に対する観測業務に役立てるため、これまでの特別研究の

成果を土台に、数値シミュレーションの対象地域をさらに南海トラフとその周辺域に拡大するとともに、

地殻活動観測技術の適用範囲を広げ観測・解析手法の向上を図る。 
 
研究の到達目標 

数値シミュレーションの対象地域を東海地域から南海トラフとその周辺域に拡大することにより、東

海地震の予測精度を向上させるためのシナリオの改良を図ると共に巨大地震相互の連動性を評価でき

るようにシミュレーション手法を改良する。このため地殻・プレートの詳細構造を明らかにすると共に、

地殻活動をより広範かつ詳細に観測するための新たな観測・解析手法を導入する。 
 
研究計画の概要 

・東海地域に適用した 3次元摩擦構成則に基づく物理モデルを南海トラフ沿いに拡張し数値シミュレー

ションを行って巨大地震相互の影響評価により連動の可能性を探る。また現実に近いスロースリップ

の再現実験を行う。 
・精密な力学モデルを得るため東南海・南海地域の地殻・プレート構造調査を進める。 
・地殻活動をモニターする手法として、精密制御震源（アクロス）からの信号を既存の地震観測網によ

り観測し連続的な物性値の変化を解析する。さらに上下変動については、潮位、GPS などを中心に推

定精度の向上を図る。 
・水平地殻変動に関しては、スロースリップなどの現象を的確に観測するため、GPS、体積歪計など地

殻変動測器との中間の時空間分解能を持つレーザー変位計の技術開発を進める。 
 
主な研究成果 

南海トラフ沿いのフィリピン海プレート沈み込み域について地震発生シミュレーションモデルを作

                                                   
1) 平成 16年、2) 平成 17～18年、3) 平成 19年、4) 平成 20年、5) 平成 17～20年、6) 平成 16～17年、 
7) 平成 18～20年、8) 平成 16～18年、9) 平成 19～20年、10) 平成 18年 
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成し、地震発生に関わるプレート形状効果・摩擦パラメーターの等のいくつかの条件について明らかに

した。また、東海地域におけるスロースリップに関するシミュレーションモデルを開発し、数値実験を

通じて、スロースリップが繰り返された後に東海地震の発生に至る可能性があることを明らかにした。 
東海地域の長期的スロースリップについて、潮位変化の長期間の変動データを解析し、同様な現象が

約 10年間隔で繰り返して発生している可能性を明らかにした。 
GPS などがとらえる長期にわたる地殻変動の変化と歪計などがとらえる短時間の地殻変動の両方を

リアルタイムで精度よく観測できるようレーザー式変位計による観測手法を開発し、数か月という長周

期から秒単位の短周期にわたる広い帯域での地殻変動を、高いS／N 比をもって観測することに成功し

た。 
プレート境界付近の状態変化を捉えるための準備として精密制御震源による信号の反射波をモニタ

ーする手法を開発し、地殻等の状態変化に際して生じると考えられる地震波の走時の変化を、ミリ秒単

位という高い精度で捉える事が可能になった。 
 
今後に残された問題点 

 数値シミュレーションにより、長期的スロースリップを繰り返した後に東海地震に至る可能性がある

ことが明らかになったが、長期的スロースリップの発生場所が実際のものとは位置が若干ずれている、

計算領域の端から徐々に移動するなど、再現精度には課題が残った。東海地震の発生領域やスロースリ

ップの発生領域は、東南海・南海地震の発生領域と同じプレートの境界面にあり、スロースリップは東

南海・南海地震の発生準備過程に伴う歪の蓄積や広域での応力変化にも影響を受けるのではないかと考

えられ、その場合、シミュレーションにおいて計算領域が東海地域のみであるなどその影響を十分取り

込めていないこと等が再現精度の悪化につながっているものと推察される。東海地震の予知に結びつけ

るべく東海地震の発生とスロースリップとの関連性を明確にするためには、地震発生シミュレーション

においてスロースリップの発生場所や周期などの再現性を向上させることが必要であり、そのためには

今後、東南海・南海地震の発生領域の状態を考慮するなど広域応力場が精密に反映されたシミュレーシ

ョンモデルの構築、シミュレーションでの計算パラメーターのさらなる精査、等が必要と見込まれる。 
長基線でのレーザー式変位計の観測は始まったばかりで観測期間が短く、長期的スロースリップのよ

り確実な検出のためには、年周変化など長期的なノイズレベルの評価が必要である。短期的スローリッ

プに伴い観測される複数項目の地殻変動から、その発生場所や規模を速やかに推定する技術は確立でき

ておらず、これらの的確な監視に向けて課題が残っている。また、精密制御震源装置の信号においては、

プレート境界からの信号を同定し、プレート境界の状態変化として信号を取り出す技術の開発が今後の

課題である。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
  平成 21年度 評価委員会で評価を実施予定 
 
 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 20件 
・口頭発表件数 54件 

 
（副課題１）地震活動によるプレートの詳細構造の解明 

 
副課題の到達目標 

地震発生シミュレーションモデル開発のため地殻・プレートの詳細構造を明らかにする 
 
副課題の概要 

自己浮上式海底地震計を用いた自然地震観測により、東南海・南海地域の地殻・プレート構造調査を進

める。 
 
副課題の成果 

研
究
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（フィリピン海プレートに関わる地震活動の観測） 

・気象庁と共同で自己浮上式海底地震計を用いた観測を行い、それに基づき、平成 16 年 9 月に紀伊半

島南東沖において発生した地震の高精度の余震分布を得た。深さ 30km から 50km であった気象庁一

元化震源に比較して、余震の震源決定精度、特に深さの決定精度が格段に改良され、余震の深さは概

ね 30km 以浅であると、プレート構造と比較しても矛盾のない結果が得られた。余震分布はいくつか

のクラスターに分かれており、単純な 1 枚の断層面ではなく、深さ 5～10km の比較的浅い地震群と

深さ 15～30km の比較的深い地震群に分かれ、浅い地震群は主として付加帯内に分布し、深い地震群

は前震・本震の破壊域とみられる海溝軸下の上部マントル内に分布していることが判明した。 
・紀伊半島南方沖の南海トラフ軸の周辺海域において気象庁と共同で海底地震観測を実施し、観測の結

果、南海トラフの軸に沿って約150kmにわたり、比較的顕著な微小地震活動が存在するこが見出され

た。この地震活動は気象庁一元化震源にはなく、海底地震観測によって初めて明らかにされた地震活

動と言える。また地震活動の分布は、活動の活発な領域と静穏な領域のセグメント構造を形成してい

るらしいことがわかった。震源の深さは 10km～25km に分布し、これより深い場所では地震はほと

んど起こっておらず、地震が起こりにくい物理状態になっているものと推定される。この南海トラフ

軸沿いの地震活動はプレートを下方に折り曲げる応力が地震を引き起こしているものと考えられる

が、東南海・南海地震との関連性において注目される。 

（速度構造推定に基づくプレート形状の推定） 

・二重走時差（Double Difference, DD）トモグラフィー法を用いて速度分布からプレートの構造調査を

行った。速度構造のVp/Vs 比が大きな領域がフィリピン海プレートの海洋性地殻にあたるとして、プ

レート上面を推定し、新たな構造モデルとして学会等に提示した。 
 
（副課題２）地殻活動モニタリング手法の開発 

 
副課題の到達目標 

地殻活動をより広範かつ詳細に観測するための新たな観測・解析手法を導入する。 
 
副課題の概要 

地殻活動をモニターする手法として、精密制御震源（アクロス）からの信号を既存の地震観測網により

観測し連続的な物性値の変化を解析する。さらに上下変動については、潮位、GPS などを中心に推定精

度の向上を図る。 
 
副課題の成果 
（精密制御震源装置からの信号解析） 

・静岡県森町に設置した精密制御震源装置（弾性波アクロス：Accurately Controlled Routinely 
Operated Signal System, ACROSS）により、信号の連続モニターを行った。その結果、精密制御震

源装置から震央距離 100km に及ぶ範囲での地震計において、複数の波群からなる信号を確認した。

波群にはP 波・S 波に相当する波群などとともに、それに後続する複雑な波群が認められた。そこで、

地殻等について地震波速度構造モデルを仮定して走時解析を行い、主な波群を識別した。 
・異なった時期に得られた信号間の波形の相関をとり、地震波の走時について、0.1ms～数 ms という

非常にわずかな変化を検出することに成功した。この走時の変化は観測点毎に異なっていることから、

精密制御震源装置近傍の何らかの変化に起因するものではないと結論付けられた。また、単一の観測

点において観測された複数の波群において波群毎に異なった走時変化をしていることから、観測点直

下の同じ場所の状態変化によるのではなく、さらに深い部分の地震波の伝播経路での状態変化が走時

に影響を与えているものと結論付けられた。なお、一部の観測点における走時の変化は、降雨の有無

と相関があることが分かった。 
・複数の波群の中からプレート境界からの信号を同定するため、信号の到来方向を調査するため臨時ア

レイ観測を行い、地殻の深い部分からの反射波と見られる、みかけ伝播速度が比較的速い波群を確認

した。 
（潮位観測） 

・舞阪における潮位記録を解析し、2000 年秋から発生していた東海地域の長期的スロースリップに伴

う地盤の隆起に対応する潮位の変化が見られることを確認した。これをもとに過去の潮位記録を解析

したところ、同様の変化が 1980～82 年と 1988～90 年にも見られ、東海地域において過去にも繰り
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返し長期的スロースリップが発生していた可能性を明らかにした。 
・潮位記録から地殻上下変動を推定するための津村（1963）の区分についてクラスター分析手法を用い

て検証を行い、一部を除きほとんどの地点で区分が適切であることを確認した。各検潮所間の相関係

数の高い地点を用いた海況補正の方が、津村の区分を用いるより補正効果が向上することを確認した。 
 

（副課題３）新地殻変動観測手法の開発 

 
副課題の到達目標 

水平地殻変動に関して、スロースリップなどの現象を的確に観測する装置を開発する。 
 
副課題の概要 

GPS、埋込式歪計など地殻変動測器との中間の時空間分解能を持つレーザー式変位計の技術開発を進め

る。 
 

副課題の成果 
（レーザー式変位計） 

・静岡県浜松市天竜船明観測点において、地殻変動観測用としては日本最長である基線長 400m のレー

ザー式変位計を構築し、試験観測に成功した。測定方法としてマイケルソン干渉計を用いることとし、

開発にあたっては、長基線を実現するための光学設計・温度による影響をより小さくするための材

質・気体の影響を抑えるための高真空光路などを取り入れた。 
・2008 年 8 月から 9 月にかけて発生した短期的スロースリップによる地殻変動を検知し、その記録が

他の地殻変動機器の記録と整合的であることを確認した。 
・精密地殻変動にとって障害となる降雨の影響が、レーザー式変位計においては既存の多成分歪計に比

較して小さいことを確認した。 
・ノイズレベルの解析に基づき、多成分歪計・GPS・レーザー式変位計の異常現象検知レベルについて

評価した。1 年程度からより短時間での範囲の地殻変動に対しては、レーザー式変位計が既存の観測

機器よりも小さな変動をとらえる能力を持つとみられる結果を得た。これはレーザー式変位計により、

長期的スロースリップをより早期に検知できる可能性を示している。 
（GPS 等の解析） 

・GPS 解析値について観測時間とばらつきの関係を検討し、中でも 6時間解析値が、地殻変動の監視の

上で精度と速報性の両立に適当であることを確認した。また、観測時間が短い場合に頻発する突発的

な誤差（外れ値）が生じても、地殻変動の監視への影響を抑え、空間的に異常を識別できる面的監視

手法を開発し、気象庁のEPOSシステムに導入した。 
 
（副課題４）三次元数値モデルによる巨大地震発生シミュレーション 

 
副課題の到達目標 

数値シミュレーションの対象地域を東海地域から南海トラフとその周辺域に拡大することにより、東

海地震の予測精度を向上させるためのシナリオの改良を図ると共に巨大地震相互の連動性を評価でき

るようにシミュレーション手法を改良する。 
 
副課題の概要 

東海地域に適用した三次元摩擦構成則に基づく物理モデルを南海トラフ沿いに拡張し数値シミュレ

ーションを行って巨大地震相互の影響評価により連動の可能性を探る。また現実に近いスロースリップ

の再現実験を行う。 
 
副課題の成果 
（シミュレーション手法の改良） 

・シミュレーションの対象領域に応じたメッシュサイズの設定を可能とするため、メッシュサイズを細

分化（東海・東南海・南海地震の連動モデルは 10km から 5km へ、東海地域のスロースリップモデ

ルは 5km から 3km へ）できるようプログラム改良を行った。実際の計算は、計算資源の能力も考慮

し、研究効率の良い 10km、5km のメッシュサイズで主に行った。また、東海・東南海・南海地震の
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（フィリピン海プレートに関わる地震活動の観測） 

・気象庁と共同で自己浮上式海底地震計を用いた観測を行い、それに基づき、平成 16 年 9 月に紀伊半

島南東沖において発生した地震の高精度の余震分布を得た。深さ 30km から 50km であった気象庁一

元化震源に比較して、余震の震源決定精度、特に深さの決定精度が格段に改良され、余震の深さは概

ね 30km 以浅であると、プレート構造と比較しても矛盾のない結果が得られた。余震分布はいくつか

のクラスターに分かれており、単純な 1 枚の断層面ではなく、深さ 5～10km の比較的浅い地震群と

深さ 15～30km の比較的深い地震群に分かれ、浅い地震群は主として付加帯内に分布し、深い地震群

は前震・本震の破壊域とみられる海溝軸下の上部マントル内に分布していることが判明した。 
・紀伊半島南方沖の南海トラフ軸の周辺海域において気象庁と共同で海底地震観測を実施し、観測の結

果、南海トラフの軸に沿って約150kmにわたり、比較的顕著な微小地震活動が存在するこが見出され

た。この地震活動は気象庁一元化震源にはなく、海底地震観測によって初めて明らかにされた地震活

動と言える。また地震活動の分布は、活動の活発な領域と静穏な領域のセグメント構造を形成してい

るらしいことがわかった。震源の深さは 10km～25km に分布し、これより深い場所では地震はほと

んど起こっておらず、地震が起こりにくい物理状態になっているものと推定される。この南海トラフ

軸沿いの地震活動はプレートを下方に折り曲げる応力が地震を引き起こしているものと考えられる

が、東南海・南海地震との関連性において注目される。 

（速度構造推定に基づくプレート形状の推定） 

・二重走時差（Double Difference, DD）トモグラフィー法を用いて速度分布からプレートの構造調査を

行った。速度構造のVp/Vs 比が大きな領域がフィリピン海プレートの海洋性地殻にあたるとして、プ

レート上面を推定し、新たな構造モデルとして学会等に提示した。 
 
（副課題２）地殻活動モニタリング手法の開発 

 
副課題の到達目標 

地殻活動をより広範かつ詳細に観測するための新たな観測・解析手法を導入する。 
 
副課題の概要 

地殻活動をモニターする手法として、精密制御震源（アクロス）からの信号を既存の地震観測網により

観測し連続的な物性値の変化を解析する。さらに上下変動については、潮位、GPS などを中心に推定精

度の向上を図る。 
 
副課題の成果 
（精密制御震源装置からの信号解析） 

・静岡県森町に設置した精密制御震源装置（弾性波アクロス：Accurately Controlled Routinely 
Operated Signal System, ACROSS）により、信号の連続モニターを行った。その結果、精密制御震

源装置から震央距離 100km に及ぶ範囲での地震計において、複数の波群からなる信号を確認した。

波群にはP 波・S 波に相当する波群などとともに、それに後続する複雑な波群が認められた。そこで、

地殻等について地震波速度構造モデルを仮定して走時解析を行い、主な波群を識別した。 
・異なった時期に得られた信号間の波形の相関をとり、地震波の走時について、0.1ms～数 ms という

非常にわずかな変化を検出することに成功した。この走時の変化は観測点毎に異なっていることから、

精密制御震源装置近傍の何らかの変化に起因するものではないと結論付けられた。また、単一の観測

点において観測された複数の波群において波群毎に異なった走時変化をしていることから、観測点直

下の同じ場所の状態変化によるのではなく、さらに深い部分の地震波の伝播経路での状態変化が走時

に影響を与えているものと結論付けられた。なお、一部の観測点における走時の変化は、降雨の有無

と相関があることが分かった。 
・複数の波群の中からプレート境界からの信号を同定するため、信号の到来方向を調査するため臨時ア

レイ観測を行い、地殻の深い部分からの反射波と見られる、みかけ伝播速度が比較的速い波群を確認

した。 
（潮位観測） 

・舞阪における潮位記録を解析し、2000 年秋から発生していた東海地域の長期的スロースリップに伴

う地盤の隆起に対応する潮位の変化が見られることを確認した。これをもとに過去の潮位記録を解析

したところ、同様の変化が 1980～82 年と 1988～90 年にも見られ、東海地域において過去にも繰り

2.3. 研究終了報告                                         特別研究 

返し長期的スロースリップが発生していた可能性を明らかにした。 
・潮位記録から地殻上下変動を推定するための津村（1963）の区分についてクラスター分析手法を用い

て検証を行い、一部を除きほとんどの地点で区分が適切であることを確認した。各検潮所間の相関係

数の高い地点を用いた海況補正の方が、津村の区分を用いるより補正効果が向上することを確認した。 
 

（副課題３）新地殻変動観測手法の開発 

 
副課題の到達目標 

水平地殻変動に関して、スロースリップなどの現象を的確に観測する装置を開発する。 
 
副課題の概要 

GPS、埋込式歪計など地殻変動測器との中間の時空間分解能を持つレーザー式変位計の技術開発を進め

る。 
 

副課題の成果 
（レーザー式変位計） 

・静岡県浜松市天竜船明観測点において、地殻変動観測用としては日本最長である基線長 400m のレー

ザー式変位計を構築し、試験観測に成功した。測定方法としてマイケルソン干渉計を用いることとし、

開発にあたっては、長基線を実現するための光学設計・温度による影響をより小さくするための材

質・気体の影響を抑えるための高真空光路などを取り入れた。 
・2008 年 8 月から 9 月にかけて発生した短期的スロースリップによる地殻変動を検知し、その記録が

他の地殻変動機器の記録と整合的であることを確認した。 
・精密地殻変動にとって障害となる降雨の影響が、レーザー式変位計においては既存の多成分歪計に比

較して小さいことを確認した。 
・ノイズレベルの解析に基づき、多成分歪計・GPS・レーザー式変位計の異常現象検知レベルについて

評価した。1 年程度からより短時間での範囲の地殻変動に対しては、レーザー式変位計が既存の観測

機器よりも小さな変動をとらえる能力を持つとみられる結果を得た。これはレーザー式変位計により、

長期的スロースリップをより早期に検知できる可能性を示している。 
（GPS 等の解析） 

・GPS 解析値について観測時間とばらつきの関係を検討し、中でも 6時間解析値が、地殻変動の監視の

上で精度と速報性の両立に適当であることを確認した。また、観測時間が短い場合に頻発する突発的

な誤差（外れ値）が生じても、地殻変動の監視への影響を抑え、空間的に異常を識別できる面的監視

手法を開発し、気象庁のEPOSシステムに導入した。 
 
（副課題４）三次元数値モデルによる巨大地震発生シミュレーション 

 
副課題の到達目標 

数値シミュレーションの対象地域を東海地域から南海トラフとその周辺域に拡大することにより、東

海地震の予測精度を向上させるためのシナリオの改良を図ると共に巨大地震相互の連動性を評価でき

るようにシミュレーション手法を改良する。 
 
副課題の概要 

東海地域に適用した三次元摩擦構成則に基づく物理モデルを南海トラフ沿いに拡張し数値シミュレ

ーションを行って巨大地震相互の影響評価により連動の可能性を探る。また現実に近いスロースリップ

の再現実験を行う。 
 
副課題の成果 
（シミュレーション手法の改良） 

・シミュレーションの対象領域に応じたメッシュサイズの設定を可能とするため、メッシュサイズを細

分化（東海・東南海・南海地震の連動モデルは 10km から 5km へ、東海地域のスロースリップモデ

ルは 5km から 3km へ）できるようプログラム改良を行った。実際の計算は、計算資源の能力も考慮

し、研究効率の良い 10km、5km のメッシュサイズで主に行った。また、東海・東南海・南海地震の
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連動性の評価を可能とするため、アプリオリに与える拘束条件の少ないシミュレーションが行えるよ

うに手法を改良したプログラムを開発した。 
（東海地震のシナリオの改良） 

・シミュレーションを用いて、東海地震の想定震源域近傍で比較的規模が大きな地震が発生した場合の

東海地震の発生に与える影響について調査したところ、東海地震の発生時期に与える影響の幅は数日

から数年程度であり、その地震が発生する場所により、東海地震を早める場合も遅らせる場合もある

ことを明らかにした。 
・東海地域のスロースリップのモデルを改良することにより、観測されているスロースリップの領域、

すべり量と整合的なモデルを他の研究に先駆けて作成するとともに、スロースリップを繰り返しなが

ら東海地震に至る可能性があることを明らかにした。 
（南海トラフ沿いの巨大地震のシミュレーション） 

主に巨大地震の発生順序と破壊開始点に関する調査のためのシミュレーションを行い、以下の成果を

得た。 
・東海・東南海・南海地震の連動モデルを用いて、プレート境界の性質を表現するパラメーターを変化

させながら実施し、また、仮定するプレート形状を平面としたり、3 次元に変えたりしながら、地震

発生シミュレーションを複数行った。その結果、アスペリティが小さい場合の方が、また、摩擦パラ

メーター|a-b|（a-b はすべり速度の変化による摩擦力の変化量に相当する）が小さい場合の方が、

より早く地震が発生するという特徴を明らかにした。 
・また、フィリピン海プレートと大陸側のプレートとの境界について、複数の形状ですべり応答関数を

用いてシミュレーションを行ったところ、DD トモグラフィーの解析結果などから新たに作成した、

より現実に近いと考えられるプレート境界の形状（3 次元）を用いると、過去の南海トラフ沿い巨大

地震の破壊開始点と概ね整合した地震発生結果を得ることが分かった。3 次元のすべり応答関数を用

い、破壊開始点を概ね再現したシミュレーションとしては初めてのものである。 
・さらにプレート境界に異なる摩擦特性を与えてシミュレーションを行い、東南海・南海地震の連動に

ついて調査したところ、場合によってはプレートの沈み込みの速度の影響がプレート形状による影響

よりも大きくなり、それぞれの地震の発生順序が変わることがある例があることが分かった。また、

GPS による地殻変動の観測データとシミュレーションによる結果を比較することにより、より適切

なモデルパラメーターを推定することを他の研究に先駆けて行った。その結果、摩擦パラメーターa-b
の負の領域が従来考えられていた 10-30km の深さの範囲より狭い可能性があることを示した。 
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連動性の評価を可能とするため、アプリオリに与える拘束条件の少ないシミュレーションが行えるよ

うに手法を改良したプログラムを開発した。 
（東海地震のシナリオの改良） 

・シミュレーションを用いて、東海地震の想定震源域近傍で比較的規模が大きな地震が発生した場合の

東海地震の発生に与える影響について調査したところ、東海地震の発生時期に与える影響の幅は数日

から数年程度であり、その地震が発生する場所により、東海地震を早める場合も遅らせる場合もある

ことを明らかにした。 
・東海地域のスロースリップのモデルを改良することにより、観測されているスロースリップの領域、

すべり量と整合的なモデルを他の研究に先駆けて作成するとともに、スロースリップを繰り返しなが

ら東海地震に至る可能性があることを明らかにした。 
（南海トラフ沿いの巨大地震のシミュレーション） 

主に巨大地震の発生順序と破壊開始点に関する調査のためのシミュレーションを行い、以下の成果を

得た。 
・東海・東南海・南海地震の連動モデルを用いて、プレート境界の性質を表現するパラメーターを変化

させながら実施し、また、仮定するプレート形状を平面としたり、3 次元に変えたりしながら、地震

発生シミュレーションを複数行った。その結果、アスペリティが小さい場合の方が、また、摩擦パラ

メーター|a-b|（a-b はすべり速度の変化による摩擦力の変化量に相当する）が小さい場合の方が、

より早く地震が発生するという特徴を明らかにした。 
・また、フィリピン海プレートと大陸側のプレートとの境界について、複数の形状ですべり応答関数を

用いてシミュレーションを行ったところ、DD トモグラフィーの解析結果などから新たに作成した、

より現実に近いと考えられるプレート境界の形状（3 次元）を用いると、過去の南海トラフ沿い巨大

地震の破壊開始点と概ね整合した地震発生結果を得ることが分かった。3 次元のすべり応答関数を用

い、破壊開始点を概ね再現したシミュレーションとしては初めてのものである。 
・さらにプレート境界に異なる摩擦特性を与えてシミュレーションを行い、東南海・南海地震の連動に

ついて調査したところ、場合によってはプレートの沈み込みの速度の影響がプレート形状による影響

よりも大きくなり、それぞれの地震の発生順序が変わることがある例があることが分かった。また、

GPS による地殻変動の観測データとシミュレーションによる結果を比較することにより、より適切

なモデルパラメーターを推定することを他の研究に先駆けて行った。その結果、摩擦パラメーターa-b
の負の領域が従来考えられていた 10-30km の深さの範囲より狭い可能性があることを示した。 
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4. 山崎 明，青木重樹，吉田康宏，小林昭夫，阿部正雄，長田芳一，森脇健，関谷博，2005: 海底地

震計による「2004 年 9 月 5 日東海道沖の地震（Mj=7.4）」の余震観測. 地球惑星科学関連学会

2005年合同大会，S045-P010. 
5. 山崎明，青木重樹，吉田康宏，小林昭夫，勝間田明男，長田芳一，阿部正雄，松岡英俊，森脇健，

吉田知央，大河原斉揚，関谷博，新納孝寿，平松秀行，2006: 海底地震計による「2004年 9月

5日東海道沖の地震」の余震観測（2）. 日本地球惑星科学連合 2006年大会予稿集，S110-P008. 
6. 丹下豪，中村雅基，三上直也，山崎明，2006: 海底地震計による臨時観測データを用いた 2004年紀

伊半島沖地震（前震・本震・余震）の震源再決定.日本地震学会 2006年秋季大会予稿集，P210. 
7. 山崎明，岩切一宏，弘瀬冬樹，吉田康宏，青木重樹，田中昌之，久保田勲，森脇健，松岡英俊，大

河原斉揚，甲斐玲子，阿部正雄，西新三郎，関谷博，2007: 紀伊半島南方沖の南海トラフ軸周

辺における地震活動. 日本地球惑星科学連合 2007年大会予稿集, S144-P011． 
8. Yamazaki, A., 2008: Aftershock observation of the 2004 off the Kii Peninsula earthquake using 

ocean bottom seismometers. Proceeding of the 7th General Assembly of Asian Seismological 
Commission and the 2008 Fall meeting of Seismological Society of Japan, X2-029.  

9. Yamazaki, A., 2008: Seismic activity around the Nankai trough axis south off the Kii Peninsula 
obtained by ocean bottom seismometers. Proceeding of the 7th General Assembly of Asian 
Seismological Commission and the 2008 Fall meeting of Seismological Society of Japan, 
X2-030. 

２）地殻活動モニタリング手法の開発 
1. Yoshida, Y., H. Ueno, Y. Ishikawa, T. Kunitomo and M. Kumazawa, 2004: The observation and 

analysis of ACROSS signals by seismic networks - Determination of the transfer function -. 
Proceedings of 1st international workshop on active monitoring in the solid earth 
geophysics, 258-261 （S5-P01）. 

2. Kasahara, J., K. Tsuruga, Y. Hasada, K. Yamaoka, N. Fujii, Y. Yoshida, T. Kunitomo and M. 
Kumazawa, 2004: A proposal of imaging of the plate boundary using the active monitoring 
method -. Proceedings of 1st international workshop on active monitoring in the solid earth 
geophysics, 44-48 （S2-03）. 

3. 吉田康宏，上野寛，石川有三，國友孝洋，熊澤峰夫，2004:広域地震観測網によるアクロス信号観測

とその解析（その 2） －伝達関数の決定－. 地球惑星科学関連学会 2004 年合同大会予稿集，

J084-P004. 
4. 吉田康宏，高濱聡，針生義勝，國友孝洋，熊澤峰夫, 2004: 広域地震観測網によるアクロス信号観測

とその解析（その 3）－第５回試験送信の解析結果－. 日本地震学会 2004年度秋期大会予稿集，

B061 
5. 笠原順三，鶴我佳代子，羽佐田葉子，山岡耕春，國友孝洋，渡辺俊樹，吉田康宏，藤井直之，熊澤

峰夫, 2004: 沈み込むプレート境界の連続的アクティブ・モニタリングの提案. 日本地震学会

2004年度秋期予稿集，B062. 
6. 小林昭夫，吉田明夫, 2004: 東海スロースリップ現象に対応した舞阪の潮位及び地震活動の変化. 地

球惑星科学関連学会 2004年合同大会予稿集，D007-005． 
7. 吉田康宏，吉川澄夫，高濱聡，國友孝洋，熊澤峰夫，2005: 広域地震観測網によるアクロス信号観

測とその解析（その 4）—伝達関数の時間変化—. 地球惑星科学関連学会 2005年合同大会予稿

集，S080P-003. 
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8. 吉田康宏，吉川澄夫，2005:気象研究所におけるアクロス信号観測とその解析. 地球惑星科学関連学

会 2005年合同大会予稿集，S088-008. 
9. 吉田康宏，勝間田明男，青木重樹，高濱聡，國友孝洋，増田俊明，熊澤峰夫, 2006:静岡県森町にお

ける弾性波アクロス送信装置の設置―東海地震震源域の能動的監視を目指して―. 日本地球惑

星科学連合 2006年大会予稿集，S207-P001. 
10. 吉田康宏，勝間田明男，岩切一宏，高濱聡，國友孝洋，熊澤峰夫，増田 俊明, 2007:静岡県森町に

おけるアクロス信号送信.日本地球惑星科学連合 2007年大会予稿集, S231-P005． 
11. 小林昭夫，2007：潮位記録による地殻上下変動推定～津村による区分の確認と新たな提案～. 第 42

回海岸昇降検知センター総会．  
12. 吉田 康宏，勝間田 明男，岩切 一宏，国友 孝洋，熊沢 峰夫，増田 俊明, 2008: 静岡県森

町から送信されているアクロス信号の解析 －伝達関数の特徴－. 日本地球惑星科学連合 2008
年大会, O135-009. 

13. 吉田 康宏，岩切 一宏，勝間田 明男, 2008: 天竜船明トンネルに設置した地震アレイによる森

町アクロス送信信号の解析. 日本地球惑星科学連合 2008年大会予稿集, O135-002. 
14. 勝間田 明男，吉田 康宏，岩切 一宏, 2008: 弾性波アクロス送信波のフィリピン海プレート境界反

射点. 日本地球惑星科学連合 2008年大会予稿集, O135-003. 
15. 小林昭夫，2008：潮位記録を用いた地殻上下変動推定のための津村による海域区分の検証. 日本地

球惑星科学連合 2008年大会予稿集, D107-P001. 
16. Yoshida, Y., A. Katsumata, K. Iwakiri, M. Nishi, T. Kunitomo, M. Kumazawa and T. Masuda, 

2008: The temporal change in travel time detected by seismic ACROSS transmitter at 
Mori-machi. Proceeding of the 7th General Assembly of Asian Seismological Commission 
and the 2008 Fall meeting of Seismological Society of Japan, X3-080. 

17. Iwakiri, K., Y. Yoshida, A. Katsumata, H. Itoh, N. Fujii, M. Kumazawa, T. Kunitomo, M. 
Satomura, 2008: Analysis of seismic ACROSS signal at Morimachi using seismic array 
installed near Mt. Fuji Shizuoka Airport. Proceeding of the 7th General Assembly of Asian 
Seismological Commission and the 2008 Fall meeting of Seismological Society of Japan, 
X3-078. 

18. Kobayashi, A., 2008: Long-term slow slip events in the Bungo Channel deduced from tide gauge 
data. Proceeding of the 7th General Assembly of Asian Seismological Commission and the 
2008 Fall meeting of Seismological Society of Japan, Y4-204. 

３）新地殻変動観測手法の開発 
1. 小林昭夫，山本剛靖，吉川澄夫, 2004: GPS 東海地域 3時間解析値の面的監視. 地球惑星科学関連学

会 2004年合同大会予稿集, D008-013． 
2. 吉田明夫，小林昭夫, 2004: 2000年伊豆諸島北部地震火山活動時の地殻変動から推定される伊豆半島

北部境界. 地球惑星科学関連学会 2004年合同大会予稿集, T054-007． 
3. 山本剛靖，小林昭夫，吉川澄夫,2004: 東海，南関東地域における GPS 観測. 地球惑星科学関連学

会 2004年合同大会予稿集, D008-014． 
4 吉川澄夫, 2004: スロースリップとプレート間地震の発生への影響. 地球惑星科学関連学会 2004 年

合同大会予稿集，D007-004． 
5. 吉川澄夫, 2004: スロースリップの発生とプレート間巨大地震への影響. 日本測地学会 2004 年度秋

季大会予稿集, P91． 
6. Kobayashi, A., 2004: Loosening of the interplate coupling in the focal region of the anticipated 

Tokai earthquake induced by the 2000 seismo-volcanic event in the northern Izu Islands. 
Proceeding of The 5th Joint Meeting of the UJNR Panel on Earthquake Research． 

7. 勝間田 明男，山本 剛靖，吉川 澄夫，濱田 信生，2005:波長スイープ式マイケルソン干渉計による

絶対長測定に関する検討. 日本地震学会 2005年度秋季大会予稿集，C093. 
8. 小林昭夫，山本剛靖，吉田明夫，2005:2004 年紀伊半島南東沖地震（M7.1 及び M7.4）後に観測さ

れた地殻変動. 地球惑星科学関連学会 2005年合同大会予稿集，D007-010． 
9. Katsumata, A., T. Yamamoto, N. Hamada, and S. Yoshikawa, 2006: Laser Interferometer for 
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detection of slow-slip events.  Proceeding of The 6th Joint Meeting of the UJNR Panel on 
Earthquake Research,  P20. 

10. 勝間田明男，山本剛靖，2007：レーザー干渉計のデータ処理と波長スイープ制御. 日本地球惑星科

学連合 2007年大会予稿集, S147-002． 
11. 勝間田 明男，山本 剛靖，浜田 信生，吉川 澄夫, 2008: スロースリップ検知のための長基線レー

ザー伸縮計の開発. 日本地球惑星科学連合 2008年大会予稿集, S144-010. 
４）三次元数値モデルによる巨大地震発生シミュレーション 
1. 黒木英州，伊藤秀美，高山博之，吉田明夫, 2004: 3次元シミュレーションによる東南海・東海地震

の連動性の評価（序報）. 地球惑星科学関連学会 2004年合同大会予稿集, S044-019. 
2. 高山博之，伊藤秀美，黒木英州，吉田明夫, 2004: 東南海・南海地震の連動性の 3次元シミュレーシ

ョン（序報）. 地球惑星科学関連学会 2004年合同大会予稿集, S044-020. 
3. 黒木英州，高山博之，前田憲二，伊藤秀美，吉田明夫, 2004: 2つのアスペリティの連動的破壊に関

する数値実験 -東南海・南海地震の発生をモデルとした場合-. 日本地震学会 2004年度秋季大会

予稿集, A11. 
4 黒木英州，前田憲二，高山博之，伊藤秀美, 2004: 東海道沖の地震（2004/9/5 M7.4）が想定東海地震

に及ぼす影響－3次元シミュレーションモデルによる検討－. 日本地震学会 2004年度秋季大会，

PK16. 
5. 青木玲子，黒木英州，前田憲二，高山博之，伊藤秀美，2005: 想定震源域内で地震が発生した場合

の東海地震への影響. 地球惑星科学関連学会 2005年合同大会予稿集, S044P-007. 
6. 高山博之，前田憲二，弘瀬冬樹，伊藤秀美,2006: 地震時の取り扱いの違いによるシミュレーション

結果の比較. 日本地球惑星科学連合 2006年大会予稿集, S109-003. 
7. 弘瀬冬樹，高山博之，前田憲二，黒木英州，伊藤秀美, 2006:地震波放射減衰係数の変化が東海地震

のシミュレーションに与える影響.日本地球惑星科学連合 2006年大会予稿集, S109-P010. 
8. 弘瀬冬樹，高山博之，前田憲二，伊藤秀美, 2006:東海地域のスロースリップイベントの再現. 日本地

震学会 2006年度秋季大会予稿集, P095. 
9. 甲斐玲子，前田憲二，高山博之，弘瀬冬樹, 2006:スロースリップに相当する応力解放が発生した場

合の東海地震の発生時期の変化.日本地震学会 2006年度秋季大会予稿集, P096. 
10. 高山博之，弘瀬冬樹，前田憲二，伊藤秀美, 2007: プレート境界の形状の違いによる南海トラフ沿

いの大地震シミュレーションへの影響について. 日本地球惑星科学連合 2007 年大会予稿集, 
S143-012. 

11. 弘瀬冬樹，高山博之，前田憲二，伊藤秀美, 2007: 東海地域の長期的スロースリップイベントの再

現－その２－. 日本地球惑星科学連合 2007年大会予稿集, S143-P008. 
12. 高山博之，前田憲二，弘瀬冬樹, 2008：シミュレーションと GPS 観測による南海トラフ沿いの地

域の地殻変動の比較. 日本地球惑星科学連合 2008年大会予稿集, S142-015. 
13. 弘瀬冬樹，前田憲二，高山博之, 2008:東海地域の長期的スロースリップイベントの再現－その３－. 

日本地球惑星科学連合 2008年大会予稿集, S142-P010. 
14. Hirose F., K. Maeda, and H. Takayama, 2008: Simulation of the Recurrence of Long-term Slow 

Slip Events in the Tokai Region with Locally Elevated Pore Pressure. Proceeding of the 7th 
General Assembly of Asian Seismological Commission and the 2008 Fall meeting of 
Seismological Society of Japan, X3-053. 

15. Takayama H., K. Maeda, and F. Hirose, 2008: Estimation of a-b Value by Comparing Simulated 
Crustal Movement with GPS Observation. Proceeding of the 7th General Assembly of Asian 
Seismological Commission and the 2008 Fall meeting of Seismological Society of Japan, 
X3-062. 

16. Maeda K., Hirose F., and H. Takayama, 2008: Simulated Seismicity Rate Variation Related to 
the Long-term Tokai Slow Slip. Proceeding of the 7th General Assembly of Asian 
Seismological Commission and the 2008 Fall meeting of Seismological Society of Japan, 
X3-063.  
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物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究 
 
研究期間： 平成 16年度～平成 20年度 
研究代表者： 柴田清孝（環境・応用気象研究部 第一研究室長） 
 
研究担当者 
（副課題１）オゾン化学輸送モデルの開発・改良とオゾンの将来予測に関する研究 

柴田清孝、忠鉢繁、関山剛、出牛真（環境・応用気象研究部） 
 

（副課題２）エーロゾル化学輸送モデルの開発・改良とエーロゾルの影響評価に関する研究 

柴田清孝、財前祐二1)、高橋宙 1)、千葉 長 1)、直江寛明 2)、田中泰宙 2)（環境・応用気象研究部） 

 
（副課題３）炭素循環モデルの開発・改良と大気中二酸化炭素濃度の将来予測に関する研究 

栗原和夫、馬淵和雄（環境・応用気象研究部）、小畑淳（気候研究部）, 増田真次 3) （気象庁地球環境・

海洋部海洋気象課） 
 
研究の目的 

 大気中のオゾンや二酸化炭素等の化学種、エーロゾルなどの微量物質濃度の将来予測やそれらが放射

強制力に及ぼす影響の評価を行う。 
 
研究の到達目標 

大気中の化学種、エーロゾルなどの微量物質についての挙動を監視・予測するための数値モデルの開

発・改良を行い、数値モデルによるこれらの影響評価を行う。 
 
研究計画の概要 

① オゾン化学輸送モデルの開発・改良とオゾンの将来予測に関する研究 
・既存の成層圏化学輸送モデルをベースにして、最初は対流圏化学輸送モデルを開発し、次に両モデル

をマージさせる。そのためモデルトップを低くする代わりに化学種の数を増やし、対流圏の物理過程

が化学種に及ぼす影響のパラメタリゼーションの精度を上げる。 
・化学輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と比較し、

モデルの改良へと繋げる。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとしてモデル結果を補完

的に使い、オゾンに関わる現象の解明（成層圏オゾン減少の機構、化学的要因、力学的要因、対流圏

オゾンの変動要因、全オゾン変動への寄与）を進めると同時に、オゾンの将来予測に役立てていく。 
② エーロゾル化学輸送モデルの開発・改良とエーロゾルの影響評価に関する研究 
・既存のエーロゾル輸送モデルをベースにして、水酸基等の基幹となる化学種の与え方を改良するとと

もに、それぞれのエーロゾルの放射の一次散乱量のルックアップテーブル作成し、モデルに組み込ん

で多重散乱や大気場との相互作用をとおしてエーロゾル自身の放射効果（直接効果）を調べる。 
・エーロゾルが雲に与える影響も調べられる過程を開発する。最初は雲生成過程での粒径に及ぼす効果

（第一種間接効果）を表現するスキームを作り、次に雲粒子成長過程での滞留時間に及ぼす効果（第

二種間接効果）を表現するスキームを作り、最終的には雲のライフサイクルである生成・維持・消滅

過程のすべてを精度良く表現できるようにする。 
・エーロゾル輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と

比較し、それをモデルの改良へと繋げる。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとしてモ

デル結果を補完的に使い、エーロゾルの影響評価の精度を上げる。 
③ 二酸化炭素モデルの開発・改良と大気中濃度の将来予測に関する研究 
・炭素循環過程を組み込んだ大気海洋結合大循環モデル（炭素循環気候モデル）を開発・改良する。特

に、現在のところ不確実性の大きい炭素循環モデルの陸域生態系部分については、精巧な陸域生態系

モデルBAIM を組み込んだ気候モデルの長時間積分を実施して様々な変動機構を調べ、その結果を炭

素循環気候モデルの調整・改良に役立てる。 

                                                   
1) 平成 16～17年度、2) 平成 18～20年度、3) 平成 17年度 
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detection of slow-slip events.  Proceeding of The 6th Joint Meeting of the UJNR Panel on 
Earthquake Research,  P20. 

10. 勝間田明男，山本剛靖，2007：レーザー干渉計のデータ処理と波長スイープ制御. 日本地球惑星科
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究 
 
研究期間： 平成 16年度～平成 20年度 
研究代表者： 柴田清孝（環境・応用気象研究部 第一研究室長） 
 
研究担当者 
（副課題１）オゾン化学輸送モデルの開発・改良とオゾンの将来予測に関する研究 

柴田清孝、忠鉢繁、関山剛、出牛真（環境・応用気象研究部） 
 

（副課題２）エーロゾル化学輸送モデルの開発・改良とエーロゾルの影響評価に関する研究 

柴田清孝、財前祐二1)、高橋宙 1)、千葉 長 1)、直江寛明 2)、田中泰宙 2)（環境・応用気象研究部） 

 
（副課題３）炭素循環モデルの開発・改良と大気中二酸化炭素濃度の将来予測に関する研究 

栗原和夫、馬淵和雄（環境・応用気象研究部）、小畑淳（気候研究部）, 増田真次 3) （気象庁地球環境・

海洋部海洋気象課） 
 
研究の目的 

 大気中のオゾンや二酸化炭素等の化学種、エーロゾルなどの微量物質濃度の将来予測やそれらが放射

強制力に及ぼす影響の評価を行う。 
 
研究の到達目標 

大気中の化学種、エーロゾルなどの微量物質についての挙動を監視・予測するための数値モデルの開

発・改良を行い、数値モデルによるこれらの影響評価を行う。 
 
研究計画の概要 

① オゾン化学輸送モデルの開発・改良とオゾンの将来予測に関する研究 
・既存の成層圏化学輸送モデルをベースにして、最初は対流圏化学輸送モデルを開発し、次に両モデル

をマージさせる。そのためモデルトップを低くする代わりに化学種の数を増やし、対流圏の物理過程

が化学種に及ぼす影響のパラメタリゼーションの精度を上げる。 
・化学輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と比較し、

モデルの改良へと繋げる。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとしてモデル結果を補完

的に使い、オゾンに関わる現象の解明（成層圏オゾン減少の機構、化学的要因、力学的要因、対流圏

オゾンの変動要因、全オゾン変動への寄与）を進めると同時に、オゾンの将来予測に役立てていく。 
② エーロゾル化学輸送モデルの開発・改良とエーロゾルの影響評価に関する研究 
・既存のエーロゾル輸送モデルをベースにして、水酸基等の基幹となる化学種の与え方を改良するとと

もに、それぞれのエーロゾルの放射の一次散乱量のルックアップテーブル作成し、モデルに組み込ん

で多重散乱や大気場との相互作用をとおしてエーロゾル自身の放射効果（直接効果）を調べる。 
・エーロゾルが雲に与える影響も調べられる過程を開発する。最初は雲生成過程での粒径に及ぼす効果

（第一種間接効果）を表現するスキームを作り、次に雲粒子成長過程での滞留時間に及ぼす効果（第

二種間接効果）を表現するスキームを作り、最終的には雲のライフサイクルである生成・維持・消滅

過程のすべてを精度良く表現できるようにする。 
・エーロゾル輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と

比較し、それをモデルの改良へと繋げる。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとしてモ

デル結果を補完的に使い、エーロゾルの影響評価の精度を上げる。 
③ 二酸化炭素モデルの開発・改良と大気中濃度の将来予測に関する研究 
・炭素循環過程を組み込んだ大気海洋結合大循環モデル（炭素循環気候モデル）を開発・改良する。特

に、現在のところ不確実性の大きい炭素循環モデルの陸域生態系部分については、精巧な陸域生態系

モデルBAIM を組み込んだ気候モデルの長時間積分を実施して様々な変動機構を調べ、その結果を炭

素循環気候モデルの調整・改良に役立てる。 

                                                   
1) 平成 16～17年度、2) 平成 18～20年度、3) 平成 17年度 

研
究
報
告
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

・国内初の試みとして、炭素循環気候モデルを用いた温暖化予測実験を行い、気候要素や炭素分布の変

動を明らかにする。また、海洋や陸域の炭素循環を含まない場合の実験も幾つか行うことにより、温

暖化における海洋や陸域の炭素循環の役割を明らかにする。 
 
 

主な研究成果 
・100 年以上にわたって安定に積分できる成層圏オゾン化学輸送モデルを開発し、オゾン層の将来予測

の評価も行うことが出来た。また、地表付近の大気環境の影響評価のために、化学種の数が約 2 倍の

対流圏化学輸送モデルも開発し、数年の積分を安定に行うことができた。このモデルは引き続いて積

分を継続しており、安定な長期積分の目安となる 10 年程度の積分が期間内に行える予定である。 
・種々の組成（ダスト、海塩、硫酸系、炭素質系）のエーロゾルをエーロゾル化学輸送モデルに組み込

んで取り扱えるようになり、長期積分を行いその放射強制力を評価することができた。ただし、エー

ロゾルの間接効果については、第一種間接効果は比較的簡単なので旧バージョンの気象研究所気候モ

デル（MRI・JMA98）で行った。 
・炭素循環モデルの開発と、その大気海洋結合モデルへの組み込み（気候炭素循環モデル）を行い、モ

デルを用いた平均場の再現と歴史及び将来予測実験、各種変動実験を順序立てて実施した。これらに

より、温暖化における海洋や陸域の炭素循環の役割を、特に気温と二酸化炭素が負の相関になり得る

現象を、現実的に再現することができた。また、精巧な陸域生態系モデル BAIM
（Biosphere-Atmosphere Interaction Model）を組み込んだ気候モデルの長時間積分を実施して様々

な変動機構を調べた。 
・対流圏から中層大気まで包括的に予測できる化学気候モデルを開発し、気象庁紫外線予測のためのモ

デルとして提供し、また光化学オキシダント予測支援のためのプロトタイプモデルとして運用できる

ように開発を行った。 
・化学-気候モデル検証（CCMVal）への参加を通して成層圏オゾンの将来予測データ提供する予定。こ

れは 2010年のオゾン層科学アセスメントに使われる予定である。 
・気象庁へ紫外線予測情報提供のためのモデルを提供した。 
・気象庁へ光化学オキシダント予測用プロトタイプモデルを提供した。 
・気象庁へ黄砂予測モデルの各プロセスの改良版を提供した。 
・本研究で開発された炭素循環モデルは今後精緻化等の改良を施され、地球システムモデルの一部とし

て地球環境監視・予測業務や IPCC（気候変動に関する政府間パネル）に貢献する予定である。 
 

今後に残された問題点 
 ・エーロゾルの第二種間接効果については雲から雨への変換スキームが入ってくるため、雲が予報変数

である新しい気象研究所統一気候モデルで行うしか方法がなく、適切な影響評価は行えなかった。今

後は大気モデル側と歩調を合わせ、影響評価について研究を進める必要がある。 
 

 
成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 

気候システム・気候変動に関わる大気の物質循環についてのモデルをオゾン、エーロゾル、二酸化炭

素についてそれぞれ構築し、今後の地球システムモデルの高度化に向けての重要な基盤作成を行ったこ

とは評価に値する。また、紫外線・光化学オキシダント予測等の気象庁業務への貢献、WMO 等国際機

関への連携・貢献、各種マスコミへのアウトリーチ活動等、研究以外にも多くの活動が行われている。

研究活動自体についても、開発・改良されたモデルの性能や査読論文数などから十分評価され得ると考

えられる。ただ、エーロゾルの第二種間接効果については大気モデル側の進捗と位相が合わず残念であ

るが、今後の発展に期待する。 
 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 44件 
・口頭発表件数 113件 
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（副課題１）オゾン化学輸送モデルの開発・改良とオゾンの将来予測に関する研究 

 
副課題の到達目標 
・観測データの時間的空間的制約を補うツールとして成層圏オゾンや対流圏オゾンを精度良く表現でき

るモデルを開発・改良し、そのモデルによる長期ランデータと観測データの解析を併せてオゾンの変

動機構を明らかにする。 
 
副課題の概要 

既存の成層圏化学輸送モデルをベースにして、最初は対流圏化学輸送モデルを開発し、次に両モデル

をマージさせていく。そのため、モデルトップを低くする代わりに化学種の数を増やし、対流圏の物理

過程が化学種に及ぼす影響のパラメタリゼーションの精度を上げる。 
化学輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と比較し、

それをモデルの改良へと繋げる。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとしてモデル結果を

補完的に使い、オゾンに関わる現象の解明（成層圏オゾン減少の機構、化学的要因、力学的要因、対流

圏オゾンの変動要因、全オゾン変動への寄与）を進めると同時に、オゾンの将来予測に役立てる。 
 
副課題の成果 
・成層圏オゾン化学輸送モデルを用いたオゾン全量の短期予測精度検証を行った。 
・対流圏から中層大気まで包括的に予測できる化学-気候モデルを開発し、気象庁紫外線予測のためのモ

デルとして提供し、また光化学オキシダント予測支援のためのプロトタイプモデルとして運用できる

ように開発を行った。 
・WCRP（世界気候研究計画）の SPARC（成層圏過程とその気候への影響に関する研究計画）のコア

プロジェクトChemistry-Climate Model Validation Activity （CCMVal） に参加して、成層圏オゾ

ンの過去再現（1980-2004 年）と将来予測（1980-2099 年）の長期積分を行い、4 年ごとに刊行され

る「オゾン層の科学アセスメント 2006（WMO Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006）」 に
貢献した。 

・成層圏オゾンの長期モデルシミュレーションを行い、太陽周期変動現象の詳細な解析を行った。 
・成層圏オゾン化学輸送モデルおよびエーロゾル化学輸送モデルを用いたデータ同化システムの開発を

行った。 
 
（副課題２）エーロゾル化学輸送モデルの開発・改良とエーロゾルの影響評価に関する研究 

 
副課題の到達目標 

・エーロゾル化学輸送モデルを改良し、さらにエアロゾルの雲へ及ぼす影響（間接効果）を新たに組み

込んで、エーロゾルが放射強制力へ及ぼす影響評価を行う。 
 

副課題の概要 
既存のエーロゾル輸送モデルをベースにして、水酸基等の基幹となる化学種の与え方を改良するとと

もに、それぞれのエーロゾルの放射の一次散乱量のルックアップテーブル作成し、モデルに組み込んで

多重散乱や大気場との相互作用をとおしてエーロゾル自身の放射効果（直接効果）を調べる。 
 エーロゾルが雲に与える影響も調べられる過程を開発する。最初は雲生成過程での粒径に及ぼす効果

（第一種間接効果）を表現するスキームを作り、次に雲粒子成長過程での滞留時間に及ぼす効果（第二

種間接効果）を表現するスキームを作り、最終的には雲のライフサイクルである生成・維持・消滅過程

のすべてを精度良く表現できるようにする。 
エーロゾル輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と

比較し、それをモデルの改良へと繋げていく。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとして

モデル結果を補完的に使い、エーロゾルの影響評価の精度を上げていく。 
 
副課題の成果 
・エーロゾル粒子内における液相反応ならびに微物理過程における硫黄化合物の取り込みをモデル化し
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・国内初の試みとして、炭素循環気候モデルを用いた温暖化予測実験を行い、気候要素や炭素分布の変

動を明らかにする。また、海洋や陸域の炭素循環を含まない場合の実験も幾つか行うことにより、温

暖化における海洋や陸域の炭素循環の役割を明らかにする。 
 
 

主な研究成果 
・100 年以上にわたって安定に積分できる成層圏オゾン化学輸送モデルを開発し、オゾン層の将来予測

の評価も行うことが出来た。また、地表付近の大気環境の影響評価のために、化学種の数が約 2 倍の

対流圏化学輸送モデルも開発し、数年の積分を安定に行うことができた。このモデルは引き続いて積

分を継続しており、安定な長期積分の目安となる 10 年程度の積分が期間内に行える予定である。 
・種々の組成（ダスト、海塩、硫酸系、炭素質系）のエーロゾルをエーロゾル化学輸送モデルに組み込

んで取り扱えるようになり、長期積分を行いその放射強制力を評価することができた。ただし、エー

ロゾルの間接効果については、第一種間接効果は比較的簡単なので旧バージョンの気象研究所気候モ

デル（MRI・JMA98）で行った。 
・炭素循環モデルの開発と、その大気海洋結合モデルへの組み込み（気候炭素循環モデル）を行い、モ

デルを用いた平均場の再現と歴史及び将来予測実験、各種変動実験を順序立てて実施した。これらに

より、温暖化における海洋や陸域の炭素循環の役割を、特に気温と二酸化炭素が負の相関になり得る

現象を、現実的に再現することができた。また、精巧な陸域生態系モデル BAIM
（Biosphere-Atmosphere Interaction Model）を組み込んだ気候モデルの長時間積分を実施して様々

な変動機構を調べた。 
・対流圏から中層大気まで包括的に予測できる化学気候モデルを開発し、気象庁紫外線予測のためのモ

デルとして提供し、また光化学オキシダント予測支援のためのプロトタイプモデルとして運用できる

ように開発を行った。 
・化学-気候モデル検証（CCMVal）への参加を通して成層圏オゾンの将来予測データ提供する予定。こ

れは 2010年のオゾン層科学アセスメントに使われる予定である。 
・気象庁へ紫外線予測情報提供のためのモデルを提供した。 
・気象庁へ光化学オキシダント予測用プロトタイプモデルを提供した。 
・気象庁へ黄砂予測モデルの各プロセスの改良版を提供した。 
・本研究で開発された炭素循環モデルは今後精緻化等の改良を施され、地球システムモデルの一部とし

て地球環境監視・予測業務や IPCC（気候変動に関する政府間パネル）に貢献する予定である。 
 

今後に残された問題点 
 ・エーロゾルの第二種間接効果については雲から雨への変換スキームが入ってくるため、雲が予報変数

である新しい気象研究所統一気候モデルで行うしか方法がなく、適切な影響評価は行えなかった。今

後は大気モデル側と歩調を合わせ、影響評価について研究を進める必要がある。 
 

 
成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 

気候システム・気候変動に関わる大気の物質循環についてのモデルをオゾン、エーロゾル、二酸化炭

素についてそれぞれ構築し、今後の地球システムモデルの高度化に向けての重要な基盤作成を行ったこ

とは評価に値する。また、紫外線・光化学オキシダント予測等の気象庁業務への貢献、WMO 等国際機

関への連携・貢献、各種マスコミへのアウトリーチ活動等、研究以外にも多くの活動が行われている。

研究活動自体についても、開発・改良されたモデルの性能や査読論文数などから十分評価され得ると考

えられる。ただ、エーロゾルの第二種間接効果については大気モデル側の進捗と位相が合わず残念であ

るが、今後の発展に期待する。 
 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 44件 
・口頭発表件数 113件 
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（副課題１）オゾン化学輸送モデルの開発・改良とオゾンの将来予測に関する研究 

 
副課題の到達目標 
・観測データの時間的空間的制約を補うツールとして成層圏オゾンや対流圏オゾンを精度良く表現でき

るモデルを開発・改良し、そのモデルによる長期ランデータと観測データの解析を併せてオゾンの変

動機構を明らかにする。 
 
副課題の概要 

既存の成層圏化学輸送モデルをベースにして、最初は対流圏化学輸送モデルを開発し、次に両モデル

をマージさせていく。そのため、モデルトップを低くする代わりに化学種の数を増やし、対流圏の物理

過程が化学種に及ぼす影響のパラメタリゼーションの精度を上げる。 
化学輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と比較し、

それをモデルの改良へと繋げる。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとしてモデル結果を

補完的に使い、オゾンに関わる現象の解明（成層圏オゾン減少の機構、化学的要因、力学的要因、対流

圏オゾンの変動要因、全オゾン変動への寄与）を進めると同時に、オゾンの将来予測に役立てる。 
 
副課題の成果 
・成層圏オゾン化学輸送モデルを用いたオゾン全量の短期予測精度検証を行った。 
・対流圏から中層大気まで包括的に予測できる化学-気候モデルを開発し、気象庁紫外線予測のためのモ

デルとして提供し、また光化学オキシダント予測支援のためのプロトタイプモデルとして運用できる

ように開発を行った。 
・WCRP（世界気候研究計画）の SPARC（成層圏過程とその気候への影響に関する研究計画）のコア

プロジェクトChemistry-Climate Model Validation Activity （CCMVal） に参加して、成層圏オゾ

ンの過去再現（1980-2004 年）と将来予測（1980-2099 年）の長期積分を行い、4 年ごとに刊行され

る「オゾン層の科学アセスメント 2006（WMO Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006）」 に
貢献した。 

・成層圏オゾンの長期モデルシミュレーションを行い、太陽周期変動現象の詳細な解析を行った。 
・成層圏オゾン化学輸送モデルおよびエーロゾル化学輸送モデルを用いたデータ同化システムの開発を

行った。 
 
（副課題２）エーロゾル化学輸送モデルの開発・改良とエーロゾルの影響評価に関する研究 

 
副課題の到達目標 

・エーロゾル化学輸送モデルを改良し、さらにエアロゾルの雲へ及ぼす影響（間接効果）を新たに組み

込んで、エーロゾルが放射強制力へ及ぼす影響評価を行う。 
 

副課題の概要 
既存のエーロゾル輸送モデルをベースにして、水酸基等の基幹となる化学種の与え方を改良するとと

もに、それぞれのエーロゾルの放射の一次散乱量のルックアップテーブル作成し、モデルに組み込んで

多重散乱や大気場との相互作用をとおしてエーロゾル自身の放射効果（直接効果）を調べる。 
 エーロゾルが雲に与える影響も調べられる過程を開発する。最初は雲生成過程での粒径に及ぼす効果

（第一種間接効果）を表現するスキームを作り、次に雲粒子成長過程での滞留時間に及ぼす効果（第二

種間接効果）を表現するスキームを作り、最終的には雲のライフサイクルである生成・維持・消滅過程

のすべてを精度良く表現できるようにする。 
エーロゾル輸送モデルの検証のため、それぞれの達成段階において、観測値を解析してモデル結果と

比較し、それをモデルの改良へと繋げていく。さらに、観測の時空間の不連続を解消するツールとして

モデル結果を補完的に使い、エーロゾルの影響評価の精度を上げていく。 
 
副課題の成果 
・エーロゾル粒子内における液相反応ならびに微物理過程における硫黄化合物の取り込みをモデル化し

研
究
報
告
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た。 
・黄砂予測モデルの大気境界層過程・地表面過程の改善を行った。 
・エーロゾル化学輸送モデルを開発し、エーロゾルの直接効果、および、（第一種）間接効果（雲アルベ

ド効果）の評価を行った。 
・成層圏硫酸エーロゾル過程を開発し、エーロゾルと大気光化学との相互作用の影響評価を行った。 

 
 
（副課題３）炭素循環モデルの開発・改良と大気中二酸化炭素濃度の将来予測に関する研究 

 
副課題の到達目標 

・炭素循環過程の陸域生態系部分に調整・改良を加え、炭素循環過程を大気海洋結合大循環モデルに組

み込み炭素循環モデルを開発し、改良する。炭素循環モデルを用いて温暖化予測実験を行い、気候要

素や炭素分布の変動を明らかにする。 
 
副課題の概要 

炭素循環過程を組み込んだ大気海洋結合大循環モデル（炭素循環気候モデル）を開発・改良する。特

に、現在のところ不確実性の大きい炭素循環モデルの陸域生態系部分については、精巧な陸域生態系モ

デルBAIM を組み込んだ気候モデルの長時間積分を実施して様々な変動機構を調べ、その結果を炭素循

環気候モデルの調整・改良に役立てる。 
 国内初の試みとして、炭素循環気候モデルを用いた温暖化予測実験を行い、気候要素や炭素分布の変

動を明らかにする。また、海洋や陸域の炭素循環を含まない場合の実験も幾つか行うことにより、温暖

化における海洋や陸域の炭素循環の役割を明らかにする。 
 
副課題の研究成果 

・陸域と海洋の炭素循環モデルを開発し、気象研究所大気海洋結合大循環モデル（MRI-CGCM2）へ組

み込み、気候炭素循環モデルを作成し、産業革命以前に相当する定常状態を再現した。 

・産業革命以後の化石燃料消費による二酸化炭素排出量をモデルに与えて歴史実験を行い、現代までの

温暖化と大気二酸化炭素増加を再現した。 

・化石燃料炭素排出シナリオによる 21 世紀予測実験を行い、温暖化と大気二酸化炭素増加について各

国研究機関の同様なモデルによる予測範囲に入る妥当な結果を得た。 
・モデルの北大西洋に淡水を与えた実験（氷床融水を想定）では、北大西洋熱塩循環停止による北半球

の寒冷化で陸域生態系が衰退、大気二酸化炭素が 10ppm 未満増加し、約 13000 年前の古気候記録と

ほぼ一致した。 
・将来の化石燃料炭素排出の場合の淡水流入実験では、深層への輸送の弱まりによって海洋の化石燃料

炭素吸収が減少するため、大気二酸化炭素は淡水流入無しの実験に比べて増加した。これらの実験に

より、通常は相関の良い気温と大気二酸化炭素濃度も、分離した振る舞い（寒冷化と二酸化炭素増加）

を示し得る事が明らかになった。 
・陸域生態系モデルBiosphere-Atmosphere Interaction Model （BAIM）の植物生態モデルとしての

特性をより高め、植物内及び土壌中炭素蓄積量をモデル内変数として取り入れた BAIM Ver.2 
（BAIM2）を開発した。 

・全球気候モデルおよび地域気候モデルの陸域生態過程を BAIM2 にヴァージョンアップすることによ

り、物理的気象要素及び大気中二酸化炭素濃度の時間的・空間的変動と、陸域植生の物理的形状及び

植生・土壌内炭素蓄積量の時間的・空間的変動の相互作用が full-couple で再現できるモデルを開発し

た。 
・全球気候モデルについて検証を行った結果、大気中二酸化炭素濃度の南北半球における季節変化の違

い、および年々増加の特徴などを再現できていることが分かった。また、植生タイプごとの炭素収支

についても、その特徴を再現できていることが分かった。 
・全球気候モデルによる数値実験を行った結果、アジア域熱帯林における植生変動は、地域的なエネル

ギー収支・炭素収支に有意な変動をもたらすことが明らかとなり、森林植生変動と気候変動・炭素循

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

環変動との関係に関する新たな科学的な知見が得られた。 
・東アジア域を対象とした地域気候モデルによる数値実験を行った結果、東アジアにおける陸域生態系

が介在した炭素循環と気候要因の変動の間には、地域ごとの典型的な関係があることが分かった。 
 
成果発表一覧 
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Kodera, F. Lott, E. Manzini, D. Marsh, K. Matthes, T. Nagashima, K. Shibata, R. S. 
Stolarski, H. Struthers, W. Tian, 2008: Coupled chemistry climate model simulations 
of the solar cycle in ozone and temperature, J. Geophys. Res., 113, D11306, 
doi:10.1029/2007JD009391. 

2. Gettelman, A., T. Birner, V. Eyring, H. Akiyoshi, D. A. Plummer, M. Dameris, S. Bekki, F. 
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recoveryon the southern hemisphere westerly jet, Science, 320, 1486-1489, 
doi:10.1126/science.1155939. 
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Butchart, N., Chipperfield, M. P., Dameris, M., Deushi, M., Eyring, V., Giorgetta, M. 
A., Kinnison, D. E., Mancini, E., Marsh, D. R., Nagashima, T., Pitari, G., Plummer, D. 
A., Rozanov, E., Shibata, K., and Tian, W., 2008: Clear sky UV simulations in the 
21st century based on ozone and temperature projections from chemistry-climate 
models, Atmos. Chem. Phys. Discuss., 8, 13043-13062. 

8. Charlton, J. A., L. M. Polvani, J. Perlwitz, F. Sassi, E. Manzini, K. Shibata, S. Pawson, J. 
E. Nielsen, and D. Rind, 2007: A new look at stratospheric sudden warmings. Part II. 
Evaluation of numerical model simulations, J. Clim., 20, 470-488, 
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Stolarski, W. Tian, and M. Yoshiki, 2007: Multimodel projections of stratospheric 
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mean meridional circulation due to increased CO2: Radiation- and sea surface 
temperature-induced effects, J. Geophys. Res., 112, D16103, 
doi:10.1029/2006JD008219. 

� － 82 －



2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

た。 
・黄砂予測モデルの大気境界層過程・地表面過程の改善を行った。 
・エーロゾル化学輸送モデルを開発し、エーロゾルの直接効果、および、（第一種）間接効果（雲アルベ

ド効果）の評価を行った。 
・成層圏硫酸エーロゾル過程を開発し、エーロゾルと大気光化学との相互作用の影響評価を行った。 

 
 
（副課題３）炭素循環モデルの開発・改良と大気中二酸化炭素濃度の将来予測に関する研究 

 
副課題の到達目標 

・炭素循環過程の陸域生態系部分に調整・改良を加え、炭素循環過程を大気海洋結合大循環モデルに組

み込み炭素循環モデルを開発し、改良する。炭素循環モデルを用いて温暖化予測実験を行い、気候要

素や炭素分布の変動を明らかにする。 
 
副課題の概要 

炭素循環過程を組み込んだ大気海洋結合大循環モデル（炭素循環気候モデル）を開発・改良する。特

に、現在のところ不確実性の大きい炭素循環モデルの陸域生態系部分については、精巧な陸域生態系モ

デルBAIM を組み込んだ気候モデルの長時間積分を実施して様々な変動機構を調べ、その結果を炭素循

環気候モデルの調整・改良に役立てる。 
 国内初の試みとして、炭素循環気候モデルを用いた温暖化予測実験を行い、気候要素や炭素分布の変

動を明らかにする。また、海洋や陸域の炭素循環を含まない場合の実験も幾つか行うことにより、温暖

化における海洋や陸域の炭素循環の役割を明らかにする。 
 
副課題の研究成果 

・陸域と海洋の炭素循環モデルを開発し、気象研究所大気海洋結合大循環モデル（MRI-CGCM2）へ組

み込み、気候炭素循環モデルを作成し、産業革命以前に相当する定常状態を再現した。 

・産業革命以後の化石燃料消費による二酸化炭素排出量をモデルに与えて歴史実験を行い、現代までの

温暖化と大気二酸化炭素増加を再現した。 

・化石燃料炭素排出シナリオによる 21 世紀予測実験を行い、温暖化と大気二酸化炭素増加について各

国研究機関の同様なモデルによる予測範囲に入る妥当な結果を得た。 
・モデルの北大西洋に淡水を与えた実験（氷床融水を想定）では、北大西洋熱塩循環停止による北半球

の寒冷化で陸域生態系が衰退、大気二酸化炭素が 10ppm 未満増加し、約 13000 年前の古気候記録と

ほぼ一致した。 
・将来の化石燃料炭素排出の場合の淡水流入実験では、深層への輸送の弱まりによって海洋の化石燃料

炭素吸収が減少するため、大気二酸化炭素は淡水流入無しの実験に比べて増加した。これらの実験に

より、通常は相関の良い気温と大気二酸化炭素濃度も、分離した振る舞い（寒冷化と二酸化炭素増加）

を示し得る事が明らかになった。 
・陸域生態系モデルBiosphere-Atmosphere Interaction Model （BAIM）の植物生態モデルとしての

特性をより高め、植物内及び土壌中炭素蓄積量をモデル内変数として取り入れた BAIM Ver.2 
（BAIM2）を開発した。 

・全球気候モデルおよび地域気候モデルの陸域生態過程を BAIM2 にヴァージョンアップすることによ

り、物理的気象要素及び大気中二酸化炭素濃度の時間的・空間的変動と、陸域植生の物理的形状及び

植生・土壌内炭素蓄積量の時間的・空間的変動の相互作用が full-couple で再現できるモデルを開発し

た。 
・全球気候モデルについて検証を行った結果、大気中二酸化炭素濃度の南北半球における季節変化の違

い、および年々増加の特徴などを再現できていることが分かった。また、植生タイプごとの炭素収支

についても、その特徴を再現できていることが分かった。 
・全球気候モデルによる数値実験を行った結果、アジア域熱帯林における植生変動は、地域的なエネル

ギー収支・炭素収支に有意な変動をもたらすことが明らかとなり、森林植生変動と気候変動・炭素循
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環変動との関係に関する新たな科学的な知見が得られた。 
・東アジア域を対象とした地域気候モデルによる数値実験を行った結果、東アジアにおける陸域生態系

が介在した炭素循環と気候要因の変動の間には、地域ごとの典型的な関係があることが分かった。 
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地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究 
 
研究期間： 平成 16年度～平成 20年度 
研究代表者： 濱田信生1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 4)（地震火山研究部長） 
 
研究担当者 
（副課題１）不均質な場を考慮に入れた震源パラメータ及び地震活動パラメータの推定手法に関する研究 

前田憲二、干場充之 4)、高山博之、中村雅基 1)、大竹和生 5)、青木重樹 4) 、黒木英州 6)、弘瀬冬樹 7) 、
高山寛美 2) 、勝間田明男 8)、林  豊 9)、岩切一宏 5)（地震火山研究部）、細野耕司 1) 、西 政樹 9)（気

象庁地震火山部）中村雅基 7)（気象大学校） 
 

（副課題２）地震発生機構に関する研究 

吉川澄夫 1)、勝間田明男 7)、吉田康宏、山崎 明、青木重樹 10)、岩切一宏 8)、高山寛美 11)、前田憲二 8)、

林  豊（地震火山研究部）、青木重樹 12)（気象庁地震火山部）、藤井郁子 5)（地磁気観測所）、勝間田

明男 1)（気象大学校） 
 

（副課題３）地震サイクルの中で様々な時空間的特徴をもつ地殻変動に関する研究 

吉川澄夫 1)、勝間田明男 7) 、小林昭夫、山本剛靖、高山寛美 11)、林  豊（地震火山研究部） 
 

研究の目的 
 近年地震・地殻変動関係の全国基盤観測網の観測データが公開される体制が整備された結果、プレー

ト間のスロースリップや、地殻底下部での低周波地震（微動）の発生など今まで予想されなかったよう

な興味深い現象が次々と発見されている。このような新しい観測データの有効利用がすすめば、さらに

色々な知見が得られることが期待されることから、今後の研究を効率よく進めるため、これら観測デー

タの有機的に結合し、一層の有効利用のための手法の開発を進める。 
 
研究の到達目標 
 地殻構造の不均質性については、内陸部の地殻については 10km メッシュの三次元構造モデルの確立

と、その震源決定精度向上への応用技術の開発を目指す。地震活動については、高密度高感度の観測デ

ータを活用した巨大地震などの破壊過程の解析や地震発生準備過程の評価手法の改善を図る。地殻変動

に関しては解析技術の向上によるS/N 比の向上により、スロースリップなど各種変動の検出レベルの改

善と、変動要因の分析による知見の蓄積をはかる。 
 

研究計画の概要 
下記の 3つのサブ課題に沿って研究を行い、観測データの有効利用のための手法の開発を進める。 
① 不均質な場を考慮に入れた震源パラメータ及び地震活動パラメータの推定手法に関する研究 
② 地震発生機構と地殻構造に関する基礎的研究 
③ 地震サイクルの中で様々な時空間的特徴をもつ地殻変動に関する研究 
 

主な研究成果 
・3 次元不均質速度構造モデルを構築し、それを用いた詳細な震源分布の解析や、プレート形状の把握

を行うことができた。 
・地震波速度の不連続面の推定手法の改良により地殻構造の推定精度を向上させることができた。 
・地震活動評価に関しては、物理モデルに基づく地震活動の変化の定量的予測の可能性を示すと共に、

相似地震を 1つのモデルとして、統計的地震発生予測における地震活動パラメータの推定方法の改良

を行うなど、今後の地震活動の予測研究につながる研究成果をあげた。 
・研究期間内に発生した大地震及び過去のいくつかの大地震の破壊過程の解析を行った。 

                                                   
1) 平成 16年度、2)平成 17~18年度、3)平成 19年度、4)平成 20年度、5)平成 19~20年度、6)平成 16~18年度、
7) 平成 17~20年度、8) 平成 18~20年度、9)平成 17年度 10)平成 16~17年度、11)平成 16~19年度、12)平成 18~19
年度 
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16th International Conference on Nucleation and Atmospheric Aerosols  (ICNAA), 
Kyoto. 

112. 財前祐二、田中泰宙、岡田菊夫、柴田清孝、2004：エアロゾル輸送モデルを用いた PACE-7
観測結果の再現、2004 年秋季気象学会予稿集 p337 

113. 栗原和夫、馬淵和雄、佐々木秀孝、高藪出、小畑淳、村崎万代、山本哲、清野直子、三上正

男、佐藤康雄、長友利晴、石原幸司、真木貴史、増田真次、日本の地域気候変動予測を

めざして、気象研究所、研究成果発表会発表用要旨集. 
 
 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究 
 
研究期間： 平成 16年度～平成 20年度 
研究代表者： 濱田信生1)、伊藤秀美 2)、森滋男 3)、吉川澄夫 4)（地震火山研究部長） 
 
研究担当者 
（副課題１）不均質な場を考慮に入れた震源パラメータ及び地震活動パラメータの推定手法に関する研究 

前田憲二、干場充之 4)、高山博之、中村雅基 1)、大竹和生 5)、青木重樹 4) 、黒木英州 6)、弘瀬冬樹 7) 、
高山寛美 2) 、勝間田明男 8)、林  豊 9)、岩切一宏 5)（地震火山研究部）、細野耕司 1) 、西 政樹 9)（気

象庁地震火山部）中村雅基 7)（気象大学校） 
 

（副課題２）地震発生機構に関する研究 

吉川澄夫 1)、勝間田明男 7)、吉田康宏、山崎 明、青木重樹 10)、岩切一宏 8)、高山寛美 11)、前田憲二 8)、

林  豊（地震火山研究部）、青木重樹 12)（気象庁地震火山部）、藤井郁子 5)（地磁気観測所）、勝間田

明男 1)（気象大学校） 
 

（副課題３）地震サイクルの中で様々な時空間的特徴をもつ地殻変動に関する研究 

吉川澄夫 1)、勝間田明男 7) 、小林昭夫、山本剛靖、高山寛美 11)、林  豊（地震火山研究部） 
 

研究の目的 
 近年地震・地殻変動関係の全国基盤観測網の観測データが公開される体制が整備された結果、プレー

ト間のスロースリップや、地殻底下部での低周波地震（微動）の発生など今まで予想されなかったよう

な興味深い現象が次々と発見されている。このような新しい観測データの有効利用がすすめば、さらに

色々な知見が得られることが期待されることから、今後の研究を効率よく進めるため、これら観測デー

タの有機的に結合し、一層の有効利用のための手法の開発を進める。 
 
研究の到達目標 
 地殻構造の不均質性については、内陸部の地殻については 10km メッシュの三次元構造モデルの確立

と、その震源決定精度向上への応用技術の開発を目指す。地震活動については、高密度高感度の観測デ

ータを活用した巨大地震などの破壊過程の解析や地震発生準備過程の評価手法の改善を図る。地殻変動

に関しては解析技術の向上によるS/N 比の向上により、スロースリップなど各種変動の検出レベルの改

善と、変動要因の分析による知見の蓄積をはかる。 
 

研究計画の概要 
下記の 3つのサブ課題に沿って研究を行い、観測データの有効利用のための手法の開発を進める。 
① 不均質な場を考慮に入れた震源パラメータ及び地震活動パラメータの推定手法に関する研究 
② 地震発生機構と地殻構造に関する基礎的研究 
③ 地震サイクルの中で様々な時空間的特徴をもつ地殻変動に関する研究 
 

主な研究成果 
・3 次元不均質速度構造モデルを構築し、それを用いた詳細な震源分布の解析や、プレート形状の把握

を行うことができた。 
・地震波速度の不連続面の推定手法の改良により地殻構造の推定精度を向上させることができた。 
・地震活動評価に関しては、物理モデルに基づく地震活動の変化の定量的予測の可能性を示すと共に、

相似地震を 1つのモデルとして、統計的地震発生予測における地震活動パラメータの推定方法の改良

を行うなど、今後の地震活動の予測研究につながる研究成果をあげた。 
・研究期間内に発生した大地震及び過去のいくつかの大地震の破壊過程の解析を行った。 

                                                   
1) 平成 16年度、2)平成 17~18年度、3)平成 19年度、4)平成 20年度、5)平成 19~20年度、6)平成 16~18年度、
7) 平成 17~20年度、8) 平成 18~20年度、9)平成 17年度 10)平成 16~17年度、11)平成 16~19年度、12)平成 18~19
年度 

研
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・それぞれの地震の余震活動の解析により地殻内の複雑な断層構造の存在を明らかにし、地震ごとの余

震活動度の違いを解明した。 
・地震発生に至る過程の評価手法の改善については、規模の大きな地震でも同じ破壊を繰り返している

ことの確認・地殻変動に対応した地震活動等の変化の検知などの関連研究成果をあげた。 
・地殻変動解析技術の向上によるS/N 比の向上については、歪変化に対する降水・地下水位の影響の除

去手法の研究を進め、数ヶ月から数年程度における変動検出レベルの改善が図られた。 
・地殻変動の要因分析による知見の蓄積については、愛知県下の短期的スロースリップを中心に、変動

源推定手法の改善を行い、その結果、それにより現象の解明が進んだ。 
・海域の地殻変動観測技術の開発については、資料調査による既存技術・データ精度の検討にとどまっ

た。 
・気象庁および各管区気象台で実施予定の地震活動のレベル化に向けた準備の業務において、地震活動

の推移を評価するための予備的処理ツールとして開発した「デクラスター処理プログラム」が使用さ

れている。 
・メカニズム解の自動決定手法、各種地震活動パラメータの推定プログラム（気象庁と共同開発）が気

象庁業務に使用開始された。 
・本研究で改良した近地加速度記録を利用する破壊過程解析プログラムの気象庁業務での使用が開始さ

れた。 
・3 次元震源計算手法による震源分布を用いて地震火山部が作成した資料等が、地震防災対策強化地域

判定会・地震調査委員会・地震予知連絡会等に提示され、地震活動の評価や東海地震の検討に利用さ

れた。 
・近年発生した大地震の破壊過程解析や余震活動の詳細な調査を気象庁地震火山部と共同で実施した。

これらの成果は地震調査委員会、地震予知連絡会等に提出され、地震活動の評価に利用された。 
・愛知県および長野県南部の短期的スロースリップに関する解析結果について、地震防災対策強化地域

判定会・地震調査委員会・地震予知連絡会等に報告した。 
・東北大学と協力して、東北日本の沿岸で発生する相似地震の確率予測実験を開始した。 
・DD トモグラフィーを用いた詳細なフィリピン海プレートの形状は当所の特別研究「東海地震の予測

精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究」に活用された。 
 

今後に残された問題点 
・大地震の破壊過程解析今後も精度や迅速性など更なる解析技術の向上が必要である。特に海域では陸

域に比べて震源決定に必要な精度が得られていないことから、自己浮上式海底地震計の機動観測によ

る構造モデルの改良などを通じ観測精度向上が求められる。 

・海底地殻変動観測技術の開発が十分な成果を上げられなかった点については、海域の地殻変動を早期

に捕捉することは重要な課題であるので今後も検討をおこなう。 

 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
地震および地殻変動の分野の多岐にわたる研究項目を含んでおり研究目標も多かったが、各目標に

ついて一定の成果を上げていることは評価できる。 
3 次元構造モデルが確立できたことにより、気象庁ルーチン業務で 1 次元モデルに基づき行ってい

る震源決定の精度を今後飛躍的に向上させる可能性がある。この成果は地震活動評価の精度にも直結

するものであり、ルーチン業務への早期導入が望まれる。大地震の破壊過程解析は、地震発生直後に

緊急に開催される地震調査委員会や地震予知連絡会などの提出資料に使用されており気象庁業務に大

きく貢献している。今後も精度や迅速性など更なる解析技術の向上が必要である。特に海域では陸域

に比べて震源決定に必要な精度が得られていないことから、自己浮上式海底地震計の機動観測による

構造モデルの改良などを通じ観測精度向上が求められる。 
東海地域の歪計で初めて確認された短期的スロースリップについての本研究の事例解析の結果は、

想定震源域周辺の現象として東海地震との関連性を位置づけるものであり、監視業務に貢献した業績

は大きい。海底地殻変動観測技術の開発が十分な成果を上げられなかった点については体制が不十分

であったということも原因と考えられるが、海域の地殻変動を早期に捕捉することは重要な課題であ

るので今後も検討の継続を期待する。 
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3 つのサブ課題相互の関連性については他分野の研究者からは分かりにくい面もあったかもしれな

い。今後は地震と地殻変動の広い帯域の現象を説明できる物理モデルの確立に期待したい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 48件 
・口頭発表件数 116件 

 
 
（副課題１）不均質な場を考慮に入れた震源パラメータ及び地震活動パラメータの推定手法に関する研究 

 
副課題の到達目標 
・全国を対象とした内陸浅部 10km、その他 20kmメッシュの 3 次元速度構造モデルの確立と、それを用

いた震源パラメータと地震活動パラメータの精度向上への応用技術の開発を目指す。また、火山等観

測点分布の密な地域におけるより詳細なメッシュの 3次元速度構造モデルを確立し、震源パラメータ

と地震活動パラメータの精度向上を目指す。さらに、3 次元速度構造をはじめとする不均質な場と、

求められた震源パラメータや地震活動パラメータとの関連について明らかにする。 
 
副課題の概要 

・全国規模で 3次元速度構造を内陸浅部 10km、その他 20km メッシュで求める。また、代表的な火

山を対象として、より細かなメッシュで 3次元速度構造を求める。 
・求められた 3 次元速度構造に基づいた震源、発震機構の決定手法を開発する。また、3 次元速度構

造をはじめとする不均質な場と、求められた震源パラメータとの関連について明らかにする。 
・3 次元速度構造を用いて決定された震源パラメータを基に、群発地震活動等を対象にして時空間不

均質性を考慮した地震活動パラメータの推定手法を開発する。また、3 次元速度構造をはじめとする不

均質な場と、求められた地震活動パラメータとの関連について明らかにする。 
 
副課題の成果 
（3次元速度構造および地殻構造の推定） 
①日本全国を対象とした 3次元速度構造について、気象庁一元化業務で得られたデータや海底地震計の

データ、さらには、屈折法探査の結果を用いて、当初の目標どおり、陸域については 10km、それ以

外については 20km の高解像度のモデルを構築し、さらに、改良を重ねた。この 3次元速度構造モデ

ルを用いることにより、プレート形状に整合的な沖合の地震の震源分布が得られるようになるととも

に、内陸の地震でもクラスター構造の識別が可能となるなどの改善が見られた。さらに、富士山付近・

霧島山付近の詳細な 3次元速度構造モデルを構築した。 
②関東地方に沈み込むフィリピン海プレートの詳細な 3 次元構造を求め、この地域でのプレート形状モ

デルを構築した。さらに、微小地震までのメカニズム解を求めた。これらにより、関東直下に沈み込

むプレートの凹凸がわかり、さらにはフィリピン海プレートばかりでなく、太平洋プレートも局所的

に窪んでいることが新たに分かった。 
③走時データを用いて不連続面の深さを推定する手法を改良し、これまで一例しかなかった日本列島域

にわたるコンラッド面・モホ面の深さ分布推定結果を得た。 
④鳥取沖および島根沖の測線において海底電磁気観測を実施した。得られた観測データを陸上での観測

データと併せて解析することにより、深さ約 100km までの信頼度の高い比抵抗構造を得ることがで

きた。 
（地震活動パラメータの推定） 
⑤応力変化と地震活動度変化を関連付ける地震発生の物理モデルに基づき、大地震の周辺における地震

活動の変化を定量的に再現することを試みた。その結果、大地震による静的応力変化だけでなく、動

的効果（地震動による影響）をも加味したモデルにより、実際の地震活動の変化をよく説明できるこ

とが分かった。 
⑥地震活動パラメータの 1 つである b 値（規模別頻度分布の傾き係数）を詳細に調査し、海域でのアス
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・それぞれの地震の余震活動の解析により地殻内の複雑な断層構造の存在を明らかにし、地震ごとの余

震活動度の違いを解明した。 
・地震発生に至る過程の評価手法の改善については、規模の大きな地震でも同じ破壊を繰り返している

ことの確認・地殻変動に対応した地震活動等の変化の検知などの関連研究成果をあげた。 
・地殻変動解析技術の向上によるS/N 比の向上については、歪変化に対する降水・地下水位の影響の除

去手法の研究を進め、数ヶ月から数年程度における変動検出レベルの改善が図られた。 
・地殻変動の要因分析による知見の蓄積については、愛知県下の短期的スロースリップを中心に、変動

源推定手法の改善を行い、その結果、それにより現象の解明が進んだ。 
・海域の地殻変動観測技術の開発については、資料調査による既存技術・データ精度の検討にとどまっ

た。 
・気象庁および各管区気象台で実施予定の地震活動のレベル化に向けた準備の業務において、地震活動

の推移を評価するための予備的処理ツールとして開発した「デクラスター処理プログラム」が使用さ

れている。 
・メカニズム解の自動決定手法、各種地震活動パラメータの推定プログラム（気象庁と共同開発）が気

象庁業務に使用開始された。 
・本研究で改良した近地加速度記録を利用する破壊過程解析プログラムの気象庁業務での使用が開始さ

れた。 
・3 次元震源計算手法による震源分布を用いて地震火山部が作成した資料等が、地震防災対策強化地域

判定会・地震調査委員会・地震予知連絡会等に提示され、地震活動の評価や東海地震の検討に利用さ

れた。 
・近年発生した大地震の破壊過程解析や余震活動の詳細な調査を気象庁地震火山部と共同で実施した。

これらの成果は地震調査委員会、地震予知連絡会等に提出され、地震活動の評価に利用された。 
・愛知県および長野県南部の短期的スロースリップに関する解析結果について、地震防災対策強化地域

判定会・地震調査委員会・地震予知連絡会等に報告した。 
・東北大学と協力して、東北日本の沿岸で発生する相似地震の確率予測実験を開始した。 
・DD トモグラフィーを用いた詳細なフィリピン海プレートの形状は当所の特別研究「東海地震の予測

精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究」に活用された。 
 

今後に残された問題点 
・大地震の破壊過程解析今後も精度や迅速性など更なる解析技術の向上が必要である。特に海域では陸

域に比べて震源決定に必要な精度が得られていないことから、自己浮上式海底地震計の機動観測によ

る構造モデルの改良などを通じ観測精度向上が求められる。 

・海底地殻変動観測技術の開発が十分な成果を上げられなかった点については、海域の地殻変動を早期

に捕捉することは重要な課題であるので今後も検討をおこなう。 

 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
地震および地殻変動の分野の多岐にわたる研究項目を含んでおり研究目標も多かったが、各目標に

ついて一定の成果を上げていることは評価できる。 
3 次元構造モデルが確立できたことにより、気象庁ルーチン業務で 1 次元モデルに基づき行ってい

る震源決定の精度を今後飛躍的に向上させる可能性がある。この成果は地震活動評価の精度にも直結

するものであり、ルーチン業務への早期導入が望まれる。大地震の破壊過程解析は、地震発生直後に

緊急に開催される地震調査委員会や地震予知連絡会などの提出資料に使用されており気象庁業務に大

きく貢献している。今後も精度や迅速性など更なる解析技術の向上が必要である。特に海域では陸域

に比べて震源決定に必要な精度が得られていないことから、自己浮上式海底地震計の機動観測による

構造モデルの改良などを通じ観測精度向上が求められる。 
東海地域の歪計で初めて確認された短期的スロースリップについての本研究の事例解析の結果は、

想定震源域周辺の現象として東海地震との関連性を位置づけるものであり、監視業務に貢献した業績

は大きい。海底地殻変動観測技術の開発が十分な成果を上げられなかった点については体制が不十分

であったということも原因と考えられるが、海域の地殻変動を早期に捕捉することは重要な課題であ

るので今後も検討の継続を期待する。 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

3 つのサブ課題相互の関連性については他分野の研究者からは分かりにくい面もあったかもしれな

い。今後は地震と地殻変動の広い帯域の現象を説明できる物理モデルの確立に期待したい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 48件 
・口頭発表件数 116件 

 
 
（副課題１）不均質な場を考慮に入れた震源パラメータ及び地震活動パラメータの推定手法に関する研究 

 
副課題の到達目標 
・全国を対象とした内陸浅部 10km、その他 20kmメッシュの 3 次元速度構造モデルの確立と、それを用

いた震源パラメータと地震活動パラメータの精度向上への応用技術の開発を目指す。また、火山等観

測点分布の密な地域におけるより詳細なメッシュの 3次元速度構造モデルを確立し、震源パラメータ

と地震活動パラメータの精度向上を目指す。さらに、3 次元速度構造をはじめとする不均質な場と、

求められた震源パラメータや地震活動パラメータとの関連について明らかにする。 
 
副課題の概要 

・全国規模で 3次元速度構造を内陸浅部 10km、その他 20km メッシュで求める。また、代表的な火

山を対象として、より細かなメッシュで 3次元速度構造を求める。 
・求められた 3 次元速度構造に基づいた震源、発震機構の決定手法を開発する。また、3 次元速度構

造をはじめとする不均質な場と、求められた震源パラメータとの関連について明らかにする。 
・3 次元速度構造を用いて決定された震源パラメータを基に、群発地震活動等を対象にして時空間不

均質性を考慮した地震活動パラメータの推定手法を開発する。また、3 次元速度構造をはじめとする不

均質な場と、求められた地震活動パラメータとの関連について明らかにする。 
 
副課題の成果 
（3次元速度構造および地殻構造の推定） 
①日本全国を対象とした 3次元速度構造について、気象庁一元化業務で得られたデータや海底地震計の

データ、さらには、屈折法探査の結果を用いて、当初の目標どおり、陸域については 10km、それ以

外については 20km の高解像度のモデルを構築し、さらに、改良を重ねた。この 3次元速度構造モデ

ルを用いることにより、プレート形状に整合的な沖合の地震の震源分布が得られるようになるととも

に、内陸の地震でもクラスター構造の識別が可能となるなどの改善が見られた。さらに、富士山付近・

霧島山付近の詳細な 3次元速度構造モデルを構築した。 
②関東地方に沈み込むフィリピン海プレートの詳細な 3 次元構造を求め、この地域でのプレート形状モ

デルを構築した。さらに、微小地震までのメカニズム解を求めた。これらにより、関東直下に沈み込

むプレートの凹凸がわかり、さらにはフィリピン海プレートばかりでなく、太平洋プレートも局所的

に窪んでいることが新たに分かった。 
③走時データを用いて不連続面の深さを推定する手法を改良し、これまで一例しかなかった日本列島域

にわたるコンラッド面・モホ面の深さ分布推定結果を得た。 
④鳥取沖および島根沖の測線において海底電磁気観測を実施した。得られた観測データを陸上での観測

データと併せて解析することにより、深さ約 100km までの信頼度の高い比抵抗構造を得ることがで

きた。 
（地震活動パラメータの推定） 
⑤応力変化と地震活動度変化を関連付ける地震発生の物理モデルに基づき、大地震の周辺における地震

活動の変化を定量的に再現することを試みた。その結果、大地震による静的応力変化だけでなく、動

的効果（地震動による影響）をも加味したモデルにより、実際の地震活動の変化をよく説明できるこ

とが分かった。 
⑥地震活動パラメータの 1 つである b 値（規模別頻度分布の傾き係数）を詳細に調査し、海域でのアス
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

ペリティ分布、長期的スロースリップの発生領域、プレート間カップリングの強弱、内陸大地震の発

生域などとの関連性を示唆する結果を得た。また、地震発生層の深さを調査し、それが深くなると標

高が高くなるという関係を見出した。これは、地下の温度構造の影響を反映したものと推定される。 
⑦地震の長期確率予測について 40 余りの予測モデルを用いた予測実験を行い、ベイズ統計や小標本論

（精密標本論）による予測モデルの予測成績が良いことを明らかにした。また、相似地震について種々

の予測方式を検証し、予測手法のプロトタイプを作成した。 
⑧P 波やS 波の初動の押し引きを自動的に読み取るアルゴリズムを開発し、また、実際のデータに対し

て適用することを行った。これにより、発震機構解を求める作業の効率化に結びついた。 
⑨地震活動の評価をするために、地震活動の中で代表的な地震だけを抽出（デクラスター）する処理手

法を開発した。 
（緊急地震速報の技術改良） 
⑩緊急地震速報の震源決定手法の1つであるテリトリ法の改良を行ない、そのプロトタイプを作成した。

B-Δ法の海底地震計のデータへ適用の可否について解析を進め、おおむね適用できることを明かにし

た。また、震度からマグニチュードを推定する手法として提案されている「震度マグニチュード」の

適用を吟味し、その有効性を確認した。震度予測において、震度観測点に補正値を加えることを検討

し、誤差を 10％程度軽減できることを確認した。さらに、現在の緊急地震速報で用いられている方法

で、震度の予測誤差をどの程度まで小さくできるのか、について調査し、誤差として 0.4 以下にする

ことが極めて難しいことを示した。 
 
 

（副課題２）地震発生機構と地殻構造に関する基礎的研究 

 
副課題の到達目標 
・地震データ等を用いて大地震の震源過程と地震活動の時空間変化にどのような関連性があるかを調べ

る。同時に地球物理データを用いて詳細な地殻内構造を明らかにし、地震活動との関連性について定

量的な評価を行い、大地震の発生までに至る物理過程の解明を目指す。 
 

副課題の概要 
・既存の国内外の地震データ等を用い、震源過程と地震活動を解析する手法の高度化を行う。これらの

手法を用いて従来よりも詳細な震源過程を求め、地震活動や応力降下量などとの関連性について調査

を行う。 
・地震学的手法等を用いて、地殻内不連続面等の構造を求める手法の高度化を図る。これらの手法を実

際の観測データに適用し、構造や地殻物性の時空間分布を求め、震源過程や地震活動との関連性の解

明を目指す。 
 
副課題の成果 
（大地震の破壊過程に関する事例解析） 
①気象庁加速度計等の加速度記録を用いて、2003 年に起きた宮城県沖の地震（M7.1）と宮城県北部の

地震（M6.4）・2004 年 11 月 29 日に起きた釧路沖の地震(M7.1)・2005 年 8 月 16 日に起きた宮城県

沖の地震（M7.1）・平成 19年（2007年）能登半島地震（M6.9)等の破壊過程を明らかにした。 
②2004 年 11 月 29 日の釧路沖の地震（M7.1）と 1961 年 8 月 12 日に同地域で起きた地震（M7.2）の

強震計の波形を比較し、良く似た波形をした相似地震であることを明らかにした。 
③遠地実体波を利用して、2006年および 2007年に発生した千島列島東方の地震の破壊過程や応力降下

量を明らかにした。 
④2005 年福岡県西方沖の地震（M7.0）の初期破壊過程、地震動の面的な分布を調べた結果、通常より

遅い速度で初期破壊が伝搬したことを明らかにするとともに、大規模な平野・盆地では長周期地震動

が生じ、建物被害が集中した場所では建物の固有周期付近の地震動が卓越し、それが局所的に励起さ

れたものであることを明らかにした。 
⑤破壊過程を複数の断層面上で推定する手法を開発し、2007 年中越沖地震（M6.8）が、共役な 2 つの

断層面にわたり破壊が進行した可能性があることを明らかにした。 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

（大地震の余震活動調査） 
⑥2004年新潟県中越地震の余震分布を詳細に調査し、その複雑な断層配置を明らかにした。 
⑦1945 年三河地震（M6.8）等の余震域周辺の現在の地震活動を詳細に調べ、それらの断層配置の推定

を行った結果、断層配置が余震の活動度に関連していることが分かった。 
⑧自己浮上式海底地震計観測により 2007年中越沖地震（M6.8）の詳細な余震分布を得た。 

 
 
（副課題３）地震サイクルの中で様々な時空間的特徴をもつ地殻変動に関する研究 

 
副課題の到達目標 

・地殻変動データの解析技術の向上により、スロースリップなど各種変動の検出レベルの改善と、変動

要因の分析による知見の蓄積をはかる。連続観測が困難とされる海域の地殻変動観測技術の開発を進

める。 
 

副課題の概要 
・既存の地殻変動観測点における観測を継続し、観測データのS/N 比改善のための手法を高度化すると

共に、広域の地殻変動観測データを総合的に処理解析するための解析手法を高度化する。これらの解

析手法を用いて地震サイクルの中で様々な時空間的特徴を有する変動要因の分析・解明をはかる。 
・地震に関連する海底下の地殻変動をリアルタイムに捉えるための手法として、音響学的手法、光学的

手法など様々な測定技術を原理的側面と実用的側面から検討し、実現の可能性の高いものを見出す。 
 
副課題の成果 
（短期的スロースリップと低周波微動の活動調査） 

①気象庁歪観測データや国土地理院 GPS データの調査・解析を行い、愛知県東部の短期的スロースリ

ップ活動や富士山直下の地震活動と関連づけられる地殻変動を明らかにした。愛知県の短期的スロー

スリップによる歪変化の過去調査を行い、1984 年 7 月から 1999 年 8 月までの約 15 年間に 11 回、

1999年 9月から 2005年 8月までの 6年間に 20回の歪変化を検出した。また、20年以上の長期間に

わたる短期的スロースリップの活動度変化を世界で初めて明らかにし、長期的スロースリップ発生期

間には、短期的スロースリップが活発化していたことを明らかにした。 

②深部低周波微動の発生間隔とスロースリップの発生の関係に注目して解析し、地殻変動として観測さ

れているスロースリップに先行する微動活動の変化を明らかにした。深部低周波微動・地震発生要因

として新たにプレート境界付近における脱水モデルを提案した。 

③大域的最適化手法を利用し、観測データ以外の事前情報が少ない条件下において地殻変動源を推定す

るソフトウェアの開発を行い、短期的スロースリップによる歪観測データに適用した結果、事前情報

が少なくても活動領域の違いを反映して異なる変動源も区別して推定できることを確認した。また、

時間的に遷移する地殻変動源を推定するソフトウェアの開発を行い、2007年 9月から 10月に発生し

た歪変化に適用した結果、短期的スロースリップが遷移的に移動したことを推定できることができた。 
（地殻変動観測に及ぼす環境ノイズ除去手法の開発） 
④歪観測に及ぼす降水・地下水位影響の除去手法の開発を行った。敦賀観測点の降水－歪関係について

地下水流出過程を考慮することにより、数ヶ月から 1年程度の周期における歪観測データへの降水の

影響を概ね除去できることを示した。湯河原観測点の降水－地下水位－歪関係について同じ手法を適

用することにより、観測点周辺の帯水層が多層構造をもつことが推定でき、さらに降水の影響の大半

が除去できることを明らかにした。また、三ケ日体積歪観測点で観測された人工的な歪・水位変化が、

近くの地下水の汲み上げに伴うことを明らかにし、歪・水位変化の特徴を透水係数の場所による違い

を用いて説明しうることを明かにした。 

⑤海水中の測距技術について資料調査等を行い、ケーブル方式の距離変化測定法・水温影響等の改良法・

データ精度等について検討を行った。房総沖ケーブル式海底圧力計データを利用して水温影響除去手

法の適用を試みたが、房総沖のスロースリップに伴う地殻の上下変動の変化の検出には至らなかった。 
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

ペリティ分布、長期的スロースリップの発生領域、プレート間カップリングの強弱、内陸大地震の発

生域などとの関連性を示唆する結果を得た。また、地震発生層の深さを調査し、それが深くなると標

高が高くなるという関係を見出した。これは、地下の温度構造の影響を反映したものと推定される。 
⑦地震の長期確率予測について 40 余りの予測モデルを用いた予測実験を行い、ベイズ統計や小標本論

（精密標本論）による予測モデルの予測成績が良いことを明らかにした。また、相似地震について種々

の予測方式を検証し、予測手法のプロトタイプを作成した。 
⑧P 波やS 波の初動の押し引きを自動的に読み取るアルゴリズムを開発し、また、実際のデータに対し

て適用することを行った。これにより、発震機構解を求める作業の効率化に結びついた。 
⑨地震活動の評価をするために、地震活動の中で代表的な地震だけを抽出（デクラスター）する処理手

法を開発した。 
（緊急地震速報の技術改良） 
⑩緊急地震速報の震源決定手法の1つであるテリトリ法の改良を行ない、そのプロトタイプを作成した。

B-Δ法の海底地震計のデータへ適用の可否について解析を進め、おおむね適用できることを明かにし

た。また、震度からマグニチュードを推定する手法として提案されている「震度マグニチュード」の

適用を吟味し、その有効性を確認した。震度予測において、震度観測点に補正値を加えることを検討

し、誤差を 10％程度軽減できることを確認した。さらに、現在の緊急地震速報で用いられている方法

で、震度の予測誤差をどの程度まで小さくできるのか、について調査し、誤差として 0.4 以下にする

ことが極めて難しいことを示した。 
 
 

（副課題２）地震発生機構と地殻構造に関する基礎的研究 

 
副課題の到達目標 
・地震データ等を用いて大地震の震源過程と地震活動の時空間変化にどのような関連性があるかを調べ

る。同時に地球物理データを用いて詳細な地殻内構造を明らかにし、地震活動との関連性について定

量的な評価を行い、大地震の発生までに至る物理過程の解明を目指す。 
 

副課題の概要 
・既存の国内外の地震データ等を用い、震源過程と地震活動を解析する手法の高度化を行う。これらの

手法を用いて従来よりも詳細な震源過程を求め、地震活動や応力降下量などとの関連性について調査

を行う。 
・地震学的手法等を用いて、地殻内不連続面等の構造を求める手法の高度化を図る。これらの手法を実

際の観測データに適用し、構造や地殻物性の時空間分布を求め、震源過程や地震活動との関連性の解

明を目指す。 
 
副課題の成果 
（大地震の破壊過程に関する事例解析） 
①気象庁加速度計等の加速度記録を用いて、2003 年に起きた宮城県沖の地震（M7.1）と宮城県北部の

地震（M6.4）・2004 年 11 月 29 日に起きた釧路沖の地震(M7.1)・2005 年 8 月 16 日に起きた宮城県

沖の地震（M7.1）・平成 19年（2007年）能登半島地震（M6.9)等の破壊過程を明らかにした。 
②2004 年 11 月 29 日の釧路沖の地震（M7.1）と 1961 年 8 月 12 日に同地域で起きた地震（M7.2）の

強震計の波形を比較し、良く似た波形をした相似地震であることを明らかにした。 
③遠地実体波を利用して、2006年および 2007年に発生した千島列島東方の地震の破壊過程や応力降下

量を明らかにした。 
④2005 年福岡県西方沖の地震（M7.0）の初期破壊過程、地震動の面的な分布を調べた結果、通常より

遅い速度で初期破壊が伝搬したことを明らかにするとともに、大規模な平野・盆地では長周期地震動

が生じ、建物被害が集中した場所では建物の固有周期付近の地震動が卓越し、それが局所的に励起さ

れたものであることを明らかにした。 
⑤破壊過程を複数の断層面上で推定する手法を開発し、2007 年中越沖地震（M6.8）が、共役な 2 つの

断層面にわたり破壊が進行した可能性があることを明らかにした。 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

（大地震の余震活動調査） 
⑥2004年新潟県中越地震の余震分布を詳細に調査し、その複雑な断層配置を明らかにした。 
⑦1945 年三河地震（M6.8）等の余震域周辺の現在の地震活動を詳細に調べ、それらの断層配置の推定

を行った結果、断層配置が余震の活動度に関連していることが分かった。 
⑧自己浮上式海底地震計観測により 2007年中越沖地震（M6.8）の詳細な余震分布を得た。 

 
 
（副課題３）地震サイクルの中で様々な時空間的特徴をもつ地殻変動に関する研究 

 
副課題の到達目標 

・地殻変動データの解析技術の向上により、スロースリップなど各種変動の検出レベルの改善と、変動

要因の分析による知見の蓄積をはかる。連続観測が困難とされる海域の地殻変動観測技術の開発を進

める。 
 

副課題の概要 
・既存の地殻変動観測点における観測を継続し、観測データのS/N 比改善のための手法を高度化すると

共に、広域の地殻変動観測データを総合的に処理解析するための解析手法を高度化する。これらの解

析手法を用いて地震サイクルの中で様々な時空間的特徴を有する変動要因の分析・解明をはかる。 
・地震に関連する海底下の地殻変動をリアルタイムに捉えるための手法として、音響学的手法、光学的

手法など様々な測定技術を原理的側面と実用的側面から検討し、実現の可能性の高いものを見出す。 
 
副課題の成果 
（短期的スロースリップと低周波微動の活動調査） 

①気象庁歪観測データや国土地理院 GPS データの調査・解析を行い、愛知県東部の短期的スロースリ

ップ活動や富士山直下の地震活動と関連づけられる地殻変動を明らかにした。愛知県の短期的スロー

スリップによる歪変化の過去調査を行い、1984 年 7 月から 1999 年 8 月までの約 15 年間に 11 回、

1999年 9月から 2005年 8月までの 6年間に 20回の歪変化を検出した。また、20年以上の長期間に

わたる短期的スロースリップの活動度変化を世界で初めて明らかにし、長期的スロースリップ発生期

間には、短期的スロースリップが活発化していたことを明らかにした。 

②深部低周波微動の発生間隔とスロースリップの発生の関係に注目して解析し、地殻変動として観測さ

れているスロースリップに先行する微動活動の変化を明らかにした。深部低周波微動・地震発生要因

として新たにプレート境界付近における脱水モデルを提案した。 

③大域的最適化手法を利用し、観測データ以外の事前情報が少ない条件下において地殻変動源を推定す

るソフトウェアの開発を行い、短期的スロースリップによる歪観測データに適用した結果、事前情報

が少なくても活動領域の違いを反映して異なる変動源も区別して推定できることを確認した。また、

時間的に遷移する地殻変動源を推定するソフトウェアの開発を行い、2007年 9月から 10月に発生し

た歪変化に適用した結果、短期的スロースリップが遷移的に移動したことを推定できることができた。 
（地殻変動観測に及ぼす環境ノイズ除去手法の開発） 
④歪観測に及ぼす降水・地下水位影響の除去手法の開発を行った。敦賀観測点の降水－歪関係について

地下水流出過程を考慮することにより、数ヶ月から 1年程度の周期における歪観測データへの降水の

影響を概ね除去できることを示した。湯河原観測点の降水－地下水位－歪関係について同じ手法を適

用することにより、観測点周辺の帯水層が多層構造をもつことが推定でき、さらに降水の影響の大半

が除去できることを明らかにした。また、三ケ日体積歪観測点で観測された人工的な歪・水位変化が、

近くの地下水の汲み上げに伴うことを明らかにし、歪・水位変化の特徴を透水係数の場所による違い

を用いて説明しうることを明かにした。 

⑤海水中の測距技術について資料調査等を行い、ケーブル方式の距離変化測定法・水温影響等の改良法・

データ精度等について検討を行った。房総沖ケーブル式海底圧力計データを利用して水温影響除去手

法の適用を試みたが、房総沖のスロースリップに伴う地殻の上下変動の変化の検出には至らなかった。 
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日本の異常気象の実態及び気候変動との関連に関する研究 
 
研究期間： 平成 17年度～平成 20年度 
研究代表者： 藤部文昭（予報研究部 第三研究室長） 
 
研究担当者 
（副課題１）日本の異常気象の実態とその長期変動に関する研究 
藤部文昭、 清野直子 7) （予報研究部）、山崎信雄 1)、 千葉 長 5)（気候研究部)、 栗原和夫、馬渕和雄
4)、佐々木秀孝、高薮 出、小畑 淳 3)、村崎万代、内山貴雄 5)（環境・応用気象研究部） 

 
（副課題２）日本の異常気象と大気循環場との関連に関する研究 
山崎信雄 1)、 千葉 長 5)、高橋清利 3)、田中 実、釜堀弘隆 4)、石原幸司 5)、仲江川敏之、鬼頭昭雄 2)、

新藤永樹 6)（気候研究部）、萩野谷成徳（物理気象研究部）、栗原和夫 6)、高薮 出 6)（環境・応用気象

研究部）、中澤哲夫 3)（台風研究部） 
 
研究の目的 

 2004 年の猛暑や豪雨、相次ぐ台風の上陸に象徴されるように、近年日本では異常気象の多発に対す

る社会的関心が高まり、気象庁として情報を提供していくことが求められている。本研究はこのような

情報提供に資するよう、日本の異常気象（豪雨、異常高温、台風の接近・上陸数など）について詳細な

実態把握を行うとともに、気候変動との関連を明らかにすることを目的とする。 
 
研究の到達目標 

日本の異常気象（豪雨、 異常高温等）の長期変動を明らかにするとともに、 都市化の寄与や東アジ

ア域の異常気象及び大規模循環場の変動との関連についての解明を目指す。得られた研究成果を、 日本

の異常気象の実態と気候変動との関連に関する科学的知見として取りまとめる。 
 
研究計画の概要 

 日本における過去 100年間の異常気象（豪雨、 異常高温等）の変動を解析し、 それらの地域的、 時
間的特性を明らかにするとともに、 長期変動における大規模場の変動と都市化の寄与を分離する。ま

た、地域気候モデルを用いて日本域の気候変動研究に利用できる高解像度データセットを作成する。 
 長期再解析データ等を利用して、大気循環場の変動とりわけ東アジアの異常気象の時間空間的特性を

解析し、その結果に基づいて日本の異常気象の広域的特徴を見出す。また、台風の移動経路と循環場と

の関係を調べ、その長期変動特性を明らかにする。 
 
主な研究成果 

 日本の異常気象の長期変動について、降水（大雨・少雨）については 100余年、気温（高・低温）に

ついては 75年間にわたる変動実態を明らかにした。加えて、降水についてはその空間的集中度の変化、

気温については都市効果の寄与の評価を行った。一方、20km 解像度の地域気候モデルにより、 再解析

データ（JRA-25）のダウンスケーリングが可能であることを確認し、それに基づく日本域のダウンス

ケーリングデータ作成を完了するとともに、 その精度の検証を実施した。これにより、JRA-25の全期

間にわたる 20km 解像度のデータセットが作成できた。 
 アジア地域の降水分布について、JRA-25 と地点観測・衛星観測から導出されたものとの比較検証を

行い、おおむね JRA-25が、観測された降水を再現していること、特に日本に近い東アジア域での再現

性が良いことを確認した。また、アジア地域の気温、気圧の観測データを収集・整理し、冬季及び夏季

について気温、気圧の長期的変動を明らかにした。数値実験を通した夏の気温変動に及ぼす海面水温の

影響評価の実験においては、観測に見出される冷夏、暑夏の特徴が再現され、異常気象のメカニズム解

明につながるものと期待できる結果が得られるとともに、 直接的な海の影響の定量化についての道筋

を与える結果が得られた。加えて、蒸発散量の推定に関して長年にわたって使われているNDVI から求

1) 平成 17 年度、 2) 平成 17-18 年度、 3) 平成 17-19年度、 4) 平成 17、20 年度、 5) 平成 18-20 年度、 
6) 平成 19-20 年度、 7) 平成 20年度. 
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の異常気象の実態と気候変動との関連に関する科学的知見として取りまとめる。 
 
研究計画の概要 

 日本における過去 100年間の異常気象（豪雨、 異常高温等）の変動を解析し、 それらの地域的、 時
間的特性を明らかにするとともに、 長期変動における大規模場の変動と都市化の寄与を分離する。ま

た、地域気候モデルを用いて日本域の気候変動研究に利用できる高解像度データセットを作成する。 
 長期再解析データ等を利用して、大気循環場の変動とりわけ東アジアの異常気象の時間空間的特性を

解析し、その結果に基づいて日本の異常気象の広域的特徴を見出す。また、台風の移動経路と循環場と

の関係を調べ、その長期変動特性を明らかにする。 
 
主な研究成果 

 日本の異常気象の長期変動について、降水（大雨・少雨）については 100余年、気温（高・低温）に

ついては 75年間にわたる変動実態を明らかにした。加えて、降水についてはその空間的集中度の変化、

気温については都市効果の寄与の評価を行った。一方、20km 解像度の地域気候モデルにより、 再解析

データ（JRA-25）のダウンスケーリングが可能であることを確認し、それに基づく日本域のダウンス

ケーリングデータ作成を完了するとともに、 その精度の検証を実施した。これにより、JRA-25の全期

間にわたる 20km 解像度のデータセットが作成できた。 
 アジア地域の降水分布について、JRA-25 と地点観測・衛星観測から導出されたものとの比較検証を

行い、おおむね JRA-25が、観測された降水を再現していること、特に日本に近い東アジア域での再現

性が良いことを確認した。また、アジア地域の気温、気圧の観測データを収集・整理し、冬季及び夏季

について気温、気圧の長期的変動を明らかにした。数値実験を通した夏の気温変動に及ぼす海面水温の

影響評価の実験においては、観測に見出される冷夏、暑夏の特徴が再現され、異常気象のメカニズム解

明につながるものと期待できる結果が得られるとともに、 直接的な海の影響の定量化についての道筋

を与える結果が得られた。加えて、蒸発散量の推定に関して長年にわたって使われているNDVI から求

1) 平成 17 年度、 2) 平成 17-18 年度、 3) 平成 17-19年度、 4) 平成 17、20 年度、 5) 平成 18-20 年度、 
6) 平成 19-20 年度、 7) 平成 20年度. 

研
究
報
告
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める方法を開発し、台風の移動経路と中緯度および熱帯の循環場との関係に関して再解析データを用い

て台風経路の長期変動特性を明らかにすることができた。 
 
今後に残された問題点 

・異常気象をもたらす顕著現象の長期変動の実態が統計的な観点から明らかにされたが、その変化の気

象学的実態はまだよく理解されていない。個々の顕著現象に対する分析的な研究など、よりきめ細か

い解析が求められる。また、大規模場の変動と都市化によるものとの分離については、もっと長期間

を対象にした解析が望まれる。データ整備をさらに進めることによってそのような研究を行うことが

求められる。また、近年はスケールの小さい微気候的効果が気候変動に与える影響が問題視されてお

り、これについての評価を併せて進めていく必要がある。 
・日本の気候変動、特に異常気象に関する研究のためには高解像度のダウンスケーリングデータが有用

である。本研究で解像度 20km の約 25 年間のデータを作成したが、観測と比較しながら背景場の長

期的な変動を調べるためには、より長期間のデータが必要である。特に異常気象に関しては現象の水

平スケールが小さい場合が多く、また地形の効果も重要であるなど、20km の解像度では必ずしも十

分でないため、数 kmの解像度で、対流を陽に取り扱えるモデルによるダウンスケーリングを行う必

要があり、このためのモデルや、ダウンスケーリング手法の開発、結果に関する精度評価手法の検討

などが課題となる。また日本の気候変動にはより広い範囲での気候状況が影響を及ぼしている花王製

があり、このためにアジア域におけるダウンスケーリングデータ作成の可能性も検討する必要がある。 
・日本及びアジアにおける降水量の観測に基づくデータベースの整備が進められ、JRA-25 再解析デー

タとの比較検証がより簡便に且つ高精度で行えるようになっている。再解析データはおおむね観測の

様子を再現しているが、なお解析方法や衛星データの導入などによる影響が大きく、次期再解析の精

度向上にこれまでの解析結果を踏まえながら貢献することが求められる。 
・日本及びその周辺の気温変動は冬季はPDO の影響が大きいようであるが、ENSO との関係も含めた

長期的な解析が必要であり、そのためのデータの整備をさらに進めていくべきである。温暖化の指標

となる世界の平均気温の算出においても、データ（まだ利用されていないデータ）の掘り起しが重要

である。 
・蒸発散量の分布図作成に使用した地表面被覆状態のデータセットは、 耕作地が 1 種類の分類になっ

ている。実際には無次元蒸発量が水田で 0.8、 畑で 0.6と大きく異なる。地表面被覆状態において耕

作地を水田と畑の 2種類に分類したものを用い、蒸発量マップを作成するとともに、得られたマップ

と JRA-25 などの既存の結果との比較を行うことが求められる。 
・数値モデルを用いた実験から、気温や大気循環が海面水温だけでは一義的に決まらないことも明らか

にされた。しかしながら実験結果の中には、観測に見出されるような気温や降雨の変動が再現されて

おり、発生のメカニズムに踏み込んだ実験結果の解析を深めることが必要と考えられる。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
日本の異常気象の実態解明については、豪雨、異常高温など異常気象が多発したことや、温暖化との

関連で社会的関心も高く時期を得た研究である。 
各サブ課題においては、日本及び東アジア域において各種気象観測の長期データセットを整備したこ

と、その中から強雨/少雨の有意な頻度増加の長期傾向を示したことや、チベット域での蒸発散データか

ら気候湿潤度の分布傾向について示したこと、JRA-25 を外部境界条件とする 20km ダウンスケーリン

グデータを作成したことなどの成果が生み出されており、概ね目標を達成しているものと評価できる。

しかしながら、各サブ課題相互の連携については残念ながら不十分であったと言える。例えば、サブ課

題 1の②地域気候モデルによるダウンスケーリングの検証、サブ課題 1の①の日本の異常気象の長期変

動、サブ課題 2の①の長期再解析の検証の比較検討などが不十分である。また、サブ課題の中でも、 例
えばサブ課題 2の①で取り上げている項目は相互に関連が乏しく、結果として、自己評価にある通り掘

り下げが不足という感が否めない。東アジアの蒸発量については、マップを完成させ観測データで検証

するとともに、再解析データと比較検討するなど成果の活用が必要である。サブ課題 2の②の台風経路

の年々変動についても、一定の成果が得られてはいるが、掘り下げ不足の印象が残る。観測データのデ

ジタル化、再解析データの利用というのは画期的な研究環境の変化であり、今後は融合型研究の利点を

活かし、さらなる研究の発展に努めてほしい。また、20km ダウンスケーリングデータのアジア他地域

への拡張を行うことも今後の研究の発展方向の 1つと言える。 
研究成果の発表については、論文としてだけではなく、各種のシンポジウムや講演会で発表されてお
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り、マスコミにも注目、掲載されたものも多く、 アウトリーチの面では高く評価できる。社会的関心

が高い研究であることから、学会向けの英文の論文だけでなく、 和文の報告や解説などによる成果の

発信も引き続き取り組んでほしい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 49件 
・口頭発表件数 85件 

 
（副課題１）日本の異常気象の実態とその長期変動に関する研究 
 
副課題の到達目標 
・日本における豪雨・干魃・異常高温等の異常気象について、 過去 100年間の変動実態とその地域的・

時間的特性を明らかにする。また、気温の長期変動について大規模場の変動に伴うものと都市化によ

るものとを分離する。  
・再解析データ等の大規模場の情報を地域気候モデルによりダウンスケーリングし、高分解能（分解能

20km）データセットを作成する。 
 
副課題の概要 

日本における過去 100年間の豪雨・干魃、異常高温等の地域的・時間的特性を、新たにディジタル化

された日・時別データ等を利用して解析する。また、気温の長期変動を解析することにより、大規模場

の変動の寄与と都市化の寄与を分離する。 
 日本域について、再解析データ等の大規模場の情報を地域気候モデルによりダウンスケーリングし、 
日本域の気候変動研究に用いられる分解能20kmのデータセットを作成し、陸面状態を含めて検証する。 
 以上の研究成果と副課題２の成果を、日本の異常気象の実態及び気候変動との関連に関する科学的知

見として取りまとめる。 
 
副課題の成果 

① 日本の異常気象の変動実態の解析 
(1) 気象庁観測部で品質チェックされた国内 51地点の1901年以降の日降水量データを利用して、大雨

と少雨状態の頻度の長期変化を調べた。大雨については、日降水量 100mm 以上の日数、年間最大日

降水量、累年の上位100事例等の各指標とも、過去100年間に有意に増加していることが見出された。

地域的に見ると、増加傾向は西日本で著しい。少雨については、日降水量 1mm 未満の日数、31日間

降水量の下位 1%事例などを調べた結果、これらの日数や回数はいずれも有意に増加しており、後者

の増加率は 10%/10年に及ぶことが分かった。 
(2) 上記 51地点の資料を利用し、降水の空間的集中度の経年変化を調べた。集中度の尺度として、周囲

の地点の平均降水量からの偏差を使った。その結果、弱～中程度の降水について、空間集中度の増加

傾向が認められた。同様のことは、5日～31日降水量についても得られた。 
(3) 国内の顕著な大雨・強風事例の再現期間を算出し、再現期間が極端に大きい 1896年の近畿地方の豪

雨について、過去の資料からその特徴と発生環境を取りまとめた． 
(4) 日本における極端な高低温の長期・短期変動を、75年間（1931～2005）の 17 地点の日最高・最低

気温等を使って調べた。その結果、日最高気温については月間最高値・最低値・平均値がほぼ並行し

て上昇し、上昇率は近年ほど大きいこと、日々変動幅にはほとんど長期変化がないことが見出された。

日最低気温は月間最低値の上昇率が大きく、日々変動幅は減少していた。また、極端な高低温には短

期的な変動があり、それは平均値と日々変動幅の双方の変動と対応していること、後者は数ヶ月～1
年程度の継続性があり、南北温度傾度の変動と対応関係があることが見出された。 

(5) 日本の近年の気温変化に対する都市効果の寄与を、561地点の 27年間の資料を使って解析した。各

地点は半径 3km 以内の人口密度によって分類した。人口密度の低い地点（100人/km2未満）に比べ、

最も人口密度の高い群（3000 人/km2以上）は昇温率が 0.12℃/10 年大きかった。人口密度がさほど

大きくない群（100～300 人/km2）でも、それ以下の群に比べて昇温率が 0.04℃/10 年大きかった。

この結果は、日本の気候変動の解析に当たって都市効果に注意すべきことを示している。また、各地

点の風速の経年変化率と気温変化率との関係を調べた結果、年平均風速が大きい地点（1.5m/s 以上）

では昼間に、年平均風速が小さい地点（1.0m/s 未満）では夕方に負の相関が認められ、観測所周辺の
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める方法を開発し、台風の移動経路と中緯度および熱帯の循環場との関係に関して再解析データを用い

て台風経路の長期変動特性を明らかにすることができた。 
 
今後に残された問題点 

・異常気象をもたらす顕著現象の長期変動の実態が統計的な観点から明らかにされたが、その変化の気

象学的実態はまだよく理解されていない。個々の顕著現象に対する分析的な研究など、よりきめ細か

い解析が求められる。また、大規模場の変動と都市化によるものとの分離については、もっと長期間

を対象にした解析が望まれる。データ整備をさらに進めることによってそのような研究を行うことが

求められる。また、近年はスケールの小さい微気候的効果が気候変動に与える影響が問題視されてお

り、これについての評価を併せて進めていく必要がある。 
・日本の気候変動、特に異常気象に関する研究のためには高解像度のダウンスケーリングデータが有用

である。本研究で解像度 20km の約 25 年間のデータを作成したが、観測と比較しながら背景場の長

期的な変動を調べるためには、より長期間のデータが必要である。特に異常気象に関しては現象の水

平スケールが小さい場合が多く、また地形の効果も重要であるなど、20km の解像度では必ずしも十

分でないため、数 kmの解像度で、対流を陽に取り扱えるモデルによるダウンスケーリングを行う必

要があり、このためのモデルや、ダウンスケーリング手法の開発、結果に関する精度評価手法の検討

などが課題となる。また日本の気候変動にはより広い範囲での気候状況が影響を及ぼしている花王製

があり、このためにアジア域におけるダウンスケーリングデータ作成の可能性も検討する必要がある。 
・日本及びアジアにおける降水量の観測に基づくデータベースの整備が進められ、JRA-25 再解析デー

タとの比較検証がより簡便に且つ高精度で行えるようになっている。再解析データはおおむね観測の

様子を再現しているが、なお解析方法や衛星データの導入などによる影響が大きく、次期再解析の精

度向上にこれまでの解析結果を踏まえながら貢献することが求められる。 
・日本及びその周辺の気温変動は冬季はPDO の影響が大きいようであるが、ENSO との関係も含めた

長期的な解析が必要であり、そのためのデータの整備をさらに進めていくべきである。温暖化の指標

となる世界の平均気温の算出においても、データ（まだ利用されていないデータ）の掘り起しが重要

である。 
・蒸発散量の分布図作成に使用した地表面被覆状態のデータセットは、 耕作地が 1 種類の分類になっ

ている。実際には無次元蒸発量が水田で 0.8、 畑で 0.6と大きく異なる。地表面被覆状態において耕

作地を水田と畑の 2種類に分類したものを用い、蒸発量マップを作成するとともに、得られたマップ

と JRA-25 などの既存の結果との比較を行うことが求められる。 
・数値モデルを用いた実験から、気温や大気循環が海面水温だけでは一義的に決まらないことも明らか

にされた。しかしながら実験結果の中には、観測に見出されるような気温や降雨の変動が再現されて

おり、発生のメカニズムに踏み込んだ実験結果の解析を深めることが必要と考えられる。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
日本の異常気象の実態解明については、豪雨、異常高温など異常気象が多発したことや、温暖化との

関連で社会的関心も高く時期を得た研究である。 
各サブ課題においては、日本及び東アジア域において各種気象観測の長期データセットを整備したこ

と、その中から強雨/少雨の有意な頻度増加の長期傾向を示したことや、チベット域での蒸発散データか

ら気候湿潤度の分布傾向について示したこと、JRA-25 を外部境界条件とする 20km ダウンスケーリン

グデータを作成したことなどの成果が生み出されており、概ね目標を達成しているものと評価できる。

しかしながら、各サブ課題相互の連携については残念ながら不十分であったと言える。例えば、サブ課

題 1の②地域気候モデルによるダウンスケーリングの検証、サブ課題 1の①の日本の異常気象の長期変

動、サブ課題 2の①の長期再解析の検証の比較検討などが不十分である。また、サブ課題の中でも、 例
えばサブ課題 2の①で取り上げている項目は相互に関連が乏しく、結果として、自己評価にある通り掘

り下げが不足という感が否めない。東アジアの蒸発量については、マップを完成させ観測データで検証

するとともに、再解析データと比較検討するなど成果の活用が必要である。サブ課題 2の②の台風経路

の年々変動についても、一定の成果が得られてはいるが、掘り下げ不足の印象が残る。観測データのデ

ジタル化、再解析データの利用というのは画期的な研究環境の変化であり、今後は融合型研究の利点を

活かし、さらなる研究の発展に努めてほしい。また、20km ダウンスケーリングデータのアジア他地域

への拡張を行うことも今後の研究の発展方向の 1つと言える。 
研究成果の発表については、論文としてだけではなく、各種のシンポジウムや講演会で発表されてお

2.3. 研究終了報告                                       融合型経常研究 

り、マスコミにも注目、掲載されたものも多く、 アウトリーチの面では高く評価できる。社会的関心

が高い研究であることから、学会向けの英文の論文だけでなく、 和文の報告や解説などによる成果の

発信も引き続き取り組んでほしい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 49件 
・口頭発表件数 85件 

 
（副課題１）日本の異常気象の実態とその長期変動に関する研究 
 
副課題の到達目標 
・日本における豪雨・干魃・異常高温等の異常気象について、 過去 100年間の変動実態とその地域的・

時間的特性を明らかにする。また、気温の長期変動について大規模場の変動に伴うものと都市化によ

るものとを分離する。  
・再解析データ等の大規模場の情報を地域気候モデルによりダウンスケーリングし、高分解能（分解能

20km）データセットを作成する。 
 
副課題の概要 

日本における過去 100年間の豪雨・干魃、異常高温等の地域的・時間的特性を、新たにディジタル化

された日・時別データ等を利用して解析する。また、気温の長期変動を解析することにより、大規模場

の変動の寄与と都市化の寄与を分離する。 
 日本域について、再解析データ等の大規模場の情報を地域気候モデルによりダウンスケーリングし、 
日本域の気候変動研究に用いられる分解能20kmのデータセットを作成し、陸面状態を含めて検証する。 
 以上の研究成果と副課題２の成果を、日本の異常気象の実態及び気候変動との関連に関する科学的知

見として取りまとめる。 
 
副課題の成果 

① 日本の異常気象の変動実態の解析 
(1) 気象庁観測部で品質チェックされた国内 51地点の1901年以降の日降水量データを利用して、大雨

と少雨状態の頻度の長期変化を調べた。大雨については、日降水量 100mm 以上の日数、年間最大日

降水量、累年の上位100事例等の各指標とも、過去100年間に有意に増加していることが見出された。

地域的に見ると、増加傾向は西日本で著しい。少雨については、日降水量 1mm 未満の日数、31日間

降水量の下位 1%事例などを調べた結果、これらの日数や回数はいずれも有意に増加しており、後者

の増加率は 10%/10年に及ぶことが分かった。 
(2) 上記 51地点の資料を利用し、降水の空間的集中度の経年変化を調べた。集中度の尺度として、周囲

の地点の平均降水量からの偏差を使った。その結果、弱～中程度の降水について、空間集中度の増加

傾向が認められた。同様のことは、5日～31日降水量についても得られた。 
(3) 国内の顕著な大雨・強風事例の再現期間を算出し、再現期間が極端に大きい 1896年の近畿地方の豪

雨について、過去の資料からその特徴と発生環境を取りまとめた． 
(4) 日本における極端な高低温の長期・短期変動を、75年間（1931～2005）の 17 地点の日最高・最低

気温等を使って調べた。その結果、日最高気温については月間最高値・最低値・平均値がほぼ並行し

て上昇し、上昇率は近年ほど大きいこと、日々変動幅にはほとんど長期変化がないことが見出された。

日最低気温は月間最低値の上昇率が大きく、日々変動幅は減少していた。また、極端な高低温には短

期的な変動があり、それは平均値と日々変動幅の双方の変動と対応していること、後者は数ヶ月～1
年程度の継続性があり、南北温度傾度の変動と対応関係があることが見出された。 

(5) 日本の近年の気温変化に対する都市効果の寄与を、561地点の 27年間の資料を使って解析した。各

地点は半径 3km 以内の人口密度によって分類した。人口密度の低い地点（100人/km2未満）に比べ、

最も人口密度の高い群（3000 人/km2以上）は昇温率が 0.12℃/10 年大きかった。人口密度がさほど

大きくない群（100～300 人/km2）でも、それ以下の群に比べて昇温率が 0.04℃/10 年大きかった。

この結果は、日本の気候変動の解析に当たって都市効果に注意すべきことを示している。また、各地

点の風速の経年変化率と気温変化率との関係を調べた結果、年平均風速が大きい地点（1.5m/s 以上）

では昼間に、年平均風速が小さい地点（1.0m/s 未満）では夕方に負の相関が認められ、観測所周辺の
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環境変化に伴う開放度の長期変化が、気温に影響を与えていることが示唆された。 
 
② 地域気候モデルを用いた背景場の長期変動の解析 
(1) ダウンスケーリングに用いるための地域気候モデルについて、側面境界条件、陸面過程、放射過程

などの改良とチューニングを行った。このモデルを使い、JRA-25 データをまず 60km 解像度地域気

候モデル（RCM60）を使ってダウンスケーリングし、さらに、20km 解像度モデル（RCM20）をネ

スティングする手法を実施したが、RCM60 の気候再現性が十分ではなく、JRA-25 に RCM20 を直

接ネスティングする方法に変更した。これにより、20km 解像度でも日本周辺の気候がよく再現でき

ることがわかった。 
(2) RCM20により、JRA-25の全期間にわたる長期積分を実施し、日本周辺の解像度 20km のダウンス

ケーリングデータを作成した。このデータセットは、日本周辺の異常気象の長期変動解明のために有

用であることが期待される。 
(3) 計算されたデータセットの気候再現精度の検証を行い、日本を７分割した地域ごとの月平均気温、

月降水量が十分な精度で再現されること、日降水量の時系列がよく再現されること、過去の強い降水

などの事例についても再現できていることが確認された。 
(4) 日本を 1度×1度のBOX に分割し、ダウンスケーリングの結果と観測データとを比較した。降水量、

強い降水の発生頻度、それらの長期変動などが観測とよく一致することが確認された。 
(5) JRA-25の期間中に、冬季については降水量および強い降水頻度の増加が実際の観測値及びダウンス

ケーリングしたデータの両方で見られ、特に JRA-25期間の後半で、降水量の増加は関東以西の南岸、 
および北陸以北の日本海側で見られることが分かった。冬型指数との相関をとると、日本海側では冬

型における降水量の増加、本州南岸では冬型指数と逆相関となっていることが分かった。本州南岸で

は JRA-25 期間後半で風の変動が大きいことから、今回分かったこれらのことは、南岸低気圧の活発

化によるものであることが示唆される。また、南岸での降水量の増加はこれに関連していると考えら

れる。 
(6) JRA-25 期間の夏季の変動を調べるために、夏季について期間の前半と後半の降水量の差を調べた。

後半で 降水量の増加している領域は、 太平洋高気圧をめぐる縁辺流の北辺周辺に対応しており、太

平洋側からの水蒸気補給の大きい場所であると考えられる。6 月から 8 月の季節変化において、太平

洋高気圧が次第に北上し、それに特徴的な降水の増減パターンが月とともに北上している傾向が見ら

れることが分かった。 
(7) 雲解像モデルによる再解析データの分解能数 km へのダウンスケーリング手法についての検討を行

った。その結果、再解析データあるいは今回作成した20km ダウンスケーリングデータには雲粒や雨

粒などの水成分量の情報がないために、分解能数 kmへのダウンスケーリングのためには雲解像モデ

ルでもって多重ネスティングを行う必要性を認識した。 
(8) 東アジアにおけるダウンスケーリングの可能性を、 陸面植物生態モデルBAIM2 を組み込んだ地域

気候モデルの結果をもとに検討した。これによると、東アジアの結果を観測値と比較すると、降水量

についてよい一致が見られ、東アジアのスケールでのダウンスケーリングの可能性が示唆された。 
 
 
（副課題２）日本の異常気象と大気循環場との関連に関する研究 
 
副課題の到達目標 

・日本の異常気象の広域的特徴やそれをもたらす大気循環場の特徴を知るため、東アジア域の異常気象

（豪雨・干魃、異常高低温等）の実態及びそれとアジアモンスーンの長期トレンドの関係、亜熱帯高

気圧変動などの大気循環場との関連、太平洋数十年変動・エルニーニョ等の関係とその長期的変化を

明らかにする。 
・台風の移動経路と中緯度および熱帯の循環場との関係を調べ、再解析データ及び全球気候モデルを用

いて台風経路の長期変動特性を明らかにする。 
 
副課題の概要 

 日本の異常気象の広域的特徴やそれをもたらす大気循環場の特徴を知るため、東アジア域の異常気象

（豪雨・干魃、異常高低温等）や気温・海面水温・気候湿潤度変動の地域的・時間的特性を明らかにす

る。また、これらとアジアモンスーンの長期トレンドの関係、亜熱帯高気圧変動などの大気循環場との
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関連、太平洋数十年変動・エルニーニョ等の関係とその長期的変化を明らかにする。得られた結果に基

づき、日本の異常気象の広域的特徴を見出す。 
 台風の移動経路と中緯度および熱帯の循環場との関係を調べ、再解析データ、全球気候モデルを用い

てその長期変動特性を明らかにする。 
 
副課題の成果 

① 東アジア域の異常気象と大気循環場の変動の解析 
(1) 降水量 
・1979年～2001年の期間について、GPCP、CMAPの 5日平均降水量データと長期再解析データの 5

日平均降水量データに対してグリッド毎に全降水量を基準にした降水強度毎の降水階級 10 クラスを

定義し、解析を行った。その結果、陸域では明瞭な変化傾向は見られないが、海上では CMAP を除

くすべてのデータに 1980 年代末からクラス 10 の強雨が増加する傾向が見られた。また、GPCP も

含め、SSM/I データを利用したプロダクトには SSM/I 導入前後で降雨特性に不連続が見られること

を確認した 
・Xie and Yatagai により作成された東アジア域高分解能日降水量データ、インド気象局によって作成

されたインド域高分解能日降水量データおよびアメリカ気象局で作成された北アメリカ日降水量デ

ータ等の地上観測に基づくグリッド化日降水量データを利用して、各種再解析データにおける豪雨の

再現性を調べた。手法は 5 日平均の場合と同じ手法を日データに対して適用し、解析は 1979～2001
年の 23 年間について行った。年降水量の年々変動については概ね良く再現されており、特に日本に

近い中国東北部での再現性が良いことが確認されたが、中緯度に比べ、低緯度で再現性が悪くなる傾

向が見られた。特にインドの降水を見ると領域全体としての年々変動は非常に良い精度で観測と一致

しているが、南部と北部に分けて比較すると一致していない年代のあることが明らかになった。強雨

クラス 10 の降水量の年々変動も降水量自体よりは落ちるもののよく再現されており、豪雨発現の気

候的解析において再解析データが使用に十分耐え得ることがわかった。しかし、トレンドの評価に関

しては使用されている衛星観測データのインパクトが大きく、再解析データの利用に当たってはその

影響を除く工夫が必要であることがわかった。 
・南シナ海の夏期降水量と熱帯太平洋の海面水温との間に正相関のある時期と負相関のある時期とがあ

り、南シナ海モンスーンとENSOとの関係が数十年スケールで変動していることを見出した。JRA-25
再解析データから台風周辺の降水量を抽出し、台風による年間降水量データを作成し、その年々変動

を調べた。その結果、北西太平洋においては、台風による降水量はENSO と高い相関を示すものの、

年々変動が無いことを見出した。 
(2) 気温の変動 
・日本付近における冬（1・2月）の気温の変動は 1914年から 2006年までの 93年間についてみると、

1914年から 1986年までの期間はシベリア高気圧（SH）とアリュ－シャン低気圧（AL）はシーソー

のような変動をしており、宮古の気温は、SH、AL がともに発達しているときに低温となっているこ

と、1987 年以降は SH と AL の西半分は弱く、この期間の宮古の気温は非常に高くなっている、こ

とを見出だした。 
・1916 年から 2006 年の 91 年間のアジア地域の月平均気温、海面気圧、海面水温データに基づき、日

本付近における夏の気温変動とアジアモンスーン（20Ｎ付近のモンスーントラフ）、太平洋高気圧（日

本付近の強さ）との関連を 10年スケールの変動を中心に解析した。1916年から 1945年まではアジ

アモンスーンが強く、P-J パターンにより太平洋高気圧が強いこと、高気圧（モンスーントラフ）に

近い北・東日本（西日本・南西諸島）で高温（低温）となること、1947年～1976年はモンスーンは

年々の変動が大きくなったが太平洋高気圧はまだ強く北・東日本で高温が続いていること、西日本・

南西諸島では気温の変動が目立っていること、を見出だした。また、1977年～2006年はモンスーン・

太平洋高気圧共に弱く、北・東日本（西日本・南西諸島）で低温（高温）が観測されており、したが

って北・東日本では 1916 年から 2006 年までの 91 年間に夏（7・8 月）の気温の寒冷化があったこ

とが見出された。 
・世界の平均気温の算出において、格子内における観測データ数などを考慮して、算出された平均気温

の不確実性の評価を進めた。推計の不確実性にもっとも大きな影響を与えるのは観測点の密度および

欠測の大小であったことが分かった。 
・日本及び東アジアにおける夏と冬の気温、気圧変動の長期変動を比較すると、 冬（1・2 月）はアリ

ュ－シャン低気圧と PDO の十年スケ－ルの変動により気温が変化し、夏は数十年スケ－ルの海陸の
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環境変化に伴う開放度の長期変化が、気温に影響を与えていることが示唆された。 
 
② 地域気候モデルを用いた背景場の長期変動の解析 
(1) ダウンスケーリングに用いるための地域気候モデルについて、側面境界条件、陸面過程、放射過程

などの改良とチューニングを行った。このモデルを使い、JRA-25 データをまず 60km 解像度地域気

候モデル（RCM60）を使ってダウンスケーリングし、さらに、20km 解像度モデル（RCM20）をネ

スティングする手法を実施したが、RCM60 の気候再現性が十分ではなく、JRA-25 に RCM20 を直

接ネスティングする方法に変更した。これにより、20km 解像度でも日本周辺の気候がよく再現でき

ることがわかった。 
(2) RCM20により、JRA-25の全期間にわたる長期積分を実施し、日本周辺の解像度 20km のダウンス

ケーリングデータを作成した。このデータセットは、日本周辺の異常気象の長期変動解明のために有

用であることが期待される。 
(3) 計算されたデータセットの気候再現精度の検証を行い、日本を７分割した地域ごとの月平均気温、

月降水量が十分な精度で再現されること、日降水量の時系列がよく再現されること、過去の強い降水

などの事例についても再現できていることが確認された。 
(4) 日本を 1度×1度のBOX に分割し、ダウンスケーリングの結果と観測データとを比較した。降水量、

強い降水の発生頻度、それらの長期変動などが観測とよく一致することが確認された。 
(5) JRA-25の期間中に、冬季については降水量および強い降水頻度の増加が実際の観測値及びダウンス

ケーリングしたデータの両方で見られ、特に JRA-25期間の後半で、降水量の増加は関東以西の南岸、 
および北陸以北の日本海側で見られることが分かった。冬型指数との相関をとると、日本海側では冬

型における降水量の増加、本州南岸では冬型指数と逆相関となっていることが分かった。本州南岸で

は JRA-25 期間後半で風の変動が大きいことから、今回分かったこれらのことは、南岸低気圧の活発

化によるものであることが示唆される。また、南岸での降水量の増加はこれに関連していると考えら

れる。 
(6) JRA-25 期間の夏季の変動を調べるために、夏季について期間の前半と後半の降水量の差を調べた。

後半で 降水量の増加している領域は、 太平洋高気圧をめぐる縁辺流の北辺周辺に対応しており、太

平洋側からの水蒸気補給の大きい場所であると考えられる。6 月から 8 月の季節変化において、太平

洋高気圧が次第に北上し、それに特徴的な降水の増減パターンが月とともに北上している傾向が見ら

れることが分かった。 
(7) 雲解像モデルによる再解析データの分解能数 km へのダウンスケーリング手法についての検討を行

った。その結果、再解析データあるいは今回作成した20km ダウンスケーリングデータには雲粒や雨

粒などの水成分量の情報がないために、分解能数 kmへのダウンスケーリングのためには雲解像モデ

ルでもって多重ネスティングを行う必要性を認識した。 
(8) 東アジアにおけるダウンスケーリングの可能性を、 陸面植物生態モデルBAIM2 を組み込んだ地域

気候モデルの結果をもとに検討した。これによると、東アジアの結果を観測値と比較すると、降水量

についてよい一致が見られ、東アジアのスケールでのダウンスケーリングの可能性が示唆された。 
 
 
（副課題２）日本の異常気象と大気循環場との関連に関する研究 
 
副課題の到達目標 

・日本の異常気象の広域的特徴やそれをもたらす大気循環場の特徴を知るため、東アジア域の異常気象

（豪雨・干魃、異常高低温等）の実態及びそれとアジアモンスーンの長期トレンドの関係、亜熱帯高

気圧変動などの大気循環場との関連、太平洋数十年変動・エルニーニョ等の関係とその長期的変化を

明らかにする。 
・台風の移動経路と中緯度および熱帯の循環場との関係を調べ、再解析データ及び全球気候モデルを用

いて台風経路の長期変動特性を明らかにする。 
 
副課題の概要 

 日本の異常気象の広域的特徴やそれをもたらす大気循環場の特徴を知るため、東アジア域の異常気象

（豪雨・干魃、異常高低温等）や気温・海面水温・気候湿潤度変動の地域的・時間的特性を明らかにす

る。また、これらとアジアモンスーンの長期トレンドの関係、亜熱帯高気圧変動などの大気循環場との
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関連、太平洋数十年変動・エルニーニョ等の関係とその長期的変化を明らかにする。得られた結果に基

づき、日本の異常気象の広域的特徴を見出す。 
 台風の移動経路と中緯度および熱帯の循環場との関係を調べ、再解析データ、全球気候モデルを用い

てその長期変動特性を明らかにする。 
 
副課題の成果 

① 東アジア域の異常気象と大気循環場の変動の解析 
(1) 降水量 
・1979年～2001年の期間について、GPCP、CMAPの 5日平均降水量データと長期再解析データの 5

日平均降水量データに対してグリッド毎に全降水量を基準にした降水強度毎の降水階級 10 クラスを

定義し、解析を行った。その結果、陸域では明瞭な変化傾向は見られないが、海上では CMAP を除

くすべてのデータに 1980 年代末からクラス 10 の強雨が増加する傾向が見られた。また、GPCP も

含め、SSM/I データを利用したプロダクトには SSM/I 導入前後で降雨特性に不連続が見られること

を確認した 
・Xie and Yatagai により作成された東アジア域高分解能日降水量データ、インド気象局によって作成

されたインド域高分解能日降水量データおよびアメリカ気象局で作成された北アメリカ日降水量デ

ータ等の地上観測に基づくグリッド化日降水量データを利用して、各種再解析データにおける豪雨の

再現性を調べた。手法は 5 日平均の場合と同じ手法を日データに対して適用し、解析は 1979～2001
年の 23 年間について行った。年降水量の年々変動については概ね良く再現されており、特に日本に

近い中国東北部での再現性が良いことが確認されたが、中緯度に比べ、低緯度で再現性が悪くなる傾

向が見られた。特にインドの降水を見ると領域全体としての年々変動は非常に良い精度で観測と一致

しているが、南部と北部に分けて比較すると一致していない年代のあることが明らかになった。強雨

クラス 10 の降水量の年々変動も降水量自体よりは落ちるもののよく再現されており、豪雨発現の気

候的解析において再解析データが使用に十分耐え得ることがわかった。しかし、トレンドの評価に関

しては使用されている衛星観測データのインパクトが大きく、再解析データの利用に当たってはその

影響を除く工夫が必要であることがわかった。 
・南シナ海の夏期降水量と熱帯太平洋の海面水温との間に正相関のある時期と負相関のある時期とがあ

り、南シナ海モンスーンとENSOとの関係が数十年スケールで変動していることを見出した。JRA-25
再解析データから台風周辺の降水量を抽出し、台風による年間降水量データを作成し、その年々変動

を調べた。その結果、北西太平洋においては、台風による降水量はENSO と高い相関を示すものの、

年々変動が無いことを見出した。 
(2) 気温の変動 
・日本付近における冬（1・2月）の気温の変動は 1914年から 2006年までの 93年間についてみると、

1914年から 1986年までの期間はシベリア高気圧（SH）とアリュ－シャン低気圧（AL）はシーソー

のような変動をしており、宮古の気温は、SH、AL がともに発達しているときに低温となっているこ

と、1987 年以降は SH と AL の西半分は弱く、この期間の宮古の気温は非常に高くなっている、こ

とを見出だした。 
・1916 年から 2006 年の 91 年間のアジア地域の月平均気温、海面気圧、海面水温データに基づき、日

本付近における夏の気温変動とアジアモンスーン（20Ｎ付近のモンスーントラフ）、太平洋高気圧（日

本付近の強さ）との関連を 10年スケールの変動を中心に解析した。1916年から 1945年まではアジ

アモンスーンが強く、P-J パターンにより太平洋高気圧が強いこと、高気圧（モンスーントラフ）に

近い北・東日本（西日本・南西諸島）で高温（低温）となること、1947年～1976年はモンスーンは

年々の変動が大きくなったが太平洋高気圧はまだ強く北・東日本で高温が続いていること、西日本・

南西諸島では気温の変動が目立っていること、を見出だした。また、1977年～2006年はモンスーン・

太平洋高気圧共に弱く、北・東日本（西日本・南西諸島）で低温（高温）が観測されており、したが

って北・東日本では 1916 年から 2006 年までの 91 年間に夏（7・8 月）の気温の寒冷化があったこ

とが見出された。 
・世界の平均気温の算出において、格子内における観測データ数などを考慮して、算出された平均気温

の不確実性の評価を進めた。推計の不確実性にもっとも大きな影響を与えるのは観測点の密度および

欠測の大小であったことが分かった。 
・日本及び東アジアにおける夏と冬の気温、気圧変動の長期変動を比較すると、 冬（1・2 月）はアリ

ュ－シャン低気圧と PDO の十年スケ－ルの変動により気温が変化し、夏は数十年スケ－ルの海陸の
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温度差の変化によるモンス－ンの強弱の変動により気温が変化していたことを見出だした。 
・世界の平均気温の変動とその ENSO との関係性について、基礎的な統計解析を行った。その結果、

ENSOのピーク時より 3か月程度遅れてインド洋に同じ位相の偏差域が現れることで、海面水温の変

動、さらに遅れて陸上の気温偏差が生じていることが分かった。 
(3) 蒸発散 
・気候湿潤度の長期変動：チベットを含む中国域の気象台データから、P=（降水量 Pr、ポテンシャル

蒸発量 Ep、気候湿潤度 WI）の空間分布やそのトレンド、および 1951 年から 10 年毎に計算した P
の変動の大きさ（標準偏差）やその 10 年トレンドの空間分布の特徴を調べた。なお、ここで考えて

いる降水量などは通年積算値または数ヶ月積算値である。その結果、ポテンシャル蒸発量の空間分布

は西高東低、その長期変動傾向は内陸部で増加、周辺部で減少傾向であることが分かった。この特徴

は、小型Pan 蒸発計（直径 20cm）蒸発量と同じ傾向であった。気候湿潤度の空間分布は降水量と同

じ東高西低、その長期変動傾向は内陸部で減少、周辺部で増加傾向であることが分かった。10 年毎

の気候湿潤度の変動の大きさのトレンド（標準偏差のトレンドを標準偏差で規格化した量）は周辺部

で増加傾向、中央部で減少傾向、東北部は増加傾向と減少傾向が混在、トレンドの大きさは西側と東

北部で顕著であった。 
  比較のため日本域について同様な解析を行った。日本ではポテンシャル蒸発量は増加傾向、一方気

候湿潤度は減少傾向であった。ポテンシャル蒸発量は大型Pan 蒸発計（直径 1.2m）蒸発量の長期変

動と逆の傾向であった。大型 Pan 蒸発計蒸発量はその近傍での温度や風速に強く依存するので、こ

の傾向は局所的な観測環境の変化によるものと考えられる。そこで観測所である気象台周辺の建物な

どの粗度要素の高度や密度に関係する粗度長 z0 を突風率と境界層理論から推定したところ、大部分

の観測所で粗度長の増加傾向が認められた。 
・気候湿潤度とNDVI との関係：チベット高原上の正規化植生指数NDVIと気候湿潤度の間には 1対 1

の対応関係が見出されている。そこで気象台データのないところでの気候湿潤度を把握するために、 
NDVI と気候湿潤度との間に成り立つ実験的関係を求めて、NDVI から気候湿潤度を推定した。更に

その結果と気候湿潤度と無次元蒸発量の関係を用いて、広域の熱収支を推定する手法について検討し

た。本手法をまずチベット高原上に適用し、有効であることを確認した。引き続きチベット以外の中

国域のNDVI と気候湿潤度との関係を求めた。その結果、乾燥域から半湿潤域に属す地域（WI<1）
では、NDVI と気候湿潤度が 1対 1に対応し、NDVIから地表面フラックスを求め易いことが判明し

た。他方、湿潤地域（WI>1、中国南東部地域）では、NDVI と気候湿潤度の間に 1 対 1 の対応関係

は見られず、NDVI からフラックスを求めるのは容易ではないことが分かった。 
・蒸発量推定：気候湿潤度と無次元蒸発量との間には数ヶ月以上の積算値について、土壌条件や土地利

用形態に対応した実験的関係が得られている。今回得られた気候湿潤度の空間分布から蒸発量の空間

分布と経年変化をチベット域について求めた。また中国域では 195 地点の気象台観測地点において、

土地利用条件を仮定した蒸発量マップを作成した。WI>1 の湿潤地域では無次元蒸発量が頭打ちにな

り、ポテンシャル蒸発量も一定値になる傾向であるので、蒸発量の年々変動は小さく、WI<0.1 の乾

燥地域では、降水量が蒸発量にほぼ等しくなるので蒸発量は降水量の変動そのものになること、

0.1<WI<1 では、気候湿潤度の増加に伴い、流出量も増加するので無次元蒸発量の増加傾向が緩やか

になること、その大きさは土壌条件や土地利用形態に大きく依存すること、が分かった。 
・中国国内の 200箇所弱の気象台地点の観測データを使用して、数ヶ月単位から通年の蒸発量マップを

作成した。作成手順は以下の通り。まず、中国域を WI<1 と WI≧1 の領域に分ける。前者は NDVI
から WI を推定、後者は気象台地点から一定の距離以内の領域は、その気象台の WI がその領域を代

表するとして使用。次に、各領域内の地表面被覆状態を特定する。最後に、地表面被覆状態毎に得ら

れている、WI と無次元蒸発量の関係を使って蒸発量を推定する。なお、今回使用した地表面被覆状

態のデータセットでは、耕作地は１種類の分類である。現実には無次元蒸発量が水田で 0.8、畑で 0.6
と大きく異なる。蒸発量マップでは、両方の場合を作成した。得られた結果を JRA-25の再解析デー

タと比較したところ、蒸発量の地理的分布は南東部で大きく、北西部で小さい。JRA-25 による結果

と全体的な傾向は類似している、チベット高原の南西部における蒸発量は JRA-25に比べて過小評価

である、との結果を得た。 
(4) モデル実験 
・年最大月降水量の推定におけるアンサンブル実験の有効性について全球大気モデルを用いて調べた。

観測SST を与えた 20世紀気候再現実験を、全球大気モデルを用いて 6メンバーで行い、各メンバー

を１つの実現値の標本と見なし、メンバー毎に年確率年最大月降水量を推定した結果と 6メンバーを
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コンポジットして１つの標本と見なし、同様に推定した結果を比較した。まず、モデルによる極値の

再現性を調べるために、50 年確率年最大月降水量をグリッド化された観測値から得られた推定値と

モデルから得られた推定値を比較したところ、おおまかな地理分布は良く再現されていた。ただし、

年平均気候値が過大評価となっている地域は、50 年確率年最大月降水量でも過大評価となった。河

川計画などで使われる 200年確率年最大月降水量を推定したところ、基本的には地理分布をよく再現

していたが、過大、過小評価となる地域は 50 年確率年最大月降水量で同様の評価となる地域と一致

した。日本の領域については、観測値と比較して、北海道、東北、西日本のコントラストをよく再現

していた。 
・歴史的全球観測海面水温を与えるAMIP 型大気モデル実験、ならびに熱帯太平洋では海面水温観測値

を与え、他海域では海洋混合層スラブモデルで海面水温を予測する pacemaker 実験を 2005年 12 月

分まで延長した。計算はTL95（200km）モデルを用いて行っており、1948年 1月以降の 58年間に

ついて各 10例のアンサンブルデータを整備した。TL95（200km）モデルとTL959（20km）モデル

によるAMIP 実験の東アジア気候再現性について調査し、20km モデルの方が、夏季平均降水量のバ

イアスが小さいこと、梅雨前線帯の構造の再現が優れていることが分かった。 
・AMIP 実験、Pacemaker実験で再現される北半球夏（7月）の解析を行った。観測に比べ梅雨に相当

する降雨帯が両者共に日本の南のほうに位置し、観測とは大きく異なり、観測された 850hPa の日本

付近の気温とモデル実験の結果の比較では AMIP 実験が比較的良く対応しているものの、 
Pacemaker 実験ではほとんど実況を再現しておらず、エルニーニョ海域の海面水温変動が夏の気温

変動の支配的要因ではないという結果を得た。 
・モデルに再現される合成図を見ると、冷夏の時にはオホーツク海高気圧、梅雨トラフの発達、降水帯

が赤道域で多雨偏差、亜熱帯で少雨、日本付近で多雨、オホーツク海域で少雨の 4極構造が見出され

た。対応して偏西風も日本付近で南北方向に強弱の偏差が東西の帯状に分布していた。モデルのオホ

ーツク海高気圧の発達する原因として、日本の西方においてWAF（ロスビー波の活動度フラックス）

が北東向きの成分が現れ、これがオホーツク海付近で砕波することが考えられる。 
・全球モデルに 1945年から 2005年までの観測された海面水温、海氷密接度を境界条件として 10例の

アンサンブル実験をおこなった。この結果を用い日本の夏（8 月）の冷夏猛暑の再現特性についての

解析を行った。JRA-25再解析データ、GPCP 降水量データと比較すると発現する年は一致しないも

のの、全球モデルにおいても冷夏猛暑が現れた。猛暑と冷夏のときの海面更正気圧、200hPa の東西

風に注目してみると全球モデルの結果と解析との間には猛暑のときにはオホーツク海高気圧は弱く、 
日本付近の 200ｈPa のジェットは北で強く、南で弱いという結果となった。また、フィリピン東方

の降水が増すなどの共通の特徴も見られた。しかしながらユーラシア大陸全般にわたるジェット気流

の北上や太平洋高気圧の日本の南方での強化などの観測に見られる特徴は見えていない。 
 
② 台風経路の長期変動と循環場との関係の解析 
(1) ERA-40及び JRA-25の全球再解析データを用いて、6月から 10月までの平均循環場と、台風の接

近・上陸数との関連について調査を行った。主成分解析を行った結果、ENSO モードの他に、台風上

陸（TCLF）モードの存在を見いだした。すなわち、日本への台風の接近・上陸数が少なかった年（64、
73、77、80、84、83、87年）は、太平洋高気圧の西端が中国大陸付近まで西に大きく張り出してお

り、台風は高気圧にブロックされて北上できず、中国大陸南部や南シナ海へ向かっていた一方、多い

年（58、60、62、65、66、78、90、97年）は、太平洋高気圧の西端が台湾付近にとどまり、西への

張り出しが弱かったことが分かった。また、フィリピン付近に、上昇気流を生み出し、台風が中国大

陸方向に進むのをブロックするモンスーントラフが強い傾向が見られた。 
 さらに、台風シーズン（6～10 月）の日本への台風の接近数、上陸数とエルニーニョ／ラニーニャ年

との関連を調べた。その結果、ENSOモードの時間変化係数と台風接近数との散布図をすべての年で

調べると、ほとんど相関はないのに、台風接近数が多かった年と少なかった年だけを選んで、その中

でのエルニーニョ年、ラニーニャ年を調べたところ、エルニーニョ年には台風接近数が多く、逆にラ

ニーニャ年には少ないことがわかった。ラニーニャ（エルニーニョ）年には、偏東風偏差が強まる（弱

まる）こととなるので、TCLF モードで偏東風偏差が強まる（弱まる）時と似たような状況になるも

のと推測される。さらに、エルニーニョ（ラニーニャ）年には、日本の南海上、北緯 30度、東経 140
～150度付近に、対流圏下層で、高気圧（低気圧）偏差が見られ、それらの西にあたる九州の南海上

に、気圧の谷が南北に解析されている。この高度偏差が、台風の日本上陸と関わっている可能性が高

い。 
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温度差の変化によるモンス－ンの強弱の変動により気温が変化していたことを見出だした。 
・世界の平均気温の変動とその ENSO との関係性について、基礎的な統計解析を行った。その結果、

ENSOのピーク時より 3か月程度遅れてインド洋に同じ位相の偏差域が現れることで、海面水温の変

動、さらに遅れて陸上の気温偏差が生じていることが分かった。 
(3) 蒸発散 
・気候湿潤度の長期変動：チベットを含む中国域の気象台データから、P=（降水量 Pr、ポテンシャル

蒸発量 Ep、気候湿潤度 WI）の空間分布やそのトレンド、および 1951 年から 10 年毎に計算した P
の変動の大きさ（標準偏差）やその 10 年トレンドの空間分布の特徴を調べた。なお、ここで考えて

いる降水量などは通年積算値または数ヶ月積算値である。その結果、ポテンシャル蒸発量の空間分布

は西高東低、その長期変動傾向は内陸部で増加、周辺部で減少傾向であることが分かった。この特徴

は、小型Pan 蒸発計（直径 20cm）蒸発量と同じ傾向であった。気候湿潤度の空間分布は降水量と同

じ東高西低、その長期変動傾向は内陸部で減少、周辺部で増加傾向であることが分かった。10 年毎

の気候湿潤度の変動の大きさのトレンド（標準偏差のトレンドを標準偏差で規格化した量）は周辺部

で増加傾向、中央部で減少傾向、東北部は増加傾向と減少傾向が混在、トレンドの大きさは西側と東

北部で顕著であった。 
  比較のため日本域について同様な解析を行った。日本ではポテンシャル蒸発量は増加傾向、一方気

候湿潤度は減少傾向であった。ポテンシャル蒸発量は大型Pan 蒸発計（直径 1.2m）蒸発量の長期変

動と逆の傾向であった。大型 Pan 蒸発計蒸発量はその近傍での温度や風速に強く依存するので、こ

の傾向は局所的な観測環境の変化によるものと考えられる。そこで観測所である気象台周辺の建物な

どの粗度要素の高度や密度に関係する粗度長 z0 を突風率と境界層理論から推定したところ、大部分

の観測所で粗度長の増加傾向が認められた。 
・気候湿潤度とNDVI との関係：チベット高原上の正規化植生指数NDVIと気候湿潤度の間には 1対 1

の対応関係が見出されている。そこで気象台データのないところでの気候湿潤度を把握するために、 
NDVI と気候湿潤度との間に成り立つ実験的関係を求めて、NDVI から気候湿潤度を推定した。更に

その結果と気候湿潤度と無次元蒸発量の関係を用いて、広域の熱収支を推定する手法について検討し

た。本手法をまずチベット高原上に適用し、有効であることを確認した。引き続きチベット以外の中

国域のNDVI と気候湿潤度との関係を求めた。その結果、乾燥域から半湿潤域に属す地域（WI<1）
では、NDVI と気候湿潤度が 1対 1に対応し、NDVIから地表面フラックスを求め易いことが判明し

た。他方、湿潤地域（WI>1、中国南東部地域）では、NDVI と気候湿潤度の間に 1 対 1 の対応関係

は見られず、NDVI からフラックスを求めるのは容易ではないことが分かった。 
・蒸発量推定：気候湿潤度と無次元蒸発量との間には数ヶ月以上の積算値について、土壌条件や土地利

用形態に対応した実験的関係が得られている。今回得られた気候湿潤度の空間分布から蒸発量の空間

分布と経年変化をチベット域について求めた。また中国域では 195 地点の気象台観測地点において、

土地利用条件を仮定した蒸発量マップを作成した。WI>1 の湿潤地域では無次元蒸発量が頭打ちにな

り、ポテンシャル蒸発量も一定値になる傾向であるので、蒸発量の年々変動は小さく、WI<0.1 の乾

燥地域では、降水量が蒸発量にほぼ等しくなるので蒸発量は降水量の変動そのものになること、

0.1<WI<1 では、気候湿潤度の増加に伴い、流出量も増加するので無次元蒸発量の増加傾向が緩やか

になること、その大きさは土壌条件や土地利用形態に大きく依存すること、が分かった。 
・中国国内の 200箇所弱の気象台地点の観測データを使用して、数ヶ月単位から通年の蒸発量マップを

作成した。作成手順は以下の通り。まず、中国域を WI<1 と WI≧1 の領域に分ける。前者は NDVI
から WI を推定、後者は気象台地点から一定の距離以内の領域は、その気象台の WI がその領域を代

表するとして使用。次に、各領域内の地表面被覆状態を特定する。最後に、地表面被覆状態毎に得ら

れている、WI と無次元蒸発量の関係を使って蒸発量を推定する。なお、今回使用した地表面被覆状

態のデータセットでは、耕作地は１種類の分類である。現実には無次元蒸発量が水田で 0.8、畑で 0.6
と大きく異なる。蒸発量マップでは、両方の場合を作成した。得られた結果を JRA-25の再解析デー

タと比較したところ、蒸発量の地理的分布は南東部で大きく、北西部で小さい。JRA-25 による結果

と全体的な傾向は類似している、チベット高原の南西部における蒸発量は JRA-25に比べて過小評価

である、との結果を得た。 
(4) モデル実験 
・年最大月降水量の推定におけるアンサンブル実験の有効性について全球大気モデルを用いて調べた。

観測SST を与えた 20世紀気候再現実験を、全球大気モデルを用いて 6メンバーで行い、各メンバー

を１つの実現値の標本と見なし、メンバー毎に年確率年最大月降水量を推定した結果と 6メンバーを
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コンポジットして１つの標本と見なし、同様に推定した結果を比較した。まず、モデルによる極値の

再現性を調べるために、50 年確率年最大月降水量をグリッド化された観測値から得られた推定値と

モデルから得られた推定値を比較したところ、おおまかな地理分布は良く再現されていた。ただし、

年平均気候値が過大評価となっている地域は、50 年確率年最大月降水量でも過大評価となった。河

川計画などで使われる 200年確率年最大月降水量を推定したところ、基本的には地理分布をよく再現

していたが、過大、過小評価となる地域は 50 年確率年最大月降水量で同様の評価となる地域と一致

した。日本の領域については、観測値と比較して、北海道、東北、西日本のコントラストをよく再現

していた。 
・歴史的全球観測海面水温を与えるAMIP 型大気モデル実験、ならびに熱帯太平洋では海面水温観測値

を与え、他海域では海洋混合層スラブモデルで海面水温を予測する pacemaker 実験を 2005年 12 月

分まで延長した。計算はTL95（200km）モデルを用いて行っており、1948年 1月以降の 58年間に

ついて各 10例のアンサンブルデータを整備した。TL95（200km）モデルとTL959（20km）モデル

によるAMIP 実験の東アジア気候再現性について調査し、20km モデルの方が、夏季平均降水量のバ

イアスが小さいこと、梅雨前線帯の構造の再現が優れていることが分かった。 
・AMIP 実験、Pacemaker実験で再現される北半球夏（7月）の解析を行った。観測に比べ梅雨に相当

する降雨帯が両者共に日本の南のほうに位置し、観測とは大きく異なり、観測された 850hPa の日本

付近の気温とモデル実験の結果の比較では AMIP 実験が比較的良く対応しているものの、 
Pacemaker 実験ではほとんど実況を再現しておらず、エルニーニョ海域の海面水温変動が夏の気温

変動の支配的要因ではないという結果を得た。 
・モデルに再現される合成図を見ると、冷夏の時にはオホーツク海高気圧、梅雨トラフの発達、降水帯

が赤道域で多雨偏差、亜熱帯で少雨、日本付近で多雨、オホーツク海域で少雨の 4極構造が見出され

た。対応して偏西風も日本付近で南北方向に強弱の偏差が東西の帯状に分布していた。モデルのオホ

ーツク海高気圧の発達する原因として、日本の西方においてWAF（ロスビー波の活動度フラックス）

が北東向きの成分が現れ、これがオホーツク海付近で砕波することが考えられる。 
・全球モデルに 1945年から 2005年までの観測された海面水温、海氷密接度を境界条件として 10例の

アンサンブル実験をおこなった。この結果を用い日本の夏（8 月）の冷夏猛暑の再現特性についての

解析を行った。JRA-25再解析データ、GPCP 降水量データと比較すると発現する年は一致しないも

のの、全球モデルにおいても冷夏猛暑が現れた。猛暑と冷夏のときの海面更正気圧、200hPa の東西

風に注目してみると全球モデルの結果と解析との間には猛暑のときにはオホーツク海高気圧は弱く、 
日本付近の 200ｈPa のジェットは北で強く、南で弱いという結果となった。また、フィリピン東方

の降水が増すなどの共通の特徴も見られた。しかしながらユーラシア大陸全般にわたるジェット気流

の北上や太平洋高気圧の日本の南方での強化などの観測に見られる特徴は見えていない。 
 
② 台風経路の長期変動と循環場との関係の解析 
(1) ERA-40及び JRA-25の全球再解析データを用いて、6月から 10月までの平均循環場と、台風の接

近・上陸数との関連について調査を行った。主成分解析を行った結果、ENSO モードの他に、台風上

陸（TCLF）モードの存在を見いだした。すなわち、日本への台風の接近・上陸数が少なかった年（64、
73、77、80、84、83、87年）は、太平洋高気圧の西端が中国大陸付近まで西に大きく張り出してお

り、台風は高気圧にブロックされて北上できず、中国大陸南部や南シナ海へ向かっていた一方、多い

年（58、60、62、65、66、78、90、97年）は、太平洋高気圧の西端が台湾付近にとどまり、西への

張り出しが弱かったことが分かった。また、フィリピン付近に、上昇気流を生み出し、台風が中国大

陸方向に進むのをブロックするモンスーントラフが強い傾向が見られた。 
 さらに、台風シーズン（6～10 月）の日本への台風の接近数、上陸数とエルニーニョ／ラニーニャ年

との関連を調べた。その結果、ENSOモードの時間変化係数と台風接近数との散布図をすべての年で

調べると、ほとんど相関はないのに、台風接近数が多かった年と少なかった年だけを選んで、その中

でのエルニーニョ年、ラニーニャ年を調べたところ、エルニーニョ年には台風接近数が多く、逆にラ

ニーニャ年には少ないことがわかった。ラニーニャ（エルニーニョ）年には、偏東風偏差が強まる（弱

まる）こととなるので、TCLF モードで偏東風偏差が強まる（弱まる）時と似たような状況になるも

のと推測される。さらに、エルニーニョ（ラニーニャ）年には、日本の南海上、北緯 30度、東経 140
～150度付近に、対流圏下層で、高気圧（低気圧）偏差が見られ、それらの西にあたる九州の南海上

に、気圧の谷が南北に解析されている。この高度偏差が、台風の日本上陸と関わっている可能性が高

い。 
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(2) 気象庁と JTWCのベストトラックの比較を行ったところ、北西太平洋における飛行機観測が中止さ

れた 1987 年以降両者に顕著な差があることが分かった。台風の気候学的研究を行う際には、ベスト

トラックの再解析が必要と考えられる。 
(3) 亜熱帯低気圧の解析 
 西太平洋（120～180E）地域で亜熱帯低気圧（熱帯と温帯低気圧の両方の性質があり上空の寒冷渦と

下層の対流雲がある）の発生と経路の調査を 1978年から 2006年までの 29年間について行った。発

生する期間と場所は 4 月から 10 月まで 25～38N であった。発生は 40～50N 付近に背の高い高気圧

が形成されその南方の東風領域に寒冷渦が南下することが前兆として認められた。寒冷渦が亜熱帯西

風ジェツトより南方に南下し、海面水温が 18℃以上であると対流が発生し亜熱帯低気圧が寒冷渦の

下に形成され、また、東部（160～180E）の発生は 50N 180E 付近のブロッキング高気圧が形成され

たときに亜熱帯低気圧が多く発生していた。 
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(2) 気象庁と JTWCのベストトラックの比較を行ったところ、北西太平洋における飛行機観測が中止さ

れた 1987 年以降両者に顕著な差があることが分かった。台風の気候学的研究を行う際には、ベスト

トラックの再解析が必要と考えられる。 
(3) 亜熱帯低気圧の解析 
 西太平洋（120～180E）地域で亜熱帯低気圧（熱帯と温帯低気圧の両方の性質があり上空の寒冷渦と

下層の対流雲がある）の発生と経路の調査を 1978年から 2006年までの 29年間について行った。発

生する期間と場所は 4 月から 10 月まで 25～38N であった。発生は 40～50N 付近に背の高い高気圧

が形成されその南方の東風領域に寒冷渦が南下することが前兆として認められた。寒冷渦が亜熱帯西

風ジェツトより南方に南下し、海面水温が 18℃以上であると対流が発生し亜熱帯低気圧が寒冷渦の

下に形成され、また、東部（160～180E）の発生は 50N 180E 付近のブロッキング高気圧が形成され

たときに亜熱帯低気圧が多く発生していた。 
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アジア大陸の影響による大気微量気体・エーロゾル・降水降下塵の化学組成変動

に関する研究 
 
研究期間： 平成 17年度～平成 20年度 
研究代表者： 松枝秀和（地球化学研究部 第一研究室長） 
 
研究担当者 
（副課題１）アジア大陸起源の汚染気塊の化学組成とその輸送に関する研究 

松枝秀和、澤庸介、石井雅男、時枝隆之、斉藤秀（地球化学研究部）、内山明博、山崎明宏、古林絵里子、

工藤玲（気候研究部）、岡田菊夫1)、柴田清孝、財前祐二、直江寛明（環境・応用研究部） 
 

（副課題２）大気化学環境変動と海洋環境変動との関連に関する研究 

五十嵐康人、青山道夫、篠田佳宏 2) 、緑川貴、広瀬勝己（地球化学研究部）、千葉長（気候研究部） 
 
研究の目的 

 地上観測所、気象鉄塔、海洋気象観測船並びに航空機等を利用して、西部北太平洋域における温暖化

ガスを含む大気微量気体の分布や変動の長期観測とエーロゾル・降水降下塵の放射・化学的特徴に関す

る予備的観測を実施すると同時に、この地域における既存の定常観測データも統合して総合解析に必要

なデータセットを作成し、アジア大陸からの影響による大気化学環境変動の実態を詳細に把握すると共

に、その変動を支配する輸送過程や大陸の人為発生源との関係を解明する。 
 また、モデル実験の結果と観測データを比較することによって、アジア大陸の微量気体発生源を特定

し、発生源を定量的に評価すると同時に、降水・エーロゾルによって大陸から海洋に供給される微量化

学成分が海水中の物質循環に与える影響についての知見を得る。 
 
研究の到達目標 

アジア大陸から西太平洋へのアウトフローによる大気微量気体・エーロゾル・降水降下塵の化学組成変

動の実態を観測とデータ解析を通して解明すると同時に、モデル実験を通してその影響を定量的に評価

する。 
 
研究計画の概要 

アジア大陸は人口の密集地帯であり、今後の経済発展による人間活動の増大が見込まれている。この

ため、アジア地域で発生する大気汚染気体や汚染煙霧及び酸性雨などが、西太平洋地域の気候、陸上・

海洋生態系並びに人体の健康に深刻な影響を及ぼすことが懸念されている。この地域の大気化学組成変

動の実態解明とその影響を評価するために、副課題 1では特にラドン観測を重点においた汚染気塊の化

学組成とその輸送の側面からアプローチする一方、副課題 2では窒素収支に重点をおいてエアロゾル観

測と新規手法の開発の側面から研究を進める。これら2つの副課題で得られた観測結果と解析を基礎に

して、モデル実験による比較を行い、両課題の結果を合せてアジア大陸の発生源が西太平洋の大気質や

海洋環境に与える影響を総合的に評価する。 
 
主な研究成果 

西部北太平洋の広域を対象とした大気微量気体・エーロゾル・降水降下塵の化学組成変動に関連した

観測データを収集し、時系列データベースを作成した。このデータベースを利用して、微量気体やエー

ロゾルの時・空間変動を解析し、アジア大陸からの影響が西部北太平洋地域へと広域拡散している実態

とその出現パターンの特徴を把握した。特に、本研究における重点研究の一つとして計画した、大気中

ラドンの高精度観測を与那国島、南鳥島及び綾里の 3箇所の大気観測所において開始した。これによっ

て、大陸を起源とする化学トレーサーとして有効なラドン変動のデータを収集することに成功した。こ

のラドン観測データと微量気体濃度の短周期変動の対応関係を詳細に解析することによって、アジア大

陸の人類活動や陸域生態系からの影響による現象を明瞭に捉えることができた。さらに、気象解析、流

跡線解析、3次元モデルを利用した診断解析を実施し、アジア大陸の発生源地域の特定と大陸からの物

                                                   
1) 平成 17～19年度、2)平成 17～18年度 
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観測データを収集し、時系列データベースを作成した。このデータベースを利用して、微量気体やエー

ロゾルの時・空間変動を解析し、アジア大陸からの影響が西部北太平洋地域へと広域拡散している実態

とその出現パターンの特徴を把握した。特に、本研究における重点研究の一つとして計画した、大気中

ラドンの高精度観測を与那国島、南鳥島及び綾里の 3箇所の大気観測所において開始した。これによっ

て、大陸を起源とする化学トレーサーとして有効なラドン変動のデータを収集することに成功した。こ

のラドン観測データと微量気体濃度の短周期変動の対応関係を詳細に解析することによって、アジア大

陸の人類活動や陸域生態系からの影響による現象を明瞭に捉えることができた。さらに、気象解析、流

跡線解析、3次元モデルを利用した診断解析を実施し、アジア大陸の発生源地域の特定と大陸からの物

                                                   
1) 平成 17～19年度、2)平成 17～18年度 

研
究
報
告
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

質流出を導く長距離輸送メカニズムが明らかになった。 

 
今後に残された問題点 

本研究で得られたアジア大陸影響の観測データやその輸送メカニズムの知見は、化学輸送モデルの検

証とその精緻化に極めて有用な情報であるため、今後、モデルを利用した越境汚染や黄砂等の環境変動

予測情報の精度向上に資する実用化研究へと発展させることが必要である。また、今後のアジアの人類

活動の増大とその地球環境への影響を監視するために、観測データを長期的かつ広域に収集するための

観測研究を強化していくことが重要な課題である。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
日本でも西日本を中心に都市域以外の場所でも光化学スモッグが発生する等、アジア地域の発展によ

る大気化学環境への影響が懸念されている。このようにアジア大陸からの越境汚染について社会的にも

関心が高まっている中、越境汚染や黄砂飛来の問題を正面から取り上げ、種々の大気微量化学成分等の

観測にモデル実験も加味して変動の実態とメカニズムの解明にまで研究を進めたことは、時宜を得た目

標設定であり、また、科学的にも社会的にも十分に意義のある研究成果を含むものと評価する。着実に

論文も出版されていることも高く評価できる。 
高精度ラドン計の開発による低濃度変動の検出、気象庁・他の機関の微量気体標準ガス・オゾン計測

器との比較実験により観測データの標準化を進めたことや地域規模のデータベースを構築したことな

ど今後の発展の基礎となる成果である。特に南鳥島のラドン観測は想定以上の成果をあげ今後に期待で

きる。高精度ラドン計と TEOM は気象研究所の研究推進費によって整備した機器であり、それらを有

効に使用し、アジア大陸の影響と考えられる現象を観測できたことは、研究推進費のモデルケースとし

ても評価できる。 
また、モデルによる再現実験で、ある程度観測結果の再現に成功しており、実態把握とメカニズムの

解明に向けた重要なステップとして評価できる。しかし、研究目標では、微量気体の発生源の特定と定

量的評価までを行うとしており、研究の成果を効果的に活用するには、正確な発生源の特定と定量化を

図ることが必要と考えられる。今後は、モデル研究との連携をいっそう強化して、3 次元的な分布とそ

の変動の詳細な実態解明に向けて研究を発展させていくことを期待したい。 
生物トレーサーの研究は新規性も高く、越境汚染等への研究への応用性もあるものと考えられるが、

まだこれからの課題と言える。他機関との共同をより進め、今後とも継続して研究することを期待する。 
一方、残念な点としては、成果が単発的な解析成果であり有機的な統合の効果が不足している印象が否

めない。融合型研究としてサブ課題毎の成果を融合した研究成果が生まれることを希望する。また、衛

星観測や外国の観測との連携など他の研究とどう結びつけ科学的成果を出していくかの観点について

も検討してほしい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 30件 
・口頭発表件数 60件 

 
（副課題１）アジア大陸起源の汚染気塊の化学組成とその輸送に関する研究 

 
副課題の到達目標 

① 微量気体及びエーロゾルの長期観測データの収集 
これまで気象研究所で実施してきた観測の継続と新たな観測項目を追加するため、地上大気観測所、

海洋気象観測船、気象鉄塔、及び定期航空機を利用した観測を実施し、広範囲に西太平洋の長期観

測データを収集する。また、南鳥島大気観測所におけるエーロゾル観測システムの構築と試験観測

を実施する。  
② 観測データの統合とそれを利用したアジア大陸の影響による変動の解析 

本研究で収集された観測データとともに、気象庁の定常観測や他の機関の研究並びに定常観測で得

られたデータを統合するために、観測データの基準となる標準ガス及び分析計の比較実験を実施し、

高精度のデータセットを作成する。このデータセットを基に、西太平洋地域における汚染気塊の広

域分布とその化学組成の特徴を解析し、アジア大陸の影響による汚染気塊の実態を把握する。 
③ 3次元の全球化学輸送モデルによる影響の定量的評価 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

3 次元の全球化学輸送モデル実験を実施し、モデルと観測結果を比較することによって、汚染気塊

の発生源地域や輸送過程を定量的に評価する。 
 
副課題の概要 

地上大気観測所、気象鉄塔、及び定期航空機等を利用して、大気微量気体とエーロゾルの観測を継続

実施し、3次元的な観測データを収集する。特に、ラドンを新たに重点観測項目に追加し、綾里、与那

国、南鳥島の 3箇所の大気観測所において高精度ラドン観測を実施する。これらの観測データを統合し

てデータベース化し、アジア大陸の影響による変動の解析を行う。さらに、 気象データや 3次元全球

化学輸送モデルによる発生源の特定とその輸送過程の解明を行う。 

 
副課題の成果 

① 微量気体及びエーロゾルの長期観測データの収集 
・与那国島における大気中ラドンの観測は 2006 年 3 月から本格的に開始し、長期的に観測データを収

集した結果、季節変動と同時に、数日スケールで起こる大陸性空気塊の流入による濃度上昇イベント

を明瞭に捉えることができた。一方、南鳥島ではラドン濃度が極めて低く、従来型のラドン計では正

確な濃度変動を観測できないことがわかった。このため、新規に開発された高感度ラドン計を 2007
年 9月に南鳥島に導入した結果、低レベルのラドン濃度の変動を明瞭に観測することに成功した。さ

らに、綾里大気環境観測所にもラドン計を設置して観測を開始した。 
・露場及び鉄塔を利用して微量気体濃度（CO2,CH4,CO,H2 等）の連続観測を継続した結果、陸域の人

為及び自然発生源が引き起こす微量気体組成変動の違いが明らかになった。また、2006年 11月に鉄

塔を利用した短期集中観測を実施し、ラドン濃度や温度・風速などの鉛直分布の日周変動を観測し、

夜間の接地境界層内における微量気体濃度の上昇現象を数種のパターンに分類し、そのメカニズムの

違いを解析した。 
・南鳥島にエーロゾル観測用の空気取り入れ口を新設し、2006年 10 月からPSAP 装置による粒子の光

吸収係数の連続観測を本格的に開始した。また、2007 年 5 月からはネフェロメーターによる粒子の

光散乱係数の連続観測を開始し、エーロゾルの放射特性の時間変動に関するデータを収集した。 
 
② 観測データの統合とそれを利用したアジア大陸の影響による変動の解析 
・気象研究所における微量気体標準ガスとオゾン計を用いた気象庁の観測との比較実験を年 2回の頻度

で定期的に実施し、濃度スケールの違いや長期安定性を検証した。この結果と他の研究機関との相互

比較実験結果に基づいて微量気体の観測データの標準化を進め、アジア・西部北太平洋地域に展開さ

れている多数の観測地点のデータを収集・統合し、地域規模の解析に必要なデータベースを構築した。 
・統合データベースを利用して、2005年 3月から 4月に実施されたABC-アジア国際共同観測で見出さ

れた 3 つの一酸化炭素（CO）濃度上昇イベントについて解析を行った結果、西部北太平洋への汚染

空気塊の広域拡散とその詳細な時間変動の実態を把握することができた。また、気象解析を通して、

それらの汚染イベントが寒冷前線の発達とその東進によって引き起こされていることを明らかにし

た。 
・南鳥島における定常観測で得られた二酸化炭素濃度（CO2）の長期変動記録を詳細に調査した結果、

夏季にCO2濃度が異常低下する興味深い現象が見出された。この時の微量気体組成の変化と流跡線解

析の結果、陸上植生の強いCO2吸収を受けた大陸性空気塊が、特異的な気象条件の下で急速に南北輸

送されていることが明らかになった。 
   
③ 3次元の全球輸送モデルによる発生源とその影響の定量的評価 
・西部北太平洋域における汚染イベントを対象にモデルを利用した数値実験を実施し、その現象をほぼ

再現することができた。これによって、汚染空気塊の空間構造とその時間変化のメカニズムを詳細に

解析することができた。また、モデルを利用した領域別の放出実験を実施し、様々な地域の発生源の

寄与率を定量的に評価した。 
・夏季のCO2異常低下現象についてモデルを利用した数値実験を実施した結果、その現象をほぼ再現す

ることができ、シベリア、中国北方及び東南アジアの陸上生態系によるCO2吸収の影響であることが

明らかになった。また、モデルの再現分布から、低濃度CO2の境界層内における急速南北輸送は ITCZ
によってブロックされ、その一部は上空へと急速に輸送されることが示された。 
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

質流出を導く長距離輸送メカニズムが明らかになった。 

 
今後に残された問題点 

本研究で得られたアジア大陸影響の観測データやその輸送メカニズムの知見は、化学輸送モデルの検

証とその精緻化に極めて有用な情報であるため、今後、モデルを利用した越境汚染や黄砂等の環境変動

予測情報の精度向上に資する実用化研究へと発展させることが必要である。また、今後のアジアの人類

活動の増大とその地球環境への影響を監視するために、観測データを長期的かつ広域に収集するための

観測研究を強化していくことが重要な課題である。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
日本でも西日本を中心に都市域以外の場所でも光化学スモッグが発生する等、アジア地域の発展によ

る大気化学環境への影響が懸念されている。このようにアジア大陸からの越境汚染について社会的にも

関心が高まっている中、越境汚染や黄砂飛来の問題を正面から取り上げ、種々の大気微量化学成分等の

観測にモデル実験も加味して変動の実態とメカニズムの解明にまで研究を進めたことは、時宜を得た目

標設定であり、また、科学的にも社会的にも十分に意義のある研究成果を含むものと評価する。着実に

論文も出版されていることも高く評価できる。 
高精度ラドン計の開発による低濃度変動の検出、気象庁・他の機関の微量気体標準ガス・オゾン計測

器との比較実験により観測データの標準化を進めたことや地域規模のデータベースを構築したことな

ど今後の発展の基礎となる成果である。特に南鳥島のラドン観測は想定以上の成果をあげ今後に期待で

きる。高精度ラドン計と TEOM は気象研究所の研究推進費によって整備した機器であり、それらを有

効に使用し、アジア大陸の影響と考えられる現象を観測できたことは、研究推進費のモデルケースとし

ても評価できる。 
また、モデルによる再現実験で、ある程度観測結果の再現に成功しており、実態把握とメカニズムの

解明に向けた重要なステップとして評価できる。しかし、研究目標では、微量気体の発生源の特定と定

量的評価までを行うとしており、研究の成果を効果的に活用するには、正確な発生源の特定と定量化を

図ることが必要と考えられる。今後は、モデル研究との連携をいっそう強化して、3 次元的な分布とそ

の変動の詳細な実態解明に向けて研究を発展させていくことを期待したい。 
生物トレーサーの研究は新規性も高く、越境汚染等への研究への応用性もあるものと考えられるが、

まだこれからの課題と言える。他機関との共同をより進め、今後とも継続して研究することを期待する。 
一方、残念な点としては、成果が単発的な解析成果であり有機的な統合の効果が不足している印象が否

めない。融合型研究としてサブ課題毎の成果を融合した研究成果が生まれることを希望する。また、衛

星観測や外国の観測との連携など他の研究とどう結びつけ科学的成果を出していくかの観点について

も検討してほしい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 30件 
・口頭発表件数 60件 

 
（副課題１）アジア大陸起源の汚染気塊の化学組成とその輸送に関する研究 

 
副課題の到達目標 

① 微量気体及びエーロゾルの長期観測データの収集 
これまで気象研究所で実施してきた観測の継続と新たな観測項目を追加するため、地上大気観測所、

海洋気象観測船、気象鉄塔、及び定期航空機を利用した観測を実施し、広範囲に西太平洋の長期観

測データを収集する。また、南鳥島大気観測所におけるエーロゾル観測システムの構築と試験観測

を実施する。  
② 観測データの統合とそれを利用したアジア大陸の影響による変動の解析 

本研究で収集された観測データとともに、気象庁の定常観測や他の機関の研究並びに定常観測で得

られたデータを統合するために、観測データの基準となる標準ガス及び分析計の比較実験を実施し、

高精度のデータセットを作成する。このデータセットを基に、西太平洋地域における汚染気塊の広

域分布とその化学組成の特徴を解析し、アジア大陸の影響による汚染気塊の実態を把握する。 
③ 3次元の全球化学輸送モデルによる影響の定量的評価 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

3 次元の全球化学輸送モデル実験を実施し、モデルと観測結果を比較することによって、汚染気塊

の発生源地域や輸送過程を定量的に評価する。 
 
副課題の概要 

地上大気観測所、気象鉄塔、及び定期航空機等を利用して、大気微量気体とエーロゾルの観測を継続

実施し、3次元的な観測データを収集する。特に、ラドンを新たに重点観測項目に追加し、綾里、与那

国、南鳥島の 3箇所の大気観測所において高精度ラドン観測を実施する。これらの観測データを統合し

てデータベース化し、アジア大陸の影響による変動の解析を行う。さらに、 気象データや 3次元全球

化学輸送モデルによる発生源の特定とその輸送過程の解明を行う。 

 
副課題の成果 

① 微量気体及びエーロゾルの長期観測データの収集 
・与那国島における大気中ラドンの観測は 2006 年 3 月から本格的に開始し、長期的に観測データを収

集した結果、季節変動と同時に、数日スケールで起こる大陸性空気塊の流入による濃度上昇イベント

を明瞭に捉えることができた。一方、南鳥島ではラドン濃度が極めて低く、従来型のラドン計では正

確な濃度変動を観測できないことがわかった。このため、新規に開発された高感度ラドン計を 2007
年 9月に南鳥島に導入した結果、低レベルのラドン濃度の変動を明瞭に観測することに成功した。さ

らに、綾里大気環境観測所にもラドン計を設置して観測を開始した。 
・露場及び鉄塔を利用して微量気体濃度（CO2,CH4,CO,H2 等）の連続観測を継続した結果、陸域の人

為及び自然発生源が引き起こす微量気体組成変動の違いが明らかになった。また、2006年 11月に鉄

塔を利用した短期集中観測を実施し、ラドン濃度や温度・風速などの鉛直分布の日周変動を観測し、

夜間の接地境界層内における微量気体濃度の上昇現象を数種のパターンに分類し、そのメカニズムの

違いを解析した。 
・南鳥島にエーロゾル観測用の空気取り入れ口を新設し、2006年 10 月からPSAP 装置による粒子の光

吸収係数の連続観測を本格的に開始した。また、2007 年 5 月からはネフェロメーターによる粒子の

光散乱係数の連続観測を開始し、エーロゾルの放射特性の時間変動に関するデータを収集した。 
 
② 観測データの統合とそれを利用したアジア大陸の影響による変動の解析 
・気象研究所における微量気体標準ガスとオゾン計を用いた気象庁の観測との比較実験を年 2回の頻度

で定期的に実施し、濃度スケールの違いや長期安定性を検証した。この結果と他の研究機関との相互

比較実験結果に基づいて微量気体の観測データの標準化を進め、アジア・西部北太平洋地域に展開さ

れている多数の観測地点のデータを収集・統合し、地域規模の解析に必要なデータベースを構築した。 
・統合データベースを利用して、2005年 3月から 4月に実施されたABC-アジア国際共同観測で見出さ

れた 3 つの一酸化炭素（CO）濃度上昇イベントについて解析を行った結果、西部北太平洋への汚染

空気塊の広域拡散とその詳細な時間変動の実態を把握することができた。また、気象解析を通して、

それらの汚染イベントが寒冷前線の発達とその東進によって引き起こされていることを明らかにし

た。 
・南鳥島における定常観測で得られた二酸化炭素濃度（CO2）の長期変動記録を詳細に調査した結果、

夏季にCO2濃度が異常低下する興味深い現象が見出された。この時の微量気体組成の変化と流跡線解

析の結果、陸上植生の強いCO2吸収を受けた大陸性空気塊が、特異的な気象条件の下で急速に南北輸

送されていることが明らかになった。 
   
③ 3次元の全球輸送モデルによる発生源とその影響の定量的評価 
・西部北太平洋域における汚染イベントを対象にモデルを利用した数値実験を実施し、その現象をほぼ

再現することができた。これによって、汚染空気塊の空間構造とその時間変化のメカニズムを詳細に

解析することができた。また、モデルを利用した領域別の放出実験を実施し、様々な地域の発生源の

寄与率を定量的に評価した。 
・夏季のCO2異常低下現象についてモデルを利用した数値実験を実施した結果、その現象をほぼ再現す

ることができ、シベリア、中国北方及び東南アジアの陸上生態系によるCO2吸収の影響であることが

明らかになった。また、モデルの再現分布から、低濃度CO2の境界層内における急速南北輸送は ITCZ
によってブロックされ、その一部は上空へと急速に輸送されることが示された。 
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

（副課題２）大気化学環境変動と海洋環境変動との関連に関する研究 

 
副課題の到達目標 

降水、エアロゾルなどに含まれる硝酸やアンモニア、関連する化合物、風送ダストなどを研究対象と

して、高所、平地、海洋で観測し、全球輸送モデルとの比較を行い、その影響を定量的に評価する。特

に海洋への窒素、リンの降下とその影響について評価を試みる。物理・化学的なアプローチに加えて、

生物・化学的な新規トレーサーなどに関する基礎的な研究を行い、標準的手法の確立を行う。将来的に

問題となる可能性のある微量物質等についても予備的に調査を進める。 
 
副課題の概要 

降水、エーロゾルに含まれる窒素と関連化合物、風送ダストの観測 を実施する。また、ダスト輸送

に関連した生物・化学的な新規トレーサーに関する基礎技術の開発を行う。さらに、アジア大陸からの

エーロゾル降下による窒素リンの海洋への供給量と栄養塩変動、基礎生産変動との関連性を評価する。 

 

副課題の成果 
① 降水・エーロゾルの窒素とその関連物質と風送ダストの観測 
・ 降水、エーロゾルなどに含まれるNO3-,NH4+、リン、微生物、その他の微量物質等の運搬体（キャリ

ヤー）として重要である風送ダストなどの発生、輸送、沈着過程を研究するため、大気中のエーロゾ

ル重量濃度を連続的に測定できる装置、TEOM（粒子状浮遊物質モニター装置）を導入し、観測を行

った。 
・春季に観測した黄砂および近傍からの風塵と考えられるダストイベントについて、大気中ダスト

TEOM で得た重量濃度およびOPCで得たダスト粒径分布の解析を行った。その結果、黄砂と近傍か

らの風塵ではその粒径別の分布に差が見られ、風塵では大粒径粒子の増加が主であることを見出すこ

とができた。また、イオン成分の分析で黄砂は風塵に比べ、nss-Ca2+および SO42-濃度が高いという

特徴が明かとなった。 
・物質輸送の活発な春季に着目して 2007 年から，気象研究所において，湿性及び乾性沈着物の採取を

行い，水溶性化学成分を測定した。3 月中旬の乾性降下量は，その前後の期間と比較して少ない傾向

が認められ，この期間の相対湿度は前後の期間と比較して低かった。 それは、JCDAS再解析データ

によると，日本はアジア大陸北西部（中国東北地方，朝鮮半島）を通過した乾燥した大気に覆われて

いたことを示している。一方，その前後の相対湿度の高い期間には，アジア大陸西部（中国）上空か

らの湿った大気が日本に到達していたことが分かった。このことから，空気塊の履歴の変動に伴い，

水溶性成分の乾性沈着物の降下量が変動していることが示唆された。 
 
② 生物・化学的な新規トレーサーの有効性 
・新規に生物・化学的なトレーサーについて研究し、その応用の可能性について検討するため、微生物

を中心にして所内で検討を継続した。しかし、微生物種の同定やトレーサーとしての使用種選定の困

難性などが明かとなり、微生物種を用いた場合の新たな新規トレーサーについては、確立するには至

らなかった。 
・視点を変えて植物（真核生物）に着目し、富士山頂で黄砂時期に採取し保管していたダスト試料を産

業技術総合研究所・ヒューマンストレスシグナル研究センターとともに生物化学的に分析した。その

結果、コケ類、カビ類およびトマトの遺伝子を検出・同定することが出来た。トマトをはじめ植物は、

生育・栽培されている地域、領域が比較的よくわかっていて、ダストの生物トレーサーとして微生物

よりも適している可能性があり、新規トレーサーの候補になりうることが分かった。しかし、なぜト

マトの遺伝子だけが検出されて、他の植物遺伝子が検出されなかったかについては不明な点があり、

今後も考察・検討を続ける必要がある。具体的には、たとえば、杉のような裸子植物により適したプ

ライマーを用いた実験などが考えられる。 
   
③ 窒素とリンの海洋への供給と基礎生産との関連性 
・降水中のリン化合物の濃度観測については、通常の方法では下限値以下となってしまうため、試料を

変質させずに濃縮する方法について検討を行い、降水中のリンの濃縮法として冷蔵庫を利用する方法

を確立した。数点の試料につき分析値を得たが、まだ海洋へのリン化合物の降下量評価などに繋げる

段階には至っていない。 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

・気象研のMASINGARモデルを用いて窒素の海洋への供給量を評価できないか、検討した。観測で得

た沈着物中のNO3-およびNH4+の重量濃度とモデルのダスト沈着量から、海洋学的に興味の持たれる

日本周辺海域への窒素化合物の沈着量の予備的な評価を行ったが、実測値との比較や再現性の検討な

どの課題が残った。 
 
④ 全球輸送モデルによる窒素とダスト輸送の観測結果との比較 
・全世界の風送ダスト発生域から日本へのダスト輸送及び沈着量について、CTM（化学輸送モデル）に

よるモデル計算結果と観測結果とを比較した。その結果、領域別に評価した計算では、サハラ領域か

らの輸送、沈着の寄与もあることと、中央アジア、西アジア、中近東などからの寄与が大きいことが

示唆された。 
・気象研のMASINGARモデルにより、降水事象を含めた気象場の再現特性、黄砂の時空間分布の妥当

性について詳しい解析を進め、これに基づいたモデルの改良をおこない、2007年、2008年について

湿性および乾性ダスト沈着量を計算したところ、つくばでの実測値とかなりよい一致をみた。この結

果を元にして、黄砂頻発年と非頻発年との大陸での黄砂発生条件の違い、日本への輸送ルートの違い

などにつき検討を行った。また、黄砂頻発年であった 2007 年と非頻発年であった 2008 年とで乾性

沈着量を比較したところ、大きな差がみられないことから、つくばの乾性沈着量は、ローカル発生源

に大きな影響を受けていると推定された。一方、湿性沈着量は、黄砂による影響を大きく受けること

がわかった。 
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

（副課題２）大気化学環境変動と海洋環境変動との関連に関する研究 

 
副課題の到達目標 

降水、エアロゾルなどに含まれる硝酸やアンモニア、関連する化合物、風送ダストなどを研究対象と

して、高所、平地、海洋で観測し、全球輸送モデルとの比較を行い、その影響を定量的に評価する。特

に海洋への窒素、リンの降下とその影響について評価を試みる。物理・化学的なアプローチに加えて、

生物・化学的な新規トレーサーなどに関する基礎的な研究を行い、標準的手法の確立を行う。将来的に

問題となる可能性のある微量物質等についても予備的に調査を進める。 
 
副課題の概要 

降水、エーロゾルに含まれる窒素と関連化合物、風送ダストの観測 を実施する。また、ダスト輸送

に関連した生物・化学的な新規トレーサーに関する基礎技術の開発を行う。さらに、アジア大陸からの

エーロゾル降下による窒素リンの海洋への供給量と栄養塩変動、基礎生産変動との関連性を評価する。 

 

副課題の成果 
① 降水・エーロゾルの窒素とその関連物質と風送ダストの観測 
・ 降水、エーロゾルなどに含まれるNO3-,NH4+、リン、微生物、その他の微量物質等の運搬体（キャリ

ヤー）として重要である風送ダストなどの発生、輸送、沈着過程を研究するため、大気中のエーロゾ

ル重量濃度を連続的に測定できる装置、TEOM（粒子状浮遊物質モニター装置）を導入し、観測を行

った。 
・春季に観測した黄砂および近傍からの風塵と考えられるダストイベントについて、大気中ダスト

TEOM で得た重量濃度およびOPCで得たダスト粒径分布の解析を行った。その結果、黄砂と近傍か

らの風塵ではその粒径別の分布に差が見られ、風塵では大粒径粒子の増加が主であることを見出すこ

とができた。また、イオン成分の分析で黄砂は風塵に比べ、nss-Ca2+および SO42-濃度が高いという

特徴が明かとなった。 
・物質輸送の活発な春季に着目して 2007 年から，気象研究所において，湿性及び乾性沈着物の採取を

行い，水溶性化学成分を測定した。3 月中旬の乾性降下量は，その前後の期間と比較して少ない傾向

が認められ，この期間の相対湿度は前後の期間と比較して低かった。 それは、JCDAS再解析データ

によると，日本はアジア大陸北西部（中国東北地方，朝鮮半島）を通過した乾燥した大気に覆われて

いたことを示している。一方，その前後の相対湿度の高い期間には，アジア大陸西部（中国）上空か

らの湿った大気が日本に到達していたことが分かった。このことから，空気塊の履歴の変動に伴い，

水溶性成分の乾性沈着物の降下量が変動していることが示唆された。 
 
② 生物・化学的な新規トレーサーの有効性 
・新規に生物・化学的なトレーサーについて研究し、その応用の可能性について検討するため、微生物

を中心にして所内で検討を継続した。しかし、微生物種の同定やトレーサーとしての使用種選定の困

難性などが明かとなり、微生物種を用いた場合の新たな新規トレーサーについては、確立するには至

らなかった。 
・視点を変えて植物（真核生物）に着目し、富士山頂で黄砂時期に採取し保管していたダスト試料を産

業技術総合研究所・ヒューマンストレスシグナル研究センターとともに生物化学的に分析した。その

結果、コケ類、カビ類およびトマトの遺伝子を検出・同定することが出来た。トマトをはじめ植物は、

生育・栽培されている地域、領域が比較的よくわかっていて、ダストの生物トレーサーとして微生物

よりも適している可能性があり、新規トレーサーの候補になりうることが分かった。しかし、なぜト

マトの遺伝子だけが検出されて、他の植物遺伝子が検出されなかったかについては不明な点があり、

今後も考察・検討を続ける必要がある。具体的には、たとえば、杉のような裸子植物により適したプ

ライマーを用いた実験などが考えられる。 
   
③ 窒素とリンの海洋への供給と基礎生産との関連性 
・降水中のリン化合物の濃度観測については、通常の方法では下限値以下となってしまうため、試料を

変質させずに濃縮する方法について検討を行い、降水中のリンの濃縮法として冷蔵庫を利用する方法

を確立した。数点の試料につき分析値を得たが、まだ海洋へのリン化合物の降下量評価などに繋げる

段階には至っていない。 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

・気象研のMASINGARモデルを用いて窒素の海洋への供給量を評価できないか、検討した。観測で得

た沈着物中のNO3-およびNH4+の重量濃度とモデルのダスト沈着量から、海洋学的に興味の持たれる

日本周辺海域への窒素化合物の沈着量の予備的な評価を行ったが、実測値との比較や再現性の検討な

どの課題が残った。 
 
④ 全球輸送モデルによる窒素とダスト輸送の観測結果との比較 
・全世界の風送ダスト発生域から日本へのダスト輸送及び沈着量について、CTM（化学輸送モデル）に

よるモデル計算結果と観測結果とを比較した。その結果、領域別に評価した計算では、サハラ領域か

らの輸送、沈着の寄与もあることと、中央アジア、西アジア、中近東などからの寄与が大きいことが

示唆された。 
・気象研のMASINGARモデルにより、降水事象を含めた気象場の再現特性、黄砂の時空間分布の妥当

性について詳しい解析を進め、これに基づいたモデルの改良をおこない、2007年、2008年について

湿性および乾性ダスト沈着量を計算したところ、つくばでの実測値とかなりよい一致をみた。この結

果を元にして、黄砂頻発年と非頻発年との大陸での黄砂発生条件の違い、日本への輸送ルートの違い

などにつき検討を行った。また、黄砂頻発年であった 2007 年と非頻発年であった 2008 年とで乾性

沈着量を比較したところ、大きな差がみられないことから、つくばの乾性沈着量は、ローカル発生源

に大きな影響を受けていると推定された。一方、湿性沈着量は、黄砂による影響を大きく受けること

がわかった。 
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火山観測データの気象補正等による高精度化に関する研究 
 
研究期間： 平成 18年度～平成 20年度 
研究代表者： 山里 平（地震火山研究部 第 3研究室長） 
 
研究担当者 
山里 平、福井敬一、北川貞之1)、高木朗充、坂井孝行、安藤 忍 2)（地震火山研究部）、小司禎教（予

報研究部）青木輝夫 2)、朽木勝幸 2)（物理気象研究部） 
 
 
研究の目的 

  火山活動の監視のために、マグマ活動や熱水活動に伴う地殻変動を捉えることは有効かつ重要であ

る。そのため、活動的な火山ではGPS 観測や光波測距などの地殻変動観測が行われている。 
火山監視・情報センターによる常時観測火山でのGPS連続観測は、開始されて約 4年が経過した。

この間、火山監視への活用と観測データの蓄積が進められた。それらのデータについては、観測点間

の標高差が比較的小さい国土地理院のGEONET によるものと比較して、測位データのバラツキや年

周変化の振幅が大きいなど、観測精度が高くないことが指摘されている。 
火山体の観測では観測点間の比高が大きくなるために、大気の空間的、時間的不均質性に強く影響

を受け、地殻変動データの測定誤差が大きくなり、的確な活動評価を容易に行うことができない場合

がある。 
気象庁の GPS 観測網は火山監視に特化したものであり、火山体周辺に設置されている。火山体近

傍での地殻変動監視の遂行上、的確な活動評価を行うためには、大気の補正を行い、観測データの測

位・解析精度を向上させる必要がある。 
このようなことから、対流圏の大気などに関する気象データ等を活用し、火山観測データの精度を

改善する手法を研究開発する。この研究により、地殻変動の観測結果から的確な活動評価を迅速・的

確に行うことが可能になり、火山監視の高度化に資するものである。 
 地殻変動の観測データに加え、紫外線を利用した火山ガス放出量観測や、噴火地点に相当する空振

源の決定においても、気象データ利用による補正手法に関する研究を行う。 
 
研究の到達目標 

 GPS 観測では、上下成分の測位・解析精度は水平成分に比べて 1桁近く悪い。そのためこれまでは、

おもに水平成分の変動分布から地殻変動をもたらす圧力源の位置等を評価していた。山体付近では、

地殻変動の上下成分が火山活動の状況を的確に示すと考えられるため、上下成分の測位・解析精度が

向上すれば、活動評価の精度も向上することになる。 
これまで気象庁が実施してきた火山監視のための GPS 観測では、上下成分について、基準観測点

との標高差にしたがって最大 8cm ほどの季節変動があり、噴火準備過程や噴火直前におけるマグマの

蓄積を評価する妨げとなっている。2004 年に浅間山で発生した中規模噴火の噴出物は約 2×106m3で

あり、本研究では、深さ 5km のマグマ溜まりが 106m3程度膨張したときの地殻変動を検出可能にす

ることを目指す。 
気象要素による GPS 測位データの補正は、統計処理を行うことで約５割程度減じることが可能と

の報告もある。しかしこの研究成果は地殻変動がない期間のデータをサンプルとするものである。本

研究では、物理学的アプローチによる補正手法の開発によって、GPS 観測の上下成分の季節変動を半

減することを目標とする。 
また、火山ガス放出量観測データに含まれる誤差を定量的に評価するとともに、気象の影響を加味

した空振源の正確な決定手法を開発する。 
 

研究計画の概要 
・気象学的知見等を利用した火山観測データの高精度解析手法の開発を行う。火山体で地殻変動観測を

                                                   
1) 平成 18年度、2)平成 19～20年度、 
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行い、測位・解析精度の高いデータに向上させるため、気象データ等を用いた解析・補正処理技術の

開発を実施する。 
・浅間山で、GPS 及び光波測距等の地殻変動と気象要素の連続観測を行う。 
・実況の客観解析、あるいは数値予報モデルによる格子点データを用い、人工衛星からのシグナル経路

で生じる伝搬遅延の時間・空間的に詳細な推定モデルを構築し、適切な対流圏ノイズ除去が可能な補

正手法を検討・開発する。  
・大気補正等による精度向上から期待される、時間分解能の改善について検証をおこなう。 
・浅間山での気象観測データによる補正と、格子点データを用いた補正との比較・検証を行う。 
・大気補正を行ったGPS 観測データ及び光波測距観測データの比較検証を行う。 
・電離層が測位精度へ及ぼす影響の評価を行う。 
・紫外域放射伝達モデルを利用して、火山ガス放出量観測データに含まれる対象物までの距離や太陽高

度、オゾン量、雲などの影響について評価する。また、風速データ等を用いた補正により、空振源を

高精度に決定する手法を開発する。 
 

研究成果 
・火山観測用の 1周波GPSデータに対して、周辺の 2周波GPS データを用いた解析から電離層遅延補

正値を推定する電離層マッピング補正手法を適用してみたところ電離層の影響を軽減することがで

き、結果として水平成分に見られるみかけの年周変動を従来の処理手法に比べておおむね 1/3以下ま

でに減少させることができた。 
・また、対流圏における水蒸気の影響を補正する手法を適用することによって、上下成分のみかけの年

周変動を、従来手法に比べ、1/5程度にまで軽減できた。 
・上記の手法を、2007年の御嶽山のごく小規模噴火前後のGPS データに適用することによって、地下

深部のマグマと浅部の熱水によると思われる膨張を初めて定量的に捉えることができた。 
・さらに、気象庁のメソ数値予報モデル（MSM）客観解析値によってGPS 電波の伝搬遅延量を推定す

るサブルーチンを開発した。それを浅間山の基線に適用することによって、長周期の年周変動ノイズ

が除去でき、標高差の大きい基線においても 1cm 未満の上下変化を検出できるまで地殻変動の観測

精度の向上に成功した。 
・一方、観測点近傍での気象観測の実測データを用いて計算した伝搬遅延量を用いた補正解析では、精

度の向上は見られなかった。 
・空振計のデータと噴火強度との関係を整理するとともに、空振の伝搬が上層風の影響を受けることを

明らかにした。そして、空振源の位置の推定において、気象観測データを用いた位置補正手法を開発

し、近接した異なる火口においてもどちらで噴火したかの判定がより明瞭にできるようにした。 
・紫外域リモートセンシング手法を用いた火山ガス放出量観測データに含まれる、種々の誤差要因（噴

煙高度、太陽高度、オゾン量、雲、噴煙と太陽との水平角など）について、紫外域放射伝達モデルを

利用して定量的に評価した。パニング法における距離依存性をほぼ再現出来た。パニング法を利用す

る場合、観測視野と太陽との方位角の違いによって30％以上の誤差が生じることがあること、トラバ

ース法では太陽高度の違いが最も大きな影響を与え、条件によっては数十％過大に見積もられる可能

性があることを明らかにした。 
・1周波GPS 地殻変動観測処理の障害となっていた電離層の影響、対流圏における水蒸気の影響を軽減

する、これらの手法は、特別研究「マグマ活動の定量的把握技術の開発とそれに基づく火山活動度判

定の高度化に関する研究」においても活用し、それらにより、地殻変動の観測結果からの的確な活動

評価をより迅速かつ的確に行い得るようになった。 
・MSM 客観解析値を利用した補正手法は、1周波GPS のみならず、火山観測においても展開が図られ

てきている 2 周波 GPS においても、標高差の大きい観測点間の基線解析には有効な手法であると考

えられる。さらには、干渉 SAR（合成開口レーダー）による地殻変動解析等、他の手法における大

気圏の影響による誤差についても、MSM 客観解析値の利用によって軽減できる可能性を示している。 
・電離層マッピング補正及び対流圏補正手法は、すでに気象庁火山監視・情報センターにおいてオフラ

インでの地殻変動評価には利用されている。近々、オンライン系においても同様の処理ができるシス

テムの導入により利用が開始され、リアルタイムでの監視に用いられる予定である。MSM 客観解析

値を利用した補正解析が導入できれば、さらなる監視の強化に結びつく可能性がある。 
・本研究において得られた空振計のデータの活用法は、各火山監視・情報センターにおいて、噴火検知

等の基準として利用される予定である。 
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今後に残された問題点 
・火山ガス放出量観測における誤差要因についての定量的評価結果は、火山ガス放出量の時間変化の有

意性の評価に活用できるが、より正確な評価を行うためには三次元放射伝達モデルを使用する必要が

ある。今後は、新しい測定器に対応した精度の高いSO2推定法の開発、自動連続観測システムの開発

などが必要である。 
 

 
成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 

国土地理院によって展開された 2周波型GPS観測点は全国で約 1300ヵ所に上るが、個々の火山の地

殻変動を監視するには 1周波型GPS の多点展開が不可欠である。1周波型GPS は 2周波型に比べて観

測精度が格段に低いと言われていたが、本研究では 1 周波型 GPS データに含まれる電離層遅延の補正

手法を開発し、2周波GPS と遜色のない地殻変動観測を可能にした。加えて、対流圏での影響を補正す

るため、メソ数値予報モデル客観解析値を利用した手法を新たに開発し、測位精度を向上させることに

成功した。今後、他の火山の監視に適用される可能性があると共に、通常の山間地における地殻変動観

測にも利用できる可能性があり、適用範囲の広い補正手法を開発したことは特筆に値する。なお、機会

があれば、客観解析値を用いた場合と異なり、実測データを用いた伝搬遅延量の補正では測位精度が向

上しなかった理由を、数値予報課の専門家等と協力して、調査してもらいたい。 
また空振観測による噴火位置の判定精度やSO2の観測精度向上についても進歩が認められ次期研究課

題の成果も期待できる。 
研究成果がすでに気象庁で業務化されている点でも意義が大きい。まさに実用化研究・応用開発であ

るので、オリジナル性の高い論文ではなくとも、各サブ課題の技術開発・改良を詳細に記述した査読論

文としてまとめることが必要であろう。 
最新の大気モデルの成果の活用、気象の専門家との連携をとりやすい当研究所のメリットを活かした

研究としても評価できる。 
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

津波の予測精度向上に関する研究 
 
研究期間： 平成 18年度～平成 20年度 
研究代表者： 高山 寛美1) 前田 憲二 2)（地震火山研究部 第 1研究室長） 
 
研究担当者 
高山寛美 1)、前田憲二 2)、平田賢治 3)、長谷川洋平 4)、林 豊、吉田康宏（地震火山研究部）、中田健嗣

（地震火山部地震津波監視課） 
 
研究の目的 

  日本海溝や千島海溝での発生の可能性が指摘されている津波地震に対して、地震波形を用いて推定

された震源位置と規模に基づいて予測する現行の津波予報では過小評価となる可能性があるので、沖

合の津波観測データを用いて津波予報をキャリブレーションすることによって沿岸での津波予測の

精度を向上させる。また、歪計や広帯域地震計の観測波形データを用いて破壊様式を推定し、津波地

震を含む津波予測の精度向上に寄与する。津波予報のために作成されたデータベースに含まれる誤差

について、種々の要因による誤差を定量的に解明することによって、津波予報システムの改善に寄与

する。 
 

研究の到達目標 
・沖合の津波観測データを用いて沿岸での津波波高を予測する手法の検討・開発 
・歪計や広帯域地震計の観測波形データから破壊様式を推定する手法の開発 
・津波予測における誤差要因についての定量的な解明 
 

研究計画の概要 
・沖合津波観測手法の調査と過去事例のデータ収集を行う。 
・沖合に設置された津波計の波形データから、地震動・海中音波等によるノイズを分離し、津波成分を

抽出する手法の開発を行う。 
・津波数値シミュレーション技術を用いて、沖合データと沿岸データとの関係を分析・解明し、それに

基づいてより精度の高い沿岸での津波予測を行う手法を開発する。 
・地震の規模をより正確に推定することにより津波予報の精度を向上させるために、歪計や広帯域地震

計の観測波形データから破壊様式を推定する手法を開発する。 
・震源位置、地震規模、断層破壊過程、海底地形、海岸地形などの津波予測における誤差要因について、

数値シミュレーション手法を用いて、それぞれの要因による誤差を評価し、沿岸に現れる津波の様

相・特徴に影響を与えると考えられる因子を定量的に解明する。 
 

研究成果 
①沖合の津波観測データを利用した沿岸での津波予測 
・気象庁、防災科学技術研究所、東京大学・東北大学、海洋研究開発機構等が開発・設置している沖合

の津波観測施設について観測手法を調査し、現在の観測状況を整理・把握した。気象庁の東海沖・房

総沖および海洋研究開発機構の室戸沖・釧路沖の海底津波計の観測データを収集し、フィルター処理

を適用することにより、良好に津波成分を抽出することができた。これによって得られた沖合の津波

計による津波波高と沿岸の津波観測施設での津波波高との統計的関係を調べ、震央距離による補正を

行うか否か、振幅あるいは震央距離の関数と仮定するか否かの場合について比較し、沖合と沿岸の津

波波高の関係を表現する回帰モデルを国内で初めて得た。非線形長波式に基づく数値計算法と単純な

震源モデルを用いて、津波観測波形の再現の可能性について検討を行い、沖合での津波観測データと

一部の沿岸でのデータについては特徴を再現できることがわかった。また、沿岸でのデータの再現性

の向上のためには沿岸地形の詳細なデータや計算手法の改善などが必要であることもわかった。 
・衛星海面高度計による 2004 年インド洋津波時の観測値から海洋変動成分を除去して津波成分の抽出

を行い、沖合における巨大津波実測値として得ることに成功した。また、その際の誤差を評価したと

ころ、外洋の衛星軌道直下で 10cm程度以上の津波であれば、衛星海面高度計の観測値から津波を検
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2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

津波の予測精度向上に関する研究 
 
研究期間： 平成 18年度～平成 20年度 
研究代表者： 高山 寛美1) 前田 憲二 2)（地震火山研究部 第 1研究室長） 
 
研究担当者 
高山寛美 1)、前田憲二 2)、平田賢治 3)、長谷川洋平 4)、林 豊、吉田康宏（地震火山研究部）、中田健嗣

（地震火山部地震津波監視課） 
 
研究の目的 

  日本海溝や千島海溝での発生の可能性が指摘されている津波地震に対して、地震波形を用いて推定

された震源位置と規模に基づいて予測する現行の津波予報では過小評価となる可能性があるので、沖

合の津波観測データを用いて津波予報をキャリブレーションすることによって沿岸での津波予測の

精度を向上させる。また、歪計や広帯域地震計の観測波形データを用いて破壊様式を推定し、津波地

震を含む津波予測の精度向上に寄与する。津波予報のために作成されたデータベースに含まれる誤差

について、種々の要因による誤差を定量的に解明することによって、津波予報システムの改善に寄与

する。 
 

研究の到達目標 
・沖合の津波観測データを用いて沿岸での津波波高を予測する手法の検討・開発 
・歪計や広帯域地震計の観測波形データから破壊様式を推定する手法の開発 
・津波予測における誤差要因についての定量的な解明 
 

研究計画の概要 
・沖合津波観測手法の調査と過去事例のデータ収集を行う。 
・沖合に設置された津波計の波形データから、地震動・海中音波等によるノイズを分離し、津波成分を

抽出する手法の開発を行う。 
・津波数値シミュレーション技術を用いて、沖合データと沿岸データとの関係を分析・解明し、それに

基づいてより精度の高い沿岸での津波予測を行う手法を開発する。 
・地震の規模をより正確に推定することにより津波予報の精度を向上させるために、歪計や広帯域地震

計の観測波形データから破壊様式を推定する手法を開発する。 
・震源位置、地震規模、断層破壊過程、海底地形、海岸地形などの津波予測における誤差要因について、

数値シミュレーション手法を用いて、それぞれの要因による誤差を評価し、沿岸に現れる津波の様

相・特徴に影響を与えると考えられる因子を定量的に解明する。 
 

研究成果 
①沖合の津波観測データを利用した沿岸での津波予測 
・気象庁、防災科学技術研究所、東京大学・東北大学、海洋研究開発機構等が開発・設置している沖合

の津波観測施設について観測手法を調査し、現在の観測状況を整理・把握した。気象庁の東海沖・房

総沖および海洋研究開発機構の室戸沖・釧路沖の海底津波計の観測データを収集し、フィルター処理

を適用することにより、良好に津波成分を抽出することができた。これによって得られた沖合の津波

計による津波波高と沿岸の津波観測施設での津波波高との統計的関係を調べ、震央距離による補正を

行うか否か、振幅あるいは震央距離の関数と仮定するか否かの場合について比較し、沖合と沿岸の津

波波高の関係を表現する回帰モデルを国内で初めて得た。非線形長波式に基づく数値計算法と単純な

震源モデルを用いて、津波観測波形の再現の可能性について検討を行い、沖合での津波観測データと

一部の沿岸でのデータについては特徴を再現できることがわかった。また、沿岸でのデータの再現性

の向上のためには沿岸地形の詳細なデータや計算手法の改善などが必要であることもわかった。 
・衛星海面高度計による 2004 年インド洋津波時の観測値から海洋変動成分を除去して津波成分の抽出

を行い、沖合における巨大津波実測値として得ることに成功した。また、その際の誤差を評価したと

ころ、外洋の衛星軌道直下で 10cm程度以上の津波であれば、衛星海面高度計の観測値から津波を検
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知できる可能性があることが分かった。一般に、海岸線から遠い外洋での津波観測が実現すれば、海

岸付近での複雑な津波挙動の影響を受けない観測が可能となることから、津波波源の解明に有益な情

報を含む高品質な津波観測値が得られることが分かっている。このため、衛星海面高度計は今後、日

本周辺域の巨大津波においても活用が期待される。 
 
②歪計・広帯域地震計の観測波形データによる破壊様式の推定 
・スマトラ島西方沖の地震の解析を行うために開発した、歪計データにより破壊域の時空間分布を求め

る手法を 2006 年と 2007 年の千島列島東方の地震に適用した結果、両者の震源時間関数の違いを見

いだすことができた。また、水平成層を仮定して、多成分歪計の理論記象を計算する手法を開発した。 
・地震破壊の伝播速度と津波振幅の関係については、一様水深の海と単純な形状の津波波源を仮定した、

理論的な研究が既になされており、地震の破壊伝播速度が遅くなればなるほど津波の振幅が大きくな

ること等が判明している。ここでは、2004 年スマトラ島西方沖の地震を例に、実際の海および現実

的な津波波源を想定し、数値シミュレーションを実行、地震の破壊伝播速度と津波振幅の関係を再検

討した。その結果、一様水深の海を仮定する方法では予想できない現象、例えば、インド東岸で振幅

が増大する海岸と、振幅が減少する海岸が交互に出現するなど、があることがわかった。このことは、

将来、地震の破壊伝播効果を考慮した津波予測システムを構築する場合に、現実的な津波波源形状を

考えること等の重要性を示唆している。 
 
③津波の予測誤差発生の要因調査 
・津波予測誤差を定量的に評価するため、典型的な海溝型巨大地震によるものであり、多数の津波実測

データが存在している 2003 年十勝沖地震に伴う津波について調査を行った。予測誤差要因のうち断

層水平位置及び深さについて、これらの要因を少しずつ変化させた多数の津波数値計算を実施したと

ころ、海溝に平行する方向に断層位置が変化する場合に比べ、海溝に直交する、沖から岸への方向に

断層位置が変化する方が誤差が大きくなることがわかった。また、深さ方向に断層位置が変化する場

合も誤差が大きくなることがわかった。  
・海溝型巨大地震である 2004年 12月のスマトラ島沖地震(M9.2)の際に、もっとも大きな津波発生源と

なったスマトラ北西沖の海底で、どのような海底変動が発生したかについて検討を行い、プレート境

界の運動以外に、海溝より陸側の外縁隆起帯の分岐断層が連動した可能性があることを示した。 
・千島海溝南部の大地震が繰り返し発生する区域について、これまでの津波研究の成果を統合し、同じ

地震発生区域において繰り返し発生する地震についても、地震毎に破壊領域が、海溝と平行方向のみ

ならず、海溝と直交方向にも変化していることを明らかにした。 
・2006年 11月の千島列島東方の地震による津波では、第一波の到達から数時間経って、顕著な後続相

が太平洋岸の検潮所で観測された。後続相は、北太平洋中央部に連なる天皇海山列南端の欽明海山を

起源とする散乱波であることを、観測波形のスペクトル時系列解析と散乱波理論による考察等から明

らかにした。 
・2006年 11月の千島列島東方の地震による津波の後続相について、長周期成分をほとんど含まないこ

と、波高の出現頻度を非定常のレイリー分布で表現できること、減衰率が太平洋側の各検潮所でほぼ

共通であるといった特徴を明らかにした。 
・当初の研究計画にはなかったが、本研究では、人工衛星による海面高度観測値を解析し、2004 年イ

ンド洋津波時の外洋での高品質な津波観測値の抽出に成功した。これにより、インド洋大津波を解析

対象とした国内外の研究で広く活用されると期待される基礎的なデータを提供した。また、リモート

センシング技術により外洋での津波を検知できる可能性を示せたことは重要であり、将来の発展が期

待される。そして、人工衛星によるリアルタイムの津波検知の実現可能性については、平成 20 年度

に、本研究に参加した研究官が行う、科学研究費補助金による研究課題として認められるに至った。 
・既知の津波波源から沿岸の津波高を予測する数値計算技術は、津波警報や浸水ハザードマップ作成な

どさまざまな津波防災対策に利用されており、実用的に十分な計算精度を有するものと考えられてい

る。一方、計算の初期条件として与えられる津波波源は、単純な矩形一様すべり断層モデルから計算

したり、震源決定誤差に起因する破壊範囲推定の不確定さを含んだりしており、初期値に内在するこ

れらの誤差が計算結果に及ぼす影響の評価は重要である。本研究では、初期値の誤差要因のいくつか

について、多数の数値計算を行うことで初期設定をほぼ連続的に変化させ、定量的な評価を行うこと

ができたことは意義深い。 
 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

今後に残された問題点 
・大地震の破壊過程解析今後も精度や迅速性など更なる解析技術の向上が必要である。特に海域では陸

域に比べて震源決定に必要な精度が得られていないことから、自己浮上式海底地震計の機動観測によ

る構造モデルの改良などを通じ観測精度向上が求められる。 
・海底地殻変動観測技術の開発が十分な成果を上げられなかった点については、海域の地殻変動を早期

に捕捉することは重要な課題であるので今後も検討をおこなう。 
・沖合と沿岸の津波の比較は、これまで事例研究的なものはあったものの、統計的に関係を調査したも

のはなかった。本研究では、事例数は限られてはいるものの、統計的手法による回帰モデルをはじめ

て作成することができた。また、シミュレーションによる数値予測を行い、過去の津波波高を一部再

現するまでに至った。今後、実用化レベルまで精度を高めるため、更なる研究が必要である。 
・従来の津波予測において分岐断層は全く考慮されていない。本研究では海溝型巨大地震における分岐

断層の可能性とその津波に及ぼす影響を示し、分岐断層が津波を予測する上で考慮すべき大きな誤差

要因であることを指摘した。このことは、今後の津波予測において非常に重要である。 
・本研究期間中に発生した 2006 年千島列島東方の地震による津波では、第一波の到達から数時間も遅

れて顕著な散乱波が到達し、従来の津波予測において想定されていない現象を観測した。当初の研究

計画にはなかったが、観測された散乱波の起源や減衰の特徴を本研究で明らかにし、この現象の重要

性を認識することができたことは意義深い。散乱波など津波の後続波について、過去の観測事例から

減衰過程の一般的な特性などを明らかにする研究は、津波注警報の解除・継続の判断の適切化に資す

るものであり、今後も継続して行う必要がある。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
本研究は、津波に関して、沖合いデータによる沿岸予測の精度向上、長周期波形を用いた予測精度

向上、及び予測誤差の解明、を中心とするものであり、詳細地形データの不備による数値計算の沿岸

部での精度下落は止むを得ないものの、各サブ課題において計画に沿ったそれぞれの成果を達成して

いるものと考えられる。特に、2006年 11月に発生した千島列島東方の地震による津波について、迅

速に研究に取り組み、海山の散乱波の効果を再現できたことは大きな成果である。また、衛星海面高

度計データから沖合いでの津波信号の抽出に成功したことは想定外の成果であり、今後の発展が期待

される。本課題は全般に防災に直結したものであり、社会的意義は大きく、また、分岐断層や海底地

形による散乱が津波予測に大きな影響を及ぼすこと等、新たな知見も得られており、優れた研究であ

ったと考えられる。 
 
成果発表状況 
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知できる可能性があることが分かった。一般に、海岸線から遠い外洋での津波観測が実現すれば、海

岸付近での複雑な津波挙動の影響を受けない観測が可能となることから、津波波源の解明に有益な情

報を含む高品質な津波観測値が得られることが分かっている。このため、衛星海面高度計は今後、日

本周辺域の巨大津波においても活用が期待される。 
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ること等が判明している。ここでは、2004 年スマトラ島西方沖の地震を例に、実際の海および現実

的な津波波源を想定し、数値シミュレーションを実行、地震の破壊伝播速度と津波振幅の関係を再検

討した。その結果、一様水深の海を仮定する方法では予想できない現象、例えば、インド東岸で振幅

が増大する海岸と、振幅が減少する海岸が交互に出現するなど、があることがわかった。このことは、

将来、地震の破壊伝播効果を考慮した津波予測システムを構築する場合に、現実的な津波波源形状を

考えること等の重要性を示唆している。 
 
③津波の予測誤差発生の要因調査 
・津波予測誤差を定量的に評価するため、典型的な海溝型巨大地震によるものであり、多数の津波実測

データが存在している 2003 年十勝沖地震に伴う津波について調査を行った。予測誤差要因のうち断

層水平位置及び深さについて、これらの要因を少しずつ変化させた多数の津波数値計算を実施したと

ころ、海溝に平行する方向に断層位置が変化する場合に比べ、海溝に直交する、沖から岸への方向に

断層位置が変化する方が誤差が大きくなることがわかった。また、深さ方向に断層位置が変化する場

合も誤差が大きくなることがわかった。  
・海溝型巨大地震である 2004年 12月のスマトラ島沖地震(M9.2)の際に、もっとも大きな津波発生源と

なったスマトラ北西沖の海底で、どのような海底変動が発生したかについて検討を行い、プレート境

界の運動以外に、海溝より陸側の外縁隆起帯の分岐断層が連動した可能性があることを示した。 
・千島海溝南部の大地震が繰り返し発生する区域について、これまでの津波研究の成果を統合し、同じ

地震発生区域において繰り返し発生する地震についても、地震毎に破壊領域が、海溝と平行方向のみ

ならず、海溝と直交方向にも変化していることを明らかにした。 
・2006年 11月の千島列島東方の地震による津波では、第一波の到達から数時間経って、顕著な後続相

が太平洋岸の検潮所で観測された。後続相は、北太平洋中央部に連なる天皇海山列南端の欽明海山を

起源とする散乱波であることを、観測波形のスペクトル時系列解析と散乱波理論による考察等から明

らかにした。 
・2006年 11月の千島列島東方の地震による津波の後続相について、長周期成分をほとんど含まないこ

と、波高の出現頻度を非定常のレイリー分布で表現できること、減衰率が太平洋側の各検潮所でほぼ

共通であるといった特徴を明らかにした。 
・当初の研究計画にはなかったが、本研究では、人工衛星による海面高度観測値を解析し、2004 年イ

ンド洋津波時の外洋での高品質な津波観測値の抽出に成功した。これにより、インド洋大津波を解析

対象とした国内外の研究で広く活用されると期待される基礎的なデータを提供した。また、リモート

センシング技術により外洋での津波を検知できる可能性を示せたことは重要であり、将来の発展が期

待される。そして、人工衛星によるリアルタイムの津波検知の実現可能性については、平成 20 年度

に、本研究に参加した研究官が行う、科学研究費補助金による研究課題として認められるに至った。 
・既知の津波波源から沿岸の津波高を予測する数値計算技術は、津波警報や浸水ハザードマップ作成な

どさまざまな津波防災対策に利用されており、実用的に十分な計算精度を有するものと考えられてい

る。一方、計算の初期条件として与えられる津波波源は、単純な矩形一様すべり断層モデルから計算

したり、震源決定誤差に起因する破壊範囲推定の不確定さを含んだりしており、初期値に内在するこ

れらの誤差が計算結果に及ぼす影響の評価は重要である。本研究では、初期値の誤差要因のいくつか

について、多数の数値計算を行うことで初期設定をほぼ連続的に変化させ、定量的な評価を行うこと

ができたことは意義深い。 
 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

今後に残された問題点 
・大地震の破壊過程解析今後も精度や迅速性など更なる解析技術の向上が必要である。特に海域では陸

域に比べて震源決定に必要な精度が得られていないことから、自己浮上式海底地震計の機動観測によ

る構造モデルの改良などを通じ観測精度向上が求められる。 
・海底地殻変動観測技術の開発が十分な成果を上げられなかった点については、海域の地殻変動を早期

に捕捉することは重要な課題であるので今後も検討をおこなう。 
・沖合と沿岸の津波の比較は、これまで事例研究的なものはあったものの、統計的に関係を調査したも

のはなかった。本研究では、事例数は限られてはいるものの、統計的手法による回帰モデルをはじめ

て作成することができた。また、シミュレーションによる数値予測を行い、過去の津波波高を一部再

現するまでに至った。今後、実用化レベルまで精度を高めるため、更なる研究が必要である。 
・従来の津波予測において分岐断層は全く考慮されていない。本研究では海溝型巨大地震における分岐

断層の可能性とその津波に及ぼす影響を示し、分岐断層が津波を予測する上で考慮すべき大きな誤差

要因であることを指摘した。このことは、今後の津波予測において非常に重要である。 
・本研究期間中に発生した 2006 年千島列島東方の地震による津波では、第一波の到達から数時間も遅

れて顕著な散乱波が到達し、従来の津波予測において想定されていない現象を観測した。当初の研究

計画にはなかったが、観測された散乱波の起源や減衰の特徴を本研究で明らかにし、この現象の重要

性を認識することができたことは意義深い。散乱波など津波の後続波について、過去の観測事例から

減衰過程の一般的な特性などを明らかにする研究は、津波注警報の解除・継続の判断の適切化に資す

るものであり、今後も継続して行う必要がある。 
 

成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 
本研究は、津波に関して、沖合いデータによる沿岸予測の精度向上、長周期波形を用いた予測精度

向上、及び予測誤差の解明、を中心とするものであり、詳細地形データの不備による数値計算の沿岸

部での精度下落は止むを得ないものの、各サブ課題において計画に沿ったそれぞれの成果を達成して

いるものと考えられる。特に、2006年 11月に発生した千島列島東方の地震による津波について、迅

速に研究に取り組み、海山の散乱波の効果を再現できたことは大きな成果である。また、衛星海面高

度計データから沖合いでの津波信号の抽出に成功したことは想定外の成果であり、今後の発展が期待

される。本課題は全般に防災に直結したものであり、社会的意義は大きく、また、分岐断層や海底地

形による散乱が津波予測に大きな影響を及ぼすこと等、新たな知見も得られており、優れた研究であ

ったと考えられる。 
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buoy data for Tsunami Information of JMA, Programme and abstracts, The 7th 
General Assembly of Asian Seismological Commission and The 2008 Fall meeting of 
Seismological Society of Japan, Y3-238. 
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海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究 II 
 
研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
研究代表者： 緑川 貴（地球化学研究部 第 2研究室長） 
 
研究担当者 
（副課題１）海洋表層における炭酸系の季節・経年変動の解明に関する研究 
石井雅男、斉藤 秀、時枝隆之、笹野大輔、緑川 貴、松枝秀和 
 

（副課題２）海洋内部の生元素の変動の研究 
廣瀬勝己、緑川 貴、青山道夫 

 
研究の目的 

  本研究では、海洋による CO2吸収の動向を把握し、ひいては温暖化予測の精度向上に資するため、

海洋における炭素循環の変動の実態と要因に関する知見を得ることを目的とする。 
国際的な研究分担として、北太平洋西部などの海域における炭酸系および関連物質（栄養塩や溶存

酸素など）の時空間変動を観測により把握し、気候変動に伴う海洋炭素循環の変動、人為起源 CO2
の蓄積状況、海洋表層の酸性化、および炭素循環に密接に関連する物質循環の変動の解明に重点を置

いて研究する。 
 

研究の到達目標 
第 I 期（平成 16～18 年度）に引き続き、北太平洋西部などの海域で炭酸系および関連する栄養塩

等の各層観測を実施して高品質データを取得し、季節変動や数年スケールの気候変動に伴う海洋炭酸

系の変動の実態を正確に把握するとともに、その変動の原因となる気候要素や生物地球化学あるいは

生態学的な要因を解明することを目標とする。 
 

研究計画の概要 
・第 I 期（平成 16～18 年度）に引き続き、北太平洋西部の東経 137 度や東経 165 度などの観測点に

おいて、炭酸系および関連物質の各層観測を実施して高品質データを取得し、他機関データも加え、

海洋表層における炭酸系の季節変動およびその経年変動の実態を把握する。また、水温・塩分および

CFCs データの解析から海洋循環の変動の寄与を、溶存酸素、栄養塩、pH およびアルカリ度等のデ

ータの解析から生物活動の変動の寄与を評価して、炭酸系の変動との関連を調査するとともに、様々

な海域における人為起源CO2の蓄積速度を評価する。 
・P1 (49N) およびP14 (175E) の世界海洋循環実験（WOCE）再観測において、標準物質の使用によ

り comparability（コンパラビリティ）を確保した栄養塩の観測を実施し、これまでの観測結果との

比較解析を行う。また、2006 年に実施した国際比較実験の結果を取りまとめ、標準に関する国際会

議『第 11回生物･環境標準に関する国際シンポジウム』で公表等を行い、栄養塩国際スケールの確立

に向けた国際活動を行う。 
 

主な研究成果・目標の達成状況 
本研究では、炭酸系の研究グループと生元素（栄養塩や生物起源の粒子など炭酸系に関連する要素）

の研究グループが協力して海洋観測を実施し、取得した観測データの解析にあたった。本研究の 2年

間で取得した炭酸系および栄養塩などの観測データと過去データも活用して、各要素の季節変動、

年々変動および長期的変動のシグナルを検出し、その変動と気候要素との関連性について検討するこ

とができた。特に、人為起源CO2蓄積の見積りにおいて地球温暖化予測にとって不確実性の原因とな

る「自然的要因による海洋CO2変動」を溶存酸素濃度の変動に基づいて評価するための、全炭酸と溶

存酸素の変動の関係を明らかにすることができた。これらの解析結果を活用して、炭素循環変動の診

断的解析手法の開発につなげて行く道筋ができた。 
各航海での海洋観測の実施およびデータの取得を計画どおりに行い、過去データに遡って品質評価

を実施して、順次データセットの公開を進めている。これまでの各層時系列観測データの解析から、

海洋表層における全炭酸インベントリの季節・経年変動の評価を行い、窒素固定の寄与について定量
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22. Hirata, K.1,4, Jeffrey.A.Hanson2, Eric L.Geist3, Tetsuzo Seno4, Wonn Soh5, Toshiya 
Fujiwara5, Christian Müller6, Hideaki Machiyama5, Ei’ichiro Araki5, Kohsaku 
Arai7, Kazuki Watanabe8, Leonardo Seeber9, Yusuf.S.Djajadihardia10, Safri 
Burhanuddin11, Badrul M.Kemal12, Nugroho D.Hananto13, Hananto Kurnio14, 
Yudi Anantasena10, Kiyoshi Suyehiro, 2008: A new model for the unusual tsunami 
generation off northwest Sumatra during the 2004 Sumatra-Andaman earthquake, 
SE81-D5-AM1-102-001, 2008 AOGS meeting. 

23. 平田賢治，2008，津波波源の形成伝播（地震の破壊伝播）を考慮した津波予測システムの展

望，日本地球惑星連合 2008 年大会予稿集． 
24. 平田賢治，佐竹健治，谷岡勇市郎，長谷川洋平，2008，千島海溝最南部の海溝型大地震の震

源域の空間分布に関する最新の解釈，日本地球惑星連合 2008 年大会予稿集． 
25. 平田賢治, Jeffrey. A. Hanson, Eric. L. Geist, 瀬野徹三, 徐垣, 富士原敏也, Christian Müller, 

町山栄章, 荒木英一郎, 荒井晃作, Yusuf. S. Djajadihardia, Safri Burhanuddin, 末廣潔, 
2008: 2004 年インド洋大津波波源域南部（スマトラ北西沖）における津波発生メカニズ

ムに関する５番目のモデル仮説, 日本地球惑星連合 2008 年大会予稿集, T228-P002.  
26. 谷岡勇市郎・行谷佑一・阿部邦昭・佐竹健治・平田賢治・岡田正実・Aditya R. Gusman，2008, 

2007年新潟県中越沖地震震源域周辺の験潮井戸応答調査ならびに津波波形補正, 日本地

球惑星連合 2008 年大会予稿集，S148-008. 
27. Yuichiro Tanioka, Yuichi Namegaya, Kuniaki Abe, Kenji Satake, Kenji Hirata, Masami 

Okada, and Aditia R. Gusman, 2008: In situ Measurements of Tide Gauge Response 
and Corrections of Tsunami Waveforms from the 2007 Niigataken Chuetsu-oki 
Earthquake, 2008AOGS meeting. 

28. Hirata, K., 2008, Unusual tsunami generation off northern Sumatra by the 2004 
Sumatra-Andaman earthquake : review, International Workshop on Geodynamics of 
South-East Asia, Nagoya University. 

29. Hirata, K., 2008: Should the effect of earthquake rupture propagation be included in 
tsunami forecast/warning systems?, Program and Abstracts, International 
Symposium on the Restoration Program from Giant Earthquakes and Tsunamis, 
S3-1-8, 121-123, Phuket, Thailand. 

30. Yoshida,Y., 2008: The rupture process of giant earthquakes viewing from strainmeter 
data obtained by JMA, Program and Abstracts, International Symposium on the 
Restoration Program from Giant Eartquakes and Tsunamis, S1-2-13, Phuket, 
Thailand. 

31. Romano, F., S. Lorito, A. Piatanesi, A. Antonioli, D. L. George, and K. Hirata, 2008: 
Rupture process of the September 25, 2003 Tokachi-Oki (Hokkaido, Japan) Mw 8.3 
earthquake from joint inversion of tsunami waveform and GPS data, Geopys. Res. 
Abstract, vol.10, EGU2008-A-09629. 

32. 林 豊・越村俊一・今村文彦, 2008: 日本沿岸で観測された 2006 年千島列島沖地震津波のコ

ーダ部の挙動特性, 日本地球惑星連合 2008 年大会予稿集, S148-P005. 
33. Hayashi, Y., S. Koshimura, and F. Imamura, 2008: Characteristics of tsunami Coda 

observed in Japan due to the 2006 Kuril Island earthquake, Abstracts of AOGS 5th 
Annual Meeting 2008, OS18-A005. 

34. Nakata, K., Y. Nishimae, K. Hirano, Y. Igarashi, Y. Hasegawa, 2008: Utilization of GPS 
buoy data for Tsunami Information of JMA, Programme and abstracts, The 7th 
General Assembly of Asian Seismological Commission and The 2008 Fall meeting of 
Seismological Society of Japan, Y3-238. 
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海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究 II 
 
研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
研究代表者： 緑川 貴（地球化学研究部 第 2研究室長） 
 
研究担当者 
（副課題１）海洋表層における炭酸系の季節・経年変動の解明に関する研究 
石井雅男、斉藤 秀、時枝隆之、笹野大輔、緑川 貴、松枝秀和 
 

（副課題２）海洋内部の生元素の変動の研究 
廣瀬勝己、緑川 貴、青山道夫 

 
研究の目的 

  本研究では、海洋による CO2吸収の動向を把握し、ひいては温暖化予測の精度向上に資するため、

海洋における炭素循環の変動の実態と要因に関する知見を得ることを目的とする。 
国際的な研究分担として、北太平洋西部などの海域における炭酸系および関連物質（栄養塩や溶存

酸素など）の時空間変動を観測により把握し、気候変動に伴う海洋炭素循環の変動、人為起源 CO2
の蓄積状況、海洋表層の酸性化、および炭素循環に密接に関連する物質循環の変動の解明に重点を置

いて研究する。 
 

研究の到達目標 
第 I 期（平成 16～18 年度）に引き続き、北太平洋西部などの海域で炭酸系および関連する栄養塩

等の各層観測を実施して高品質データを取得し、季節変動や数年スケールの気候変動に伴う海洋炭酸

系の変動の実態を正確に把握するとともに、その変動の原因となる気候要素や生物地球化学あるいは

生態学的な要因を解明することを目標とする。 
 

研究計画の概要 
・第 I 期（平成 16～18 年度）に引き続き、北太平洋西部の東経 137 度や東経 165 度などの観測点に

おいて、炭酸系および関連物質の各層観測を実施して高品質データを取得し、他機関データも加え、

海洋表層における炭酸系の季節変動およびその経年変動の実態を把握する。また、水温・塩分および

CFCs データの解析から海洋循環の変動の寄与を、溶存酸素、栄養塩、pH およびアルカリ度等のデ

ータの解析から生物活動の変動の寄与を評価して、炭酸系の変動との関連を調査するとともに、様々

な海域における人為起源CO2の蓄積速度を評価する。 
・P1 (49N) およびP14 (175E) の世界海洋循環実験（WOCE）再観測において、標準物質の使用によ

り comparability（コンパラビリティ）を確保した栄養塩の観測を実施し、これまでの観測結果との

比較解析を行う。また、2006 年に実施した国際比較実験の結果を取りまとめ、標準に関する国際会

議『第 11回生物･環境標準に関する国際シンポジウム』で公表等を行い、栄養塩国際スケールの確立

に向けた国際活動を行う。 
 

主な研究成果・目標の達成状況 
本研究では、炭酸系の研究グループと生元素（栄養塩や生物起源の粒子など炭酸系に関連する要素）

の研究グループが協力して海洋観測を実施し、取得した観測データの解析にあたった。本研究の 2年

間で取得した炭酸系および栄養塩などの観測データと過去データも活用して、各要素の季節変動、

年々変動および長期的変動のシグナルを検出し、その変動と気候要素との関連性について検討するこ

とができた。特に、人為起源CO2蓄積の見積りにおいて地球温暖化予測にとって不確実性の原因とな

る「自然的要因による海洋CO2変動」を溶存酸素濃度の変動に基づいて評価するための、全炭酸と溶

存酸素の変動の関係を明らかにすることができた。これらの解析結果を活用して、炭素循環変動の診

断的解析手法の開発につなげて行く道筋ができた。 
各航海での海洋観測の実施およびデータの取得を計画どおりに行い、過去データに遡って品質評価

を実施して、順次データセットの公開を進めている。これまでの各層時系列観測データの解析から、

海洋表層における全炭酸インベントリの季節・経年変動の評価を行い、窒素固定の寄与について定量
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的な見積りを行うことができた。また、海洋表層の酸性化の状況を把握するなど、当初設定した研究

目標は概ね達成された。 
海水中栄養塩データのコンパラビリテイを確保するための研究の一環として、栄養塩標準の第 2回

国際共同実験の結果を取りまとめて出版するとともに、第 3回国際共同実験の実施を計画通りに進め

ることができた。さらに、北太平洋深層水中の栄養塩濃度変動について取りまとめ、国際シンポジウ

ムで発表するなど、研究目標は順調に達成されつつある 
文部科学省地球観測システム構築推進プラン「海洋中二酸化炭素の次世代分析装置の開発」

（H17-19）で開発し、本研究でさらに改良を進めてきた二酸化炭素分析システムが、平成 21年度に

気象庁観測船凌風丸と啓風丸両船に装備され、現業観測にも活用されることになった。 
東経 137 度、東経 165 度それぞれ南北に長い観測線に沿った海洋各層の二酸化炭素の高頻度な定

期観測は世界的に類を見ず、海洋内におけるCO2増加を季節スケールの分解能の時系列データによっ

て示すことができた意義は大きい。 
国内では連携拠点（温暖化分野）、国際的には北太平洋海洋科学機関（PICES）の炭素・気候部会

を通じて、海洋研究開発機構や米国海洋大気局はじめ内外の機関と太平洋の海洋内CO2データの統合

活動を開始しており、統合したデータベースは、IPCC 第 5 次評価報告書などの作成に貢献すべく、

過去 10年～20年の海洋におけるCO2動態の解析や数値モデルの検証と改良に役立てられる。 
本研究による標準に関する国際会議（第 11回生物･環境標準標準に関する国際シンポジウム）でワ

ークショップを開催して、栄養塩の標準物質調製や分析法のマニュアルの作成、栄養塩標準物質の長

期保存性のチェック体制や大西洋版標準物質の調製などに関する協力の枠組みを構築できた。 
本研究における国際比較実験の実施などの成果が認められて、ユネスコ/政府間海洋学委員会（IOC）

の第 25 回総会（平成 21 年 6 月開催）に対して、「栄養塩の国際的な comparability を確立するため

の研究グループ」を設立する提案を行なうことが IOC の事務総長の決定により承認され、議論され

ることとなった。承認されれば、本研究グループの活動において気象研究所は中心的な役割を担うこ

ととなる。本研究における国際比較実験の実施などの活動が契機となって、産業技術総合研究所の計

量標準総合センターは、海水ベースの栄養塩標準認証を平成 20年度に行うことを決定した。 
過去に国際的な海洋学の分野（例：IOC-IAEA-UNEP の 1991,1992 年のワークショップ）で必要

だと認識されていたが実現できていなかった「栄養塩の国際スケールと実体標準」が、本研究の成果

で実現可能になろうとしている。このことは、気候変動研究において人為起源CO2の海水中の蓄積等

を評価するための大きな進歩である。 
 

 
成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 

海洋の全炭酸、栄養塩濃度について世界で最も高精度のデータを提供することができた点は高い評

価に値する。全炭酸については、海洋の中層にも人為起源の炭素が蓄積されていることを直接観測か

ら明らかにした点、海水の酸性化に関して pH の直接測定で、海洋の酸性化の兆候を検知することを

可能にした点、さらに栄養塩に関しては世界の海洋化学を先導して、標準物質の開発に目処をつけた

点が高く評価できる。 
観測・測定結果をデータセットとして取りまとめるだけに終わりやすい分野にあって、対象とする

物質の変動を解析し、その要因を解明して優れた成果を上げるとともに、気象業務や国際共同実験に

貢献したことは極めて高く評価できる。 
また、研究成果が査読論文として適切にまとめられている点も、本研究は非常に優れた研究であっ

た判断する。 
 

今後の取り組みとしては、海洋内部の物質の変動のモニタリングは地球観測連携拠点（温暖化分野）

や PICES を通じて今後も継続すべきでものであり、他の観測研究グループ、モデル研究グループと

より一層の連携・協力をはかり、海洋炭酸系の経年変動のプロセス解明や気候変動との関連について

の研究を進め、普遍性を高めるとともに、品質管理のマニュアル化・自動化を推進してもらいたい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 12件 
・口頭発表件数 18件 
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（副課題１）海洋表層における炭酸系の季節・経年変動の解明に関する研究 

 
副課題の到達目標 

①各層時系列観測データの取得と公開 
・季節変動およびその経年変動を把握するため、北太平洋西部、赤道域等において炭酸系および関連

物質の各層時系列観測を継続して実施し、データを取得する。国際的な海洋CO2データの統合と全

球的なデータベース構築に貢献するため、観測データを品質管理した上でデータセットにまとめて

公開し、データの相互利用を促進すると共に、将来のモデル化の基礎に資する。 
②海洋炭酸系の経年変動プロセスの解明 
・海洋内部の炭素循環は、表層の物理過程の変動とこれに関連した生物地球化学的諸過程の変動に伴

って年々大きく変動することから、こうした短期的な変動の要因を解析して、より長期的な変動の

把握とその要因の解明に重点を置いて研究する。 
 

副課題の概要 
①時系列各層観測データの取得と公開 
・第 I 期（平成 16～18年度）に引き続き、北太平洋西部の東経 137度や東経 165度などの観測点に

おいて、炭酸系および関連物質の各層観測を実施して高品質データを取得する。 
・上記の時系列各層観測データを品質管理した上でデータセットにまとめて公開するとともに、他機

関のデータを収集して変動の解析に資する。 
②海洋炭酸系の変動の実態把握と要因の評価 
・上記時系列データを用いて、海洋表層における炭酸系の季節変動およびその経年変動の実態を把握

する。 
・各時間スケールの変動について、水温・塩分およびCFCs データの解析から海洋循環の変動の寄与

を、溶存酸素、栄養塩、pH およびアルカリ度等のデータの解析から生物活動の変動の寄与を評価

して、炭酸系の変動との関連を調査する。 
・上記の解析結果に基づき、様々な海域における人為起源CO2の蓄積速度を評価する。 
 

副課題の成果 
①各層時系列観測データの取得と公開 
・季節ごとの各航海で海洋観測を計画どおりに実施し、データを取得した。 
・平成 4年以後に取得した炭酸系、溶存酸素及び栄養塩等の観測データについて、統計的手法や海洋

学的考察を駆使して品質評価を実施した。 
・平成 4 年から 17 年度までに気象研が気象庁観測船で採水した全炭酸濃度や pH の高精度データを

含むデータセットを完成させて温室効果ガス世界資料センターに送付した。これにより、同センタ

ーから公開できるようになった。 
②海洋炭酸系の経年変動プロセスの解明 
・東経 137度及び東経 165度の各層観測点における溶存酸素及び全炭酸濃度の鉛直分布の季節変動と

その年々変動の変動幅を把握し、両者の関係を明らかにすることができた。 
・亜熱帯域北西部における海水中全炭酸濃度の変動の解析から、人為起源 CO2 の蓄積による濃度増

加の寄与分と生物分解による寄与分を溶存酸素濃度の変動データに基づいて分別することができた。

一方、溶存酸素と全炭酸の両分布の季節変動に不自然な対応も見出され、今後、溶存酸素濃度の変

動に関するこれまでの定説を検証する必要性があることがわかった。 
・東経 137度･北緯 30度の解析では、海水中の炭素蓄積に関して表層の窒素固定細菌の活動や、亜表

層 125-150m 付近における有機物分解が重要であることがわかった。 
・過去の観測データとの比較から、大気に応答した海洋表層炭酸系の長期的な増加傾向や海洋酸性化

の進行状況に関して取りまとめることができた。 
・時系列CFCs データに基づいて、東経 165度の亜表層・中層水の水塊年齢とその変動について評価

し、各層の水塊形成量の増減に関する知見を得た。 
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的な見積りを行うことができた。また、海洋表層の酸性化の状況を把握するなど、当初設定した研究

目標は概ね達成された。 
海水中栄養塩データのコンパラビリテイを確保するための研究の一環として、栄養塩標準の第 2回

国際共同実験の結果を取りまとめて出版するとともに、第 3回国際共同実験の実施を計画通りに進め

ることができた。さらに、北太平洋深層水中の栄養塩濃度変動について取りまとめ、国際シンポジウ

ムで発表するなど、研究目標は順調に達成されつつある 
文部科学省地球観測システム構築推進プラン「海洋中二酸化炭素の次世代分析装置の開発」

（H17-19）で開発し、本研究でさらに改良を進めてきた二酸化炭素分析システムが、平成 21年度に

気象庁観測船凌風丸と啓風丸両船に装備され、現業観測にも活用されることになった。 
東経 137 度、東経 165 度それぞれ南北に長い観測線に沿った海洋各層の二酸化炭素の高頻度な定

期観測は世界的に類を見ず、海洋内におけるCO2増加を季節スケールの分解能の時系列データによっ

て示すことができた意義は大きい。 
国内では連携拠点（温暖化分野）、国際的には北太平洋海洋科学機関（PICES）の炭素・気候部会

を通じて、海洋研究開発機構や米国海洋大気局はじめ内外の機関と太平洋の海洋内CO2データの統合

活動を開始しており、統合したデータベースは、IPCC 第 5 次評価報告書などの作成に貢献すべく、

過去 10年～20年の海洋におけるCO2動態の解析や数値モデルの検証と改良に役立てられる。 
本研究による標準に関する国際会議（第 11回生物･環境標準標準に関する国際シンポジウム）でワ

ークショップを開催して、栄養塩の標準物質調製や分析法のマニュアルの作成、栄養塩標準物質の長

期保存性のチェック体制や大西洋版標準物質の調製などに関する協力の枠組みを構築できた。 
本研究における国際比較実験の実施などの成果が認められて、ユネスコ/政府間海洋学委員会（IOC）

の第 25 回総会（平成 21 年 6 月開催）に対して、「栄養塩の国際的な comparability を確立するため

の研究グループ」を設立する提案を行なうことが IOC の事務総長の決定により承認され、議論され

ることとなった。承認されれば、本研究グループの活動において気象研究所は中心的な役割を担うこ

ととなる。本研究における国際比較実験の実施などの活動が契機となって、産業技術総合研究所の計

量標準総合センターは、海水ベースの栄養塩標準認証を平成 20年度に行うことを決定した。 
過去に国際的な海洋学の分野（例：IOC-IAEA-UNEP の 1991,1992 年のワークショップ）で必要

だと認識されていたが実現できていなかった「栄養塩の国際スケールと実体標準」が、本研究の成果

で実現可能になろうとしている。このことは、気候変動研究において人為起源CO2の海水中の蓄積等

を評価するための大きな進歩である。 
 

 
成果の活用に対する意見（事後評価の総合所見） 

海洋の全炭酸、栄養塩濃度について世界で最も高精度のデータを提供することができた点は高い評

価に値する。全炭酸については、海洋の中層にも人為起源の炭素が蓄積されていることを直接観測か

ら明らかにした点、海水の酸性化に関して pH の直接測定で、海洋の酸性化の兆候を検知することを

可能にした点、さらに栄養塩に関しては世界の海洋化学を先導して、標準物質の開発に目処をつけた

点が高く評価できる。 
観測・測定結果をデータセットとして取りまとめるだけに終わりやすい分野にあって、対象とする

物質の変動を解析し、その要因を解明して優れた成果を上げるとともに、気象業務や国際共同実験に

貢献したことは極めて高く評価できる。 
また、研究成果が査読論文として適切にまとめられている点も、本研究は非常に優れた研究であっ

た判断する。 
 

今後の取り組みとしては、海洋内部の物質の変動のモニタリングは地球観測連携拠点（温暖化分野）

や PICES を通じて今後も継続すべきでものであり、他の観測研究グループ、モデル研究グループと

より一層の連携・協力をはかり、海洋炭酸系の経年変動のプロセス解明や気候変動との関連について

の研究を進め、普遍性を高めるとともに、品質管理のマニュアル化・自動化を推進してもらいたい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 12件 
・口頭発表件数 18件 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

 
（副課題１）海洋表層における炭酸系の季節・経年変動の解明に関する研究 

 
副課題の到達目標 

①各層時系列観測データの取得と公開 
・季節変動およびその経年変動を把握するため、北太平洋西部、赤道域等において炭酸系および関連

物質の各層時系列観測を継続して実施し、データを取得する。国際的な海洋CO2データの統合と全

球的なデータベース構築に貢献するため、観測データを品質管理した上でデータセットにまとめて

公開し、データの相互利用を促進すると共に、将来のモデル化の基礎に資する。 
②海洋炭酸系の経年変動プロセスの解明 
・海洋内部の炭素循環は、表層の物理過程の変動とこれに関連した生物地球化学的諸過程の変動に伴

って年々大きく変動することから、こうした短期的な変動の要因を解析して、より長期的な変動の

把握とその要因の解明に重点を置いて研究する。 
 

副課題の概要 
①時系列各層観測データの取得と公開 
・第 I 期（平成 16～18年度）に引き続き、北太平洋西部の東経 137度や東経 165度などの観測点に

おいて、炭酸系および関連物質の各層観測を実施して高品質データを取得する。 
・上記の時系列各層観測データを品質管理した上でデータセットにまとめて公開するとともに、他機

関のデータを収集して変動の解析に資する。 
②海洋炭酸系の変動の実態把握と要因の評価 
・上記時系列データを用いて、海洋表層における炭酸系の季節変動およびその経年変動の実態を把握

する。 
・各時間スケールの変動について、水温・塩分およびCFCs データの解析から海洋循環の変動の寄与

を、溶存酸素、栄養塩、pH およびアルカリ度等のデータの解析から生物活動の変動の寄与を評価

して、炭酸系の変動との関連を調査する。 
・上記の解析結果に基づき、様々な海域における人為起源CO2の蓄積速度を評価する。 
 

副課題の成果 
①各層時系列観測データの取得と公開 
・季節ごとの各航海で海洋観測を計画どおりに実施し、データを取得した。 
・平成 4年以後に取得した炭酸系、溶存酸素及び栄養塩等の観測データについて、統計的手法や海洋

学的考察を駆使して品質評価を実施した。 
・平成 4 年から 17 年度までに気象研が気象庁観測船で採水した全炭酸濃度や pH の高精度データを

含むデータセットを完成させて温室効果ガス世界資料センターに送付した。これにより、同センタ

ーから公開できるようになった。 
②海洋炭酸系の経年変動プロセスの解明 
・東経 137度及び東経 165度の各層観測点における溶存酸素及び全炭酸濃度の鉛直分布の季節変動と

その年々変動の変動幅を把握し、両者の関係を明らかにすることができた。 
・亜熱帯域北西部における海水中全炭酸濃度の変動の解析から、人為起源 CO2 の蓄積による濃度増

加の寄与分と生物分解による寄与分を溶存酸素濃度の変動データに基づいて分別することができた。

一方、溶存酸素と全炭酸の両分布の季節変動に不自然な対応も見出され、今後、溶存酸素濃度の変

動に関するこれまでの定説を検証する必要性があることがわかった。 
・東経 137度･北緯 30度の解析では、海水中の炭素蓄積に関して表層の窒素固定細菌の活動や、亜表

層 125-150m 付近における有機物分解が重要であることがわかった。 
・過去の観測データとの比較から、大気に応答した海洋表層炭酸系の長期的な増加傾向や海洋酸性化

の進行状況に関して取りまとめることができた。 
・時系列CFCs データに基づいて、東経 165度の亜表層・中層水の水塊年齢とその変動について評価

し、各層の水塊形成量の増減に関する知見を得た。 
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（副課題２）海洋内部の生元素の変動の研究 

 
副課題の到達目標 

①栄養塩標準の国際比較実験の取りまとめと国際スケールの確立 
・海水中の生元素の観測データにおける comparability を確保し、海洋中の生元素の変動を理解する

ために、栄養塩測定の標準試料による国際スケールの確立を目指すとともに標準試料の世界的な普

及に寄与する。 
②海盆規模での物質循環の長期的変動の解明 
・北太平洋における生元素（栄養塩など）の時空間変動を明らかにし、その変動要因についての知見

を得ることを目標とする。 
 

副課題の概要 
①栄養塩標準の国際共同実験の取りまとめと国際スケールの確立 
・気象研究所等で開発した栄養塩標準試料を用いて 2006 年に実施した国際比較実験の結果を取りま

とめ、標準に関する国際会議（第 11回生物･環境標準標準に関する国際シンポジウム）で公表する

とともに、技術報告として出版する。 
・日本海洋学会、分析化学会などでの学会発表を通しての情宣活動や国際的なワークショップ等にお

いて国際スケール確立のための提言を行う。 
② 海盆規模での物質循環の長期的変動の解明 
・2007年に計画されているP1 (49N) およびP14 (175E) のWOCE 再観測において、標準物質の使

用により comparability を確保した栄養塩の観測を実施し、1985、2002 年（P1）もしくは 1992
年（P14）の観測結果との比較解析を行う。 

・サブ課題 1 の炭酸系の時系列観測において、標準物質を用いた栄養塩の観測を実施し、サブ課題 1
におけるデータ解析のために comparability の取れた栄養塩の分析値を提供するとともに、本サブ

課題での解析に使用する。 
・これらの結果とこれまでに北太平洋で 5～15年間隔で行われた縦・横断面の観測結果を総合的に解

析して、栄養塩などの物質循環の時空間変動を明らかにし、検出した物質循環の変動と海洋循環と

の関連性などについて検討する。 
 

副課題の成果 
①栄養塩標準の国際共同実験の取りまとめと国際スケールの確立 
・2006年に実施した栄養塩標準国際共同実験の結果について気象研究所技術報告に取りまとめ、2008

年 12月に出版することができた。 
・栄養塩標準の第 3回国際共同実験を計画通りに実施することができた。国際共同実験のデータは集

まり、解析を行なっている。 
②海盆規模での物質循環の長期的変動の解明 
・P1 (49N) およびP14 (175E) のWOCE 再観測において、標準物質の使用により comparability を

確保した栄養塩の観測を計画通りに実施することができた。 
・1980 年代および 1990 年代の航海と 2000 年代の航海で取得された栄養塩データを統合して、航海

間の補正を行って太平洋全体の整合性を計り、各年代間の比較可能なデータセットを作成すること

ができた。 
・南北太平洋の深層水における 1980－1990 年代から 2000 年代にかけての硝酸塩及びケイ酸塩の年

平均変化率を見積もり、深層水の流れの上流側と下流側で正反対の濃度の変化傾向を検出すること

ができた。 
・上記解析から、栄養塩濃度の南北勾配の低下傾向を検出し、長期的に南極海から北太平洋への栄養

塩の輸送量が低下している可能性を見出した。 
・海洋における生物生産を制限する微量金属元素（特に鉄）について、化学モデルに基づき海洋にお
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ける溶存状態と銅イオンとの競争反応との関連から、生物に対する役割を議論した結果、海洋表層

では、銅イオンとの競争反応により、鉄が低濃度になっている可能性があることを明らかにするこ

とができた。 
 
 
成果発表一覧 

１．査読論文 
1. Lee, S., T. Hama, M. Ishii, S. Saito, K. Yanagi, 2008: Spatial and temporal changes in the 

concentration of various phosphorus pools and their possible biogeochemical roles in 
the oligotrophic subtropical western North Pacific, Journal of Geophysical Research, 
113, C03017, doi:10.1029/2007JC004330.  

2. Christian, J. R., R. A. Feely, M. Ishii, R. Murtugudde, X. Wang, 2008: Testing an ocean 
carbon model with observed sea surface pCO2 and DIC in the tropical Pacific Ocean, 
Journal of Geophysical Research, 113, C07047, doi:10.1029/2007JC004428.  

3. Nemoto, K., T. Midorikawa, A. Wada, K. Ogawa, S. Takatani, H. Kimoto, M. Ishii, H. Y. 
Inoue, 2009: Continuous observations of atmospheric and oceanic CO2 using a 
moored buoy in the East China Sea: Variations during the passage of typhoons. 
Deep-Sea Research II, 56, 542-553.  

4. Ishii, M., H.Y. Inoue, T. Midorikawa, S. Saito, T. Tokieda, D. Sasano, A. Nakadate, K. 
Nemoto, K., N.Metzl, C.S. Wong, R.A. Feely, 2009: Spatial variability and decadal 
trend of the oceanic CO2 in the western equatorial Pacific warm/fresh water. 
Deep-Sea Research II, 56, 591-606. 

5. Takahashi, T., S.C. Sutherland, R.Wanninkhof, C. Sweeney, R.A. Feely, D.W. Chipman, B. 
Hales, G. Friederich, F. Chavez, C. Sabine, A. Watson, D.C.E. Bakker, U. Schuster, N. 
Metzl, H.Y. Inoue, M. Ishii, T. Midorikawa, Y. Nojiri, A. Körtzinger, T. Steinhoff, M. 
Hoppema, J. Olafsson, T.S. Arnarson, B. Tilbrook, T. Johannessen, A. Olsen, R. 
Bellerby, C.S. Wong, B. Delille, N.R. Bates, H.J.W. de Baar, 2009: Climatological 
mean and decadal change in surface ocean pCO2, and net sea-air CO2 flux over the 
global oceans, Deep-Sea Research II, 56, 554-577. 

6. Aoyama, M., H. Goto, H. Kamiya, I. Kaneko, S. Kawae, H. Kodama, Y. Konishi, K. 
Kusumoto, H. Miura, E. Moriyama, K. Murakami, T. Nakano, F. Nozaki, D. Sasano, 
T. Shimizu, H. Suzuki, Y. Takatsuki, A. Toriyama, 2008: Marine biogeochemical 
response to a rapid warming in the main stream of the Kuroshio in the western 
North Pacific. Fisheries Oceanography, 17(3), 206-218, doi: 
10.1111/j.1365-2419.2008.00473.x. 

7. Aoyama, M., S. Becker, M. Dai, H. Daimon, L. I. Gordon, H. Kasai, R. Kerouel, N. Kress, 
D. Masten, A. Murata, N. Nagai, H. Ogawa, H. Ota, H. Saito, K. Saito, T. Shimizu, H. 
Takano, A. Tsuda, K. Yokouchi, A. Youenou, 2007: Recent comparability of 
Oceanographic Nutrients Data: Results of a 2003 Intercomparison Exercise using 
Reference Materials. Analytical Science, 23, 1151-1154. 

8. Hirose, K., 2007: metal-organic matter interaction: ecological roles of ligands in oceanic 
DOM. Applied Geochem., 22, 1636-1645. 

 
２．査読論文以外の著作物（翻訳、著書、解説） 
1. 松枝秀和・石井雅男, 2007: 気象研究所における二酸化炭素の研究観測. 気象研究ノート, 215, 

34-35. 
2. 石井雅男，2008： 二酸化炭素を吸収する海、その酸性化について．船と海上気象，52(1)，

12-13. 
3. Saito, S., M. Ishii, T. Midorikawa, H. Y. Inoue: Precise Spectrophotometric Measurement 

�－ 144 －



2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

 
 
（副課題２）海洋内部の生元素の変動の研究 

 
副課題の到達目標 

①栄養塩標準の国際比較実験の取りまとめと国際スケールの確立 
・海水中の生元素の観測データにおける comparability を確保し、海洋中の生元素の変動を理解する

ために、栄養塩測定の標準試料による国際スケールの確立を目指すとともに標準試料の世界的な普

及に寄与する。 
②海盆規模での物質循環の長期的変動の解明 
・北太平洋における生元素（栄養塩など）の時空間変動を明らかにし、その変動要因についての知見

を得ることを目標とする。 
 

副課題の概要 
①栄養塩標準の国際共同実験の取りまとめと国際スケールの確立 
・気象研究所等で開発した栄養塩標準試料を用いて 2006 年に実施した国際比較実験の結果を取りま

とめ、標準に関する国際会議（第 11回生物･環境標準標準に関する国際シンポジウム）で公表する

とともに、技術報告として出版する。 
・日本海洋学会、分析化学会などでの学会発表を通しての情宣活動や国際的なワークショップ等にお

いて国際スケール確立のための提言を行う。 
② 海盆規模での物質循環の長期的変動の解明 
・2007年に計画されているP1 (49N) およびP14 (175E) のWOCE 再観測において、標準物質の使

用により comparability を確保した栄養塩の観測を実施し、1985、2002 年（P1）もしくは 1992
年（P14）の観測結果との比較解析を行う。 

・サブ課題 1 の炭酸系の時系列観測において、標準物質を用いた栄養塩の観測を実施し、サブ課題 1
におけるデータ解析のために comparability の取れた栄養塩の分析値を提供するとともに、本サブ

課題での解析に使用する。 
・これらの結果とこれまでに北太平洋で 5～15年間隔で行われた縦・横断面の観測結果を総合的に解

析して、栄養塩などの物質循環の時空間変動を明らかにし、検出した物質循環の変動と海洋循環と

の関連性などについて検討する。 
 

副課題の成果 
①栄養塩標準の国際共同実験の取りまとめと国際スケールの確立 
・2006年に実施した栄養塩標準国際共同実験の結果について気象研究所技術報告に取りまとめ、2008

年 12月に出版することができた。 
・栄養塩標準の第 3回国際共同実験を計画通りに実施することができた。国際共同実験のデータは集

まり、解析を行なっている。 
②海盆規模での物質循環の長期的変動の解明 
・P1 (49N) およびP14 (175E) のWOCE 再観測において、標準物質の使用により comparability を

確保した栄養塩の観測を計画通りに実施することができた。 
・1980 年代および 1990 年代の航海と 2000 年代の航海で取得された栄養塩データを統合して、航海

間の補正を行って太平洋全体の整合性を計り、各年代間の比較可能なデータセットを作成すること

ができた。 
・南北太平洋の深層水における 1980－1990 年代から 2000 年代にかけての硝酸塩及びケイ酸塩の年

平均変化率を見積もり、深層水の流れの上流側と下流側で正反対の濃度の変化傾向を検出すること

ができた。 
・上記解析から、栄養塩濃度の南北勾配の低下傾向を検出し、長期的に南極海から北太平洋への栄養

塩の輸送量が低下している可能性を見出した。 
・海洋における生物生産を制限する微量金属元素（特に鉄）について、化学モデルに基づき海洋にお
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ける溶存状態と銅イオンとの競争反応との関連から、生物に対する役割を議論した結果、海洋表層

では、銅イオンとの競争反応により、鉄が低濃度になっている可能性があることを明らかにするこ

とができた。 
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台風強度推定手法とその外的要因の評価に関する研究 
 

研究期間： 平成 20 年度 
研究代表者： 富樫正明1)（台風研究部長）、上野充2)（台風研究部 第一研究室長） 
研究担当者 
（副課題１）衛星データを用いた台風の強度推定法の高度化 

別所康太郎、星野俊介（台風研究部） 
 

（副課題２）台風の最適観測法の検討 

中澤哲夫、別所康太郎、星野俊介（台風研究部） 

 
（副課題３）日本に接近する台風の強雨・強風の実態解明 

北畠尚子、楠研一、村田昭彦、益子渉、星野俊介（台風研究部） 

 

（副課題４）台風初期値の改善と熱帯での実験環境の構築 

上野充、國井勝（台風研究部） 

 

（副課題５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 

和田章義（台風研究部）、碓氷典久（海洋研究部）、高野洋雄（地球環境・海洋部 海洋気象情報室） 

 

研究の目的 
 台風の進路予想は、近年の数値予報の向上により改善されつつあるものの、国民の生命、財産を台風

による災害から守り、減災するためには、台風の進路予報の改善に加えて、台風の強度（強風、強雨）

などに関する地域に即したきめ細かい防災情報が望まれている。 
 数年後には、計算機資源等の発達により、現状より数倍の高分解能の次期メソ数値予報モデルの運用

が考えられている。その中で、台風に関する進路予報の改善及び台風強度の精度向上に資するため、特

に台風の強度（強風、強雨）についてより高精度で的確な防災情報を国民に提供することができるよう

に、独法後の中期計画では、台風強度に及ぼす外的要因に関する研究を進める。 
 このため、 
（１）観測点の少ない海洋上の台風予報の初期値改善のため、台風の強度について、その推定手法の高

度化 
（２）台風を含む初期環境場の改善のために、台風の最適観測法の検討 
（３）台風に伴う強雨・強風構造の実態解明を行うことにより、モデルの問題点を抽出 
（４）台風の初期値改善手法そのものについての調査 
（５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 
を行い、台風の強度予測の向上を図る。 

このように、台風に関わる観測・解析・予報モデルの高度化を一体的に行うことにより、台風の予報

精度向上のための両輪ともいうべき初期値改善・モデル高度化という研究テーマが効率的に進めること

ができ、台風強度予測の向上が可能となる。 
 

研究の到達目標 
 台風強度推定手法とその外的要因の評価に関する研究としてフィージビリティスタディを行い、今後

数年間にわたる台風強度の精度向上に関する研究の礎とする。 

 

研究計画の概要 
（１）観測点の少ない海洋上の台風予報の初期値改善のため、台風の強度について、その推定手法の高

度化 
（２）台風を含む初期環境場の改善のために、台風の最適観測法の検討 
（３）台風に伴う強雨・強風構造の実態解明を行うことにより、モデルの問題点を抽出 
                                                   
1) 平成 20 年 4 月～8 月、2) 平成 20 年 8 月～平成 21 年 3 月 
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（４）台風の初期値改善手法そのものについての調査 
（５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 
を行う。 
 

主な研究成果 
  日本（JMA）と米国（JTWC）の台風の強度推定値の違いを、静止衛星画像から決定される Dvorak

パラメータを用いて 1987 年から 2006 年までの 20 年間のデータについて調べた。北西太平洋では

GMS 画像を用いることから同じ衛星画像を用いることとなるため、本来であれば Dvorak パラメー

タは同じ値になるはずであるが、90 年代および 2002 年から 2005 年に有為な差があることが判明し

た。 
  THORPEX 太平洋アジア地域観測計画 2008（T-PARC2008）に参加することにより、台風周辺で

の環境場の把握を行なうことができた。MTSAT-2 のラピッドスキャンデータから、大気追跡風の解

析を行なった。通常、現業で得られるものと比較して、台風の内部構造の情報をより詳細に得られる

可能性があることがわかった。 
  日本本土に上陸した台風について、台風の地上風分布と、環境場と関連した台風の 3 次元構造との

関係を明らかにした。また日本に接近した台風についてウインドプロファイラデータを使った解析を

行い、壁雲周辺の気流構造を把握した。台風の発達過程を調査するため、非静力学モデルを用いて、

熱帯から中緯度領域を含む領域で台風の再現シミュレーションを行った。台風における降水強化の機

構について、雲解像モデルを用いたシミュレーションによって、雨水が雲水を捕捉する過程の重要性

を確認した 
  台風のメソ構造を予測するための数値モデルの出発点であるメソ解析中の台風構造の特徴を調べ、

台風ボーガスについて改善すべき点を明らかにした。また、台風が熱帯域にある場合でもメソ同化実

験や予報実験が行えるよう環境を整備した。 
 非静力学大気波浪海洋結合モデルを試験的に構築した。台風 Hai-Tang(2005)に対し、台風強度予

測実験を予備実験として実施し、台風通過時に形成される局所的海面水温低下による台風中心気圧降

下の抑制が波浪の効果よりも大きいことを確認した。また海洋環境場、暖水渦や冷水渦の分布が発達

期における台風強度予測に影響を与えていることを示した。 

 
 

今後に残された問題点 
 
副課題（１） 
  日本と米国の台風強度推定値の差異が、Dvorak パラメータにあることが判明した。米国の推定値

が大きい場合が多いが、なぜそうなのか、その理由については明確にできていない。両者の差が有意

だった 2002 年から 2005 年のデータを用いて、QuikSCAT の海上風データからの推定値やマイクロ

波の各周波数からの推定値などとの比較を行い、原因を調査する必要がある。 
 
副課題（２） 
  今年度は大規模な観測をようやく終えることができた段階であり、解析はこれからである。今後、

航空機観測から得られた台風周辺の環境場のデータが台風の進路予測にどのようなインパクトがあ

るかを調べる。また、ラピッドスキャンデータを現業の結果と比較する必要がある。 
 
副課題（３） 

台風による災害のほとんどは地上の強風と地上に達した降水によって発生する。しかし例えば上空

の気流の構造と地上風分布を関連付けるメカニズムについては、スケールが小さくまた構造が事例に

よって多様であることもあり、十分解明されていない。これを解決するには、特に境界層を含む詳細

な三次元分布の観測データを取得し解析を行って知見の蓄積を行うとともに、再解析データやモデル

シミュレーション結果における構造との対比によって、環境場の影響を受けて変化した台風自体の構

造とその内部の詳細な風・降水分布との関係を解明する必要がある。 
台風のシミュレーションについては、現在は、事例的な調査を行っているが、今後は非静力学モデ

ル（NHM）による台風シミュレーションの統計調査が行える実行環境を整備し、強度、進路、最大

風速半径等の調査を行い、観測データ等との比較を行う必要がある。また、典型事例では高解像度化
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研究期間： 平成 20 年度 
研究代表者： 富樫正明1)（台風研究部長）、上野充2)（台風研究部 第一研究室長） 
研究担当者 
（副課題１）衛星データを用いた台風の強度推定法の高度化 

別所康太郎、星野俊介（台風研究部） 
 

（副課題２）台風の最適観測法の検討 

中澤哲夫、別所康太郎、星野俊介（台風研究部） 

 
（副課題３）日本に接近する台風の強雨・強風の実態解明 

北畠尚子、楠研一、村田昭彦、益子渉、星野俊介（台風研究部） 

 

（副課題４）台風初期値の改善と熱帯での実験環境の構築 

上野充、國井勝（台風研究部） 

 

（副課題５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 

和田章義（台風研究部）、碓氷典久（海洋研究部）、高野洋雄（地球環境・海洋部 海洋気象情報室） 

 

研究の目的 
 台風の進路予想は、近年の数値予報の向上により改善されつつあるものの、国民の生命、財産を台風

による災害から守り、減災するためには、台風の進路予報の改善に加えて、台風の強度（強風、強雨）

などに関する地域に即したきめ細かい防災情報が望まれている。 
 数年後には、計算機資源等の発達により、現状より数倍の高分解能の次期メソ数値予報モデルの運用

が考えられている。その中で、台風に関する進路予報の改善及び台風強度の精度向上に資するため、特

に台風の強度（強風、強雨）についてより高精度で的確な防災情報を国民に提供することができるよう

に、独法後の中期計画では、台風強度に及ぼす外的要因に関する研究を進める。 
 このため、 
（１）観測点の少ない海洋上の台風予報の初期値改善のため、台風の強度について、その推定手法の高

度化 
（２）台風を含む初期環境場の改善のために、台風の最適観測法の検討 
（３）台風に伴う強雨・強風構造の実態解明を行うことにより、モデルの問題点を抽出 
（４）台風の初期値改善手法そのものについての調査 
（５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 
を行い、台風の強度予測の向上を図る。 

このように、台風に関わる観測・解析・予報モデルの高度化を一体的に行うことにより、台風の予報

精度向上のための両輪ともいうべき初期値改善・モデル高度化という研究テーマが効率的に進めること

ができ、台風強度予測の向上が可能となる。 
 

研究の到達目標 
 台風強度推定手法とその外的要因の評価に関する研究としてフィージビリティスタディを行い、今後

数年間にわたる台風強度の精度向上に関する研究の礎とする。 

 

研究計画の概要 
（１）観測点の少ない海洋上の台風予報の初期値改善のため、台風の強度について、その推定手法の高

度化 
（２）台風を含む初期環境場の改善のために、台風の最適観測法の検討 
（３）台風に伴う強雨・強風構造の実態解明を行うことにより、モデルの問題点を抽出 
                                                   
1) 平成 20 年 4 月～8 月、2) 平成 20 年 8 月～平成 21 年 3 月 
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（４）台風の初期値改善手法そのものについての調査 
（５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 
を行う。 
 

主な研究成果 
  日本（JMA）と米国（JTWC）の台風の強度推定値の違いを、静止衛星画像から決定される Dvorak

パラメータを用いて 1987 年から 2006 年までの 20 年間のデータについて調べた。北西太平洋では

GMS 画像を用いることから同じ衛星画像を用いることとなるため、本来であれば Dvorak パラメー

タは同じ値になるはずであるが、90 年代および 2002 年から 2005 年に有為な差があることが判明し

た。 
  THORPEX 太平洋アジア地域観測計画 2008（T-PARC2008）に参加することにより、台風周辺で

の環境場の把握を行なうことができた。MTSAT-2 のラピッドスキャンデータから、大気追跡風の解

析を行なった。通常、現業で得られるものと比較して、台風の内部構造の情報をより詳細に得られる

可能性があることがわかった。 
  日本本土に上陸した台風について、台風の地上風分布と、環境場と関連した台風の 3 次元構造との

関係を明らかにした。また日本に接近した台風についてウインドプロファイラデータを使った解析を

行い、壁雲周辺の気流構造を把握した。台風の発達過程を調査するため、非静力学モデルを用いて、

熱帯から中緯度領域を含む領域で台風の再現シミュレーションを行った。台風における降水強化の機

構について、雲解像モデルを用いたシミュレーションによって、雨水が雲水を捕捉する過程の重要性

を確認した 
  台風のメソ構造を予測するための数値モデルの出発点であるメソ解析中の台風構造の特徴を調べ、

台風ボーガスについて改善すべき点を明らかにした。また、台風が熱帯域にある場合でもメソ同化実

験や予報実験が行えるよう環境を整備した。 
 非静力学大気波浪海洋結合モデルを試験的に構築した。台風 Hai-Tang(2005)に対し、台風強度予

測実験を予備実験として実施し、台風通過時に形成される局所的海面水温低下による台風中心気圧降

下の抑制が波浪の効果よりも大きいことを確認した。また海洋環境場、暖水渦や冷水渦の分布が発達

期における台風強度予測に影響を与えていることを示した。 

 
 

今後に残された問題点 
 
副課題（１） 
  日本と米国の台風強度推定値の差異が、Dvorak パラメータにあることが判明した。米国の推定値

が大きい場合が多いが、なぜそうなのか、その理由については明確にできていない。両者の差が有意

だった 2002 年から 2005 年のデータを用いて、QuikSCAT の海上風データからの推定値やマイクロ

波の各周波数からの推定値などとの比較を行い、原因を調査する必要がある。 
 
副課題（２） 
  今年度は大規模な観測をようやく終えることができた段階であり、解析はこれからである。今後、

航空機観測から得られた台風周辺の環境場のデータが台風の進路予測にどのようなインパクトがあ

るかを調べる。また、ラピッドスキャンデータを現業の結果と比較する必要がある。 
 
副課題（３） 

台風による災害のほとんどは地上の強風と地上に達した降水によって発生する。しかし例えば上空

の気流の構造と地上風分布を関連付けるメカニズムについては、スケールが小さくまた構造が事例に

よって多様であることもあり、十分解明されていない。これを解決するには、特に境界層を含む詳細

な三次元分布の観測データを取得し解析を行って知見の蓄積を行うとともに、再解析データやモデル

シミュレーション結果における構造との対比によって、環境場の影響を受けて変化した台風自体の構

造とその内部の詳細な風・降水分布との関係を解明する必要がある。 
台風のシミュレーションについては、現在は、事例的な調査を行っているが、今後は非静力学モデ

ル（NHM）による台風シミュレーションの統計調査が行える実行環境を整備し、強度、進路、最大

風速半径等の調査を行い、観測データ等との比較を行う必要がある。また、典型事例では高解像度化
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等の実験も試行し、NHM を用いた台風強度予測の問題点を整理する必要がある。 
 
副課題（４） 
  ボーガス台風の熱力学構造とメソ解析で得られるものとの間に系統的な差異が存在する。また、現

在の台風ボーガス作成法では最大風速半径に関する情報を取り込めない。これらの問題に対処するに

はボーガス台風の熱力学構造を決めるパラメータを高解像度モデル用に最適化するとともに海面気

圧の動径分布を決める経験式を改定する必要がある。それとともに擬似観測データとしての台風ボー

ガスの投入点の配置を最適化する必要がある。 

 
副課題（５） 
  試験的に構築された非静力学大気波浪海洋結合モデルの大気部分の物理過程は、現在気象庁/気象

研究所等で幅広く利用されているモデルと比較して古いバージョンのものを使用しているため、今後

は新しいバージョンのモデルと波浪・海洋混合層モデルとの結合作業を行う必要がある。大気－波浪

間の物理量の交換に関して、海面状態を表す手法により、計算される台風の強度や構造が異なるとい

う問題について、最適な手法を確立する必要があるものの、今年度は未着手であった。理想実験や現

実的な台風強度予測実験内での感度実験を通じ、最適な手法を確立する必要がある。海洋環境場が台

風強度予測に少なからず影響を与えることを研究成果として示した。このことに関連して、数日間の

台風強度予測だけでなく、数年～10 年スケールでの海洋環境場の変動と台風活動の関連について、調

査を進める必要がある。 

 
成果発表状況 

・論文発表件数 10 件 
・口頭発表件数 31 件 
 
（副課題１）衛星データを用いた台風の強度推定法の高度化 

 
副課題の到達目標 

  関連する各種衛星搭載マイクロ波センサーの観測データを収集し、現存の強度推定手法を適用して、

統計解析・事例解析を行い、台風の強度予測の向上を図る。 

 
副課題の概要 

・マイクロ波放射計・散乱計のデータを収集し、台風強度の指標の一つである台風域内の海上風速を求

め、その比較を行う。 
・マイクロ波センサーを用いた台風の強度推定について、マイクロ波放射計を用いた強度推定法につい

て、これまでに作成した手法における問題点を整理し、その改良を行う。マイクロ波探査計を用いた

強度推定法・温帯低気圧化判定法の開発を行う。Dvorak 法の補完という観点から、マイクロ波から

得られる情報と T 数／CI 数との関連についても調査する。 
 

副課題の成果 
・TRMMのデータを用いて作成したマイクロ波放射計による強度推定法をAMSR-Eに拡張し、その精度

の検証を気象衛星センターおよび太平洋台風センターと共同で行い、問題点を整理した。 
・マイクロ波を用いた強度推定法との比較および補完対象としてのDvorak法による強度決定法を検証

するため、1987年から2006年の20年間における気象庁とJTWCそれぞれによるDvorak法のパラメー

タの比較を行った。その結果、90年代半ばおよび2002年から2005年にかけて両者の間に有意な差が

みられることがわかった。 

・マイクロ波放射計・探査計・散乱計のデータを収集し、あわせて衛星による各種の台風強度推定手法

の調査を行い、問題点を整理した。 

 
（副課題２）台風の最適観測法の検討 

 
副課題の到達目標 

  台風周辺の環境把握に有効であり、予報改善にも資する最適観測法を機動観測・各種衛星等のデー

タを用いて検討する。現業用数値予報ルーチンの計算データなどから台風周辺の環境把握に有効なデ
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ータを抽出する。20 年度は T-PARC に参画することにより、これらについてのフィージビリティス

タディを行い、台風の強度予測の向上を図る。 

 
副課題の概要 

・T-PARC（THORPEX 太平洋アジア地域観測計画、THORPEX  Pacific  Asian  Regional 
Campaign）に参画することにより、これらについてのフィージビィリティスタディを行う。 

 
副課題の成果 

・8 月下旬から 10 月初めまで北西太平洋で行なわれた T-PARC に参加し、台風第 12 号、13 号、15 号

の 3 つの台風周辺で行われた小型ジェット機からのドロップゾンデ観測のデータの解析を通じて、台

風周辺の環境場の把握を行なうことができた。 
・T-PARC観測期間中に行われたMTSAT2による15分間隔ならびに4分または7分間隔の衛星画像を用い

た詳細大気追跡風データを算出し、MTSAT1Rで現業的に行われている大気追跡風データとの比較を

行った。また、大気追跡風の計算時のパラメータを変更することによる計算結果の比較を行った。現

段階ではまだ比較結果の検証中であるが、台風に特化した設定での風ベクトルの計算によって内部構

造を現業データよりも詳細に捉えることができる可能性が示された。 

 
（副課題３）日本に接近する台風の強雨・強風の実態解明 

 

副課題の到達目標 
  日本付近に接近した台風と、地形や季節変化などに依存した環境場との相互作用により生じる強

雨・強風の分布に関するフィージビリティスタディを行う。また、可搬型レーダー等による観測を実

施し、台風に伴う顕著現象の高解像度データと観測ノウハウの蓄積を行うと共に、現業観測等のデー

タの収集を行う。さらに、台風に伴う特に顕著な現象について、データ解析及び雲解像モデルを用い

たシミュレーションによる雲物理的な降水強化機構などの予備調査を行う。これらにより、台風の強

度予測の向上を図る。 

 
副課題の概要 

・再解析データと観測データ等を用いて、日本付近に接近した台風の降水分布の特徴と、それに対する

環境場の影響について予備調査を行う。 

・関東周辺において可搬型ドップラー気象レーダーや GPS ゾンデによる台風観測を実施するなど、将

来的な台風などの機動観測による観測ノウハウの蓄積を行い、また、現業用ドップラーレーダーやウ

ィンドプロファイラを用いて、台風の詳細な構造に関する予備調査を行う。 

・全球解析値から NHM を用いて台風のシミュレーションが行える環境を整備し、数事例実行する。 

・台風に伴う特に顕著な現象について、データ解析及び雲解像モデルを用いたシミュレーションによる

雲物理的な降水強化機構などの予備調査を行う。 

 
副課題の成果 

・日本本土に上陸した 70 個の台風を観測による地上風分布で 5 種類に分類し、その三次元構造につい

て再解析データを用いて調べた結果、それぞれのパターンについて台風自体の熱的構造や環境場の特

徴が見られた。例えば中心付近で進路右側も含めて強風が吹くパターンは、やや傾圧性を持ち、降水

は進路前方に偏る特徴を持っていた。また地上風の左右の非対称が強いパターンは、軸対称性が強い

成熟期の台風の構造か、または傾圧性が強い温帯低気圧化末期の構造で非対称な降水分布を特徴とし

ていた。 

・台風の詳細な構造に関する予備調査として、延岡 WPR,屋久島 WPR,南大東島 WPR、独立行政法人 情
報通信研究機構（NICT）のウィンドプロファイラを用い、日本付近に接近した複数の台風接近時の

気流構造の初期解析を行った結果、壁雲周辺の気流構造を把握することができた。 

・台風機動観測のための機動観測車の基本設計を行った。強風下の安定観測のためのレドーム付の可搬

型ドップラー気象レーダー、ソーダーを搭載し、台風中心付近の微細構造や降水のない眼の領域の気

流構造を捉えることが期待される。 
・2008 年台風第 05 号、2008 年台風第 15 号を対象に、全球客観解析値を初期値・境界値にして、水平

解像度 5km の NHM を用いたシミュレーションを行った。台風の発達過程を中心に今後調査してい
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等の実験も試行し、NHM を用いた台風強度予測の問題点を整理する必要がある。 
 
副課題（４） 
  ボーガス台風の熱力学構造とメソ解析で得られるものとの間に系統的な差異が存在する。また、現

在の台風ボーガス作成法では最大風速半径に関する情報を取り込めない。これらの問題に対処するに

はボーガス台風の熱力学構造を決めるパラメータを高解像度モデル用に最適化するとともに海面気

圧の動径分布を決める経験式を改定する必要がある。それとともに擬似観測データとしての台風ボー

ガスの投入点の配置を最適化する必要がある。 

 
副課題（５） 
  試験的に構築された非静力学大気波浪海洋結合モデルの大気部分の物理過程は、現在気象庁/気象

研究所等で幅広く利用されているモデルと比較して古いバージョンのものを使用しているため、今後

は新しいバージョンのモデルと波浪・海洋混合層モデルとの結合作業を行う必要がある。大気－波浪

間の物理量の交換に関して、海面状態を表す手法により、計算される台風の強度や構造が異なるとい

う問題について、最適な手法を確立する必要があるものの、今年度は未着手であった。理想実験や現

実的な台風強度予測実験内での感度実験を通じ、最適な手法を確立する必要がある。海洋環境場が台

風強度予測に少なからず影響を与えることを研究成果として示した。このことに関連して、数日間の

台風強度予測だけでなく、数年～10 年スケールでの海洋環境場の変動と台風活動の関連について、調

査を進める必要がある。 

 
成果発表状況 

・論文発表件数 10 件 
・口頭発表件数 31 件 
 
（副課題１）衛星データを用いた台風の強度推定法の高度化 

 
副課題の到達目標 

  関連する各種衛星搭載マイクロ波センサーの観測データを収集し、現存の強度推定手法を適用して、

統計解析・事例解析を行い、台風の強度予測の向上を図る。 

 
副課題の概要 

・マイクロ波放射計・散乱計のデータを収集し、台風強度の指標の一つである台風域内の海上風速を求

め、その比較を行う。 
・マイクロ波センサーを用いた台風の強度推定について、マイクロ波放射計を用いた強度推定法につい

て、これまでに作成した手法における問題点を整理し、その改良を行う。マイクロ波探査計を用いた

強度推定法・温帯低気圧化判定法の開発を行う。Dvorak 法の補完という観点から、マイクロ波から

得られる情報と T 数／CI 数との関連についても調査する。 
 

副課題の成果 
・TRMMのデータを用いて作成したマイクロ波放射計による強度推定法をAMSR-Eに拡張し、その精度

の検証を気象衛星センターおよび太平洋台風センターと共同で行い、問題点を整理した。 
・マイクロ波を用いた強度推定法との比較および補完対象としてのDvorak法による強度決定法を検証

するため、1987年から2006年の20年間における気象庁とJTWCそれぞれによるDvorak法のパラメー

タの比較を行った。その結果、90年代半ばおよび2002年から2005年にかけて両者の間に有意な差が

みられることがわかった。 

・マイクロ波放射計・探査計・散乱計のデータを収集し、あわせて衛星による各種の台風強度推定手法

の調査を行い、問題点を整理した。 

 
（副課題２）台風の最適観測法の検討 

 
副課題の到達目標 

  台風周辺の環境把握に有効であり、予報改善にも資する最適観測法を機動観測・各種衛星等のデー

タを用いて検討する。現業用数値予報ルーチンの計算データなどから台風周辺の環境把握に有効なデ
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ータを抽出する。20 年度は T-PARC に参画することにより、これらについてのフィージビリティス

タディを行い、台風の強度予測の向上を図る。 

 
副課題の概要 

・T-PARC（THORPEX 太平洋アジア地域観測計画、THORPEX  Pacific  Asian  Regional 
Campaign）に参画することにより、これらについてのフィージビィリティスタディを行う。 

 
副課題の成果 

・8 月下旬から 10 月初めまで北西太平洋で行なわれた T-PARC に参加し、台風第 12 号、13 号、15 号

の 3 つの台風周辺で行われた小型ジェット機からのドロップゾンデ観測のデータの解析を通じて、台

風周辺の環境場の把握を行なうことができた。 
・T-PARC観測期間中に行われたMTSAT2による15分間隔ならびに4分または7分間隔の衛星画像を用い

た詳細大気追跡風データを算出し、MTSAT1Rで現業的に行われている大気追跡風データとの比較を

行った。また、大気追跡風の計算時のパラメータを変更することによる計算結果の比較を行った。現

段階ではまだ比較結果の検証中であるが、台風に特化した設定での風ベクトルの計算によって内部構

造を現業データよりも詳細に捉えることができる可能性が示された。 

 
（副課題３）日本に接近する台風の強雨・強風の実態解明 

 

副課題の到達目標 
  日本付近に接近した台風と、地形や季節変化などに依存した環境場との相互作用により生じる強

雨・強風の分布に関するフィージビリティスタディを行う。また、可搬型レーダー等による観測を実

施し、台風に伴う顕著現象の高解像度データと観測ノウハウの蓄積を行うと共に、現業観測等のデー

タの収集を行う。さらに、台風に伴う特に顕著な現象について、データ解析及び雲解像モデルを用い

たシミュレーションによる雲物理的な降水強化機構などの予備調査を行う。これらにより、台風の強

度予測の向上を図る。 

 
副課題の概要 

・再解析データと観測データ等を用いて、日本付近に接近した台風の降水分布の特徴と、それに対する

環境場の影響について予備調査を行う。 

・関東周辺において可搬型ドップラー気象レーダーや GPS ゾンデによる台風観測を実施するなど、将

来的な台風などの機動観測による観測ノウハウの蓄積を行い、また、現業用ドップラーレーダーやウ

ィンドプロファイラを用いて、台風の詳細な構造に関する予備調査を行う。 

・全球解析値から NHM を用いて台風のシミュレーションが行える環境を整備し、数事例実行する。 

・台風に伴う特に顕著な現象について、データ解析及び雲解像モデルを用いたシミュレーションによる

雲物理的な降水強化機構などの予備調査を行う。 

 
副課題の成果 

・日本本土に上陸した 70 個の台風を観測による地上風分布で 5 種類に分類し、その三次元構造につい

て再解析データを用いて調べた結果、それぞれのパターンについて台風自体の熱的構造や環境場の特

徴が見られた。例えば中心付近で進路右側も含めて強風が吹くパターンは、やや傾圧性を持ち、降水

は進路前方に偏る特徴を持っていた。また地上風の左右の非対称が強いパターンは、軸対称性が強い

成熟期の台風の構造か、または傾圧性が強い温帯低気圧化末期の構造で非対称な降水分布を特徴とし

ていた。 

・台風の詳細な構造に関する予備調査として、延岡 WPR,屋久島 WPR,南大東島 WPR、独立行政法人 情
報通信研究機構（NICT）のウィンドプロファイラを用い、日本付近に接近した複数の台風接近時の

気流構造の初期解析を行った結果、壁雲周辺の気流構造を把握することができた。 

・台風機動観測のための機動観測車の基本設計を行った。強風下の安定観測のためのレドーム付の可搬

型ドップラー気象レーダー、ソーダーを搭載し、台風中心付近の微細構造や降水のない眼の領域の気

流構造を捉えることが期待される。 
・2008 年台風第 05 号、2008 年台風第 15 号を対象に、全球客観解析値を初期値・境界値にして、水平

解像度 5km の NHM を用いたシミュレーションを行った。台風の発達過程を中心に今後調査してい
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くため、熱帯から中緯度を含む領域で実験を行った。910hPa まで発達した 2008 年台風第 15 号に関

しては、台風が熱帯域で発生する前（熱帯低気圧の段階）を初期値とした、5 日積分の実験も行った。 
・雲解像モデルを用いたシミュレーションによって T0421 における降水強化機構を明らかにするため、

雲物理量を考慮した降水効率の計算を行い、雨水が雲水を捕捉する過程の重要性を確認した。 

 
（副課題４）台風初期値の改善と熱帯での実験環境の構築 

 
副課題の到達目標 

  台風強度予測の観点からメソモデルなど高解像度予報モデルの初期値に表現された台風構造の妥

当性を観測データや理論に照らし合わせて予備的に検証するとともに、熱帯域で台風のメソ同化実験

および予報実験が行える環境を整備する。 

 
副課題の概要 

・メソ解析に表現された台風のコア域構造について観測データや理論との整合性を調べる。 
・熱帯域で台風のメソ同化実験および予報実験が行える環境を整備する。 
 

副課題の成果 
  メソ解析に表現された台風のコア域構造を調べた。台風強度（中心気圧および最大風速）については

台風がメソ解析領域の側面境界に近い所に位置している場合は気象庁ベストトラックに比較して明ら

かに強度が弱すぎる傾向がある一方、側面境界から十分離れた所では非常に強い台風を除き強度のバイ

アスは比較的小さいことが分かった。また、ベストトラックに比べ最大風速半径が系統的に大きいこと

が分かった。台風の中心軸は理論的予測に合致して高度とともに環境風の鉛直シアーベクトルの左前方

に傾斜しており、上層・下層中心間の距離は多くの場合メソ解析の格子間隔より大きかった。 
  熱帯域でメソ同化実験を行える環境を整備した．その際，熱帯域を対象とした背景誤差統計量の再計

算を行い，中緯度帯で使用される地衡風バランスの仮定が成立しないことがわかったため，制御変数の

変更を行った．この同化システムを用いて2008年のサイクロン・Nargisの事例について同化・予報実

験を行ったところ，全球解析を初期値とした予報と比較して進路予報，強度予報ともに改善するという

結果が得られた．これにより本システムの有効性が確認された． 

 
（副課題５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 

 
副課題の到達目標 

  波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化に必要となる波浪モデルに関する情報と、

波浪、海洋が台風強度予測に与える影響に関する知見を整理し、高度化した非静力学モデルによる台

風強度予測の実施とその精度向上を図る。 

 
副課題の概要 

・非静力学大気海洋結合モデル、非静力学大気波浪結合モデルによる台風予測実験を実施し、その知見

を踏まえて、非静力学大気波浪海洋結合モデルの開発に着手する。 
・非静力学大気波浪海洋結合モデル等による台風予測実験で使用する海洋再解析データを更新する。 
・非静力学大気波浪海洋結合モデルによる台風強度予測に関する知見・情報を整理する。 
 

副課題の成果 
  波浪・海洋モデルの結合により、非静力学モデル及び台風強度予測の高度化に資するため、以下の

作業を実施することにより、非静力学大気モデルに第３世代波浪モデルと海洋混合層モデルを結合し

た非静力学大気波浪海洋結合モデルの試験版を構築した。 
・波浪モデルの単一モジュール化と MPI 並列計算のためのプログラム改良。 
・海洋混合層モデルにおけるエントレインメント率算出法の改善と、海面水温日変化の再現性向上のた

めの海洋表皮層モデルの導入。 
・計算速度向上のための最適化及び波浪モデルの NuSDAS データ形式での出力。 

この試験版結合モデルにより、台風 Hai-Tang(2005)の発達期に対する数値実験を実施した。台風

Hai-Tang 通過時に形成される局所的な海面水温低下により、台風中心気圧の深まりは抑制された。

一方で波浪モデルの台風中心気圧へのインパクトは、数値実験で使用する海洋初期値及び積分時間に

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

より、異なった結果となった。また数値実験の結果から、海洋環境場、暖水渦や冷水渦の分布が発達

期における台風強度予測に影響を与えていた。台風 Hai-Tang(2005)による海洋への応答は、海洋環

境場（初期値となる場）と台風の移動速度により、1 次元的応答と 3 次元的応答に分かれることを海

洋再解析データ、Argo データおよび海洋大循環モデルによる数値実験から示した。海洋初期値に関

して、大気外力として JRA-25 を使用して、2007 年までの日別海洋再解析データを整備した。国内

外における、波浪、海洋が台風強度予測に与える影響を調査した論文を収集し、その情報を整理した。 
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くため、熱帯から中緯度を含む領域で実験を行った。910hPa まで発達した 2008 年台風第 15 号に関

しては、台風が熱帯域で発生する前（熱帯低気圧の段階）を初期値とした、5 日積分の実験も行った。 
・雲解像モデルを用いたシミュレーションによって T0421 における降水強化機構を明らかにするため、

雲物理量を考慮した降水効率の計算を行い、雨水が雲水を捕捉する過程の重要性を確認した。 

 
（副課題４）台風初期値の改善と熱帯での実験環境の構築 

 
副課題の到達目標 

  台風強度予測の観点からメソモデルなど高解像度予報モデルの初期値に表現された台風構造の妥

当性を観測データや理論に照らし合わせて予備的に検証するとともに、熱帯域で台風のメソ同化実験

および予報実験が行える環境を整備する。 

 
副課題の概要 

・メソ解析に表現された台風のコア域構造について観測データや理論との整合性を調べる。 
・熱帯域で台風のメソ同化実験および予報実験が行える環境を整備する。 
 

副課題の成果 
  メソ解析に表現された台風のコア域構造を調べた。台風強度（中心気圧および最大風速）については

台風がメソ解析領域の側面境界に近い所に位置している場合は気象庁ベストトラックに比較して明ら

かに強度が弱すぎる傾向がある一方、側面境界から十分離れた所では非常に強い台風を除き強度のバイ

アスは比較的小さいことが分かった。また、ベストトラックに比べ最大風速半径が系統的に大きいこと

が分かった。台風の中心軸は理論的予測に合致して高度とともに環境風の鉛直シアーベクトルの左前方

に傾斜しており、上層・下層中心間の距離は多くの場合メソ解析の格子間隔より大きかった。 
  熱帯域でメソ同化実験を行える環境を整備した．その際，熱帯域を対象とした背景誤差統計量の再計

算を行い，中緯度帯で使用される地衡風バランスの仮定が成立しないことがわかったため，制御変数の

変更を行った．この同化システムを用いて2008年のサイクロン・Nargisの事例について同化・予報実

験を行ったところ，全球解析を初期値とした予報と比較して進路予報，強度予報ともに改善するという

結果が得られた．これにより本システムの有効性が確認された． 

 
（副課題５）波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化 

 
副課題の到達目標 

  波浪、海洋モデルの結合等による非静力学モデルの高度化に必要となる波浪モデルに関する情報と、

波浪、海洋が台風強度予測に与える影響に関する知見を整理し、高度化した非静力学モデルによる台

風強度予測の実施とその精度向上を図る。 

 
副課題の概要 

・非静力学大気海洋結合モデル、非静力学大気波浪結合モデルによる台風予測実験を実施し、その知見

を踏まえて、非静力学大気波浪海洋結合モデルの開発に着手する。 
・非静力学大気波浪海洋結合モデル等による台風予測実験で使用する海洋再解析データを更新する。 
・非静力学大気波浪海洋結合モデルによる台風強度予測に関する知見・情報を整理する。 
 

副課題の成果 
  波浪・海洋モデルの結合により、非静力学モデル及び台風強度予測の高度化に資するため、以下の

作業を実施することにより、非静力学大気モデルに第３世代波浪モデルと海洋混合層モデルを結合し

た非静力学大気波浪海洋結合モデルの試験版を構築した。 
・波浪モデルの単一モジュール化と MPI 並列計算のためのプログラム改良。 
・海洋混合層モデルにおけるエントレインメント率算出法の改善と、海面水温日変化の再現性向上のた

めの海洋表皮層モデルの導入。 
・計算速度向上のための最適化及び波浪モデルの NuSDAS データ形式での出力。 

この試験版結合モデルにより、台風 Hai-Tang(2005)の発達期に対する数値実験を実施した。台風

Hai-Tang 通過時に形成される局所的な海面水温低下により、台風中心気圧の深まりは抑制された。

一方で波浪モデルの台風中心気圧へのインパクトは、数値実験で使用する海洋初期値及び積分時間に

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

より、異なった結果となった。また数値実験の結果から、海洋環境場、暖水渦や冷水渦の分布が発達

期における台風強度予測に影響を与えていた。台風 Hai-Tang(2005)による海洋への応答は、海洋環

境場（初期値となる場）と台風の移動速度により、1 次元的応答と 3 次元的応答に分かれることを海

洋再解析データ、Argo データおよび海洋大循環モデルによる数値実験から示した。海洋初期値に関

して、大気外力として JRA-25 を使用して、2007 年までの日別海洋再解析データを整備した。国内

外における、波浪、海洋が台風強度予測に与える影響を調査した論文を収集し、その情報を整理した。 
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海洋環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究 

－フィージビリティ・スタディ－ 
 
研究期間： 平成 20年度 
研究代表者： 石崎 廣（海洋研究部） 
 
研究担当者 
（副課題１）海洋環境モデルの開発に関する研究 

辻野博之、石崎廣、本井達夫、山中吾郎、平原幹俊、中野英之、松本聡（海洋研究部）、安田珠幾、 
小畑 淳（気候研究部）、緑川 貴、石井雅男、笹野大輔（地球化学研究部） 

 
（副課題２）海洋環境同化システムの開発に関する研究 

藤井陽介、蒲地政文、碓氷典久、松本聡、鳥山暁人（海洋研究部）、石崎士郎、今泉孝男（地球環境・

海洋部） 

 
（副課題３）海洋環境変動機構の解明に関する研究 

本井達夫、石崎廣、山中吾郎、平原幹俊、辻野博之、中野英之、蒲地政文、碓氷典久、松本聡（海洋

研究部）、安田珠幾、小畑淳（気候研究部）、緑川貴、石井雅男、時枝隆之（地球化学研究部） 

 

（副課題４）日本近海監視・予測システムに関する研究 

蒲地政文、本井達夫、辻野博之、中野英之、碓氷典久、松本聡、和田章義（台風研究部）、今泉孝男、

石崎士郎（地球環境・海洋部） 

 

研究の目的 
独法中期計画課題（研究目的：海洋環境変動の解析・監視・予報体制の強化を行う為に、海洋環境モ

デル・同化システムの開発、日本近海監視・予測システムの開発、及び海洋環境変動機構の解明を行う。）

の為のフィージビリティ・スタディを行う。 
 
研究の到達目標 

独法化後（平成 21 年度以降）本格的に取り組む中期計画課題に対してフィージビリティ・スタディ

として、課題自体の目的・目標の妥当性を評価して長期展望を模索する。また、各副課題ごとに中心と

なる研究項目を取り上げ、予備実験・調査及びそれらの初歩的解析を通してスキームの開発・改良を行

うことにより、本格的研究開始に備えるとともに、一部は開始する。 
 
研究計画の概要 

海洋研究部では、従来、5 年毎の一般経常研究を重ねて、海洋モデル開発と海洋データ同化手法の開

発を別課題として継続してきた。しかし、独立行政法人化を一年後に控え、今後とも気象庁の海洋関連

業務に貢献し、また、関係する種々の現象の解析研究を継続・発展させるためには、これらを統合して

より緊密な研究体制を構築するとともに、関連する他研究部の研究者の参加も仰いでより広範な研究ニ

ーズをカバーする必要性に迫られている。このような状況の下に独法化後の中期計画課題として「海洋

環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究」を立ち上げた。 

本研究は、中期計画課題に対するフィージビリティ・スタディとして、中期計画課題自体の目的・目

標の妥当性を評価して長期展望を模索する。また、各副課題ごとに中心となる研究項目を取り上げ、予

備実験・調査及びそれらの初歩的解析を通してスキームの開発・改良を行うことにより、本格的研究開

始に備えるものである。サブ課題間の構造は中期計画のものと同じであり、従来に加えて物質循環も含

む海洋環境モデル開発と海洋環境データ同化手法の開発はそれぞれサブ課題 1とサブ課題 2 で行い、そ

れぞれの計算結果や同化結果を用いた解析をサブ課題3 で、また、沿岸防災関係への展開として日本近

海監視・予測システムの基礎を確立することをサブ課題 4で行う。 
 
主な研究成果 

各サブ課題毎の具体的成果は以下に示されるが、全体としてはほぼ予定どおりに実施された。中心課
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題としてはサブ課題 1では 2つの国際標準実験の予備実験実施、全球渦解像モデル実験の着手、炭素を

中心とする物質循環過程並びに物理素過程スキームの開発・改良、サブ課題 2では一般化座標系に対す

る同化技術の開発、海氷モデルへの海氷データの同化手法開発、海洋漂流ブイ及び定置ブイデータに対

する観測システム評価（OSE）の実施、サブ課題 3では上記 2つのサブ課題によるデータの解析、サブ

課題 4では現在の新総合海洋解析システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化、特に、亜寒帯域にお

ける低温バイアスの低減、等であった。これらはいずれも実施され、次年度以降本格的に開始される 5
ヵ年計画の研究課題に対して、その目的・目標の妥当性を証明するとともに、以下に示されるような現

在ある問題点を明示することにより、今後の追求すべき課題と方向性を明確にした。従って、本研究は

フィージビリティ・スタディとして成功裏に終了したと考えられる。 
 
今後に残された問題点 
各サブ課題の具体的な問題点を以下に示す。 

サブ課題 1 
・来年度以降実施予定の実験の予備実験としては十分なものが実施できたものと考えられるが、CORE に

ついては、海洋モデル内でほぼ完全に熱バランスした状態を得る実験を実施するまでには至らなかった。

加速手法を用いて数千年分の計算を実施し、早急に熱的にバランスした状態を得られるようにする予定

である。 
・OCMIP については、本年度のスキーム開発により生物地球化学過程に関して 3 つのスキームを選択肢

としてもつこととなったが、これらの性能を十分には把握しきれていない面もあるため、今後感度実験

等を進めていく。 
・全球渦解像モデルは計算の高速化を図ることにより、長期間の積分も実施可能にする必要がある。 
サブ課題 2 
・一般化座標系に対応した同化システムを完成させるためには、今後、極近傍の計算の効率化の他、緯度

経度座標で計算された解析結果を一般化座標のモデル場に反映させるスキームを開発することが不可欠

である。 
・海氷の同化に関しては、今後、水温・塩分の同化と併用したときの効果や、高度な同化スキーム（変分

法、アンサンブル計算の利用など）の適応などを検討する必要がある。 
サブ課題 3 
・海氷面積変動と熱塩循環強度との関係や、それらの大気・海洋・陸面炭素循環への影響を調べる必要が

ある。 

・新たな酸素センサー等高精度測器で観測され、またモデルでも詳細に再現されている 137E 線及び 165E
線での炭素及び酸素分布の海洋物理・化学・生物に関するより定量的なプロセス研究が必要である。 

・137E の時系列データに関する観測データと気象研を含む各種研究機関でのモデルシミュレーションデ

ータの相互比較を行い、炭素を含む海洋環境の季節変動・経年・10年変動と長期変化の変動機構の解明

を進める必要がある。 
・渦輸送解析と粒子追跡解析を継続し、北太平洋の諸水塊、特に北太平洋中層水の長期変化傾向における

渦による熱と塩分（淡水）の輸送の役割を調べる必要がある。 

サブ課題 4 
・沿岸域での潮位変動を精度よく再現するためには、沿岸親潮や、黒潮より沿岸に近い海域での黒潮反流

に関する海況変動を再現する必要がある。 
・東北沖の親潮と黒潮が混在する海域での非ガウス的な誤差統計量を用いた同化手法の開発が、親潮の再

現精度を高めるためには必要である。 
 

今後の 5 ヵ年計画ではモデル研究関連は「海洋環境の予測技術の開発」、データ同化研究関連は「全球

及び日本近海を対象とした海洋データ同化システムの開発」という 2つの融合型経常研究に分かれて実

施されることになっている。本研究のサブ課題 1、サブ課題 3 のモデル計算データ解析関連、及びサブ

課題４の日本近海監視・予測システムの基礎となる高解像度モデルとネスティング手法の開発は前者に、

サブ課題 2、サブ課題 3 の再計算結果の解析関連、及びサブ課題 4 の、現行の新総合海洋解析システム

（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化を通じての日本近海監視・予測システムへの基礎確立は後者にそ

れぞれ引き継がれて実施される。以上に示されたような問題点を明確に意識しながらそれぞれの研究課

題に取り組んでいく。 
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海洋環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究 

－フィージビリティ・スタディ－ 
 
研究期間： 平成 20年度 
研究代表者： 石崎 廣（海洋研究部） 
 
研究担当者 
（副課題１）海洋環境モデルの開発に関する研究 

辻野博之、石崎廣、本井達夫、山中吾郎、平原幹俊、中野英之、松本聡（海洋研究部）、安田珠幾、 
小畑 淳（気候研究部）、緑川 貴、石井雅男、笹野大輔（地球化学研究部） 

 
（副課題２）海洋環境同化システムの開発に関する研究 

藤井陽介、蒲地政文、碓氷典久、松本聡、鳥山暁人（海洋研究部）、石崎士郎、今泉孝男（地球環境・

海洋部） 

 
（副課題３）海洋環境変動機構の解明に関する研究 

本井達夫、石崎廣、山中吾郎、平原幹俊、辻野博之、中野英之、蒲地政文、碓氷典久、松本聡（海洋

研究部）、安田珠幾、小畑淳（気候研究部）、緑川貴、石井雅男、時枝隆之（地球化学研究部） 

 

（副課題４）日本近海監視・予測システムに関する研究 

蒲地政文、本井達夫、辻野博之、中野英之、碓氷典久、松本聡、和田章義（台風研究部）、今泉孝男、

石崎士郎（地球環境・海洋部） 

 

研究の目的 
独法中期計画課題（研究目的：海洋環境変動の解析・監視・予報体制の強化を行う為に、海洋環境モ

デル・同化システムの開発、日本近海監視・予測システムの開発、及び海洋環境変動機構の解明を行う。）

の為のフィージビリティ・スタディを行う。 
 
研究の到達目標 

独法化後（平成 21 年度以降）本格的に取り組む中期計画課題に対してフィージビリティ・スタディ

として、課題自体の目的・目標の妥当性を評価して長期展望を模索する。また、各副課題ごとに中心と

なる研究項目を取り上げ、予備実験・調査及びそれらの初歩的解析を通してスキームの開発・改良を行

うことにより、本格的研究開始に備えるとともに、一部は開始する。 
 
研究計画の概要 

海洋研究部では、従来、5 年毎の一般経常研究を重ねて、海洋モデル開発と海洋データ同化手法の開

発を別課題として継続してきた。しかし、独立行政法人化を一年後に控え、今後とも気象庁の海洋関連

業務に貢献し、また、関係する種々の現象の解析研究を継続・発展させるためには、これらを統合して

より緊密な研究体制を構築するとともに、関連する他研究部の研究者の参加も仰いでより広範な研究ニ

ーズをカバーする必要性に迫られている。このような状況の下に独法化後の中期計画課題として「海洋

環境モデル・同化システムの開発と海洋環境変動機構の解明に関する研究」を立ち上げた。 

本研究は、中期計画課題に対するフィージビリティ・スタディとして、中期計画課題自体の目的・目

標の妥当性を評価して長期展望を模索する。また、各副課題ごとに中心となる研究項目を取り上げ、予

備実験・調査及びそれらの初歩的解析を通してスキームの開発・改良を行うことにより、本格的研究開

始に備えるものである。サブ課題間の構造は中期計画のものと同じであり、従来に加えて物質循環も含

む海洋環境モデル開発と海洋環境データ同化手法の開発はそれぞれサブ課題 1とサブ課題 2 で行い、そ

れぞれの計算結果や同化結果を用いた解析をサブ課題3 で、また、沿岸防災関係への展開として日本近

海監視・予測システムの基礎を確立することをサブ課題 4で行う。 
 
主な研究成果 

各サブ課題毎の具体的成果は以下に示されるが、全体としてはほぼ予定どおりに実施された。中心課
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題としてはサブ課題 1では 2つの国際標準実験の予備実験実施、全球渦解像モデル実験の着手、炭素を

中心とする物質循環過程並びに物理素過程スキームの開発・改良、サブ課題 2では一般化座標系に対す

る同化技術の開発、海氷モデルへの海氷データの同化手法開発、海洋漂流ブイ及び定置ブイデータに対

する観測システム評価（OSE）の実施、サブ課題 3では上記 2つのサブ課題によるデータの解析、サブ

課題 4では現在の新総合海洋解析システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化、特に、亜寒帯域にお

ける低温バイアスの低減、等であった。これらはいずれも実施され、次年度以降本格的に開始される 5
ヵ年計画の研究課題に対して、その目的・目標の妥当性を証明するとともに、以下に示されるような現

在ある問題点を明示することにより、今後の追求すべき課題と方向性を明確にした。従って、本研究は

フィージビリティ・スタディとして成功裏に終了したと考えられる。 
 
今後に残された問題点 
各サブ課題の具体的な問題点を以下に示す。 

サブ課題 1 
・来年度以降実施予定の実験の予備実験としては十分なものが実施できたものと考えられるが、CORE に

ついては、海洋モデル内でほぼ完全に熱バランスした状態を得る実験を実施するまでには至らなかった。

加速手法を用いて数千年分の計算を実施し、早急に熱的にバランスした状態を得られるようにする予定

である。 
・OCMIP については、本年度のスキーム開発により生物地球化学過程に関して 3 つのスキームを選択肢

としてもつこととなったが、これらの性能を十分には把握しきれていない面もあるため、今後感度実験

等を進めていく。 
・全球渦解像モデルは計算の高速化を図ることにより、長期間の積分も実施可能にする必要がある。 
サブ課題 2 
・一般化座標系に対応した同化システムを完成させるためには、今後、極近傍の計算の効率化の他、緯度

経度座標で計算された解析結果を一般化座標のモデル場に反映させるスキームを開発することが不可欠

である。 
・海氷の同化に関しては、今後、水温・塩分の同化と併用したときの効果や、高度な同化スキーム（変分

法、アンサンブル計算の利用など）の適応などを検討する必要がある。 
サブ課題 3 
・海氷面積変動と熱塩循環強度との関係や、それらの大気・海洋・陸面炭素循環への影響を調べる必要が

ある。 

・新たな酸素センサー等高精度測器で観測され、またモデルでも詳細に再現されている 137E 線及び 165E
線での炭素及び酸素分布の海洋物理・化学・生物に関するより定量的なプロセス研究が必要である。 

・137E の時系列データに関する観測データと気象研を含む各種研究機関でのモデルシミュレーションデ

ータの相互比較を行い、炭素を含む海洋環境の季節変動・経年・10年変動と長期変化の変動機構の解明

を進める必要がある。 
・渦輸送解析と粒子追跡解析を継続し、北太平洋の諸水塊、特に北太平洋中層水の長期変化傾向における

渦による熱と塩分（淡水）の輸送の役割を調べる必要がある。 

サブ課題 4 
・沿岸域での潮位変動を精度よく再現するためには、沿岸親潮や、黒潮より沿岸に近い海域での黒潮反流

に関する海況変動を再現する必要がある。 
・東北沖の親潮と黒潮が混在する海域での非ガウス的な誤差統計量を用いた同化手法の開発が、親潮の再

現精度を高めるためには必要である。 
 

今後の 5 ヵ年計画ではモデル研究関連は「海洋環境の予測技術の開発」、データ同化研究関連は「全球

及び日本近海を対象とした海洋データ同化システムの開発」という 2つの融合型経常研究に分かれて実

施されることになっている。本研究のサブ課題 1、サブ課題 3 のモデル計算データ解析関連、及びサブ

課題４の日本近海監視・予測システムの基礎となる高解像度モデルとネスティング手法の開発は前者に、

サブ課題 2、サブ課題 3 の再計算結果の解析関連、及びサブ課題 4 の、現行の新総合海洋解析システム

（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化を通じての日本近海監視・予測システムへの基礎確立は後者にそ

れぞれ引き継がれて実施される。以上に示されたような問題点を明確に意識しながらそれぞれの研究課

題に取り組んでいく。 
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成果発表状況 

・印刷発表件数  9件 
・口頭発表件数 54件 

 
（副課題１）海洋環境モデルの開発に関する研究 

 
副課題の到達目標 

海洋環境モデルを開発して、物質循環・海洋生態系・深層循環を解析し、3次元炭素分布を作成する。

そのために、フィージビリティ・スタディとしては、物質循環過程等に関するスキームの開発・改良を

行うとともに、国際標準実験や全球高解像度実験の予備実験を行い、計算データを公開するとともに、

国内外機関との情報交換を行う。 
 
副課題の概要 
・海洋モデルに関する２つの国際標準実験（CORE、OCMIP）の予備実験を実施し、計算データを公開

するとともに、国内外機関との情報交換を行う。 
① CORE：CLIVAR/WGOMD による標準データを用いた 500年程度の現在海洋再現実験  

Coordinated Ocean-ice Reference Experiments 
② OCMIP：50年程度の大気再解析データを循環的に使用し、歴史的大気CO2 濃度を与えた海洋での

炭素循環再現実験 Ocean Carbon-Cycle Model Intercomparison Project 
・北極域まで含んだ全球渦解像海洋モデル（WOCERM）による気候値強制実験及び歴史的強制実験に着

手し、解析用の計算データセットを整備する。 
・主に炭素に関する物質循環過程、海氷過程、トレーサ移流過程についてのスキームの開発・改良を通し

て再現精度の高度化を図り、その検証を行う。 
 
副課題の成果 

① 国際標準実験の実施 
・独自開発のモデルを相互比較し各々のモデルの改善点や共通の問題点を明確にすることを目的とした国

際標準実験に向けて予備実験を実施した。物理場については CORE 、炭素循環場については OCMIP
である。海洋研究部としては、地球システムモデルの海洋部分の基本性能の確認を主目的としている。

来年度以降の本格実験に備え今年度は以下の予備実験を実施した。 
・CORE：CLIVAR/WGOMD による標準データを用いた 500年程度の現在海洋再現実験 

本実験は典型的な年の大気状態を用いて海洋モデルを現在の水温・塩分気候値から 500 年間駆動する

ものである。モデルのチューニングの後に実施した結果、他機関の結果と比較してほぼ標準的な結果が得

られたが、観測と比較して北大西洋深層水形成に伴う循環が少し弱い、全球平均水温が高い、塩分が低い

などの傾向がみられた。更新された大気データを使用した結果、上記の問題点に改善の傾向がみられたた

め、モデルのパラメータの設定は大きくは変更せず本格実験を実施する予定である。 
・OCMIP：50年程度の大気再解析データを循環的に使用し、歴史的大気CO2濃度を与えた海洋での炭素

循環再現実験 
本実験は経年変動する大気再解析データと大気中二酸化炭素濃度により、海洋炭素循環モデルを駆動す

るものである。本年度は CLIVAR/WGOMD により提供された標準的な経年変動データを用いて

1958-2006 年の実験を行い、他機関の結果と比較してほぼ標準的な結果を得たが、海面二酸化炭素分圧

や全炭酸濃度に正のバイアスなどの傾向がみられた。今後、生物地球化学モデルの高度化により、これら

の問題解決の可能性の確認を進める。 
② 全球渦解像海洋モデルの実施 
・北極域まで含んだ全球渦解像海洋モデル（WOCERM）により、JRA-25 の再解析データを用いて、

1979-2004年の気候値強制及び歴史的強制実験を行った。これに併せてパッシブトレーサー（137Cs）も

計算し、東西流ジェットの存在とそれによるパッシブトレーサーの輸送が確認できた。 
③ スキームの開発・改良 
・炭素に関する物質循環過程：植物・動物プランクトンを陽に表現する、NPZD モデル、及び複数のカテ

ゴリーの植物・動物プランクトンの物質循環が表現可能なNEMURO モデルを、従来の比較的簡略化さ
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れた生物地球化学モデルに加えて導入した。国内他機関のモデル結果と比較し、同様の結果が得られる

ことを確認した。 
・海氷過程：海氷の厚さによりカテゴリー分けして、海氷どうしの乗り上げ（リッジング）なども表現可

能な海氷モデルを開発し、観測データとの比較により、海氷存在域などの再現性及び北極圏における海

氷の厚さが良好であることが確認された。再解析データにより駆動し、2007年夏季の北極における大規

模な海氷域後退の再現に成功した。 
・トレーサー移流過程： トレーサーの格子内分布を考慮し、数値拡散や分散の少ない Second Order 

Moment (SOM) 移流スキームを導入した。これにより北太平洋亜熱帯モード水の消散が軽減されて水

塊としての性質が維持され、日本海の表層高温バイアスが解消されるなどの効果が得られた。 
 
（副課題２）海洋環境同化システムの開発に関する研究 

 
副課題の到達目標 

海洋環境同化システムを開発して、海洋長期再解析データを作成する。そのために、フィージビリテ

ィ・スタディとしては、地球システムモデルに対応した一般化座標系に対する同化技術の開発及び海氷

モデルへの海氷密接度データの同化手法開発に着手する。また、海洋漂流ブイ及び定置ブイによる観測

データに対する観測システム評価（OSE）を実施する。 
 
副課題の概要 
・地球システムモデルに対応した、一般化座標系に対する同化技術の開発に着手し、観測データと比較す

る。 
・海氷モデルへの海氷密接度データの同化手法の調査を行い、開発に着手する。 
・海洋漂流ブイ（Argo）及び定置ブイ（TAO/TRITON）による観測データに対する観測システム評価（OSE、

その観測データを同化した場合のインパクトの評価）を実施する。 
 
副課題の成果 

① システムの改良（一般化座標系への対応等） 
・一般直交座標系への対応のために必要な、球面距離から背景誤差の相関係数を算出するスキームの開発

により、本来、変動の空間スケールが等方的である中・高緯度域で、背景誤差相関を緯度・経度の方向

に依存せずに表現することが可能となった。また、これに合わせて背景誤差の計算スキームの高速化を

行った。 
・長期変動の解析などを通して、従来の同化システムでは 1500m 以深についてデータ同化を行っていな

いために、海面高度・蓄熱量などの再現性が十分でないことが判明した。そのため、同化に必要な誤差

統計量などの再計算を 2000m 以浅とし、全球海洋データ同化システムの改良を行い、1950年代以降の

再解析実験を実施した。その結果、インド洋での蓄熱量の再現性等が向上した。 
② 海氷のデータ同化技術の開発 
・海洋・海氷モデルシミュレーションにおけるオホーツク海の海氷の再現性についての調査の結果、海氷

分布の季節進行は概ね表現されるが、海氷域が全体に拡がり過ぎる、北海道オホーツク海沿岸への接岸

の時期を十分正確に再現できないなどの問題点もあることが判明し、データ同化による海氷の再現性向

上の必要性が明らかになった。 
・ナッジング法による海氷密接度の同化実験を行い、その有効性の検証を行った結果、このような初歩的

な同化手法を用いても、モデルを破綻させること無く、海氷分布の改善を図ることが可能であることが

明らかとなった。また、海氷分布の十分な再現には、1日程度の時間スケールの海氷分布の修正が必要で

あることも判った。 
③ 観測データのインパクト評価 
・全球海洋データ同化システム、及びそれを用いた現行の気象庁季節予報システムを用いて、海洋漂流ブ

イ（Argoフロート）及び定置ブイ（TAO/TRITONブイ）による観測データの、太平洋、及びインド洋

熱帯域の海面水温予測に対するインパクト実験を行った。その結果、TAO/TRITON ブイについては、

太平洋熱帯域東部海面水温の 0－6 ヶ月先の予報の改善に対して、90％以上の有意な効果があることが

判明した。また、Argo フロートについては、太平洋熱帯域東部の他、太平洋熱帯域西部やインド洋の熱

帯域についても改善の効果が見られた。 
・海洋モデルのアジョイントコードを用いて黒潮大蛇行の形成に関する特異ベクトル解析を行った結果、
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成果発表状況 

・印刷発表件数  9件 
・口頭発表件数 54件 

 
（副課題１）海洋環境モデルの開発に関する研究 

 
副課題の到達目標 

海洋環境モデルを開発して、物質循環・海洋生態系・深層循環を解析し、3次元炭素分布を作成する。

そのために、フィージビリティ・スタディとしては、物質循環過程等に関するスキームの開発・改良を

行うとともに、国際標準実験や全球高解像度実験の予備実験を行い、計算データを公開するとともに、

国内外機関との情報交換を行う。 
 
副課題の概要 
・海洋モデルに関する２つの国際標準実験（CORE、OCMIP）の予備実験を実施し、計算データを公開

するとともに、国内外機関との情報交換を行う。 
① CORE：CLIVAR/WGOMD による標準データを用いた 500年程度の現在海洋再現実験  

Coordinated Ocean-ice Reference Experiments 
② OCMIP：50年程度の大気再解析データを循環的に使用し、歴史的大気CO2 濃度を与えた海洋での

炭素循環再現実験 Ocean Carbon-Cycle Model Intercomparison Project 
・北極域まで含んだ全球渦解像海洋モデル（WOCERM）による気候値強制実験及び歴史的強制実験に着

手し、解析用の計算データセットを整備する。 
・主に炭素に関する物質循環過程、海氷過程、トレーサ移流過程についてのスキームの開発・改良を通し

て再現精度の高度化を図り、その検証を行う。 
 
副課題の成果 

① 国際標準実験の実施 
・独自開発のモデルを相互比較し各々のモデルの改善点や共通の問題点を明確にすることを目的とした国

際標準実験に向けて予備実験を実施した。物理場については CORE 、炭素循環場については OCMIP
である。海洋研究部としては、地球システムモデルの海洋部分の基本性能の確認を主目的としている。

来年度以降の本格実験に備え今年度は以下の予備実験を実施した。 
・CORE：CLIVAR/WGOMD による標準データを用いた 500年程度の現在海洋再現実験 

本実験は典型的な年の大気状態を用いて海洋モデルを現在の水温・塩分気候値から 500 年間駆動する

ものである。モデルのチューニングの後に実施した結果、他機関の結果と比較してほぼ標準的な結果が得

られたが、観測と比較して北大西洋深層水形成に伴う循環が少し弱い、全球平均水温が高い、塩分が低い

などの傾向がみられた。更新された大気データを使用した結果、上記の問題点に改善の傾向がみられたた

め、モデルのパラメータの設定は大きくは変更せず本格実験を実施する予定である。 
・OCMIP：50年程度の大気再解析データを循環的に使用し、歴史的大気CO2濃度を与えた海洋での炭素

循環再現実験 
本実験は経年変動する大気再解析データと大気中二酸化炭素濃度により、海洋炭素循環モデルを駆動す

るものである。本年度は CLIVAR/WGOMD により提供された標準的な経年変動データを用いて

1958-2006 年の実験を行い、他機関の結果と比較してほぼ標準的な結果を得たが、海面二酸化炭素分圧

や全炭酸濃度に正のバイアスなどの傾向がみられた。今後、生物地球化学モデルの高度化により、これら

の問題解決の可能性の確認を進める。 
② 全球渦解像海洋モデルの実施 
・北極域まで含んだ全球渦解像海洋モデル（WOCERM）により、JRA-25 の再解析データを用いて、

1979-2004年の気候値強制及び歴史的強制実験を行った。これに併せてパッシブトレーサー（137Cs）も

計算し、東西流ジェットの存在とそれによるパッシブトレーサーの輸送が確認できた。 
③ スキームの開発・改良 
・炭素に関する物質循環過程：植物・動物プランクトンを陽に表現する、NPZD モデル、及び複数のカテ

ゴリーの植物・動物プランクトンの物質循環が表現可能なNEMURO モデルを、従来の比較的簡略化さ
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れた生物地球化学モデルに加えて導入した。国内他機関のモデル結果と比較し、同様の結果が得られる

ことを確認した。 
・海氷過程：海氷の厚さによりカテゴリー分けして、海氷どうしの乗り上げ（リッジング）なども表現可

能な海氷モデルを開発し、観測データとの比較により、海氷存在域などの再現性及び北極圏における海

氷の厚さが良好であることが確認された。再解析データにより駆動し、2007年夏季の北極における大規

模な海氷域後退の再現に成功した。 
・トレーサー移流過程： トレーサーの格子内分布を考慮し、数値拡散や分散の少ない Second Order 

Moment (SOM) 移流スキームを導入した。これにより北太平洋亜熱帯モード水の消散が軽減されて水

塊としての性質が維持され、日本海の表層高温バイアスが解消されるなどの効果が得られた。 
 
（副課題２）海洋環境同化システムの開発に関する研究 

 
副課題の到達目標 

海洋環境同化システムを開発して、海洋長期再解析データを作成する。そのために、フィージビリテ

ィ・スタディとしては、地球システムモデルに対応した一般化座標系に対する同化技術の開発及び海氷

モデルへの海氷密接度データの同化手法開発に着手する。また、海洋漂流ブイ及び定置ブイによる観測

データに対する観測システム評価（OSE）を実施する。 
 
副課題の概要 
・地球システムモデルに対応した、一般化座標系に対する同化技術の開発に着手し、観測データと比較す

る。 
・海氷モデルへの海氷密接度データの同化手法の調査を行い、開発に着手する。 
・海洋漂流ブイ（Argo）及び定置ブイ（TAO/TRITON）による観測データに対する観測システム評価（OSE、

その観測データを同化した場合のインパクトの評価）を実施する。 
 
副課題の成果 

① システムの改良（一般化座標系への対応等） 
・一般直交座標系への対応のために必要な、球面距離から背景誤差の相関係数を算出するスキームの開発

により、本来、変動の空間スケールが等方的である中・高緯度域で、背景誤差相関を緯度・経度の方向

に依存せずに表現することが可能となった。また、これに合わせて背景誤差の計算スキームの高速化を

行った。 
・長期変動の解析などを通して、従来の同化システムでは 1500m 以深についてデータ同化を行っていな

いために、海面高度・蓄熱量などの再現性が十分でないことが判明した。そのため、同化に必要な誤差

統計量などの再計算を 2000m 以浅とし、全球海洋データ同化システムの改良を行い、1950年代以降の

再解析実験を実施した。その結果、インド洋での蓄熱量の再現性等が向上した。 
② 海氷のデータ同化技術の開発 
・海洋・海氷モデルシミュレーションにおけるオホーツク海の海氷の再現性についての調査の結果、海氷

分布の季節進行は概ね表現されるが、海氷域が全体に拡がり過ぎる、北海道オホーツク海沿岸への接岸

の時期を十分正確に再現できないなどの問題点もあることが判明し、データ同化による海氷の再現性向

上の必要性が明らかになった。 
・ナッジング法による海氷密接度の同化実験を行い、その有効性の検証を行った結果、このような初歩的

な同化手法を用いても、モデルを破綻させること無く、海氷分布の改善を図ることが可能であることが

明らかとなった。また、海氷分布の十分な再現には、1日程度の時間スケールの海氷分布の修正が必要で

あることも判った。 
③ 観測データのインパクト評価 
・全球海洋データ同化システム、及びそれを用いた現行の気象庁季節予報システムを用いて、海洋漂流ブ

イ（Argoフロート）及び定置ブイ（TAO/TRITONブイ）による観測データの、太平洋、及びインド洋

熱帯域の海面水温予測に対するインパクト実験を行った。その結果、TAO/TRITON ブイについては、

太平洋熱帯域東部海面水温の 0－6 ヶ月先の予報の改善に対して、90％以上の有意な効果があることが

判明した。また、Argo フロートについては、太平洋熱帯域東部の他、太平洋熱帯域西部やインド洋の熱

帯域についても改善の効果が見られた。 
・海洋モデルのアジョイントコードを用いて黒潮大蛇行の形成に関する特異ベクトル解析を行った結果、
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大蛇行形成の2ヶ月ほど前の九州南東沖で発生する傾圧不安定が大蛇行流路に大きな影響を与えること

がわかった。このことから、この海域における観測が大蛇行の予測に対して重要であることが示唆され

た。 
 
（副課題３）海洋環境変動機構の解明に関する研究 

 
副課題の到達目標 

全球から日本近海・沿岸の海洋環境構造と変動を解析する。そのために、フィージビリティ・スタデ

ィとしては、副課題 1で実施した予備実験の結果を解析し、観測や他のモデル結果との比較を通して検

証を行う。また、同化実験結果を用いた塩分場の気候変動の解析に着手する。 
 
副課題の概要 
・国際標準実験（CORE）の予備実験結果に対し、両極域海氷分布及び熱塩循環強度に着目し、観測及び

他のモデル結果との比較を通した検証を行う。 
・国際標準実験（OCMIP）の予備実験結果に対し、137E 線及び 165E 線での炭素分布に着目し、気象庁

の観測結果との比較を通した検証を行う。 
・全球渦解像実験（WOCERM）結果に対し、北太平洋ばかりでなく他の海域まで拡張して、諸水塊形成

に及ぼす渦・擾乱の効果の評価に着手する。 
・過去の同化実験データを用いた塩分場の経年・10年変動と長期変化の解析に着手する。 

 
副課題の成果 

① 国際標準実験（CORE）の予備実験 
・CORE 経年変動予備実験において、他のモデルに先駆けて、人工衛星観測で測定されている近年の北極

海の海氷面積減少傾向が再現された。また、観測から得られた、南極環海の巨大氷湖、ウエッデルポリ

ニヤ内部の熱塩構造と珪酸塩、溶存酸素、二酸化炭素分圧、海面二酸化炭素フラックスについて調べた

結果、冬季ウエッデルポリニヤ内で海洋から大気に二酸化炭素が約 0.5μmolm-2s-1 放出されていたであ

ろうということが分かった。 
② 国際標準実験（OCMIP）の予備実験 
・OCMIP 予備実験の結果から、日本近海において海洋に吸収された人為起源二酸化炭素は、日本の南方

海域と日本海で多く蓄積されていることが示唆された。日本南方海域での蓄積は、気象庁と気象研究所

の観測結果と一致していることが分かった。 
③ 全球渦解像実験（WOCERM） 
・亜熱帯モード水、北太平洋中層水及び南太平洋の水塊が渦による熱と塩分の輸送効果によってどのよう

に変化しているのかということを知るための渦輸送解析や粒子追跡解析に着手した。また、渦解像モデ

ルの結果を用いて、北太平洋の十年規模の海面水温変動が卓越する海域の一つである、亜熱帯前線域の

長期変動について調べた結果、1970年後半の亜熱帯前線の強化、および 1990年代前半の亜熱帯前線の

弱化は、1970年代半ばの偏西風の変化に対応したモード水の変動と関連していることが明らかになった。 
④ 過去の同化実験データ 
・全球海洋同化実験結果を用いて、北太平洋中層水（NPIW）の経年・10年変動と長期低塩化傾向の解析

に着手した。NPIW の低塩分水の上流にあたる親潮黒潮混合域でも低塩化傾向が検出された。その低塩化

傾向は、親潮水および黒潮水自体の変化によっては説明することができず、その混合比の変化（親潮水

の割合増）によって説明できることが分かった。 
 

（副課題４）日本近海監視・予測システムに関する研究 

 

副課題の到達目標 
日本近海監視・予測システムの基礎を確立する。そのために、フィージビリティ・スタディとしては、

平成 20年 3月から現業化された新総合海洋解析システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化、特に、

日本沿岸の潮位データとの比較を行い再現性の検討を行う。また、亜寒帯域における水温・流速の精度

向上のため低温バイアスの低減についての改良を行う。 
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副課題の概要 
・平成 20年 3月から現業化される新総合海洋解析システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化、特に、

日本沿岸の潮位データとの比較を行い再現性の検討を行う。また、亜寒帯域における水温・流速の精度

向上のため低温バイアスの低減についての改良を行う。 
 
副課題の成果 

① 潮位データとの比較による再現性の検討 
・北西太平洋海洋データ同化システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の海面高度と、日本沿岸の潮位データ

との比較を行った。同化結果の海面高度と検潮記録の対応は良く、特に衛星による海面高度データのあ

る 1993 年以降は相関が高く、かつ外洋は高いが、北海道東部の沿岸では、沿岸親潮の再現性が低いた

め、両データに差があった。また、黒潮の大蛇行時には海面高度と検潮記録に 10cm程度の差異があり、

沿岸側の黒潮反流の再現性を高める必要があることがわかった。 
② 親潮水の再現性の向上 
・東北沖の親潮と黒潮が混在する海域で、親潮水の低温バイアスを低減し、水温・流速の精度を向上させ

た。MOVE で従来使用してきた評価関数では、正規分布を過程した誤差統計量を用いているため，夏季

の混乱水域において亜表層の親潮水の水温が低過ぎることが起こることが分かっている。これは、親潮

と黒潮が混在し、中規模渦とフロント構造が卓越しているため、従来の正規分布の誤差統計量では、非

等方的な現象を再現できないことによるものである。そのため、時空間フィルターの制約条件を付加す

る手法を開発した結果、観測データのみで作成した客観解析の変動と概ね一致した。しかしながら、非

ガウス的な確率密度分布関数を取り入れることにより、より精度が上がると期待される。 
 
成果発表状況 

・論文発表件数：9件 
・口頭発表件数：54件 

 
成果発表一覧 

１．査読論文 
1. Fujii, Y., H. Tsujino, N. Usui, H. Nakano, M. Kamachi, 2008: Application of singular vector 

analysis to the Kuroshio large meander. Journal of Geophysical Research, 113, C07026, 
doi:10.1029/2007JC004476. 

2. Nakano, H., H. Tsujino, and R. Furue, 2008: The Kuroshio Current System as a jet and twin 
“relative”recirculation gyres embedded in the Sverdrup circulation, Dynamics of 
Atmospheres and Oceans, 45, 135-164, doi:10.1016/j.dynatmoce.2007.09.002. 

3. Usui, N., H. Tsujino, H. Nakano, Y. Fujii, 2008: Formation process of the Kuroshio large 
meander in 2004, Journal of Geophysical Research, 113, C08047, 
doi:10.1029/2007JC004675. 

4. Yamanaka, G., H. Ishizaki, M. Hirabara, and I. Ishikawa, 2008: Decadal variability of the 
Subtropical Front of the western North Pacific in an eddy-resolving ocean general 
circulation model, Journal of Geophysical Research, 113, C12027, 
doi:10.1029/2008JC005002.  

5. Balmaseda, M. A., O. J. Alves, A. Arribas, T. Awaji, D. Behringer, N. Ferry, Y. Fujii, T. Lee, M. 
Rienecker, T. Rosati, D. Stammer, 2009: Ocean initialization for seasonal forecasts. 
Submitted to Oceanography. 

6. Fujii, Y., S. Mtsumoto, M. Kamachi, 2009: Estimation of the equatorial Pacific salinity field 
using ocean data assimilation systems. Submitted to Advances in Geosciences. 

7. Ishikawa, I. and H. Ishizaki, 2009: Importance of eddy representation for modeling the 
intermediate salinity minimum in the North Pacific: in comparison between 
eddy-resolving and eddy-permitting models, J. Oceanogr., in printing. 

8. Oke, P. R., M. A. Balmaseda, M. Benkiran, J. A. Cummings, E. Dombrowsky, Y. Fujii, S. 
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大蛇行形成の2ヶ月ほど前の九州南東沖で発生する傾圧不安定が大蛇行流路に大きな影響を与えること

がわかった。このことから、この海域における観測が大蛇行の予測に対して重要であることが示唆され

た。 
 
（副課題３）海洋環境変動機構の解明に関する研究 

 
副課題の到達目標 

全球から日本近海・沿岸の海洋環境構造と変動を解析する。そのために、フィージビリティ・スタデ

ィとしては、副課題 1で実施した予備実験の結果を解析し、観測や他のモデル結果との比較を通して検

証を行う。また、同化実験結果を用いた塩分場の気候変動の解析に着手する。 
 
副課題の概要 
・国際標準実験（CORE）の予備実験結果に対し、両極域海氷分布及び熱塩循環強度に着目し、観測及び

他のモデル結果との比較を通した検証を行う。 
・国際標準実験（OCMIP）の予備実験結果に対し、137E 線及び 165E 線での炭素分布に着目し、気象庁

の観測結果との比較を通した検証を行う。 
・全球渦解像実験（WOCERM）結果に対し、北太平洋ばかりでなく他の海域まで拡張して、諸水塊形成

に及ぼす渦・擾乱の効果の評価に着手する。 
・過去の同化実験データを用いた塩分場の経年・10年変動と長期変化の解析に着手する。 

 
副課題の成果 

① 国際標準実験（CORE）の予備実験 
・CORE 経年変動予備実験において、他のモデルに先駆けて、人工衛星観測で測定されている近年の北極

海の海氷面積減少傾向が再現された。また、観測から得られた、南極環海の巨大氷湖、ウエッデルポリ

ニヤ内部の熱塩構造と珪酸塩、溶存酸素、二酸化炭素分圧、海面二酸化炭素フラックスについて調べた

結果、冬季ウエッデルポリニヤ内で海洋から大気に二酸化炭素が約 0.5μmolm-2s-1 放出されていたであ

ろうということが分かった。 
② 国際標準実験（OCMIP）の予備実験 
・OCMIP 予備実験の結果から、日本近海において海洋に吸収された人為起源二酸化炭素は、日本の南方

海域と日本海で多く蓄積されていることが示唆された。日本南方海域での蓄積は、気象庁と気象研究所

の観測結果と一致していることが分かった。 
③ 全球渦解像実験（WOCERM） 
・亜熱帯モード水、北太平洋中層水及び南太平洋の水塊が渦による熱と塩分の輸送効果によってどのよう

に変化しているのかということを知るための渦輸送解析や粒子追跡解析に着手した。また、渦解像モデ

ルの結果を用いて、北太平洋の十年規模の海面水温変動が卓越する海域の一つである、亜熱帯前線域の

長期変動について調べた結果、1970年後半の亜熱帯前線の強化、および 1990年代前半の亜熱帯前線の

弱化は、1970年代半ばの偏西風の変化に対応したモード水の変動と関連していることが明らかになった。 
④ 過去の同化実験データ 
・全球海洋同化実験結果を用いて、北太平洋中層水（NPIW）の経年・10年変動と長期低塩化傾向の解析

に着手した。NPIW の低塩分水の上流にあたる親潮黒潮混合域でも低塩化傾向が検出された。その低塩化

傾向は、親潮水および黒潮水自体の変化によっては説明することができず、その混合比の変化（親潮水

の割合増）によって説明できることが分かった。 
 

（副課題４）日本近海監視・予測システムに関する研究 

 

副課題の到達目標 
日本近海監視・予測システムの基礎を確立する。そのために、フィージビリティ・スタディとしては、

平成 20年 3月から現業化された新総合海洋解析システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化、特に、

日本沿岸の潮位データとの比較を行い再現性の検討を行う。また、亜寒帯域における水温・流速の精度

向上のため低温バイアスの低減についての改良を行う。 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

 
副課題の概要 
・平成 20年 3月から現業化される新総合海洋解析システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の高度化、特に、

日本沿岸の潮位データとの比較を行い再現性の検討を行う。また、亜寒帯域における水温・流速の精度

向上のため低温バイアスの低減についての改良を行う。 
 
副課題の成果 

① 潮位データとの比較による再現性の検討 
・北西太平洋海洋データ同化システム（MOVE/MRI.COM-WNP）の海面高度と、日本沿岸の潮位データ

との比較を行った。同化結果の海面高度と検潮記録の対応は良く、特に衛星による海面高度データのあ

る 1993 年以降は相関が高く、かつ外洋は高いが、北海道東部の沿岸では、沿岸親潮の再現性が低いた

め、両データに差があった。また、黒潮の大蛇行時には海面高度と検潮記録に 10cm程度の差異があり、

沿岸側の黒潮反流の再現性を高める必要があることがわかった。 
② 親潮水の再現性の向上 
・東北沖の親潮と黒潮が混在する海域で、親潮水の低温バイアスを低減し、水温・流速の精度を向上させ

た。MOVE で従来使用してきた評価関数では、正規分布を過程した誤差統計量を用いているため，夏季

の混乱水域において亜表層の親潮水の水温が低過ぎることが起こることが分かっている。これは、親潮

と黒潮が混在し、中規模渦とフロント構造が卓越しているため、従来の正規分布の誤差統計量では、非

等方的な現象を再現できないことによるものである。そのため、時空間フィルターの制約条件を付加す

る手法を開発した結果、観測データのみで作成した客観解析の変動と概ね一致した。しかしながら、非

ガウス的な確率密度分布関数を取り入れることにより、より精度が上がると期待される。 
 
成果発表状況 

・論文発表件数：9件 
・口頭発表件数：54件 

 
成果発表一覧 

１．査読論文 
1. Fujii, Y., H. Tsujino, N. Usui, H. Nakano, M. Kamachi, 2008: Application of singular vector 

analysis to the Kuroshio large meander. Journal of Geophysical Research, 113, C07026, 
doi:10.1029/2007JC004476. 

2. Nakano, H., H. Tsujino, and R. Furue, 2008: The Kuroshio Current System as a jet and twin 
“relative”recirculation gyres embedded in the Sverdrup circulation, Dynamics of 
Atmospheres and Oceans, 45, 135-164, doi:10.1016/j.dynatmoce.2007.09.002. 

3. Usui, N., H. Tsujino, H. Nakano, Y. Fujii, 2008: Formation process of the Kuroshio large 
meander in 2004, Journal of Geophysical Research, 113, C08047, 
doi:10.1029/2007JC004675. 

4. Yamanaka, G., H. Ishizaki, M. Hirabara, and I. Ishikawa, 2008: Decadal variability of the 
Subtropical Front of the western North Pacific in an eddy-resolving ocean general 
circulation model, Journal of Geophysical Research, 113, C12027, 
doi:10.1029/2008JC005002.  

5. Balmaseda, M. A., O. J. Alves, A. Arribas, T. Awaji, D. Behringer, N. Ferry, Y. Fujii, T. Lee, M. 
Rienecker, T. Rosati, D. Stammer, 2009: Ocean initialization for seasonal forecasts. 
Submitted to Oceanography. 

6. Fujii, Y., S. Mtsumoto, M. Kamachi, 2009: Estimation of the equatorial Pacific salinity field 
using ocean data assimilation systems. Submitted to Advances in Geosciences. 

7. Ishikawa, I. and H. Ishizaki, 2009: Importance of eddy representation for modeling the 
intermediate salinity minimum in the North Pacific: in comparison between 
eddy-resolving and eddy-permitting models, J. Oceanogr., in printing. 

8. Oke, P. R., M. A. Balmaseda, M. Benkiran, J. A. Cummings, E. Dombrowsky, Y. Fujii, S. 
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Guinehut, G. Larnicol, P.-Y. Le Traon, and M. J. Martin, 2009: Ocean observing System 
Evaluation. Submitted to Oceanography. 

 

２．査読論文以外の著作物（翻訳、著書、解説） 
1. 蒲地政文, 藤井陽介, 碓氷典久, 松本聡, 増田周平, 淡路敏之, 2008: 海洋現象への最適化法の応用

としてのデータ同化：変動の再現と原因究明. オペレーションズリサーチ学会第20回RAMP
シンポジウム論文集, 173-182. 
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activities using the ocean data assimilation and prediction system MOVE/MRI.COM. 
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Kuroshio large meander. Proceedings of Asia-Oceania Geosciences Society 2008. 
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Analysis by Assimilating Ocean Observation Data to a Coupled Model. Proceedings of the 
Third CLIVAR/GODAE Meeting on Ocean Synthesis Evaluation.. 

7. 藤井陽介, 2008: MOVE システムの最近の開発と準結合同化による大気の解析. 2008年データ同

化夏の学校講義録.  
8. 藤井陽介, 蒲地政文, 2008: 背景誤差分散共分散行列の逆行列を必要としない前処理付き降下法

（POpULar）の変分解析への適用. 日本地球惑星科学連合 2008年大会講演要旨集. 
9. 藤井陽介, 蒲地政文, 高山勝巳, 2008: 海洋・気象のデータ同化で用いられる最小値探索アルゴリ
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としてのデータ同化：変動の再現と原因究明. オペレーションズリサーチ学会第20回RAMP
シンポジウム論文集, 173-182. 

 
３．口頭発表 
1. Balmaseda, M. A., O. Alves, A. Arribas, T. Awaji, D. Behringer, N. Ferry, Y. Fujii, T. Lee, M. 

Rienecker, T. Rosati, D. Stammer, 2008: Ocean Initialization for Seasonal Forecasts. 
Proceedings of GODAE Final Symposium. 

2. Cummings, J.A., L. Bertino, P. Brasseur, I. Fukumori, M. Kamachi, M. Marten, K. Mogensen, 
P. Oke, C.E. Testut, J. Verron, and A. Weaver 2008: Ocean data assimilation systems for 
GODAE. Proceedings of GODAE Final Symposium.   

3. Dombrowsky, E, L. Bertino, G. Brassington, E. Chassignet, F. Davidson, H. Hurlburt, M. 
Kamachi, T. Lee, M. Martin, S. Mei and M. Tonani 2008: GODAE systems in operation. 
Proceedings of GODAE Final Symposium. 

4. Fujii, Y., S. Matsumoto, N. Usui, H. Tsujino, T. Yasuda, M. Kamachi, 2008: OSE-OSSE 
activities using the ocean data assimilation and prediction system MOVE/MRI.COM. 
Proceedings of GODAE Final Symposium. 

5. Fujii, Y., H. Tsujino, N. Usui, H. Nakano, M. Kamachi, 2008: Singular vector analysis of the 
Kuroshio large meander. Proceedings of Asia-Oceania Geosciences Society 2008. 

6. Fujii, Y., T. Yasuda, T. Nakaegawa, M. Kamachi, 2008: Coupled Ocean and Atmosphere 
Analysis by Assimilating Ocean Observation Data to a Coupled Model. Proceedings of the 
Third CLIVAR/GODAE Meeting on Ocean Synthesis Evaluation.. 

7. 藤井陽介, 2008: MOVE システムの最近の開発と準結合同化による大気の解析. 2008年データ同

化夏の学校講義録.  
8. 藤井陽介, 蒲地政文, 2008: 背景誤差分散共分散行列の逆行列を必要としない前処理付き降下法

（POpULar）の変分解析への適用. 日本地球惑星科学連合 2008年大会講演要旨集. 
9. 藤井陽介, 蒲地政文, 高山勝巳, 2008: 海洋・気象のデータ同化で用いられる最小値探索アルゴリ

ズム（降下法）について. 第２回統計数理研気象研合同ワークショップ要旨集. 
10. 藤井陽介, 辻野博之, 碓氷典久, 中野英之, 蒲地政文, 2008: 気象庁新海洋解析システム（VIII）-

特異値分解を用いた黒潮大蛇行の形成に関する解析-. 2008 年度日本海洋学会春季大会講演

要旨集. 
11. 藤井陽介, 松本聡, 安田珠幾, 蒲地政文, 安藤健太郎, 2008: 気象庁エルニーニョ予測システムに

よる観測システム評価（OSE）. 2008年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集. 
12. Hernandez, F., L. Bertino, G. Brassington, J. A. Cummings, L. Crosnier, F. Davidoson, P. 

Hacker, M. Kamachi, and M. Martin 2008: Validation and intercomparison of analysis 
and forecast. Proceedings of GODAE Final Symposium.   

13. 平原幹俊・石崎廣・中野英之・辻野博之, 2008: 非等方的調和型粘性・拡散スキームと渦許容モデ

ルにおける黒潮流路の再現性. 日本海洋学会 2008年度秋季大会講演要旨集, P19 
14. Imaizumi, T.,  N. Usui, H. Tsujino, H. Kunimatsu, 2009: Currents of the Okhotsk Sea 

simulated by MRI/JMA ocean data assimilation system (early results). Proceedings of the 
24th International Symposium on Okhotsk Sea & Sea Ice (Mombetsu-09 Symposium). 

15. 石崎廣, 山中吾郎, 平原幹俊, 石川一郎, 辻野博之, 2008: 高解像度モデル結果における粒子追跡

による相対分散. 日本海洋学会 2008年度秋季大会講演要旨集, P14 
16. Kamachi, M. 2008: Japan national reports - main focus on planned future activities and 

examples of Demonstrations. Proceedings of Final IGST Meeting. 

2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

17. Kamachi, M. 2008: Japan GODAE Partners and JMA-MRI MOVE systems. Section6. 
Progress Report. Proceedings of the Third CLIVAR/GODAE Meeting on Ocean Synthesis 
Evaluation. 

18. Kamachi, M. , G. Brassington, J. A. Cummings, F. Davidson, Y.-H. Kim, J.-M. Lellouche, D. 
Storkey, K. Thompson, and J.-H. Yoon 2008: Regional high resolution analyses and 
forecasts at the mesoscale. Proceedings of GODAE Final Symposium.  

19. Kamachi M., Y. Fujii, N. Usui and S. Ishizaki 2008: Application of nonlinear constraints in a 
variational ocean data assimilation system MOVE/MRI.COM. Proceedings of GODAE 
Final Symposium.   

20. Kamachi, M., S. Matsumoto, and T. Nakano 2008: Ocean Change Detected From Ocean 
Analysis/Reanalysis Datasets MOVE/MRI.COM_RA. Proceedings of the International 
Symposium: Sentinel Earth, Detection of Environmental Change. 

21. Kamachi, M., S. Matsumoto, T. Nakano, and T. Yasuda 2008: Ocean Reanalysis, Water Mass 
Representation and Climate Change systems. Section9. Scientific analysis, including 
those by CLIVAR basin panels.. Proceedings of the Third CLIVAR/GODAE Meeting on 
Ocean Synthesis Evaluation. 

22. Kamachi M., N. Usui, S. Ishizaki, Y. Kanno, and T. Kuragano 2008: Validation of the JMA’s 
operational ocean data assimilation system MOVE/MRI.COM-WNP. Proceedings of 
GODAE Final Symposium.  

23. Kamachi, M., N. Usui, H. Tsujino, Y. Fujii, S. Matsumoto and S. Ishizaki 2008: Ocean Data 
Assimilation and Prediction Experiments in JMA and MRI. Proceedings of the Special 
Workshop on Operational Marine Forecasting. Central Weather Bureau 2008 Conference 
on Weather Analysis and Forecasting.  

24. Kamachi, M., N. Usui, H. Tsujino, Y. Fujii, S. Matsumoto and S. Ishizaki 2008: Operational 
Ocean Data Assimilation and Prediction System in JMA and MRI. Proceedings of the 
International Workshop for Numerical Ocean Modeling and Prediction. 

25. 蒲地政文, 藤井陽介, 碓氷典久, 松本聡, 増田 周平, 淡路敏之, 2008: 海洋現象への最適化法の応

用としてのデータ同化：変動の再現と原因究明. オペレーションズリサーチ学会、第 20 回

RAMP シンポジウム講演要旨集 
26. Matsumoto, S., T. Nakano, Y. Fujii, T. Yasuda and M. Kamachi, 2008: Climate variability of 

North Pacific Intermediate Water analyzed with ocean reanalysis data of 
MOVE/MRI.COM, Proceedings of the GODAE final symposium. 

27. Matsumoto, S., T. Nakano, Y. Fujii, T. Yasuda and M. Kamachi,2008: Ocean climate and water 
mass variabilities in the ocean reanalyses. Proceedings of Asia-Oceania Geosciences 
Society 2008. 

28. Matsumoto, S., T. Nakano, Y. Fujii, T. Yasuda and M. Kamachi, 2008: Climate variability of 
North Pacific Intermediate Water analyzed with ocean reanalysis data of 
MOVE/MRI.COM. Proceedings of the GODAE final symposium. 

29. 松本聡，中野俊也，藤井陽介，安田珠幾，蒲地政文，2008：海洋再解析データを用いた北太平洋

中層における長期変化の解析．2008年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集，p.p.246 
30. 松本聡，中野俊也，石川一郎，辻野博之，蒲地政文，2009：北太平洋中層における長期変化の要

因に関する解析．2009年度日本海洋学会春季大会講演要旨集 
31. 松本聡・藤井陽介・中野俊也・石崎士郎・安田珠幾・高谷祐平・蒲地政文 2008: 気象庁新海洋解

析システム (VI) -全球海洋データ同化システムと長期再解析- 2009 年度日本海洋学会春

季大会講演要旨集 
32. 松本聡, 安田珠幾, 中野俊哉, 藤井陽介, 蒲地政文, 2008: 同化データからみた海洋の長期変動解

析.第 12回データ同化夏の学校講義録. 
33. 本井達夫，笹井義一，石井雅男，緑川貴，2008: 南極ウェッデルポリニアに伴う深い鉛直対流混

合の海洋地球化学的証拠－海洋深層二酸化炭素の大気への冬季大量放出と夏季光合成炭素消

研
究
報
告

�－ 163 －



2.3. 研究終了報告                                      融合型経常研究 

費－．2008年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集，P39. Nakano, H. 2008: Mechanism of 
the Kuroshio Current System. 2008 SCOR 50th Anniversary Symposium. 

35. Nakano, H., 2008: Alternating Zonal Jets in a Series of High-resolutionOGCMs. 2008 AGU 
Fall Meeting. 

36. Nakano, H., H. Tsujino, and R. Furue 2008: Problem of Western Boundary Current 
Separation.2008 AGU Fall Meeting. 

37. 中野英之、本井達夫、廣瀬勝己、青山道夫、2008：海洋大循環モデルと粒子追跡法を用いた太平

洋 137Cs の解析:日本海洋学会 2008年度秋季大会講演要旨集, P64 
38. 中野俊也, 金子郁雄, 曽我太三, 安田珠幾, 辻野博之, 石崎廣, 松本聡, 蒲地政文, 2008: 北太平洋

亜熱帯循環域中層における塩分の長期トレンドについて. 2008年度日本海洋学会春季大会講

演要旨集. 
39. 中野俊也, 松本聡, 石崎廣, 蒲地政文, 2008: 気象庁新海洋解析システム（VII）－同化再解析結果

による北太平洋回帰線水の変動－. 2008年度日本海洋学会春季大会講演要旨集. 
40. Oke, O. R., M. A. Balmaseda, J. A. Cummings, E. Dombrowsky, Y. Fujii, S. Guinehut, G. 

Larnicol, P.-Y. Le Traon, M. J. Martin, 2008: Observing System Evaluation. Proceedings of 
GODAE Final Symposium. 

41. Soga, T., I. Ishikawa, S. Matsumoto, Y. Fujii, M. Kamachi, 2008: Operational ocean data 
assimilation System for monitoring ENSO at Japan Meteorological Agency. Proceedings 
of the GODAE final symposium.  

42. 鳥山暁人, 2008: データ同化の基礎. 解答編, 第１２回データ同化夏の学校講義録. 
43. 鳥山暁人, 松本聡, 藤井陽介, 蒲地政文, 2009: 気象研全球海洋データ同化システム

MOVE/MRI.COM-G の改良. 2009年度日本海洋学会春季大会講演予稿集. 
44. 辻野 博之・中野 英之・平原幹俊・本井 達夫, 2008: 気象研究所共用海洋モデルによる現在気候

再現実験でシミュレートされた海氷. 日本海洋学会 2008年度春季大会講演要旨集, P107 
45. 辻野博之, 西川史朗, 坂本圭, 中野英之, 石崎廣 2008: 北太平洋渦解像モデルにおける渦フラッ

クスの評価. 日本海洋学会 2008年度秋季大会講演要旨集, P18 
46. 楳田貴郎 , 碓氷典久 , 大森正雄 , 石崎士郎 , 2008: 気象庁海洋データ同化システム

（MOVE/MRI.COM）における親潮域の表現. 東京大学海洋研究所国際沿岸海洋研究センタ

ー研究集会「親潮～混合域の観測研究－「親潮」認識の再確認 －」講演要旨集. 
47. Usui, N., S. Ishizaki, Y. Fujii, H. Tsujino, M. Kamachi, 2008：Reproducibility of currents and 

water masses in the North Pacific subarctic region in MOVE/MRI.COM. Proceedings of 
GODAE Final Symposium.  

48. 碓氷典久, 2008: アジョイント法の基礎. 解答編. 2008年海洋データ同化夏の学校講義録. 
49. 碓氷典久, 今泉孝男, 辻野博之，2009: MOVE/MRI.COM への海氷密接度同化の導入に向けて. ―

オホーツク海を対象とした予備調査と簡易同化実験―. 平成 20年度気象庁海洋気象技術検討

会講演要旨集. 
50. 碓氷典久, 辻野博之, 中野英之, 藤井陽介, 蒲地政文, 2008: 黒潮大蛇行の形成条件. -2004年大蛇

行事例による感度実験-. 2008年度日本海洋学会春季大会講演要旨集. 
51. 碓氷典久, 辻野博之, 中野英之, 藤井陽介, 蒲地政文, 2008: 2004 年黒潮大蛇行の消滅過程. 2008

年度日本海洋学会秋季大会講演要旨集.  
52. 和田章義, Johnny, C. L. Chan, 松本聡, 2008: 北西太平洋海域における海洋貯熱量と台風活動の

経年変動・相互作用. 2008年度日本海洋学会春季大会講演要旨集. 
53. Yasuda, T., Y. Fujii and S. Matsumoto, 2008: Linear trend of global mean sea level due to 

thermal expansion during 1960-2001: OGCM experiments. Proceedings of the 2008 
Western Pacific Geophysics Meeting. 
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気候システムとその変動特性のモデルによる研究 
 
研究期間： 平成 15年度～平成 20年度 
研究代表者： 鬼頭昭雄1)、楠 昌司 2)（気候研究部 第一研究室長） 
研究担当者： 鬼頭昭雄、楠 昌司 2)、小寺邦彦 3)、村上茂教 4)、上口賢治、足立恭将、行本誠史、保坂征

宏、坂見智法 5)、尾瀬智昭 1)、本井達夫 6)、黒田友二 5)、吉村純 2)、内山貴雄 7) 、新藤永樹
8) 、馬淵和雄 8) 、小畑淳 9) 、遠藤洋和 9)（気候研究部）、藪将吉 7) 、川合秀明 10) 、新保

明彦 11) (地球環境・海洋部） 
 
研究の目的 

これまで主に大気海洋の結合系や対流圏－成層圏間の大気相互作用にとどまっていた気候の理解お

よび気候モデルの範囲を、植生・陸面状態、雪氷・海氷分布、大気組成の変化（オゾン、二酸化炭素）

に拡大する。 
 
研究の到達目標 

従来の大気・海洋結合モデルを用いてのメカニズム研究を引き続いて行い、大気・海洋結合系として

の気候の理解を深める。また、植生・陸面、雪氷・海氷、大気組成に関連するモデルを導入して、気候

モデルの高度化を図り、順次高度化した気候モデルを用いてこれらの諸要素が気候システムのなかで果

たす役割について研究する。 
 
研究の概要 

（１） 気候システムに関する基礎的研究 
 従来の大気・海洋結合系モデルを用いてのメカニズム研究は引き続いて行い大気・海洋結合系として

の気候の理解を深めるとともに、順次高度化した気候モデルを用いて植生・陸面、雪氷・海氷、大気組

成が気候システムのなかで果たす役割について研究する。具体的には、インド洋・西太平洋の海洋力学

がアジアモンスーンや中高緯度大気に果たす役割、水田の導入等陸面モデルの高度化のインパクト、植

生分布の変化がもたらす気候変化の研究、氷床モデルを用いた氷期の氷床の成長維持過程の研究、大気

組成変化に伴う大気循環の変化メカニズムの研究を行う。 
 
（２） 気候システムのモデル化に関する研究 
 （１）に必要な植生・陸面、雪氷・海氷に関係するモデルを導入して、気候モデルの高度化をはかる。

具体的には、陸面モデルへの耕作地・水田の導入や河川網の整備、積雪モデルの改良、氷床モデルの導

入を行う。また気候モデルの高分解能化とこれに伴う積雲対流や雲過程、重力波抵抗の過程の改良も継

続して行う。 
 

研究成果 
 

（１）気候システムに関する基礎的研究 
 
○古気候 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2.2）により、山岳高度を 0%（山なし）から 140%（現状より 40%

高い）まで段階的に変えた実験により、熱帯の気候形成に及ぼす山岳の効果を調べた。山岳高度が高

いほど熱帯太平洋の海面水温は低く、エルニーニョ南方振動現象の振幅が小さく、かつ非規則的であ

ることが示された。 
・最終氷期の始まりとされる約 115,000 年前の地球軌道要素を大気海洋結合モデル(MRI-CGCM2.2)に

与え、北半球の高緯度で氷床成長が起こるか否かについて調べた。その結果、カナダ北部の多島海域

で越年性の積雪域が現れ、時間積分と共に空間的にも成長を始めることが示された。 

                                                   
1) 平成 15～16年度、2) 平成 17～20年度、3) 平成 15～17年度、4) 平成 15年度、5) 平成 16～20年度、 
6) 平成 16～17年度、7) 平成 17年度、8) 平成 18～20年度、9) 平成 20年度、10) 平成 18年度、 
11) 平成 19～20年度 
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気候システムとその変動特性のモデルによる研究 
 
研究期間： 平成 15年度～平成 20年度 
研究代表者： 鬼頭昭雄1)、楠 昌司 2)（気候研究部 第一研究室長） 
研究担当者： 鬼頭昭雄、楠 昌司 2)、小寺邦彦 3)、村上茂教 4)、上口賢治、足立恭将、行本誠史、保坂征

宏、坂見智法 5)、尾瀬智昭 1)、本井達夫 6)、黒田友二 5)、吉村純 2)、内山貴雄 7) 、新藤永樹
8) 、馬淵和雄 8) 、小畑淳 9) 、遠藤洋和 9)（気候研究部）、藪将吉 7) 、川合秀明 10) 、新保

明彦 11) (地球環境・海洋部） 
 
研究の目的 

これまで主に大気海洋の結合系や対流圏－成層圏間の大気相互作用にとどまっていた気候の理解お

よび気候モデルの範囲を、植生・陸面状態、雪氷・海氷分布、大気組成の変化（オゾン、二酸化炭素）

に拡大する。 
 
研究の到達目標 

従来の大気・海洋結合モデルを用いてのメカニズム研究を引き続いて行い、大気・海洋結合系として

の気候の理解を深める。また、植生・陸面、雪氷・海氷、大気組成に関連するモデルを導入して、気候

モデルの高度化を図り、順次高度化した気候モデルを用いてこれらの諸要素が気候システムのなかで果

たす役割について研究する。 
 
研究の概要 

（１） 気候システムに関する基礎的研究 
 従来の大気・海洋結合系モデルを用いてのメカニズム研究は引き続いて行い大気・海洋結合系として

の気候の理解を深めるとともに、順次高度化した気候モデルを用いて植生・陸面、雪氷・海氷、大気組

成が気候システムのなかで果たす役割について研究する。具体的には、インド洋・西太平洋の海洋力学

がアジアモンスーンや中高緯度大気に果たす役割、水田の導入等陸面モデルの高度化のインパクト、植

生分布の変化がもたらす気候変化の研究、氷床モデルを用いた氷期の氷床の成長維持過程の研究、大気

組成変化に伴う大気循環の変化メカニズムの研究を行う。 
 
（２） 気候システムのモデル化に関する研究 
 （１）に必要な植生・陸面、雪氷・海氷に関係するモデルを導入して、気候モデルの高度化をはかる。

具体的には、陸面モデルへの耕作地・水田の導入や河川網の整備、積雪モデルの改良、氷床モデルの導

入を行う。また気候モデルの高分解能化とこれに伴う積雲対流や雲過程、重力波抵抗の過程の改良も継

続して行う。 
 

研究成果 
 

（１）気候システムに関する基礎的研究 
 
○古気候 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2.2）により、山岳高度を 0%（山なし）から 140%（現状より 40%

高い）まで段階的に変えた実験により、熱帯の気候形成に及ぼす山岳の効果を調べた。山岳高度が高

いほど熱帯太平洋の海面水温は低く、エルニーニョ南方振動現象の振幅が小さく、かつ非規則的であ

ることが示された。 
・最終氷期の始まりとされる約 115,000 年前の地球軌道要素を大気海洋結合モデル(MRI-CGCM2.2)に

与え、北半球の高緯度で氷床成長が起こるか否かについて調べた。その結果、カナダ北部の多島海域

で越年性の積雪域が現れ、時間積分と共に空間的にも成長を始めることが示された。 

                                                   
1) 平成 15～16年度、2) 平成 17～20年度、3) 平成 15～17年度、4) 平成 15年度、5) 平成 16～20年度、 
6) 平成 16～17年度、7) 平成 17年度、8) 平成 18～20年度、9) 平成 20年度、10) 平成 18年度、 
11) 平成 19～20年度 

研
究
報
告
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・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2.3.4）により完新世中期（約 6,000年前）の再現実験を行なった。

完新世中期の北極海の海氷は夏から秋にかけて現在より後退し、海面水温・塩分ともに高く、北極点

付近の海氷は氷厚が現在より 1～2m 薄いという結果となった。このため北極海及びその周辺の気温・

湿度ともに高いことがわかった。 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2）による完新世中期（約 6,000年前）の再現実験を用いて、平均

気候場とエルニーニョ南方振動現象(ENSO)に与える影響について調べた。モデルでフラックス補正

を用いる場合と用いない場合の比較を行い、平均気候場についてはフラックス補正有りの方が、

ENSOの評価についてはフラックス補正無しの方が、それぞれもっともらしい結果を示した。 
・完新世中期（6,000 年前）の気候再現実験において気候・植生オフライン結合実験を行なった。最終

氷期最盛期（21,000年前）についても同様の気候再現実験と気候・植生オフライン結合実験を行なっ

た。気候・植生オフライン結合実験を、植生変化を含まない実験と比較解析した結果、気候・植生相

互作用により完新世中期（6,000年前）と現在気候との気温差、最終氷期最盛期（21,000年前）と現

在気候との気温差がともに大きくなることが分かった。 
 
○陸面過程 
・海陸分布(陸域増加)の降水への影響を調べる実験を行い、陸の増加する領域では降水が減少すること

を示した。 
・陸面モデル・気候モデルを用いて、降水の蒸発散と河川流出への配分比に関してブディコの枠組みで

調べた。乾燥域では正味放射が降水を蒸発させるのに十分あり流出はほとんどないレジームにあるの

に対し、湿潤域では蒸発散はほぼ飽和状態にあって降水の変化がほぼそのまま流出の変化になるよう

なレジームにあること、いわゆる半乾燥域は両レジームの中間にあることがわかった。 
・シベリアの植生変化が気候に及ぼす影響について調べた。その結果、シベリアの針葉樹林がツンドラ

化した場合、その領域では年平均で約 3℃地上気温が有意に低下し、その影響は晩冬から初夏にかけ

てみられ、アルベドの変化と対応していると考えられることが分かった。 
・陸面植生モデルとして開発されたBAIMを導入した全球気候モデルを用い、アジア熱帯域森林破壊の

影響に関する数値実験を行った。アジア熱帯雨林地域での継続的な森林の減少が、継続的な大気中か

らの CO2吸収量の減少傾向の持続をもたらし、大気中 CO2濃度の上昇傾向に拍車をかける可能性を

もつことが示唆された。熱帯季節林より熱帯雨林における森林破壊の影響の方が大きくなる可能性が

あることが分かった。 
 
○エルニーニョ・南方振動（ENSO）現象 
・気象研究所の気候モデル（MRI-CGCM2.2）の 1000 年間積分におけるエルニーニョ南方振動とイン

ドモンスーンについて調べた。両者の間には、観測で見られるものと同様に、負相関（エルニーニョ

時にインドモンスーン降水量が負偏差）となる関係が見出だされたが、この関係は数十年スケールで

変動していた。ENSO の振幅の数十年スケールでの変動に伴い、赤道東西循環が変動しモンスーンへ

の関与の強弱が変動することが示された。 
・熱帯太平洋のエルニーニョが南半球高緯度に及ぼす影響を観測とモデルを比較して調べた。その結果、

エルニーニョの影響を最も大きく受ける海域は南極ロス・アムンゼン海（太平洋セクターの東部）で

あることが確認された。 
 
○太陽活動の影響 
・太陽活動の変化,ENSO サイクルによる海洋変化の効果が大気循環に与える複合的な影響について調

べるために、1958年から 1999年の 41年間について、太陽活動の活発な時期と不活発な時期にデー

タを二分し、ENSO の状況を調べた結果、ENSO の進行に違いがあることが見いだされた。 
・太陽活動の変動に伴って成層圏子午面循環が変化し、熱帯赤道域の成層圏界面付近の気温が変化する

ことが知られている。これに伴い対流圏の赤道域の南北循環の他に東西循環が変化し、その影響によ

ってENSO サイクルやインドモンスーンに影響が及ぶことをデータ解析から示した。 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2）を用いて、太陽活動（11 年周期）に相当する仮想的な強制を

加えた実験を行い，北極振動の変調の可能性を調べた。太陽活動の極大・極小に対応し，観測に見ら

れるような北大西洋振動（NAO）と成層圏環状モードとの結びつきの違いが現れた。 
・太陽活動が対流圏成層圏結合に及ぼす影響を調べた。観測データ及び気象研化学気候モデルの実験結

果の解析から南半球のアクティブシーズン（現実大気で 11 月）の環状モードについて調べた結果、
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一般に紫外線強度が強いほど対流圏成層圏結合が強くなることが見出された。 
・北半球冬季の平均した北大西洋振動についても観測データから、紫外線強度が強いほど対流圏成層圏

結合が強くなることが見出された。観測データ及びモデルで同化したオゾンデータの解析より、太陽

活動が高い場合に冬季の北大西洋振動が夏まで持続性する原因は、冬季に形成される下部成層圏のオ

ゾン偏差がメモリーになるためであることが分かった。 
 
○その他 
・大気海洋境界における淡水フラックスの熱塩循環への影響を調べる感度実験を行い、簡単な理論モデ

ルによる予測と比較した。その結果、大気側の水蒸気輸送のパターンと熱塩循環の循環様式との関係

が明確になった。気象研結合モデルの大西洋熱塩循環は熱塩駆動レジームにあることが示唆される。 
・８種類の異なる海面水温分布を与えた水惑星実験を行い、データを国際比較実験グループに提供した。 
・成層圏突然昇温および環状モードの予測可能性を調べた。2001 年冬季の成層圏突然昇温（SSW）に

ついて気象研大気大循環モデルを用いて予測可能性を調べた所、おおよそ２週間前位から予測可能で

あることが示された。また、SSW の種を調べた所、先行するヨーロッパのブロッキングの発達度（ブ

ロッキングが発達する時ほどSSW が起きやすい）と関係が深いことが分かった。 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2）を用いて、成層圏に北半球環状モード(NAM)的な応答を生じさ

せる強制を与えた実験を行い、その対流圏への影響および海洋との相互作用を調べた。 
 
（２）気候システムのモデル化に関する研究 
○大気海洋結合モデル 

・結合モデルにとって重要な放射収支の調整を行った。その結果、短波、長波それぞれの緯度別経

度平均値はほぼ観測値と一致するようになった。また、降水分布も同時に改善したことが確認で

きた。 
 
○海面 
・標準的な大気大循環モデルでは表現されていない海面水温（SST）の日変化を表現できる海面表

層スキームを開発、モデルへ導入した。このスキームは、観測される SST の日変化をよく再現

できていた。また、熱帯西太平洋の夏期の降水再現性が向上した。 
 
○陸面 
・陸面モデルへ 1ｘ1度版河川網および湖面を導入した。 
・積雪アルベドに Aoki et al（2003）の手法を導入した。融雪期が早すぎるバイアスが大きく改善した。 
・植生モデルとしてBIOME4 を導入しオフライン実験を開始した。 
・モザイク（単一大気格子に複数の陸面格子を割り当てる設定）植生対応の新陸面モデル（HAL）

の開発を行った。 
・モザイク対応しつつ、積雪や土壌の層を任意に細かく切ることもできるような、新しい陸面モデ

ルを開発した。 
 
○海氷 
・気候モデル（MRI-CGCM3）における海氷過程の改良を行った。北半球の氷縁部の表現には未だ問題

があるものの、北極海ではフラックス調整なしでも、100年程度の長期積分で、観測値に近い海氷表

現が可能となった。 
・薄氷を予報変数化したことでより海氷の挙動の安定性が増し、特に、北極海内部の多年氷については、

長期の積分でもフラックスコレクション無しでほぼ観測値を再現可能となった。 
 
○氷床 
・気候モデルに氷床力学モデル（グリーンランド版）の組み込みを行った。 
・氷床モデルの高解像度化（20km）を行なった。 
・氷床力学モデルを南極に適用した。 
 
○重力波 
・重力波抵抗スキームの改良版について長期積分し動作テストを行った。新重力波抵抗スキーム導入に
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・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2.3.4）により完新世中期（約 6,000年前）の再現実験を行なった。

完新世中期の北極海の海氷は夏から秋にかけて現在より後退し、海面水温・塩分ともに高く、北極点

付近の海氷は氷厚が現在より 1～2m 薄いという結果となった。このため北極海及びその周辺の気温・

湿度ともに高いことがわかった。 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2）による完新世中期（約 6,000年前）の再現実験を用いて、平均

気候場とエルニーニョ南方振動現象(ENSO)に与える影響について調べた。モデルでフラックス補正

を用いる場合と用いない場合の比較を行い、平均気候場についてはフラックス補正有りの方が、

ENSOの評価についてはフラックス補正無しの方が、それぞれもっともらしい結果を示した。 
・完新世中期（6,000 年前）の気候再現実験において気候・植生オフライン結合実験を行なった。最終

氷期最盛期（21,000年前）についても同様の気候再現実験と気候・植生オフライン結合実験を行なっ

た。気候・植生オフライン結合実験を、植生変化を含まない実験と比較解析した結果、気候・植生相

互作用により完新世中期（6,000年前）と現在気候との気温差、最終氷期最盛期（21,000年前）と現

在気候との気温差がともに大きくなることが分かった。 
 
○陸面過程 
・海陸分布(陸域増加)の降水への影響を調べる実験を行い、陸の増加する領域では降水が減少すること

を示した。 
・陸面モデル・気候モデルを用いて、降水の蒸発散と河川流出への配分比に関してブディコの枠組みで

調べた。乾燥域では正味放射が降水を蒸発させるのに十分あり流出はほとんどないレジームにあるの

に対し、湿潤域では蒸発散はほぼ飽和状態にあって降水の変化がほぼそのまま流出の変化になるよう

なレジームにあること、いわゆる半乾燥域は両レジームの中間にあることがわかった。 
・シベリアの植生変化が気候に及ぼす影響について調べた。その結果、シベリアの針葉樹林がツンドラ

化した場合、その領域では年平均で約 3℃地上気温が有意に低下し、その影響は晩冬から初夏にかけ

てみられ、アルベドの変化と対応していると考えられることが分かった。 
・陸面植生モデルとして開発されたBAIMを導入した全球気候モデルを用い、アジア熱帯域森林破壊の

影響に関する数値実験を行った。アジア熱帯雨林地域での継続的な森林の減少が、継続的な大気中か

らの CO2吸収量の減少傾向の持続をもたらし、大気中 CO2濃度の上昇傾向に拍車をかける可能性を

もつことが示唆された。熱帯季節林より熱帯雨林における森林破壊の影響の方が大きくなる可能性が

あることが分かった。 
 
○エルニーニョ・南方振動（ENSO）現象 
・気象研究所の気候モデル（MRI-CGCM2.2）の 1000 年間積分におけるエルニーニョ南方振動とイン

ドモンスーンについて調べた。両者の間には、観測で見られるものと同様に、負相関（エルニーニョ

時にインドモンスーン降水量が負偏差）となる関係が見出だされたが、この関係は数十年スケールで

変動していた。ENSO の振幅の数十年スケールでの変動に伴い、赤道東西循環が変動しモンスーンへ

の関与の強弱が変動することが示された。 
・熱帯太平洋のエルニーニョが南半球高緯度に及ぼす影響を観測とモデルを比較して調べた。その結果、

エルニーニョの影響を最も大きく受ける海域は南極ロス・アムンゼン海（太平洋セクターの東部）で

あることが確認された。 
 
○太陽活動の影響 
・太陽活動の変化,ENSO サイクルによる海洋変化の効果が大気循環に与える複合的な影響について調

べるために、1958年から 1999年の 41年間について、太陽活動の活発な時期と不活発な時期にデー

タを二分し、ENSO の状況を調べた結果、ENSO の進行に違いがあることが見いだされた。 
・太陽活動の変動に伴って成層圏子午面循環が変化し、熱帯赤道域の成層圏界面付近の気温が変化する

ことが知られている。これに伴い対流圏の赤道域の南北循環の他に東西循環が変化し、その影響によ

ってENSO サイクルやインドモンスーンに影響が及ぶことをデータ解析から示した。 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2）を用いて、太陽活動（11 年周期）に相当する仮想的な強制を

加えた実験を行い，北極振動の変調の可能性を調べた。太陽活動の極大・極小に対応し，観測に見ら

れるような北大西洋振動（NAO）と成層圏環状モードとの結びつきの違いが現れた。 
・太陽活動が対流圏成層圏結合に及ぼす影響を調べた。観測データ及び気象研化学気候モデルの実験結

果の解析から南半球のアクティブシーズン（現実大気で 11 月）の環状モードについて調べた結果、
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一般に紫外線強度が強いほど対流圏成層圏結合が強くなることが見出された。 
・北半球冬季の平均した北大西洋振動についても観測データから、紫外線強度が強いほど対流圏成層圏

結合が強くなることが見出された。観測データ及びモデルで同化したオゾンデータの解析より、太陽

活動が高い場合に冬季の北大西洋振動が夏まで持続性する原因は、冬季に形成される下部成層圏のオ

ゾン偏差がメモリーになるためであることが分かった。 
 
○その他 
・大気海洋境界における淡水フラックスの熱塩循環への影響を調べる感度実験を行い、簡単な理論モデ

ルによる予測と比較した。その結果、大気側の水蒸気輸送のパターンと熱塩循環の循環様式との関係

が明確になった。気象研結合モデルの大西洋熱塩循環は熱塩駆動レジームにあることが示唆される。 
・８種類の異なる海面水温分布を与えた水惑星実験を行い、データを国際比較実験グループに提供した。 
・成層圏突然昇温および環状モードの予測可能性を調べた。2001 年冬季の成層圏突然昇温（SSW）に

ついて気象研大気大循環モデルを用いて予測可能性を調べた所、おおよそ２週間前位から予測可能で

あることが示された。また、SSW の種を調べた所、先行するヨーロッパのブロッキングの発達度（ブ

ロッキングが発達する時ほどSSW が起きやすい）と関係が深いことが分かった。 
・大気海洋結合モデル（MRI-CGCM2）を用いて、成層圏に北半球環状モード(NAM)的な応答を生じさ

せる強制を与えた実験を行い、その対流圏への影響および海洋との相互作用を調べた。 
 
（２）気候システムのモデル化に関する研究 
○大気海洋結合モデル 

・結合モデルにとって重要な放射収支の調整を行った。その結果、短波、長波それぞれの緯度別経

度平均値はほぼ観測値と一致するようになった。また、降水分布も同時に改善したことが確認で

きた。 
 
○海面 
・標準的な大気大循環モデルでは表現されていない海面水温（SST）の日変化を表現できる海面表

層スキームを開発、モデルへ導入した。このスキームは、観測される SST の日変化をよく再現

できていた。また、熱帯西太平洋の夏期の降水再現性が向上した。 
 
○陸面 
・陸面モデルへ 1ｘ1度版河川網および湖面を導入した。 
・積雪アルベドに Aoki et al（2003）の手法を導入した。融雪期が早すぎるバイアスが大きく改善した。 
・植生モデルとしてBIOME4 を導入しオフライン実験を開始した。 
・モザイク（単一大気格子に複数の陸面格子を割り当てる設定）植生対応の新陸面モデル（HAL）

の開発を行った。 
・モザイク対応しつつ、積雪や土壌の層を任意に細かく切ることもできるような、新しい陸面モデ

ルを開発した。 
 
○海氷 
・気候モデル（MRI-CGCM3）における海氷過程の改良を行った。北半球の氷縁部の表現には未だ問題

があるものの、北極海ではフラックス調整なしでも、100年程度の長期積分で、観測値に近い海氷表

現が可能となった。 
・薄氷を予報変数化したことでより海氷の挙動の安定性が増し、特に、北極海内部の多年氷については、

長期の積分でもフラックスコレクション無しでほぼ観測値を再現可能となった。 
 
○氷床 
・気候モデルに氷床力学モデル（グリーンランド版）の組み込みを行った。 
・氷床モデルの高解像度化（20km）を行なった。 
・氷床力学モデルを南極に適用した。 
 
○重力波 
・重力波抵抗スキームの改良版について長期積分し動作テストを行った。新重力波抵抗スキーム導入に
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ついては、Hines の重力波抵抗スキームを用い、また、準二年振動（QBO）や半年振動（SAO）に

対応する現象の表現が可能になった。 
・Hines の重力波抵抗スキームを確率化することによって、気候モデル用の粗い鉛直解像度でも

QBO-like・SAO-like の表現が可能になった。 
・中層大気の気候値の改善を目的として複数の重力波抵抗スキームの組み合わせによる東西平均風と観

測値CIRA86 を比較した。極夜ジェットの再現性に改良の余地があることがわかった。 
 
○炭素循環 
・気候モデル（MRI-CGCM3）炭素循環過程を導入した。大気中の二酸化炭素濃度を 0 次元、2 次元、

または 3次元で予報、陸面には簡易な生物炭素過程モデルを導入した。また、海面で二酸化炭素フラ

ックスを計算するスキームを組み込んだ。 
・気候変動に対する陸域生態系の応答をより正確に表現することを目的として、特に純一次生産（植

物による正味の大気からの二酸化炭素吸収）に関する部分について、観測経験式により簡略に表

現していた従来の方法を一新し、生物化学の見地から葉の光合成における酵素、光、気孔のはた

らきを考慮した精緻なモデルを開発した。このモデルを従来の大循環モデル（CGCM2）に組み

込み、純一次生産や葉面積指数を全球規模でほぼ再現することを確認した。 
 
○積雲対流と雲過程 
・気候モデルにおける降水の強度の頻度分布を調べ、GPCP 等の観測データと比較した。モデルでは弱

い雨の頻度が多く、強い雨の頻度が少ないことがわかった。 
・雲解像モデル（NHM）を参照して、全球モデルの対流パラメタリゼーション改善を目的に、雲解像

モデルを世界各地、また初期・境界条件を再解析（JRA）、気象庁現業解析（GANAL）や全球モデル

を用いて作成する前処理ツールを作成した。これらを用いて、テストケースとして台風 0422 のシミ

ュレーションを雲解像モデルと全球 20km モデルで行い比較したところ、中心気圧や雨の分布につい

ての再現性が異なることがわかった。 
・NHM を全球モデル、結合モデルからの力学的ダウンスケーリングするための初期値境界値作成ツー

ルと長期積分に向けた陸面初期値の作成ツールをNHM で利用可能にした。 
・NHMのKF 積雲対流スキームのオプションである相対湿度に基づくトリガー関数を全球モデルに導

入し、熱帯でのKF スキームの特徴とAS スキームとの比較を行なったところ、雨の水平構造が異な

ることがわかった。 

 
今後に残された問題点 

開発してきた各パーツモデルを新しい気候モデル（MRI-CGCM3）に組み込み、正しく現在気候を再現

できるか長期積分で確認する必要がある。ある程度、気候の再現性が保証されれば、気候の強制力の変

化に対する応答実験や、古気候実験などを行っていきたい。 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
本研究は大気・海洋結合モデルを基本にしてさらに植生・陸面、雪氷・海氷等、種々の気候現象に係

る諸過程をモデル化して加えることにより気候モデルとして高度化し、それらの諸要素が気候システム

の中で果たす役割を研究したものである。着実にモデルを高度化しており、モデルを用いた数値実験で

多くの新しい知見が得られ、その成果は多数の論文として公表されており、優れた研究であったと評価

できる。いくつかの成果は IPCC のAR4にも引用されており高く評価できる。 
気候モデルの高度化についてはなかなか最終的なゴールにたどり着けるものではなく、本研究におい

ても、積雲対流と雲過程など、一部重要な部分で未達成のところがあるように思われるが、残された課

題を着実に解決し、研究を発展継続させてほしい。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数  66件 （査読論文＋査読論文以外） 
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ついては、Hines の重力波抵抗スキームを用い、また、準二年振動（QBO）や半年振動（SAO）に

対応する現象の表現が可能になった。 
・Hines の重力波抵抗スキームを確率化することによって、気候モデル用の粗い鉛直解像度でも

QBO-like・SAO-like の表現が可能になった。 
・中層大気の気候値の改善を目的として複数の重力波抵抗スキームの組み合わせによる東西平均風と観

測値CIRA86 を比較した。極夜ジェットの再現性に改良の余地があることがわかった。 
 
○炭素循環 
・気候モデル（MRI-CGCM3）炭素循環過程を導入した。大気中の二酸化炭素濃度を 0 次元、2 次元、

または 3次元で予報、陸面には簡易な生物炭素過程モデルを導入した。また、海面で二酸化炭素フラ

ックスを計算するスキームを組み込んだ。 
・気候変動に対する陸域生態系の応答をより正確に表現することを目的として、特に純一次生産（植

物による正味の大気からの二酸化炭素吸収）に関する部分について、観測経験式により簡略に表

現していた従来の方法を一新し、生物化学の見地から葉の光合成における酵素、光、気孔のはた

らきを考慮した精緻なモデルを開発した。このモデルを従来の大循環モデル（CGCM2）に組み

込み、純一次生産や葉面積指数を全球規模でほぼ再現することを確認した。 
 
○積雲対流と雲過程 
・気候モデルにおける降水の強度の頻度分布を調べ、GPCP 等の観測データと比較した。モデルでは弱

い雨の頻度が多く、強い雨の頻度が少ないことがわかった。 
・雲解像モデル（NHM）を参照して、全球モデルの対流パラメタリゼーション改善を目的に、雲解像

モデルを世界各地、また初期・境界条件を再解析（JRA）、気象庁現業解析（GANAL）や全球モデル

を用いて作成する前処理ツールを作成した。これらを用いて、テストケースとして台風 0422 のシミ

ュレーションを雲解像モデルと全球 20km モデルで行い比較したところ、中心気圧や雨の分布につい

ての再現性が異なることがわかった。 
・NHM を全球モデル、結合モデルからの力学的ダウンスケーリングするための初期値境界値作成ツー

ルと長期積分に向けた陸面初期値の作成ツールをNHM で利用可能にした。 
・NHMのKF 積雲対流スキームのオプションである相対湿度に基づくトリガー関数を全球モデルに導

入し、熱帯でのKF スキームの特徴とAS スキームとの比較を行なったところ、雨の水平構造が異な

ることがわかった。 

 
今後に残された問題点 

開発してきた各パーツモデルを新しい気候モデル（MRI-CGCM3）に組み込み、正しく現在気候を再現

できるか長期積分で確認する必要がある。ある程度、気候の再現性が保証されれば、気候の強制力の変

化に対する応答実験や、古気候実験などを行っていきたい。 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
本研究は大気・海洋結合モデルを基本にしてさらに植生・陸面、雪氷・海氷等、種々の気候現象に係

る諸過程をモデル化して加えることにより気候モデルとして高度化し、それらの諸要素が気候システム

の中で果たす役割を研究したものである。着実にモデルを高度化しており、モデルを用いた数値実験で

多くの新しい知見が得られ、その成果は多数の論文として公表されており、優れた研究であったと評価

できる。いくつかの成果は IPCC のAR4にも引用されており高く評価できる。 
気候モデルの高度化についてはなかなか最終的なゴールにたどり着けるものではなく、本研究におい

ても、積雲対流と雲過程など、一部重要な部分で未達成のところがあるように思われるが、残された課

題を着実に解決し、研究を発展継続させてほしい。 
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Euler-Lanrange 方程式、2004 年日本気象学会秋季大会、講演予稿集 D104、福岡・アクロ
ス福岡 

40. 西森基貴、鬼頭昭雄、2004: 統計的ダウンスケーリング手法による温暖化時の日本域降水予測—
降水の頻度と強度—、2004年日本気象学会秋季大会、講演予稿集P163、福岡・アクロス福
岡 

41. 鬼頭昭雄、2004: 全球気候モデル 1000年ランにおけるENSO-モンスーン関係の長期変動、2004
年日本気象学会秋季大会、講演予稿集B217、福岡・アクロス福岡 

42. 上口賢治、鬼頭昭雄、保坂征宏、2004: TRMM 3B42, GPCP1DD,とRadar-AMeDAS の日降水相
互比較、2004年日本気象学会秋季大会、講演予稿集D304、福岡・アクロス福岡 

43. 足立恭将、保坂征宏、鬼頭昭雄、2004: 海氷の厚さが大気に与える影響、2004年日本気象学会秋
季大会、講演予稿集P357、福岡・アクロス福岡 

44. 本井達夫、鬼頭昭雄、2004: 気候モデルでシミュレートされた南極ロス・アムンゼン・ベリング
スハウゼン海域の経年変動、2004 年日本気象学会秋季大会、講演予稿集 P358、福岡・アク
ロス福岡 

45. Motoi, T. and A. Kitoh, 2004: Interannual variabilities in the Ross, Amundsen 
andBellingshausen Seas in a coupled ocean-atmosphere model, 5th 
InternationalWorkshop on Global Change: Connection to the Arctic (GCCA5), November 
15-16,2004, Tsukuba, Japan 

46. Kitoh, A., 2004: ENSO-monsoon relationship in a 1000-yr MRI-CGCM simulation,The Sixth 
International Study Conference on GEWEX in Asia and GAME,December 3-5, 2004, 
Kyoto, Japan 

47. 本井達夫、鬼頭昭雄、2004: 気候モデルでシミュレートされた南極太平洋セクターでの経年変動、
第 27回極域気水圏シンポジウム、東京・国立極地研究所 

48. 村上茂教、鬼頭昭雄、2004: 大気海洋結合モデルによる最終氷期初期のシミュレーション、第 27
回極域気水圏シンポジウム、東京・国立極地研究所 

49. Kodera, K., 2004: Solar influence on troposphere through the polar and theequatorial 
stratosphere, AGU 2004 Fall Meeting, December 13-17, 2004, SanFrancisco, USA 

50. 鬼頭昭雄、2004: 気候モデル実験で得られた山岳上昇に伴うアジアモンスーンの変調、IGCP-476
福岡ワークショップ「アジア・モンスーンの進化、変動理解のための統合的研究戦略」、福岡・
九州大学国際研究交流プラザ 

51. Kamiguchi, K., A. Kitoh and M. Hosaka, 2005: Intercomparioson among TRMM,GPCP1DD 
and Radar-AMeDAS, Living with a Limited Water Supply, January 9-13,2005, San Diego, 
CA, USA 

（講演） 

52. 鬼頭昭雄、2004: 気候モデルによるモンスーンシミュレーション、気候コロキウム、つくば・筑
波大学 

53. Kitoh, A., 2004: Modeling of present-day monsoon and ENSO, International Schoolon Climate 
System and Climate Change, August 23-September 1, 2004, ChinaMeteorological 
Administration, Beijing, China 

54. Kitoh, A., 2004: Large-scale orography and monsoon, International School on Climate System 
and Climate Change, August 23-September1,2004,ChinaMeteorological Administration, 
Beijing,China 

55. Kitoh,A., 2004: Modeling of paleo-monsoon, International School on ClimateSystem and 
Climate Change, August 23-September 1, 2004, China MeteorologicalAdministration, 
Beijing, China 

56. Kitoh, A., 2004: Modeling of future monsoon and ENSO, International School onClimate 
System and Climate Change, August 23-September 1, 2004, ChinaMeteorological 
Administration, Beijing, China 

57. 鬼頭昭雄、2004: 21 世紀のアジアの水資源変動予測、第２回環境研究機関連絡会成果発表会、つ
くば・エポカルつくば 

58. 砂田ほか、2004: モンスーン・アジア地域等における水問題とその構造、研究領域「水の循環系
モデリングと利用システム」第１回領域シンポジウム、東京・コクヨホール 

59. Kitoh, A., 2004: Climate and its variability, 平成 16年度 JICA集団研修「気象学」、東京・気象
庁 
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17. 村上茂教、鬼頭昭雄、気候変化に対する熱塩循環の長期応答と大気淡水輸送の役割、第 26回極域

気水圏シンポジウム、平成 15年 11月 
18. 小寺邦彦、成層圏力学過程を通した太陽活動の対流圏への影響 京都大学防災研究所特定研究集

会「対流圏長周期変動と異常気象」、平成 15年 11月 
19. Kitoh, A., Mountain uplift and ENSO-monsoon system, IGCP-476 Symposium "Monsoon 

Evolution and Tectonics-Climate Linkage in Asia", November 21-23、2003, Hachioji, 
Japan、平成 15年 11月 

20. Yasunari, T., M. Abe, A. Kitoh, Impact of uplift of Tibetan Plateau on evolution of Asian 
monsoon climate - A simulation by MRI-Coupled GCM -, IGCP-476 Symposium 
"Monsoon Evolution and Tectonics-Climate Linkage in Asia", November 1-23, 2003, 
Hachioji, Japan、平成 15年 11月 

21. Ose, T., M. Sugi, A. Kitoh, Successful simulation of the tropical western Pacific precipitation 
for JJA closely correlated with the tropical SST for the previous DJF, 15th Symposium on 
Global Change and Climate Variations, January 11-15, 2004, eattle, Washington, USA、
平成 16年 1月 

22. Abe, M., T. Yasunari, A. Kitoh, An evolution of the Asian summer monsoon associated with the 
mountain uplift - Study with the MRI coupled GCM, nternational Asian Monsoon 
Symposium, February 18-20, 2004, Honolulu, Hawaii, USA、平成 16年 2月 

23. Rajendran, K., A. Kitoh, Tropical Pacific SST anomalies and Indian monsoon: A CGCM study, 
International Asian Monsoon Symposium, February 18-20, 2004, Honolulu, Hawaii, USA、
平成 16年 2月 

24. 村上茂教、鬼頭昭雄、行本誠史、野田彰、MRI-CGCM による CMIP 淡水フラックス実験 －熱

塩循環の長期応答と大気水蒸気輸送の役割－、地球温暖化予測研究ワークショップ、平成 16
年 3月 

25. 尾瀬智昭、鬼頭昭雄、保坂征宏、吉村裕正、長期間TRMMデータによる全球モデルの降水及び放
射フラックスの検証、平成 15 年度 TRMM PI 研究成果報告会、東京・地球観測利用推進セ
ンター、 平成 16年 3月 

（講演） 

26. Kitoh, A., Climate modeling at MRI, CAMP-FRSGC Collaboration Workshop, June 10, 2003, 
Yokohama、平成 15年 6月 

27. 鬼頭昭雄、気候系と気候変動について、平成 15 年度気候情報業務研修、東京・気象庁、平成 15
年 6月 

28. 鬼頭昭雄、大規模山岳の上昇に伴う ENSO・モンスーンの変化－気象研究所大気海洋結合気候モ
デルによる数値実験、名古屋大学地球水循環研究センター特別セミナー、名古屋・名古屋大
学地球水循環研究センター、平成 15年 9月 

29. Kitoh, A., Climate and its variability、平成 15年度 JICA 集団研修「気象学」、つくば・気象研究
所、平成 15年 11月 

30. 鬼頭昭雄、気候モデルによる過去・現在・将来のモンスーンシミュレーション、筑波大学陸域環
境研究センター年次報告会、つくば・筑波大学陸域環境研究センター、平成 16年 3月 

 
平成１６年度 

31. 村上茂教、鬼頭昭雄、2004: 大西洋の淡水収支と熱塩循環の循環様式、2004年日本気象学会春季
大会、講演予稿集B311、東京・気象庁 

32. 足立恭将、保坂征宏、鬼頭昭雄、村田泰洋、野沢徹、2004: 温暖化による降水特性の変化、2004
年日本気象学会春季大会、講演予稿集B410、東京・気象庁 

33. 西森基貴、鬼頭昭雄、2004: 地球温暖化と降水量の変化—統計的ダウンスケーリング手法を用い
た予測の試み、四万十・流域圏学会第４回学術研究発表会、土佐山田・高知工科大学 

34. Kitoh, A. and collaborators, 2004: Water Resource and Its Variability in Asia in the21st 
Century, First International CLIVAR Science Conference "Understanding andPredicting 
our Climate System", June 21-25, 2004, Baltimore, Maryland, USA 

35. Kitoh, A., M. Hosaka, Y. Adachi and K. Kamiguchi, 2004: Future projections ofprecipitation 
characteristics in Asia, 2nd APHW Conference, July 5-8, 2004,Singapore 

36. Kamiguchi, K., A. Kitoh and M. Hosaka, 2004: Intercomparison between TRMM,other 
observation data and MRI-AGCM, 2nd TRMM International Science Conference, 
September 6-10, 2004, Nara, Japan 

37. 鬼頭昭雄、2004: チベット高原の隆起がアジアモンスーンに及ぼす影響に関する気候モデルシミ
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ュレーション、日本地質学会 2004年年会シンポジウム、千葉・千葉大学 
38. 川村隆一、若林成治、鬼頭昭雄、荒川理、2004: 東アジア夏季の異常気象に関連する遠隔伝播パ

ターンの動態、2004年日本気象学会秋季大会、講演予稿集B105、福岡・アクロス福岡 
39. 村上茂教、鬼頭昭雄、2004: 最大エントロピー生成仮説に基づく最も簡単な一次元気候モデルの

Euler-Lanrange 方程式、2004 年日本気象学会秋季大会、講演予稿集 D104、福岡・アクロ
ス福岡 

40. 西森基貴、鬼頭昭雄、2004: 統計的ダウンスケーリング手法による温暖化時の日本域降水予測—
降水の頻度と強度—、2004年日本気象学会秋季大会、講演予稿集P163、福岡・アクロス福
岡 

41. 鬼頭昭雄、2004: 全球気候モデル 1000年ランにおけるENSO-モンスーン関係の長期変動、2004
年日本気象学会秋季大会、講演予稿集B217、福岡・アクロス福岡 

42. 上口賢治、鬼頭昭雄、保坂征宏、2004: TRMM 3B42, GPCP1DD,とRadar-AMeDAS の日降水相
互比較、2004年日本気象学会秋季大会、講演予稿集D304、福岡・アクロス福岡 

43. 足立恭将、保坂征宏、鬼頭昭雄、2004: 海氷の厚さが大気に与える影響、2004年日本気象学会秋
季大会、講演予稿集P357、福岡・アクロス福岡 

44. 本井達夫、鬼頭昭雄、2004: 気候モデルでシミュレートされた南極ロス・アムンゼン・ベリング
スハウゼン海域の経年変動、2004 年日本気象学会秋季大会、講演予稿集 P358、福岡・アク
ロス福岡 

45. Motoi, T. and A. Kitoh, 2004: Interannual variabilities in the Ross, Amundsen 
andBellingshausen Seas in a coupled ocean-atmosphere model, 5th 
InternationalWorkshop on Global Change: Connection to the Arctic (GCCA5), November 
15-16,2004, Tsukuba, Japan 

46. Kitoh, A., 2004: ENSO-monsoon relationship in a 1000-yr MRI-CGCM simulation,The Sixth 
International Study Conference on GEWEX in Asia and GAME,December 3-5, 2004, 
Kyoto, Japan 

47. 本井達夫、鬼頭昭雄、2004: 気候モデルでシミュレートされた南極太平洋セクターでの経年変動、
第 27回極域気水圏シンポジウム、東京・国立極地研究所 

48. 村上茂教、鬼頭昭雄、2004: 大気海洋結合モデルによる最終氷期初期のシミュレーション、第 27
回極域気水圏シンポジウム、東京・国立極地研究所 

49. Kodera, K., 2004: Solar influence on troposphere through the polar and theequatorial 
stratosphere, AGU 2004 Fall Meeting, December 13-17, 2004, SanFrancisco, USA 

50. 鬼頭昭雄、2004: 気候モデル実験で得られた山岳上昇に伴うアジアモンスーンの変調、IGCP-476
福岡ワークショップ「アジア・モンスーンの進化、変動理解のための統合的研究戦略」、福岡・
九州大学国際研究交流プラザ 

51. Kamiguchi, K., A. Kitoh and M. Hosaka, 2005: Intercomparioson among TRMM,GPCP1DD 
and Radar-AMeDAS, Living with a Limited Water Supply, January 9-13,2005, San Diego, 
CA, USA 

（講演） 

52. 鬼頭昭雄、2004: 気候モデルによるモンスーンシミュレーション、気候コロキウム、つくば・筑
波大学 

53. Kitoh, A., 2004: Modeling of present-day monsoon and ENSO, International Schoolon Climate 
System and Climate Change, August 23-September 1, 2004, ChinaMeteorological 
Administration, Beijing, China 

54. Kitoh, A., 2004: Large-scale orography and monsoon, International School on Climate System 
and Climate Change, August 23-September1,2004,ChinaMeteorological Administration, 
Beijing,China 

55. Kitoh,A., 2004: Modeling of paleo-monsoon, International School on ClimateSystem and 
Climate Change, August 23-September 1, 2004, China MeteorologicalAdministration, 
Beijing, China 

56. Kitoh, A., 2004: Modeling of future monsoon and ENSO, International School onClimate 
System and Climate Change, August 23-September 1, 2004, ChinaMeteorological 
Administration, Beijing, China 

57. 鬼頭昭雄、2004: 21 世紀のアジアの水資源変動予測、第２回環境研究機関連絡会成果発表会、つ
くば・エポカルつくば 

58. 砂田ほか、2004: モンスーン・アジア地域等における水問題とその構造、研究領域「水の循環系
モデリングと利用システム」第１回領域シンポジウム、東京・コクヨホール 

59. Kitoh, A., 2004: Climate and its variability, 平成 16年度 JICA集団研修「気象学」、東京・気象
庁 
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平成１７年度 

60. Motoi, T. and A. Kitoh, 2005: Paleoclimate simulations by using the MRI CGCM. PMIP2 
Workshop, April 3-8, 2005, Giens, France 

61. Hosaka, M., 2005: The simulated cryosphere by JMA/MRI atmospheric, land surface, and 
river flow model. The CliC 1st Scientific Conference, April 11-15, 2005, Beijing, China. 

62. 野原大輔・鬼頭昭雄・保坂征宏・上口賢治・沖大幹, 2005: 温暖化に伴う河川流量変動の評価. 日
本気象学会 2005年度春季大会講演予稿集, A104. 

63. 本井達夫・鬼頭昭雄, 2005: 気候モデルによる完新世中期（6 千年前）の気候再現実験. 日本気象

学会 2005年度春季大会講演予稿集, A106. 
64. 村上茂教・鬼頭昭雄, 2005: 最終氷期の始まりに関する結合モデルシミュレーション. 日本気象学

会 2005年度春季大会講演予稿集, A107. 
65. 安成哲三・阿部学・鬼頭昭雄, 2005: チベット高原の上昇は、新第３紀以降のアジア・太平洋域の

気候変化とアジアモンスーンの成立にどのような影響を与えたか？ —大気海洋結合大循環

モデル(MRI-CGCM)による数値実験から. 日本気象学会 2005 年度春季大会春季大会シンポ

ジウム「地球環境の進化と気候変動」. 
66. 黒田友二・柴田清孝・小寺邦彦, 2005: 南半球環状モードへのオゾンのインパクト —大気・化学

結合モデルの解析—. 日本気象学会 2005年度春季大会講演予稿集, A302. 
67. 保坂征宏, 2005: GCM による極域水循環. 極域・寒冷域研究連絡会. 
68. Kuroda, Y., K. Shibata, K. Kodera, 2005: Solar cycle modulation of the southern annular mode. 

AMS meeting, Boston, JP1.5. 
69. Kuroda, Y., K. Shibata, 2005: Solar cycle modulation of the southern annular mode. 

IAGA/ICMA 2005 Meeting, Toulouse. 
70. Kuroda, Y., K. Shibata, 2005: Solar modulation of the southern annular mode –observation 

and model simulation–. CAWSES workshop, Nagoya, Japan. 
71. Kitoh, A., 2005: 20th century simulations by CGCM and AGCM at MRI. Workshop on Global 

Change in 20th Century and Seasonal and Interannual Climate Prediction, July 4-6, 
2005, Prague, Czech Republic. 

72. Kim, K.-Y, K.-J. Ha and A. Kitoh, 2005: Interannual variability of East Asian summer 
monsoon (EASM) rainfall and evolution of subseasonal structure in EASM circulation 
with AGCM ensemble. The University Allied Workshop for Climate and Environmental 
Modeling, July 11-13, 2005, Busan, Korea. 

73. Nohara, D., A. Kitoh, M. Hosaka and T. Oki, 2005: Impact of climate change on river runoff. 
IAMAS 2005, August 2-11, 2005, Beijing, China. 

74. Kitoh, A., 2005: Mountain uplift and ENSO-monsoon system. IAMAS 2005, August 2-11, 2005, 
Beijing, China. 

75. Kim, K.-Y, K.-J. Ha and A. Kitoh, 2005: Inter-annual variability for ensemble mean 
precipitation forced by observed SST over East Asian monsoon region. 13th International 
Conference of Women Engineering & Scientist, August 26-29, 2005, Seoul, Korea. 

76. Motoi, T. and A. Kitoh, 2005: Influence of tectonic events on ENSO and monsoon in a coupled 
ocean-atmosphere GCM. IGCP-476 Workshop, September 20-24, 2005, Vladivostok, 
Russia. 

77. Kim, K.-Y., K.-J. Ha and A. Kitoh, 2005: Predictability of interannual variability of East Asian 
summer monsoon for different ensemble methods with an AGCM. The 5th International 
Symposium on Asian Monsoon System (ISAM5), October 11-15, 2005, Yongpyong, Korea. 

78. Kitoh, A., 2005: Past and future climate simulations by climate models. RIHN Pre-Symposium, 
October 18-20, 2005, PALULU plaza Kyoto, Kyoto, Japan. 

79. Kitoh, A., 2005: Past, present and future Pacific climate associated with ENSO modulation. 国
際シンポジウム「島の持続性と資源循環型社会」、秋田県小坂町・十和田プリンスホテル. 
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80. Kitoh, A., 2005: Paleoclimate modeling at MRI. German-Japan Workshop for Numerical 
Climate Modeling, October 31-November 1, 2005, CCSR, Kashiwa, Japan. 

81. Kitoh, A., 2005: Climate and its variability, 平成 17年度 JICA集団研修「気候学」、東京・気象

庁.  
82. Kitoh, A., 2005: Monsoon-ENSO modulation by mountain uplift. 3rd KAGI21 International 

Symposium, November 8-10, 2005, Wuhan, China. 
83. 上口賢治, 2005: 20 世紀の降水エクストリームインデックスの経年変化について. 日本気象学会

2005年度秋季大会講演予稿集, B103. 
84. 野原大輔・鬼頭昭雄・保坂征宏・上口賢治・沖大幹, 2005: 温暖化に伴う河川の洪水・渇水頻度の

評価. 日本気象学会 2005年度秋季大会講演予稿集, B106. 
85. 本井達夫・鬼頭昭雄, 2005: 地球温暖化による海面淡水フラックスと海洋塩分の変化. 日本気象学

会 2005年度秋季大会講演予稿集, B153. 
86. 黒田友二・柴田清孝, 2005: 太陽活動に伴う南半球環状モードの変調−鉛直方向への伸張の違い−. 

日本気象学会 2005年度秋季大会講演予稿集, D205. 
87. 鬼頭昭雄, 2005: 気候モデルによる過去・現在・将来のモンスーンシミュレーション. 極域・寒冷

域研究連絡会, 神戸大学. 
88. Nohara, D., M. Hosaka, A. Kitoh and T. Motoi, 2005: Projection of river discharge into the 

Arctic Ocean using multi-model ensemble. 6th International Workshop on Global Change, 
December 12-13, 2005, Tokyo, Japan. 

89. Kuroda, Y. and K. Shibata, 2005: Solar cycle modulation of the Southern Annular mode 
–Simulation with the MRI-chemistry climate model–. AGU 2005 Fall meeting, San 
Francisco, USA, A13A-0900. 

90. Murakami, S. and A. Kitoh, 2005: Role of the freshwater forcing on the Atlantic thermohaline 
circulation in climate changes. AGU 2005 Fall meeting, San Francisco, USA. 

平成１８年度 

91. Kitoh, A., T. Motoi and S. Murakami, 2006: El Nino/Southern Oscillation Simulation at the 
Mid-Holocene: Effect of Flux Adjustment. EGU, April 2-7, 2006,Vienna, Austria. 

92. Ha, K.-J., K.-Y. Kim and A. Kitoh, 2006: Interannual variability of East Asian summer 
monsoon from AGCM ensembles. Symposium on Asian Winter Monsoon: Winter 
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接地境界層における水蒸気と熱の乱流輸送に関する研究 
 
研究期間： 平成 18年度～平成 20年度 
研究代表者： 中川慎治1)、三上正男 2)（物理気象研究部 第二研究室長） 
研究担当者： 中川慎治 1)、三上正男 2)、萩野谷成徳、毛利英明、北村祐二 2) （物理気象研究部） 
 
研究の目的 

大気−地表面間の程度の熱、水蒸気及びスカラー量（黄砂など）輸送メカニズムの理解と定量的評価

は、日々の天気予報精度向上をはじめとして、アジアモンスーンの季節変動や年々変動、ひいては地球

規模の気候変動の解明や予測などを行う気候モデルの精度向上にとっても必須不可欠である。本研究は、

これらを解決するために観測と実験、そして自主開発した数値乱流モデルを相補的に用いて、大気境界

層乱流による熱・水蒸気・スカラー量輸送の物理過程の理解を深める事を目的とする。 
（１）地表面熱収支項目のうち乱流輸送量を対象として、陸地表面からの水蒸気・熱フラックスの長

期変動を各地の気象台観測データを用いて正しく評価する。 
（２）現実の大気境界層におけるレイノルズ数が非常に高い場合の乱流速度場の振舞を大型気象風洞

等を用いた実験から明らかにする。乱流輸送を担う速度場の実態を把握するとともに、大気境

界層乱流を対象とする Large Eddy Simulation（LES）あるいは Reynolds-Averaged 
Navier-Stokes（RANS）等の数値乱流モデルを開発する際の指針を得る。 

（３）乱流を顕わに表現することが可能な数値乱流モデルとして LES を自主開発する。数値乱流モ

デルが完成すれば、観測・実験では得られないような情報が得られるようになる。LES を用い

た大気境界層乱流に関する数値計算を行い、輸送過程を明らかにすると同時に従来の気象モデ

ルにおけるパラメタリゼーションの検証を行う。 
 
研究の到達目標 

（１）広域かつ長期間にわたる水・熱収支を求めるため、気候湿潤度（降水量／ポテンシャル蒸発量）

と無次元蒸発量（実蒸発量／ポテンシャル蒸発量）の間の実験的関係を草地上の露場など様々

な地表面状態で得られたデータを用いて求める。 
（２）慣性領域・エネルギー保有領域の各スケール域で、乱流速度場の各種統計量のレイノルズ数依

存性を実験的に調べ、高レイノルズ数における普遍的な振舞を明らかにする。 
（３）数値乱流モデルとして LES を自主開発し、その精度検証を行うと共に、大気境界層乱流に関

する数値計算を行い、既存の乱流パラメタリゼーションの比較・検討を行う。さらに実験デー

タとの比較によりLES の有効性を検証する。 
 
研究の概要 

（１）陸面蒸発は、地表面の乾燥度合いによって異なり、大気側の条件のみでは決まらない。それゆえ

本研究では長期の蒸発量を推定するために大気側の条件を表すポテンシャル蒸発量と地面の乾

燥度合を表す降水量の２つのパラメータを用いて推定する。従来の研究で得られている蒸発量、

ポテンシャル蒸発量および降水量に関するデータセットを作成するために、既存の熱収支データ

の収集を行う。また、草地面の代表地点として気象研露場において熱収支観測を実施する。これ

らのデータから熱収支解析を行い、ポテンシャル蒸発量と実蒸発量および降水量のデータセット

を作成する。データセットから様々な地表面状態における気候湿潤度と無次元蒸発量の間の実験

的関係を明らかにする。更に従来から得られている接地境界層における水蒸気・熱の乱流輸送の

観点から本方法の有効性を検討する。 
（２）気象研風洞で低レイノルズ数から高レイノルズ数までの格子乱流・境界層乱流・噴流を生成し、

熱線流速計を用いて速度場の時系列データを取得する。慣性領域・エネルギー保有領域の各スケ

ール域においてモーメント等の各種統計量を算出し、レイノルズ数に依存しないような普遍的な

振舞の有無を明らかにする。なお、風洞実験データは課題(3)の検証データとしても活用する。 
（３）LES あるいは RANS 等の大気乱流に関する数値乱流モデルを、気象研内のモデル開発グループ

と連携をとりつつ自主開発し、気象研風洞で得られた実験結果を用いて検証する。数値モデルか

                                                   
1) 平成 18年度、平成 19～20年度 
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観点から本方法の有効性を検討する。 
（２）気象研風洞で低レイノルズ数から高レイノルズ数までの格子乱流・境界層乱流・噴流を生成し、

熱線流速計を用いて速度場の時系列データを取得する。慣性領域・エネルギー保有領域の各スケ

ール域においてモーメント等の各種統計量を算出し、レイノルズ数に依存しないような普遍的な

振舞の有無を明らかにする。なお、風洞実験データは課題(3)の検証データとしても活用する。 
（３）LES あるいは RANS 等の大気乱流に関する数値乱流モデルを、気象研内のモデル開発グループ

と連携をとりつつ自主開発し、気象研風洞で得られた実験結果を用いて検証する。数値モデルか
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ら得られる平均場や乱流輸送について風洞を用いた実験結果との比較を行い、数値モデルで用い

られる乱流パラメタリゼーションスキームの妥当性・一般性について検証するとともに問題点を

抽出し、既存の乱流パラメタリゼーションスキームを改善するための指針を得る。 
 

研究成果 
・気象台観測データを用いて広域の蒸発量(E)算定を行う手法を開発した。これは、ポテンシャル蒸発量

(Ep)と降水量(Pr)から計算される無次元パラメータ Pr/Ep と E/Ep を用いて蒸発量を算定するもので

ある。 
・この 2つの無次元パラメータの関係は、観測で決定する必要があるが、本研究では、チベット高原半

乾燥裸地、温暖湿潤草地、熱帯畑地、寒冷地など様々な気候条件・地表面条件で得られたデータを用

いてこれを新たに求めた。 
・得られた関係を用い、中国域における、蒸発量E の分布図を作成した。 
・風洞実験から、乱流の小スケール運動を担う空間構造である「渦管」の半径・旋回速度・空間分布に

関し、レイノルズ数や流れ場に依らない普遍則を見出した。すなわち LES のサブグリッドスケール

のパラメタリゼーションスキームを改良するに資する知見を得た。 
・風洞実験から、乱流エネルギーが、レイノルズ数や流れ場に関係なく、大スケールで、対数正規分布

に従い顕著に揺らいでいることを見出した。このような揺らぎは従来の研究で見過ごされていたもの

で、境界層乱流における運動量輸送などにも同様の現象が存在することを強く示唆している。 
・乱流を顕わに表現する事が可能な数値乱流モデルとして LES を独自に開発した。LES を用いた数値

実験により、野外観測や室内実験では直接得ることが困難な接地境界層の乱流現象について詳細なデ

ータを取得した。 
・LES のパラメタリゼーションスキームについて既存のスキームの解析・評価を行った。このため、乱

流過程をより正確に表現しうる解像度の非常に細かいLES を用いて、解像度の粗いLESのパラメタ

リゼーションスキームの評価を行う、という新たな手法を開発した。 
・本研究で開発した手法を用いれば、気象台の現業データと土地利用状態から数ヶ月～1 年の積算蒸発

量が推定できる。全球的な水収支の把握のみならず気候モデルの検証にも寄与すると期待できる。 
・従来の風洞実験では、自然条件に近い接地境界層乱流におけるような高いレイノルズ数は再現できな

かったが、本研究によりそれを達成することが出来た．また同時に、高精度の統計解析が可能である

ような、長大なデータを取得することも出来た。今後、これらのデータセットを活用する事により、

より自然の大気条件に近い乱流の統計的振舞の研究を進める事が可能となった。 
・LES を用いた数値実験により、野外観測や室内実験から直接得ることが困難な接地境界層の乱流現象

について、詳細なデータを取得することが可能になった。今後は、都市気象モデルやメソモデルで用

いられる乱流パラメタリゼーションの妥当性を検証する新たなツールとして、他のグループとの連携

も図りつつ、LESモデルを活用することが期待できる。 
・LES パラメタリゼーションスキームの検証は、当初計画では想定されていなかったが、研究の途上で、

その必要性が明らかになったものである。この問題については充分な検討を行い、有効な検証手法を

得ることが出来た。この手法を活用することで、LESパラメタリゼーションスキームを改良する研究

を進めることが可能になった。 
 
今後に残された問題点 

・広域水熱収支の研究に関して、当初の目標は達成した。気候湿潤度の概念を用いた他機関の類似研究

は少なく、独自性は高い。また、既存の気象台データを用いた汎用性の高い手法である事も特徴であ

る。 
・接地境界層を構成するような高レイノルズ乱流について、風洞実験によりこれまで未解明であった乱

流の普遍的性質に関する研究成果が得られた。一方、得られた知見に基づいた気象学的にもっとも重

要な運動量輸送などに関する研究までには到達できなかった点が反省点である。今後は、このような

運動量輸送など気象学に重要な過程に注目して研究を進める所存である。 
・LES を用いた新たな数値モデルの開発に関しては当初の予定通り完了した。LES パラメタリゼーシ

ョン・スキームを検証するための手法については、十分に検討を行い一定の成果が得られたが、この

ため風洞実験との比較には至らず、課題が残る結果となった。 
 
 

2.3. 研究終了報告                                       一般経常研究 

 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
課題（１）については、蒸発量算定に関して、チベット高原の半乾燥裸地、温暖湿潤草地など様々な

気候条件を満たす関係式を導くことができたことから、妥当な研究であったと思われる。課題（２）及

び（３）に関して、期間を考えると計画がやや過大であったかもしれないので、自己評価に記載されて

いる残された課題について研究を継続し、特に、境界層乱流における運動量輸送に対する新たな普遍則

の確立を期待する。 
ただし、個々の研究は基礎的・基盤的な研究として評価できるが、実用化への道筋を明らかにして行

く取り組みが必要であり、所内他研究部を含めた研究機関との連携を進め、研究の進展を図っていく必

要がある。特に、LES については、観測、解析、モデル化を体現するモデル研究としての進展を期待す

るとともに、次期５カ年計画では、都市気象モデル及びメソモデルの改良への目に見える貢献が必須で

あることを、肝に銘じて取り組んで頂きたい。 
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意図的・非意図的気象改変に関する研究 

-フィージビリティスタディ- 
 
研究期間： 平成 20年度 
研究代表者： 村上正隆（物理気象研究部 第一研究室長） 
研究担当者： 折笠成宏、斎藤篤思、田尻拓也（物理気象研究部） 

橋本明弘（予報研究部） 

永井智広、酒井 哲、中里真久（気象衛星・観測システム研究部） 

財前祐二（環境・応用気象研究部） 

 
研究の目的 

日々の天気予報、気候変動予測、そして渇水・降雹・集中豪雨などの顕著現象による被害緩和や水資

源管理の一手法としての気象改変などに関する技術の向上に大きな期待が寄せられている。雲・降水に

関わる諸過程の多くは、これら天気予報・気候変動・気象改変の分野に共通する重要課題として、早急

な解明が求められている。 
 意図的・非意図的気象改変に関する研究は、その研究手法や対象とする物理過程の共通性から、表裏

一体の密接な関係にある。意図的気象改変は非意図的気象改変を理解する上で、準実スケールの実験と

見なすことが出来る。一方、非意図的気象改変は大気環境の変調を通して、意図的気象改変（シーディ

ング効果）にも大きな影響を与える可能性がある。 
 本研究では、エーロゾルの雲・降水過程に及ぼす影響に関する実験・観測的研究に基づいたエーロゾ

ル・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーションの開発・改良を中心として、研究手法や対象

とする物理過程の観点からも密接な関係にある意図的・非意図的気象改変の研究を総合的に実施し、人

工降雨で代表される意図的気象改変技術の確立、および降水短時間予報精度の向上・気候変動の解明に

資することを目的とする。 
 
研究の到達目標 

意図的・非意図的気象改変に関する総合的研究を効率的・効果的に推進するための研究手法・研究体

制を検討すると共に、エーロゾルが雲・降水過程に及ぼす影響に関する実験・観測データを用いた予備

的研究を通して、エーロゾル・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーションの開発・改良に関

する 5年後、10年後の達成目標を明確にし、そのために必要となる実験・観測的研究のアプローチを検

討することを目的とする。 
 
研究の概要 

・人為起源エーロゾルおよびシーディングエーロゾルが雲・降水分布などに及ぼす影響を統計的手法を

用いて解明する。  
・エーロゾルの物理化学特性と雲核・氷晶核の活性化スペクトルの直接測定法の開発・改良を行う。  
・間接測定法を用いたエーロゾル・雲・降水の微物理構造の導出法の開発・改良を行う。  
・直接・間接観測データを解析し、色々な雲の条件下におけるエーロゾルから雲粒・氷晶生成過程の解

明を図る。  
・雲生成チェンバーや雲核計・氷晶核計等を用いて、色々な大気環境の下で、エーロゾル粒子の物理化

学特性と雲核・氷晶核としての活性化特性の関係を解明する。その結果を用いて詳細雲物理ボックス

モデルを開発・改良する。  
・室内実験の結果と詳細雲物理ボックスモデルの結果の比較から、種々のエーロゾルからの雲粒・氷晶

発生過程を定式化する。その結果を取り込んだ、エーロゾル（雲核・氷晶核）・雲・降水を統一的に

扱う新しい雲物理過程パラメタリゼーションを組み込んだNHM を開発・改良する。 
・エーロゾル・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーション（バルク法、ビン法）を組み込ん

だNHM による数値シミュレーションと観測結果を組み合わせ、人為起源エーロゾルやシーディング

エーロゾルが種々の雲の微物理構造・寿命・雲量・地上降水量などに及ぼす影響（エーロゾルの間接

効果・シーディング効果）の解明を図る。  
 
研究成果 
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・エーロゾルの物理化学特性と雲核・氷晶核の活性化スペクトルの直接測定を実施するため、エーロゾ

ルスペクトロメータ、OPC、電顕メッシュ用サンプラー、雲核計、自動化した氷晶核計から成る測定

システムを構築し、外気の連続モニタリング観測を実施した。0.01～10ミクロンまでのエーロゾル粒

径分布、0.1ミクロン以上のエーロゾルの元素組成、0.07～2％の過飽和度におけるエーロゾルの雲核

能、気温－15～－35℃、氷飽和～10％水過飽和条件におけるエーロゾルの氷晶核能に関するデータを

取得した。 
・エーロゾルスペクトロメータ、OPC、電顕メッシュ用サンプラー、雲核計に関しては、高度（気圧）

変化にも適応できるように改良し、科学技術振興調整費「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する

総合的研究」の一環として実施した航空機観測で使用し、エーロゾル・雲・降水に関するデータを取

得した。エーロゾルの物理化学特性と雲核能、雲底下のエーロゾルの雲核能と雲底付近の初期雲粒粒

径分布に関する予備的な解析を行った。 
・エーロゾルの氷晶核能と初期氷晶分布の関係を調べるために、航空機搭載用氷晶核計を製作した。

今後予定されている航空機観測で使用し、エーロゾルの物理化学特性・雲核能・氷晶核能と雲粒・氷

晶発生過程の関係を解明していく予定である。 
・過去に行われた雲粒子ゾンデとエーロゾルゾンデの連結飛揚観測データより、黄砂等のダスト粒子が

巻雲の氷晶発生にどの程度寄与しているかを目的として解析を進めた。直接的な同定は現状では困難

であるが、今後研究を実施していく上での課題を整理し、各種地上リモートセンシングとの同期観測

を実施することによる可能性を検討した。天頂観測用X バンドレーダー及びFMCW 型Kaバンドレ

ーダーの観測データを用いて、雲・降水の微物理パラメータ（反射因子・ドップラー速度の波長依存

性、消散係数など）の導出を試行した。また、ライダーで観測された２波長後方散乱係数波長依存性

と偏光解消度、ライダー比データを用いたエーロゾルキャラクタリゼーション方法の検討を行った。 
・雲生成チェンバーを用いた混合雲の氷晶発生過程に関する実験を実施し、上昇速度や持ち上げ凝結温

度と氷晶発生温度域や数濃度との関係について解析を進めた。試料空気として外気だけではなく、ダ

スト粒子のような特定の粒子を用いた実験も実施した。Arizona Test Dust を用いた初期実験では、

雲核としての有効性と－20℃以下での氷晶発生を確認した。 
・人為起源およびシーディングエーロゾルが雲・降水に与える影響を調べるための、バルク法雲物理ス

キームを開発した。シーディングエーロゾルが冬季山岳性降雪雲に与える影響を調べるための数値実

験を行い、シーディングに適した大気条件下では降雪量が増加することを確認した。 
 
今後に残された問題点 

・今後５年間で、雲生成チェンバー・氷晶核計を用いた実験・測定精度向上、各種地上リモートセンシ

ング技術を用いたエーロゾルのキャラクタリゼーション手法の改良などを通して、ダスト粒子・炭素

系粒子・海塩粒子・硫酸塩粒子を中心としたエーロゾルの物理化学特性と雲核・氷晶核能の関係を解

明するとともに、モニタリング観測からその季節変化などを明らかにする。 
数値モデルに関しては、上記の室内実験および詳細雲物理ボックスモデルの結果を組み込んだエーロ

ゾル（雲核・氷晶核）・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーション（バルク法、ビン法）

を組み込んだNHM を開発する。バルク法を組み込んだNHM を用いた数値シミュレーションと観測

結果を組み合わせモデルの検証・改良を行い、人為起源エーロゾルやシーディングエーロゾルが種々

の雲の微物理構造・寿命・雲量・地上降水量などに及ぼす影響（エーロゾルの間接効果・シーディン

グ効果）の解明を図る。ビン法を組み込んだNHM による数値シミュレーションは計算機能力を考慮

し、氷粒子の取り扱いを簡略化するなどして狭領域を対象としたケーススタディを実施し、エーロゾ

ル・雲・降水の微物理構造の観測結果との比較・検証を実施する。 
・１０年後までには、ダスト粒子・炭素系粒子・海塩粒子・硫酸塩粒子以外のエーロゾルも含め、それ

らの内部混合・外部混合状態と雲核・氷晶核能の関係を解明するとともに、モニタリング観測からそ

の季節変化などを明らかにする。 
数値モデルに関しては、上記の室内実験および詳細雲物理ボックスモデルの結果を組み込んだエーロ

ゾル（エーロゾル種別の雲核・氷晶核能）・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーション（バ

ルク法、ビン法）を組み込んだ NHM を開発する。ビン法を組み込んだ NHM を用いた数値シミュ

レーションと観測結果を組み合わせてモデルの検証・改良を行い、人為起源エーロゾルやシーディン

グエーロゾルが種々の雲の微物理構造・寿命・雲量・地上降水量などに及ぼす影響（エーロゾルの間

接効果・シーディング効果）の解明を図る。上記ビン法 NHM の結果を用いてバルク法 NHM の改

良を図り、広領域を対象としてエーロゾルの間接効果の解明や各種シーディングによる人工降雨・降
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研究の目的 

日々の天気予報、気候変動予測、そして渇水・降雹・集中豪雨などの顕著現象による被害緩和や水資

源管理の一手法としての気象改変などに関する技術の向上に大きな期待が寄せられている。雲・降水に

関わる諸過程の多くは、これら天気予報・気候変動・気象改変の分野に共通する重要課題として、早急

な解明が求められている。 
 意図的・非意図的気象改変に関する研究は、その研究手法や対象とする物理過程の共通性から、表裏

一体の密接な関係にある。意図的気象改変は非意図的気象改変を理解する上で、準実スケールの実験と

見なすことが出来る。一方、非意図的気象改変は大気環境の変調を通して、意図的気象改変（シーディ

ング効果）にも大きな影響を与える可能性がある。 
 本研究では、エーロゾルの雲・降水過程に及ぼす影響に関する実験・観測的研究に基づいたエーロゾ

ル・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーションの開発・改良を中心として、研究手法や対象

とする物理過程の観点からも密接な関係にある意図的・非意図的気象改変の研究を総合的に実施し、人

工降雨で代表される意図的気象改変技術の確立、および降水短時間予報精度の向上・気候変動の解明に

資することを目的とする。 
 
研究の到達目標 

意図的・非意図的気象改変に関する総合的研究を効率的・効果的に推進するための研究手法・研究体

制を検討すると共に、エーロゾルが雲・降水過程に及ぼす影響に関する実験・観測データを用いた予備

的研究を通して、エーロゾル・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーションの開発・改良に関

する 5年後、10年後の達成目標を明確にし、そのために必要となる実験・観測的研究のアプローチを検

討することを目的とする。 
 
研究の概要 

・人為起源エーロゾルおよびシーディングエーロゾルが雲・降水分布などに及ぼす影響を統計的手法を

用いて解明する。  
・エーロゾルの物理化学特性と雲核・氷晶核の活性化スペクトルの直接測定法の開発・改良を行う。  
・間接測定法を用いたエーロゾル・雲・降水の微物理構造の導出法の開発・改良を行う。  
・直接・間接観測データを解析し、色々な雲の条件下におけるエーロゾルから雲粒・氷晶生成過程の解

明を図る。  
・雲生成チェンバーや雲核計・氷晶核計等を用いて、色々な大気環境の下で、エーロゾル粒子の物理化

学特性と雲核・氷晶核としての活性化特性の関係を解明する。その結果を用いて詳細雲物理ボックス

モデルを開発・改良する。  
・室内実験の結果と詳細雲物理ボックスモデルの結果の比較から、種々のエーロゾルからの雲粒・氷晶

発生過程を定式化する。その結果を取り込んだ、エーロゾル（雲核・氷晶核）・雲・降水を統一的に

扱う新しい雲物理過程パラメタリゼーションを組み込んだNHM を開発・改良する。 
・エーロゾル・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーション（バルク法、ビン法）を組み込ん

だNHM による数値シミュレーションと観測結果を組み合わせ、人為起源エーロゾルやシーディング

エーロゾルが種々の雲の微物理構造・寿命・雲量・地上降水量などに及ぼす影響（エーロゾルの間接

効果・シーディング効果）の解明を図る。  
 
研究成果 
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・エーロゾルの物理化学特性と雲核・氷晶核の活性化スペクトルの直接測定を実施するため、エーロゾ

ルスペクトロメータ、OPC、電顕メッシュ用サンプラー、雲核計、自動化した氷晶核計から成る測定

システムを構築し、外気の連続モニタリング観測を実施した。0.01～10ミクロンまでのエーロゾル粒

径分布、0.1ミクロン以上のエーロゾルの元素組成、0.07～2％の過飽和度におけるエーロゾルの雲核

能、気温－15～－35℃、氷飽和～10％水過飽和条件におけるエーロゾルの氷晶核能に関するデータを

取得した。 
・エーロゾルスペクトロメータ、OPC、電顕メッシュ用サンプラー、雲核計に関しては、高度（気圧）

変化にも適応できるように改良し、科学技術振興調整費「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する

総合的研究」の一環として実施した航空機観測で使用し、エーロゾル・雲・降水に関するデータを取

得した。エーロゾルの物理化学特性と雲核能、雲底下のエーロゾルの雲核能と雲底付近の初期雲粒粒

径分布に関する予備的な解析を行った。 
・エーロゾルの氷晶核能と初期氷晶分布の関係を調べるために、航空機搭載用氷晶核計を製作した。

今後予定されている航空機観測で使用し、エーロゾルの物理化学特性・雲核能・氷晶核能と雲粒・氷

晶発生過程の関係を解明していく予定である。 
・過去に行われた雲粒子ゾンデとエーロゾルゾンデの連結飛揚観測データより、黄砂等のダスト粒子が

巻雲の氷晶発生にどの程度寄与しているかを目的として解析を進めた。直接的な同定は現状では困難

であるが、今後研究を実施していく上での課題を整理し、各種地上リモートセンシングとの同期観測

を実施することによる可能性を検討した。天頂観測用X バンドレーダー及びFMCW 型Kaバンドレ

ーダーの観測データを用いて、雲・降水の微物理パラメータ（反射因子・ドップラー速度の波長依存

性、消散係数など）の導出を試行した。また、ライダーで観測された２波長後方散乱係数波長依存性

と偏光解消度、ライダー比データを用いたエーロゾルキャラクタリゼーション方法の検討を行った。 
・雲生成チェンバーを用いた混合雲の氷晶発生過程に関する実験を実施し、上昇速度や持ち上げ凝結温

度と氷晶発生温度域や数濃度との関係について解析を進めた。試料空気として外気だけではなく、ダ

スト粒子のような特定の粒子を用いた実験も実施した。Arizona Test Dust を用いた初期実験では、

雲核としての有効性と－20℃以下での氷晶発生を確認した。 
・人為起源およびシーディングエーロゾルが雲・降水に与える影響を調べるための、バルク法雲物理ス

キームを開発した。シーディングエーロゾルが冬季山岳性降雪雲に与える影響を調べるための数値実

験を行い、シーディングに適した大気条件下では降雪量が増加することを確認した。 
 
今後に残された問題点 

・今後５年間で、雲生成チェンバー・氷晶核計を用いた実験・測定精度向上、各種地上リモートセンシ

ング技術を用いたエーロゾルのキャラクタリゼーション手法の改良などを通して、ダスト粒子・炭素

系粒子・海塩粒子・硫酸塩粒子を中心としたエーロゾルの物理化学特性と雲核・氷晶核能の関係を解

明するとともに、モニタリング観測からその季節変化などを明らかにする。 
数値モデルに関しては、上記の室内実験および詳細雲物理ボックスモデルの結果を組み込んだエーロ

ゾル（雲核・氷晶核）・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーション（バルク法、ビン法）

を組み込んだNHM を開発する。バルク法を組み込んだNHM を用いた数値シミュレーションと観測

結果を組み合わせモデルの検証・改良を行い、人為起源エーロゾルやシーディングエーロゾルが種々

の雲の微物理構造・寿命・雲量・地上降水量などに及ぼす影響（エーロゾルの間接効果・シーディン

グ効果）の解明を図る。ビン法を組み込んだNHM による数値シミュレーションは計算機能力を考慮

し、氷粒子の取り扱いを簡略化するなどして狭領域を対象としたケーススタディを実施し、エーロゾ

ル・雲・降水の微物理構造の観測結果との比較・検証を実施する。 
・１０年後までには、ダスト粒子・炭素系粒子・海塩粒子・硫酸塩粒子以外のエーロゾルも含め、それ

らの内部混合・外部混合状態と雲核・氷晶核能の関係を解明するとともに、モニタリング観測からそ

の季節変化などを明らかにする。 
数値モデルに関しては、上記の室内実験および詳細雲物理ボックスモデルの結果を組み込んだエーロ

ゾル（エーロゾル種別の雲核・氷晶核能）・雲・降水を統一的に扱う雲物理パラメタリゼーション（バ

ルク法、ビン法）を組み込んだ NHM を開発する。ビン法を組み込んだ NHM を用いた数値シミュ

レーションと観測結果を組み合わせてモデルの検証・改良を行い、人為起源エーロゾルやシーディン

グエーロゾルが種々の雲の微物理構造・寿命・雲量・地上降水量などに及ぼす影響（エーロゾルの間

接効果・シーディング効果）の解明を図る。上記ビン法 NHM の結果を用いてバルク法 NHM の改

良を図り、広領域を対象としてエーロゾルの間接効果の解明や各種シーディングによる人工降雨・降

研
究
報
告
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11. 田尻拓也・山下克也・石元裕史・村上正隆, 2008: エーロゾル･雲粒子センサーの非球形粒子検出

特性について（その 2）－MRI 雲生成チャンバー雲物理実験より－. 日本気象学会 2008 年

度春季大会講演予稿集, P245. 
12. 山下克也・田尻拓也・村上正隆・折笠成宏・斎藤篤思・財前祐二・岡田菊夫, 2008: MRI 雲生成チ

ェンバーを用いた吸湿性粒子シーディング実験（その2）. 日本気象学会 2008年度春季大会

講演予稿集, B404. 
13. 村上正隆・橋本明弘・小池克征, 2008: 物理的予測因子を用いたシーディング効果判定法の試み－

2D シーディング数値実験の結果を用いて－. 日本気象学会 2008 年度春季大会講演予稿集, 
B401. 

14. 三隅良平・村上正隆・加藤輝之・橋本明弘・佐竹晋輔・J.-P. Chen, 2008: 多次元ビン法雲物理モ

デルの簡略化の検討－力学モデルへの導入に向けて－. 2008年日本気象学会春季大会, P304. 
15. 村上正隆, 2008：意図的・非意図的気象改変. 日本気象学会夏期特別セミナー. 
16. 村上正隆・JCSEPA研究グループ, 2008: 人工降雨・降雪研究（JCSEPA）におけるリモートセン

シング技術. 第 34回リモートセンシングシンポジウム講演論文集. 
17. 酒井 哲・永井智広・村上正隆・JCSEPA 観測グループ, 2008: 2008年夏季人工降雨実験における

２波長ライダー観測. 第 34回リモートセンシングシンポジウム講演論文集, 13-16.  
18. 折笠成宏・村上正隆・斎藤篤思・池田明弘・吉田一全, 2008: ドライアイスシーディングに伴う山

岳性降雪雲の微物理構造の変化. 日本気象学会 2008年度秋季大会講演予稿集, B356. 
19. 田尻拓也・山下克也・村上正隆, 2008: MRI 雲生成チェンバーによる雲物理実験 混合雲における氷

晶発生過程について（その 2）. 日本気象学会 2008年度秋季大会講演予稿集, P381. 
20. 村上正隆・科振費「人工降雨・降雪」夏期観測グループ, 2008: 四国における人工降雨実験観測の

概要. 日本気象学会 2008年度秋季大会講演予稿集, P381. 
21. 橋本明弘・佐竹晋輔・加藤輝之・村上正隆, 2008: ヨウ化銀を用いた地上シーディングに関する数
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22. 酒井 哲・永井智広・村上正隆・JCSEPA観測グループ, 2008: 2008年夏季人工降雨実験におけ

るライダー観測（速報）. 日本気象学会 2008年度秋季大会講演予稿集, P173. 
23. 斎藤篤思・村上正隆, 2008: 氷晶核測定装置を用いた氷晶核数濃度の測定（その 3）. 日本気象学

会 2008年度春季大会講演予稿集, P150. 
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九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象に関する研究 
 
研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
研究代表者： 出口一（福岡管区気象台技術部予報課） 
研究担当者： 中西信彦1)、折口征二、今藤友紀 2)（福岡管区気象台）北畠尚子（気象研究所台風研究部） 

 
研究の目的 

九州に接近した台風について、その温帯低気圧化に伴う 3 次元構造の変化と、付随して生じた地上

風・降水分布の多様性、及びそれによる災害の特徴の関係を明らかにする。 
 
研究の到達目標 

・九州に接近した台風に伴って発生した地上風・降水分布、及びそれによる災害の特徴を整理する。 
・九州に接近した台風の 3次元構造を解析し、傾圧性の影響による成熟期の軸対称構造の台風からの変

化の過程を明らかにする。 
・台風の 3次元構造の変化と、それに伴って九州付近で生じた地上風・降水分布の特徴、及びそれによ

る災害の特徴の関係について、考察を行う。 
 

研究の概要 
・過去に九州に接近した台風に伴って生じた地上風・降水分布、及び災害の発生状況を、後で台風の構

造変化過程と関連付けて考察するために、時系列的に整理する。 
・過去に九州に接近した台風について、観測データ及び数値予報GPV を用いて台風の 3次元構造の変

化を解析する。主に 2004年以降の台風を解析対象とするが、必要に応じてそれ以外の事例も解析し

比較を行う。 
・台風の 3次元構造の変化と、その変化の段階に対して九州付近で生じた諸現象（地上風・降水分布な

ど）、及びそれによる災害の特徴の関係について、考察を行う。 
 

研究成果 
・過去 3 年間の九州接近台風、および過去 10 年間に顕著な災害をもたらした九州接近台風について調

査を行った。過去 10年間に突風害を発生させた台風は 8個で、そのうち 7個が 9～10月の台風だっ

た。8個の台風に伴って生じたとされている突風害 16事例（竜巻とされているものは 14事例）のう

ち 13 事例が台風の進行方向の前方右側、3 事例が前方左側で発生した。また、台風中心近傍で発生

したのは、わずか 1 事例（北西側 15km）であり、その他は全て台風中心から約 200km 以上離れた

地点で発生していた。 
・九州西海上を北上した台風 3個（2006年台風第 13号、2006年台風第 14号、2004年台風第 21号）

についてRSM（気象庁領域モデル）のGPV等を用いて三次元構造を解析した。いずれも、九州接近

時には構造変化の段階にあったが、以下のように相違点が見られた。 
①《2006年台風第 13号》上部対流圏起源の乾燥した高渦位空気の流入により台風はやや非対称性を

持っていた。進行方向右前方において不安定域が形成され、宮崎県付近には竜巻などの顕著現象の

発生に好適な環境が形成されていた。その後、経路右側の降水域が消滅し、経路左側降水域が出現

する明瞭な降水シフトがあった。 
②《006 年台風第 14 号》台風はまだ比較的軸対称性が強い段階で、T0613 の場合とは異なり、台風

北側にあたる九州東岸に北西からではなく東海上から流入した乾燥空気により不安定域が形成さ

れていて、そこで竜巻が発生していた。経路右側の降水域が徐々に消失するとともに、経路左側の

降水域も徐々に出現した。 
③《2004年台風第 21号》台風は非対称性を持ち始めており、北西側からの沈降による中層乾燥空気

は台風の南側を大きく回って北東側まで流入し、南側の降水域が消失するだけでなく、東側 400～
500km 付近まで降水域が広範囲に弱まった。突風害は九州では特に報告されていないが、関東地

方と東海地方では竜巻があったことが報告されている。 
・本研究に着手した平成 19 年度において、気象庁は竜巻注意情報を業務化した。それに伴って「竜巻

                                                   
1)平成 19年度、2)平成 20年度 
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などの激しい突風に関する予告的気象情報」を発表するための基準策定が全国の気象官署で実施され

た。福岡管内における基準策定作業は過去事例の突風関連指数の統計的調査に基づいた策定作業だっ

たが、策定した基準の妥当性を検討する際には、本研究の示す台風温低化に関する総観的状況に関す

る知見が、策定基準の妥当性を示すことに有効だった。このため、突風に関する予告的気象情報の発

表基準策定作業に貢献し、大きな効果があった。 
・本研究では、過去 10 年間の突風発生位置の統計結果と、2006 台風第 13 号の立体構造解析から、九

州における台風に伴う突風災害は、構造変化段階の台風の進行方向右前方 200～300km 付近に発生

しやすいという知見が得られた。この結果は、台風が九州から遠い南海上にあって直接的な影響のな

い段階において、台風と中緯度傾圧帯の中間領域（中心からかなり離れた所）に発生する突風害発生

の可能性を予測する技術に結びつくと考えられる。 
 
今後に残された問題点 

・九州に接近する台風は成熟期の軸対称構造として説明されることが多いが、調査した 3事例について

は構造変化の段階にあったということが確認されたことで、一定の成果があった。また台風の構造変

化と突風災害の関連を示唆することができたことでも一定の成果があった。一方、今回の研究のうち

事例解析では、一般に九州で最も災害が大きくなるとされる「九州西海上を北上した台風」の 3事例

を選定したが、災害と構造変化の関連性を調査するためには、経路の類似した台風事例の比較よりも、

災害の類似した台風事例の比較を行ったほうが有効な解析に結びついた可能性があると考えられ、事

例選定の考え方に反省点があった。今後は、この反省点を踏まえた台風事例解析を積み重ね、今回の

調査を参考に、災害と構造変化の関連性についての一般性を議論するための調査につなげたい。 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
台風の非軸対称性にともなう風、降水、災害分布についてはこれまでに多く議論されてはいたが、統

一的・総合的に調査されることが少なかった。この点に着目し、かなりの数の台風について調査し、統

一的に結果をまとめようとする取り組みは、予報業務に貢献するとともに、気象学的にも価値が高いも

のである。したがって、九州に災害をもたらした 14 個の台風について、地上風、降水分布、災害一覧

表をイントラHP 上に整理し、そのうちの 3事例について詳細な解析を実施したことはある程度評価で

きる。また、同様な調査を継続する上でのテンプレートを提供したという面も評価できる。 
ただし、事前評価の指摘に従い突風災害に絞ったことは良かったと言えるが、台風の構造変化及び分

布と災害の特徴の多様性との関係を明らかにするには、解析事例数が十分とは言えない。また、地方が

主体の課題ではあるが、気象研究所の力を発揮できる場が限られていたようにみられる。今後、同様の

手法で事例解析を蓄積し、予報現場で有効な知見をまとめていくことを目指して、よく組織化された研

究に発展させるよう取り組まれることを期待する。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 なし  
・口頭発表件数 4件 

 
成果発表一覧 
１．査読論文       なし 

 

２．査読論文以外の著作物（翻訳、著書、解説）     なし 
 

３．口頭発表 

1. 中西信彦・出口一・折口征二, 2007：九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象.平成 19
年度福岡県気象研究会. 

2. 中西信彦・出口一・折口征二, 2007：九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象.平成 19
年度北部地区気象研究会. 

3. 出口一・中西信彦・折口征二, 2007：九州に接近した台風に伴う突風害と台風の構造変化.2007年

度日本気象学会九州支部発表会. 
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研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
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九州に接近した台風について、その温帯低気圧化に伴う 3 次元構造の変化と、付随して生じた地上

風・降水分布の多様性、及びそれによる災害の特徴の関係を明らかにする。 
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・九州に接近した台風に伴って発生した地上風・降水分布、及びそれによる災害の特徴を整理する。 
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る災害の特徴の関係について、考察を行う。 
 

研究の概要 
・過去に九州に接近した台風に伴って生じた地上風・降水分布、及び災害の発生状況を、後で台風の構

造変化過程と関連付けて考察するために、時系列的に整理する。 
・過去に九州に接近した台風について、観測データ及び数値予報GPV を用いて台風の 3次元構造の変

化を解析する。主に 2004年以降の台風を解析対象とするが、必要に応じてそれ以外の事例も解析し

比較を行う。 
・台風の 3次元構造の変化と、その変化の段階に対して九州付近で生じた諸現象（地上風・降水分布な

ど）、及びそれによる災害の特徴の関係について、考察を行う。 
 

研究成果 
・過去 3 年間の九州接近台風、および過去 10 年間に顕著な災害をもたらした九州接近台風について調

査を行った。過去 10年間に突風害を発生させた台風は 8個で、そのうち 7個が 9～10月の台風だっ

た。8個の台風に伴って生じたとされている突風害 16事例（竜巻とされているものは 14事例）のう

ち 13 事例が台風の進行方向の前方右側、3 事例が前方左側で発生した。また、台風中心近傍で発生

したのは、わずか 1 事例（北西側 15km）であり、その他は全て台風中心から約 200km 以上離れた
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①《2006年台風第 13号》上部対流圏起源の乾燥した高渦位空気の流入により台風はやや非対称性を

持っていた。進行方向右前方において不安定域が形成され、宮崎県付近には竜巻などの顕著現象の

発生に好適な環境が形成されていた。その後、経路右側の降水域が消滅し、経路左側降水域が出現

する明瞭な降水シフトがあった。 
②《006 年台風第 14 号》台風はまだ比較的軸対称性が強い段階で、T0613 の場合とは異なり、台風

北側にあたる九州東岸に北西からではなく東海上から流入した乾燥空気により不安定域が形成さ

れていて、そこで竜巻が発生していた。経路右側の降水域が徐々に消失するとともに、経路左側の

降水域も徐々に出現した。 
③《2004年台風第 21号》台風は非対称性を持ち始めており、北西側からの沈降による中層乾燥空気

は台風の南側を大きく回って北東側まで流入し、南側の降水域が消失するだけでなく、東側 400～
500km 付近まで降水域が広範囲に弱まった。突風害は九州では特に報告されていないが、関東地

方と東海地方では竜巻があったことが報告されている。 
・本研究に着手した平成 19 年度において、気象庁は竜巻注意情報を業務化した。それに伴って「竜巻
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などの激しい突風に関する予告的気象情報」を発表するための基準策定が全国の気象官署で実施され

た。福岡管内における基準策定作業は過去事例の突風関連指数の統計的調査に基づいた策定作業だっ

たが、策定した基準の妥当性を検討する際には、本研究の示す台風温低化に関する総観的状況に関す

る知見が、策定基準の妥当性を示すことに有効だった。このため、突風に関する予告的気象情報の発

表基準策定作業に貢献し、大きな効果があった。 
・本研究では、過去 10 年間の突風発生位置の統計結果と、2006 台風第 13 号の立体構造解析から、九

州における台風に伴う突風災害は、構造変化段階の台風の進行方向右前方 200～300km 付近に発生

しやすいという知見が得られた。この結果は、台風が九州から遠い南海上にあって直接的な影響のな

い段階において、台風と中緯度傾圧帯の中間領域（中心からかなり離れた所）に発生する突風害発生

の可能性を予測する技術に結びつくと考えられる。 
 
今後に残された問題点 

・九州に接近する台風は成熟期の軸対称構造として説明されることが多いが、調査した 3事例について

は構造変化の段階にあったということが確認されたことで、一定の成果があった。また台風の構造変

化と突風災害の関連を示唆することができたことでも一定の成果があった。一方、今回の研究のうち

事例解析では、一般に九州で最も災害が大きくなるとされる「九州西海上を北上した台風」の 3事例

を選定したが、災害と構造変化の関連性を調査するためには、経路の類似した台風事例の比較よりも、

災害の類似した台風事例の比較を行ったほうが有効な解析に結びついた可能性があると考えられ、事

例選定の考え方に反省点があった。今後は、この反省点を踏まえた台風事例解析を積み重ね、今回の

調査を参考に、災害と構造変化の関連性についての一般性を議論するための調査につなげたい。 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
台風の非軸対称性にともなう風、降水、災害分布についてはこれまでに多く議論されてはいたが、統

一的・総合的に調査されることが少なかった。この点に着目し、かなりの数の台風について調査し、統

一的に結果をまとめようとする取り組みは、予報業務に貢献するとともに、気象学的にも価値が高いも

のである。したがって、九州に災害をもたらした 14 個の台風について、地上風、降水分布、災害一覧

表をイントラHP 上に整理し、そのうちの 3事例について詳細な解析を実施したことはある程度評価で

きる。また、同様な調査を継続する上でのテンプレートを提供したという面も評価できる。 
ただし、事前評価の指摘に従い突風災害に絞ったことは良かったと言えるが、台風の構造変化及び分

布と災害の特徴の多様性との関係を明らかにするには、解析事例数が十分とは言えない。また、地方が

主体の課題ではあるが、気象研究所の力を発揮できる場が限られていたようにみられる。今後、同様の

手法で事例解析を蓄積し、予報現場で有効な知見をまとめていくことを目指して、よく組織化された研

究に発展させるよう取り組まれることを期待する。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 なし  
・口頭発表件数 4件 

 
成果発表一覧 
１．査読論文       なし 

 

２．査読論文以外の著作物（翻訳、著書、解説）     なし 
 

３．口頭発表 

1. 中西信彦・出口一・折口征二, 2007：九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象.平成 19
年度福岡県気象研究会. 

2. 中西信彦・出口一・折口征二, 2007：九州に接近した台風の構造変化とそれに伴う諸現象.平成 19
年度北部地区気象研究会. 

3. 出口一・中西信彦・折口征二, 2007：九州に接近した台風に伴う突風害と台風の構造変化.2007年

度日本気象学会九州支部発表会. 
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4. 出口一・今藤友紀・折口征二, 2008：上層乾燥渦位と下層湿潤渦位の振舞いに着目した台風温帯低

気圧化過程の研究.平成 20年度福岡県気象研究会. 
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強雨をもたらす線状降水帯の形成機構等の解明及び降水強度・移動速度の予測に

関する研究 
 
研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
研究代表者： 瀬古弘（予報研究部 第二研究室主任研究官） 
研究担当者： 大阪管区気象台、彦根地方気象台、京都地方気象台、奈良地方気象台、和歌山地方気象台、

鳥取地方気象台、松江地方気象台、広島地方気象台、徳島地方気象台、舞鶴海洋気象台、

神戸海洋気象台 
 
研究の目的 

ドップラーレーダなどの観測データを使って解析する“豪雨や強雨をもたらす線状降水帯”の事例

数を増やし、降水帯の分類や、それぞれの構造、維持機構を明らかにする。さらに、非静力学モデル

や同化システムなどの結果を用いて、降水強度の変化・移動と環境場との関係を調べて整理するとと

もに、整理した関係を元に、降水強度の変化・移動の予測を試みる。 
また、この研究から得られた成果は、平成 22年度から始まる市町村を対象とした注意報･警報の発

表のための重要な知見となる。 
 

研究の到達目標 
（１）これまでに観測された線状降水帯などの複数の事例を選び、ドップラーレーダやウィンドプロ

ファイラー、GPSなどの観測データを使って解析し、個々の降水帯の構造や維持機構を見出す。 
（２）これまでの複数の事例の観測データや数値モデルの結果を使って、降水帯の発達や移動速度と

環境場との関係や、降水強度や移動速度の変化に影響を及ぼす要因を見出す。 
（３）環境を変えた数値実験を行い、（２）で得られた降水帯の降水強度や移動速度と環境場との関

係についての知見を評価・検討する。 
 
研究の概要 

・これまでに観測された事例から、解析する事例を複数選び、観測データを収集する。 
・ドップラーレーダやウィンドプロファイラーなどの観測データを用いて、降水帯の構造や維持機構を

調べる。 
・非静力学モデルなどを用いて再現実験を行い、降水帯の構造や維持機構を調べる。 
・複数の事例の観測データや数値モデルの再現実験の結果から、降水帯の発達や移動速度の要因を調べ

る。 
・環境を変えた実験を行い、降水強度や移動の要因を評価する。 
 

研究成果 
 

（１） 2003年 4月 8日の線状降水帯（気象研究所） 
線状降水帯に対する地形の影響を調べるために、非静力学モデルを用いて、計算領域全体や四国、

淡路島等の地形を取り除いた感度実験、領域全体の地形を南北にずらした感度実験を行った。また、

線状降水帯の南側から降水帯に供給される気流の風速や湿度などの環境について、模擬観測データを

作成し、メソ 4次元変分法データ同化システムに適用して同化することによって、降水帯の降水強度

や移動に与える線状降水帯周辺の環境の影響を調べた。その結果、紀伊水道の南側の中層の水蒸気量

を増やすと線状降水帯の降水が強められることから、この事例では下層のみではなく中層も湿ってい

ることが重要なこと、降水帯周辺の南西風と南風の収束が強い降水帯の形成に重要であり、瀬戸内海

と紀伊水道という収束を生じさせやすい地形が降水帯の位置を決めるうえで重要であることがわか

った。また、瀬戸内海の西風を強くすると降水帯がより速く東に移動することがわかった。 
（２） 神戸の雷雨をもたらした線状降水帯（気象研究所・大阪管区気象台・神戸海洋気象台） 

2008年 7月 28 日に神戸の河川の急激な増水をもたらした事例について、局所アンサンブル変換カ

ルマンフィルターを用いて、現業の同化システムで用いられた地上と高層データ、新しい観測データ

である GPS 可降水量を同化し、雷雨を引き起こした降水帯の再現実験を行った。その結果、発生し
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4. 出口一・今藤友紀・折口征二, 2008：上層乾燥渦位と下層湿潤渦位の振舞いに着目した台風温帯低

気圧化過程の研究.平成 20年度福岡県気象研究会. 
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強雨をもたらす線状降水帯の形成機構等の解明及び降水強度・移動速度の予測に

関する研究 
 
研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
研究代表者： 瀬古弘（予報研究部 第二研究室主任研究官） 
研究担当者： 大阪管区気象台、彦根地方気象台、京都地方気象台、奈良地方気象台、和歌山地方気象台、

鳥取地方気象台、松江地方気象台、広島地方気象台、徳島地方気象台、舞鶴海洋気象台、

神戸海洋気象台 
 
研究の目的 

ドップラーレーダなどの観測データを使って解析する“豪雨や強雨をもたらす線状降水帯”の事例

数を増やし、降水帯の分類や、それぞれの構造、維持機構を明らかにする。さらに、非静力学モデル

や同化システムなどの結果を用いて、降水強度の変化・移動と環境場との関係を調べて整理するとと

もに、整理した関係を元に、降水強度の変化・移動の予測を試みる。 
また、この研究から得られた成果は、平成 22年度から始まる市町村を対象とした注意報･警報の発

表のための重要な知見となる。 
 

研究の到達目標 
（１）これまでに観測された線状降水帯などの複数の事例を選び、ドップラーレーダやウィンドプロ

ファイラー、GPSなどの観測データを使って解析し、個々の降水帯の構造や維持機構を見出す。 
（２）これまでの複数の事例の観測データや数値モデルの結果を使って、降水帯の発達や移動速度と

環境場との関係や、降水強度や移動速度の変化に影響を及ぼす要因を見出す。 
（３）環境を変えた数値実験を行い、（２）で得られた降水帯の降水強度や移動速度と環境場との関

係についての知見を評価・検討する。 
 
研究の概要 

・これまでに観測された事例から、解析する事例を複数選び、観測データを収集する。 
・ドップラーレーダやウィンドプロファイラーなどの観測データを用いて、降水帯の構造や維持機構を

調べる。 
・非静力学モデルなどを用いて再現実験を行い、降水帯の構造や維持機構を調べる。 
・複数の事例の観測データや数値モデルの再現実験の結果から、降水帯の発達や移動速度の要因を調べ

る。 
・環境を変えた実験を行い、降水強度や移動の要因を評価する。 
 

研究成果 
 

（１） 2003年 4月 8日の線状降水帯（気象研究所） 
線状降水帯に対する地形の影響を調べるために、非静力学モデルを用いて、計算領域全体や四国、

淡路島等の地形を取り除いた感度実験、領域全体の地形を南北にずらした感度実験を行った。また、

線状降水帯の南側から降水帯に供給される気流の風速や湿度などの環境について、模擬観測データを

作成し、メソ 4次元変分法データ同化システムに適用して同化することによって、降水帯の降水強度

や移動に与える線状降水帯周辺の環境の影響を調べた。その結果、紀伊水道の南側の中層の水蒸気量

を増やすと線状降水帯の降水が強められることから、この事例では下層のみではなく中層も湿ってい

ることが重要なこと、降水帯周辺の南西風と南風の収束が強い降水帯の形成に重要であり、瀬戸内海

と紀伊水道という収束を生じさせやすい地形が降水帯の位置を決めるうえで重要であることがわか

った。また、瀬戸内海の西風を強くすると降水帯がより速く東に移動することがわかった。 
（２） 神戸の雷雨をもたらした線状降水帯（気象研究所・大阪管区気象台・神戸海洋気象台） 

2008年 7月 28 日に神戸の河川の急激な増水をもたらした事例について、局所アンサンブル変換カ

ルマンフィルターを用いて、現業の同化システムで用いられた地上と高層データ、新しい観測データ

である GPS 可降水量を同化し、雷雨を引き起こした降水帯の再現実験を行った。その結果、発生し
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た時刻が実況よりも早いものの、兵庫県や岡山地方の内陸部から神戸付近の延びる広域の降水帯や、

その降水帯が時間とともに南下していく状況については再現できた。GPS 可降水量を同化しないと

強い降水帯が再現できないことから、この降水帯の形成には、下層の水蒸気量が重要であることがわ

かった。また、豪雨発生時における神戸から±50km 内の降水強度と、2 時間前における同じ領域内

の地上気温や中層の気温などの関係を、アンサンブルメンバーの予報値から求めたところ、中層の気

温が低いメンバーで降水量が大きいことがわかった。 
（３） 隠岐に大雨をもたらした降水帯について（気象研究所・松江地方気象台） 

2007 年 8 月 31 日に島根県隠岐に大雨をもたらした降水系について、GPS 掩蔽データをメソ 4 次

元変分法システムに適用して同化したが、掩蔽データの位置が隠岐から遠かったため、同化のインパ

クトが小さく、豪雨をもたした降水帯が再現できなかった。そのため、局所アンサンブル変換カルマ

ンフィルターを用いて、現業の同化システムで用いられた地上と高層データを同化した再現実験を行

った。その結果、気象庁現業レーダで観測された降水帯に似た「西に尖った降水域を持つ降水帯」が

再現され、西郷測候所で観測された「急激な気圧の下降」に対応する深くて狭い低圧部も再現するこ

とができた。この降水系について、流跡線解析等を行ったところ、南からの湿って暖かい気流が、降

水帯の側面に沿って上昇していたこと、降水帯の先端部分周辺の高度 3km 以下に高温域があり、そ

れによって地上の低圧部が形成されていたことがわかった。 
（４） 2004 年 5 月 13 日の降水帯（大阪管区気象台・京都地方気象台） 

2004 年 5 月 13 日の大阪府に大雨をもたらした事例について、地上気圧や GPS 可降水量等の変

動を詳細に解析した。解析の結果、瀬戸内を速い速度で東進する地上の低圧部があり、瀬戸内を東進

して大阪湾に到達すると、紀伊水道を通って大阪湾付近に流入する暖湿気の強まりにより、大雨を引

き起こす低気圧として顕在化したことがわかった。低気圧の顕在化は、非静力学モデルでも確認でき

た。数値モデルの結果から、日本海から南下する前線の暖域内にある緩やかな傾度をもつ相当温位分

布が、低気圧の振る舞いにより相当温位集中帯を形成・強化されること、この相当温位集中帯に沿っ

て紀伊水道から大阪平野へ流入する暖湿気が上昇して凝結し、線状の降水分布を形成していたことが

わかった。 
（５） 2007年 8月 22 日に鳥取県で発生した線状降水帯の事例（鳥取地方気象台） 

岡山県との県境付近に形成されていた海風の収束によって発生した対流セルが次第に組織化して、

三国山付近から東に延びる線状降水帯となった。降水帯の最盛期では、対流セルが降水帯の先端の三

国山付近で、下層の冷気塊や地形の効果により発生し、その後、中層の西風によって東に移動してい

た。対流セルが東に移動している間も、海上からの暖気が降水帯の冷気外出流と収束し、降水帯に沿

って上昇して、降水帯を維持させていた。これらの気流構造から、2007年 8月 22 日に鳥取県で発達

した線状降水帯は、「バックアンドサイドビルド型」と呼ばれるタイプであることがわかった。 
 

本課題では、GPS 可降水量データなどの観測データ、GPS 掩蔽データを同化した初期値からの予

報やアンサンブル予報の結果等を、地方官署の担当者に提供するともに、ドップラーレーダの動径風

を用いた解析法などを大阪管区気象台の地方共同研究のホームページなどに掲載したりして、地方官

署の担当者と情報を共有しながら、解析を進めてきた。ドップラーレーダの動径風データや GPS 可

降水量データを利用すると、降水帯の 3次元構造や維持機構を解析することができ、模擬観測データ

に恣意的な値を与える感度実験の代わりに、アンサンブル予報のメンバーの出力を用いると、より現

実に近い状況下での豪雨の要因等を調べることができる。本課題で示したこれらの手法や結果は、今

後の地方官署における調査研究の参考になることが期待でき、気象研究所技術報告に投稿するべく作

業を進めている。 
 
今後に残された問題点 

現段階では、個々の事例解析にとどまっており、目的であった「降水強度の変化・移動の予測を試

みる」ことが達成できていない。各事例の共通点、相違点、タイプ別分類、これまでの一般論との関

係、新しい知見など、全体としてのまとめを行い、得られた知見が予報現場の作業にどのようにイン

パクトを与えるのかについても議論する必要がある。 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
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強雨をもたらす線状降水帯の形成機構解明のため、線状降水帯の振る舞いと構造について、最新の

観測データ、数値モデル、同化技術、アンサンブル予報技術を用い、多数の事例解析を行っている。

ホームページを利用して研究担当者間で情報共有し、NHM シミュレーションの活用など、専門研究

者、管区、各地方官署の連携しながら行なった研究であり、多くの解析結果を得ている。すでに 1編

の論文が日本気象学会誌「天気」にも投稿されているが、さらに多くの事例の解析結果、あるいは総

合報告が学術雑誌に掲載されることを期待する。 
  
成果発表状況 

・印刷発表件数 1件  
・口頭発表件数 38件 
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た時刻が実況よりも早いものの、兵庫県や岡山地方の内陸部から神戸付近の延びる広域の降水帯や、

その降水帯が時間とともに南下していく状況については再現できた。GPS 可降水量を同化しないと

強い降水帯が再現できないことから、この降水帯の形成には、下層の水蒸気量が重要であることがわ

かった。また、豪雨発生時における神戸から±50km 内の降水強度と、2 時間前における同じ領域内

の地上気温や中層の気温などの関係を、アンサンブルメンバーの予報値から求めたところ、中層の気

温が低いメンバーで降水量が大きいことがわかった。 
（３） 隠岐に大雨をもたらした降水帯について（気象研究所・松江地方気象台） 

2007 年 8 月 31 日に島根県隠岐に大雨をもたらした降水系について、GPS 掩蔽データをメソ 4 次

元変分法システムに適用して同化したが、掩蔽データの位置が隠岐から遠かったため、同化のインパ

クトが小さく、豪雨をもたした降水帯が再現できなかった。そのため、局所アンサンブル変換カルマ

ンフィルターを用いて、現業の同化システムで用いられた地上と高層データを同化した再現実験を行

った。その結果、気象庁現業レーダで観測された降水帯に似た「西に尖った降水域を持つ降水帯」が

再現され、西郷測候所で観測された「急激な気圧の下降」に対応する深くて狭い低圧部も再現するこ

とができた。この降水系について、流跡線解析等を行ったところ、南からの湿って暖かい気流が、降

水帯の側面に沿って上昇していたこと、降水帯の先端部分周辺の高度 3km 以下に高温域があり、そ

れによって地上の低圧部が形成されていたことがわかった。 
（４） 2004 年 5 月 13 日の降水帯（大阪管区気象台・京都地方気象台） 

2004 年 5 月 13 日の大阪府に大雨をもたらした事例について、地上気圧や GPS 可降水量等の変

動を詳細に解析した。解析の結果、瀬戸内を速い速度で東進する地上の低圧部があり、瀬戸内を東進

して大阪湾に到達すると、紀伊水道を通って大阪湾付近に流入する暖湿気の強まりにより、大雨を引

き起こす低気圧として顕在化したことがわかった。低気圧の顕在化は、非静力学モデルでも確認でき

た。数値モデルの結果から、日本海から南下する前線の暖域内にある緩やかな傾度をもつ相当温位分

布が、低気圧の振る舞いにより相当温位集中帯を形成・強化されること、この相当温位集中帯に沿っ

て紀伊水道から大阪平野へ流入する暖湿気が上昇して凝結し、線状の降水分布を形成していたことが

わかった。 
（５） 2007年 8月 22 日に鳥取県で発生した線状降水帯の事例（鳥取地方気象台） 

岡山県との県境付近に形成されていた海風の収束によって発生した対流セルが次第に組織化して、

三国山付近から東に延びる線状降水帯となった。降水帯の最盛期では、対流セルが降水帯の先端の三

国山付近で、下層の冷気塊や地形の効果により発生し、その後、中層の西風によって東に移動してい

た。対流セルが東に移動している間も、海上からの暖気が降水帯の冷気外出流と収束し、降水帯に沿

って上昇して、降水帯を維持させていた。これらの気流構造から、2007年 8月 22 日に鳥取県で発達

した線状降水帯は、「バックアンドサイドビルド型」と呼ばれるタイプであることがわかった。 
 

本課題では、GPS 可降水量データなどの観測データ、GPS 掩蔽データを同化した初期値からの予

報やアンサンブル予報の結果等を、地方官署の担当者に提供するともに、ドップラーレーダの動径風

を用いた解析法などを大阪管区気象台の地方共同研究のホームページなどに掲載したりして、地方官

署の担当者と情報を共有しながら、解析を進めてきた。ドップラーレーダの動径風データや GPS 可

降水量データを利用すると、降水帯の 3次元構造や維持機構を解析することができ、模擬観測データ

に恣意的な値を与える感度実験の代わりに、アンサンブル予報のメンバーの出力を用いると、より現

実に近い状況下での豪雨の要因等を調べることができる。本課題で示したこれらの手法や結果は、今

後の地方官署における調査研究の参考になることが期待でき、気象研究所技術報告に投稿するべく作

業を進めている。 
 
今後に残された問題点 

現段階では、個々の事例解析にとどまっており、目的であった「降水強度の変化・移動の予測を試

みる」ことが達成できていない。各事例の共通点、相違点、タイプ別分類、これまでの一般論との関

係、新しい知見など、全体としてのまとめを行い、得られた知見が予報現場の作業にどのようにイン

パクトを与えるのかについても議論する必要がある。 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
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強雨をもたらす線状降水帯の形成機構解明のため、線状降水帯の振る舞いと構造について、最新の

観測データ、数値モデル、同化技術、アンサンブル予報技術を用い、多数の事例解析を行っている。

ホームページを利用して研究担当者間で情報共有し、NHM シミュレーションの活用など、専門研究

者、管区、各地方官署の連携しながら行なった研究であり、多くの解析結果を得ている。すでに 1編

の論文が日本気象学会誌「天気」にも投稿されているが、さらに多くの事例の解析結果、あるいは総

合報告が学術雑誌に掲載されることを期待する。 
  
成果発表状況 

・印刷発表件数 1件  
・口頭発表件数 38件 

 
成果発表一覧 
１．査読論文 

1. 栗原佳代子・金森恒雄・瀬古弘、2003 年 7 月 18 日に広島県で発生した線状降水帯 －気象庁非

静力学モデルで解析した気流構造と地形や中層乾燥気塊の効果－、天気、accepted. 
 

２．査読論文以外の著作物（翻訳、著書、解説）   なし 
 

３．口頭発表 

1. 朝原信長・瀬川知則・野村武司・鎌倉和夫、大阪平野における前線南下時にみられる線状降水帯

の特徴について、大阪管区気象台、平成 19 年度大阪管区府県気象研究会誌、平成 19 年 11
月  
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の解明について（その 1）、徳島地方気象台、平成 19 年度大阪管区府県気象研究会誌、平成

19年 11月  
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19年 11月 
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5. 鳥山暁人・濱田岩彦・佐藤兼太郎・石田保明、強雨をもたらす線状降水帯の構造や維持機構につ
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象庁非静力学モデルを用いた考察）、神戸海洋気象台、平成 19年度大阪管区府県気象研究会

誌、平成 19年 11月 
7. 西川哲也・佐藤祐一・東克彦、紀伊水道付近のエコーの発達、衰弱について(平成 19 年度地方共

同研究関連）、大阪管区気象台、平成 19年度大阪管区調査研究会誌、平成 19年 11月 
8. 金森恒雄・栗原佳代子・瀬古弘、線状降水帯の気流構造、広島地方気象台、平成 19年度大阪管区
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非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性に関する研究 
 
研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
研究代表者： 楠研一（台風研究部） 
研究担当者： 新千歳航空測候所 成田航空地方気象台 中部航空地方気象台、福岡航空測候所 
 
研究の目的 

非降水エコーの出現頻度・空間分布・大気環境との関係を明らかにするとともに、ゾンデデータな

ど真の風と比較してトレーサーとしての精度を評価する。さらに、台風に伴う暖湿気流と積乱雲発生

との関連性や海陸風や水平ロール対流などの局地循環を調べる。 
 

研究の到達目標 
（1）非降水エコー出現にかかわるデータベース構築 
（2）気象現象との関連性の調査と解析 
（3）トレーサーとしての精度評価 
 

研究の概要 
（1） 非降水エコー出現にかかわるデータベース構築 
 ①空港気象ドップラーレーダーによる非降水エコー出現の統計調査 

   （a）日変化、季節変化 
   （b）鉛直・水平分布 
   （c）形状、反射強度特性の調査 
 ②ACARS、ゾンデ、地上気象データによる大気環境の調査 

   上記①で得られた非降水エコー出現日について、地上気温、地上風、湿度、  気圧減率など大

気環境を特徴付けるパラメータを抽出する 
 ③データベース 

   ①②をデータベース化する。 
（2）気象現象との関連性の調査と解析 

   非降水エコーと気象現象との対応（例：海風前線、水平対流ロール、台風に伴う暖湿気流）を調

査し、ドップラー速度からわかるウインドシアの状況や降水現象との関連性（例：降水エコーに先

行したシアライン、新たな降水雲が発生）を解析する。 
（3）トレーサーとしての精度評価 

   真の風（ACARS、ゾンデデータ）と非降水エコーのドップラー速度とを比較し、トレーサーと

しての精度評価と行なう。 
 

研究成果 
 

（1-1）非降水エコー出現の統計的特徴 
全国 8箇所にある空港気象ドップラーレーダーのうち、緯度による出現の違いを視野に入れ、北か

ら南まで広く位置するような 4か所の空港気象ドップラーレーダー（新千歳・成田・中部・福岡）の

データを用いて調査を行った。空港気象ドップラーレーダーは常時、多仰角PPI スキャンを行なって

いるが、そのなかで最低仰角の 0.7度データを利用した。これは、非降水エコーの厚みは過去の研究

からせいぜい高度2kmと言われているため、この仰角のデータが解析には最適と考えたためである。 
  また、このように非降水エコーは地面付近の低層に発生することから、エコーの出現特性は地上気象

の条件に大きく影響されるものと考えられる。そのため、非降水エコー出現の大気環境を調査するた

めに、地上気象に着目した。地上風、地上気温、日照時間、湿度について、DRAW 官署データや近

傍のアメダスデータを用いて、関連性の調査を行なった。その結果、 
①水平分布：非降水エコーの出現場所の頻度分布を調査した結果、その出現領域日は陸上中心であり、

海上にはほとんど出現しないことがわかった。 
②非降水エコーの日変化の特徴：出現した非降水エコーについて、一日あたりの出現頻度を 1時間間隔

で時刻ごとにまとめた。その結果、非降水エコーは基本的には日中に出現することがわかった。さら
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に、その出現は日の出時刻、消滅は日の入時刻とほぼ一致した。また日中の出現とは別に、日の出日

の入前後の薄暮期に別な短い出現ピークをもち、日変化全体として 2－3 峰性の特性をもつこともわ

かった。 
③季節変化の特徴：5 月ころから出現が始まり、暖候季には、非降水エコーは非降水時のうち 30-80％

（日中は 80％前後）出現する反面、11月以降はほとんど出現しないことがわかった。 
④地上気象との関係 

空港気象ドップラーレーダー近傍のアメダスデータおよび、官署データをもとに、非降水エコーの

出現と地上気象との関係を調査した。その結果、非降水エコーは気温と風速に大きく依存し、低温時

および強風時には出現頻度が減少することがわかった。 
 
（1-2）現業利用に関する留意事項 
①非降水エコーは豊富に出現するため、将来の晴天大気モニターの現業化の潜在的なポテンシャルを持

つ。 
②出現特性に関連し、現業利用の制限があることが示唆された。 
・ 利用領域は陸上のみ  
・ ほぼ日中に限られる 
・ 風速が強い、あるいは気温が低いと出現しない。従って、空港気象ドップラーレーダーにて、非降

水以上、エコーを現業利用する場合は、地上気温や風速などを同時にモニターして品質管理する必

要がある。 
 
（1-3）大気現象との関連性の調査と解析 
  海風前線に代表される、ウインドシアを示唆するライン状の非降水エコーと大気現象との対応を解

析した。選択した事例は 2005 年 6 月 24 日 7 月 22 日、8 月 8 日、8 月 15 日で、それらの概要は次

のとおりである。 
いずれの非降水エコーも、ドップラー速度、各種速度シアーで風の急変域を示唆するパターンとな

っており、さらにその場所はアメダスで解析される収束域に対応していた。ライン状非降水エコーが

通過するタイミングで、地上気象（滑走路上）の風の急変が見られた。パイロットレポートによるウ

インドシア遭遇との対応関係はみられなかったが、非降水エコーのパターンによりウインドシアが捉

えられることが示された。またドップラー速度と民間航空機の通報する ACARS データの解析から、

非降水エコーが及んでいる領域は、1000-3000ft に及んでいることがわかった。 
 

 非降水エコーの解析を通じて、航空機に危険な晴天下における低層ウインドシアおよびそれをもた

らす局地循環の構造についての詳細な知見を得ることができた。今回の研究を通じて、航空機の安全

運航のための予報精度向上に資することが出来るともに、ドップラーレーダーデータやACARSデー

タに関する調査・解析能力の向上が見込まれる。 
 さらに現在は、現業レーダーの急速なドップラー化という観測環境の大きな変革の時期にある。航

空官署のみならず、一般現業官署においても調査研究の参考になることが期待される。 
 
今後に残された問題点 

・トレーサーとしての精度評価 
空港気象ドップラーレーダーで観測される非降水エコーの原因は昆虫などのバイオ粒子と考えられ

ることから、非降水エコーの風のトレーサーとしての精度評価を行う必要があると考えた。そのため

真の風と非降水エコーのドップラー速度とを比較する予定であった。この評価のためにはACARS（民

間航空機の通報データ）や高層ゾンデが非降水エコーの存在する領域を偶然通過したデータを統計的

に解析する必要がある。現実にはこのようなデータは非常に少ないことがわかり、精度評価はできな

かった。この評価をするために、今後、民間航空機の発着頻度の多い成田空港などに着目し、統計期

間を十分長く取った大掛かりな調査を実施する必要がある。 
 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
 以前から断片的に知られていた空港気象ドップラーレーダー観測における非降水エコーの出現に
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非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性に関する研究 
 
研究期間： 平成 19年度～平成 20年度 
研究代表者： 楠研一（台風研究部） 
研究担当者： 新千歳航空測候所 成田航空地方気象台 中部航空地方気象台、福岡航空測候所 
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ど真の風と比較してトレーサーとしての精度を評価する。さらに、台風に伴う暖湿気流と積乱雲発生

との関連性や海陸風や水平ロール対流などの局地循環を調べる。 
 

研究の到達目標 
（1）非降水エコー出現にかかわるデータベース構築 
（2）気象現象との関連性の調査と解析 
（3）トレーサーとしての精度評価 
 

研究の概要 
（1） 非降水エコー出現にかかわるデータベース構築 
 ①空港気象ドップラーレーダーによる非降水エコー出現の統計調査 

   （a）日変化、季節変化 
   （b）鉛直・水平分布 
   （c）形状、反射強度特性の調査 
 ②ACARS、ゾンデ、地上気象データによる大気環境の調査 

   上記①で得られた非降水エコー出現日について、地上気温、地上風、湿度、  気圧減率など大

気環境を特徴付けるパラメータを抽出する 
 ③データベース 

   ①②をデータベース化する。 
（2）気象現象との関連性の調査と解析 

   非降水エコーと気象現象との対応（例：海風前線、水平対流ロール、台風に伴う暖湿気流）を調

査し、ドップラー速度からわかるウインドシアの状況や降水現象との関連性（例：降水エコーに先

行したシアライン、新たな降水雲が発生）を解析する。 
（3）トレーサーとしての精度評価 

   真の風（ACARS、ゾンデデータ）と非降水エコーのドップラー速度とを比較し、トレーサーと

しての精度評価と行なう。 
 

研究成果 
 

（1-1）非降水エコー出現の統計的特徴 
全国 8箇所にある空港気象ドップラーレーダーのうち、緯度による出現の違いを視野に入れ、北か

ら南まで広く位置するような 4か所の空港気象ドップラーレーダー（新千歳・成田・中部・福岡）の

データを用いて調査を行った。空港気象ドップラーレーダーは常時、多仰角PPI スキャンを行なって

いるが、そのなかで最低仰角の 0.7度データを利用した。これは、非降水エコーの厚みは過去の研究

からせいぜい高度2kmと言われているため、この仰角のデータが解析には最適と考えたためである。 
  また、このように非降水エコーは地面付近の低層に発生することから、エコーの出現特性は地上気象

の条件に大きく影響されるものと考えられる。そのため、非降水エコー出現の大気環境を調査するた

めに、地上気象に着目した。地上風、地上気温、日照時間、湿度について、DRAW 官署データや近

傍のアメダスデータを用いて、関連性の調査を行なった。その結果、 
①水平分布：非降水エコーの出現場所の頻度分布を調査した結果、その出現領域日は陸上中心であり、

海上にはほとんど出現しないことがわかった。 
②非降水エコーの日変化の特徴：出現した非降水エコーについて、一日あたりの出現頻度を 1時間間隔

で時刻ごとにまとめた。その結果、非降水エコーは基本的には日中に出現することがわかった。さら
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に、その出現は日の出時刻、消滅は日の入時刻とほぼ一致した。また日中の出現とは別に、日の出日

の入前後の薄暮期に別な短い出現ピークをもち、日変化全体として 2－3 峰性の特性をもつこともわ

かった。 
③季節変化の特徴：5 月ころから出現が始まり、暖候季には、非降水エコーは非降水時のうち 30-80％

（日中は 80％前後）出現する反面、11月以降はほとんど出現しないことがわかった。 
④地上気象との関係 

空港気象ドップラーレーダー近傍のアメダスデータおよび、官署データをもとに、非降水エコーの

出現と地上気象との関係を調査した。その結果、非降水エコーは気温と風速に大きく依存し、低温時

および強風時には出現頻度が減少することがわかった。 
 
（1-2）現業利用に関する留意事項 
①非降水エコーは豊富に出現するため、将来の晴天大気モニターの現業化の潜在的なポテンシャルを持

つ。 
②出現特性に関連し、現業利用の制限があることが示唆された。 
・ 利用領域は陸上のみ  
・ ほぼ日中に限られる 
・ 風速が強い、あるいは気温が低いと出現しない。従って、空港気象ドップラーレーダーにて、非降

水以上、エコーを現業利用する場合は、地上気温や風速などを同時にモニターして品質管理する必

要がある。 
 
（1-3）大気現象との関連性の調査と解析 
  海風前線に代表される、ウインドシアを示唆するライン状の非降水エコーと大気現象との対応を解

析した。選択した事例は 2005 年 6 月 24 日 7 月 22 日、8 月 8 日、8 月 15 日で、それらの概要は次

のとおりである。 
いずれの非降水エコーも、ドップラー速度、各種速度シアーで風の急変域を示唆するパターンとな

っており、さらにその場所はアメダスで解析される収束域に対応していた。ライン状非降水エコーが

通過するタイミングで、地上気象（滑走路上）の風の急変が見られた。パイロットレポートによるウ

インドシア遭遇との対応関係はみられなかったが、非降水エコーのパターンによりウインドシアが捉

えられることが示された。またドップラー速度と民間航空機の通報する ACARS データの解析から、

非降水エコーが及んでいる領域は、1000-3000ft に及んでいることがわかった。 
 

 非降水エコーの解析を通じて、航空機に危険な晴天下における低層ウインドシアおよびそれをもた

らす局地循環の構造についての詳細な知見を得ることができた。今回の研究を通じて、航空機の安全

運航のための予報精度向上に資することが出来るともに、ドップラーレーダーデータやACARSデー

タに関する調査・解析能力の向上が見込まれる。 
 さらに現在は、現業レーダーの急速なドップラー化という観測環境の大きな変革の時期にある。航

空官署のみならず、一般現業官署においても調査研究の参考になることが期待される。 
 
今後に残された問題点 

・トレーサーとしての精度評価 
空港気象ドップラーレーダーで観測される非降水エコーの原因は昆虫などのバイオ粒子と考えられ

ることから、非降水エコーの風のトレーサーとしての精度評価を行う必要があると考えた。そのため

真の風と非降水エコーのドップラー速度とを比較する予定であった。この評価のためにはACARS（民

間航空機の通報データ）や高層ゾンデが非降水エコーの存在する領域を偶然通過したデータを統計的

に解析する必要がある。現実にはこのようなデータは非常に少ないことがわかり、精度評価はできな

かった。この評価をするために、今後、民間航空機の発着頻度の多い成田空港などに着目し、統計期

間を十分長く取った大掛かりな調査を実施する必要がある。 
 
 

成果の活用に関する意見（事後評価の総合所見） 
 以前から断片的に知られていた空港気象ドップラーレーダー観測における非降水エコーの出現に
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ついて、統一的かつ総合的に調査した調査研究であり、非降水エコーの利用に関して、その有効性と

限界についての基本的事項を明らかにしたことは、非常に有意義な研究であると評価する。また、研

究体制における気象研を中心とした連携も高い評価の対象となる。 
 研究目標のうちの「トレーサーとしての精度評価」が、事例を取れなかったため達成されておらず、

事前の目標設定の検討が不十分であったのではないか。強風時は出現頻度が低いという結果から、ど

の程度航空機の安全運航に活用可能か更に見定める必要があるが、航空機の安全運行はもとより運航

の快適性にも資する研究と考えられ、航空気象業務からのニーズに応えるポテンシャルを持つ重要な

研究と考える。積み残してしまった「トレーサーとしての精度評価」が実現できるよう今後の研究へ

の取り組みを期待する。 
 本研究の成果は学術的にも価値が高いので、できるだけサーキュレーションのよい報告物、たとえ

ば日本気象学会誌「天気」の「調査ノート」などに掲載することが望ましい。また、国際会議で評価

を得られたとのことから、併せて論文の完成も期待したい。 
 今後、後継の研究が実現される場合は、次の点にも考慮して取り組まれると良いと考えられる。 
・事例が蓄積できた時、非降水エコーには風向・風速にトレーサーの対気速度が被さっているので、

ACARS と一致することに拘りすぎず晴天乱気流の探知に活用できるかの視点で精度評価に取り

組むこと。 
・ACARS だけでなく非降水エコーの発現と近い時刻のラジオゾンデデータやウィンドプロファイ

ラデータ、毎時大気解析データと比較することで一定の精度評価が可能と考えられる。 
 
成果発表状況 

・印刷発表件数 なし  
・口頭発表件数 7件 

 
成果発表一覧 
１．査読論文     なし 
 

２．査読論文以外の著作物（翻訳、著書、解説）   なし 
 

３．口頭発表 

1. Kusunoki, K., T. Chagihira, Y. Motodate Yutaka, T. Aoshima, H. Kobayashi, F. Taka, F. 
Mawashi, Y. Hirakawa, H. Kiyota, 2008: An assessment of clear-air echo occurrences to 
develop an advanced wind shear detection system for precipitation- free conditions. 
Preprints, 13th Conf. on Aviation, Range and Aerospace Meteorology, New Orleans, LA, 
Amer. Meteor. Soc., P1.21. 

2. 楠研一, 茶木平哲哉, 本舘豊, 青嶋忠好, 小林広征, 高不二夫・廻不二夫, 平川佳己, 清田博, 2008: 
空港気象ドップラーレーダーを用いた非降水エコー出現特性の調査（序報）. 2008年度日本

気象学会春季大会予稿集D309. 
3. Chubu DRAW info. NO7「非降水エコー通過に伴う『風向 60度変化』」, 2007年. 中部航空地方

気象台.  
4. Chubu DRAW info. NO8「地方共同研究「非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性」に関す

る研究から」, 2007年. 中部航空地方気象台.  
5. 平成 19年度東京管区調査研究会誌NO40「中部国際空港気象ドップラーレーダー観測による海風

前線」, 2007年. 中部航空地方気象台.  
6. Chubu DRAW info. NO13「地方共同研究「非降水エコーの出現状況の把握と利用可能性に関する

研究（この二年間のまとめ）」, 2008年. 中部航空地方気象台. 
7. H19 年度九州北部地区気象研究会誌 「非降水エコーの出現特性とその実態」, 2008 年. 福岡航

空測候所. 
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３．研究評価 

 
３．１．気象研究所評議委員会 

 
役割 

 気象研究所評議委員会は、気象研究所長に対し「気象研究所の長期研究計画の策定に関する助言」

及び「気象研究所が実施する研究課題の評価に関する報告」を行うため、平成 7 年 12 月に設置さ

れた委員会であり、気象業務に関する研究について広く、かつ高い見識を有する研究所外の外部有

識者により構成されている。 
 また、特別研究費ならびに気候変動予測研究費による研究課題（特別研究）の外部評価を実施す

るため、評価対象となる研究の分野にあわせ、評議委員の中から「気象研究所評価委員会」の委員

を選出して外部評価を実施している。 
 

平成 20 年度気象研究所評議委員名簿（所属、役職等は平成 20 年 4 月 1 日現在。五十音順、敬称略） 
委員長 田中正之  東北大学 名誉教授 
委 員 蒲生俊敬  東京大学海洋研究所 教授 
    小泉尚嗣  （独）産業技術総合研究所 地質情報研究部門 地震地下水研究グループ長 
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・第 29 回評議委員会 平成 21 年 3 月 25 日（書面） 
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委員長 田中正之  東北大学 名誉教授 
委 員 蒲生俊敬  東京大学海洋研究所 教授 
    小泉尚嗣  （独）産業技術総合研究所 地質情報研究部門 地震地下水研究グループ長 
    小室広佐子 東京国際大学 国際関係学部 准教授 
    佐藤 薫  東京大学大学院理学系研究科 教授 
    田中 佐  山口大学大学院理工学研究科 教授 
    泊 次郎  元 朝日新聞社 編集委員 
    中島映至  東京大学 気候システム研究センター長 
    古川信雄  （独）建築研究所 国際地震工学センター長 
    松山優治  東京海洋大学 海洋科学部長 
    安成哲三  名古屋大学 地球水循環研究センター 教授 
    渡辺秀文  東京大学 地震研究所 教授 
    岩崎俊樹  東北大学大学院理学研究科 教授   （平成 20 年 11 月～） 
    木村富士男 筑波大学大学院生命環境科学研究科 教授   （平成 20 年 11 月～） 
    藤吉康志  北海道大学低温科学研究所 教授   （平成 20 年 11 月～） 
 

 
平成 20 年度の開催状況 

 平成 20 年度は、次のとおり第 28 回～第 29 回の評議委員会を開催した。このうち、第 28 回は

東京で開催し、第 29 回については書面開催とした。 
・第 28 回評議委員会 平成 20 年 9 月 29 日 
・第 29 回評議委員会 平成 21 年 3 月 25 日（書面） 

 
第 28 回評議委員会 

日 時： 平成 20 年 9 月 29 日（月） 13:30～15:30 
場 所： 気象庁 5 階 大会議室 
出席者 
（評議委員） 
  田中正之 委員長、蒲生俊敬 委員、小室広佐子 委員、佐藤 薫 委員 

田中 佐 委員、泊 次郎 委員、古川信雄 委員、松山優治 委員、 
安成哲三 委員、渡辺秀文 委員 

 
（気象研究所） 
  気象研究所長、企画室長、研究評価官、総務部長、各研究部長（7 名）、他関係官 
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3. 研究評価                                    3.1. 気象研究所評議委員会 

議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
（２）気象研究所評議委員会 委員長挨拶 
（３）議題 1：独立行政法人気象研究所における研究の実施について（説明） 
（４）議題 2：独立行政法人の気象研究所の中期目標期間の研究課題の評価について（説明） 
（５）議題 3：重点的に実施すべき研究課題の事前評価実施について（協議） 
（６）議題 4：評価委員会の選出について（協議） 
（７）その他 
 
会議経過 

・議題 1 では、平成 21 年度に予定されている独立行政法人化における気象研究所の研究の実施

について、特に重点的に実施すべきと考える研究の目標設定の考え方について説明した。 
・議題 2 では、平成 21 年度から概ね 5 年間を独立行政法人化後の中期目標の期間と想定し、重

点的に実施すべきと考える研究課題について、評議委員会の下で行う評価委員会において評価

を行うという、基本的な方針を説明した。 
・議題 3 では、評価委員会で行う、研究課題の事前評価について、実施体制、評価手順、評価票

の書式等について協議し、委員からご助言を受けた。 
・議題 4 では、重点研究課題の事前評価を実施する評価委員会の委員の選出について協議を行っ

た。3 つの分科会を設けるとともに、予報分野の分科会には新たな評価委員として専門家を数

人補充することを検討することとした。 
 

第 29 回評議委員会（書面開催） 
報 告 日：平成 21 年 3 月 25 日 
評議委員：田中正之 委員長、蒲生俊敬 委員、小泉尚嗣 委員、小室広佐子 委員、 

佐藤 薫 委員、田中 佐 委員、泊 次郎 委員、中島映至 委員、 
古川信雄 委員、松山優治 委員、安成哲三 委員、渡辺秀文 委員 
岩崎俊樹 委員、木村富士男 委員、藤吉康志 委員 

 
議事次第 

議題 1：重点的に実施すべき研究課題の事前評価結果について（報告） 
 ・独立行政法人化を見据え、今後 5 年間で重点的に実施すべき研究課題について、気象研究所評

価委員会分科会（予報分科会、地震火山分科会、地球環境・気候分科会）より事前評価の総合

評価をいただいたので、評議委員会へ報告を行った。 
 

3. 研究評価                                    3.2. 気象研究所評価委員会 

３．２．気象研究所評価委員会 

 
役割 

 気象研究所評価委員会は、気象研究所の実施する研究課題の外部評価を行うために設置さ

れている委員会である。評価委員会の構成員は、評価の対象となる研究課題に応じて、気象

研究所評議委員から選出される。 
 

開催状況 

 平成 20 年度は、第 28 回評議委員会で、外部評価の対象とした研究課題の事前評価につい

て、評議委員会の審議を踏まえ、評価委員会の予報分科会、地震火山分科会、地球環境・気

候分科会を各 1 回開催し、計 22 課題を評価した。各分科会の開催については下記の通り。 
 

 

評価委員会（予報分科会） 

日 時： 平成 21 年 1 月 26 日（月） 13:30～16:30 
場 所： 気象庁 5 階 大会議室 
出席者： 
（評価委員） 
  田中正之 委員長、岩崎俊樹 委員、小室広佐子 委員、佐藤 薫 委員、藤吉康志 委員 
 
（気象研究所） 
  気象研究所長、企画室長、研究評価官、予報研究部長、物理気象研究部長、気象衛星・

観測システム研究部長、他関係官 
 
議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
（２）評価委員長挨拶 
（３）事前評価資料の説明・質疑応答 
（４）今後の予定について 
（５）その他 
 

事前評価 

 次世代非静力学気象予測モデルの開発やメソスケールデータ同化とアンサンブル予報に

関する研究、衛星サウンダの数値予報モデルでの利用技術に関する研究、等の 6 課題につ

いて評価を行い、いずれも計画の修正は必要なく、実施すべきとの評価をいただいた。 
 

 
評価委員会（地震火山分科会） 

日 時： 平成 21 年 1 月 30 日（金） 13:30～16:30 
場 所： 気象研究所 第一共用室 
出席者： 
（評価委員） 
  古川俊雄 分科会長、小泉尚嗣 委員、泊 次郎 委員、渡辺秀文 委員 
 
（気象研究所） 
  気象研究所長、企画室長、研究評価官、地震火山研究部長、他関係官 
 
議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
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3. 研究評価                                    3.1. 気象研究所評議委員会 

議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
（２）気象研究所評議委員会 委員長挨拶 
（３）議題 1：独立行政法人気象研究所における研究の実施について（説明） 
（４）議題 2：独立行政法人の気象研究所の中期目標期間の研究課題の評価について（説明） 
（５）議題 3：重点的に実施すべき研究課題の事前評価実施について（協議） 
（６）議題 4：評価委員会の選出について（協議） 
（７）その他 
 
会議経過 

・議題 1 では、平成 21 年度に予定されている独立行政法人化における気象研究所の研究の実施

について、特に重点的に実施すべきと考える研究の目標設定の考え方について説明した。 
・議題 2 では、平成 21 年度から概ね 5 年間を独立行政法人化後の中期目標の期間と想定し、重

点的に実施すべきと考える研究課題について、評議委員会の下で行う評価委員会において評価

を行うという、基本的な方針を説明した。 
・議題 3 では、評価委員会で行う、研究課題の事前評価について、実施体制、評価手順、評価票

の書式等について協議し、委員からご助言を受けた。 
・議題 4 では、重点研究課題の事前評価を実施する評価委員会の委員の選出について協議を行っ

た。3 つの分科会を設けるとともに、予報分野の分科会には新たな評価委員として専門家を数

人補充することを検討することとした。 
 

第 29 回評議委員会（書面開催） 
報 告 日：平成 21 年 3 月 25 日 
評議委員：田中正之 委員長、蒲生俊敬 委員、小泉尚嗣 委員、小室広佐子 委員、 

佐藤 薫 委員、田中 佐 委員、泊 次郎 委員、中島映至 委員、 
古川信雄 委員、松山優治 委員、安成哲三 委員、渡辺秀文 委員 
岩崎俊樹 委員、木村富士男 委員、藤吉康志 委員 

 
議事次第 

議題 1：重点的に実施すべき研究課題の事前評価結果について（報告） 
 ・独立行政法人化を見据え、今後 5 年間で重点的に実施すべき研究課題について、気象研究所評

価委員会分科会（予報分科会、地震火山分科会、地球環境・気候分科会）より事前評価の総合

評価をいただいたので、評議委員会へ報告を行った。 
 

3. 研究評価                                    3.2. 気象研究所評価委員会 

３．２．気象研究所評価委員会 

 
役割 

 気象研究所評価委員会は、気象研究所の実施する研究課題の外部評価を行うために設置さ

れている委員会である。評価委員会の構成員は、評価の対象となる研究課題に応じて、気象

研究所評議委員から選出される。 
 

開催状況 

 平成 20 年度は、第 28 回評議委員会で、外部評価の対象とした研究課題の事前評価につい

て、評議委員会の審議を踏まえ、評価委員会の予報分科会、地震火山分科会、地球環境・気

候分科会を各 1 回開催し、計 22 課題を評価した。各分科会の開催については下記の通り。 
 

 

評価委員会（予報分科会） 

日 時： 平成 21 年 1 月 26 日（月） 13:30～16:30 
場 所： 気象庁 5 階 大会議室 
出席者： 
（評価委員） 
  田中正之 委員長、岩崎俊樹 委員、小室広佐子 委員、佐藤 薫 委員、藤吉康志 委員 
 
（気象研究所） 
  気象研究所長、企画室長、研究評価官、予報研究部長、物理気象研究部長、気象衛星・

観測システム研究部長、他関係官 
 
議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
（２）評価委員長挨拶 
（３）事前評価資料の説明・質疑応答 
（４）今後の予定について 
（５）その他 
 

事前評価 

 次世代非静力学気象予測モデルの開発やメソスケールデータ同化とアンサンブル予報に

関する研究、衛星サウンダの数値予報モデルでの利用技術に関する研究、等の 6 課題につ

いて評価を行い、いずれも計画の修正は必要なく、実施すべきとの評価をいただいた。 
 

 
評価委員会（地震火山分科会） 

日 時： 平成 21 年 1 月 30 日（金） 13:30～16:30 
場 所： 気象研究所 第一共用室 
出席者： 
（評価委員） 
  古川俊雄 分科会長、小泉尚嗣 委員、泊 次郎 委員、渡辺秀文 委員 
 
（気象研究所） 
  気象研究所長、企画室長、研究評価官、地震火山研究部長、他関係官 
 
議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
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3. 研究評価                                    3.2. 気象研究所評価委員会 

（２）分科会長挨拶 
（３）事前評価資料の説明・質疑応答 
（４）今後の予定について 
（５）その他 
 

事前評価 

 緊急地震速報高度化のための震度等の予測の信頼性向上技術の開発については、社会的

要請及び緊急性が高いので研究期間の短縮を行い、実施すべきとの評価をいただいた。そ

の他 5 課題は計画の修正は必要なく、実施すべきとの評価をいただいた。 
 

 
評価委員会（地球環境・気候分科会） 

日 時： 平成 21 年 2 月 3 日（火） 10:30～16:30 
場 所： 東京管区気象台 第一会議室 
出席者： 
（評価委員） 
  田中正之 委員長、蒲生俊敬 委員、田中 佐 委員、中島映至 委員、松山優治 委員 
 
（気象研究所） 
  気象研究所長、企画室長、研究評価官、予報研究部長、気候研究部長、物理気象研究部

長、環境・応用気象研究部長、海洋研究部長、地球化学研究部長、他関係官 
 
議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
（２）評価委員長挨拶 
（３）事前評価資料の説明・質疑応答 
（４）今後の予定について 
（５）その他 
 

事前評価 

 全球大気海洋結合モデルを用いた季節予測システムの開発、海洋環境の予測技術の開発、

IPCC に関わる地球温暖化予測に関する研究、等の 10 課題について評価を行い、いずれ

も計画の修正は必要なく、実施すべきとの評価をいただいた。 
 
 

 

 

 

4. 刊行物・主催会議等                                      4.1. 刊行物 

 

４．刊行物・主催会議等 

 
気象研究所の研究成果は、気象庁の業務に活用されるほか、研究所の刊行物、研究成果発表会などを

通じて社会に還元している。 
また、関連する学会や学会誌などで発表することにより、科学技術の発展に貢献している。 

 
４.１.刊行物 

 

気象研究所研究報告（Papers in Meteorology and Geophysics） 

 研究成果の学術的な公表を目的とした季刊の論文誌(ISSN 0031-126X)。 
 気象研究所職員及びその共同研究者による原著論文、短報及び総論（レビュー）

を掲載している。主な配布先は、国の内外の研究機関・大学、気象官署などで、

国立国会図書館でも閲覧することができる。 
平成 17 年度からは 独立行政法人 科学技術振興機構が運営する科学技術情

報発信・流通総合システム“J-STAGE”に登録し、オンライン発行とした。 
J-STAGE URL: http://www.jstage.jst.go.jp/browse/mripapers 

 平成 20 年度は第 59 巻として計 1 冊を発刊し、次の論文を掲載した。 
 

第 59 巻 
・H. Matsueda, T. Machida, Y. Sawa, Y. Nakagawa, K.Hirotani, H. Ikeda, N. Kondo and K. Goto: 

Evaluation of atmospheric CO2 measurements from new flask air sampling of JAL airliner 
observations 

・Hiromasa Yoshimura and Seiji Yukimoto: Development of a Simple Coupler (Scup) for Earth 
System Modeling 

・Hisayuki Y. Inoue, Yuusuke Fukazawa, Hiroshi Tanimoto, Hidekazu Matsueda, Yousuke Sawa 
and Akira Wada: Atmospheric CO2 and O3 observed on Rishiri Island from December 2006 to 
March 2007 

・山本哲也, 高木朗充, 福井敬一, 大和田毅: 安達太良山の火山活動の総合的観測と推定される熱水

活動 
・山崎明, 青木重樹, 吉田康宏, 小林昭夫, 勝間田明男, 阿部正雄, 森脇健, 大河原斉揚, 長田芳一, 
松岡秀俊, 吉田知央, 関谷博, 新納孝壽, 平松秀行: 海底地震計を用いた 2004 年紀伊半島南東沖

の地震の余震観測 
・高山寛美: 沖合と沿岸の津波の最大波高の統計的関係 
・Naoko Kitabatake: Extratropical Transition of Typhoon Tokage (0423)and Associated Heavy 

Rainfall on the Left Side of Its Track over Western Japan 
  

気象研究所技術報告（Technical Reports of the Meteorological Research 

Institute） 

 研究を行うなかで開発された実験方法や観測手法などの技術的内容や研究の結

果として得られた資料などを著作物としてまとめることを目的とした刊行物

(ISSN 0386-4049)。主な配布先は、国立国会図書館、国内の研究機関・大学、気

象官署などで、気象研究所ホームページ（http://www.mri-jma.go.jp/）でも閲覧
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3. 研究評価                                    3.2. 気象研究所評価委員会 

（２）分科会長挨拶 
（３）事前評価資料の説明・質疑応答 
（４）今後の予定について 
（５）その他 
 

事前評価 

 緊急地震速報高度化のための震度等の予測の信頼性向上技術の開発については、社会的

要請及び緊急性が高いので研究期間の短縮を行い、実施すべきとの評価をいただいた。そ

の他 5 課題は計画の修正は必要なく、実施すべきとの評価をいただいた。 
 

 
評価委員会（地球環境・気候分科会） 

日 時： 平成 21 年 2 月 3 日（火） 10:30～16:30 
場 所： 東京管区気象台 第一会議室 
出席者： 
（評価委員） 
  田中正之 委員長、蒲生俊敬 委員、田中 佐 委員、中島映至 委員、松山優治 委員 
 
（気象研究所） 
  気象研究所長、企画室長、研究評価官、予報研究部長、気候研究部長、物理気象研究部

長、環境・応用気象研究部長、海洋研究部長、地球化学研究部長、他関係官 
 
議事次第 
（１）気象研究所長挨拶 
（２）評価委員長挨拶 
（３）事前評価資料の説明・質疑応答 
（４）今後の予定について 
（５）その他 
 

事前評価 

 全球大気海洋結合モデルを用いた季節予測システムの開発、海洋環境の予測技術の開発、

IPCC に関わる地球温暖化予測に関する研究、等の 10 課題について評価を行い、いずれ

も計画の修正は必要なく、実施すべきとの評価をいただいた。 
 
 

 

 

 

4. 刊行物・主催会議等                                      4.1. 刊行物 

 

４．刊行物・主催会議等 

 
気象研究所の研究成果は、気象庁の業務に活用されるほか、研究所の刊行物、研究成果発表会などを

通じて社会に還元している。 
また、関連する学会や学会誌などで発表することにより、科学技術の発展に貢献している。 

 
４.１.刊行物 

 

気象研究所研究報告（Papers in Meteorology and Geophysics） 

 研究成果の学術的な公表を目的とした季刊の論文誌(ISSN 0031-126X)。 
 気象研究所職員及びその共同研究者による原著論文、短報及び総論（レビュー）

を掲載している。主な配布先は、国の内外の研究機関・大学、気象官署などで、

国立国会図書館でも閲覧することができる。 
平成 17 年度からは 独立行政法人 科学技術振興機構が運営する科学技術情

報発信・流通総合システム“J-STAGE”に登録し、オンライン発行とした。 
J-STAGE URL: http://www.jstage.jst.go.jp/browse/mripapers 

 平成 20 年度は第 59 巻として計 1 冊を発刊し、次の論文を掲載した。 
 

第 59 巻 
・H. Matsueda, T. Machida, Y. Sawa, Y. Nakagawa, K.Hirotani, H. Ikeda, N. Kondo and K. Goto: 

Evaluation of atmospheric CO2 measurements from new flask air sampling of JAL airliner 
observations 

・Hiromasa Yoshimura and Seiji Yukimoto: Development of a Simple Coupler (Scup) for Earth 
System Modeling 

・Hisayuki Y. Inoue, Yuusuke Fukazawa, Hiroshi Tanimoto, Hidekazu Matsueda, Yousuke Sawa 
and Akira Wada: Atmospheric CO2 and O3 observed on Rishiri Island from December 2006 to 
March 2007 

・山本哲也, 高木朗充, 福井敬一, 大和田毅: 安達太良山の火山活動の総合的観測と推定される熱水

活動 
・山崎明, 青木重樹, 吉田康宏, 小林昭夫, 勝間田明男, 阿部正雄, 森脇健, 大河原斉揚, 長田芳一, 
松岡秀俊, 吉田知央, 関谷博, 新納孝壽, 平松秀行: 海底地震計を用いた 2004 年紀伊半島南東沖

の地震の余震観測 
・高山寛美: 沖合と沿岸の津波の最大波高の統計的関係 
・Naoko Kitabatake: Extratropical Transition of Typhoon Tokage (0423)and Associated Heavy 

Rainfall on the Left Side of Its Track over Western Japan 
  

気象研究所技術報告（Technical Reports of the Meteorological Research 

Institute） 

 研究を行うなかで開発された実験方法や観測手法などの技術的内容や研究の結

果として得られた資料などを著作物としてまとめることを目的とした刊行物

(ISSN 0386-4049)。主な配布先は、国立国会図書館、国内の研究機関・大学、気

象官署などで、気象研究所ホームページ（http://www.mri-jma.go.jp/）でも閲覧
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することができる。 
 平成 20 年度は、第 55～58 号を発刊した。 
第 55 号  「長期係留による 4 種類の流速計観測結果の比較」 

（中野俊也、石崎廣、四竈信行）  
第 56 号  「CMIP3 マルチモデルアンサンブル平均を利用した将来の海面水温・海氷分布の推定」 

（水田亮、足立恭将、行本誠史、楠昌司） 
第 57 号  「閉流路中のフローセルを用いた分光光度法自動分析装置による海水の高精度 pHT 測定」 

（斉藤秀、石井雅男、 緑川貴、 井上（吉川）久幸） 
第 58 号  「栄養塩測定用海水組成標準の 2006 年国際共同実験報告」 

（青山道夫、J. Barwell-Clarke、S. Becker、M. Blum、Braga E.S.、S. C. Coverly、 E. 
Czobik、I. Dahllof、M. Dai、G. O Donnell、C. Engelke、Gwo-Ching Gong、 Gi-Hoon 
Hong、D. J. Hydes、Ming-Ming Jin、葛西広海、R. Kerouel、清本容子、 M. Knockaert、
N. Kress、K. A. Krogslund、熊谷正光、S. Leterme、Yarong Li、増田真次、宮尾孝、

T. Moutin、村田昌彦、永井直樹、G. Nausch、A. Nybakk、 M. K. Ngirchechol、小

川浩史、J. van Ooijen、太田秀和、J. Pan、C. Payne、 O. Pierre-Duplessix、M. Pujo-Pay、
T. Raabe、齊藤一浩、佐藤憲一郎、C. Schmidt、 M. Schuett、T. M. Shammon、J. Sun、
T. Tanhua、L. White、E.M.S. Woodward、 P. Worsfold、P. Yeats、芳村毅、A. Youenou、
Jia-Zhong Zhang) 

 
４．２．発表会、主催会議等 

 
気象研究所研究成果発表会 

 気象研究所の研究成果を発表することにより、気象研究所の研究成果を広く一般に紹介し、社会的

評価を高めることを目的とした発表会で毎年 1 回開催している。 
 平成 20 年度は、平成 21 年 1 月 23 日（金）に気象研究所講堂で開催し、研究報告（平成 20 年度

終了課題）について計 8 題を発表した。 
 
報告題目 
・海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究Ⅱ・・・・・・・・・・・・緑川 貴 
・物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究・・・・・・柴田清孝 
・接地境界層における乱流の構造に関する研究・・・・・・・・・・・・・・・毛利英明 
・地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究・・・・・・・・・・・・前田憲二、小林昭夫 
・津波の予測精度向上に関する研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・林  豊 
・火山観測データの気象補正等による高精度化に関する研究 

－ノイズの中から火山活動を抽出する－・・・・・・・・・・・・・・・山里 平 
・新地殻変動観測手法の研究 
      －スロースリップ検知を目指したレーザー式変位計の開発－・・・・・・勝間田明男 
・３次元数値モデルによる地震発生シミュレーションの研究 

－南海トラフ沿い巨大地震および東海地方の長期的スロースリップイベント再現の試み－ 
・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・弘瀬冬樹  
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「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」（文部科学省 科学技術振興調整費） 

公開シンポジウム 

平成 17 年夏に四国・九州など西日本を襲った渇水をきっかけに、平成 18 年度から 5 カ年計画で気

象研究所が中心となって産学官の約 10 の研究機関が参加して科学技術振興調整費重要課題解決型研

究「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」を実施している。平成 20 年度は、この

研究課題のアウトリーチ活動の一環として、平成 19 年 3 月東京、平成 19 年 10 月高松に次いで、平

成 21 年 3 月 6 日に沖縄県那覇市「おきでんふれあいホール」に於いて 3 回目となる公開シンポジウ

ムを開催した。（主催：気象研究所 共催：内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所、沖縄気象台） 
このシンポジウムでは、2 名の気象研究所研究者及び内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所長によ

る講演と地元マスコミ関係者を含めたパネルディスカッションを行った。 
 

【シンポジウム講演】 
・日本の降水の長期変動と 2008 年夏の渇水・・・・・・・ 釜堀弘隆（気象研究所） 
・気候変化と沖縄の水問題・・・・・・・・・・・・・・・ 板屋英治 

（内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所） 
・人工降雨研究の最前線・・・・・・・・・・・・・・・・ 村上正隆（気象研究所） 

 
【パネルディスカッション】 
  「沖縄の渇水と人工降雨について考える」 

    司会：永山玲緒奈（フリーアナウンサー） 
パネリスト：花城智子（（株）いとまんコミュニティエフエム放送） 
      釜堀弘隆、板屋英治、村上正隆 
 

「科学と音楽の饗宴 2008」レクチャー＆コンサート 

 「科学と音楽の饗宴 2008」を、高エネルギー加速器研究機構（KEK）、つくば市及び（財）つくば

都市振興財団とともに平成 20 年 10 月 9 日に開催した。「科学と音楽の饗宴」は KEK が毎年、つく

ば地域での市民との交流の場として開催、特に研究機関に親近感を持ってもらおうとコンサートと科

学の講演で構成される無料イベントであり、平成 20 年度は気象研究所が参加し「地球温暖化を知ろ

う！」と題して、地球温暖化についての講演を行うこととした。約 800 名の聴衆が集まった。 
 

環境研究機関連絡会成果発表会 

 「環境研究機関連絡会」とは、つくば地域の環境研究に携わる国立及び独立行政法人の研究機関が

情報を交互に交換し、環境研究の連携を緊密にするため平成 13 年に設置されたもので、現在、気象

研究所を含む他 12 機関が参加している。平成 20 年 11 月 20 日に第 6 回成果発表会を開催し、気象

研究所は、以下のポスター発表を行った。 
①4 次元局所アンサンブル変換カルマンフィルタを用いたダストエアロゾルのデータ同化の研究の

紹介 
②局所アンサンブル変換カルマンフィルタを用いたオゾン全量のデータ同化の研究紹介 
③20km 格子全球大気モデルで予測された東アジア夏季モンスーンの変化 
④雲解像 4 次元変分法データ同化システムによる局地豪雨の予測と再現 
⑤日本近海高解像度海洋シミュレーションと黒潮大蛇行の予測 
⑥降灰予測に関する研究の紹介 
⑦都市パラメータが気象に与える影響度評価 -メソ気象モデル JMANHM による感度実験- 
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することができる。 
 平成 20 年度は、第 55～58 号を発刊した。 
第 55 号  「長期係留による 4 種類の流速計観測結果の比較」 

（中野俊也、石崎廣、四竈信行）  
第 56 号  「CMIP3 マルチモデルアンサンブル平均を利用した将来の海面水温・海氷分布の推定」 

（水田亮、足立恭将、行本誠史、楠昌司） 
第 57 号  「閉流路中のフローセルを用いた分光光度法自動分析装置による海水の高精度 pHT 測定」 

（斉藤秀、石井雅男、 緑川貴、 井上（吉川）久幸） 
第 58 号  「栄養塩測定用海水組成標準の 2006 年国際共同実験報告」 

（青山道夫、J. Barwell-Clarke、S. Becker、M. Blum、Braga E.S.、S. C. Coverly、 E. 
Czobik、I. Dahllof、M. Dai、G. O Donnell、C. Engelke、Gwo-Ching Gong、 Gi-Hoon 
Hong、D. J. Hydes、Ming-Ming Jin、葛西広海、R. Kerouel、清本容子、 M. Knockaert、
N. Kress、K. A. Krogslund、熊谷正光、S. Leterme、Yarong Li、増田真次、宮尾孝、

T. Moutin、村田昌彦、永井直樹、G. Nausch、A. Nybakk、 M. K. Ngirchechol、小

川浩史、J. van Ooijen、太田秀和、J. Pan、C. Payne、 O. Pierre-Duplessix、M. Pujo-Pay、
T. Raabe、齊藤一浩、佐藤憲一郎、C. Schmidt、 M. Schuett、T. M. Shammon、J. Sun、
T. Tanhua、L. White、E.M.S. Woodward、 P. Worsfold、P. Yeats、芳村毅、A. Youenou、
Jia-Zhong Zhang) 

 
４．２．発表会、主催会議等 

 
気象研究所研究成果発表会 

 気象研究所の研究成果を発表することにより、気象研究所の研究成果を広く一般に紹介し、社会的

評価を高めることを目的とした発表会で毎年 1 回開催している。 
 平成 20 年度は、平成 21 年 1 月 23 日（金）に気象研究所講堂で開催し、研究報告（平成 20 年度

終了課題）について計 8 題を発表した。 
 
報告題目 
・海洋における炭素循環の変動に関する観測的研究Ⅱ・・・・・・・・・・・・緑川 貴 
・物質循環モデルの開発改良と地球環境への影響評価に関する研究・・・・・・柴田清孝 
・接地境界層における乱流の構造に関する研究・・・・・・・・・・・・・・・毛利英明 
・地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究・・・・・・・・・・・・前田憲二、小林昭夫 
・津波の予測精度向上に関する研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・林  豊 
・火山観測データの気象補正等による高精度化に関する研究 

－ノイズの中から火山活動を抽出する－・・・・・・・・・・・・・・・山里 平 
・新地殻変動観測手法の研究 
      －スロースリップ検知を目指したレーザー式変位計の開発－・・・・・・勝間田明男 
・３次元数値モデルによる地震発生シミュレーションの研究 

－南海トラフ沿い巨大地震および東海地方の長期的スロースリップイベント再現の試み－ 
・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・弘瀬冬樹  
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「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」（文部科学省 科学技術振興調整費） 

公開シンポジウム 

平成 17 年夏に四国・九州など西日本を襲った渇水をきっかけに、平成 18 年度から 5 カ年計画で気

象研究所が中心となって産学官の約 10 の研究機関が参加して科学技術振興調整費重要課題解決型研

究「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」を実施している。平成 20 年度は、この

研究課題のアウトリーチ活動の一環として、平成 19 年 3 月東京、平成 19 年 10 月高松に次いで、平

成 21 年 3 月 6 日に沖縄県那覇市「おきでんふれあいホール」に於いて 3 回目となる公開シンポジウ

ムを開催した。（主催：気象研究所 共催：内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所、沖縄気象台） 
このシンポジウムでは、2 名の気象研究所研究者及び内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所長によ

る講演と地元マスコミ関係者を含めたパネルディスカッションを行った。 
 

【シンポジウム講演】 
・日本の降水の長期変動と 2008 年夏の渇水・・・・・・・ 釜堀弘隆（気象研究所） 
・気候変化と沖縄の水問題・・・・・・・・・・・・・・・ 板屋英治 

（内閣府沖縄総合事務局北部ダム事務所） 
・人工降雨研究の最前線・・・・・・・・・・・・・・・・ 村上正隆（気象研究所） 

 
【パネルディスカッション】 
  「沖縄の渇水と人工降雨について考える」 

    司会：永山玲緒奈（フリーアナウンサー） 
パネリスト：花城智子（（株）いとまんコミュニティエフエム放送） 
      釜堀弘隆、板屋英治、村上正隆 
 

「科学と音楽の饗宴 2008」レクチャー＆コンサート 

 「科学と音楽の饗宴 2008」を、高エネルギー加速器研究機構（KEK）、つくば市及び（財）つくば

都市振興財団とともに平成 20 年 10 月 9 日に開催した。「科学と音楽の饗宴」は KEK が毎年、つく

ば地域での市民との交流の場として開催、特に研究機関に親近感を持ってもらおうとコンサートと科

学の講演で構成される無料イベントであり、平成 20 年度は気象研究所が参加し「地球温暖化を知ろ

う！」と題して、地球温暖化についての講演を行うこととした。約 800 名の聴衆が集まった。 
 

環境研究機関連絡会成果発表会 

 「環境研究機関連絡会」とは、つくば地域の環境研究に携わる国立及び独立行政法人の研究機関が

情報を交互に交換し、環境研究の連携を緊密にするため平成 13 年に設置されたもので、現在、気象

研究所を含む他 12 機関が参加している。平成 20 年 11 月 20 日に第 6 回成果発表会を開催し、気象

研究所は、以下のポスター発表を行った。 
①4 次元局所アンサンブル変換カルマンフィルタを用いたダストエアロゾルのデータ同化の研究の

紹介 
②局所アンサンブル変換カルマンフィルタを用いたオゾン全量のデータ同化の研究紹介 
③20km 格子全球大気モデルで予測された東アジア夏季モンスーンの変化 
④雲解像 4 次元変分法データ同化システムによる局地豪雨の予測と再現 
⑤日本近海高解像度海洋シミュレーションと黒潮大蛇行の予測 
⑥降灰予測に関する研究の紹介 
⑦都市パラメータが気象に与える影響度評価 -メソ気象モデル JMANHM による感度実験- 

刊
行
物
・
主
催
会
議
等

�－ 207 －



5. 普及・広報活動                                                                       5.1. ホームページ 

5.2. 施設公開等 

５．普及・広報活動 

 
気象研究所では、研究の内容や業務について広く一般の方々の理解を促進するため、気象研究所ホー

ムページやパンフレットなどの媒体を通じて情報を発信している。 
また、施設の公開は気象研究所が独自に実施しているもののほか、他省庁の主催する行事への協力や

筑波研究機関連絡会、つくば市等の行事と連動し、効果的な普及･広報活動に努めている。 
 
５．１．ホームページ 

 
気象研究所のホームページは、気象研究所の研究活動や内容を内外に向けて積極的に発信することを

目的として、平成 7 年 12 月から運用している。 
 気象研究所ホームページは、気象庁のホームページや関連研究機関からもリンクが張られており、平

成 20 年 4 月から平成 21 年 3 月までのアクセス件数は約 202 万件であった。 
 

 

 

ホームページアドレス：http://www.mri-jma.go.jp 

 

５．２．施設公開等 

 

５．２．１．一般公開、施設見学 

一般公開（科学技術週間） 

気象研究所では、科学技術に関する国民の関心と理解を深めるため、科学技術週間＊の行事の

一環として一般公開を行っている。この一般公開では研究・観測施設公開のほか、ビデオ放映や

パネル展示による業務紹介を行っている。 
平成 20 年度は 4 月 16 日（水）に一般公開を実施し、185 名の来場者があった。 

 
＊科学技術週間とは 

科学技術に関し、広く一般国民の関心と理解を深め、わが国の科学技術振興を図るために設

定されている週間。例年、発明の日（4 月 18 日）を含む週が科学技術週間として設定される。 
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5. 普及・広報活動                                        5.2. 施設公開等 

                 
お天気フェア 

気象研究所では、高層気象台、気象測器検定試験センターと共同で、毎年夏休み期間中に「お

天気フェア」を開催している。この「お天気フェア」では、研究・観測施設の公開やビデオ上映

のほか、研究部ごとに特徴を生かしたブースを設置し、実験や解説を行っている。さらに、例年

天気図講習会として天気図の描き方に関する講習会を行っており、小中学生から好評を得ている。 
また、このお天気フェアは、つくば市主催の研究機関スタンプラリー「つくばちびっ子博士」

の対象にもなっている。 
平成 20 年度は、8 月 6 日（水）に以下の内容で開催し、2530 名の来場者があった。 

 
天気図講習会（予報研究部） 
実験・体験コーナー 
・ 雪の結晶を観察しよう ・・・・・・・・・・・物理気象研究部 
・ エルニーニョの仕組み・・・・・・・・・・・・海洋研究部 
・ マグニチュード体験 ・・・・・・・・・・・・地震火山研究部 
・ 雨滴風洞実験装置・・・・・・・・・・・・・・環境・応用気象研究部 
・ 赤外線で温度を測る・・・・・・・・・・・・・地震火山研究部 
・ 海は二酸化炭素を吸収する・・・・・・・・・・地球化学研究部 
・ 空気砲で遊ぼう・・・・・・・・・・・・・・・企画室 
・ 誕生日の衛星写真・・・・・・・・・・・・・・気候研究部 
・ びっくりお天気上映会・・・・・・・・・・・・気象衛星・観測システム研究部 
・ 地震の音を聞いてみよう！・・・・・・・・・・地震火山研究部 
・ ―パラシュートをつくろう―とばそう・・・・・高層気象台 
・ 風船はどうなるの？・・・・・・・・・・・・・高層気象台 
・ 有害紫外線の測定実験・・・・・・・・・・・・高層気象台 
・ オゾンゾンデの実験・・・・・・・・・・・・・高層気象台 
・ 紫外線をチェックしよう・・・・・・・・・・・高層気象台 
・ 放球体験・・・・・・・・・・・・・・・・・・高層気象台 
・ 雲の発生装置 ・・・・・・・・・・・・・・・環境・応用気象研究部 
・ どっちが塩水・・・・・・・・・・・・・・・・海洋研究部 

ビデオ上映（気象研究所概要ほか） 
観測・研究施設見学 
・ 回転実験装置 ・・・・・・・・・・・・・・・物理気象研究部 
・ 低温実験施設 ・・・・・・・・・・・・・・・物理気象研究部 
・ 係留気球 ・・・・・・・・・・・・・・・・・高層気象台 
・ ラジオゾンデ ・・・・・・・・・・・・・・・高層気象台 
・ 気象測器参考館 ・・・・・・・・・・・・・・気象測器検定試験センター 
・ 地震体験車 ・・・・・・・・・・・・・・・・（協力）つくば市消防署 

5. 普及・広報活動                                        5.2. 施設公開等 

                 

 
施設見学など 

定期的な一般公開（科学技術週間、お天気フェア）のほか、主として学校教育の一環として行

なわれる校外授業や海外からの来訪者などを対象に、必要に応じて施設見学の対応を行なってい

る。見学内容は、見学の目的や実験の状況などを勘案し、その都度設定している。 
平成 20 年度は 43 件の見学を受け入れた。 
 
 

５．２．２．普及・教育制度との連携 

 
サイエンスキャンプ 

サイエンスキャンプは、最先端の研究者による講演や研究現場の見学を通じ、次世代の科学技

術の担い手である高校生の「科学技術に関する興味･関心を高め、創造的探求心を育てること」を

目的にした、(財)日本科学技術振興財団の事業である。 
気象研究所では、平成 9 年度からサイエンスキャンプに協力し、次世代を担う生徒の芽を育ん

できた。平成 20 年度は、7 月 28 日から 7 月 30 日の 3 日間、全国から 18 名の高校生を受け入れ、

講義や実験などを行った。 
 

講義内容 
・ 天気予報の基礎・・・・・・・・・・・・・・・・・・・柳野 健 
・ 天気予報の実際・・・・・・・・・・・・・・・・・・・中村誠臣 
・ エマグラムを書いてみる・・・・・・・・・・・・・・・加藤輝之 
・ 天気予報の実習・・・・・・・・・・・・・・・・・・・大泉三津夫、中村誠臣 

                          加藤輝之、橋本明弘 
・ 温暖化の講義とガイダンス ・・・・・・・・・・・・・松枝秀和 
・ CO2測定実習 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・澤 庸介、笹野大輔 

和田 晃、松枝秀和 
・ 地震の震源を求める・・・・・・・・・・・・・・・・・吉田康宏、山崎明、安藤忍 
・ マグニチュードを求める・・・・・・・・・・・・・・・吉田康宏、山崎明、安藤忍 
・ 津波の波源を求める・・・・・・・・・・・・・・・・・平田賢治、山崎明、安藤忍 
・ 地震実習 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・勝間田明男、弘瀬冬樹 

                          安藤忍 
見学内容 

・ 回転実験装置 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・物理気象研究部 
・ 低温実験室 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・物理気象研究部 
・ スーパーコンピューター ・・・・・・・・・・・・・・企画室 
・ 高層観測（ゾンデ放球） ・・・・・・・・・・・・・・高層気象台 
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             5.3. 報道発表  

スーパーサイエンスハイスクール（SSH） 

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）は、文部科学省が「理科大好きプラン」の一環とし

て行なっている取り組みで、気象研究所では平成 14 年度から協力を行なっている。平成 20 年度

は SSH として指定を受けている 8 校を受け入れ、研究官による講義、実験、施設の見学などを

行った。 
・  8 月 4 日 岡山県立玉島高等学校 
・  8 月 6 日 学校法人静岡理工科大学静岡北高等学校 
・  8 月 7 日 山口県立宇部高等学校 
・  9 月 12 日 石川県立七尾高等学校 
・  9 月 26 日 熊本県立第二高等学校 
・ 10 月 16 日 石川県立金沢泉丘高等学校 
・ 10 月 22 日 岐阜県立岐山高等学校 
・ 11 月 7 日 群馬県立桐生高等学校 
 
 

５．３．報道発表 

 

・気象研究所の研究活動の内容を含んだ気象庁の報道発表 
平成 20 年 5 月 9 日 次世代台風予報技術の開発を目指して特別観測実験 T-PARC2008 を実施 
平成 20 年 6 月 26 日 「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」について（第９報） 
平成 20 年 7 月 14 日 アルゼンチン気候変動への適応能力強化に関する研修について 
平成 20 年 10 月 16 日 台風の特別観測実験 T-PARC2008 について 
平成 20 年 11 月 19 日 アジア地域「気候変動への適応にかかる能力強化」研修の実施について 

      ※報道発表資料は気象庁ホームページを通じて公表されている。 
 

・気象研究所の報道発表 
平成 20 年 6 月 13 日  成層圏オゾン層の回復が対流圏気候に与える影響 

－南極オゾンホールの変化と南半球下層の偏西風強度の変化の相互関係－ 
（（独）国立環境研究所との共同発表） 

概要：CCMVal 研究グループの内のアメリカ、スイス、カナダ及び日本（国立

環境研究所、気象研究所）の研究グループによる共同研究によって、南

極オゾンホールの動向が南半球対流圏での偏西風の強度に有意な影響

を与える可能性のあることを見出した。その成果が Science に発表され

る。 
平成 20 年 12 月 1 日  鉄道安全運行のための突風探知システムの開発 

～庄内平野の高層ゾンデ観測を公開～ 
（(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構との共同発表） 

概要：(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構の基礎的研究制度の一環として、

気象庁気象研究所をプロジェクトリーダーとする研究グループが平成

19 年度から実施している、突風を探知するシステム開発を目指した研究

開発において行う、山形県庄内平野における高層ゾンデ観測の気球放球

を報道機関向けに公開する。 

5. 普及・広報活動                                      5.4. 国際的な技術協力 

            5.5. その他      

 

５．４．国際的な技術協力 

 

国際連合気候変動枠組条約の非附属書Ⅰ締約国では、第 2 次またはさらに高次の国別報告書の提出

に向けた準備を進めているところが多くある。このため、当該国では、気候変動への適応の基盤とな

る気候変化の将来予測について、的確に行う技術の習得を望んでいる。（独）国際協力機構（以下「JICA」

という。）は、気候変動が地球規模の課題であることから、途上国での取り組みは欠かせないと判断し、

技術支援として気候変動への適応能力強化に関する研修に取り組み始めた。気象研究所は JICA に協

力し、気候変化の将来予測に係る技術支援を行う受け入れ機関として研修を実施した。主なものは以

下のとおり。 
・アルゼンチン気候変動への適応能力強化に関する研修 
・アジア地域「気候変動への適応にかかる能力強化」研修 

また、気象研究所における気象観測研究の知見等を活かした研修受け入れも行っている。主なもの

は以下のとおり。 
  ・日中気象災害協力研究センタープロジェクト「境界層観測」コース（JICA による） 
さらに、地震火山分野にあっては、1995 年以来、（独）建築研究所が行う「国際地震工学研修グロ

ーバル地震観測コース」において、地震波解析による核実験識別法の講義等を行うことを通じて、包

括的核実験禁止条約の枠組み推進に貢献している。 
 

 
 

５．５．その他 

 

研究の成果として得られたプログラムを、申請に応じて研究機関、教育機関に提供し、成果の普及

に努めた。 

・地殻変動解析支援プログラム MICAP-G：日本大学で利用 
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5. 普及・広報活動                                        5.2. 施設公開等 
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スーパーサイエンスハイスクール（SSH） 

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）は、文部科学省が「理科大好きプラン」の一環とし

て行なっている取り組みで、気象研究所では平成 14 年度から協力を行なっている。平成 20 年度

は SSH として指定を受けている 8 校を受け入れ、研究官による講義、実験、施設の見学などを

行った。 
・  8 月 4 日 岡山県立玉島高等学校 
・  8 月 6 日 学校法人静岡理工科大学静岡北高等学校 
・  8 月 7 日 山口県立宇部高等学校 
・  9 月 12 日 石川県立七尾高等学校 
・  9 月 26 日 熊本県立第二高等学校 
・ 10 月 16 日 石川県立金沢泉丘高等学校 
・ 10 月 22 日 岐阜県立岐山高等学校 
・ 11 月 7 日 群馬県立桐生高等学校 
 
 

５．３．報道発表 

 

・気象研究所の研究活動の内容を含んだ気象庁の報道発表 
平成 20 年 5 月 9 日 次世代台風予報技術の開発を目指して特別観測実験 T-PARC2008 を実施 
平成 20 年 6 月 26 日 「平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震」について（第９報） 
平成 20 年 7 月 14 日 アルゼンチン気候変動への適応能力強化に関する研修について 
平成 20 年 10 月 16 日 台風の特別観測実験 T-PARC2008 について 
平成 20 年 11 月 19 日 アジア地域「気候変動への適応にかかる能力強化」研修の実施について 

      ※報道発表資料は気象庁ホームページを通じて公表されている。 
 

・気象研究所の報道発表 
平成 20 年 6 月 13 日  成層圏オゾン層の回復が対流圏気候に与える影響 

－南極オゾンホールの変化と南半球下層の偏西風強度の変化の相互関係－ 
（（独）国立環境研究所との共同発表） 

概要：CCMVal 研究グループの内のアメリカ、スイス、カナダ及び日本（国立

環境研究所、気象研究所）の研究グループによる共同研究によって、南

極オゾンホールの動向が南半球対流圏での偏西風の強度に有意な影響

を与える可能性のあることを見出した。その成果が Science に発表され

る。 
平成 20 年 12 月 1 日  鉄道安全運行のための突風探知システムの開発 

～庄内平野の高層ゾンデ観測を公開～ 
（(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構との共同発表） 

概要：(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構の基礎的研究制度の一環として、

気象庁気象研究所をプロジェクトリーダーとする研究グループが平成

19 年度から実施している、突風を探知するシステム開発を目指した研究

開発において行う、山形県庄内平野における高層ゾンデ観測の気球放球

を報道機関向けに公開する。 

5. 普及・広報活動                                      5.4. 国際的な技術協力 

            5.5. その他      

 

５．４．国際的な技術協力 

 

国際連合気候変動枠組条約の非附属書Ⅰ締約国では、第 2 次またはさらに高次の国別報告書の提出

に向けた準備を進めているところが多くある。このため、当該国では、気候変動への適応の基盤とな

る気候変化の将来予測について、的確に行う技術の習得を望んでいる。（独）国際協力機構（以下「JICA」

という。）は、気候変動が地球規模の課題であることから、途上国での取り組みは欠かせないと判断し、

技術支援として気候変動への適応能力強化に関する研修に取り組み始めた。気象研究所は JICA に協

力し、気候変化の将来予測に係る技術支援を行う受け入れ機関として研修を実施した。主なものは以

下のとおり。 
・アルゼンチン気候変動への適応能力強化に関する研修 
・アジア地域「気候変動への適応にかかる能力強化」研修 

また、気象研究所における気象観測研究の知見等を活かした研修受け入れも行っている。主なもの

は以下のとおり。 
  ・日中気象災害協力研究センタープロジェクト「境界層観測」コース（JICA による） 
さらに、地震火山分野にあっては、1995 年以来、（独）建築研究所が行う「国際地震工学研修グロ

ーバル地震観測コース」において、地震波解析による核実験識別法の講義等を行うことを通じて、包

括的核実験禁止条約の枠組み推進に貢献している。 
 

 
 

５．５．その他 

 

研究の成果として得られたプログラムを、申請に応じて研究機関、教育機関に提供し、成果の普及

に努めた。 

・地殻変動解析支援プログラム MICAP-G：日本大学で利用 

 

普
及
・
広
報
活
動

�－ 213 －



6. 成果発表                                          6.1. 論文等 

６．成果発表 
 
 気象研究所の職員が平成 19年度に発表した論文、口頭発表の一覧を個人別に五十音順で掲載している。 
 論文等には、原著論文のほか、報告書、著書、翻訳、解説などの著作物について、単独・共著の区別な

く掲載した。但し、口頭発表に伴う著作物のうち学会予稿集など簡易なものについては、口頭発表と重複

するため除いている。 
 口頭発表には、学会や会議で行った発表・講演のうち、気象研究所職員が筆頭者となっているものを一

覧として掲載した。 
 
６．１．論文等 
 
 各著作物の情報は、整理番号、著者、刊行年、論文タイトル、掲載誌、掲載巻・頁の順に掲載している。

整理番号における左側の番号は、該当職員に割り当てた番号であるため、下記リストでは必ずしも連続し

て現れない。 
 また、整理番号の後ろに「*」を付した著作物は、査読付き論文であることを示している。 

 
 
青木重樹     0-1   *山崎明, 青木重樹, 吉田康宏, 小林昭夫, 勝間田明男, 阿部正雄, 森脇健, 大河原斉揚, 

長田芳一, 松岡英俊, 吉田知央, 関谷博, 親納孝嘉, 平松秀行, 2008: 海底地震計を

用いた 2004年紀伊半島南東沖の地震の余震観測, 気象研究所研究報告, 第 59号, 
65-82 . 

青木輝夫     1-1   青木輝夫, 田中泰宙, 2008: 大気エアロゾルの沈着が積雪アルベドに与える影響, 天
気, 55, 538-547 . 

             1-2   青木輝夫, 安仁屋政武, 串田圭司, 山内恭, 浮田甚朗, 朽木勝幸, 2008: EARSeL 陸城

雪氷リモートセンシングに関する第 5回ワークショップ，及びスイスとの二国間セ

ミナー参加報告, 雪氷, 70, 441-446 . 
             1-3   青木輝夫, 2009: 積雪の光学特性とリモートセンシングに関する研究‐2008年度日

本気象学会賞受賞記念講演‐, 天気, 56, 5-17 . 
             1-4   *Teruyuki Nakajima, Hiroshi Murakami, Masahiro Hori, Takashi Y.Nakajima, 

Hirokazu Yamamoto, Joji Ishizuka, Ryutaro Tateishi, Teruo Aoki, Tamio 
Takamura, Makoto Kuji, Nguyen Dinh Duong, Akiko Ono, Satoru Fukuda and 
Kanako Muramatsu, 2009: Overview and science highlights of the ADEOS-Ⅱ
/GLI project, J. Remote Sens. Soc. Japan, 29, 11-28 . 

             1-5   *T.Aoki, M.Hori(EORC,JAXA)and K.Stamnes(Stevens Institute of Technology）, 

2009: ADEOS-Ⅱ/GLI snow/ice products and the scientific implications, J. 
Remote Sens. Soc. Japan, 29, 124-132 . 

青山道夫     4-1   *Hirose, K., M. Aoyama, Y. Igarashi and K. Komura, 2008: Imprvement of 137Cs 
analysis in small volume seawater samples using the Ogoya underground facility, 
Journal of Radioanalytical and Nuclear Chemistry, Vol.276 No.3, 795-798 . 

             4-2   *Hirose, K., Y, lgarashi and M. Aoyama, 2008: Analysis of the 50-year records of 
the atmospheric deposition of long-lived radionuclides in Japan, , 66, 1675-1678 . 

             4-3   *Inomata, Y., M. Aoyama and K. Hirose, 2009: Analysis of 50-y record of surface 
137Csconcentrations the global ocean using the HAM-global database, Journal of 
Environmental Monitorirng, 11, 116-125 , doi:10.1039/b811421h. 

             4-4   猪股弥生, 五十嵐康人, 千葉長, 青山道夫, 廣瀬勝己, 2009: 再現期間を用いた降

水時における高ガンマ線線量率の異常値判定, Radioisotopes, 58, 37-42 . 
             4-5   *Yayoi Inomata, Yasuhito Igarasi, Masaru Chiba, Mishio Aoyama, Katsumi Hirose, 

2008: Return period of enhanced gamma ray dose rates: regional differences 
observed in Japan, Journal of Environmental Monitorirng, 10, 837-841 . 

             4-6   *Shinya Kouketsu, Masao Fukasawa, Ikuo Kaneko, Takeshi Kawano, Hiroshi 
Uchida, Toshimasa Doi, Michio Aoyama and Kiyoshi Murakami, 2009: Changes 
in water properties and transports along 24_N in the North Pacific between 1985 
and 2005, Journal of Geophysical Research, 114, C01008 , 
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doi:10.1029/2008JC004778. 
             4-7   *Katsumi Hirose, Michio Aoyama and  Pavel P.Povinec, 2009: 239,470Pu/137Cs 
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processes, Journal of Environmental  Radioactivity, 100, 1-5 . 

             4-8   Michio Aoyama, 2009: Nutrients, WHP P01, P14 REVISIT DATA BOOK, , 
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足立アホロ   5-1   *Tsunematsu, N., T. Nagai, T. Murayama, A. Adachi and Y. Murayama, 2008: 
Volcanic Ash Transport form Mount Asama to the Tokyo Metropolitan Area 
Influenced by Large-Scale Local Wind Circulation, Journal of Applied 
Meteorology and Climatology, 47, 12448-1265 , doi:10.1175/2007JAMC1644.1. 

足立恭将     6-1   *Mizuta, R., Y. Adachi. S. Yukimoto and S. kusunoki, 2008: Estmation of the 
Future Distribution of Sea Surface Temperature and Sea Ice Using the CMIP3 
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AsseInbly of Asian Seismological Commission 
      ・地震発生前の静穏化をどのように解釈するか, 日本地球惑星科学連合 2008年大会 
吉村 純  ・台風にともなう降水量に関する地球温暖化の影響―20km 格子全球大気モデルを用いた実験

結果―, 日本気象学会 2008年度秋季大会 
      ・日本における地球温暖化懐疑論の現状, 日本地球惑星科学連合 2008年大会 
      ・台風の発生数や強度の変化に関する話題, 2007年災害研究フォーラム 
      ・Global Warming and the tropical cyclone climatology as simulated in a 20-km¥mesh 

global atmospheric model, The 1st International Summit on Hurricanes and Climate 
Change 

和田章義  ・海洋貯熱量変動に見られる台風活動モードと台風経路の関係, 日本気象学会 2008年度秋季

大会 
      ・海面水温日変化スキームの開発と大気海洋結合モデルへの適用, 日本気象学会 2008年度秋

季大会 

7. 受賞等                                            7.1. 受賞 

 

 

７．受賞等 

 
ここでは、気象研究所の職員が平成 20 年度に受けた他機関からの表彰、及び取得した学位の一覧を

掲載している。 
受賞には、受賞者の氏名、賞の名称、表彰した機関名、表彰年月日を掲載している。 

学位取得には、学位取得者の氏名、学位名、学位授与大学、取得年月日及び学位取得の対象となった論

文名を掲載している。 
 
７．１．受賞 

 
中野英之   日本海洋学会岡田賞、日本海洋学会、平成 20 年 4 月 1 日 
 
鬼頭昭雄   感謝状、気候変動に関する政府間パネル、平成 20 年 4 月 
 
青木輝夫   日本気象学会賞、(社)日本気象学会、平成 20 年 5 月 19 日 
 
小司禎教ほか 日本測地学会賞坪井賞(団体賞)、日本測地学会、平成 20 年 5 月 29 日 
(GPS 気象学グループ) 
鬼頭昭雄   日本気象協会岡田賞、(財)日本気象協会、平成 20 年 9 月 29 日 
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8. 研究交流                                         8.1. 外国出張 

 

８．研究交流 

 
 ここでは、気象研究所の職員が平成 20 年度に行った外国出張、気象研究所が平成 20 年度に他機関か

ら受け入れた研究者、及び海外研究機関からの来訪者の一覧を掲載している。 
 
８．１． 外国出張 

 
青梨和正 ・米国電気電子学会「地球科学リモートセンシングシンポジウム 2008」出席、アメリカ

合衆国、H20.7.5～H20.7.13 
・米国降水サイエンスチーム会合出席、アメリカ合衆国、H20.8.3～H20.8.10 

青栁曉典 ・第 8 回都市環境シンポジウム（第 89 回米国気象学会定期大会の一部として開催）への

参加、及び研究発表、並びに関連研究者との情報交換、アメリカ合衆国、H21.1.10～
H21.1.17 

青山道夫 ・国際シンポジウム「世界の海洋に対する気候変動の影響」での講演ならびにフランス海

洋研究所等訪問、スペイン・フランス・モナコ、H20.5.17～H20.5.30 
・「新エネルギー源および環境／気候」の連続講演会での講演およびコメニウス大学にお

ける「全球放射能データベース」についてのセミナー、スロバキア、H20.9.21～H20.9.28 
・2009 年栄養塩国際スケールワークショップ主催、フランス、H21.2.7～H21.2.15 

石井雅男 ・「第 2 回高 CO2 世界の海洋に関するシンポジウム」参加、モナコ、H20.10.5～H20.10.11 
・「北太平洋海洋科学機関第１７回年次総会 炭素・気候分会」参加、中国、H20.10.25
～H20.10.27 

碓氷典久 ・全球海洋データ同化実験（GODAE）ファイナルシンポジウムへの参加及び研究発表、

フランス、H20.11.11～H20.11.17 
内山明博 ・ハワイ島における日射計検定観測（機器の撤収）、アメリカ合衆国、H20.12.14～

H20.12.19 
永戸久喜 ・「第 4 回国際降水ワーキンググループ（IPWG）ワークショップ」出席、中国、H20.10.12

～H20.10.18 
尾瀬智昭 ・第 4 回全球エネルギー・水実験（GEWEX)雲システム研究全体会議への出席、フランス、

H20.6.1～H20.6.8 
・「世界気象機関気候委員会の季節内、季節及び年々の予測の研究ニーズに関する専門家

チーム会合」出席、アメリカ合衆国、H20.9.22～H20.9.28 
・WMO 第 4 回モンスーン国際会議出席、中国、H20.10.19～H20.10.25 
・第 12 回 CLIVAR 季節から年々スケールの気候予測作業部会出席、アメリカ合衆国、

H21.1.11～H21.1.16 
折笠成宏 ・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
加藤輝之 ・「第 4 回モンスーンに関する国際会議」出席、中国、H20.10.19～H20.10.25 
蒲地政文 ・「最終国際全球海洋データ同化実験（GODAE）科学委員会会議」出席、アメリカ合衆国、

H20.6.1～H20.6.5 
・海洋の観測と予報シンポジウム（海面高度サイエンスチーム（OSTST）会合及び全球海

洋データ（GODAE）ファイナルシンポジウム）への参加及び研究発表、フランス、

H20.11.9～H20.11.17 
上口賢治 ・IAHS-PUB 国際シンポジウムへの出席、中国、H20.11.6～H20.11.10 
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８．研究交流 
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青梨和正 ・米国電気電子学会「地球科学リモートセンシングシンポジウム 2008」出席、アメリカ

合衆国、H20.7.5～H20.7.13 
・米国降水サイエンスチーム会合出席、アメリカ合衆国、H20.8.3～H20.8.10 

青栁曉典 ・第 8 回都市環境シンポジウム（第 89 回米国気象学会定期大会の一部として開催）への

参加、及び研究発表、並びに関連研究者との情報交換、アメリカ合衆国、H21.1.10～
H21.1.17 

青山道夫 ・国際シンポジウム「世界の海洋に対する気候変動の影響」での講演ならびにフランス海

洋研究所等訪問、スペイン・フランス・モナコ、H20.5.17～H20.5.30 
・「新エネルギー源および環境／気候」の連続講演会での講演およびコメニウス大学にお

ける「全球放射能データベース」についてのセミナー、スロバキア、H20.9.21～H20.9.28 
・2009 年栄養塩国際スケールワークショップ主催、フランス、H21.2.7～H21.2.15 

石井雅男 ・「第 2 回高 CO2 世界の海洋に関するシンポジウム」参加、モナコ、H20.10.5～H20.10.11 
・「北太平洋海洋科学機関第１７回年次総会 炭素・気候分会」参加、中国、H20.10.25
～H20.10.27 

碓氷典久 ・全球海洋データ同化実験（GODAE）ファイナルシンポジウムへの参加及び研究発表、

フランス、H20.11.11～H20.11.17 
内山明博 ・ハワイ島における日射計検定観測（機器の撤収）、アメリカ合衆国、H20.12.14～

H20.12.19 
永戸久喜 ・「第 4 回国際降水ワーキンググループ（IPWG）ワークショップ」出席、中国、H20.10.12

～H20.10.18 
尾瀬智昭 ・第 4 回全球エネルギー・水実験（GEWEX)雲システム研究全体会議への出席、フランス、

H20.6.1～H20.6.8 
・「世界気象機関気候委員会の季節内、季節及び年々の予測の研究ニーズに関する専門家

チーム会合」出席、アメリカ合衆国、H20.9.22～H20.9.28 
・WMO 第 4 回モンスーン国際会議出席、中国、H20.10.19～H20.10.25 
・第 12 回 CLIVAR 季節から年々スケールの気候予測作業部会出席、アメリカ合衆国、

H21.1.11～H21.1.16 
折笠成宏 ・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
加藤輝之 ・「第 4 回モンスーンに関する国際会議」出席、中国、H20.10.19～H20.10.25 
蒲地政文 ・「最終国際全球海洋データ同化実験（GODAE）科学委員会会議」出席、アメリカ合衆国、

H20.6.1～H20.6.5 
・海洋の観測と予報シンポジウム（海面高度サイエンスチーム（OSTST）会合及び全球海

洋データ（GODAE）ファイナルシンポジウム）への参加及び研究発表、フランス、

H20.11.9～H20.11.17 
上口賢治 ・IAHS-PUB 国際シンポジウムへの出席、中国、H20.11.6～H20.11.10 
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8. 研究交流                                         8.1. 外国出張 

 
・AGU 秋季会合への出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.20 

川畑拓矢 ・4D-VAR とアンサンブル・カルマンフィルターの相互比較に関する WWRP/THORPEX
ワークショップへの参加、アルゼンチン、H20.11.8～H20.11.16 

北村祐二 ・理論応用力学国際連合とニュートン研究所の共催の回転成層乱流と大気海洋中の乱流に

関するワークショップに出席、イギリス、H20.12.7～H20.12.14 
鬼頭昭雄 ・世界銀行との共同研究打合せ会合出席、アメリカ合衆国、H20.4.6～H20.4.9 

・アジアモンスーンの人為変化に関する国際ワークショップおよび気候変化と科学技術革

新に関するフォーラム出席、中国、H20.4.20～H20.4.26 
・アジア地域気候変動分野要請背景調査（JICA アジア地域気候変動予測コース現地調査）、

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ・ﾀｲ、H20.5.10～H20.5.15 
・科学および技術の助言に関する補助機関第 28 回会合サイドイベント出席、ドイツ、

H20.6.4～H20.6.8 
・アジアオセアニア地球科学協会 2008 年年次大会出席、大韓民国、H20.6.15～H20.6.18 
・第 12 回日米地球変動ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.6.29～H20.7.4 
・第 2 期古気候モデリング相互比較実験ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.9.14

～H20.9.21 
・WMO 第 4 回モンスーン国際会議・第 2 回全 WCRP モンスーン会議、東アジアモンス

ーン会議、PAGES 全球モンスーン会議出席、中国、H20.10.19～H20.11.1 
・第 9 回南半球の気象学と海洋学に関する国際会議出席、オーストラリア、H21.2.7～

H21.2.14 
・気候変動への適応策国際セミナー参加、アルゼンチン、H21.2.23～H21.2.28 
・IPCC-WCRP-IGBP 合同ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H21.3.2～H21.3.8 
・IPCC「適応のための極端現象リクス管理特別報告書」スコーピング会合出席、ノルウ

ェー、H21.3.22～H21.3.28 
・気候変動セミナー出席、タイ、H21.3.30～H21.4.2 

楠 昌司 ・気候変化セミナーへの出席、コロンビア、H20.4.2～H20.4.7 
・欧州地球科学連合総会 2008 への出席、オーストリア、H20.4.12～H20.4.20 
・砂漠からモンスーン第 1 回国際会議への出席、ギリシャ、H20.5.30～H20.6.8 
・アジア・オセアニア地球科学協会第５回年次総会出席、韓国、H20.6.15～H20.6.21 
・結合モデル開発作業部会の会合への出席、フランス、H20.9.21～H20.9.26 
・「第 11 回太平洋学際科学会議」出席、仏領ポリネシア・タヒチ、H21.2.28～H21.3.7 
・「気候変化シナリオ開発に関する東南アジア地域ワークショップ」出席、ベトナム、

H21.3.15～H21.3.18 
・気候変動が灌漑施設に与える影響に関する国際セミナー参加、タイ、H21.3.22～H21.3.26 

工藤 玲 ・ハワイ島における日射計検定観測（機器の設置）、アメリカ合衆国、H20.11.24～H20.11.30 
栗原和夫 ・韓国海洋研究院との大気海洋相互作用に関するワークショップに参加し、研究発表、研

究打合せ、韓国、H20.4.21～H20.4.24 
・RMIP（東アジアにおける地域気候モデルの比較実験）打合せ会合出席、中国、H20.5.25

～H20.5.28 
・第 12 回日米地球変動ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.6.29～H20.7.4 

黒田友二 ・「第 4 回成層圏過程とその気候影響研究計画総会」および「第 10 回国際大気化学国際会

議」出席、イタリア・フランス、H20.8.30～H20.9.14 
・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 

8. 研究交流                                         8.1. 外国出張 

 
・NASA ゴダード宇宙科学研究所及びプリンストン大学訪問、アメリカ合衆国、H21.3.4
～H21.3.11 

小林隆久 ・第 5 回ヨーロッパレーダー会議出席、フィンランド、H20.6.29～H20.7.6 
・2008 年国際放射シンポジウム出席、ブラジル、H20.8.2～H20.8.11 
・SPIE アジア太平洋リモートセンシング会議出席、フランス、H20.11.15～H20.11.19 

斎藤篤思 ・第１５回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
斉藤和雄 ・アジアオセアニア地球科学協会 2008 年年次大会出席、大韓民国、H20.6.15～H20.6.21 

・WWRP メソスケール天気予報研究作業部会 WWRP 予報検証研究作業部会合同会合へ

の参加、中国、H20.11.30～H20.12.4 
・「香港天文台数値予報及びナウキャストに関する研究ワークショップ」参加、中国（香

港）、H21.2.8～H21.2.14 
・「第 2 回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
酒井 哲 ・第 24 回国際レーザ・レーダ会議出席、アメリカ合衆国、H20.6.22～H20.6.29 

・気象データ等の検証利用のための観測装置の整備調整、ニュージーランド、H21.2.16～
H21.2.23 

坂見智法 ・第 4 回全球エネルギー・水実験（GEWEX)雲システム研究全体会議への出席、フランス、

H20.6.1～H20.6.8 
澤 庸介 ・第 10 回地球大気化学国際共同研究計画（IGAC）国際会議出席、フランス、H20.9.7～

H20.9.14 
柴田 彰 ・IGARSS2008 及び日米合同 AMSR 科学会議出席、アメリカ合衆国、H20.7.6～H20.7.18 

・環大洋リモートセンシング会議 2008 への参加および研究発表、中国、H20.12.1～
H20.12.7 

柴田清孝 ・「大気化学、気候、越境汚染ワークショップ」出席、アメリカ合衆国、H20.6.8～H20.6.15 
・2008 年オゾンシンポジウム出席、ノルウェー、H20.6.28～H20.7.8 
・「第 4 回成層圏過程とその気候影響研究計画総会」および「第 10 回国際大気化学国際会

議」出席、イタリア・フランス、H20.8.30～H20.9.14 
・「大気と海洋におけるテレコネクション」会議出席、イタリア、H20.11.16～H20.11.22 
・「アメリカ地球物理連合 2008 年秋季大会」出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 
・マックスプランク研究所、アルフレッド・ウェーゲナー研究所、ベルリン自由大学との

大気力学・オゾンに関する協議、ドイツ、H21.2.16～H21.2.23 
・NASA ゴダード宇宙科学研究所及びプリンストン大学訪問、アメリカ合衆国、H21.3.4
～H21.3.11 

小司禎教 ・「FORMASAT-3/COSMIC ワークショップ２００８」出席、台湾、H20.9.30～H20.10.4 
・「第２回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
・GPS やマイクロ波放射計など水蒸気観測手法の解析及びデータ同化手法に関する意見交

換・情報収集、アメリカ合衆国、H21.3.22～H21.3.29 
新藤永樹 ・第 3 回高解像度雲モデリングワークショップに出席、アメリカ合衆国、H20.12.1～

H20.12.6 
杉 正人 ・第 12 回日米地球変動ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.6.29～H20.7.4 

・気候変動対策に関する台風委員会合同ワークショップ出席、中国、H20.9.21～H20.9.23 
・第 3 回高解像度雲モデリングワークショップに出席、アメリカ合衆国、H20.12.1～
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・AGU 秋季会合への出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.20 

川畑拓矢 ・4D-VAR とアンサンブル・カルマンフィルターの相互比較に関する WWRP/THORPEX
ワークショップへの参加、アルゼンチン、H20.11.8～H20.11.16 

北村祐二 ・理論応用力学国際連合とニュートン研究所の共催の回転成層乱流と大気海洋中の乱流に

関するワークショップに出席、イギリス、H20.12.7～H20.12.14 
鬼頭昭雄 ・世界銀行との共同研究打合せ会合出席、アメリカ合衆国、H20.4.6～H20.4.9 

・アジアモンスーンの人為変化に関する国際ワークショップおよび気候変化と科学技術革

新に関するフォーラム出席、中国、H20.4.20～H20.4.26 
・アジア地域気候変動分野要請背景調査（JICA アジア地域気候変動予測コース現地調査）、

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ・ﾀｲ、H20.5.10～H20.5.15 
・科学および技術の助言に関する補助機関第 28 回会合サイドイベント出席、ドイツ、

H20.6.4～H20.6.8 
・アジアオセアニア地球科学協会 2008 年年次大会出席、大韓民国、H20.6.15～H20.6.18 
・第 12 回日米地球変動ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.6.29～H20.7.4 
・第 2 期古気候モデリング相互比較実験ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.9.14

～H20.9.21 
・WMO 第 4 回モンスーン国際会議・第 2 回全 WCRP モンスーン会議、東アジアモンス

ーン会議、PAGES 全球モンスーン会議出席、中国、H20.10.19～H20.11.1 
・第 9 回南半球の気象学と海洋学に関する国際会議出席、オーストラリア、H21.2.7～

H21.2.14 
・気候変動への適応策国際セミナー参加、アルゼンチン、H21.2.23～H21.2.28 
・IPCC-WCRP-IGBP 合同ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H21.3.2～H21.3.8 
・IPCC「適応のための極端現象リクス管理特別報告書」スコーピング会合出席、ノルウ

ェー、H21.3.22～H21.3.28 
・気候変動セミナー出席、タイ、H21.3.30～H21.4.2 

楠 昌司 ・気候変化セミナーへの出席、コロンビア、H20.4.2～H20.4.7 
・欧州地球科学連合総会 2008 への出席、オーストリア、H20.4.12～H20.4.20 
・砂漠からモンスーン第 1 回国際会議への出席、ギリシャ、H20.5.30～H20.6.8 
・アジア・オセアニア地球科学協会第５回年次総会出席、韓国、H20.6.15～H20.6.21 
・結合モデル開発作業部会の会合への出席、フランス、H20.9.21～H20.9.26 
・「第 11 回太平洋学際科学会議」出席、仏領ポリネシア・タヒチ、H21.2.28～H21.3.7 
・「気候変化シナリオ開発に関する東南アジア地域ワークショップ」出席、ベトナム、

H21.3.15～H21.3.18 
・気候変動が灌漑施設に与える影響に関する国際セミナー参加、タイ、H21.3.22～H21.3.26 

工藤 玲 ・ハワイ島における日射計検定観測（機器の設置）、アメリカ合衆国、H20.11.24～H20.11.30 
栗原和夫 ・韓国海洋研究院との大気海洋相互作用に関するワークショップに参加し、研究発表、研

究打合せ、韓国、H20.4.21～H20.4.24 
・RMIP（東アジアにおける地域気候モデルの比較実験）打合せ会合出席、中国、H20.5.25

～H20.5.28 
・第 12 回日米地球変動ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.6.29～H20.7.4 

黒田友二 ・「第 4 回成層圏過程とその気候影響研究計画総会」および「第 10 回国際大気化学国際会

議」出席、イタリア・フランス、H20.8.30～H20.9.14 
・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 
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・NASA ゴダード宇宙科学研究所及びプリンストン大学訪問、アメリカ合衆国、H21.3.4
～H21.3.11 

小林隆久 ・第 5 回ヨーロッパレーダー会議出席、フィンランド、H20.6.29～H20.7.6 
・2008 年国際放射シンポジウム出席、ブラジル、H20.8.2～H20.8.11 
・SPIE アジア太平洋リモートセンシング会議出席、フランス、H20.11.15～H20.11.19 

斎藤篤思 ・第１５回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
斉藤和雄 ・アジアオセアニア地球科学協会 2008 年年次大会出席、大韓民国、H20.6.15～H20.6.21 

・WWRP メソスケール天気予報研究作業部会 WWRP 予報検証研究作業部会合同会合へ

の参加、中国、H20.11.30～H20.12.4 
・「香港天文台数値予報及びナウキャストに関する研究ワークショップ」参加、中国（香

港）、H21.2.8～H21.2.14 
・「第 2 回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
酒井 哲 ・第 24 回国際レーザ・レーダ会議出席、アメリカ合衆国、H20.6.22～H20.6.29 

・気象データ等の検証利用のための観測装置の整備調整、ニュージーランド、H21.2.16～
H21.2.23 

坂見智法 ・第 4 回全球エネルギー・水実験（GEWEX)雲システム研究全体会議への出席、フランス、

H20.6.1～H20.6.8 
澤 庸介 ・第 10 回地球大気化学国際共同研究計画（IGAC）国際会議出席、フランス、H20.9.7～

H20.9.14 
柴田 彰 ・IGARSS2008 及び日米合同 AMSR 科学会議出席、アメリカ合衆国、H20.7.6～H20.7.18 

・環大洋リモートセンシング会議 2008 への参加および研究発表、中国、H20.12.1～
H20.12.7 

柴田清孝 ・「大気化学、気候、越境汚染ワークショップ」出席、アメリカ合衆国、H20.6.8～H20.6.15 
・2008 年オゾンシンポジウム出席、ノルウェー、H20.6.28～H20.7.8 
・「第 4 回成層圏過程とその気候影響研究計画総会」および「第 10 回国際大気化学国際会

議」出席、イタリア・フランス、H20.8.30～H20.9.14 
・「大気と海洋におけるテレコネクション」会議出席、イタリア、H20.11.16～H20.11.22 
・「アメリカ地球物理連合 2008 年秋季大会」出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 
・マックスプランク研究所、アルフレッド・ウェーゲナー研究所、ベルリン自由大学との

大気力学・オゾンに関する協議、ドイツ、H21.2.16～H21.2.23 
・NASA ゴダード宇宙科学研究所及びプリンストン大学訪問、アメリカ合衆国、H21.3.4
～H21.3.11 

小司禎教 ・「FORMASAT-3/COSMIC ワークショップ２００８」出席、台湾、H20.9.30～H20.10.4 
・「第２回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
・GPS やマイクロ波放射計など水蒸気観測手法の解析及びデータ同化手法に関する意見交

換・情報収集、アメリカ合衆国、H21.3.22～H21.3.29 
新藤永樹 ・第 3 回高解像度雲モデリングワークショップに出席、アメリカ合衆国、H20.12.1～

H20.12.6 
杉 正人 ・第 12 回日米地球変動ワークショップ出席、アメリカ合衆国、H20.6.29～H20.7.4 

・気候変動対策に関する台風委員会合同ワークショップ出席、中国、H20.9.21～H20.9.23 
・第 3 回高解像度雲モデリングワークショップに出席、アメリカ合衆国、H20.12.1～

研
究
交
流

�－ 247 －



8. 研究交流                                         8.1. 外国出張 

 
H20.12.6 

・インド中期予報センター国際会議に出席、インド、H20.12.8～H20.12.13 
・「WWRP/TMRP 熱帯低気圧に対する気候変化の影響に関する専門家会合及びインド洋の

熱帯低気圧と気候変動に関する第 1 回国際会議」参加、オマーン、H21.3.4～H21.3.12 
清野直子 ・第 3 回国際ダストワークショップへの参加、ドイツ、H20.9.14～H20.9.19 
関山 剛 ・国際オゾンシンポジウム 2008 への参加、ノルウェー、H20.6.28～H20.7.7 

・成層圏過程とその気候影響研究計画（SPARC)第４回総会及び地球大気化学国際協同研

究計画（IGAC)第 10 回国際大会への参加、イタリア・フランス、H20.8.30～H20.9.14 
瀬古 弘 ・第 2 回 THORPEX アジア科学ワークショップ及び THORPEX アジア地域委員会第 6

回会合出席、中国、H21.2.17～H21.2.21 
・「第 2 回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
高藪 出 ・EU ENSEMBLES「第 5 回全体会合」参加、スペイン、H20.10.18～H20.10.24 

・「アメリカ地球物理連合 2008 年秋季大会」出席、アメリカ合衆国、 H20.12.14～
H20.12.20 

・EU ENSEMBLES RT3（地域気候モデルザブグループ）会合及び WCRP 地域気候将来

予測の評価と改善に関するワークショップ参加、フランス、H21.2.8～H21.2.14 
田尻拓也 ・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
田中泰宙 ・第 3 回国際ダストワークショップへの参加及びケルン大学シャオ教授との研究打合せ、

ドイツ、H20.9.11～H20.9.19 
出牛 真 ・成層圏過程とその気候影響研究計画（SPARC)第４回総会出席、イタリア、H20.8.30～

H20.9.7 
直江寛明 ・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、 アメリカ合衆国、H20.12.14～

H20.12.21 
永井智広 ・気象データ等の検証利用のための観測装置の整備調整、ニュージーランド、H21.2.16

～H21.2.23 
中里真久 ・JSPS アジア・アフリカ基盤形成事業「大気と雲の光学観測セミナー」における集中

講義と実習、インドネシア、H20.11.9～H20.11.13 
中澤哲夫 ・第 28 回ハリケーンおよび熱帯気象学会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.27～H20.5.4 

・米国降水サイエンスチーム会合出席及び太平洋アジア観測実験（T-PARC）米国観測本

部視察、アメリカ合衆国、H20.8.3～H20.8.12 
・THORPEX WORKSHOP 参加、スイス、H20.9.22～H20.9.27 
・予報可能性と観測計画および数値天気予報に関する国際ワークショップ出席、韓国、

H20.11.12～H20.11.15 
・THORPEX 国際運営委員会（ICSC）第 7 回会合参加、スイス、H20.11.17～H20.11.22 
・第 3 回高解像度雲モデル（熱帯低気圧と気候）に関する国際ワークショップ出席、アメ

リカ合衆国、H20.12.1～H20.12.6 
・台風と洪水の研究の高度化に関する国際ワークショップ参加、台湾、H20.12.18～

H20.12.20 
・第 2 回 THORPEX アジア科学ワークショップ及び THORPEX アジア地域委員会第６

回会合出席、中国、H21.2.17～H21.2.21 
・「インド洋の熱帯低気圧と気候変動に関する第１回国際会議」参加、オマーン、H21.3.6

～H21.3.13 
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・メガトロピーク衛星科学と応用に関する国際会議参加、インド、H21.3.22～H21.3.26 

中野英之 ・2008 年国際海洋研究科学委員会 50 周年金シンポジウムへの参加、アメリカ合衆国、

H20.10.19～H20.10.23 
萩野谷成徳・大理アーハイの湖面観測・解析指導と大理 PBL 観測・解析指導およびミニワークショ

ップ参加、中国、H20.6.29～H20.7.18 
・第 7 回ワークショップ参加および現地視察、中国、H20.10.9～H20.10.17 
・境界層観測データの解析、数値気象予測モデル、及びデータ同化手法に関わるミニワー

クショップへの参加、中国、H20.12.23～H20.12.26 
・日中気象災害協力研究センタープロジェクト短期派遣専門家（陸域水文観測・解析/気象

予報モデル）及び陸面放射とエネルギー収支に関する国際会議参加、中国、H21.3.15～
H21.3.19 

橋本明弘 ・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
林 修吾 ・第 5 回アジアオセアニア地球科学合同大会出席、韓国、H20.6.15～H20.6.20 

・「第 2 回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
・熱帯対流雲の初期値解析についての研究打ち合わせ、インド、H21.3.22～H21.3.26 

平田賢治 ・AOGS(アジア・太平洋州地球科学学会)2008 年度年次総会への参加と研究成果の発表、

韓国、H20.6.18～H20.6.21 
・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 

廣瀬勝己 ・「新エネルギー元および環境／気候」の連続講演会での講演及び打ち合わせ、スロバキ

ア、H20.4.19～H20.4.27 
・「第 10 回 南太平洋環境放射能会議」出席、ニュージーランド、H20.11.22～H20.11.29 

藤井陽介 ・アジア・オセアニア地球科学学会 2008 年大会への参加及び研究発表、大韓民国、H20.6.16
～H20.6.21 

・全球海洋データ同化実験（GODAE）ファイナルシンポジウムへの参加及び研究発表、

フランス、H20.11.11～H20.11.17 
藤部文昭 ・第 89 回米国気象学会大会参加、アメリカ合衆国、H21.1.10～H21.1.17 

・IPCC「適応のための極端現象リクス管理特別報告書」スコーピング会合出席、ノルウ

ェー、H21.3.22～H21.3.28 
別所康太郎・第 28 回ハリケーンおよび熱帯気象学会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.27～H20.5.4 

・ドイツ航空宇宙センターDLR 海上生存訓練参加および研究打合せ、ドイツ、H20.7.6～
H20.7.10 

・第 2 回 THORPEX アジア科学ワークショップ及び THORPEX アジア地域委員会第 6
回会合出席、中国、H21.2.17～H21.2.21 

保坂征宏 ・第 89 回米国気象学会大会参加、アメリカ合衆国、H21.1.10～H21.1.17 
干場充之 ・世界の観測所の国際フォーラム（トルコ国カンデリ地震観測所主催）への参加、トルコ、

H20.9.2～H20.9.8 
増田一彦 ・SPIE アジア太平洋リモートセンシング会議出席、フランス、H20.11.15～H20.11.22 
松本 聡 ・アジア・オセアニア地球科学学会 2008 年大会への参加及び研究発表、大韓民国、H20.6.16

～H20.6.21 
・全球海洋データ同化実験（GODAE）ファイナルシンポジウムへの参加及び研究発表、

フランス、H20.11.11～H20.11.17 
三上正男 ・グローバル COE プログラムによるモンゴルにおける黄砂観測、モンゴル、H20.4.21～
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8. 研究交流                                         8.1. 外国出張 

 
H20.12.6 

・インド中期予報センター国際会議に出席、インド、H20.12.8～H20.12.13 
・「WWRP/TMRP 熱帯低気圧に対する気候変化の影響に関する専門家会合及びインド洋の

熱帯低気圧と気候変動に関する第 1 回国際会議」参加、オマーン、H21.3.4～H21.3.12 
清野直子 ・第 3 回国際ダストワークショップへの参加、ドイツ、H20.9.14～H20.9.19 
関山 剛 ・国際オゾンシンポジウム 2008 への参加、ノルウェー、H20.6.28～H20.7.7 

・成層圏過程とその気候影響研究計画（SPARC)第４回総会及び地球大気化学国際協同研

究計画（IGAC)第 10 回国際大会への参加、イタリア・フランス、H20.8.30～H20.9.14 
瀬古 弘 ・第 2 回 THORPEX アジア科学ワークショップ及び THORPEX アジア地域委員会第 6

回会合出席、中国、H21.2.17～H21.2.21 
・「第 2 回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
高藪 出 ・EU ENSEMBLES「第 5 回全体会合」参加、スペイン、H20.10.18～H20.10.24 

・「アメリカ地球物理連合 2008 年秋季大会」出席、アメリカ合衆国、 H20.12.14～
H20.12.20 

・EU ENSEMBLES RT3（地域気候モデルザブグループ）会合及び WCRP 地域気候将来

予測の評価と改善に関するワークショップ参加、フランス、H21.2.8～H21.2.14 
田尻拓也 ・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
田中泰宙 ・第 3 回国際ダストワークショップへの参加及びケルン大学シャオ教授との研究打合せ、

ドイツ、H20.9.11～H20.9.19 
出牛 真 ・成層圏過程とその気候影響研究計画（SPARC)第４回総会出席、イタリア、H20.8.30～

H20.9.7 
直江寛明 ・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、 アメリカ合衆国、H20.12.14～

H20.12.21 
永井智広 ・気象データ等の検証利用のための観測装置の整備調整、ニュージーランド、H21.2.16

～H21.2.23 
中里真久 ・JSPS アジア・アフリカ基盤形成事業「大気と雲の光学観測セミナー」における集中

講義と実習、インドネシア、H20.11.9～H20.11.13 
中澤哲夫 ・第 28 回ハリケーンおよび熱帯気象学会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.27～H20.5.4 

・米国降水サイエンスチーム会合出席及び太平洋アジア観測実験（T-PARC）米国観測本

部視察、アメリカ合衆国、H20.8.3～H20.8.12 
・THORPEX WORKSHOP 参加、スイス、H20.9.22～H20.9.27 
・予報可能性と観測計画および数値天気予報に関する国際ワークショップ出席、韓国、

H20.11.12～H20.11.15 
・THORPEX 国際運営委員会（ICSC）第 7 回会合参加、スイス、H20.11.17～H20.11.22 
・第 3 回高解像度雲モデル（熱帯低気圧と気候）に関する国際ワークショップ出席、アメ

リカ合衆国、H20.12.1～H20.12.6 
・台風と洪水の研究の高度化に関する国際ワークショップ参加、台湾、H20.12.18～

H20.12.20 
・第 2 回 THORPEX アジア科学ワークショップ及び THORPEX アジア地域委員会第６

回会合出席、中国、H21.2.17～H21.2.21 
・「インド洋の熱帯低気圧と気候変動に関する第１回国際会議」参加、オマーン、H21.3.6

～H21.3.13 

8. 研究交流                                         8.1. 外国出張 

 
・メガトロピーク衛星科学と応用に関する国際会議参加、インド、H21.3.22～H21.3.26 

中野英之 ・2008 年国際海洋研究科学委員会 50 周年金シンポジウムへの参加、アメリカ合衆国、

H20.10.19～H20.10.23 
萩野谷成徳・大理アーハイの湖面観測・解析指導と大理 PBL 観測・解析指導およびミニワークショ

ップ参加、中国、H20.6.29～H20.7.18 
・第 7 回ワークショップ参加および現地視察、中国、H20.10.9～H20.10.17 
・境界層観測データの解析、数値気象予測モデル、及びデータ同化手法に関わるミニワー

クショップへの参加、中国、H20.12.23～H20.12.26 
・日中気象災害協力研究センタープロジェクト短期派遣専門家（陸域水文観測・解析/気象

予報モデル）及び陸面放射とエネルギー収支に関する国際会議参加、中国、H21.3.15～
H21.3.19 

橋本明弘 ・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 
林 修吾 ・第 5 回アジアオセアニア地球科学合同大会出席、韓国、H20.6.15～H20.6.20 

・「第 2 回東南アジア地域の気象災害軽減国際協同研究国際ワークショップ」出席、イン

ドネシア、H21.3.1～H21.3.7 
・熱帯対流雲の初期値解析についての研究打ち合わせ、インド、H21.3.22～H21.3.26 

平田賢治 ・AOGS(アジア・太平洋州地球科学学会)2008 年度年次総会への参加と研究成果の発表、

韓国、H20.6.18～H20.6.21 
・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 

廣瀬勝己 ・「新エネルギー元および環境／気候」の連続講演会での講演及び打ち合わせ、スロバキ

ア、H20.4.19～H20.4.27 
・「第 10 回 南太平洋環境放射能会議」出席、ニュージーランド、H20.11.22～H20.11.29 

藤井陽介 ・アジア・オセアニア地球科学学会 2008 年大会への参加及び研究発表、大韓民国、H20.6.16
～H20.6.21 

・全球海洋データ同化実験（GODAE）ファイナルシンポジウムへの参加及び研究発表、

フランス、H20.11.11～H20.11.17 
藤部文昭 ・第 89 回米国気象学会大会参加、アメリカ合衆国、H21.1.10～H21.1.17 

・IPCC「適応のための極端現象リクス管理特別報告書」スコーピング会合出席、ノルウ

ェー、H21.3.22～H21.3.28 
別所康太郎・第 28 回ハリケーンおよび熱帯気象学会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.27～H20.5.4 

・ドイツ航空宇宙センターDLR 海上生存訓練参加および研究打合せ、ドイツ、H20.7.6～
H20.7.10 

・第 2 回 THORPEX アジア科学ワークショップ及び THORPEX アジア地域委員会第 6
回会合出席、中国、H21.2.17～H21.2.21 

保坂征宏 ・第 89 回米国気象学会大会参加、アメリカ合衆国、H21.1.10～H21.1.17 
干場充之 ・世界の観測所の国際フォーラム（トルコ国カンデリ地震観測所主催）への参加、トルコ、

H20.9.2～H20.9.8 
増田一彦 ・SPIE アジア太平洋リモートセンシング会議出席、フランス、H20.11.15～H20.11.22 
松本 聡 ・アジア・オセアニア地球科学学会 2008 年大会への参加及び研究発表、大韓民国、H20.6.16

～H20.6.21 
・全球海洋データ同化実験（GODAE）ファイナルシンポジウムへの参加及び研究発表、

フランス、H20.11.11～H20.11.17 
三上正男 ・グローバル COE プログラムによるモンゴルにおける黄砂観測、モンゴル、H20.4.21～

研
究
交
流
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8. 研究交流                                         8.1. 外国出張 

 
H20.4.29 

・グルーバル COE プログラムによる第 5 回 AOGS 年次総会研究発表、韓国、H20.6.15
～H20.6.21 

・GEOSS（全球地球観測システム）ワークショップ研究発表、中国、H20.7.1～H20.7.3 
・第 3 回国際ダストワークショップへの参加及びケルン大学シャオ教授との研究打合せ、

ドイツ、H20.9.11～H20.9.19 
・世界気象機関砂塵嵐研究評価システム北京地区センター会合出席、中国、H20.11.3～

H20.11.7 
・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席とケルン大学シャオ教授との共同研究実

施および WMO 専門家訪問打合せ、アメリカ合衆国、ドイツ、スイス、H20.12.14～
H21.1.28 

・オーストラリア共同研究者との研究打合せ、オーストラリア、H21.3.24～H21.3.30 
村上正隆 ・米国気象学会と米国気象改変協会の共催の第 17 回意図的・非意図的気象改変に関する

会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.20～H20.4.27 
・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 

村田昭彦 ・第 28 回ハリケーンおよび熱帯気象学会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.27～H20.5.4 
本井達夫 ・「南極研究科学委員会（SCAR）/北極圏国際科学委員会（IASC）・国際極年（IPY）・公

開科学会議」研究集会出席、ロシア、H20.7.7～H20.7.13 
安田珠幾 ・2008 年西太平洋地球物理学会出席、オーストラリア、H20.7.27～H20.8.2 

・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 
山崎明宏 ・ハワイ島における日射計検定観測（機器の設置）、アメリカ合衆国、H20.11.24～H20.11.30 

・ハワイ島における日射計検定観測（機器の撤収）、アメリカ合衆国、H20.12.14～
H20.12.19 

・スカイラジオメーターと放射計の比較観測、中国、H21.3.16～H21.3.28 
吉田康宏 ・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 

 

8. 研究交流                                        8.2. 受入研究員等 

 

８．２． 受入研究員等 

 
特別研究員制度（独立行政法人 日本学術振興会） 

 優れた若手研究者に、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題

等を選びながら研究に専念する機会を与えること、また、世界の最高水準の研究能力を有する

若手研究者を養成・確保することを目的とした制度。 
 平成 20 年度はこの制度により受け入れた研究者はなし。 

 
客員研究員 

 当所の研究の効率的な推進に資することを目的とし、当該研究に関する高度の専門知識を有

し、当該研究を円滑に実施する能力がある研究者を客員研究員として受け入れている。 
 平成 20 年度は次の 28 名を受け入れた。 
 
佐藤康雄 

期   間: H16.4.16～ 
研究課題名: 地域気候モデルによる砂漠・半乾燥域の気候シミュレーション 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 

 
高谷美正 

期   間: H16.4.16～ 
研究課題名: ドップラーレーダに関する基礎的・応用的研究 
受入研究部: 気象衛星・観測システム研究部 

 
伊藤朋之 

期   間: H16.5.25～ 
研究課題名: 気候システムにおけるエーロゾルの挙動に関する研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 

 
岡田正實 

期   間: H17.4.1～ 
研究課題名: ベイズ統計理論を用いた地震の発生確率予測に関する研究 
受入研究部: 地震火山研究部 

 
吉田明夫 

期   間: H17.4.1～ 
研究課題名: 地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究 
受入研究部: 地震火山研究部 

 
小村和久 

期   間: H17.6.22～ 
研究課題名: 環境中の極低レベル人工放射性核種の分布と挙動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 

 
 藤谷德之助 
  期   間: H18.4.1～ 
  研究課題名: 大気境界層の乱流構造に関する研究 
  受入研究部: 物理気象研究部 
 

八木正允 
  期   間: H18.4.1～ 
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H20.4.29 

・グルーバル COE プログラムによる第 5 回 AOGS 年次総会研究発表、韓国、H20.6.15
～H20.6.21 

・GEOSS（全球地球観測システム）ワークショップ研究発表、中国、H20.7.1～H20.7.3 
・第 3 回国際ダストワークショップへの参加及びケルン大学シャオ教授との研究打合せ、

ドイツ、H20.9.11～H20.9.19 
・世界気象機関砂塵嵐研究評価システム北京地区センター会合出席、中国、H20.11.3～

H20.11.7 
・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席とケルン大学シャオ教授との共同研究実

施および WMO 専門家訪問打合せ、アメリカ合衆国、ドイツ、スイス、H20.12.14～
H21.1.28 

・オーストラリア共同研究者との研究打合せ、オーストラリア、H21.3.24～H21.3.30 
村上正隆 ・米国気象学会と米国気象改変協会の共催の第 17 回意図的・非意図的気象改変に関する

会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.20～H20.4.27 
・第 15 回国際雲・降水会議出席、メキシコ、H20.7.6～H20.7.13 

村田昭彦 ・第 28 回ハリケーンおよび熱帯気象学会議出席、アメリカ合衆国、H20.4.27～H20.5.4 
本井達夫 ・「南極研究科学委員会（SCAR）/北極圏国際科学委員会（IASC）・国際極年（IPY）・公

開科学会議」研究集会出席、ロシア、H20.7.7～H20.7.13 
安田珠幾 ・2008 年西太平洋地球物理学会出席、オーストラリア、H20.7.27～H20.8.2 

・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 
山崎明宏 ・ハワイ島における日射計検定観測（機器の設置）、アメリカ合衆国、H20.11.24～H20.11.30 

・ハワイ島における日射計検定観測（機器の撤収）、アメリカ合衆国、H20.12.14～
H20.12.19 

・スカイラジオメーターと放射計の比較観測、中国、H21.3.16～H21.3.28 
吉田康宏 ・アメリカ地球物理学連合 2008 年秋季大会出席、アメリカ合衆国、H20.12.14～H20.12.21 

 

8. 研究交流                                        8.2. 受入研究員等 

 

８．２． 受入研究員等 

 
特別研究員制度（独立行政法人 日本学術振興会） 

 優れた若手研究者に、その研究生活の初期において、自由な発想のもとに主体的に研究課題

等を選びながら研究に専念する機会を与えること、また、世界の最高水準の研究能力を有する

若手研究者を養成・確保することを目的とした制度。 
 平成 20 年度はこの制度により受け入れた研究者はなし。 

 
客員研究員 

 当所の研究の効率的な推進に資することを目的とし、当該研究に関する高度の専門知識を有

し、当該研究を円滑に実施する能力がある研究者を客員研究員として受け入れている。 
 平成 20 年度は次の 28 名を受け入れた。 
 
佐藤康雄 

期   間: H16.4.16～ 
研究課題名: 地域気候モデルによる砂漠・半乾燥域の気候シミュレーション 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 

 
高谷美正 

期   間: H16.4.16～ 
研究課題名: ドップラーレーダに関する基礎的・応用的研究 
受入研究部: 気象衛星・観測システム研究部 

 
伊藤朋之 

期   間: H16.5.25～ 
研究課題名: 気候システムにおけるエーロゾルの挙動に関する研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 

 
岡田正實 

期   間: H17.4.1～ 
研究課題名: ベイズ統計理論を用いた地震の発生確率予測に関する研究 
受入研究部: 地震火山研究部 

 
吉田明夫 

期   間: H17.4.1～ 
研究課題名: 地震・地殻変動観測データの高度利用に関する研究 
受入研究部: 地震火山研究部 

 
小村和久 

期   間: H17.6.22～ 
研究課題名: 環境中の極低レベル人工放射性核種の分布と挙動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 

 
 藤谷德之助 
  期   間: H18.4.1～ 
  研究課題名: 大気境界層の乱流構造に関する研究 
  受入研究部: 物理気象研究部 
 

八木正允 
  期   間: H18.4.1～ 
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  研究課題名: 流れに及ぼす地形効果の研究 
  受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

小寺邦彦 
  期    間: H18.4.1～ 
  研究課題名: 力学過程を通した太陽活動の対流圏・海洋への影響 

受入研究部: 気候研究部 
 

山下克也 
期    間: H18.9.6～ 

  研究課題名: 人工降雨・降雪に関する雲生成チャンバーを用いた吸湿性粒子のシーディング

実験 
受入研究部: 物理気象研究部 

 
猪股弥生 

期    間: H18.10.1～ 
  研究課題名: 降水中のラドン壊変生物によるガンマ線量率上昇量の評価に関する研究 

受入研究部: 地球化学研究部 
 

荒川 理 
期    間: H18.12.1～ 

  研究課題名: アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成 
受入研究部: 気候研究部 
 

内野 修 
期    間: H19.4.13～ 

  研究課題名: 地球温暖化関連物質の動態把握 
受入研究部: 気象衛星・観測システム研究部 
 

井上 豊志郎 
期    間: H19.4.25～ 

  研究課題名: 各種気象衛星データによる台風発生の環境場の解析 
受入研究部: 台風研究部 
 

大西 晴夫 
期    間: H19.6.6～H20.12.31 

  研究課題名: 熱帯低気圧に関する解析的研究 
受入研究部: 台風研究部 
 

藤田 玲子 
期    間: H19.6.6～ 

  研究課題名: 環状モードから対流圏－成層圏結合に関連する現象の解析 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

 

8. 研究交流                                        8.2. 受入研究員等 

 

向野 智彦 
期    間: H18.5.17～ 

  研究課題名: アジア域における気候変動の特性 
受入研究部: 気候研究部 
 

石崎 紀子 
期    間: H19.8.27～ 

  研究課題名: 温暖化のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

石崎 安洋 
期    間: H19.11.7～ 

  研究課題名: 温暖化のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

西川 史朗 
期    間: H19.11.7～ 

  研究課題名: ネスティングによる高精度海洋モデルの開発 
受入研究部: 海洋研究部 
 

末吉 雅和 
期    間: H19.11.21～ 

  研究課題名: 地球システムにおける季節予測可能性の研究 
受入研究部: 気候研究部 
 

黒田 徹 
期    間: H20.1.4～ 

  研究課題名: 東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究に係わる同化データ技術の開発

と実験 
受入研究部: 予報研究部 
 

佐竹 晋輔 
期    間: H20.2.6～ 

  研究課題名: 人工降雨・降雪に関する数値モデルを用いた研究 
受入研究部: 物理気象研究部 
 

坂本 圭 
期    間: H20.5.14～ 

  研究課題名: ネスティングによる高精度海洋モデルの開発 
受入研究部: 海洋研究部 
 

岡田 菊夫 
期    間: H20.5.30～ 
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  研究課題名: 流れに及ぼす地形効果の研究 
  受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

小寺邦彦 
  期    間: H18.4.1～ 
  研究課題名: 力学過程を通した太陽活動の対流圏・海洋への影響 

受入研究部: 気候研究部 
 

山下克也 
期    間: H18.9.6～ 

  研究課題名: 人工降雨・降雪に関する雲生成チャンバーを用いた吸湿性粒子のシーディング

実験 
受入研究部: 物理気象研究部 

 
猪股弥生 

期    間: H18.10.1～ 
  研究課題名: 降水中のラドン壊変生物によるガンマ線量率上昇量の評価に関する研究 

受入研究部: 地球化学研究部 
 

荒川 理 
期    間: H18.12.1～ 

  研究課題名: アジアの水資源への温暖化影響評価のための日降水量グリッドデータの作成 
受入研究部: 気候研究部 
 

内野 修 
期    間: H19.4.13～ 

  研究課題名: 地球温暖化関連物質の動態把握 
受入研究部: 気象衛星・観測システム研究部 
 

井上 豊志郎 
期    間: H19.4.25～ 

  研究課題名: 各種気象衛星データによる台風発生の環境場の解析 
受入研究部: 台風研究部 
 

大西 晴夫 
期    間: H19.6.6～H20.12.31 

  研究課題名: 熱帯低気圧に関する解析的研究 
受入研究部: 台風研究部 
 

藤田 玲子 
期    間: H19.6.6～ 

  研究課題名: 環状モードから対流圏－成層圏結合に関連する現象の解析 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
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向野 智彦 
期    間: H18.5.17～ 

  研究課題名: アジア域における気候変動の特性 
受入研究部: 気候研究部 
 

石崎 紀子 
期    間: H19.8.27～ 

  研究課題名: 温暖化のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

石崎 安洋 
期    間: H19.11.7～ 

  研究課題名: 温暖化のためのマルチモデルアンサンブルとダウンスケーリングの研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

西川 史朗 
期    間: H19.11.7～ 

  研究課題名: ネスティングによる高精度海洋モデルの開発 
受入研究部: 海洋研究部 
 

末吉 雅和 
期    間: H19.11.21～ 

  研究課題名: 地球システムにおける季節予測可能性の研究 
受入研究部: 気候研究部 
 

黒田 徹 
期    間: H20.1.4～ 

  研究課題名: 東南アジア地域の気象災害軽減国際共同研究に係わる同化データ技術の開発

と実験 
受入研究部: 予報研究部 
 

佐竹 晋輔 
期    間: H20.2.6～ 

  研究課題名: 人工降雨・降雪に関する数値モデルを用いた研究 
受入研究部: 物理気象研究部 
 

坂本 圭 
期    間: H20.5.14～ 

  研究課題名: ネスティングによる高精度海洋モデルの開発 
受入研究部: 海洋研究部 
 

岡田 菊夫 
期    間: H20.5.30～ 
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  研究課題名: 大気エーロゾル粒子の組成と混合状態に関する研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

Dickson, Andrew Gilmore 
期    間: H20.10.24～ 

  研究課題名: 海洋における炭素・栄養塩・酸素データの国際的なコンパラビリティ確立と変

動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 
 

David Hydes 
期    間: H20.10.24～ 

  研究課題名: 海洋における炭素・栄養塩・酸素データの国際的なコンパラビリティ確立と変

動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 
 

Jae Ryoung OH 
期    間: H20.10.24～ 

  研究課題名: 海洋における炭素・栄養塩・酸素データの国際的なコンパラビリティ確立と変

動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 

 

 

8. 研究交流                                8.3. 海外研究機関等からの来訪者等 

 

８．３．海外研究機関等からの来訪者等 

 
招聘研究者 

 
  Prof. Anantharaman Chandrasekar（インド工科大学） 

期   間: 平成 20 年 5 月 1 日～平成 20 年 7 月 21 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Prof. BinWang（ハワイ大学 アメリカ） 
期   間: 平成 20 年 7 月 5 日～平成 20 年 7 月 29 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Dr. Grinia Avalos Roldan（ペルー気象・水文庁） 
Dr. Clara Oria （ペルー気象・水文庁） 

期   間: 平成 20 年 10 月 1 日～平成 20 年 10 月 16 日 
用   務: 「高精度・高分解能気候モデルの開発」による予測結果の解釈についての研修

（世界銀行） 
担当研究者: 楠 昌司 鬼頭昭雄 
 

  Dr. Ottmar Moehler（ドイツ カールスルーエ研究所） 
期   間: 平成 20 年 11 月 9 日～平成 20 年 11 月 16 日 
用   務: エーロゾルの物理･化学特性及びエーロゾルチャンバーの最新の技術動向に関

する打合せ 「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」（科学

技術振興調整費） 
担当研究者: 村上正隆 
 

Dr. Kamala Kakitha（インド熱帯気象機関） 
期   間: 平成 20 年 12 月 1 日～平成 21 年 1 月 31 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Dr. Krishna Kumar Kanikicharla（インド熱帯気象機関） 
期   間: 平成 20 年 12 月 21 日～12 月 30 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Prof. Markku Rummukainen（スウェーデン気象水文研究所） 
期   間: 平成 21 年 1 月 19 日～平成 21 年 1 月 25 日 
用   務: 「地球温暖化にかかわる政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関す

る総合的研究 サブ課題 3 温暖化影響評価のためにマルチモデルアンサンブ

ルとダウンスケーリングの研究」（地球環境研究総合推進費） 
担当研究者: 高薮出 
 

Dr. Sun-Hee Shin（釜山国立大学） 
期   間: 平成 21 年 2 月 1 日～平成 22 年 1 月 31 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

  Dr. Roy M. Rasmussen（アメリカ 大気科学研究センター） 
期   間: 平成 21 年 2 月 9 日～平成 21 年 2 月 28 日 
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  研究課題名: 大気エーロゾル粒子の組成と混合状態に関する研究 
受入研究部: 環境・応用気象研究部 
 

Dickson, Andrew Gilmore 
期    間: H20.10.24～ 

  研究課題名: 海洋における炭素・栄養塩・酸素データの国際的なコンパラビリティ確立と変

動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 
 

David Hydes 
期    間: H20.10.24～ 

  研究課題名: 海洋における炭素・栄養塩・酸素データの国際的なコンパラビリティ確立と変

動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 
 

Jae Ryoung OH 
期    間: H20.10.24～ 

  研究課題名: 海洋における炭素・栄養塩・酸素データの国際的なコンパラビリティ確立と変

動の研究 
受入研究部: 地球化学研究部 

 

 

8. 研究交流                                8.3. 海外研究機関等からの来訪者等 

 

８．３．海外研究機関等からの来訪者等 

 
招聘研究者 

 
  Prof. Anantharaman Chandrasekar（インド工科大学） 

期   間: 平成 20 年 5 月 1 日～平成 20 年 7 月 21 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Prof. BinWang（ハワイ大学 アメリカ） 
期   間: 平成 20 年 7 月 5 日～平成 20 年 7 月 29 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Dr. Grinia Avalos Roldan（ペルー気象・水文庁） 
Dr. Clara Oria （ペルー気象・水文庁） 

期   間: 平成 20 年 10 月 1 日～平成 20 年 10 月 16 日 
用   務: 「高精度・高分解能気候モデルの開発」による予測結果の解釈についての研修

（世界銀行） 
担当研究者: 楠 昌司 鬼頭昭雄 
 

  Dr. Ottmar Moehler（ドイツ カールスルーエ研究所） 
期   間: 平成 20 年 11 月 9 日～平成 20 年 11 月 16 日 
用   務: エーロゾルの物理･化学特性及びエーロゾルチャンバーの最新の技術動向に関

する打合せ 「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」（科学

技術振興調整費） 
担当研究者: 村上正隆 
 

Dr. Kamala Kakitha（インド熱帯気象機関） 
期   間: 平成 20 年 12 月 1 日～平成 21 年 1 月 31 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Dr. Krishna Kumar Kanikicharla（インド熱帯気象機関） 
期   間: 平成 20 年 12 月 21 日～12 月 30 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

Prof. Markku Rummukainen（スウェーデン気象水文研究所） 
期   間: 平成 21 年 1 月 19 日～平成 21 年 1 月 25 日 
用   務: 「地球温暖化にかかわる政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオに関す

る総合的研究 サブ課題 3 温暖化影響評価のためにマルチモデルアンサンブ

ルとダウンスケーリングの研究」（地球環境研究総合推進費） 
担当研究者: 高薮出 
 

Dr. Sun-Hee Shin（釜山国立大学） 
期   間: 平成 21 年 2 月 1 日～平成 22 年 1 月 31 日 
用   務: 21 世紀気候変動予測革新プログラム 
担当研究者: 鬼頭昭雄 
 

  Dr. Roy M. Rasmussen（アメリカ 大気科学研究センター） 
期   間: 平成 21 年 2 月 9 日～平成 21 年 2 月 28 日 
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用   務: 氷晶発生機構に関する研究を行う 「渇水対策のための人工降雨・降雪に関す

る総合的研究」（科学技術振興調整費）「豪雨の力学的予測のための初期値解析

と予測信頼性の評価に関する研究」（科学研究費補助金） 
担当研究者: 村上正隆 斉藤和雄 
 

  M.Sc. Eddy Z. Gaffar（インドネシア科学院） 
期   間: 平成 21 年 2 月 19 日～平成 21 年 3 月 14 日 

  Dr. Udrekh（インドネシア技術評価応用庁） 
期   間: 平成 21 年 3 月 2 日～平成 21 年 3 月 14 日 

 Dr. Yusuf S. Djajadihardja（インドネシア技術評価応用庁） 
期   間: 平成 21 年 3 月 6 日～平成 21 年 3 月 14 日 

  Dr. Haryadi Permana（インドネシア科学院） 
期   間: 平成 21 年 3 月 9 日～平成 21 年 3 月 14 日 
用   務: スマトラ島沖合いの地質調査データに関する議論･検討及び講演 
      「2004 年インド洋津波の波源域南部における地震･地質学的調査研究」（学術

振興会二国間共同研究 
担当研究者: 平田賢治 
 

  Mr. Duncan Axisa（アメリカ 大気科学研究センター） 
期   間: 平成 21 年 3 月 22 日～平成 21 年 3 月 27 日 

Dr. William A. Cooper（アメリカ 大気科学研究センター） 
期   間: 平成 21 年 3 月 22 日～平成 21 年 3 月 28 日 
用   務: Warm rain mechanisms に関する講演と降雨形成に及ぼす CCN の影響に関す

る意見交換 「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」（科学

技術振興調整費） 
担当研究者: 村上正隆  
 
 
 

JICA 研修受け入れ 

アルゼンチン国別「気候変動予測能力強化」研修 

期   間: 平成 20 年 7 月 15 日～平成 20 年 8 月 7 日（2 名は 7 月 18 日まで） 
Dr. Mario N. Nunez（大気・海洋研究センター（CIMA）所長） 
Dr. Silvina Solman（大気・海洋研究センター（CIMA）研究部門長） 
Ms. Josefina Blochzque（大気・海洋研究センター（CIMA）研究員） 

担当研究者: 楠昌司 鬼頭昭雄 
 

集団研修「気候変動への適応」コース 

期   間: 平成 20 年 9 月 3 日～平成 20 年 10 月 1 日（9/11 のみ） 
 Ms. GONZALEZ Maria Paz（アルゼンチン 環境・持続可能開発事務局気候変動部） 
 Mr. DI PIETRO PAOLO Lucas（アルゼンチン 環境・持続可能開発事務局気候変動部） 
 Mr. PARRAGUEZ Jorge Antonio（チリ 農業省農業地方事務局） 
 Mr. SEARLE Juan Pedro（チリ 国家環境委員会天然資源保護部） 
 Mr. ALARCON LEORO Fausto Xavier（エクアドル 環境省） 
 Mr. BALEISOLOMONE Arieta Daphne（フィジー フィジー気象部） 
 Mr. MARSHALL Geoffrey Stuart（ジャマイカ 水利省水資源局） 
 Mr. LOPEZ LOPEZ Victor Manuel（メキシコ 国立制作技術大学） 
 Mr. OKPARA Innocent Onyeanusi（ナイジェリア 水資源省） 
 Mr. UMAR Abdullahi（ナイジェリア 環境住宅都市開発省） 

 

8. 研究交流                                8.3. 海外研究機関等からの来訪者等 

 

 Mr. MIHIC Dragan（セルビア セルビア水文気象部門） 
 Ms. SAVIC Tatjana（セルビア セルビア水文気象部門） 
 Mr. HIJA Alawi Haji（タンザニア 農業畜産環境省） 
 Mr. MURUKE Wilbert Timiza（タンザニア タンザニア気象庁） 
 Ms. MATOTO Atelaite Lupe（トンガ 国土・測量・天然資源環境省） 

担当研究者: 鬼頭昭雄 楠昌司 

 

集団研修「気象業務能力向上」 

期   間: 平成 20 年 10 月 15 日～平成 20 年 10 月 17 日 
・（気候情報コース） 

Mr. BHUIYAN Md. Shameem Hassan （バングラデシュ 気象局農業気象課 気象官） 
Ms. WITT Yi Soe （ミャンマー気象水文局気象センター 予報官） 
Mr. NIHMEI Kaniaha Salesa （ヴァヌアツ気象局気候課 気候サービス管理官） 

・（短期予報コース） 
Ms. BIN Chann Mony （カンボジア気象局気象予報研究課 課長補佐） 
Mr. JOHNSON Charlie （フィジー気象局気象予報センター 航空予報支援管理官） 
Mr. FANAEI Seyed Hamed （イラン気象局気象予報センター 予報官） 
Ms. CHANTHANA Sinthaly （ラオス気象水文局気象予報・航空課 技術専門官） 
Mr. HAVEA Neniasi Niupalau （トンガ運輸省気象課 予報官補） 

担当研究者: 中村誠臣 田中実 上野充 折笠成宏 財前祐二 高橋宙 
 
 「日中気象災害研究プロジェクト」境界層観測コース 

期   間: 平成 20 年 11 月 26 日～平成 20 年 12 月 5 日 
Mr. Zhang Yong (張 勇) 
Mr. Gu Liang Lei (谷 良雪) 
担当研究者: 萩野谷成徳  
 

アジア地域「気候変動への適応にかかる能力強化」 

期   間: 平成 20 年 11 月 21 日～平成 20 年 12 月 18 日 
Mr. Rahman Md. Mizanur （バングラデシュ  

南アジア地域協力協会（SAARC）気象研究センター） 
Mr. MAKNUR Erwin Eka Syahputra （インドネシア インドネシア気象地質庁） 
Ms. SOLIS Ana Liza Solmoro （フィリピン  

フィリピン大気地球物理天文サービス庁（PAGASA）） 
Mr. CHAOWIWAT Winai （タイ チュラロンコーン大学） 
Mr. TRAN Trong Dinh （ベトナム ベトナム気象水文環境研究所） 

担当研究者: 鬼頭昭雄 楠昌司 佐藤康雄 
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8. 研究交流                                8.3. 海外研究機関等からの来訪者等 

 

用   務: 氷晶発生機構に関する研究を行う 「渇水対策のための人工降雨・降雪に関す

る総合的研究」（科学技術振興調整費）「豪雨の力学的予測のための初期値解析

と予測信頼性の評価に関する研究」（科学研究費補助金） 
担当研究者: 村上正隆 斉藤和雄 
 

  M.Sc. Eddy Z. Gaffar（インドネシア科学院） 
期   間: 平成 21 年 2 月 19 日～平成 21 年 3 月 14 日 

  Dr. Udrekh（インドネシア技術評価応用庁） 
期   間: 平成 21 年 3 月 2 日～平成 21 年 3 月 14 日 

 Dr. Yusuf S. Djajadihardja（インドネシア技術評価応用庁） 
期   間: 平成 21 年 3 月 6 日～平成 21 年 3 月 14 日 

  Dr. Haryadi Permana（インドネシア科学院） 
期   間: 平成 21 年 3 月 9 日～平成 21 年 3 月 14 日 
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る意見交換 「渇水対策のための人工降雨・降雪に関する総合的研究」（科学

技術振興調整費） 
担当研究者: 村上正隆  
 
 
 

JICA 研修受け入れ 

アルゼンチン国別「気候変動予測能力強化」研修 

期   間: 平成 20 年 7 月 15 日～平成 20 年 8 月 7 日（2 名は 7 月 18 日まで） 
Dr. Mario N. Nunez（大気・海洋研究センター（CIMA）所長） 
Dr. Silvina Solman（大気・海洋研究センター（CIMA）研究部門長） 
Ms. Josefina Blochzque（大気・海洋研究センター（CIMA）研究員） 

担当研究者: 楠昌司 鬼頭昭雄 
 

集団研修「気候変動への適応」コース 

期   間: 平成 20 年 9 月 3 日～平成 20 年 10 月 1 日（9/11 のみ） 
 Ms. GONZALEZ Maria Paz（アルゼンチン 環境・持続可能開発事務局気候変動部） 
 Mr. DI PIETRO PAOLO Lucas（アルゼンチン 環境・持続可能開発事務局気候変動部） 
 Mr. PARRAGUEZ Jorge Antonio（チリ 農業省農業地方事務局） 
 Mr. SEARLE Juan Pedro（チリ 国家環境委員会天然資源保護部） 
 Mr. ALARCON LEORO Fausto Xavier（エクアドル 環境省） 
 Mr. BALEISOLOMONE Arieta Daphne（フィジー フィジー気象部） 
 Mr. MARSHALL Geoffrey Stuart（ジャマイカ 水利省水資源局） 
 Mr. LOPEZ LOPEZ Victor Manuel（メキシコ 国立制作技術大学） 
 Mr. OKPARA Innocent Onyeanusi（ナイジェリア 水資源省） 
 Mr. UMAR Abdullahi（ナイジェリア 環境住宅都市開発省） 

 

8. 研究交流                                8.3. 海外研究機関等からの来訪者等 

 

 Mr. MIHIC Dragan（セルビア セルビア水文気象部門） 
 Ms. SAVIC Tatjana（セルビア セルビア水文気象部門） 
 Mr. HIJA Alawi Haji（タンザニア 農業畜産環境省） 
 Mr. MURUKE Wilbert Timiza（タンザニア タンザニア気象庁） 
 Ms. MATOTO Atelaite Lupe（トンガ 国土・測量・天然資源環境省） 

担当研究者: 鬼頭昭雄 楠昌司 

 

集団研修「気象業務能力向上」 

期   間: 平成 20 年 10 月 15 日～平成 20 年 10 月 17 日 
・（気候情報コース） 

Mr. BHUIYAN Md. Shameem Hassan （バングラデシュ 気象局農業気象課 気象官） 
Ms. WITT Yi Soe （ミャンマー気象水文局気象センター 予報官） 
Mr. NIHMEI Kaniaha Salesa （ヴァヌアツ気象局気候課 気候サービス管理官） 

・（短期予報コース） 
Ms. BIN Chann Mony （カンボジア気象局気象予報研究課 課長補佐） 
Mr. JOHNSON Charlie （フィジー気象局気象予報センター 航空予報支援管理官） 
Mr. FANAEI Seyed Hamed （イラン気象局気象予報センター 予報官） 
Ms. CHANTHANA Sinthaly （ラオス気象水文局気象予報・航空課 技術専門官） 
Mr. HAVEA Neniasi Niupalau （トンガ運輸省気象課 予報官補） 

担当研究者: 中村誠臣 田中実 上野充 折笠成宏 財前祐二 高橋宙 
 
 「日中気象災害研究プロジェクト」境界層観測コース 

期   間: 平成 20 年 11 月 26 日～平成 20 年 12 月 5 日 
Mr. Zhang Yong (張 勇) 
Mr. Gu Liang Lei (谷 良雪) 
担当研究者: 萩野谷成徳  
 

アジア地域「気候変動への適応にかかる能力強化」 

期   間: 平成 20 年 11 月 21 日～平成 20 年 12 月 18 日 
Mr. Rahman Md. Mizanur （バングラデシュ  

南アジア地域協力協会（SAARC）気象研究センター） 
Mr. MAKNUR Erwin Eka Syahputra （インドネシア インドネシア気象地質庁） 
Ms. SOLIS Ana Liza Solmoro （フィリピン  

フィリピン大気地球物理天文サービス庁（PAGASA）） 
Mr. CHAOWIWAT Winai （タイ チュラロンコーン大学） 
Mr. TRAN Trong Dinh （ベトナム ベトナム気象水文環境研究所） 

担当研究者: 鬼頭昭雄 楠昌司 佐藤康雄 
 
 

研
究
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9. 委員・専門家                                 9.1. 国際機関の委員・専門家 

 

* 世界気象機関（WMO）に属する委員会等 

９．委員・専門家 

 
 ここでは、平成20年度に気象研究所の職員が外部機関から委嘱を受けた委員・専門家（平成20年度以前から

の継続を含む）について、個人別に50音順で掲載している。 
 

９．１．国際機関の委員・専門家 

青木輝夫  ・気象学・大気科学国際協会（IAMAS）* 国際放射委員会（IRC）委員 
 
五十嵐康人 ・気候と大気研究に応用される自然放射性核種の発生と計測に関する専門家国際会議科学諮問委員 
 
上野 充  ・台風委員会（TC）* 台風研究調整グループ（TRCG）委員 
      ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR） 耐風・耐震構造専門部会 専門部会委員 

・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会作業部会 D委員 
 
 
尾瀬智昭  ・世界気候研究計画（WCRP）* 気候の変動性及び予測可能性研究計画（CLIVAR） 季節から

数年スケールの気候予測に関する作業部会（WGSIP）委員 
      ・気候情報・予測サービス（CLIPS）* 季節内・季節・年々の予測のための研究ニーズに関する

専門家チーム 委員 
 
蒲地政文  ・全球気候観測システム（GCOS）* 気候のための海洋観測パネル（OOPC） 全球海洋データ

同化実験オーシャンビュー科学運営チーム（GOVST） 委員 
      ・WMO/IOC合同海洋・海上気象専門委員会(JCOMM) 現業海況予報システムに関するエキスパ

ートチーム(ET-OOFS) 委員 
 
鬼頭昭雄  ・気候変動に関する政府間パネル（IPCC）「気候と水に関する技術報告」リードオーサー 
 
斉藤和雄  ・世界天気研究計画（WWRP）* メソスケール天気予報研究作業部会（WGMWFR）委員 
      ・世界天気研究計画（WWRP）北京 2008 研究開発プロジェクト（B08RDP）* 国際科学運営

委員会（ISSC）委員 
 
柴田清孝  ・世界気候研究計画（WCRP）* 成層圏気候影響研究計画-科学運営委員会（SSG-SPARC）  

報告書リードオーサー 
 
瀬古 弘  ・世界天気研究計画（WWRP）北京2008研究開発プロジェクト（B08RDP）* 国際技術サポー

トチーム（ITeST）委員 
 
辻野博之  ・世界気候研究計画（WCRP）* 気候の変動性及び予測可能性研究計画（CLIVAR）海洋モデル

開発作業部会（WGOMD）委員 
 
仲江川敏之 ・気候情報・予測サービス（CLIPS）* 気候と水に関するラポーター 
 
中澤哲夫  ・世界天気研究計画（WWRP）* THORPEX国際運営委員会（ICSC-THORPEX） 委員 
      ・世界天気研究計画（WWRP）* THORPEXアジア地域委員会 議長 
      ・第Ⅱ地区協会（RAⅡ） WWRP-THORPEXに関するラポーター 
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9. 委員・専門家                                 9.1. 国際機関の委員・専門家 

 

* 世界気象機関（WMO）に属する委員会等 

９．委員・専門家 

 
 ここでは、平成20年度に気象研究所の職員が外部機関から委嘱を受けた委員・専門家（平成20年度以前から

の継続を含む）について、個人別に50音順で掲載している。 
 

９．１．国際機関の委員・専門家 

青木輝夫  ・気象学・大気科学国際協会（IAMAS）* 国際放射委員会（IRC）委員 
 
五十嵐康人 ・気候と大気研究に応用される自然放射性核種の発生と計測に関する専門家国際会議科学諮問委員 
 
上野 充  ・台風委員会（TC）* 台風研究調整グループ（TRCG）委員 
      ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR） 耐風・耐震構造専門部会 専門部会委員 

・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会作業部会 D委員 
 
 
尾瀬智昭  ・世界気候研究計画（WCRP）* 気候の変動性及び予測可能性研究計画（CLIVAR） 季節から

数年スケールの気候予測に関する作業部会（WGSIP）委員 
      ・気候情報・予測サービス（CLIPS）* 季節内・季節・年々の予測のための研究ニーズに関する

専門家チーム 委員 
 
蒲地政文  ・全球気候観測システム（GCOS）* 気候のための海洋観測パネル（OOPC） 全球海洋データ

同化実験オーシャンビュー科学運営チーム（GOVST） 委員 
      ・WMO/IOC合同海洋・海上気象専門委員会(JCOMM) 現業海況予報システムに関するエキスパ

ートチーム(ET-OOFS) 委員 
 
鬼頭昭雄  ・気候変動に関する政府間パネル（IPCC）「気候と水に関する技術報告」リードオーサー 
 
斉藤和雄  ・世界天気研究計画（WWRP）* メソスケール天気予報研究作業部会（WGMWFR）委員 
      ・世界天気研究計画（WWRP）北京 2008 研究開発プロジェクト（B08RDP）* 国際科学運営

委員会（ISSC）委員 
 
柴田清孝  ・世界気候研究計画（WCRP）* 成層圏気候影響研究計画-科学運営委員会（SSG-SPARC）  

報告書リードオーサー 
 
瀬古 弘  ・世界天気研究計画（WWRP）北京2008研究開発プロジェクト（B08RDP）* 国際技術サポー

トチーム（ITeST）委員 
 
辻野博之  ・世界気候研究計画（WCRP）* 気候の変動性及び予測可能性研究計画（CLIVAR）海洋モデル

開発作業部会（WGOMD）委員 
 
仲江川敏之 ・気候情報・予測サービス（CLIPS）* 気候と水に関するラポーター 
 
中澤哲夫  ・世界天気研究計画（WWRP）* THORPEX国際運営委員会（ICSC-THORPEX） 委員 
      ・世界天気研究計画（WWRP）* THORPEXアジア地域委員会 議長 
      ・第Ⅱ地区協会（RAⅡ） WWRP-THORPEXに関するラポーター 
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9. 委員・専門家                                 9.1. 国際機関の委員・専門家 

 

* 世界気象機関（WMO）に属する委員会等 

      ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR） 耐風・耐震構造専門部会 幹事会委員 
 
三上正男  ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会作業部会 D委員 
 
村上正隆  ・世界天気研究計画（WWRP）* 気象改変専門家チーム 委員 

 
吉川澄夫  ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR） 耐風・耐震構造専門部会 専門部会委員 

 
 

9. 委員・専門家                                 9.2. 国内機関の委員・専門家 
 
９．２．国内機関の委員・専門家 

 

青木輝夫  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期山本・正野論文賞推薦委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期山本・正野論文賞推薦委員会委員 
・（学）東海大学情報技術センター 地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会委員 
・（社）日本雪氷学会、日本雪工学会 雪氷研究大会（2008・東京）実行委員 

・国際放射委員会事務局 国際放射委員 
青梨和正  ・（学）東海大学情報技術センター 地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会委員 
青栁曉典  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
青山道夫  ・（社）日本アイソトープ協会 第 21 期理工学部会超低レベル放射能測定専門委員会委員 

・茨城県 茨城県東海地区環境放射線監視委員会調査部会専門員 

・（社）日本アイソトープ協会 理工学部会常任委員会常任委員 

・（社）日本アイソトープ協会 理工学部会超低レベル放射能測定専門委員会専門委員長 

・第 46 回アイソトープ・放射線研究発表会事務局 第 46 回アイソトープ・放射線研究

発表会運営委員会幹事 
五十嵐康人 ・日本地球化学会 「地球化学」編集委員会編集委員 

・（財）日本分析センター 環境放射線等モニタリングデータ評価検討会委員 

石井雅男  ・（独）海洋研究開発機構 地球観測システム構築推進プラン「海洋二酸化炭素センサ

ー開発と観測基盤構築」研究運営委員会委員 
・情報・システム研究機構国立極地研究所 プロジェクト研究共同研究者 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 IMBER 小委員会委員 

・筑波大学 学位論文審査委員会委員 

・日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
石崎 廣  ・海洋気象学会 理事 

・東京大学気候システム研究センター 研究協議会委員 

 石原正仁  ・（社）日本気象学会 第 35 期気象用語検討委員会委員 

・（社）電波産業会 ウィンドプロファイラレーダの多重化技術に関する調査検討会委 

 員 

・（株）東洋建設 落雷保護対策検討委員会委員 

・（財）河川情報センター X バンドレーダ分科会委員 

・（独）防災科学技術研究所 研究開発課題外部評価委員 

・（社）日本地球惑星科学連合 環境・災害対応委員 

石元裕史  ・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員 

上野 充  ・（独）土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会委 

       員 

内山明博  ・（学）東海大学情報技術センター EarthCARE/CPR 委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期気象集誌編集委員会委員 

・（独）国立環境研究所 平成 20 年度地球温暖化観測推進ワーキンググループ委員 
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9. 委員・専門家                                 9.1. 国際機関の委員・専門家 

 

* 世界気象機関（WMO）に属する委員会等 

      ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR） 耐風・耐震構造専門部会 幹事会委員 
 
三上正男  ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）耐風・耐震構造専門部会作業部会 D委員 
 
村上正隆  ・世界天気研究計画（WWRP）* 気象改変専門家チーム 委員 

 
吉川澄夫  ・天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR） 耐風・耐震構造専門部会 専門部会委員 

 
 

9. 委員・専門家                                 9.2. 国内機関の委員・専門家 
 
９．２．国内機関の委員・専門家 

 

青木輝夫  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期山本・正野論文賞推薦委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期山本・正野論文賞推薦委員会委員 
・（学）東海大学情報技術センター 地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会委員 
・（社）日本雪氷学会、日本雪工学会 雪氷研究大会（2008・東京）実行委員 

・国際放射委員会事務局 国際放射委員 
青梨和正  ・（学）東海大学情報技術センター 地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会委員 
青栁曉典  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
青山道夫  ・（社）日本アイソトープ協会 第 21 期理工学部会超低レベル放射能測定専門委員会委員 

・茨城県 茨城県東海地区環境放射線監視委員会調査部会専門員 

・（社）日本アイソトープ協会 理工学部会常任委員会常任委員 

・（社）日本アイソトープ協会 理工学部会超低レベル放射能測定専門委員会専門委員長 

・第 46 回アイソトープ・放射線研究発表会事務局 第 46 回アイソトープ・放射線研究

発表会運営委員会幹事 
五十嵐康人 ・日本地球化学会 「地球化学」編集委員会編集委員 

・（財）日本分析センター 環境放射線等モニタリングデータ評価検討会委員 

石井雅男  ・（独）海洋研究開発機構 地球観測システム構築推進プラン「海洋二酸化炭素センサ

ー開発と観測基盤構築」研究運営委員会委員 
・情報・システム研究機構国立極地研究所 プロジェクト研究共同研究者 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 IMBER 小委員会委員 

・筑波大学 学位論文審査委員会委員 

・日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
石崎 廣  ・海洋気象学会 理事 

・東京大学気候システム研究センター 研究協議会委員 

 石原正仁  ・（社）日本気象学会 第 35 期気象用語検討委員会委員 

・（社）電波産業会 ウィンドプロファイラレーダの多重化技術に関する調査検討会委 

 員 

・（株）東洋建設 落雷保護対策検討委員会委員 

・（財）河川情報センター X バンドレーダ分科会委員 

・（独）防災科学技術研究所 研究開発課題外部評価委員 

・（社）日本地球惑星科学連合 環境・災害対応委員 

石元裕史  ・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員 

上野 充  ・（独）土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会委 

       員 

内山明博  ・（学）東海大学情報技術センター EarthCARE/CPR 委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期気象集誌編集委員会委員 

・（独）国立環境研究所 平成 20 年度地球温暖化観測推進ワーキンググループ委員 

委
員
・
専
門
家
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9. 委員・専門家                                 9.2. 国内機関の委員・専門家 
 

永戸久喜  ・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期総合計画委員 

尾瀬智昭  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議連携委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
勝間田明男 ・（財）震災予防協会 震災予防協会編集委員会委員 

      ・東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会計画推進部会委員 
      ・（社）日本地震学会 日本地震学会代議員 
加藤輝之  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 

      ・筑波大学 連携大学院方式に関わる教員（客員准教授） 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期気象集誌編集委員会委員 
上口賢治  ・（社）日本気象学会 第 34 期電子情報委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期電子情報委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 

河野耕平  ・（社）日本気象学会 第 35 期役員選挙管理委員会委員 
鬼頭昭雄  ・（独）海洋研究開発機構、（財）地球・人間環境フォーラム、（財）地球産業文化研究

所 IPCC 国内連絡会メンバー 
・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 

・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・筑波大学 連携大学院方式に関わる教員（客員教授） 

・国際日本文化研究センター 平成 20 年度国際日本文化研究センター共同研究員 
・熊本県 川辺川ダム事業に関する有識者会議委員 
・筑波大学 筑波大学計算科学研究センター共同研究員 
・（独）国立環境研究所 平成 20 年度スーパーコンピュータ研究利用専門委員会委員 

・（独）国立環境研究所 地球温暖化研究検討会（温暖化研究者フォーラム）委員 
・（独）国立環境研究所 平成 20 年度地球温暖化観測推進ワーキンググループ委員 

・（独）海洋研究開発機構 IPCC 第 5 次評価報告書に向けての国内連絡会準備会メンバ

ー 
楠 研一  ・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 

・（社）電気学会 自然災害の予測と監視のための電磁界技術調査専門委員会委員 
・(独)防災科学技術研究所 次世代気象災害監視レーダネットワーク（X-NET）の構築

と利用に関する検討委員会委員 
楠 昌司  ・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

9. 委員・専門家                                 9.2. 国内機関の委員・専門家 
 

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期気象研究ノート編集委員会委員 

栗田 進  ・（財）環境科学技術研究所 微量元素葉面挙動調査検討委員会委員 

栗原 和夫 ・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・（財）日本水土総合研究所 平成 20 年度農業水利基本問題検討委員会気候変動部会委

員 

小林隆久  ・（財）原子力安全研究協会 原子力気象数値モデル検討専門委員会委員 
・（学）東海大学情報技術センター EarthCARE/CPR 委員会委員 

齊藤和雄  ・（社）日本気象学会 第 34 期学会賞推薦委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 
・（独）海洋研究開発機構 「地球システム統合モデルによる長期気候変動予測実験」

研究運営委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期学会賞推薦委員 

澤 庸介  ・（財）日航財団 地球環境観測推進委員会委員 
柴田清孝  ・情報・システム研究機構国立極地研究所 プロジェクト研究共同研究者 

・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 SPARC 小委員会委員 

・（独）国立環境研究所 客員研究員 

・（社）日本気象学会 第 35 期気象集誌編集委員会委員 
・東海大学情報技術センター 静止大気ミッション検討委員会委員 

 島崎貴仁  ・（財）国際科学振興財団 つくば WAN 研究交流委員会委員 
小司禎教  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
杉 正人  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・東京大学気候システム研究センター 文部科学省 21 世紀気候変動革新プログラム「高

解像度気候モデルによる近未来気候変動予測に関する研究」運営委員会委員 

・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・名古屋大学地球水循環研究センター IHP 分科会トレーニング・コース WG 委員会

委員 

 鈴木 修  ・高知大学 平成 20 年度非常勤講師 

       ・日本風工学会 日本風工学会評議員 

清野直子  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象研究ノート編集委員会委員 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期気象研究ノート編集委員会委員 
関山 剛  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 

高橋 宙  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

高薮 出  ・水文・水資源学会 編集出版委員 

田中泰宙  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 
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9. 委員・専門家                                 9.2. 国内機関の委員・専門家 
 

永戸久喜  ・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期総合計画委員 

尾瀬智昭  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議連携委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
勝間田明男 ・（財）震災予防協会 震災予防協会編集委員会委員 

      ・東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会計画推進部会委員 
      ・（社）日本地震学会 日本地震学会代議員 
加藤輝之  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 

      ・筑波大学 連携大学院方式に関わる教員（客員准教授） 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期気象集誌編集委員会委員 
上口賢治  ・（社）日本気象学会 第 34 期電子情報委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期電子情報委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 

河野耕平  ・（社）日本気象学会 第 35 期役員選挙管理委員会委員 
鬼頭昭雄  ・（独）海洋研究開発機構、（財）地球・人間環境フォーラム、（財）地球産業文化研究

所 IPCC 国内連絡会メンバー 
・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 

・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・筑波大学 連携大学院方式に関わる教員（客員教授） 

・国際日本文化研究センター 平成 20 年度国際日本文化研究センター共同研究員 
・熊本県 川辺川ダム事業に関する有識者会議委員 
・筑波大学 筑波大学計算科学研究センター共同研究員 
・（独）国立環境研究所 平成 20 年度スーパーコンピュータ研究利用専門委員会委員 

・（独）国立環境研究所 地球温暖化研究検討会（温暖化研究者フォーラム）委員 
・（独）国立環境研究所 平成 20 年度地球温暖化観測推進ワーキンググループ委員 

・（独）海洋研究開発機構 IPCC 第 5 次評価報告書に向けての国内連絡会準備会メンバ

ー 
楠 研一  ・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 

・（社）電気学会 自然災害の予測と監視のための電磁界技術調査専門委員会委員 
・(独)防災科学技術研究所 次世代気象災害監視レーダネットワーク（X-NET）の構築

と利用に関する検討委員会委員 
楠 昌司  ・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の
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変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期気象研究ノート編集委員会委員 

栗田 進  ・（財）環境科学技術研究所 微量元素葉面挙動調査検討委員会委員 

栗原 和夫 ・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・（財）日本水土総合研究所 平成 20 年度農業水利基本問題検討委員会気候変動部会委

員 

小林隆久  ・（財）原子力安全研究協会 原子力気象数値モデル検討専門委員会委員 
・（学）東海大学情報技術センター EarthCARE/CPR 委員会委員 

齊藤和雄  ・（社）日本気象学会 第 34 期学会賞推薦委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 
・（独）海洋研究開発機構 「地球システム統合モデルによる長期気候変動予測実験」

研究運営委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期学会賞推薦委員 

澤 庸介  ・（財）日航財団 地球環境観測推進委員会委員 
柴田清孝  ・情報・システム研究機構国立極地研究所 プロジェクト研究共同研究者 

・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 SPARC 小委員会委員 

・（独）国立環境研究所 客員研究員 

・（社）日本気象学会 第 35 期気象集誌編集委員会委員 
・東海大学情報技術センター 静止大気ミッション検討委員会委員 

 島崎貴仁  ・（財）国際科学振興財団 つくば WAN 研究交流委員会委員 
小司禎教  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
杉 正人  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・東京大学気候システム研究センター 文部科学省 21 世紀気候変動革新プログラム「高

解像度気候モデルによる近未来気候変動予測に関する研究」運営委員会委員 

・（財）地球科学技術総合推進機構 「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の

変化予測に関する研究」研究運営委員会委員 

・名古屋大学地球水循環研究センター IHP 分科会トレーニング・コース WG 委員会

委員 

 鈴木 修  ・高知大学 平成 20 年度非常勤講師 

       ・日本風工学会 日本風工学会評議員 

清野直子  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象研究ノート編集委員会委員 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期気象研究ノート編集委員会委員 
関山 剛  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 

高橋 宙  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

高薮 出  ・水文・水資源学会 編集出版委員 

田中泰宙  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 
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      ・（社）日本気象学会 第 35 期 SOLA 編集委員会事務局 

千葉 長  ・経済産業省原子力安全・保安院 総合資源エネルギー調査会臨時委員 

・茨城県 茨城県東海地区環境放射線監視委員会評価部会専門員 

 忠鉢 繁  ・千葉科学大学 非常勤講師 
辻野博之  ・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP

合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・東京大学気候システム研究センター 「高解像度気候モデルによる近未来気候変動予

測に関する研究」運営委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
富樫正明  ・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会委員 

・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会作業

部会 D 委員 
永井智広  ・（独）理化学研究所 客員研究員 
仲江川敏之 ・水文・水資源学会 国際誌編集委員会委員 

・大学共同利用機関法人人間文化研究機構 平成 20 年度総合地球環境学研究所共同研

究員 

・東京大学生産技術研究所 「土壌・積雪水当量の全球解析及び気候変動への影響に関

する研究」協力研究員 

・（社）土木学会 水工学委員会水文部会委員 

・水文・水資源学会 研究調整委員会委員 
中里真久  ・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員会委員 
中澤哲夫  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 

・（学）東海大学情報技術センター 地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会委員 
・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会日本

側専門部会委員 

・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会幹事

会委員 

・（独）宇宙航空研究開発機構 地球環境変動観測ミッション第 1 回研究公募評価委員

会委員 

・（独）宇宙航空研究開発機構 降水観測ミッションに関する日米合同科学者チーム

（JPST）メンバー 
・東海大学情報技術センター 新規ミッション検討委員会委員 
・東海大学情報技術センター GPM 利用検討委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 

 庭野匡思  ・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員 

萩野谷成徳 ・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員 

橋本明弘  ・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期総合計画委員 
林 修吾  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 

平田賢治  ・（独）海洋研究開発機構 地球内部変動研究センター招聘主任研究員 

・（社）土木学会 調査研究部門「原子力土木委員会 津波評価部会」委員 
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・（財）沿岸技術研究センター 東北における津波防災連絡協議会及び津波防災情報の

検討ワーキンググループ委員 
廣瀬勝己  ・茨城県 茨城県原子力審議会委員 

・茨城県 茨城県東海地区環境放射線監視委員会委員 
・（財）日本分析センター 平成 20 年度環境放射能水準調査検討委員会委員 
・（社）日本気象学会「第 45 回アイソトープ・放射線研究発表会」運営委員会委員 

・（社）日本気象学会「第 46 回アイソトープ・放射線研究発表会」運営委員会委員 
・内閣府原子力安全委員会事務局 原子力安全委員会原子炉安全専門審査会審査委員 
・内閣府原子力安全委員会事務局 原子力安全委員会核燃料安全専門審査会審査委員 
・内閣府原子力安全委員会事務局 原子力安全委員会専門委員 

・文部科学省科学技術・学術政策局 放射線審議会委員 

藤部文昭  ・（社）日本気象学会 第 34 期常任理事 
・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期奨励賞・各賞委員会委員 

・（独）大型降雨実験施設運用委員会委員 

・国際都市気象研究組織（IAUC) ICUC（第 7 回国際都市気象学会）実行運営委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期統合計画委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期電子情報委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期各賞候補者推薦委員 

・日本風工学会 第 17 期編集・広報委員会委員 

・日本気象予報士会 日本気象予報士会表彰審査委員会委員 

別所康太郎 ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
保坂征宏  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 
干場充之  ・（独）建築研究所 研究業績評価員 

      ・（独）建築研究所 研究評価委員会委員 

      ・（社）日本地震学会 日本地震学会代議員 

      ・（財）地震予知総合研究振興会 研究委員会委員 

      ・気象庁地震火山部 緊急地震速報評価・改善検討委員会技術部会委員 

前田憲二  ・文部科学省 地震調査研究推進本部専門委員 

      ・（社）日本地震学会 日本地震学会 ASC2008 実行委員会委員 

      ・東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会計画推進部会委員 

牧 廣篤  ・東海大学情報技術センター 静止大気ミッション検討委員会委員 
松枝秀和  ・(独)国立環境研究所 平成 20 年度地球温暖化観測推進事務局ワーキンググループ委

員 

・（財）日航財団 地球環境観測推進委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 IGAC 小委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
三上正男  ・（社）日本気象学会 第 34 期国際学術交流委員会委員 
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      ・（社）日本気象学会 第 35 期 SOLA 編集委員会事務局 

千葉 長  ・経済産業省原子力安全・保安院 総合資源エネルギー調査会臨時委員 

・茨城県 茨城県東海地区環境放射線監視委員会評価部会専門員 

 忠鉢 繁  ・千葉科学大学 非常勤講師 
辻野博之  ・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP

合同分科会 CLIVAR 小委員会委員 

・東京大学気候システム研究センター 「高解像度気候モデルによる近未来気候変動予

測に関する研究」運営委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
富樫正明  ・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会委員 

・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会作業

部会 D 委員 
永井智広  ・（独）理化学研究所 客員研究員 
仲江川敏之 ・水文・水資源学会 国際誌編集委員会委員 

・大学共同利用機関法人人間文化研究機構 平成 20 年度総合地球環境学研究所共同研

究員 

・東京大学生産技術研究所 「土壌・積雪水当量の全球解析及び気候変動への影響に関

する研究」協力研究員 

・（社）土木学会 水工学委員会水文部会委員 

・水文・水資源学会 研究調整委員会委員 
中里真久  ・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 

      ・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員会委員 
中澤哲夫  ・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 

・（学）東海大学情報技術センター 地球環境変動観測ミッション（GCOM）委員会委員 
・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会日本

側専門部会委員 

・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会幹事

会委員 

・（独）宇宙航空研究開発機構 地球環境変動観測ミッション第 1 回研究公募評価委員

会委員 

・（独）宇宙航空研究開発機構 降水観測ミッションに関する日米合同科学者チーム

（JPST）メンバー 
・東海大学情報技術センター 新規ミッション検討委員会委員 
・東海大学情報技術センター GPM 利用検討委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 

 庭野匡思  ・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員 

萩野谷成徳 ・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員 

橋本明弘  ・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期総合計画委員 
林 修吾  ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 

平田賢治  ・（独）海洋研究開発機構 地球内部変動研究センター招聘主任研究員 

・（社）土木学会 調査研究部門「原子力土木委員会 津波評価部会」委員 

9. 委員・専門家                                 9.2. 国内機関の委員・専門家 
 

・（財）沿岸技術研究センター 東北における津波防災連絡協議会及び津波防災情報の

検討ワーキンググループ委員 
廣瀬勝己  ・茨城県 茨城県原子力審議会委員 

・茨城県 茨城県東海地区環境放射線監視委員会委員 
・（財）日本分析センター 平成 20 年度環境放射能水準調査検討委員会委員 
・（社）日本気象学会「第 45 回アイソトープ・放射線研究発表会」運営委員会委員 

・（社）日本気象学会「第 46 回アイソトープ・放射線研究発表会」運営委員会委員 
・内閣府原子力安全委員会事務局 原子力安全委員会原子炉安全専門審査会審査委員 
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藤部文昭  ・（社）日本気象学会 第 34 期常任理事 
・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期講演企画委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 34 期奨励賞・各賞委員会委員 

・（独）大型降雨実験施設運用委員会委員 

・国際都市気象研究組織（IAUC) ICUC（第 7 回国際都市気象学会）実行運営委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期講演企画委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期統合計画委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期電子情報委員 
・（社）日本気象学会 第 35 期各賞候補者推薦委員 

・日本風工学会 第 17 期編集・広報委員会委員 

・日本気象予報士会 日本気象予報士会表彰審査委員会委員 

別所康太郎 ・（社）日本気象学会 第 34 期天気編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期天気編集委員会委員 
保坂征宏  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 
干場充之  ・（独）建築研究所 研究業績評価員 

      ・（独）建築研究所 研究評価委員会委員 

      ・（社）日本地震学会 日本地震学会代議員 

      ・（財）地震予知総合研究振興会 研究委員会委員 

      ・気象庁地震火山部 緊急地震速報評価・改善検討委員会技術部会委員 

前田憲二  ・文部科学省 地震調査研究推進本部専門委員 

      ・（社）日本地震学会 日本地震学会 ASC2008 実行委員会委員 

      ・東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会計画推進部会委員 

牧 廣篤  ・東海大学情報技術センター 静止大気ミッション検討委員会委員 
松枝秀和  ・(独)国立環境研究所 平成 20 年度地球温暖化観測推進事務局ワーキンググループ委

員 

・（財）日航財団 地球環境観測推進委員会委員 
・内閣府日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP
合同分科会 IGAC 小委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 
三上正男  ・（社）日本気象学会 第 34 期国際学術交流委員会委員 
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9. 委員・専門家                                 9.2. 国内機関の委員・専門家 
 

・（社）日本気象学会 第 34 期 SOLA 編集委員会委員 

・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会作業

部会 D委員 
・(独)科学技術振興機構 科学技術論文発信・流通促進事業アドバイザー委員会委員 

・東京大学先端技術研究センター 環境省地球環境研究総合推進費「革新的手法による

エアロゾル物理化学特性の解明と気候変動予測の高精度化」 
・（社）日本気象学会 第 35 期総合計画委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期電子情報委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期 SOLA 編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期国際学術交流委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 35 期教育と普及委員 

・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会委員 
・（社）海外環境協力センター 平成 20 年度黄砂問題検討会委員 

・(独)科学技術振興機構 科学技術論文発信・流通促進事業アドバイザー委員会開発分

科会委員 

緑川 貴  ・（社）国際環境研究協会 平成 20 年度地球環境研究企画委員会第 2 研究分科会 
村上正隆  ・（社）日本気象学会 第 34 期気象集誌編集委員会委員 

・（社）日本気象学会 第 34 期気象用語検討委員会委員 
・（学）東海大学情報技術センター EarthCARE/CPR 委員会委員 

・内閣府日本学術会議事務局 地球惑星科学委員会国際対応分科会 IAMAS 小委員会委

員 

・（財）電力中央研究所 送電設備の雪害に関する研究委員会委員 

・東京大学 非常勤講師（客員教授） 

・（社）日本気象学会 第 35 期気象用語検討委員 

・内閣府日本学術会議事務局 日本学術会議委員 

・東海大学情報技術センター GPM 利用検討委員会委員 

山里 平  ・気象庁 火山噴火予知連絡会 委員 

・気象庁 火山噴火予知連絡会 火山観測体制等に関する検討会委員 

・東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会計画推進部会委員 

山本剛靖  ・東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会計画推進部会委員 

行本誠史  ・（社）日本気象学会 第 35 期気象集誌編集委員 

横手嘉二  ・（財）日航財団 地球環境観測推進委員会委員 

吉川澄夫  ・(独)土木研究所 天然資源の開発利用に関する日米会議耐風・耐震構造専門部会日本

側専門部会委員 
吉田康宏  ・（社）日本地震学会 代議員 

・（社）日本地震学会 選挙管理委員会委員 

・（社）日本地震学会 地震編集委員会委員 

・(独)建築研究所 国際地震工学研修カリキュラム部会委員 

・東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会計画推進部会委員 

・政策研究大学院大学 「修士課程学生に対する論文副指導」非常勤講師 
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6. 成果発表                                          6.1. 論文等 

６．成果発表 
 
 気象研究所の職員が平成 19年度に発表した論文、口頭発表の一覧を個人別に五十音順で掲載している。 
 論文等には、原著論文のほか、報告書、著書、翻訳、解説などの著作物について、単独・共著の区別な

く掲載した。但し、口頭発表に伴う著作物のうち学会予稿集など簡易なものについては、口頭発表と重複

するため除いている。 
 口頭発表には、学会や会議で行った発表・講演のうち、気象研究所職員が筆頭者となっているものを一

覧として掲載した。 
 
６．１．論文等 
 
 各著作物の情報は、整理番号、著者、刊行年、論文タイトル、掲載誌、掲載巻・頁の順に掲載している。

整理番号における左側の番号は、該当職員に割り当てた番号であるため、下記リストでは必ずしも連続し

て現れない。 
 また、整理番号の後ろに「*」を付した著作物は、査読付き論文であることを示している。 
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